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議案第５２号 

 

令和３年度京丹後市一般会計予算 

 

 

 令和３年度京丹後市一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３５，３２０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の目的、限度

額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

 ３，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）各項に計上した報酬（会計年度任用職員に限る。）、給料、職員手当等及び共済費に

係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

用 

 

 令和３年３月２２日提出 

 

                           京丹後市長  中 山  泰 
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歳   入 （単位：千円）

1

1 市 民 税

2 固 定 資 産 税

3 軽 自 動 車 税

4 市 た ば こ 税

5 鉱 産 税

6 入 湯 税

2

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税

2 自 動 車 重 量 譲 与 税

3 森 林 環 境 譲 与 税

3

1 利 子 割 交 付 金

4

1 配 当 割 交 付 金

5

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

6

1 法 人 事 業 税 交 付 金

7

1 地 方 消 費 税 交 付 金

8

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

9

1 自 動 車 取 得 税 交 付 金

10

1 環 境 性 能 割 交 付 金

11

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金

12

1 地 方 特 例 交 付 金

2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収
補 填 特 別 交 付 金

13

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

款 項 金　　　額

市 税 4,743,752

2,026,339

2,171,881

216,350

287,548

125

41,509

地 方 譲 与 税 289,938

65,000

200,000

24,938

利 子 割 交 付 金 4,000

4,000

配 当 割 交 付 金 30,000

30,000

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 24,000

24,000

法 人 事 業 税 交 付 金 35,000

35,000

地 方 消 費 税 交 付 金 1,100,000

1,100,000

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,900

7,900

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

1

環 境 性 能 割 交 付 金 33,000

33,000

57,000

57,000

地 方 特 例 交 付 金 200,000

30,000

170,000

地 方 交 付 税 14,100,000

－5－

国有提供施設等所在市町村助成交付金



（単位：千円）

1 地 方 交 付 税

14

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

15

1 分 担 金

2 負 担 金

16

1 使 用 料

2 手 数 料

17

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

3 国 庫 委 託 金

18

1 府 負 担 金

2 府 補 助 金

3 府 委 託 金

19

1 財 産 運 用 収 入

2 財 産 売 払 収 入

20

1 寄 附 金

21

1 特 別 会 計 繰 入 金

2 基 金 繰 入 金

22

1 繰 越 金

23

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料

2 市 預 金 利 子

3 貸 付 金 元 利 収 入

4 受 託 事 業 収 入

5 雑 入

款 項 金　　　額

14,100,000

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,000

5,000

分 担 金 及 び 負 担 金 211,045

44,805

166,240

使 用 料 及 び 手 数 料 569,700

145,890

423,810

国 庫 支 出 金 3,783,572

2,632,262

1,140,879

10,431

府 支 出 金 2,574,803

1,024,444

1,308,934

241,425

財 産 収 入 168,453

167,451

1,002

寄 附 金 600,000

600,000

繰 入 金 2,377,682

11,000

2,366,682

繰 越 金 150,000

150,000

諸 収 入 303,654

10,002

30

93,383

3,556

196,683

－6－



（単位：千円）

24

1 市 債

款 項 金　　　額

市 債 3,951,500

3,951,500

－7－

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 35,320,000



歳   出 （単位：千円）

1

1 議 会 費

2

1 総 務 管 理 費

2 徴 税 費

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

4 選 挙 費

5 統 計 調 査 費

6 監 査 委 員 費

3

1 社 会 福 祉 費

2 児 童 福 祉 費

3 生 活 保 護 費

4

1 保 健 衛 生 費

2 清 掃 費

5

1 労 働 諸 費

6

1 農 業 費

2 林 業 費

3 水 産 業 費

7

1 商 工 費

8

1 土 木 管 理 費

2 道 路 橋 梁 費

3 河 川 費

4 都 市 計 画 費

5 住 宅 費

6 港 湾 費

9

1 消 防 費

款 項 金　　　額

議 会 費 211,228

211,228

総 務 費 4,299,023

3,800,031

272,619

147,353

54,595

5,394

19,031

民 生 費 10,548,760

6,010,078

3,636,273

902,409

衛 生 費 4,797,153

3,162,185

1,634,968

労 働 費 56,451

56,451

農 林 水 産 業 費 1,518,373

1,216,676

225,430

76,267

商 工 費 1,536,329

1,536,329

土 木 費 3,198,312

349,914

1,029,088

139,081

1,574,141

102,144

3,944

消 防 費 1,460,124

1,460,124

－8－



（単位：千円）

10

1 教 育 総 務 費

2 小 学 校 費

3 中 学 校 費

4 社 会 教 育 費

5 保 健 体 育 費

12

1 公 債 費

14

1 予 備 費

款 項 金　　　額

教 育 費 2,992,493

823,986

542,921

542,875

543,091

539,620

公 債 費 4,667,148

4,667,148

予 備 費 34,606

34,606

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 35,320,000

－9－
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（単位：千円）

事　　　　項 期　　　間 限　度　額

京都府知事選挙ポスター掲示場設置・撤去
等業務

令和4年度 764

新最終処分場環境測定業務 令和4年度 8,599

テレワーク戦略推進事業 令和4年度～令和7年度 59,200

新シルク産業創造事業 令和4年度～令和7年度 65,484

第　２　表　　債 務 負 担 行 為
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（単位：千円）

起債の目的 起債の方法 利　率 償還の方法

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事
業

223,000

過疎地域自立促進特別事業 269,300

京都丹後鉄道利用促進対策
事業

50,600

旧網野町民ｾﾝﾀｰ解体事業 69,500

丹後庁舎環境整備事業 3,200

峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ整備事業 101,700

児童福祉施設整備事業 26,400

水道事業一般会計出資 294,000

最終処分場整備事業 98,400

ため池等整備負担金事業 4,500

農業経営実践型学舎用農地
整備負担金事業

3,800

農業競争力強化基盤整備負
担金事業

38,000

農業関連施設整備事業 800

小規模基盤整備事業 9,300

農地耕作条件改善事業 13,700

漁業施設整備事業 9,400

観光施設整備事業 86,100

商工施設整備事業 3,700

道路改良事業 407,700

除雪機械等整備事業 42,500

河川整備事業 23,700

第　３　表　　地　方　債

限　度　額

　
　証券発行
の方法に
よって起債
する場合、
発行価格が
額面金額を
下まわると
きは、その
発行価格差
減額をうめ
るため必要
な金額を加
算した額

　
　証書借入
　  又は
　証券発行

（ただし、証
券発行の方法
による場合に
おいては、発
行価格は額面
金額100円に
つき98円50銭
以上とす
る。）

　
　５.０％以内

（ただし、利率
見直し方式で借
入れる資金につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

　
　政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合には、その債権
者と協定するものと
する。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償
還又は低利に借換え
することができる。
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（単位：千円）

起債の目的 起債の方法 利　率 償還の方法

急傾斜地崩壊対策事業 15,600

河川浚渫事業 20,800

都市下水路整備事業 32,800

市営住宅改修事業 4,400

消防防災施設整備事業 56,400

消防自動車整備事業 67,600

防災行政無線整備事業 148,900

消防指令ｾﾝﾀｰ共同化事業 5,600

小学校施設整備事業 76,700

旧小学校施設解体事業 409,900

中学校施設整備事業 238,900

中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ整備事業 6,400

遺跡整備事業 21,900

旧社会教育施設解体事業 25,800

社会体育施設整備事業 22,700

学校給食ｾﾝﾀｰ整備事業 1,600

小学校給食備品整備事業 4,500

中学校給食備品整備事業 1,700

臨時財政対策債 1,010,000

計 3,951,500

限　度　額
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歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

１　総　括

歳  入

款 本 年 度 予 算 額

1 市 税 4,743,752

2 地 方 譲 与 税 289,938

3 利 子 割 交 付 金 4,000

4 配 当 割 交 付 金 30,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 24,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 35,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,100,000

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,900

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1

10 環 境 性 能 割 交 付 金 33,000

11 国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 57,000

12 地 方 特 例 交 付 金 200,000

13 地 方 交 付 税 14,100,000

14 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,000

15 分 担 金 及 び 負 担 金 211,045

16 使 用 料 及 び 手 数 料 569,700

17 国 庫 支 出 金 3,783,572

18 府 支 出 金 2,574,803

19 財 産 収 入 168,453

20 寄 附 金 600,000

21 繰 入 金 2,377,682

22 繰 越 金 150,000

23 諸 収 入 303,654

24 市 債 3,951,500

歳　　入　　合　　計 35,320,000

－14－



5,080,971 △337,219 134

304,938 △15,000 8

3,000 1,000 －

30,000 0 1

15,000 9,000 1

16,000 19,000 1

1,140,000 △40,000 31

8,500 △600 －

1 0 －

50,000 △17,000 1

57,000 0 2

30,000 170,000 6

13,650,000 450,000 399

6,000 △1,000 －

188,062 22,983 6

610,309 △40,609 16

2,753,398 1,030,174 107

2,256,736 318,067 73

206,618 △38,165 5

300,000 300,000 17

1,643,930 733,752 67

150,000 0 4

499,837 △196,183 9

3,318,700 632,800 112

32,319,000 3,001,000 1,000

（単位：千円）

前 年 度 予 算 額 比　　較 構 成 千 分 比

－15－



211,228 229,145

4,299,023 3,661,924

10,548,760 10,195,452

4,797,153 3,936,307

56,451 25,539

1,518,373 1,288,711

1,536,329 982,752

3,198,312 3,213,745

1,460,124 1,386,859

2,992,493 2,756,563

4,667,148 4,624,612

34,606 17,391

35,320,000 32,319,000

歳  出

款 本年度予算額 前年度予算額

1 議 会 費

2 総 務 費

3 民 生 費

4 衛 生 費

5 労 働 費

6 農 林 水 産 業 費

7 商 工 費

8 土 木 費

9 消 防 費

10 教 育 費

12 公 債 費

14 予 備 費

                 歳　　 出　　 合　 　計

－16－



△17,917 0 0 0 211,228 6

637,099 232,463 477,300 1,109,876 2,479,384 122

353,308 3,925,409 146,100 375,259 6,101,992 299

860,846 472,726 392,400 562,378 3,369,649 136

30,912 45,750 0 5,000 5,701 2

229,662 717,979 79,500 112,200 608,694 43

553,577 485,362 159,100 208,524 683,343 43

△15,433 359,278 579,500 71,839 2,187,695 90

73,265 36,057 278,500 29,690 1,115,877 41

235,930 83,348 829,100 165,897 1,914,148 85

42,536 0 0 87,136 4,580,012 132

17,215 0 0 0 34,606 1

3,001,000 6,358,372 2,941,500 2,727,799 23,292,329 1,000

（単位：千円）

比　 　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源

国府支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

構成千分比

－17－



1 市税 4,743,752 5,080,971 △337,219

1 市民税 2,026,339 2,183,841 △157,502

1 個人 1,844,261 1,942,397 △98,136

2 法人 182,078 241,444 △59,366

2 固定資産税 2,171,881 2,340,518 △168,637

1 固定資産税 2,161,615 2,329,987 △168,372

2 国有資産等所在市町村交付金 10,266 10,531 △265

3 軽自動車税 216,350 215,356 994

1 環境性能割 10,808 9,180 1,628

2 種別割 205,542 206,176 △634

4 市たばこ税 287,548 290,313 △2,765

1 市たばこ税 287,548 290,313 △2,765

5 鉱産税 125 133 △8

1 鉱産税 125 133 △8

6 入湯税 41,509 50,810 △9,301

1 入湯税 41,509 50,810 △9,301

2 地方譲与税 289,938 304,938 △15,000

1 地方揮発油譲与税 65,000 75,000 △10,000

1 地方揮発油譲与税 65,000 75,000 △10,000

2 自動車重量譲与税 200,000 205,000 △5,000

1 自動車重量譲与税 200,000 205,000 △5,000

－18－

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較

２　歳　入



（単位：千円）

金　 額

1 現年課税分 1,830,682 現年課税分 1,830,682

2 滞納繰越分 13,579 滞納繰越分 13,579

1 現年課税分 181,086 現年課税分 181,086

2 滞納繰越分 992 滞納繰越分 992

1 現年課税分 2,143,642 現年課税分 2,143,642

2 滞納繰越分 17,973 滞納繰越分 17,973

1 現年課税分 10,266 現年課税分 10,266

1 環境性能割 10,808 環境性能割 10,808

1 現年課税分 203,658 現年課税分 203,658

2 滞納繰越分 1,884 滞納繰越分 1,884

1 現年課税分 287,548 現年課税分 287,548

1 現年課税分 125 現年課税分 125

1 現年課税分 41,293 現年課税分 41,293

2 滞納繰越分 216 滞納繰越分 216

1 地方揮発油譲与税 65,000 地方揮発油譲与税 65,000

1 自動車重量譲与税 200,000 自動車重量譲与税 200,000

001 一般会計

－19－

節

区　 分
説　　明



3 森林環境譲与税 24,938 24,938 0

1 森林環境譲与税 24,938 24,938 0

3 利子割交付金 4,000 3,000 1,000

1 利子割交付金 4,000 3,000 1,000

1 利子割交付金 4,000 3,000 1,000

4 配当割交付金 30,000 30,000 0

1 配当割交付金 30,000 30,000 0

1 配当割交付金 30,000 30,000 0

5 株式等譲渡所得割交付金 24,000 15,000 9,000

1 株式等譲渡所得割交付金 24,000 15,000 9,000

1 株式等譲渡所得割交付金 24,000 15,000 9,000

6 法人事業税交付金 35,000 16,000 19,000

1 法人事業税交付金 35,000 16,000 19,000

1 法人事業税交付金 35,000 16,000 19,000

7 地方消費税交付金 1,100,000 1,140,000 △40,000

1 地方消費税交付金 1,100,000 1,140,000 △40,000

1 地方消費税交付金 1,100,000 1,140,000 △40,000

8 ゴルフ場利用税交付金 7,900 8,500 △600

1 ゴルフ場利用税交付金 7,900 8,500 △600

1 ゴルフ場利用税交付金 7,900 8,500 △600

9 自動車取得税交付金 1 1 0

1 自動車取得税交付金 1 1 0
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金　 額

1 森林環境譲与税 24,938 森林環境譲与税 24,938

1 利子割交付金 4,000 利子割交付金 4,000

1 配当割交付金 30,000 配当割交付金 30,000

1 株式等譲渡所得割 24,000 株式等譲渡所得割交付金 24,000
交付金

1 法人事業税交付金 35,000 法人事業税交付金 35,000

1 地方消費税交付金 1,100,000 地方消費税交付金 1,100,000

1 ｺﾞﾙﾌ場利用税交付 7,900 ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 7,900
金
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1 自動車取得税交付金 1 1 0

10 環境性能割交付金 33,000 50,000 △17,000

1 環境性能割交付金 33,000 50,000 △17,000

1 環境性能割交付金 33,000 50,000 △17,000

11 国有提供施設等所在市町村助成交付金 57,000 57,000 0

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 57,000 57,000 0

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 57,000 57,000 0

12 地方特例交付金 200,000 30,000 170,000

1 地方特例交付金 30,000 30,000 0

1 地方特例交付金 30,000 30,000 0

2 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交 170,000 0 170,000
付金

1 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交 170,000 0 170,000
付金

13 地方交付税 14,100,000 13,650,000 450,000

1 地方交付税 14,100,000 13,650,000 450,000

1 地方交付税 14,100,000 13,650,000 450,000

14 交通安全対策特別交付金 5,000 6,000 △1,000

1 交通安全対策特別交付金 5,000 6,000 △1,000

1 交通安全対策特別交付金 5,000 6,000 △1,000
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金　 額

1 自動車取得税交付 1 自動車取得税交付金 1
金

1 環境性能割交付金 33,000 環境性能割交付金 33,000

1 国有提供施設等所 13,000 基地交付金 13,000
在市町村助成交付
金

2 施設等所在市町村 44,000 調整交付金 44,000
調整交付金

1 地方特例交付金 30,000 地方特例交付金 30,000

1 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染 170,000 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策地方税減収補填特別交付金 170,000
症対策地方税減収
補填特別交付金

1 地方交付税 14,100,000 普通交付税 12,800,000
特別交付税 1,300,000

1 交通安全対策特別 5,000 交通安全対策特別交付金 5,000
交付金
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15 分担金及び負担金 211,045 188,062 22,983

1 分担金 44,805 19,673 25,132

1 農林水産業費分担金 44,805 19,673 25,132

2 負担金 166,240 168,389 △2,149

1 民生費負担金 162,629 164,071 △1,442

2 衛生費負担金 96 96 0

3 農林水産業費負担金 3,515 4,222 △707

16 使用料及び手数料 569,700 610,309 △40,609

1 使用料 145,890 153,352 △7,462

1 総務使用料 10,434 11,147 △713

2 民生使用料 33,886 35,678 △1,792

3 衛生使用料 11,997 12,911 △914

4 農林水産使用料 7,659 7,698 △39
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金　 額

1 農業費分担金 44,344 土地改良施設維持管理適正化事業分担金 944
ため池等整備事業分担金 1,200
農業競争力強化基盤整備事業分担金 30,000
農地耕作条件改善事業分担金 8,640
小規模農業基盤整備事業分担金 3,560

2 水産業費分担金 461 漁港整備事業分担金 295
水産物供給基盤機能保全事業分担金 166

1 社会福祉費負担金 29,327 老人福祉施設措置費負担金 29,327

2 児童福祉費負担金 133,302 保育認定児保育料 129,003
保育料滞納繰越分 1,041
日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ保護者負担金 90
教育認定児保育料 3,168

1 保健衛生費負担金 96 未熟児養育医療費負担金 96

1 農業費負担金 1,500 国営農地開発事業負担金滞納繰越分 1,500

2 林業費負担金 2,015 丹後縦貫林道維持管理負担金 2,015

1 総務管理使用料 10,434 公有財産使用料 7,548
ﾒﾓﾘｱﾙｹﾞｰﾄ久美浜使用料 318
久美浜公会堂使用料 3
京丹後大宮駅ふれあいﾎｰﾙ使用料 432
市営ﾊﾞｽ乗車料 2,133

1 社会福祉使用料 2,972 公有財産使用料 68
峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ使用料 264
網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ使用料 2,640

2 児童福祉使用料 30,914 公有財産使用料 9,062
放課後児童健全育成事業利用料 21,748
放課後児童健全育成事業利用料滞納繰越分 104

1 保健衛生使用料 11,964 火葬場使用料 11,961
霊安室使用料 3

2 清掃使用料 33 公有財産使用料 33

1 農業使用料 7,240 公有財産使用料 54
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5 商工使用料 1,353 1,410 △57

6 土木使用料 77,242 75,339 1,903

7 消防使用料 160 295 △135

8 教育使用料 3,159 8,874 △5,715
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金　 額

ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ使用料 600
貸付農家住宅使用料 1,092
法定外公共物使用料 76
市民農園使用料 4,818
農林水産業活性化推進滞在施設使用料 600

2 林業使用料 294 法定外公共物使用料 294

3 水産業使用料 125 漁港施設使用料 125

1 商工使用料 1,353 公有財産使用料 1,250
峰山織物ｾﾝﾀｰ使用料 96
法定外公共物使用料 7

1 土木管理使用料 2,370 法定外公共物使用料 2,300
公有財産使用料 70

2 道路橋梁使用料 22,900 道路占用料 22,900

3 都市計画使用料 208 都市下水路占用料 138
都市公園占用料 70

4 住宅使用料 51,764 市営住宅使用料現年度分 50,198
市営住宅使用料滞納繰越分 405
市営住宅駐車場使用料現年度分 1,153
市営住宅駐車場使用料滞納繰越分 8

1 消防使用料 160 公有財産使用料 160

1 小学校使用料 119 小学校施設使用料 111
公有財産使用料 8

2 中学校使用料 71 中学校施設使用料 65
公有財産使用料 6

3 幼稚園使用料 5 幼稚園保育料滞納繰越分 5

4 社会教育使用料 2,061 公有財産使用料 44
峰山地域公民館使用料 430
丹後地域公民館使用料 10
弥栄地域公民館使用料 10
郷土資料館入館料 31
峰山林業総合ｾﾝﾀｰ使用料 60
峰山いさなご工房使用料 480
峰山いさなごｺｰﾄ使用料 24
大宮ふれあい工房使用料 480
大宮ふれあいｽﾎﾟｰﾂ広場使用料 12
古代の里資料館入館料 480

5 保健体育使用料 903 社会体育施設使用料 277
公有財産使用料 126
ｶﾇｰｾﾝﾀｰ使用料 500
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2 手数料 423,810 456,957 △33,147

1 総務手数料 29,496 30,790 △1,294

2 衛生手数料 393,481 425,184 △31,703

4 土木手数料 324 324 0

5 消防手数料 509 659 △150

17 国庫支出金 3,783,572 2,753,398 1,030,174

1 国庫負担金 2,632,262 2,262,176 370,086

1 民生費国庫負担金 2,381,118 2,260,071 121,047
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金　 額

1 総務管理手数料 7,221 印鑑登録証明等手数料 5,580
自動車臨時運行許可手数料 225
諸証明等手数料 240
督促手数料 1,144
個人番号ｶｰﾄﾞ等手数料 32

2 徴税手数料 2,843 税務証明手数料 2,843

3 戸籍住民基本台帳 19,432 住民基本台帳等手数料 6,543
手数料 戸籍関係手数料 12,889

1 保健衛生手数料 1,375 犬の登録注射業務手数料 1,375

2 清掃手数料 392,106 可燃ごみ(ごみ袋)処理手数料 101,510
粗大ごみ収集手数料 2
し尿処理手数料 199,990
し尿処理手数料滞納繰越分 50
浄化槽汚泥処理手数料 9,552
一般廃棄物収集運搬業許可手数料 130
一般廃棄物処分業許可手数料 10
峰山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ持込ごみ処理手数料 52,200
峰山最終処分場持込ごみ処理手数料 2,856
大宮最終処分場持込ごみ処理手数料 9,144
網野最終処分場持込ごみ処理手数料 2,700
久美浜最終処分場持込ごみ処理手数料 1,080
不燃ごみ(ごみ袋)処理手数料 12,842
浄化槽清掃業許可手数料 40

1 土木管理手数料 324 屋外広告物許可手数料 300
境界確定調査事務手数料 24

1 消防手数料 509 消防手数料 509

1 社会福祉費負担金 994,100 国民健康保険基盤安定負担金(支援分) 50,750
特別障害者手当等給付費負担金 22,790
介護給付･訓練等給付費負担金 809,680
障害者自立支援医療費負担金 13,018
障害児者補装具給付費負担金 5,518
障害児通所給付費負担金 30,335
生活困窮者自立支援負担金 14,296
低所得者保険料軽減負担金 47,713

2 児童福祉費負担金 770,050 児童手当負担金 466,936
児童扶養手当給付費負担金 61,573
児童入所施設措置費等負担金 210
子どものための教育･保育給付交付金 241,331
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2 衛生費国庫負担金 251,144 2,105 249,039

2 国庫補助金 1,140,879 479,876 661,003

1 総務費国庫補助金 596,509 71,001 525,508

2 民生費国庫補助金 126,272 103,392 22,880

3 衛生費国庫補助金 145,589 11,755 133,834

4 農林水産業費国庫補助金 18,200 127,914 △109,714

5 土木費国庫補助金 186,034 124,832 61,202

6 消防費国庫補助金 28,557 16,969 11,588

7 教育費国庫補助金 39,718 24,013 15,705
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金　 額

3 生活保護費負担金 616,968 生活保護費負担金 616,968

1 保健衛生費負担金 251,144 未熟児養育医療費負担金 2,179
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種対策費負担金 248,965

1 総務管理費補助金 565,471 地方創生推進交付金 66,204
社会保障･税番号制度ｼｽﾃﾑ整備費補助金 792
地方創生ﾃﾚﾜｰｸ交付金 22,235
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 476,240

2 戸籍住民基本台帳 31,038 個人番号ｶｰﾄﾞ交付事業費補助金 19,623
費補助金 個人番号ｶｰﾄﾞ交付事務費補助金 11,415

1 社会福祉費補助金 58,160 障害者地域生活支援事業費補助金 33,384
生活困窮者自立支援補助金 24,776

2 児童福祉費補助金 68,112 自立支援教育訓練給付費補助金 150
高等職業訓練促進費補助金 3,097
子ども･子育て支援交付金 53,940
ひとり親家庭高校卒業程度認定試験合格支援費補助金 112
子ども･子育て支援体制整備総合推進事業費補助金 75
子育てのための施設等利用給付交付金 2,280
保育対策総合支援事業費補助金 8,458

1 保健衛生費補助金 145,589 感染症予防事業費等補助金 1,043
循環型社会形成推進交付金 30,523
母子保健衛生費国庫補助金 1,477
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費補助金 112,546

1 農業費補助金 18,200 防衛施設周辺対策事業補助金 18,200

1 道路橋梁費補助金 150,994 社会資本整備総合交付金 49,959
道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ事業補助金 101,035

3 都市計画費補助金 30,000 浸水対策下水道事業費補助金 30,000

4 住宅費補助金 5,040 建築物耐震改修等事業費補助金 3,065
社会資本整備総合交付金 1,975

1 消防費補助金 28,557 消防防災施設整備費補助金 16,281
防衛施設周辺対策事業補助金 12,276

1 小学校費補助金 2,438 理科教育設備整備費等補助金 1,312
就学援助費補助金 127
特別支援教育就学奨励費補助金 999

2 中学校費補助金 5,198 へき地生徒援助費補助金 3,750
理科教育設備整備費等補助金 419
就学援助費補助金 97
特別支援教育就学奨励費補助金 932
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3 国庫委託金 10,431 11,346 △915

1 総務費国庫委託金 940 830 110

2 民生費国庫委託金 9,491 10,516 △1,025

18 府支出金 2,574,803 2,256,736 318,067

1 府負担金 1,024,444 1,014,229 10,215

1 民生費府負担金 1,015,837 1,005,659 10,178

2 衛生費府負担金 1,089 1,052 37

3 農林水産業費府負担金 7,518 7,518 0

2 府補助金 1,308,934 1,032,748 276,186

1 総務費府補助金 110,119 111,209 △1,090

2 民生費府補助金 382,422 312,541 69,881
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金　 額

3 社会教育費補助金 32,082 国宝重要文化財等保存･活用事業費補助金 25,917
文化芸術振興費補助金 6,165

1 総務管理費委託金 588 自衛官募集事務委託金 88
施設区域取得等事務委託費 500

2 戸籍住民基本台帳 352 中長期在留者住居地届出等事務委託金 352
費委託金

1 社会福祉費委託金 9,283 国民年金取扱事務委託金 8,885
厚生労働統計調査事務委託金 4
年金生活者支援給付金事務取扱交付金 394

2 児童福祉費委託金 208 特別児童扶養手当事務委託金 208

1 社会福祉費負担金 806,002 行旅死亡人取扱費負担金 217
国民健康保険基盤安定負担金(軽減分) 138,061
国民健康保険基盤安定負担金(支援分) 25,375
介護給付･訓練等給付費負担金 404,840
障害者自立支援医療費負担金 6,509
障害児者補装具給付費負担金 2,759
後期高齢者医療保険基盤安定負担金 189,218
障害児通所給付費負担金 15,167
低所得者保険料軽減負担金 23,856

2 児童福祉費負担金 209,835 児童入所施設措置費等負担金 105
児童手当負担金 104,373
子どものための教育･保育給付交付金 105,357

1 保健衛生費負担金 1,089 未熟児養育医療費負担金 1,089

1 農業費負担金 7,518 農業委員会交付金 4,398
農地利用最適化交付金 3,120

1 総務管理費補助金 110,119 きょうと地域連携交付金 100,000
事務処理特例交付金 1,746
市町村運行確保生活路線維持費補助金 8,337
地域少子化対策重点推進交付金 36

1 社会福祉費補助金 310,963 援護事務交付金 180
民生委員･児童委員活動費補助金 12,040
重度心身障害老人健康管理事業費補助金 31,762
老人医療助成事業費補助金 29,741
老人医療助成事業施行事務費補助金 730
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3 衛生費府補助金 38,104 37,529 575

4 労働費府補助金 750 750 0

5 農林水産業費府補助金 671,126 443,709 227,417
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金　 額

障害者医療助成事業費補助金 50,592
ひとり親家庭医療助成事業費補助金 18,628
京都子育て支援医療費補助金 62,635
介護保険事業費補助金 10,633
老人ｸﾗﾌﾞ助成事業費補助金 3,663
民生児童委員協議会会長活動費補助金 71
民生児童委員協議会地域福祉活動促進費補助金 1,018
人権問題啓発事業費補助金 663
障害者地域生活支援事業費補助金 16,691
障害者福祉ｻｰﾋﾞｽ等利用支援事業費補助金 1,959
障害者自立支援医療特別対策事業費補助金 130
小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業費補助金 42
介護予防安心住まい推進事業費補助金 480
軽･中等度難聴児支援事業費補助金 90
地域再建被災者住宅等利子補給補助金 35
医療的ｹｱ児者等福祉ｻｰﾋﾞｽ利用等促進事業補助金 257
地域医療介護総合確保事業費補助金 1,255
地域密着型ｻｰﾋﾞｽ等整備助成事業補助金 67,668

2 児童福祉費補助金 71,459 子ども･子育て支援交付金 53,940
第3子以降保育料無償化事業費補助金 9,544
子育てのための施設等利用給付交付金 1,140
保育対策総合支援事業費補助金 6,835

1 保健衛生費補助金 38,104 ﾌｯ素による子どものむし歯予防事業費補助金 1,041
不妊治療給付事業助成費補助金 522
浄化槽設置整備事業費補助金 1,458
動物管理指導費補助金 114
健康増進事業費等補助金 2,636
発達障害児等早期発見･早期療育支援事業費補助金 85
自殺対策事業補助金 151
海岸漂着物地域対策推進事業補助金 29,964
風しん予防接種助成事業補助金 93
骨髄ﾄﾞﾅｰ助成事業補助金 210
自立型再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入事業費補助金 1,760
多胎妊婦健康診査支援事業補助金 70

1 労働諸費補助金 750 移住支援補助金 750

1 農業費補助金 596,175 農業経営基盤強化資金利子助成費補助金 1
就農研修資金償還金助成事業費補助金 1,520
中山間地域等直接支払制度事業費補助金 51,156
ほんまもん京ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ産地支援事業費補助金 24,801
多面的機能支払交付金 181,532
機構集積支援事業費補助金 5,100
経営所得安定対策推進事業費補助金 7,158
環境保全型農業直接支払交付金 7,160
農業次世代人材投資事業費補助金 44,109
移住促進事業費補助金 5,500
機構集積協力金交付事業費補助金 21,480
京の米生産ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業補助金 17,679
食料産業･6次産業化交付金 280
農村型小規模多機能自治推進事業費補助金 450
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6 商工費府補助金 4,298 3,857 441

7 土木費府補助金 76,691 80,441 △3,750

8 消防費府補助金 5,500 5,500 0

9 教育費府補助金 19,924 37,212 △17,288

3 府委託金 241,425 209,759 31,666

1 総務費府委託金 141,609 108,359 33,250

－36－
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金　 額

農業水路等長寿命化･防災減災事業補助金 18,172
農業者経営復興特別支援資金等助成事業補助金 640
ｽﾏｰﾄ農業実装ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業補助金 20,322
農地耕作条件改善事業補助金 32,400
食の京都TABLE整備支援事業補助金 115
強い農業･担い手づくり総合支援事業費補助金 156,600

2 林業費補助金 67,822 緑の公共事業費補助金 471
緑の担い手育成事業費補助金 581
林業労働者新共済事業費補助金 89
森林整備費補助金 6,536
有害鳥獣捕獲関係事業費補助金 48,166
松くい虫駆防除事業費補助金 5,679
豊かな森を育てる府民税市町村交付金 6,300

3 水産業費補助金 7,129 内水面漁業振興対策事業費補助金 463
水産物供給基盤機能保全事業費補助金 6,666

1 商工費補助金 4,298 消費者行政活性化事業費補助金 3,298
ｼﾞｵﾊﾟｰｸ推進事業補助金 1,000

1 土木管理費補助金 75,046 土地利用規制対策費交付金 46
地籍調査事業補助金 75,000

2 住宅費補助金 1,645 建築物耐震改修等事業費補助金 1,645

1 消防費補助金 5,500 地域防災力総合支援事業補助金 5,500

1 教育総務費補助金 1,172 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業補助金 1,172

2 小学校費補助金 378 KYO発見仕事･文化体験活動推進事業補助金 378

3 中学校費補助金 2,946 KYO発見仕事･文化体験活動推進事業補助金 258
部活動指導員配置促進事業補助金 2,688

4 社会教育費補助金 6,034 埋蔵文化財緊急発掘調査費補助金 1,650
家庭教育支援基盤形成事業補助金 824
京のまなび教室推進事業補助金 520
地域で支える学校教育推進事業費補助金 3,040

5 保健体育費補助金 9,394 東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ聖火ﾘﾚｰ開催補助金 1,893
ﾎｽﾄﾀｳﾝ等新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策事業基金交付金 7,501

1 徴税費委託金 83,054 府民税徴収事務委託金 83,054

2 戸籍住民基本台帳 58 人口動態調査費委託金 58
費委託金

3 選挙費委託金 53,113 在外選挙事務委託金 1
京都府知事選挙費委託金 15,130
衆議院議員選挙費委託金 37,585
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2 民生費府委託金 613 72 541

3 農林水産業費府委託金 9,936 13,305 △3,369

4 商工費府委託金 9,718 9,718 0

5 土木費府委託金 79,199 78,055 1,144

6 教育費府委託金 350 250 100

19 財産収入 168,453 206,618 △38,165

1 財産運用収入 167,451 165,103 2,348

1 財産貸付収入 164,839 161,291 3,548

2 利子及び配当金 2,612 3,812 △1,200

－38－
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金　 額

最高裁判所裁判官国民審査委託金 248
衆議院議員総選挙啓発推進委託金 89
衆議院議員総選挙開票速報事務市町村委託金 60

4 統計調査費委託金 5,384 統計調査員確保対策事業委託金 39
港湾調査委託金 64
工業統計調査委託金 19
学校基本調査委託金 35
経済ｾﾝｻｽ調査区設定委託金 16
経済ｾﾝｻｽ委託金 5,211

1 社会福祉費委託金 613 地域人権啓発活動活性化事業委託金 613

1 農業費委託金 9,936 換地業務委託金 9,926
家畜伝染病予防事務委託金 10

1 商工費委託金 9,718 国立公園･国定公園管理委託金 8,694
碇高原畜産展示資料館管理委託金 1,024

1 道路橋梁費委託金 25,242 府道除雪作業委託金 24,190
歩道除雪作業委託金 601
丹後縦貫林道除雪作業委託金 451

2 河川費委託金 52,359 河川環境整備費委託金 52,172
湯川放水路樋門管理委託金 187

3 港湾費委託金 1,598 ｱﾒﾆﾃｨｰ久美浜管理委託金 1,598

2 小学校費委託金 100 次世代型小・中・高連携外国語教育推進事業費委託金 100

3 中学校費委託金 250 未来の担い手育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ研究事業費委託金 200
次世代型小・中・高連携外国語教育推進事業費委託金 50

1 土地建物等貸付収 164,839 土地建物貸付収入 6,135
入 土地貸付収入 12,751

建物貸付収入 4,870
情報通信施設貸付収入 141,083

1 基金運用収入 2,612 財政調整基金利子収入 34
減債基金利子収入 4
合併特例措置逓減対策準備基金利子収入 50
ふるさと応援基金利子収入 12
韓哲･まちづくり夢基金利子収入 2,233
地域振興基金利子収入 18
過疎地域振興基金利子収入 20
地域環境保全基金利子収入 1
観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金利子収入 2
災害対策基金利子収入 1
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2 財産売払収入 1,002 41,515 △40,513

1 不動産売払収入 1,001 41,514 △40,513

2 物品売払収入 1 1 0

20 寄附金 600,000 300,000 300,000

1 寄附金 600,000 300,000 300,000

1 ふるさと応援寄附金 600,000 300,000 300,000

21 繰入金 2,377,682 1,643,930 733,752

1 特別会計繰入金 11,000 10,000 1,000

1 特別会計繰入金 11,000 10,000 1,000

2 基金繰入金 2,366,682 1,633,930 732,752

1 基金繰入金 2,366,682 1,633,930 732,752

－40－
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金　 額

奨学基金利子収入 2
谷口謙･未来応援基金利子収入 1
再編交付金事業基金利子収入 228
土地開発基金利子収入 1
学校教育施設整備基金利子収入 1
ｽﾎﾟｰﾂ施設整備基金利子収入 1
森林環境譲与税基金利子収入 1
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金利子収入 2

1 土地建物売払収入 1,001 土地売払収入 1
法定外公共物売払収入 1,000

1 物品売払収入 1 物品売払収入 1

1 ふるさと応援寄附 600,000 ふるさと応援寄附金 600,000
金

1 工業用地造成事業 7,000 工業用地造成事業特別会計繰入金 7,000
特別会計繰入金

2 市民太陽光発電所 4,000 市民太陽光発電所事業特別会計繰入金 4,000
事業特別会計繰入
金

1 財政調整基金繰入 850,000 財政調整基金繰入金 850,000
金

2 減債基金繰入金 50,000 減債基金繰入金 50,000

3 奨学基金繰入金 3,000 奨学基金繰入金 3,000

4 災害対策基金繰入 4,000 災害対策基金繰入金 4,000
金

5 地域振興基金繰入 250,000 地域振興基金繰入金 250,000
金

6 観光ｲﾝﾌﾗ整備等促 30,000 観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金繰入金 30,000
進実行調整費基金
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22 繰越金 150,000 150,000 0

1 繰越金 150,000 150,000 0

1 繰越金 150,000 150,000 0

23 諸収入 303,654 499,837 △196,183

1 延滞金加算金及び過料 10,002 10,002 0

1 延滞金 10,000 10,000 0

2 加算金 1 1 0

3 過料 1 1 0

2 市預金利子 30 250 △220

1 市預金利子 30 250 △220

3 貸付金元利収入 93,383 69,126 24,257

1 貸付金元利収入 93,383 69,126 24,257
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金　 額

繰入金

7 ふるさと応援基金 530,000 ふるさと応援基金繰入金 530,000
繰入金

8 合併特例措置逓減 500,000 合併特例措置逓減対策準備基金繰入金 500,000
対策準備基金繰入
金

9 再編交付金事業基 46,849 再編交付金事業基金繰入金 46,849
金繰入金

10 谷口謙･未来応援 10,500 谷口謙･未来応援基金繰入金 10,500
基金繰入金

11 韓哲･まちづくり 12,005 韓哲･まちづくり夢基金繰入金 12,005
夢基金繰入金

12 豊かな森を育てる 6,177 豊かな森を育てる基金繰入金 6,177
基金繰入金

13 森林環境譲与税基 19,151 森林環境譲与税基金繰入金 19,151
金繰入金

14 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染 55,000 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 55,000
症支え合い基金繰
入金

1 前年度繰越金 150,000 前年度繰越金 150,000

1 延滞金 10,000 市税等延滞金 10,000

1 加算金 1 加算金 1

1 過料 1 過料 1

1 預金利子 30 預金利子 30

1 総務費貸付金元利 6,000 農山漁村振興交付金事業資金貸付金元金収入 6,000
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4 受託事業収入 3,556 4,345 △789

1 民生費受託事業収入 3,556 4,345 △789

5 雑入 196,683 416,114 △219,431

1 弁償金 8 7 1

2 雑入 196,675 416,107 △219,432
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金　 額

収入

2 民生費貸付金元利 1,992 くらしの資金貸付金元金収入 1,154
収入 くらしの資金貸付金元金収入滞納繰越分 118

一時支援資金貸付金元金収入 720

3 衛生費貸付金元利 2,400 医療確保奨学金返還金 2,400
収入

4 農林水産業費貸付 70 国営農地開発事業貸付金元利収入滞納繰越分 70
金元利収入

5 商工費貸付金元利 81,452 地域総合整備資金貸付金元金収入 51,452
収入 事業継続支援緊急資金貸付金元金収入 30,000

6 教育費貸付金元利 1,469 奨学資金貸付償還金 1,459
収入 奨学資金貸付償還金滞納繰越分 10

1 児童福祉費受託事 3,556 広域入所児童受託保育料 3,556
業収入

1 弁償金 8 軽自動車標識滅失弁償金 7
自動車臨時運行許可番号標弁償金 1

1 総務費雑入 51,493 ﾊﾛｳｨﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ市町村等交付金 8,000
職員共済費派遣先等事業所負担金収入 571
健康管理証明書料 1
京都府市町村職員等共同研修助成金 842
丹後庁舎光熱水費負担金 39
京都地方税機構職員派遣交付金 25,500
広報郵送料負担金 106
峰山14区事務所火災保険料 3
大宮織物ﾎｰﾙ電気料 270
旧久美の浜ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｽ火災保険料 8
網野庁舎光熱水費負担金 160
旧丹後商業活性化ｾﾝﾀｰ火災保険料負担金 47
公舎使用料負担金 27
小町公園歌仙火災保険料 22
駅舎維持管理費負担金 981
乗車券類販売手数料 5,460
ｺｲﾝﾛｯｶｰ使用料 26
ﾐﾆﾎﾞｰﾄﾋﾟｱ京丹後環境整備協力金 7,394
お試し移住体験住宅貸付料 360
弥栄庁舎光熱水費負担金 1,368
弥栄庁舎火災保険料 1
久美浜庁舎光熱水費負担金 279
旧三津小火災保険料企業負担金 28

2 民生費雑入 43,543 一時預かり事業利用料 844
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金　 額

職員給食費 14,580
生活保護費返還金 16
延長保育料 658
延長保育料滞納繰越分 3
生活保護費徴収金 174
日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ等災害共済給付金 663
延長保育間食負担金 3
福祉医療返還金 1,100
保育施設給食調理機器類貸付料 1,946
生活保護費返還金滞納繰越分 309
生活保護費徴収金滞納繰越分 515
寄り添い支援総合ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ光熱水費負担金 380
教育認定児預かり保育料 2,457
網野地域子育て支援ｾﾝﾀｰ光熱水費負担金 78
生活保護費認定徴収金滞納繰越分 284
ICｶｰﾄﾞ販売代金 23
高齢者外出支援ﾀｸｼｰﾁｹｯﾄ販売代金 1,710
京都府後期高齢者医療広域連合職員派遣交付金 6,000
京都府後期高齢者医療制度特別対策補助金 2,000
後期高齢者医療保健事業委託金 9,800

3 衛生費雑入 45,320 資源ごみ売却代金 5,680
資源回収の古紙販売代金 63
後期高齢者医療保健事業補助金 6,986
下水汚泥処理料 31,901
EVCｽﾃｰｼｮﾝ貸付使用権利金 690

4 農林水産業費雑入 11,600 農業者年金事務委託金 1,250
国営団地内市有地賃貸料 609
土地改良施設維持管理適正化事業費補助金 4,150
猪･鹿肉精肉販売代金 2,500
農地中間管理機構事業等業務委託金 2,941
市有建物火災保険料負担金 7
木工教室参加料 45
ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ使用料光熱水費等負担金 98

5 商工費雑入 13,358 丹後温泉電力料 480
弥栄あしぎぬ温泉電気代等負担金 12,211
圧雪業務委託金 426
丹後温泉泉源管理負担金 231
弥栄機業ｾﾝﾀｰ光熱水費負担金 6
弥栄機業ｾﾝﾀｰ火災保険料負担金 1
公共井戸ﾎﾟﾝﾌﾟ電力費 3

7 消防費雑入 3,020 消防団員公務災害補償金 300
防火管理者資格取得講習料 186
防災行政無線戸別受信機販売代金 273
西山中継局電源設備利用負担金 19
救急救命士臨地実習負担金 40
消防水利移設補償金 2,202

8 教育費雑入 10,145 峰山林業総合ｾﾝﾀｰ木工教室等材料代 30
大宮ふれあい工房関係諸収入 12

001 一般会計

－47－

節

区　 分
説　　明



24 市債 3,951,500 3,318,700 632,800

1 市債 3,951,500 3,318,700 632,800

1 総務債 615,600 701,100 △85,500

2 民生債 128,100 29,600 98,500

3 衛生債 392,400 226,900 165,500

4 農林水産業債 79,500 33,100 46,400

－48－

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較



金　 額

網野､新庄公民館光熱水費負担金 293
たちばな会館光熱水費負担金 317
古代の里資料館物品販売代金 18
古代の里資料館陶芸教室実習料 75
古代の里資料館書籍販売代金 105
文化財関係書籍販売代金 75
社会教育事業等参加料 960
峰山地域公民館水道使用料負担金 177
自動販売機売上料 35
小学校給食調理機器類貸付料 5,544
中学校給食調理機器類貸付料 1,812
旧宇川中学校施設光熱水費利用負担金 366
旧大宮第三小学校施設光熱水費利用負担金 178
ﾁｹｯﾄ販売代金 59
旧海部小学校施設光熱水費利用負担金 27
ｽﾎﾟｰﾂ大会参加料 62

9 諸費雑入 18,196 ｺﾋﾟｰ料 18
公衆電話料 8
生命保険等団体取扱手数料 4,284
丹後半島駅伝大会協力金 196
職員労働組合事務所水道使用料負担金 11
講師謝金 15
太陽光発電余剰電力料 180
有料広告収入 484
相続財産管理人予納金返還金 1,000
防災･減災費用保険金 12,000

1 総務管理債 615,600 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業債 223,000
過疎地域自立促進特別事業債 269,300
京都丹後鉄道利用促進対策事業債 50,600
旧網野町民ｾﾝﾀｰ解体事業債 69,500
丹後庁舎環境整備事業債 3,200

1 社会福祉債 101,700 峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ整備事業債 101,700

2 児童福祉債 26,400 児童福祉施設整備事業債 26,400

1 保健衛生債 294,000 水道事業一般会計出資債 294,000

2 清掃債 98,400 最終処分場整備事業債 98,400

1 農業債 70,100 ため池等整備負担金事業債 4,500
農業経営実践型学舎用農地整備負担金事業債 3,800
農業競争力強化基盤整備負担金事業債 38,000
農業関連施設整備事業債 800
小規模基盤整備事業債 9,300
農地耕作条件改善事業債 13,700

001 一般会計
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節

区　 分
説　　明



5 商工債 89,800 136,100 △46,300

6 土木債 547,500 698,600 △151,100

7 消防債 278,500 204,200 74,300

8 教育債 810,100 639,100 171,000

10 臨時財政対策債 1,010,000 650,000 360,000

－50－

款　　　　　　項　　　　　　目 本 年 度 前 年 度 比　 較



金　 額

2 水産業債 9,400 漁港施設整備事業債 9,400

1 商工債 89,800 観光施設整備事業債 86,100
商工施設整備事業債 3,700

1 道路橋梁債 450,200 道路改良事業債 407,700
除雪機械等整備事業債 42,500

2 河川債 60,100 河川整備事業債 23,700
急傾斜地崩壊対策事業債 15,600
河川浚渫事業債 20,800

3 都市計画債 32,800 都市下水路整備事業債 32,800

4 住宅債 4,400 市営住宅改修事業債 4,400

1 消防債 278,500 消防防災施設整備事業債 56,400
消防自動車整備事業債 67,600
防災行政無線整備事業債 148,900
消防指令ｾﾝﾀｰ共同化事業債 5,600

1 小学校債 486,600 小学校施設整備事業債 76,700
旧小学校施設解体事業債 409,900

2 中学校債 245,300 中学校施設整備事業債 238,900
中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ整備事業債 6,400

3 社会教育債 47,700 遺跡整備事業債 21,900
旧社会教育施設解体事業債 25,800

4 保健体育債 30,500 社会体育施設整備事業債 22,700
学校給食ｾﾝﾀｰ整備事業債 1,600
小学校給食備品整備事業債 4,500
中学校給食備品整備事業債 1,700

1 臨時財政対策債 1,010,000 臨時財政対策債 1,010,000

001 一般会計
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節

区　 分
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

1 議会費 211,228 229,145 △17,917 211,228

1 議会費 211,228 229,145 △17,917 211,228

1 議会費 211,228 229,145 △17,917 211,228

2 総務費 4,299,023 3,661,924 637,099 232,463 477,300 1,109,876 2,479,384

1 総務管理費 3,800,031 3,093,716 706,315 58,672 477,300 1,055,345 2,208,714

1 一般管理費 1,119,081 1,101,201 17,880 1,746 2,600 791 1,113,944

1,746

791

220

2,600

－52－

　有料広告収入
市債 2,600
　ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業債

府支出金
　事務処理特例交付金 1,746
諸収入
　職員共済費派遣先等事業所負担金収入 571

３　歳　出

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



（単位：千円）

1 報 酬 87,660 議員人件費 145,094

2 給 料 20,435 議会広報事業 2,469

3 職 員 手 当 等 42,938 議会一般経費 13,145

4 共 済 費 36,268

7 報 償 費 276

8 旅 費 4,556

9 交 際 費 300

10 需 用 費 3,319

11 役 務 費 378

12 委 託 料 9,994

13 使 用 料 及 び 732
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 4,372
及 び 交 付 金

1 報 酬 20,383 特別職人件費 51,212

2 給 料 433,316 秘書･渉外事務 9,592

3 職 員 手 当 等 412,467 入札･契約事務 5,358

4 共 済 費 156,079 市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運用管理事業 1,820

7 報 償 費 581 一般管理一般経費 104,369

8 旅 費 3,952

9 交 際 費 1,500

10 需 用 費 20,013

11 役 務 費 39,288

001 一般会計
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功労者表彰等事務 642

市民相談事業 534

行財政改革推進費 434

職員人件費 945,120

職員人件費 42,207

議員活動･議会渉外活動事業 8,313

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 職員管理費 65,549 22,751 42,798 869 64,680

869

27

3 会計管理費 8,271 8,239 32 8,271

4 文書費 6,456 4,792 1,664 6,456

－54－

　公舎使用料負担金

諸収入
　京都府市町村職員等共同研修助成金 842

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



12 委 託 料 9,674

13 使 用 料 及 び 6,886
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 12,689

18 負 担 金 ､ 補 助 2,197
及 び 交 付 金

26 公 課 費 56

1 報 酬 112 人事給与事務 4,896

2 給 料 24,997 職員派遣研修事務 3,740

3 職 員 手 当 等 7,258 ふるさと創生職員制度推進事業 43,368

4 共 済 費 5,192

7 報 償 費 62

8 旅 費 1,460

10 需 用 費 516

11 役 務 費 280

12 委 託 料 17,527

13 使 用 料 及 び 3,447
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 4,698
及 び 交 付 金

8 旅 費 40 料金徴収事務 50

10 需 用 費 887

11 役 務 費 6,169

12 委 託 料 179

13 使 用 料 及 び 14
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 982
及 び 交 付 金

1 報 酬 152 文書･例規関係事務 6,203

001 一般会計
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会計管理事務 8,221

職員研修会事務 2,769

福利厚生事務 10,776

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

5 広報費 18,082 17,509 573 2,135 370 15,577

290

1,845

145

106
264

6 財政管理費 1,187 1,607 △420 88 1,099

88

4
50

7 財産管理費 89,813 9,644 80,169 69,500 33 20,280

33

8

69,500

－56－

市債
　旧網野町民ｾﾝﾀｰ解体事業債 69,500

諸収入
　峰山14区事務所火災保険料 3
　旧久美の浜ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｽ火災保険料
　小町公園歌仙火災保険料 22

財産収入
　財政調整基金利子収入 34
　減債基金利子収入
　合併特例措置逓減対策準備基金利子収入

　障害者地域生活支援事業費補助金
諸収入 370
　広報郵送料負担金
　有料広告収入

国庫支出金
　障害者地域生活支援事業費補助金 290
府支出金
　きょうと地域連携交付金 1,700

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



8 旅 費 93 情報公開･個人情報事務 253

10 需 用 費 305

11 役 務 費 16

12 委 託 料 5,576

13 使 用 料 及 び 293
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 21
及 び 交 付 金

8 旅 費 23 広報広聴事業 18,082

10 需 用 費 10,425

11 役 務 費 536

12 委 託 料 6,908

13 使 用 料 及 び 156
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 34
及 び 交 付 金

8 旅 費 170 財政管理事務 1,099

10 需 用 費 146 減債基金 4

13 使 用 料 及 び 726
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 57
及 び 交 付 金

24 積 立 金 88

7 報 償 費 221 財産取得･管理事業 89,813

8 旅 費 184

10 需 用 費 900

11 役 務 費 1,232

13 使 用 料 及 び 4,016
賃 借 料

001 一般会計
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12 委 託 料 8,151

合併特例措置逓減対策準備基金 50

財政調整基金 34

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

8 庁舎管理費 135,444 201,920 △66,476 3,200 6,111 126,133

4,262

1,849

160
1,368

279

3,200
3,200

9 企画費 986,642 483,948 502,694 8,392 607,245 371,005

7,092

1,300

2,245

2,233

600,000

5,000

10 移住・定住 91,994 55,013 36,981 12,637 9,360 69,997

－58－

　韓哲･まちづくり夢基金繰入金

推進費

　韓哲･まちづくり夢基金利子収入
寄附金 600,000
　ふるさと応援寄附金
繰入金 5,000

府支出金
　きょうと地域連携交付金 1,300
財産収入
　ふるさと応援基金利子収入 12

市債
　丹後庁舎環境整備事業債

国庫支出金
　地方創生推進交付金 7,092

　網野庁舎光熱水費負担金
　弥栄庁舎光熱水費負担金
　弥栄庁舎火災保険料 1
　久美浜庁舎光熱水費負担金
　公衆電話料 2

使用料及び手数料
　公有財産使用料 4,262
諸収入
　丹後庁舎光熱水費負担金 39

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



14 工 事 請 負 費 75,000

17 備 品 購 入 費 21

18 負 担 金 ､ 補 助 88
及 び 交 付 金

10 需 用 費 55,614 峰山庁舎管理事業 38,632

11 役 務 費 4,646 網野庁舎管理事業 16,269

12 委 託 料 45,010 弥栄庁舎管理事業 24,122

13 使 用 料 及 び 3,953
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 25,977

26 公 課 費 244

1 報 酬 12,883 国際交流･多文化共生推進事業 9,747

3 職 員 手 当 等 420 韓哲･まちづくり夢基金 2,233

4 共 済 費 1,936 総合計画･総合戦略推進事業 9,454

7 報 償 費 145 ふるさと応援寄附金推進事業 301,664

8 旅 費 2,377 まちづくり委員会運営事業 379

10 需 用 費 3,359

11 役 務 費 27,325

12 委 託 料 310,122

13 使 用 料 及 び 1,070
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 332

18 負 担 金 ､ 補 助 24,428
及 び 交 付 金

24 積 立 金 602,245

1 報 酬 22,735 地域おこし協力隊活動事業 40,718

001 一般会計

3 職 員 手 当 等 3,409 地域少子化対策･婚活支援事業 764

－59－

移住促進･空家改修支援事業 31,065

企画一般経費 14,087

ふるさと応援基金 600,012

ふるさとﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進事業 31,762

京丹後市夢まち創り大学運営事業 12,174

韓哲･まちづくり夢基金事業 5,130

大宮庁舎管理事業 23,933

丹後庁舎管理事業 18,717

久美浜庁舎管理事業 13,771

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

7,137

5,500

9,000

360

11 ICT等推進 606,960 571,761 35,199 2,700 220,400 196,083 187,777

2,700

141,083

55,000

220,400

12 公平委員会 332 331 1 332

－60－

費

　地域振興基金繰入金
市債 220,400
　ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業債

　きょうと地域連携交付金
財産収入 141,083
　情報通信施設貸付収入
繰入金 55,000

費

府支出金 2,700

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 9,000
諸収入
　お試し移住体験住宅貸付料 360

国庫支出金
　地方創生推進交付金 7,137
府支出金
　移住促進事業費補助金 5,500

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



4 共 済 費 4,239 京丹後未来創生人材育成事業 19,447

7 報 償 費 54

8 旅 費 1,511

10 需 用 費 2,454

12 委 託 料 15,321

13 使 用 料 及 び 13,928
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 2,438

18 負 担 金 ､ 補 助 25,283
及 び 交 付 金

1 報 酬 100 行政情報ｼｽﾃﾑ運営事業 139,509

10 需 用 費 2,756

11 役 務 費 15,574

12 委 託 料 337,959

13 使 用 料 及 び 72,604

14 工 事 請 負 費 112,475

17 備 品 購 入 費 9,593

18 負 担 金 ､ 補 助 55,095
及 び 交 付 金

1 報 酬 225 公平委員会経費 332

8 旅 費 31

10 需 用 費 13

13 使 用 料 及 び 17
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 46
及 び 交 付 金

001 一般会計

－61－

賃 借 料

地域公共ﾈｯﾄﾜｰｸ運営事業 16,009
8 旅 費 804 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ運営事業 443,632

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ戦略推進事業 7,810

11 役 務 費 622

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

13 地域自治推 273,292 233,908 39,384 17,185 76,000 70,012 110,095

12

6,485

10,700

30,000

76,000

14 地域振興費 1,324 1,477 △153 237 1,087

3

38

20

196

15 公共交通対 381,583 365,189 16,394 13,237 105,600 163,918 98,828

1,110

432

13,237

8,337

150,000

6,473
981

　地域振興基金繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 5,000
諸収入
　駅舎維持管理費負担金

－62－

府支出金
　きょうと地域連携交付金 4,900
　市町村運行確保生活路線維持費補助金

繰入金 155,000

　公有財産使用料
　ﾒﾓﾘｱﾙｹﾞｰﾄ久美浜使用料 318
　京丹後大宮駅ふれあいﾎｰﾙ使用料
　市営ﾊﾞｽ乗車料 585

　丹後半島駅伝大会協力金

策費

使用料及び手数料 2,445

財産収入
　地域振興基金利子収入 18
　過疎地域振興基金利子収入
諸収入 196

使用料及び手数料
　久美浜公会堂使用料 3

　地域振興基金繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 40,000
市債
　過疎地域自立促進特別事業債 76,000

　地方創生推進交付金
府支出金 10,700
　きょうと地域連携交付金
繰入金 70,000

使用料及び手数料 12
　公有財産使用料
国庫支出金 6,485

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

進費



1 報 酬 12,593 自治組織活動支援事業 129,637

4 共 済 費 2,516 集会施設等指定管理施設運営事業 15,293

8 旅 費 760

10 需 用 費 1,111

11 役 務 費 57

12 委 託 料 16,275

賃 借 料

14 工 事 請 負 費 494

18 負 担 金 ､ 補 助 236,956
及 び 交 付 金

7 報 償 費 431 地域振興基金 18

10 需 用 費 242 丹後半島駅伝大会開催事業 468

11 役 務 費 149

12 委 託 料 400

15 原 材 料 費 28

17 備 品 購 入 費 36

24 積 立 金 38

1 報 酬 2,278 交通安全活動経費 4,852

7 報 償 費 3,304 駅舎等施設管理事業 59,737

8 旅 費 687

10 需 用 費 12,681

11 役 務 費 918

12 委 託 料 69,044

13 使 用 料 及 び 1,270
賃 借 料

001 一般会計

－63－

交通対策一般経費 2,874

地方ﾊﾞｽ路線運行維持対策事業 135,286
3 職 員 手 当 等 178 市営ﾊﾞｽ運行事業 15,057

京都丹後鉄道利用促進対策事業 163,777

13 使 用 料 及 び 18

過疎地域振興基金 20

久美浜公会堂等管理事業 818

3 職 員 手 当 等 2,512 地域づくり支援事業 31,249
地域活性化ｲﾍﾞﾝﾄ補助金 7,840

節

区　　分 金　　額
説　　明

ｺﾐｭﾆﾃｨ支援事業 89,273



国府支出金 地 方 債 そ の 他

5,460

6
105,600

50,600

16 防犯対策費 6,438 6,345 93 6,438

17 諸費 7,583 8,081 △498 640 228 6,715

588

500

52

228

2 徴税費 272,619 280,792 △8,173 83,054 29,487 160,078

1 税務総務費 172,585 171,578 1,007 83,054 25,500 64,031

－64－

　再編交付金事業基金利子収入

　施設区域取得等事務委託費
府支出金 52
　人権問題啓発事業費補助金
財産収入 228

国庫支出金
　自衛官募集事務委託金 88

　京都丹後鉄道利用促進対策事業債

　乗車券類販売手数料
　ｺｲﾝﾛｯｶｰ使用料 26
　公衆電話料
市債
　過疎地域自立促進特別事業債 55,000

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



17 備 品 購 入 費 1,967

18 負 担 金 ､ 補 助 289,157
及 び 交 付 金

26 公 課 費 99

1 報 酬 22 防犯活動経費 990

7 報 償 費 84 防犯灯管理事業 4,783

8 旅 費 24

10 需 用 費 5,240

11 役 務 費 38

14 工 事 請 負 費 70

18 負 担 金 ､ 補 助 960
及 び 交 付 金

1 報 酬 2,019 国民保護対策経費 54

3 職 員 手 当 等 420 自衛官募集事務 88

4 共 済 費 395 再編交付金事業基金 228

7 報 償 費 96

8 旅 費 351

10 需 用 費 336

11 役 務 費 49

12 委 託 料 180

13 使 用 料 及 び 97
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 3,012
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 400

24 積 立 金 228

1 報 酬 306 職員人件費 171,923

001 一般会計

－65－

犯罪被害者等支援事業 528

基地対策一般経費 6,685

LED防犯灯設置事業 590

放置自動車対策事業 75

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

83,054

25,500

2 賦課徴収費 100,034 109,214 △9,180 3,987 96,047

3,987

2,843

3 戸籍住民基 147,353 168,777 △21,424 32,240 25,044 90,069
本台帳費

1 戸籍住民基 147,353 168,777 △21,424 32,240 25,044 90,069

5,580

6,543

32,182

　住民基本台帳等手数料
　戸籍関係手数料 12,889
国庫支出金

－66－

使用料及び手数料 25,044
　印鑑登録証明等手数料
　個人番号ｶｰﾄﾞ等手数料 32

本台帳費

　督促手数料 1,144
　税務証明手数料

　京都地方税機構職員派遣交付金

使用料及び手数料

府支出金 83,054
　府民税徴収事務委託金
諸収入 25,500

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



3 職 員 手 当 等 65,861

4 共 済 費 27,819

8 旅 費 128

10 需 用 費 19

13 使 用 料 及 び 22
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 187
及 び 交 付 金

1 報 酬 3,410 市民税等賦課事務 4,625

3 職 員 手 当 等 420 賦課徴収一般経費 84,585

4 共 済 費 126

8 旅 費 355

10 需 用 費 3,718

11 役 務 費 9,680

12 委 託 料 12,649

13 使 用 料 及 び 107
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 48,069
及 び 交 付 金

22 償 還 金 ､ 利 子 21,500
及 び 割 引 料

1 報 酬 16,703 職員人件費 82,875

3 職 員 手 当 等 30,222

4 共 済 費 17,746

8 旅 費 795

001 一般会計

－67－

戸籍住民基本台帳一般経費 52,452

戸籍電算ｼｽﾃﾑ運用事業 11,413
2 給 料 41,439 郵便局ｻｰﾋﾞｽ事業 613

固定資産税賦課事務 10,824

2 給 料 78,243 固定資産評価審査委員会事務 367
税務総務一般経費 295

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

792

11,415

58

4 選挙費 54,595 74,778 △20,183 53,113 1,482

1 選挙管理委 1,483 1,412 71 1 1,482

1

2 衆議院議員 37,982 0 37,982 37,982

37,585

89

3 京都府知事 15,130 0 15,130 15,130

15,130　京都府知事選挙費委託金

－68－

選挙費

府支出金 15,130

　衆議院議員選挙費委託金
　最高裁判所裁判官国民審査委託金 248
　衆議院議員総選挙啓発推進委託金
　衆議院議員総選挙開票速報事務市町村委託金 60

　在外選挙事務委託金

選挙費

府支出金 37,982

員会費

府支出金 1

府支出金
　人口動態調査費委託金 58

　社会保障･税番号制度ｼｽﾃﾑ整備費補助金

　個人番号ｶｰﾄﾞ交付事業費補助金 19,623
　個人番号ｶｰﾄﾞ交付事務費補助金
　中長期在留者住居地届出等事務委託金 352

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



10 需 用 費 1,939

11 役 務 費 1,787

12 委 託 料 6,767

賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 21,991
及 び 交 付 金

1 報 酬 672 選挙管理委員会経費 1,328

10 需 用 費 122

13 使 用 料 及 び 40
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 57
及 び 交 付 金

1 報 酬 7,295 衆議院議員選挙経費 37,982

7 報 償 費 225

8 旅 費 240

11 役 務 費 3,292

12 委 託 料 4,878

13 使 用 料 及 び 909
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 990

1 報 酬 1,810 京都府知事選挙経費 15,130

7 報 償 費 225

8 旅 費 117

001 一般会計

－69－

3 職 員 手 当 等 3,760

10 需 用 費 4,111

3 職 員 手 当 等 16,042

選挙啓発事業 155
8 旅 費 592

13 使 用 料 及 び 7,964

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

廃目 市長･市議 0 73,366 △73,366
会議員選挙

費

5 統計調査費 5,394 25,092 △19,698 5,384 10

1 統計調査総 49 58 △9 39 10

39

2 指定統計費 5,345 25,034 △19,689 5,345

5,345

19

16

6 監査委員費 19,031 18,769 262 19,031

1 監査委員費 19,031 18,769 262 19,031

－70－

　工業統計調査委託金
　学校基本調査委託金 35
　経済ｾﾝｻｽ調査区設定委託金
　経済ｾﾝｻｽ委託金 5,211

府支出金 39
　統計調査員確保対策事業委託金

府支出金
　港湾調査委託金 64

務費

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



10 需 用 費 1,475

11 役 務 費 2,594

12 委 託 料 3,614

13 使 用 料 及 び 50
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 1,485

廃目整理

8 旅 費 13 統計調査総務一般経費 49

11 役 務 費 22

18 負 担 金 ､ 補 助 10
及 び 交 付 金

1 報 酬 4,437 港湾調査 64

3 職 員 手 当 等 190 学校基本調査 35

4 共 済 費 138

8 旅 費 65

11 役 務 費 158

13 使 用 料 及 び 60
賃 借 料

1 報 酬 1,800 職員人件費 16,969

2 給 料 8,602

3 職 員 手 当 等 5,596

4 共 済 費 2,771

8 旅 費 133

001 一般会計

－71－

10 需 用 費 297

監査事務 2,062

工業統計調査 19

経済ｾﾝｻｽ 5,227

10 需 用 費 4

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

3 民生費 10,548,760 10,215,338 333,422 3,925,409 146,100 375,259 6,101,992

1 社会福祉費 6,010,078 5,791,073 219,005 2,190,161 119,700 101,323 3,598,894

1 社会福祉総 1,068,903 996,927 71,976 251,571 101,700 9,474 706,158

39

72,144

12,000

37

4

179,427

138,061

180
12,040

1,018

37
32

613

3,000

160

11
101,700
101,700

2 くらしとし 46,902 36,304 10,598 32,888 409 13,605

－72－

　くらしの資金貸付金元金収入
　京都府後期高齢者医療広域連合職員派遣交付金 6,000
　職員労働組合事務所水道使用料負担金

市債
　峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ整備事業債

　地域人権啓発活動活性化事業委託金

繰入金 3,000
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金

諸収入 6,171

　民生児童委員協議会地域福祉活動促進費補助金

　人権問題啓発事業費補助金 528
　障害者地域生活支援事業費補助金
　地域再建被災者住宅等利子補給補助金

　地域医療介護総合確保事業費補助金 1,255

　国民健康保険基盤安定負担金(軽減分)

　国民健康保険基盤安定負担金(支援分) 25,375
　援護事務交付金
　民生委員･児童委員活動費補助金
　民生児童委員協議会会長活動費補助金 71

　厚生労働統計調査事務委託金
　年金生活者支援給付金事務取扱交付金 394
府支出金
　行旅死亡人取扱費負担金 217

　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

　障害者地域生活支援事業費補助金 74
　生活困窮者自立支援補助金
　国民年金取扱事務委託金 8,885

　公有財産使用料
　峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ使用料 264
国庫支出金
　国民健康保険基盤安定負担金(支援分) 50,750

務費

使用料及び手数料 303

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



10 需 用 費 42

13 使 用 料 及 び 8
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 79
及 び 交 付 金

1 報 酬 590 職員人件費 393,884

3 職 員 手 当 等 143,230 民生児童委員活動事業 22,791

4 共 済 費 67,005 男女共同参画推進事業 1,408

7 報 償 費 286 災害見舞金等事業 400

8 旅 費 765 健康と福祉のまちづくり審議会事業 603

10 需 用 費 13,996 国民健康保険事業特別会計繰出金 432,604

11 役 務 費 1,605 国民年金事務 513

12 委 託 料 11,082 権利擁護支援体制整備推進事業 1,829

13 使 用 料 及 び 1,156 福祉施設入所予定者PCR検査費用支援事業 12,000
賃 借 料 福祉施設従事者宿泊費用支援事業 3,000

14 工 事 請 負 費 101,900

18 負 担 金 ､ 補 助 107,419
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 680

20 貸 付 金 2,800

26 公 課 費 136

27 繰 出 金 432,604

1 報 酬 13,713 自立相談支援事業 12,326

001 一般会計

－73－

介護人材育成事業補助金 2,200

社会福祉総務一般経費 8,842

災害時要配慮者支援事業 372

介護福祉士養成奨学金貸与事業 1,800

地域再建被災者住宅等支援事業 32

峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ管理事業 116,434

戦没者追悼事業 820

社会福祉協議会運営費助成事業 65,265

行旅死亡人等取扱事務 217
2 給 料 183,649 くらしの資金貸付事業 1,171

人権啓発推進事業 2,718

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

ごと寄り添

29

10,278

380

3 障害者福祉 1,941,776 1,871,308 70,468 1,363,983 26,000 551,793

22,790

13,018

30,335

208

404,840
6,509

15,167
1,300

1,959
130
42
90

257
26,000
26,000

4 高齢者福祉 2,463,257 2,376,405 86,852 347,631 18,000 33,677 2,063,949

29,327

2,640

　老人福祉施設措置費負担金
使用料及び手数料 2,640
　網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ使用料

－74－

費

分担金及び負担金 29,327

　障害児通所給付費負担金
　きょうと地域連携交付金
　障害者地域生活支援事業費補助金 16,460
　障害者福祉ｻｰﾋﾞｽ等利用支援事業費補助金

　障害者自立支援医療特別対策事業費補助金

　小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業費補助金

　軽･中等度難聴児支援事業費補助金
　医療的ｹｱ児者等福祉ｻｰﾋﾞｽ利用等促進事業補助金

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金

　特別児童扶養手当事務委託金
府支出金 449,513
　介護給付･訓練等給付費負担金
　障害者自立支援医療費負担金
　障害児者補装具給付費負担金 2,759

　障害者自立支援医療費負担金
　障害児者補装具給付費負担金 5,518
　障害児通所給付費負担金
　障害者地域生活支援事業費補助金 32,921

国庫支出金 914,470
　特別障害者手当等給付費負担金
　介護給付･訓練等給付費負担金 809,680

費

　生活困窮者自立支援負担金
　生活困窮者自立支援補助金 22,610
諸収入
　寄り添い支援総合ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ光熱水費負担金 380

使用料及び手数料 29
　公有財産使用料
国庫支出金 32,888

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

い支援費



3 職 員 手 当 等 2,625 離職者等支援事業 2,870

8 旅 費 665 自立相談支援機能強化事業 4,542

10 需 用 費 1,797

11 役 務 費 566

13 使 用 料 及 び 1,070
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 2,520
及 び 交 付 金

1 報 酬 966 通所費助成事業 3,366

8 旅 費 350 自立支援医療事業 26,343

10 需 用 費 582 地域生活支援事業 154,652

11 役 務 費 3,852 心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ促進事業 7,152

12 委 託 料 139,717

13 使 用 料 及 び 955
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 24,047
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 1,770,712

1 報 酬 1,975 敬老祝い事業 27,435

4 共 済 費 395 生活管理指導事業 85

7 報 償 費 1,746 高齢者福祉施設整備助成事業 12,827

001 一般会計

介護ｻｰﾋﾞｽ利用負担軽減事業 14,178

－75－

老人保護措置事業 144,461
3 職 員 手 当 等 420 老人ｸﾗﾌﾞ活性化支援事業 6,867

福祉有償運送運営助成事業 11,673

障害者就労支援事業 8,355

障害者福祉一般経費 9,298

障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業 1,689,660

補装具事業 11,038

12 委 託 料 21,311

障害者等手当支給事業 30,388
7 報 償 費 595 じん臓機能障害者通院交通費助成事業 1,524

4 共 済 費 2,635 子どもの学習支援事業 2,870
家計改善支援事業 3,028

節

区　　分 金　　額
説　　明

就労準備支援事業 21,266



国府支出金 地 方 債 そ の 他

47,713

299,918

23,856

10,633

480
67,668

1,710
18,000

5 福祉医療費 489,240 510,129 △20,889 194,088 31,763 263,389

194,088

29,741

50,592

62,635

30,000

663
1,100

2 児童福祉費 3,636,273 3,641,268 △4,995 1,112,133 26,400 273,216 2,224,524

1 児童福祉総 120,609 114,402 6,207 38,045 600 81,964

150

17,343

17,343

600

－76－

府支出金
　子ども･子育て支援交付金 17,343
市債
　児童福祉施設整備事業債 600

　自立支援教育訓練給付費補助金
　高等職業訓練促進費補助金 3,097
　子ども･子育て支援交付金
　ひとり親家庭高校卒業程度認定試験合格支援費補助金 112

　日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ等災害共済給付金

　福祉医療返還金

務費

国庫支出金 20,702

　京都子育て支援医療費補助金
繰入金 30,000
　ふるさと応援基金繰入金
諸収入 1,763

　老人医療助成事業費補助金
　老人医療助成事業施行事務費補助金 730
　障害者医療助成事業費補助金
　ひとり親家庭医療助成事業費補助金 18,628

府支出金
　重度心身障害老人健康管理事業費補助金 31,762

　介護予防安心住まい推進事業費補助金

　地域密着型ｻｰﾋﾞｽ等整備助成事業補助金

諸収入 1,710
　高齢者外出支援ﾀｸｼｰﾁｹｯﾄ販売代金

市債
　過疎地域自立促進特別事業債 18,000

　低所得者保険料軽減負担金
　きょうと地域連携交付金 4,400
　介護保険事業費補助金
　老人ｸﾗﾌﾞ助成事業費補助金 3,663

国庫支出金
　低所得者保険料軽減負担金 47,713
府支出金
　後期高齢者医療保険基盤安定負担金 189,218

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



8 旅 費 251 網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ施設管理事業 8,265

10 需 用 費 6,250 介護ｻｰﾋﾞｽ事業特別会計繰出金 33,000

11 役 務 費 474 介護予防安心住まい推進事業 480

12 委 託 料 13,178 後期高齢者医療事業特別会計繰出金 260,296

13 使 用 料 及 び 623 ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営助成事業 19,050
賃 借 料 百才活力社会推進事業 1,232

18 負 担 金 ､ 補 助 945,515 高齢者福祉一般経費 3,735
及 び 交 付 金

27 繰 出 金 1,348,033

1 報 酬 1,877 子育て支援医療事業 178,245

3 職 員 手 当 等 366 重度心身障害者医療事業 131,019

4 共 済 費 367 老人医療給付事業 46,225

8 旅 費 158

10 需 用 費 754

11 役 務 費 8,504

18 負 担 金 ､ 補 助 90,240
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 386,974

1 報 酬 236 職員人件費 114,675

3 職 員 手 当 等 39,421 児童福祉総務一般経費 951

4 共 済 費 19,396

8 旅 費 240

10 需 用 費 664

13 使 用 料 及 び 64

001 一般会計

11 役 務 費 230

－77－

家庭こども相談室事業 272
2 給 料 55,858 子ども未来まちづくり審議会事業 231

母子家庭等対策総合支援事業 4,480

19 扶 助 費 144,397

重度心身障害老人健康管理事業 91,082

ひとり親家庭医療事業 42,669

高齢者外出支援事業 3,614

後期高齢者医療事業 783,313

高齢者福祉施設整備事業 67,668

介護保険事業特別会計繰出金 1,054,737

福祉施設等指定管理施設運営事業 10,341

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 子育て支援 258,603 348,540 △89,937 43,047 46,888 168,668

9,062

22,253

2,280

20,794

19,618

16,000

78
78

3 児童福祉措 865,061 904,795 △39,734 633,197 231,864

466,936

210

105

－78－

　児童入所施設措置費等負担金
府支出金 104,478
　児童入所施設措置費等負担金
　児童手当負担金 104,373

国庫支出金 528,719
　児童手当負担金
　児童扶養手当給付費負担金 61,573

置費

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 16,000
諸収入
　網野地域子育て支援ｾﾝﾀｰ光熱水費負担金

府支出金
　地域少子化対策重点推進交付金 36
　子ども･子育て支援交付金
　子育てのための施設等利用給付交付金 1,140

国庫支出金
　子ども･子育て支援交付金 19,618
　子育てのための施設等利用給付交付金

　母子保健衛生費国庫補助金 355

使用料及び手数料 30,810
　公有財産使用料
　放課後児童健全育成事業利用料 21,748

費

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 10
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 4,480

26 公 課 費 10

1 報 酬 14,039 ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業 73

4 共 済 費 1,345 子育て環境整備事業 2,200

7 報 償 費 306 はは笑みﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 27

8 旅 費 956

10 需 用 費 7,847

11 役 務 費 1,256

12 委 託 料 223,416

13 使 用 料 及 び 9
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 257

17 備 品 購 入 費 876

18 負 担 金 ､ 補 助 2,000
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 4,605

26 公 課 費 426

1 報 酬 1,723 児童手当支給事業 679,312

4 共 済 費 332

8 旅 費 35

10 需 用 費 336

19 扶 助 費 860,825

001 一般会計

11 役 務 費 1,444

－79－

児童扶養手当等支給事業 185,329
3 職 員 手 当 等 366 児童入所施設措置事業 420

保育支援事業 8,299

子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ事業 852

放課後児童健全育成事業 223,981
3 職 員 手 当 等 1,265 子育て支援ｾﾝﾀｰ事業 23,171

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

4 保育事業費 2,392,000 2,273,531 118,469 397,844 25,800 226,328 1,742,028

132,261

90

262,986

13,122

8,458

105,357

9,544

70,000

24,067
3,556

14,580

3

2,457
23

25,800

3 生活保護費 902,409 782,997 119,412 623,115 720 278,574

1 生活保護総 79,593 75,987 3,606 6,147 720 72,726

4,018

720

－80－

　生活困窮者自立支援負担金
　生活困窮者自立支援補助金 2,129
諸収入
　一時支援資金貸付金元金収入 720

　児童福祉施設整備事業債

務費

国庫支出金 6,147

　延長保育間食負担金
　保育施設給食調理機器類貸付料 1,946
　教育認定児預かり保育料
　ICｶｰﾄﾞ販売代金
市債 25,800

諸収入
　広域入所児童受託保育料
　一時預かり事業利用料 844
　職員給食費
　延長保育料 658

　第3子以降保育料無償化事業費補助金

　保育対策総合支援事業費補助金 6,835
繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 70,000

　保育対策総合支援事業費補助金
府支出金 134,858
　子どものための教育･保育給付交付金

　子ども･子育て支援交付金 13,122

国庫支出金
　子どものための教育･保育給付交付金 241,331
　子ども･子育て支援交付金
　子ども･子育て支援体制整備総合推進事業費補助金 75

分担金及び負担金
　保育認定児保育料 129,003
　日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ保護者負担金
　教育認定児保育料 3,168

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



1 報 酬 416,982 職員人件費 728,060

2 給 料 369,669 保育業務委託事業 559,056

3 職 員 手 当 等 323,617 保育所施設管理事業 11,807

4 共 済 費 176,552 認定こども園保育利用管理運営事業 772,982

7 報 償 費 93 保育所等環境整備事業 31,534

8 旅 費 18,244

10 需 用 費 168,659

11 役 務 費 7,564

12 委 託 料 661,472

13 使 用 料 及 び 3,808
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 26,000

17 備 品 購 入 費 19,099

18 負 担 金 ､ 補 助 33,039
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 166,757

26 公 課 費 445

1 報 酬 6,494 職員人件費 65,245

3 職 員 手 当 等 26,448

4 共 済 費 11,908

10 需 用 費 257

11 役 務 費 367

12 委 託 料 177

13 使 用 料 及 び 3,563
賃 借 料

001 一般会計

－81－

8 旅 費 654

生活保護運営管理事業 14,348
2 給 料 29,005

認定こども園施設管理事業 16,832

保育所管理運営事業 191,486

保育所保育事業等補助金 32,217

認定こども園教育利用管理運営事業 48,026

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 生活保護扶 822,816 707,010 115,806 616,968 205,848
助費

616,968
616,968

4 衛生費 4,797,153 3,935,471 861,682 472,726 392,400 562,378 3,369,649

1 保健衛生費 3,162,185 2,438,906 723,279 443,661 294,000 85,748 2,338,776

1 保健衛生総 250,943 238,486 12,457 8,075 8,190 234,678

3,857

3,857

210

2

8,188

2 保健対策費 880 914 △34 358 522

358

280

3 母子保健費 46,082 44,859 1,223 19,883 5,096 21,103

　食料産業･6次産業化交付金

－82－

府支出金
　健康増進事業費等補助金 78

　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金利子収入

諸収入 8,188
　後期高齢者医療保健事業委託金

　子ども･子育て支援交付金
　自殺対策事業補助金 151
　骨髄ﾄﾞﾅｰ助成事業補助金
財産収入 2

国庫支出金 3,857
　子ども･子育て支援交付金
府支出金 4,218

国庫支出金
　生活保護費負担金

務費

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



20 貸 付 金 720

19 扶 助 費 822,816 生活保護費支給事業 822,816

1 報 酬 6,048 職員人件費 237,442

3 職 員 手 当 等 88,037 保健衛生総務一般経費 12,290

4 共 済 費 40,403

7 報 償 費 85

8 旅 費 638

10 需 用 費 982

11 役 務 費 12

12 委 託 料 150

13 使 用 料 及 び 8
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 2,812
及 び 交 付 金

24 積 立 金 2

7 報 償 費 515 健康づくり･食育推進事業 880

10 需 用 費 324

11 役 務 費 23

13 使 用 料 及 び 1
賃 借 料

15 原 材 料 費 17

1 報 酬 1,251 不妊･不育症治療費助成事業 1,545

001 一般会計

－83－

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金 2

保健ｾﾝﾀｰ管理運営事業 925
2 給 料 111,766 自殺対策事業 284

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

96

2,179

1,122

1,089

43
786

85
70

5,000
5,000

4 健康推進費 122,091 120,928 1,163 2,585 28,598 90,908

27

2,558

20,000

8,598

6,986

5 予防費 525,193 134,558 390,635 375,860 11,600 137,733

375,767

13,240

112,546

93

7,600

2,000

－84－

　再編交付金事業基金繰入金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 2,000
諸収入
　京都府後期高齢者医療制度特別対策補助金 2,000

　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費補助金

府支出金 93
　風しん予防接種助成事業補助金
繰入金 9,600

国庫支出金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種対策費負担金 248,965
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

　感染症予防事業費等補助金 1,016

諸収入
　後期高齢者医療保健事業委託金 1,612
　後期高齢者医療保健事業補助金

府支出金
　健康増進事業費等補助金 2,558
繰入金
　再編交付金事業基金繰入金 20,000

　発達障害児等早期発見･早期療育支援事業費補助金

　多胎妊婦健康診査支援事業補助金
繰入金
　ふるさと応援基金繰入金

国庫支出金
　感染症予防事業費等補助金 27

　未熟児養育医療費負担金
　きょうと地域連携交付金 13,900
　障害者地域生活支援事業費補助金
　ﾌｯ素による子どものむし歯予防事業費補助金

　不妊治療給付事業助成費補助金 522

　未熟児養育医療費負担金
　障害者地域生活支援事業費補助金 87
　母子保健衛生費国庫補助金
府支出金 16,495

分担金及び負担金 96
　未熟児養育医療費負担金
国庫支出金 3,388

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



8 旅 費 107 発達障害児等早期発見･早期療育支援事業 501

10 需 用 費 991

11 役 務 費 213

12 委 託 料 27,493

18 負 担 金 ､ 補 助 500
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 6,469

1 報 酬 1,078 健康相談･指導事業 1,262

7 報 償 費 29 総合検診事業 118,727

8 旅 費 58

10 需 用 費 1,180

11 役 務 費 3,050

12 委 託 料 116,658

13 使 用 料 及 び 14
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 24
及 び 交 付 金

1 報 酬 29,800 予防接種事業 141,262

3 職 員 手 当 等 9,826 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種事業 361,511

4 共 済 費 1,970

8 旅 費 1,490

10 需 用 費 25,888

11 役 務 費 12,230

12 委 託 料 436,476

001 一般会計

13 使 用 料 及 び 6,550

－85－

感染症予防対策事業 22,420

高齢者ﾌﾚｲﾙ予防事業 2,102

7 報 償 費 9,058 母子健康支援事業 10,735
妊産婦健康支援事業 28,833

未熟児養育医療事業 4,468

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

6 医療対策費 1,445,801 1,253,521 192,280 19,000 1,426,801

19,000

7 環境衛生費 69,880 63,478 6,402 36,900 1,303 31,677

613

1,458

35,442

1,458

28,710

690
690

8 火葬場費 40,509 42,546 △2,037 11,961 28,548

諸収入
　EVCｽﾃｰｼｮﾝ貸付使用権利金

－86－

　浄化槽設置整備事業費補助金
　動物管理指導費補助金 114
　海岸漂着物地域対策推進事業補助金

　自立型再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入事業費補助金 1,760

国庫支出金
　循環型社会形成推進交付金 1,458
府支出金
　きょうと地域連携交付金 3,400

使用料及び手数料
　犬の登録注射業務手数料 613

繰入金
　再編交付金事業基金繰入金 19,000

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



賃 借 料

19 扶 助 費 963

1 報 酬 1,695 地域医療体制整備補助金 2,036

3 職 員 手 当 等 360 休日応急診療事業 3,867

7 報 償 費 252 医療対策一般経費 3,735

8 旅 費 916

10 需 用 費 61

12 委 託 料 3,867

13 使 用 料 及 び 110
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 62,098
及 び 交 付 金

20 貸 付 金 18,000

23 投 資 及 び 325,424
出 資 金

27 繰 出 金 1,032,687

1 報 酬 80 狂犬病予防･動物管理事業 727

7 報 償 費 798 浄化槽設置整備事業 4,488

8 旅 費 829 水洗化推進支援事業 9,600

10 需 用 費 7,336 美しいふるさとづくり推進事業 840

11 役 務 費 18,668 地球温暖化防止対策推進事業 1,308

12 委 託 料 18,120 利活用推進ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ事業 13,782

13 使 用 料 及 び 5,302 環境衛生一般経費 311
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 649

18 負 担 金 ､ 補 助 18,098
及 び 交 付 金

1 報 酬 13,249 火葬場管理運営事業 40,509

001 一般会計

－87－

省ｴﾈ･ｸﾞﾘｰﾝ化推進事業 5,154

公害対策事業 1,019

自然環境保全事業 707

海岸漂着物対策推進事業 30,671

防疫対策事業 87

堀川浄化施設維持管理事業 1,186

医療確保奨学金貸与事業 18,000

公的病院等運営事業補助金 60,052

市立診療所繰出金 105,111
4 共 済 費 331 市立病院繰出金 1,253,000

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

11,961

9 水道費 660,806 539,616 121,190 294,000 366,806

294,000

2 清掃費 1,634,968 1,496,565 138,403 29,065 98,400 476,630 1,030,873

1 清掃総務費 45,606 33,891 11,715 11,000 34,606

3,000

8,000

2 塵芥処理費 1,045,484 902,303 143,181 29,065 98,400 224,187 693,832

182,507

101,510

使用料及び手数料
　公有財産使用料 33
　可燃ごみ(ごみ袋)処理手数料

－88－

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 3,000
諸収入
　ﾊﾛｳｨﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ市町村等交付金 8,000

市債 294,000
　水道事業一般会計出資債

使用料及び手数料 11,961
　火葬場使用料

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



4 共 済 費 2,242

8 旅 費 353

10 需 用 費 9,940

11 役 務 費 344

12 委 託 料 7,544

13 使 用 料 及 び 92
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 4,697

26 公 課 費 26

23 投 資 及 び 555,532 水道事業会計繰出金 660,806

27 繰 出 金 105,274

1 報 酬 208 職員人件費 33,407

2 給 料 16,127 清掃総務一般経費 339

3 職 員 手 当 等 11,740

7 報 償 費 110

8 旅 費 220

10 需 用 費 91

11 役 務 費 2,470

18 負 担 金 ､ 補 助 9,100
及 び 交 付 金

8 旅 費 318 家庭ごみ収集運搬事業 291,671

10 需 用 費 125,485 峰山最終処分場管理運営事業 43,225

11 役 務 費 15,816 網野最終処分場管理運営事業 62,645

001 一般会計

峰山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ管理運営事業 426,226

大宮最終処分場管理運営事業 42,230

－89－

4 共 済 費 5,540

4R推進事業 11,860

出 資 金

3 職 員 手 当 等 2,022

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2

10
52,200

9,144

1,080

29,065
29,065

36,000
5,680

98,400
98,400

3 し尿処理費 543,878 560,371 △16,493 241,443 302,435

209,542

9,552

31,901

5 労働費 56,451 6,489 49,962 45,750 5,000 5,701

1 労働諸費 56,451 6,489 49,962 45,750 5,000 5,701

－90－

　下水汚泥処理料

使用料及び手数料
　し尿処理手数料 199,990
　浄化槽汚泥処理手数料
諸収入 31,901

　ふるさと応援基金繰入金
諸収入
　資源ごみ売却代金 5,680
市債
　最終処分場整備事業債

　久美浜最終処分場持込ごみ処理手数料

　不燃ごみ(ごみ袋)処理手数料 12,842
国庫支出金
　循環型社会形成推進交付金
繰入金 36,000

　一般廃棄物処分業許可手数料
　峰山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ持込ごみ処理手数料

　峰山最終処分場持込ごみ処理手数料 2,856
　大宮最終処分場持込ごみ処理手数料

　網野最終処分場持込ごみ処理手数料 2,700

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

　粗大ごみ収集手数料
　一般廃棄物収集運搬業許可手数料 130



12 委 託 料 807,085 久美浜最終処分場管理運営事業 33,628

13 使 用 料 及 び 6,920 有害ごみ処理事業 3,100
賃 借 料 資源循環再生化事業 2,332

14 工 事 請 負 費 70,160

17 備 品 購 入 費 2,492

18 負 担 金 ､ 補 助 16,450
及 び 交 付 金

22 償 還 金 ､ 利 子 30
及 び 割 引 料

26 公 課 費 728

1 報 酬 8,910 職員人件費 41,952

2 給 料 20,832 網野衛生ｾﾝﾀｰ管理運営事業 95,166

3 職 員 手 当 等 16,105 久美浜衛生ｾﾝﾀｰ管理運営事業 62,451

4 共 済 費 8,632

8 旅 費 202

10 需 用 費 140,046

11 役 務 費 4,385

12 委 託 料 267,207

13 使 用 料 及 び 147
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 58,761

17 備 品 購 入 費 17,304

18 負 担 金 ､ 補 助 1,200
及 び 交 付 金

26 公 課 費 147

001 一般会計

－91－

し尿収集事業 203,862

竹野川衛生ｾﾝﾀｰ管理運営事業 140,447

塵芥処理一般経費 1,160

節

区　　分 金　　額
説　　明

最終処分場整備事業 139,267



国府支出金 地 方 債 そ の 他

1 労働諸費 56,451 6,489 49,962 45,750 5,000 5,701

45,000
45,000

750
5,000
5,000

6 農林水産業 1,518,373 1,288,711 229,662 717,979 79,500 112,200 608,694
費

1 農業費 1,216,676 1,016,897 199,779 643,028 70,100 81,601 421,947

1 農業委員会 50,153 47,242 2,911 12,618 1,400 1,250 34,885

4,398

5,100

1,250

1,400

2 農業総務費 240,832 261,517 △20,685 1 800 15,916 224,115

5,810

173

219

1

1

　農業経営基盤強化資金利子助成費補助金

財産収入 1
　地域環境保全基金利子収入

－92－

　貸付農家住宅使用料
　市民農園使用料 4,818
　農林水産業活性化推進滞在施設使用料

府支出金 1

使用料及び手数料
　ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ使用料 600

　農業者年金事務委託金
市債 1,400
　農地耕作条件改善事業債

　農業委員会交付金
　農地利用最適化交付金 3,120
　機構集積支援事業費補助金
諸収入 1,250

費

府支出金 12,618

国庫支出金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

府支出金 750
　移住支援補助金
繰入金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



8 旅 費 259 人材確保･就職促進対策事業 6,451

13 使 用 料 及 び 49
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 56,143
及 び 交 付 金

1 報 酬 14,335 職員人件費 29,288

3 職 員 手 当 等 9,918 農業委員会一般経費 371

4 共 済 費 5,712

8 旅 費 1,124

10 需 用 費 1,936

11 役 務 費 145

12 委 託 料 940

13 使 用 料 及 び 282
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 683
及 び 交 付 金

26 公 課 費 10

1 報 酬 1,975 職員人件費 185,957

2 給 料 88,536 ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ管理運営事業 7,027

3 職 員 手 当 等 66,773 丹後王国｢食のみやこ｣支援事業 30,273

4 共 済 費 31,482

8 旅 費 285

10 需 用 費 5,943

001 一般会計

－93－

農業総務一般経費 7,520

地域環境保全基金 1

農業関連施設管理運営事業 10,054

農業委員会活動事業 13,509
2 給 料 15,068 農業者年金事務 402

機構集積支援事業 6,583

中小企業緊急雇用調整助成事業 50,000

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

10,000

105

98
800

3 農業生産基 242,075 57,831 184,244 219,402 22,673
盤整備支援

費

219,402
24,801
17,679
20,322
156,600

4 農業振興費 75,641 38,451 37,190 32,502 13,000 30,139

15,079

2,000

1,900

7,160

640

13,000

1,000

5 新規就農者 55,010 60,806 △5,796 45,629 3,800 5,581

－94－

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 12,000
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金

　環境保全型農業直接支払交付金
　農村型小規模多機能自治推進事業費補助金 450
　農業者経営復興特別支援資金等助成事業補助金

　食の京都TABLE整備支援事業補助金 115

　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

府支出金 17,423
　きょうと地域連携交付金
　経営所得安定対策推進事業費補助金 7,158

国庫支出金
　地方創生推進交付金 13,079

府支出金
　ほんまもん京ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ産地支援事業費補助金

　京の米生産ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業補助金
　ｽﾏｰﾄ農業実装ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業補助金
　強い農業･担い手づくり総合支援事業費補助金

　ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ使用料光熱水費等負担金
市債
　農業関連施設整備事業債 800

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 10,000
諸収入
　市有建物火災保険料負担金 7

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



11 役 務 費 633

12 委 託 料 11,636

13 使 用 料 及 び 1,257
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 29,304
及 び 交 付 金

24 積 立 金 1

26 公 課 費 7

18 負 担 金 ､ 補 助 242,075 京野菜生産加速化事業 24,801
及 び 交 付 金 ｢京の米｣生産ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業 17,679

ｽﾏｰﾄ農業実装ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業 21,595

1 報 酬 4,895 生物多様性を育む農業推進事業 10,966

3 職 員 手 当 等 1,341 償還金助成事業 640

4 共 済 費 979 地域農業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進事業 37,973

7 報 償 費 1,839 京丹後食材ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ創造事業 9,108

8 旅 費 409

10 需 用 費 704

11 役 務 費 194

12 委 託 料 8,800

13 使 用 料 及 び 442
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 52,538
及 び 交 付 金

20 貸 付 金 3,500

1 報 酬 2,816 新規就農者育成事業 55,010

001 一般会計

－95－

水田農業振興推進事業 7,954

農林水産業緊急支援事業 3,000

元気な農村地域づくり事業 3,950

農業技術者協議会活動促進事業 2,050

久美浜ﾗｲｽｾﾝﾀｰ整備支援事業 178,000

14 工 事 請 負 費 3,000

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

確保対策費

45,629

44,109

3,800

6 畜産業費 40 40 0 10 30

10

7 農地費 195,256 236,192 △40,936 60,526 59,600 47,294 27,836

43,144

30,000

3,560

18,200

32,400

4,150

59,600

9,300

8 農地利用推 333,497 294,018 39,479 254,168 2,941 76,388

－96－

　小規模基盤整備事業債
　農地耕作条件改善事業債 12,300

諸収入
　土地改良施設維持管理適正化事業費補助金 4,150
市債
　農業競争力強化基盤整備負担金事業債 38,000

　防衛施設周辺対策事業補助金
府支出金 42,326
　農地耕作条件改善事業補助金
　換地業務委託金 9,926

　農業競争力強化基盤整備事業分担金

　農地耕作条件改善事業分担金 8,640
　小規模農業基盤整備事業分担金
国庫支出金 18,200

分担金及び負担金
　土地改良施設維持管理適正化事業分担金 944

　農業経営実践型学舎用農地整備負担金事業債

府支出金
　家畜伝染病予防事務委託金 10

府支出金
　就農研修資金償還金助成事業費補助金 1,520
　農業次世代人材投資事業費補助金
市債 3,800

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



3 職 員 手 当 等 959

4 共 済 費 550

8 旅 費 82

10 需 用 費 52

11 役 務 費 19

13 使 用 料 及 び 5
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 50,527
及 び 交 付 金

8 旅 費 6 畜産振興一般経費 40

10 需 用 費 4

及 び 交 付 金

1 報 酬 2,008 小規模農業基盤整備事業 15,300

2 給 料 638 土地改良施設維持管理適正化事業 15,078

3 職 員 手 当 等 590 農地耕作条件改善事業 54,000

4 共 済 費 411

7 報 償 費 1,259

8 旅 費 306

10 需 用 費 1,325

11 役 務 費 56

12 委 託 料 22,968

賃 借 料

14 工 事 請 負 費 78,771

18 負 担 金 ､ 補 助 86,574
及 び 交 付 金

26 公 課 費 9

1 報 酬 3,226 中山間地域等直接支払制度事業 68,089

001 一般会計

－97－

13 使 用 料 及 び 341

農地一般経費 7,751

18 負 担 金 ､ 補 助 30

農業競争力強化基盤整備事業 84,927

宇川地区農業用施設改修事業 18,200

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

進費

254,168

181,532

2,941

9 農村防災･ 24,172 20,800 3,372 18,172 4,500 1,200 300

1,200
1,200

18,172
18,172

4,500
4,500

2 林業費 225,430 214,115 11,315 67,822 30,138 127,470

1 林業総務費 36,509 37,605 △1,096 670 35,839

670

89

2 有害鳥獣対 98,744 106,039 △7,295 48,166 2,749 47,829

48,166

府支出金 48,166
　有害鳥獣捕獲関係事業費補助金

－98－

　林業労働者新共済事業費補助金

策費

府支出金
　農業水路等長寿命化･防災減災事業補助金

市債
　ため池等整備負担金事業債

府支出金
　緑の担い手育成事業費補助金 581

減災対策費

分担金及び負担金
　ため池等整備事業分担金

諸収入
　農地中間管理機構事業等業務委託金 2,941

府支出金
　中山間地域等直接支払制度事業費補助金 51,156
　多面的機能支払交付金
　機構集積協力金交付事業費補助金 21,480

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



3 職 員 手 当 等 726 京力農場ﾌﾟﾗﾝ推進事業 24,491

4 共 済 費 404

7 報 償 費 60

8 旅 費 176

11 役 務 費 173

13 使 用 料 及 び 519
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 326,746
及 び 交 付 金

12 委 託 料 18,172 ため池等整備事業 6,000

及 び 交 付 金

2 給 料 17,093 職員人件費 34,315

3 職 員 手 当 等 11,861

4 共 済 費 5,361

8 旅 費 57

10 需 用 費 54

13 使 用 料 及 び 21
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 2,062
及 び 交 付 金

1 報 酬 820 有害鳥獣対策事業 87,136

8 旅 費 160

001 一般会計

－99－

猪･鹿肉処理施設運営管理事業 11,608
7 報 償 費 4,290

林業総務一般経費 2,194

農業水路等長寿命化･防災減災事業 18,172
18 負 担 金 ､ 補 助 6,000

10 需 用 費 1,467

多面的機能支払交付金事業 240,917

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

249

2,500

3 森林整備費 90,177 70,471 19,706 18,986 27,389 43,802

2,015

18,986

6,536

6,300

1

6,177

45

3 水産業費 76,267 57,699 18,568 7,129 9,400 461 59,277

1 水産業総務 36,350 36,838 △488 36,350

－100－

費

諸収入
　木工教室参加料 45

　森林環境譲与税基金利子収入
繰入金 25,328
　豊かな森を育てる基金繰入金
　森林環境譲与税基金繰入金 19,151

　森林整備費補助金
　松くい虫駆防除事業費補助金 5,679
　豊かな森を育てる府民税市町村交付金

財産収入 1

分担金及び負担金
　丹後縦貫林道維持管理負担金 2,015
府支出金
　緑の公共事業費補助金 471

繰入金
　再編交付金事業基金繰入金 249
諸収入
　猪･鹿肉精肉販売代金 2,500

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



10 需 用 費 2,772

11 役 務 費 272

13 使 用 料 及 び 124
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 5,719
及 び 交 付 金

26 公 課 費 7

1 報 酬 1,646 森林整備事業 872

3 職 員 手 当 等 273 林道等施設管理事業 14,734

4 共 済 費 316 市行造林事業 8,459

7 報 償 費 70 森林環境譲与税基金 24,939

8 旅 費 222

10 需 用 費 1,840

11 役 務 費 79

12 委 託 料 34,690

賃 借 料

14 工 事 請 負 費 9,390

18 負 担 金 ､ 補 助 16,281
及 び 交 付 金

24 積 立 金 24,939

2 給 料 16,279 職員人件費 33,817

3 職 員 手 当 等 12,058

4 共 済 費 5,480

8 旅 費 21

10 需 用 費 1,160

001 一般会計

－101－

水産業総務一般経費 2,533

13 使 用 料 及 び 431

森林環境整備事業 25,451

松くい虫防除事業 8,150

豊かな森を育てる事業 6,222

12 委 託 料 84,580

治山･適正管理事業 1,350

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 水産業振興 14,526 2,939 11,587 463 14,063
費

463
463

3 漁港管理費 25,391 17,922 7,469 6,666 9,400 461 8,864

461

166
6,666
6,666

9,400
9,400

7 商工費 1,536,329 982,752 553,577 485,362 159,100 208,524 683,343

1 商工費 1,536,329 982,752 553,577 485,362 159,100 208,524 683,343

1 商工総務費 232,814 205,858 26,956 3,298 2,100 227,416

3,298

2,100

－102－

市債
　観光施設整備事業債 2,100

府支出金
　消費者行政活性化事業費補助金 3,298

分担金及び負担金
　漁港整備事業分担金 295
　水産物供給基盤機能保全事業分担金

府支出金
　水産物供給基盤機能保全事業費補助金

市債
　漁港施設整備事業債

府支出金
　内水面漁業振興対策事業費補助金

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



11 役 務 費 91

13 使 用 料 及 び 27
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 500

18 負 担 金 ､ 補 助 725
及 び 交 付 金

26 公 課 費 9

18 負 担 金 ､ 補 助 6,026 内水面漁業振興支援事業 1,149
及 び 交 付 金 漁業振興支援事業 9,336

20 貸 付 金 8,500 利子補給助成事業 311

10 需 用 費 2,341 漁港維持管理事業 3,791

12 委 託 料 550 水産物供給基盤機能保全事業 10,000

14 工 事 請 負 費 22,500

1 報 酬 5,362 職員人件費 220,236

2 給 料 102,555 商工総務一般経費 6,265

3 職 員 手 当 等 83,600

7 報 償 費 104

8 旅 費 1,802

10 需 用 費 2,308

11 役 務 費 419

13 使 用 料 及 び 44

001 一般会計

－103－

4 共 済 費 36,282

消費生活推進事業 6,313

漁港整備事業 11,600

海業推進事業 3,730

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 商工振興費 696,577 249,689 446,888 389,367 96,000 211,210

364,667

8,510

24,700

66,000

38,000
30,000

3 繊維産業振 31,349 26,883 4,466 12,968 18,381

12,968

4 商工施設費 14,721 9,817 4,904 3,700 1,671 9,350

1,319使用料及び手数料

－104－

国庫支出金 12,968
　地方創生推進交付金

興費

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 28,000
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金

諸収入
　事業継続支援緊急資金貸付金元金収入 30,000

　地方創生ﾃﾚﾜｰｸ交付金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 345,500
府支出金
　きょうと地域連携交付金 24,700

国庫支出金
　地方創生推進交付金 10,657

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 263
及 び 交 付 金

26 公 課 費 75

7 報 償 費 4,836 商工会助成事業 79,750

8 旅 費 1,924 金融支援事業 59,925

10 需 用 費 1,019 企業立地推進事業 45,033

11 役 務 費 12,031 自然あふれるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ推進事業 14,218

12 委 託 料 25,171 人材育成事業 6,800

13 使 用 料 及 び 916 民民れんけい推進本部事業 2,754
賃 借 料 大阪･関西万博連携事業 18,112

及 び 交 付 金 商工振興一般経費 416

20 貸 付 金 30,000

1 報 酬 1,811 産地振興事業 7,818

4 共 済 費 329

7 報 償 費 393

8 旅 費 1,410

10 需 用 費 6,766

11 役 務 費 377

12 委 託 料 11,505

13 使 用 料 及 び 32
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 8,587
及 び 交 付 金

26 公 課 費 7

10 需 用 費 1,363 峰山織物ｾﾝﾀｰ管理運営事業 4,966

11 役 務 費 158 商工施設一般経費 1,185

001 一般会計

－105－

商工等指定管理施設運営事業 8,570

18 負 担 金 ､ 補 助 620,680 地域消費喚起事業 66,900

新ｼﾙｸ産業創造事業 23,531
3 職 員 手 当 等 132

近未来技術地域導入促進事業 3,067

商工業緊急支援事業 325,000

工業団地維持管理事業 898

機械金属業振興事業 5,199

丹後地域地場産業振興ｾﾝﾀｰ運営支援事業 40,705

商工業支援事業 27,800

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

1,223

352
270

28

1
3,700
3,700

5 観光振興費 201,651 136,456 65,195 56,286 79,502 65,863

49,186

40,500

6,100

2

79,500

30,000

4,500

6 観光等施設 359,217 354,049 5,168 23,443 153,300 31,351 151,123

13,725

8,694

18,000
18,000

480

426

3

　圧雪業務委託金
　丹後温泉泉源管理負担金 231
　公共井戸ﾎﾟﾝﾌﾟ電力費

－106－

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金
諸収入 13,351
　丹後温泉電力料
　弥栄あしぎぬ温泉電気代等負担金 12,211

　地方創生ﾃﾚﾜｰｸ交付金
府支出金 9,718
　国立公園･国定公園管理委託金
　碇高原畜産展示資料館管理委託金 1,024

費

国庫支出金 13,725

　観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金繰入金

　ふるさと応援基金繰入金 40,000
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金

財産収入
　観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金利子収入 2
繰入金
　地域振興基金繰入金 5,000

　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

府支出金 7,100
　きょうと地域連携交付金
　ｼﾞｵﾊﾟｰｸ推進事業補助金 1,000

　弥栄機業ｾﾝﾀｰ火災保険料負担金
市債
　商工施設整備事業債

国庫支出金
　地方創生推進交付金 8,686

諸収入
　大宮織物ﾎｰﾙ電気料
　旧丹後商業活性化ｾﾝﾀｰ火災保険料負担金 47
　旧三津小火災保険料企業負担金
　弥栄機業ｾﾝﾀｰ光熱水費負担金 6

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

　公有財産使用料
　峰山織物ｾﾝﾀｰ使用料 96



12 委 託 料 6,404

13 使 用 料 及 び 1,591
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 5,199

18 負 担 金 ､ 補 助 6
及 び 交 付 金

1 報 酬 4,106 “旬”でもてなす食の観光推進事業 2,590

4 共 済 費 537 滞在型観光地づくり推進事業 46,964

7 報 償 費 1,221 ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ･宿泊促進強化事業 30,000

8 旅 費 1,176 海水浴場連絡員配置等支援事業 10,218

10 需 用 費 2,263 地域総ぐるみ観光地づくり事業 92,579

11 役 務 費 739

12 委 託 料 10,558

13 使 用 料 及 び 1,612

17 備 品 購 入 費 458

18 負 担 金 ､ 補 助 178,979
及 び 交 付 金

24 積 立 金 2

8 旅 費 2 海浜等施設管理事業 64,814

11 役 務 費 6,236 観光等施設一般経費 30,601

12 委 託 料 179,507

13 使 用 料 及 び 3,054
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 127,207

15 原 材 料 費 90

17 備 品 購 入 費 13,899

001 一般会計

－107－

自然公園管理事業 14,639
10 需 用 費 29,189 観光等指定管理施設運営事業 150,752

観光等指定管理施設大規模改修事業 98,411

賃 借 料

観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金 2

観光ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進事業 5,211

ﾕﾈｽｺ世界ｼﾞｵﾊﾟｰｸ推進事業 9,603

日本一の砂浜海岸づくり推進事業 4,484

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

153,300
69,300
84,000

8 土木費 3,198,312 3,213,745 △15,433 359,278 579,500 71,839 2,187,695

1 土木管理費 349,914 383,341 △33,427 75,000 10,200 325 264,389

1 土木総務費 247,881 276,751 △28,870 10,200 325 237,356

324

24

1

8,200

1,500

2 地籍調査費 102,033 106,590 △4,557 75,000 27,033

75,000

－108－

府支出金
　地籍調査事業補助金 75,000

　道路改良事業債
　河川浚渫事業債 500
　都市下水路整備事業債

　境界確定調査事務手数料
財産収入 1
　土地開発基金利子収入
市債 10,200

市債
　過疎地域自立促進特別事業債
　観光施設整備事業債

使用料及び手数料
　屋外広告物許可手数料 300

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



18 負 担 金 ､ 補 助 33
及 び 交 付 金

2 給 料 108,715 職員人件費 234,472

3 職 員 手 当 等 86,425 土木総務一般経費 13,408

4 共 済 費 39,332

7 報 償 費 80

8 旅 費 892

10 需 用 費 2,147

11 役 務 費 305

12 委 託 料 8,300

13 使 用 料 及 び 255
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 1,399
及 び 交 付 金

26 公 課 費 30

27 繰 出 金 1

1 報 酬 3,754 地籍調査事業 102,033

3 職 員 手 当 等 659

7 報 償 費 3,440

8 旅 費 177

10 需 用 費 894

11 役 務 費 241

12 委 託 料 91,330

001 一般会計

－109－

4 共 済 費 722

土地開発基金 1

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 道路橋梁費 1,029,088 679,972 349,116 183,336 442,000 55,000 348,752

1 道路橋梁維 733,405 404,881 328,524 146,094 399,500 55,000 132,811

37,959

7,100

55,000

399,500

2 除雪対策費 295,683 275,091 20,592 37,242 42,500 215,941

12,000

25,242

601
451

42,500　除雪機械等整備事業債

－110－

府支出金
　府道除雪作業委託金 24,190
　歩道除雪作業委託金
　丹後縦貫林道除雪作業委託金
市債 42,500

国庫支出金
　社会資本整備総合交付金 12,000

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 55,000
市債
　道路改良事業債 399,500

　社会資本整備総合交付金
　道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ事業補助金 101,035
府支出金
　きょうと地域連携交付金 7,100

持改良費

国庫支出金 138,994

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



13 使 用 料 及 び 614
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 188
及 び 交 付 金

26 公 課 費 14

1 報 酬 7,140 道路橋梁維持補修事業 189,657

4 共 済 費 1,435

8 旅 費 373

10 需 用 費 67,190

11 役 務 費 268

13 使 用 料 及 び 7,603
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 326,700

15 原 材 料 費 13,500

17 備 品 購 入 費 124

18 負 担 金 ､ 補 助 184,785
及 び 交 付 金

21 補 償 、 補 填 2,115
及 び 賠 償 金

26 公 課 費 7

10 需 用 費 42,462 除雪対策事業 253,183

11 役 務 費 10,341

12 委 託 料 150,049

13 使 用 料 及 び 50,037
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 42,500

001 一般会計

－111－

除雪機械等整備事業 42,500

12 委 託 料 120,647

道路橋梁新設改良事業 543,748
3 職 員 手 当 等 1,518

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

3 河川費 139,081 161,830 △22,749 52,359 59,600 27,122

1 河川総務費 16,500 24,200 △7,700 15,600 900

15,600
15,600

2 河川維持改 122,581 137,630 △15,049 52,359 44,000 26,222

52,172

44,000
23,700
20,300

4 都市計画費 1,574,141 1,842,051 △267,910 30,046 63,300 1,480,795

1 都市計画総 24,770 28,428 △3,658 46 24,724

46

2 下水道費 1,483,618 1,345,626 137,992 30,000 31,300 1,422,318

30,000

31,300

国庫支出金
　浸水対策下水道事業費補助金 30,000
市債

－112－

　土地利用規制対策費交付金

務費

府支出金 46

　河川環境整備費委託金
　湯川放水路樋門管理委託金 187
市債
　河川整備事業債
　河川浚渫事業債

良費

府支出金 52,359

市債
　急傾斜地崩壊対策事業債

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



及 び 交 付 金

26 公 課 費 114

18 負 担 金 ､ 補 助 16,500 急傾斜地崩壊対策事業 16,500

10 需 用 費 1,600 河川維持補修事業 97,581

14 工 事 請 負 費 42,300

18 負 担 金 ､ 補 助 25,000
及 び 交 付 金

1 報 酬 204 職員人件費 24,206

3 職 員 手 当 等 9,404

4 共 済 費 3,983

8 旅 費 204

10 需 用 費 59

11 役 務 費 5

13 使 用 料 及 び 29
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 63
及 び 交 付 金

1 報 酬 958 都市下水路等維持管理事業 20,101

3 職 員 手 当 等 204 下水道事業会計繰出金 1,400,000

4 共 済 費 184

001 一般会計

内水処理対策事業 63,517

－113－

都市計画総務一般経費 564
2 給 料 10,819

河川改修事業 25,000
12 委 託 料 53,681

及 び 交 付 金

節

区　　分 金　　額
説　　明

18 負 担 金 ､ 補 助 180



国府支出金 地 方 債 そ の 他

31,300

3 都市公園費 65,753 467,997 △402,244 32,000 33,753

32,000

5 住宅費 102,144 142,359 △40,215 15,685 4,400 16,514 65,545

1 住宅管理費 74,961 68,693 6,268 14,210 3,431 57,320

1,431

12,565

3,065

1,645

1,000

1,000

－114－

諸収入
　相続財産管理人予納金返還金 1,000

府支出金
　建築物耐震改修等事業費補助金 1,645
繰入金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 1,000

国庫支出金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 9,000
　建築物耐震改修等事業費補助金
　社会資本整備総合交付金 500

使用料及び手数料
　市営住宅使用料現年度分 1,431

市債
　過疎地域自立促進特別事業債 32,000

　都市下水路整備事業債

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



8 旅 費 62

10 需 用 費 8,390

11 役 務 費 349

12 委 託 料 14,451

13 使 用 料 及 び 20
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 59,000

23 投 資 及 び 373,300
出 資 金

27 繰 出 金 1,026,700

10 需 用 費 1,040 都市公園等維持整備事業 65,753

11 役 務 費 160

13 使 用 料 及 び 203
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 6,400

1 報 酬 240 職員人件費 54,738

2 給 料 25,654 久僧定住促進住宅維持管理事業 335

3 職 員 手 当 等 19,798 新たなﾜｰｸ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ等住宅改修事業 10,000

4 共 済 費 9,286

8 旅 費 391

10 需 用 費 505

11 役 務 費 1,043

13 使 用 料 及 び 542
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 16,573
及 び 交 付 金

001 一般会計

－115－

12 委 託 料 929

住宅一般経費 1,096

空家等対策事業 2,470

住宅･建築物耐震改修等事業 6,322

12 委 託 料 57,950

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 市営住宅費 27,183 73,666 △46,483 1,475 4,400 13,083 8,225

13,083

1,475

4,400
4,400

6 港湾費 3,944 4,192 △248 2,852 1,092

1 港湾総務費 3,944 4,192 △248 2,852 1,092

2,852

1,598

9 消防費 1,460,124 1,386,859 73,265 36,057 278,500 29,690 1,115,877

1 消防費 1,460,124 1,386,859 73,265 36,057 278,500 29,690 1,115,877

1 常備消防費 882,815 900,851 △18,036 6,500 914 875,401

669

509

186

40

900

－116－

　救急救命士臨地実習負担金
市債 6,500
　消防防災施設整備事業債
　消防指令ｾﾝﾀｰ共同化事業債 5,600

諸収入 245
　防火管理者資格取得講習料
　西山中継局電源設備利用負担金 19

　ｱﾒﾆﾃｨｰ久美浜管理委託金

使用料及び手数料
　公有財産使用料 160
　消防手数料

市債
　市営住宅改修事業債

府支出金
　海岸漂着物地域対策推進事業補助金 1,254

使用料及び手数料
　市営住宅使用料現年度分 13,083
国庫支出金
　社会資本整備総合交付金 1,475

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



10 需 用 費 8,100 市営住宅維持管理事業 27,183

11 役 務 費 992

12 委 託 料 7,095

13 使 用 料 及 び 2,796
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 8,200

10 需 用 費 295 ｱﾒﾆﾃｨｰ久美浜管理事業 2,500

11 役 務 費 5

12 委 託 料 3,544

18 負 担 金 ､ 補 助 100
及 び 交 付 金

2 給 料 356,509 職員人件費 798,828

3 職 員 手 当 等 309,488 救急救命士養成業務 3,570

4 共 済 費 132,831 予防･警防等業務 5,768

7 報 償 費 53 通信指令業務 32,174

8 旅 費 3,235

9 交 際 費 50

11 役 務 費 11,263

12 委 託 料 21,236

13 使 用 料 及 び 995
賃 借 料

15 原 材 料 費 88

17 備 品 購 入 費 4,156

001 一般会計

－117－

10 需 用 費 30,696

救急活動業務 8,280

庁舎等維持管理事業 19,753

消防本部総務業務 9,977

消防学校等研修派遣業務 4,465

港湾総務一般経費 1,444

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

2 非常備消防 201,790 203,041 △1,251 300 201,490

300

3 消防施設費 172,139 113,106 59,033 34,057 123,100 2,202 12,780

28,557

12,276

5,500
2,202

123,100

67,600

4 災害対策費 203,380 169,861 33,519 2,000 148,900 26,274 26,206

2,000

1

国庫支出金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 2,000
財産収入

－118－

市債
　消防防災施設整備事業債 55,500
　消防自動車整備事業債

　防衛施設周辺対策事業補助金
府支出金 5,500
　地域防災力総合支援事業補助金
諸収入
　消防水利移設補償金 2,202

国庫支出金
　消防防災施設整備費補助金 16,281

　消防団員公務災害補償金

費

諸収入 300

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



18 負 担 金 ､ 補 助 11,987
及 び 交 付 金

26 公 課 費 228

1 報 酬 39,060 団員報酬 39,060

7 報 償 費 53,692 消防設備維持管理事業 19,464

8 旅 費 24,032

10 需 用 費 19,243

11 役 務 費 3,076

13 使 用 料 及 び 2,111
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 2,310

18 負 担 金 ､ 補 助 37,006
及 び 交 付 金

26 公 課 費 1,496

27 繰 出 金 19,464

10 需 用 費 1,863 常備消防施設等整備事業 46,168

11 役 務 費 328 消防水利等整備事業 39,467

12 委 託 料 1,940

13 使 用 料 及 び 149
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 66,208

17 備 品 購 入 費 101,500

18 負 担 金 ､ 補 助 47
及 び 交 付 金

26 公 課 費 104

1 報 酬 104 防災会議運営事業 124

3 職 員 手 当 等 12,000 防災行政無線施設整備事業 148,973

7 報 償 費 60 災害対策一般経費 28,523

001 一般会計

災害対策基金 1

－119－

防災行政無線維持管理事業 25,759

非常備消防施設等整備事業 80,251

消防施設一般経費 6,253

公務災害補償費等 3,835
5 災 害 補 償 費 300 団員退職報償金 33,216

消防団活動運営事業 106,215

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

1

4,000

12,273

12,000

148,900

10 教育費 2,992,493 2,756,563 235,930 83,348 829,100 165,897 1,914,148

1 教育総務費 823,986 369,334 454,652 4,312 417,800 30,332 371,542

1 教育委員会 4,000 4,022 △22 4,000

2 事務局費 775,835 324,751 451,084 4,312 417,800 15,360 338,363

100

4,212

3,040

1,592

13,767

6,767

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 7,000
　韓哲･まちづくり夢基金繰入金

－120－

　地域で支える学校教育推進事業費補助金

財産収入 1,593
　土地建物貸付収入
　学校教育施設整備基金利子収入 1

国庫支出金
　地方創生推進交付金 100
府支出金
　地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業補助金 1,172

費

　防災行政無線整備事業債

諸収入
　防災行政無線戸別受信機販売代金 273
　防災･減災費用保険金
市債 148,900

　災害対策基金利子収入
繰入金 14,000
　災害対策基金繰入金
　地域振興基金繰入金 10,000

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



8 旅 費 170

10 需 用 費 10,153

11 役 務 費 2,282

12 委 託 料 21,805

13 使 用 料 及 び 396

14 工 事 請 負 費 150,205

15 原 材 料 費 90

17 備 品 購 入 費 4,183

18 負 担 金 ､ 補 助 1,931
及 び 交 付 金

24 積 立 金 1

1 報 酬 3,528 教育委員会一般経費 4,000

8 旅 費 136

10 需 用 費 13

13 使 用 料 及 び 30
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 293
及 び 交 付 金

1 報 酬 41,322 特別職人件費 14,801

2 給 料 97,902 指導主事設置事業 12,909

3 職 員 手 当 等 80,635 学務経費 5,348

4 共 済 費 40,070 就学支援･教育相談事業 321

7 報 償 費 8,542 地域学校協働本部事業 3,537

8 旅 費 3,341 学校跡施設管理事業 429,954

9 交 際 費 800 保幼小中一貫教育推進事業 509

001 一般会計

学校教育施設整備基金 1,583

－121－

教育支援ｾﾝﾀｰ管理運営事業 11,420

学習支援体制整備事業 1,476

学校医委嘱事業 19,825

学校安全対策事業 5,587

職員人件費 195,639

賃 借 料

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

417,800

409,900

3 外国語活動 28,984 27,212 1,772 28,984

4 奨学費 15,167 13,349 1,818 14,972 195

3

1

3,000

1,469

10

2 小学校費 542,921 537,734 5,187 3,171 75,000 65,524 399,226

諸収入
　奨学資金貸付償還金 1,459
　奨学資金貸付償還金滞納繰越分

－122－

　谷口謙･未来応援基金利子収入
繰入金 13,500
　奨学基金繰入金
　谷口謙･未来応援基金繰入金 10,500

財産収入
　奨学基金利子収入 2

推進費

市債
　小学校施設整備事業債 1,700
　旧小学校施設解体事業債
　中学校施設整備事業債 6,200

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



10 需 用 費 11,165 保幼小中一貫教育実践事業 5,717

11 役 務 費 4,608 いじめ防止対策等運営事業 374

13 使 用 料 及 び 29,344 共同学校事務室運営事業 231
賃 借 料 事務局一般経費 7,740

14 工 事 請 負 費 418,687

17 備 品 購 入 費 466

18 負 担 金 ､ 補 助 9,915
及 び 交 付 金

24 積 立 金 1,583

26 公 課 費 104

1 報 酬 22,680 外国語指導助手招致事業 28,984

4 共 済 費 3,419

8 旅 費 749

10 需 用 費 98

11 役 務 費 145

13 使 用 料 及 び 361
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 1,532
及 び 交 付 金

1 報 酬 84 奨学金事業 13,695

8 旅 費 11 谷口謙･未来応援基金 1,460

10 需 用 費 42

11 役 務 費 58

19 扶 助 費 3,000

20 貸 付 金 10,500

24 積 立 金 1,472

001 一般会計
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奨学基金 12

12 委 託 料 27,351 児童生徒国際交流事業 5,478
国際交流員招致事業 5,168

いじめ防止啓発推進事業 1,681

学校情報化推進事業 46,537

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

1 小学校管理 409,367 420,857 △11,490 255 75,000 65,524 268,588

516

255

65,000

75,000

2 小学校教育 133,554 116,877 16,677 2,916 130,638

1,312

999

378

－124－

　KYO発見仕事･文化体験活動推進事業補助金

　次世代型小・中・高連携外国語教育推進事業費委託金 100

　理科教育設備整備費等補助金
　就学援助費補助金 127
　特別支援教育就学奨励費補助金
府支出金 478

振興費

国庫支出金 2,438

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 65,000
市債
　小学校施設整備事業債 75,000

　市営ﾊﾞｽ乗車料
　公有財産使用料 8
府支出金
　ﾌｯ素による子どものむし歯予防事業費補助金 255

費

使用料及び手数料 524

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



1 報 酬 26,815 職員人件費 32,157

3 職 員 手 当 等 14,911 小学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業 106,928

4 共 済 費 10,756 小学校施設管理事業 25,813

8 旅 費 1,275

10 需 用 費 116,815

12 委 託 料 137,059

13 使 用 料 及 び 3,584
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 69,900

15 原 材 料 費 85

17 備 品 購 入 費 3,098

18 負 担 金 ､ 補 助 869
及 び 交 付 金

1 報 酬 49,323 小学校教育振興事業 25,176

4 共 済 費 10,369 小学校教育推進活動実践事業 1,853

7 報 償 費 1,693

8 旅 費 2,475

11 役 務 費 47

12 委 託 料 6,191

13 使 用 料 及 び 6,291
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 10,726

18 負 担 金 ､ 補 助 610
及 び 交 付 金

001 一般会計
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10 需 用 費 12,864

小学校教育振興備品整備事業 11,385
3 職 員 手 当 等 10,221 小学校就学援助事業 22,744

小学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業 72,396

11 役 務 費 6,575

小学校通学支援事業 271

小学校管理運営事業 152,455
2 給 料 17,625 小学校施設改修事業 81,577

児童教職員健康管理事業 10,166

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

3 中学校費 542,875 330,620 212,255 8,394 239,100 56,037 239,344

1 中学校管理 435,905 226,884 209,021 3,750 239,100 56,037 137,018

1,032

3,750

55,000

239,100

6,400

2 中学校教育 106,970 103,736 3,234 4,644 102,326

419

932

258

200
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　KYO発見仕事･文化体験活動推進事業補助金

　部活動指導員配置促進事業補助金 2,688
　未来の担い手育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ研究事業費委託金

　次世代型小・中・高連携外国語教育推進事業費委託金 50

　理科教育設備整備費等補助金
　就学援助費補助金 97
　特別支援教育就学奨励費補助金
府支出金 3,196

振興費

国庫支出金 1,448

　中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ整備事業債

繰入金
　ふるさと応援基金繰入金 55,000
市債
　中学校施設整備事業債 232,700

　市営ﾊﾞｽ乗車料
　公有財産使用料 5
国庫支出金
　へき地生徒援助費補助金 3,750

費

使用料及び手数料 1,037

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



19 扶 助 費 22,744

1 報 酬 9,350 職員人件費 21,732

3 職 員 手 当 等 8,594 中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業 96,076

4 共 済 費 5,575 中学校施設管理事業 9,148

8 旅 費 562

10 需 用 費 50,536

11 役 務 費 3,260

12 委 託 料 98,763

13 使 用 料 及 び 2,928
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 231,400

15 原 材 料 費 30

17 備 品 購 入 費 12,079

18 負 担 金 ､ 補 助 1,247
及 び 交 付 金

26 公 課 費 15

1 報 酬 32,012 中学校教育振興事業 28,147

4 共 済 費 5,693 中学校教育推進活動実践事業 1,380

7 報 償 費 1,519

8 旅 費 2,648

10 需 用 費 10,385

12 委 託 料 13,749

13 使 用 料 及 び 572
賃 借 料

001 一般会計

11 役 務 費 517

－127－

中学校教育振興備品整備事業 8,406
3 職 員 手 当 等 5,541 中学校就学援助事業 23,135

中学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業 45,902

中学校通学支援事業 194

中学校管理運営事業 64,840
2 給 料 11,566 中学校施設改修事業 236,800

生徒教職員健康管理事業 7,115

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

4 社会教育費 543,091 974,698 △431,607 55,677 66,700 4,603 416,111

1 社会教育総 178,852 204,037 △25,185 1,600 177,252

1,000

2 社会教育推 43,757 42,509 1,248 14,945 900 27,912

12

13,500

6

520

900

3 公民館費 100,243 452,544 △352,301 19,000 980 80,263

450

10

530諸収入
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使用料及び手数料
　峰山地域公民館使用料 430
　丹後地域公民館使用料
　弥栄地域公民館使用料 10

　京のまなび教室推進事業補助金
諸収入 900
　社会教育事業等参加料

　きょうと地域連携交付金
　人権問題啓発事業費補助金 83
　障害者地域生活支援事業費補助金
　家庭教育支援基盤形成事業補助金 824

国庫支出金 12
　障害者地域生活支援事業費補助金
府支出金 14,933

進費

　遺跡整備事業債
　旧社会教育施設解体事業債 600

務費

市債 1,600

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



17 備 品 購 入 費 7,570

18 負 担 金 ､ 補 助 3,629
及 び 交 付 金

19 扶 助 費 23,135

1 報 酬 2,307 職員人件費 175,011

3 職 員 手 当 等 63,349

8 旅 費 248

10 需 用 費 32

13 使 用 料 及 び 18
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 426
及 び 交 付 金

1 報 酬 224 成人式開催事業 1,235

8 旅 費 159 文化芸術事業 34,976

10 需 用 費 920 放課後子ども教室事業 780

11 役 務 費 522

12 委 託 料 1,295

13 使 用 料 及 び 775

18 負 担 金 ､ 補 助 36,010
及 び 交 付 金

1 報 酬 23,104 中央公民館管理運営事業 36,789

3 職 員 手 当 等 4,542 地区公民館管理運営事業 5,692

4 共 済 費 4,598

7 報 償 費 1,249

001 一般会計
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地域公民館管理運営事業 23,794

公民館一般経費 33,968

賃 借 料

家庭教育事業 1,750

人権教育事業 249

青少年教育事業 1,531
7 報 償 費 3,852 高齢者教育事業 3,236

4 共 済 費 28,054

社会教育委員設置事業 520
2 給 料 84,418 社会教育総務一般経費 3,321

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

293

177

19,000

4 図書館費 75,303 137,311 △62,008 7,000 500 67,803

7,000

500

5 資料館費 50,901 71,221 △20,320 25,200 586 25,115

511

480

75

25,200

　古代の里資料館陶芸教室実習料
市債 25,200
　旧社会教育施設解体事業債
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使用料及び手数料
　郷土資料館入館料 31
　古代の里資料館入館料
諸収入 75

繰入金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 500

国庫支出金
　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 7,000

　峰山地域公民館水道使用料負担金
市債 19,000
　過疎地域自立促進特別事業債

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源

　網野､新庄公民館光熱水費負担金
　社会教育事業等参加料 60



8 旅 費 405

10 需 用 費 13,604

11 役 務 費 2,690

12 委 託 料 12,868

13 使 用 料 及 び 474
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 40

18 負 担 金 ､ 補 助 36,641
及 び 交 付 金

26 公 課 費 28

1 報 酬 36,218 図書館管理運営事業 75,303

3 職 員 手 当 等 7,020

4 共 済 費 6,961

10 需 用 費 4,148

11 役 務 費 646

12 委 託 料 1,024

13 使 用 料 及 び 2,148
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 15,947

18 負 担 金 ､ 補 助 10
及 び 交 付 金

1 報 酬 6,459 郷土資料館管理運営事業 30,773

3 職 員 手 当 等 1,220 資料館等指定管理施設運営事業 8,587

4 共 済 費 1,182

7 報 償 費 53

8 旅 費 311

10 需 用 費 3,169

001 一般会計
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古代の里資料館管理運営事業 11,541

8 旅 費 1,181

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

6 社会教育施 30,271 27,792 2,479 1,637 28,634

42

480

480

539

12

180

7 文化財保護 63,764 39,284 24,480 33,732 20,900 9,132

25,917

1,650

20,900
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府支出金
　埋蔵文化財緊急発掘調査費補助金 1,650
市債
　遺跡整備事業債 20,900

国庫支出金 32,082
　国宝重要文化財等保存･活用事業費補助金

　文化芸術振興費補助金 6,165

　太陽光発電余剰電力料

費

諸収入
　峰山林業総合ｾﾝﾀｰ木工教室等材料代 30
　大宮ふれあい工房関係諸収入
　たちばな会館光熱水費負担金 317

　峰山いさなご工房使用料
　峰山いさなごｺｰﾄ使用料 24
　大宮ふれあい工房使用料
　大宮ふれあいｽﾎﾟｰﾂ広場使用料 12

使用料及び手数料 1,098
　公有財産使用料
　峰山林業総合ｾﾝﾀｰ使用料 60

設費

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



11 役 務 費 391

12 委 託 料 9,811

13 使 用 料 及 び 1,924
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 26,287

15 原 材 料 費 94

1 報 酬 13,298 峰山いさなご施設管理運営事業 9,500

4 共 済 費 2,079

8 旅 費 643

10 需 用 費 6,704

11 役 務 費 420

12 委 託 料 2,668

13 使 用 料 及 び 133

17 備 品 購 入 費 2,326

1 報 酬 3,925 文化財保護審議会委員設置事業 213

4 共 済 費 22 地域文化財総合活用推進事業 6,174

7 報 償 費 420

8 旅 費 1,116

11 役 務 費 125

12 委 託 料 15,830

13 使 用 料 及 び 451
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 38,170

17 備 品 購 入 費 91

001 一般会計

－133－

10 需 用 費 846

遺跡発掘調査等事業 6,641

文化財保護一般経費 352

賃 借 料

指定文化財等管理事業 4,052
3 職 員 手 当 等 198 遺跡整備事業 46,332

網野教育会館管理運営事業 1,257

ﾏｽﾀｰｽﾞﾋﾞﾚｯｼﾞ管理運営事業 18,309
3 職 員 手 当 等 2,000 たちばな会館管理運営事業 1,205

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

5 保健体育費 539,620 544,177 △4,557 11,794 30,500 9,401 487,925

1 保健体育総 22,817 20,064 2,753 22,817

2 ｽﾎﾟｰﾂ推進 48,963 52,016 △3,053 11,794 359 36,810

2,400

7,501

238

59

3 体育施設費 82,343 80,010 2,333 22,700 1,686 57,957

1,079

65

126
500

1

35

　ｽﾎﾟｰﾂ施設整備基金利子収入
諸収入 606
　自動販売機売上料

－134－

　中学校施設使用料
　社会体育施設使用料 277
　公有財産使用料
　ｶﾇｰｾﾝﾀｰ使用料
財産収入 1

使用料及び手数料
　小学校施設使用料 111

　韓哲･まちづくり夢基金繰入金
諸収入 121
　ﾁｹｯﾄ販売代金
　ｽﾎﾟｰﾂ大会参加料 62

　きょうと地域連携交付金
　東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ聖火ﾘﾚｰ開催補助金 1,893
　ﾎｽﾄﾀｳﾝ等新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策事業基金交付金

繰入金 238

費

府支出金 11,794

務費

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



18 負 担 金 ､ 補 助 2,570
及 び 交 付 金

1 報 酬 2,160 社会体育団体育成事業 19,752

3 職 員 手 当 等 273

4 共 済 費 390

8 旅 費 123

10 需 用 費 110

13 使 用 料 及 び 9
賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 19,752
及 び 交 付 金

1 報 酬 2,500 ｽﾎﾟｰﾂ推進委員活動事業 3,610

8 旅 費 1,640 ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ関西推進事業 3,961

10 需 用 費 1,131

11 役 務 費 3,709

12 委 託 料 23,139

賃 借 料

18 負 担 金 ､ 補 助 12,796
及 び 交 付 金

10 需 用 費 36,859 体育施設管理運営事業 77,538

11 役 務 費 1,479 久美浜湾ｶﾇｰｾﾝﾀｰ管理運営事業 3,107

12 委 託 料 21,633

13 使 用 料 及 び 737
賃 借 料

14 工 事 請 負 費 20,700

17 備 品 購 入 費 794

001 一般会計

－135－

13 使 用 料 及 び 2,001

社会体育用学校開放施設管理運営事業 1,697

ｽﾎﾟｰﾂ施設整備基金 1

東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ聖火ﾘﾚｰ事業 3,810

地域ｽﾎﾟｰﾂ推進事業 6,545
7 報 償 費 2,047 ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ推進事業 6,286

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸﾎｽﾄﾀｳﾝ推進事業 24,751

保健体育総務一般経費 3,065

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

366
178

22,700
22,700

4 学校給食費 385,497 392,087 △6,590 7,800 7,356 370,341

7,356

1,812

1,600

1,700

12 公債費 4,667,148 4,624,612 42,536 87,136 4,580,012

1 公債費 4,667,148 4,624,612 42,536 87,136 4,580,012

1 元金 4,505,800 4,419,269 86,531 87,136 4,418,664

35,684
35,684
51,452
51,452

2 利子 161,348 205,343 △43,995 161,348

14 予備費 34,606 17,391 17,215 34,606

使用料及び手数料
　市営住宅使用料現年度分
諸収入
　地域総合整備資金貸付金元金収入

－136－

　学校給食ｾﾝﾀｰ整備事業債
　小学校給食備品整備事業債 4,500
　中学校給食備品整備事業債

諸収入
　小学校給食調理機器類貸付料 5,544
　中学校給食調理機器類貸付料
市債 7,800

　旧宇川中学校施設光熱水費利用負担金

　旧大宮第三小学校施設光熱水費利用負担金

　旧海部小学校施設光熱水費利用負担金 27
市債
　社会体育施設整備事業債

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



18 負 担 金 ､ 補 助 140
及 び 交 付 金

24 積 立 金 1

1 報 酬 19,292 職員人件費 127,031

2 給 料 67,391 小学校給食管理運営事業 167,457

3 職 員 手 当 等 42,095 学校給食一般経費 840

4 共 済 費 25,110

8 旅 費 712

10 需 用 費 33,302

11 役 務 費 1,532

12 委 託 料 185,146

13 使 用 料 及 び 180
賃 借 料

17 備 品 購 入 費 10,596

18 負 担 金 ､ 補 助 87
及 び 交 付 金

26 公 課 費 54

22 償 還 金 ､ 利 子 4,505,800 借入金償還元金 4,505,800

22 償 還 金 ､ 利 子 161,348 借入金償還利子 160,548
及 び 割 引 料 一時借入金利子 800

001 一般会計

－137－

及 び 割 引 料

網野給食ｾﾝﾀｰ管理運営事業 37,444

中学校給食管理運営事業 52,725

節

区　　分 金　　額
説　　明



国府支出金 地 方 債 そ の 他

1 予備費 34,606 17,391 17,215 34,606

1 予備費 34,606 17,391 17,215 34,606

－138－

款　項　目 本 年 度 前 年 度 比　較

本   年   度   の   財   源   内   訳

特    定    財    源
一般財源



予備費 34,606

001 一般会計

－139－

節

区　　分 金　　額
説　　明



期末手当 その他

(人)
(年間支給率) の手当

10,394 教育長

( 3.35月分)
を含む

28,143 

( 3.35月分)

その他の
特 別 職

11,281 教育長

( 3.40月分)
を含む

32,228 

( 3.40月分)

その他の
特 別 職

△ 887 教育長

( △ 0.05月分)
を含む

△ 4,085 

( △ 0.05月分)

その他の
特 別 職

給与費明細書

（単位：千円）

38,537 

43,509 303,655 80,361 384,016

37,155 154,971

１　特　別　職

報　酬 給　料 計
共済費等 合　計 備考区　　分

職員数
給 与 費

2,948

△ 2,248

△ 5,680

△ 9,449 △ 4,905

△ 6,643  

△ 4,972 △ 656 △ 19,883

△ 6,643

△ 3,643 △ 23,526

比
　
　
　
較

長　等

議　員 △ 5,364

計 △ 367 △ 12,007

△ 367

△ 2,248 299△ 656 △ 3,791

963

△ 14,354

△ 3,492

210,840 34,620

34,288 159,540

14,686

前
　
年
　
度

長　等 4

議　員 20 93,024

2,924 117,816

計

60,587

125,252

8,918 69,50534,620 14,686

2,557 111,173 111,173 38,118 149,291

32,372 360,49014,030 283,772 76,718

117,816

本
　
年
　
度

長　等 4

計

115,803 29,383 145,186議　員

2,581 198,833

20 87,660

56,796 9,217 66,01332,372 14,030
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２　一　般　職
　(1)　総　括

※　(　) 内は短時間勤務職員（外書き）

ア　会計年度任用職員以外の職員

※　(　) 内は再任用短時間勤務職員（外書き）

20

376,299

376,319

退職手当
(負担金)

3,489

1,906,796

1,910,285

計

654,088

20

376,299

67,838

2,005,462

555,422

543,108

（単位：千円）

23,556

258,755

282,311

時間外・休日
勤務手当

9,850

9,850

23,556

258,755

282,311

時間外・休日
勤務手当

9,850

9,850

夜間勤
務手当

706,123 376,319

退職手当
(負担金)

2,073,300

計

比　較 △ 683 152 52,035 △ 2,565 △ 2,665

前年度 5,109 65,879 850 414,193 42,375

本年度 5,109 65,196 1,002 411,628 39,710

区　分
宿日直
手　 当

管理職
手　 当

管理職員特
別勤務手当

期　末
手　当

勤　勉
手　当

児　童
手　当

△ 7,458 6,324 △ 878

本年度 80,586 27,537 58,391 9,538

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分
初 任 給
調整手当

扶　養
手　当

住　居
手　当

通　勤
手　当

単身赴
任手当

特殊勤
務手当

前年度 88,044 21,213 59,269 9,538

比　較

比　較
4

83,568 10,131 67,838 161,537 △ 1,574 159,963
(54) 

前年度
640

825,169 2,372,203 2,005,462 5,202,834 976,171 6,179,005
(628) 

本年度
644

908,737 2,382,334 2,073,300 5,364,371 974,597 6,338,968
(682) 

（単位：千円）

区　分
職員数

給 与 費

共済費 合　計 備考
報　酬 給　料 職員手当等 計

(人)

△ 8,966 4,654

5,120,151

(10) 
5,115,497

夜間勤
務手当

(17) 

(27) 
4,292,6191,910,285

39,710

区　分
宿日直
手　 当

管理職
手　 当

管理職員特
別勤務手当

期　末
手　当

勤　勉
手　当

640

5,109 65,196 1,002

836,4984,278,9991,906,7962,372,203

4

児　童
手　当

前年度

△ 2,665

職
員
手
当
等
の
内
訳

比　較 △ 683 152 △ 12,314 △ 2,565

前年度 5,109 65,879 850 414,193 42,375

本年度 411,628

比　較 △ 7,458 6,324

88,044 21,213 59,269 9,538

特殊勤
務手当

本年度 80,586 27,537 58,391 9,538

区　分
初 任 給
調整手当

扶　養
手　当

住　居
手　当

通　勤
手　当

単身赴
任手当

給　料

△ 878

備考

給 与 費

644

比　較 10,131 3,489 13,620

区　分
計

共済費 合　計
報　酬 職員手当等

2,382,334 827,532

職員数

(人)

前年度

本年度

- 141 -



イ　会計年度任用職員

※　(　) 内は短時間勤務職員（外書き）

　(2)　給料及び職員手当等の増減額の明細

宿日直
手当

64,349

98,666

163,015

合計

64,349

98,666

163,015

期末手当
退職手当
（負担金）

夜間勤
務手当

時間外・休
日勤務手当

　その他の
　増減分

76,872 退職､採用､異動等による増減分

（単位：千円）

　給与改定に
　伴う増減分

　昇給に伴う
　増加分

35,194

説 明増 減 事 由 別 内 訳区　分 増減額 備考

給　料 10,131

　その他の
　増減分

△ 25,063 退職､採用､異動等による増減分

職員手当等 67,838 　
　制度改正に
　伴う増減分

△ 9,034 期末手当の減　　再任用以外職員　△0.05月

通勤手当
特殊勤
務手当

比　較 83,568

比　較

本年度

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　分

前年度

初任給
調整手当

64,349 147,917 7,392 155,309
(37) 

前年度 825,169 98,666 923,835 139,673 1,063,508
(618) 

本年度 908,737 163,015 1,071,752 147,065 1,218,817
(655) 

（単位：千円）

区　分
職員数

給 与 費

共済費 合　計 備考
報　酬 給　料 職員手当等 計

(人)
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　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア 職員1人当たり給与

　　イ　初　任　給

42.5 歳

365,588 

301,537 

消 防 職

54.0 歳

339,954 

322,816 

54.2 歳

340,258 

322,187 

技能労務職

41.5 歳

397,313 

301,769 

41.5 歳

399,164 

　平均給料月額

　平均給与月額

42.8 歳

365,810 

311,373 

（円） 307,528 

行政職区 分

（単位：千円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（円）

　平　均　年　齢

令和3年1月1日現在

令和2年1月1日現在

　平均給料月額

　平均給与月額

　平　均　年　齢

区　分
行政職（一）

国の制度
消防職技能労務職行政職

高校卒

182,200

163,100

150,600

182,200

163,100

150,600

短大卒

大学卒

（令和3年4月1日現在）

－

－

150,600

182,200

163,100

150,600
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　　ウ　級別職員数

級
職員数

(人)
構成比

(％)
級

職員数
(人)

構成比
(％)

級
職員数

(人)
構成比

(％)

1 級 51 10.1 1 級 1 級 12 12.2

2 級
47
(2)

9.3
(15.4)

2 級 2 級 15 15.3

3 級
210
(8)

41.7
(61.5)

3 級 28 71.8 3 級 32 32.7

4 級
124
(2)

24.6
(15.4)

4 級 11 28.2 4 級 29 29.6

5 級 52 10.3 5 級 5 級 8 8.2

6 級
10
(1)

2.0
(7.7)

6 級 6 級 1 1.0

7 級 10 2.0 7 級 7 級 1 1.0

計
504
(13)

100.0
(100.0)

計 39 100.0 計 98 100.0

1 級 39 7.8 1 級 1 級 12 12.1

2 級 48 9.6 2 級 2 級 14 14.1

3 級
209
(7)

41.6
(87.5)

3 級 29 65.9 3 級 35 35.4

4 級 129 25.7 4 級 15 34.1 4 級 29 29.3

5 級
52
(1)

10.3
(12.5)

5 級 5 級 7 7.1

6 級 17 3.4 6 級 6 級 1 1.0

7 級 8 1.6 7 級 7 級 1 1.0

計
502
(8)

100.0
(100.0)

計 44 100.0 計 99 100.0

※　(　) 内は再任用短時間勤務職員（外書き）

令和3年1月1日現在

令和2年1月1日現在

消 防 職

区 分

行 政 職 技 能 労 務 職
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　　（級別の基準となる職務内容）

行政職給料表級別基準職務表

職務の級 基 準 と な る 職 務

1 級 定型的な業務を行う職務

2 級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

3 級
(1)　主任の職務
(2)　高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

4 級
(1)　課長補佐の職務
(2)　係長の職務
(3)　特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

5 級
(1)　課長の職務
(2)　困難な業務を行う職務

6 級
(1)　次長の職務
(2)　重要な業務を行う職務

7 級
(1)　部長の職務
(2)　特に重要な業務を行う職務

（令和3年1月1日現在）
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　　エ　期末手当・勤勉手当

※　(　) 内は再任用職員

　　オ　特殊勤務手当

　　カ　その他の手当

備考

本年度
2.225

(1.175)
2.225

(1.175)
4.450

(2.350)
有

6月（月分） 12月（月分）

支給率計
（月分）

支 給 期 別 支 給 率
区　分

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

2.250
(1.175)

4.500
(2.350)

有

全職種区 分
代 表 的 な 職 種

国の制度
2.225

(1.175)
2.225

(1.175)
4.450

(2.350)
有

前年度
2.250

(1.175)

消 防 職技 能 労 務 職

0.05

行 政 職

給料総額に対する比率 (％) 0.40 2.26

国の制度との異同 差 異 の 内 容区　　分

扶養手当 同じ

代表的な特殊勤務手当の名称
　不燃物処理手当､し尿収集業務手当､生活保護業務手当､
　市税徴収業務手当､隔日勤務手当､救急出動手当

支給対象職員の比率 (％)
( 令 和 3 年 1 月 1 日 現 在 )

14.83 85.717.691.93

0.43

住居手当 同じ

通勤手当 異なる

自動車等の利用者(2㎞以上)

　2㎞以上3㎞未満　3,000円

　3㎞以上　　　　 1㎞増すごとに600円を3,000円に加算した額

　最高支給限度額　 31,600円（国の最高支給限度額と同じ）
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期 間 金 額

営農飲雑用水整備事業融資償還に対する助成
（その1）

大宮町 5,614
平成10年度

～
令和 2年度

5,280

営農飲雑用水整備事業融資償還に対する助成
（その2）

大宮町 4,585
平成11年度

～
令和 2年度

3,812

丹後ふるさと病院の借入金返済金等に対する利
子補給金

網野町 利子相当額
平成14年度

～
令和 2年度

97,273

54,315
平成19年度

～
令和 2年度

50,763

52,464
平成22年度

～
令和 2年度

42,805

3,285
平成22年度

～
令和 2年度

2,681

55,874
平成22年度

～
令和 2年度

42,195

42,782
平成25年度

～
令和 2年度

21,009

LED街路灯等を借り上げる
ために必要な額

平成25年度
～

令和 2年度
36,503

15,000
平成26年度

～
令和 2年度

9,000

101,250
平成26年度

～
令和 2年度

27,000

35,632
平成29年度

～
令和 2年度

9,852

9,000
平成29年度

～
令和 2年度

6,000

健康診査・がん検診事業
を実施するために必要な
額

平成29年度
～

令和 2年度
324,811

24,615
平成29年度

～
令和 2年度

9,750

27,375
平成30年度

～
令和 2年度

6,852

峰山最終処分場地元対策交付金

健康診査・がん検診事業

例規集編さん業務

電子入札システム更新業務

社会福祉法人ふるさとの会が特別養護老人ホームふるさ
と増築のために借り入れた資金の利子償還に対する補助
金

社会福祉法人丹後福祉会の高齢者福祉施設整備（第二丹
後園）の借入金利子に対する償還補助金

社会福祉法人みねやま福祉会が特別養護老人ホーム弥栄
はごろも苑建設のために借り入れた資金の利子償還に対
する補助金

社会福祉法人あしぎぬ福祉会が養護老人ホーム満寿園改
築のために借り入れた資金の利子償還に対する補助金

社会福祉法人あしぎぬ福祉会が特別養護老人ホーム満寿
園新設のために借り入れた資金の利子償還に対する補助
金

社会福祉法人ふるさとの会が特別養護老人ホームふるさ
と新設のために借り入れた資金の利子償還に対する補助
金

LED街路灯等借上事業

久美浜最終処分場地元対策交付金

峰山クリーンセンター地元対策交付金

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は
支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

前 年 度 末 ま で の
支 出 ( 見 込 ) 額
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（単位：千円）

期 間 金 額 国府支出金 地方債 その他

令和 3年度
～

令和 4年度
334 334

令和 3年度
～

令和 5年度
773 773

令和 3年度
～

令和 4年度
所要額相当額 所要額相当額

令和 3年度
～

令和 6年度
3,552 3,552

令和 3年度
～

令和10年度
9,659 9,659

令和 3年度
～

令和10年度
604 604

令和 3年度
～

令和12年度
13,679 13,679

令和 3年度
～

令和19年度
21,773 21,773

令和 3年度
～

令和 5年度
所要額相当額 所要額相当額

令和 3年度
～

令和 6年度
6,000 6,000

令和 3年度
～

令和13年度
74,250 74,250

令和 3年度
～

令和28年度
25,780 25,780

令和 3年度
～

令和 4年度
3,000 3,000

令和 3年度
～

令和 4年度
所要額相当額 所要額相当額

令和 3年度
～

令和 4年度
14,865 14,865

令和 3年度
～

令和 5年度
20,523 20,523

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額
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期 間 金 額

事　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

前 年 度 末 ま で の
支 出 ( 見 込 ) 額

12,000
平成30年度

～
令和 2年度

2,400

4,500
令和元年度

～
令和 2年度

1,500

77,000
令和元年度

～
令和 2年度

15,650

11,314 令和 2年度 －

52,000 令和 2年度 －

3,200 令和 2年度 －

1,100 令和 2年度 －

7,886 令和 2年度 －

8,879 令和 2年度 －

6,185 令和 2年度 －

9,099 令和 2年度 －

8,093 令和 2年度 －

6,639 令和 2年度 －

6,677 令和 2年度 －

8,467 令和 2年度 －

8,725 令和 2年度 －

8,380 令和 2年度 －

久美浜婦人センター指定管理委託料

久美浜林業センター指定管理委託料

久美浜農業センター指定管理委託料

久美浜機業センター指定管理委託料

久美浜果樹センター指定管理委託料

久美浜健康センター指定管理委託料

久美浜ぎょそんセンター指定管理委託料

網野社会参加交流ハウス指定管理委託料

弥栄生きがい交流センター指定管理委託料

久美浜福祉センター指定管理委託料

竹野川衛生センター地元対策交付金

大宮最終処分場地元対策交付金

八丁浜シーサイドパーク指定管理委託料

未来チャレンジ交流センター運営業務

地域商社支援事業費補助金

五十河地区基幹集落センター指定管理委託料

野間基幹集落センター指定管理委託料
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（単位：千円）

期 間 金 額 国府支出金 地方債 その他

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

令和 3年度
～

令和10年度
9,600 9,600

令和 3年度
～

令和 4年度
3,000 3,000

令和 3年度
～

令和 6年度
61,350 61,350

令和 3年度
～

令和 4年度
11,314 5,656 5,658

令和 3年度
～

令和 4年度
52,000 26,000 26,000

令和 3年度
～

令和 7年度
3,200 3,200

令和 3年度
～

令和 7年度
1,100 1,100

令和 3年度
～

令和 7年度
7,886 7,886

令和 3年度
～

令和 7年度
8,879 8,879

令和 3年度
～

令和 7年度
6,185 6,185

令和 3年度
～

令和 7年度
9,099 9,099

令和 3年度
～

令和 7年度
8,093 8,093

令和 3年度
～

令和 7年度
6,639 6,639

令和 3年度
～

令和 7年度
6,677 6,677

令和 3年度
～

令和 7年度
8,467 8,467

令和 3年度
～

令和 7年度
8,725 8,725

令和 3年度
～

令和 7年度
8,380 8,380
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期 間 金 額

事　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

前 年 度 末 ま で の
支 出 ( 見 込 ) 額

6,930 令和 2年度 －

14,520 令和 2年度 －

103 令和 2年度 －

12,144 令和 2年度 －

36,495 令和 2年度 －

56,570 令和 2年度 －

52,020 令和 2年度 －

23,890 令和 2年度 －

48,600 令和 2年度 －

17,690 令和 2年度 －

91,731 令和 2年度 －

166,645 令和 2年度 －

73,800 令和 2年度 －

28,316 令和 2年度 －

12,730 令和 2年度 －

206,900 令和 2年度 －

10,000 令和 2年度 －

峰山途中ケ丘公園・峰山総合公園指定管理委託料

網野最終処分場地元対策交付金

かぶと山公園関連施設指定管理委託料

小中学校授業支援システム導入事業

琴引浜鳴き砂文化館指定管理委託料

道の駅てんきてんき丹後等指定管理委託料

宇川温泉よし野の里指定管理委託料

はしうど荘・伝習館指定管理委託料

天女の里交流施設指定管理委託料

小町公園指定管理委託料

浅茂川温泉静の里指定管理委託料

丹後半島森林公園指定管理委託料

弥栄あしぎぬ温泉指定管理委託料

久美浜豪商「稲葉本家」指定管理委託料

弥栄機業センター指定管理委託料

久美浜総合交流販売施設指定管理委託料

大宮織物ホール指定管理委託料
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（単位：千円）

期 間 金 額 国府支出金 地方債 その他

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

令和 3年度
～

令和 7年度
6,930 6,930

令和 3年度
～

令和 7年度
14,520 14,520

令和 3年度
～

令和 7年度
103 103

令和 3年度
～

令和 5年度
12,144 12,144

令和 3年度
～

令和 7年度
36,495 36,495

令和 3年度
～

令和 7年度
56,570 56,570

令和 3年度
～

令和 7年度
52,020 52,020

令和 3年度
～

令和 7年度
23,890 23,890

令和 3年度
～

令和 7年度
48,600 48,600

令和 3年度
～

令和 7年度
17,690 17,690

令和 3年度
～

令和 5年度
91,731 91,731

令和 3年度
～

令和 7年度
166,645 166,645

令和 3年度
～

令和 7年度
73,800 73,800

令和 3年度
～

令和 7年度
28,316 28,316

令和 3年度
～

令和 7年度
12,730 12,730

令和 3年度
～

令和 7年度
206,900 206,900

令和 3年度
～

令和 4年度
10,000 10,000
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期 間 金 額

事　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

前 年 度 末 ま で の
支 出 ( 見 込 ) 額

16,665 令和 2年度 －

764 － －

8,599 － －

59,200 － －

65,484 － －

京都府知事選挙ポスター掲示場設置・撤去等業務

新最終処分場環境測定業務

テレワーク戦略推進事業

新シルク産業創造事業

碇高原ステーキハウス指定管理委託料
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（単位：千円）

期 間 金 額 国府支出金 地方債 その他

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

令和 3年度
～

令和 7年度
16,665 16,665

令和 4年度 764 764 0

令和 4年度 8,599 2,866 5,733

令和 4年度
～

令和 7年度
59,200 7,400 51,800

令和 4年度
～

令和 7年度
65,484 32,740 32,744
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（単位:千円）

令和元年度末 令和2年度末 令和3年度末
現   在   高 現在高見込額

起債見込額 元金償還見込額
現在高見込額

431,192 341,307 0 74,080 267,227

307,144 290,048 4,400 39,918 254,530

815,758 895,994 0 62,163 833,831

312,697 208,881 0 104,232 104,649

205,757 185,293 0 20,566 164,727

995,317 841,691 0 154,868 686,823

うち　学校教育施設等
　　　　整備事業債

162,183 133,237 0 29,457 103,780

うち　施設整備事業債
　　　（一般財源化分）

655,292 581,532 0 73,760 507,772

14,201,533 14,739,568 1,927,900 2,050,666 14,616,802

うち　合併特例事業債 11,846,358 12,518,081 1,601,700 1,646,381 12,473,400

うち　(新)緊急防災・
　　　　減災事業債

1,734,265 1,689,533 176,000 244,262 1,621,271

うち　公共施設等適正
　　　　管理推進事業債

152,500 152,500 102,200 16,941 237,759

うち　緊急自然災害
　　　　防止対策事業

0 60,500 17,900 0 78,400

うち　緊急浚渫
　　　　推進事業債

0 3,000 20,800 0 23,800

6,414 2,377 0 1,123 1,254

6,969,542 7,708,128 1,009,200 639,830 8,077,498

450,021 412,485 0 37,656 374,829

61,367 50,378 0 10,986 39,392

55,464 149,772 0 11,092 138,680

99,459 73,667 0 21,800 51,867

13,563,961 13,049,651 1,010,000 1,214,957 12,844,694

176,417 109,753 0 47,741 62,012

135,261 121,491 0 14,122 107,369

38,787,304 39,180,484 3,951,500 4,505,800 38,626,184

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

 13 減税補てん債

 ９ 過疎対策事業債

 ６ 教育・福祉施設等
　　　　　　 整備事業債

 ８ 辺地対策事業債

 ５ 全国防災事業債

令和3年度中増減見込額

合             計

区           分

 12 減収補てん債

 14 臨時財政対策債

 15 京都府貸付金

 11 財源対策債

 ３ 災害復旧事業債

 10 国の予算貸付・
　　　　政府関係機関貸付債

 16 その他
　　(上水道一般会計出資債外)

 １ 公共事業等債

 ７ 一般単独事業債

 ２ 公営住宅建設事業債

 ４ (旧)緊急防災・減災事業債
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

農林水産部　主要事業説明資料
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○久美浜総合交流販売施設（SANKAIKAN）維持管理経費 ○農林水産業活性化推進滞在施設維持管理経費

・指定管理委託料 ・清掃委託料（退室時）

・火災保険料、駐車場用地借上料（2,724㎡） ・火災保険料

・負担金（全国道の駅連絡会、近畿道の駅連絡会） ・共同棟光熱水費（電気代、上下水道代）

・防火シャッター修繕料

・売店エリア空調設備工事設計委託料 ○弥栄農家用貸付住宅維持管理経費

・火災保険料

○蒲井シーサイドクラインガルテン運営・維持管理経費 ・修繕料（畳）

・管理運営委託料（施設管理、草刈り・除雪等）

・水道施設管理費（機器保守委託料、水質検査） ○その他農業関連施設維持管理経費

・浄化槽維持管理費（委託料、法定検査手数料） （弥栄都市農村交流実践施設、旧神野保育所、ガラシャ荘等）

・施設ごみ運搬委託料 ・除草作業委託料（弥栄都市農村交流実践施設）

・火災保険料、施設用地借上料（34,785㎡） ・火災保険料

・光熱費等（電気代、除雪機燃料費、消耗品、郵便代）

・修繕料、工事請負費（ラウベ5棟外壁工事等）

766千円

178千円

492千円

3,200千円

220千円

55千円

33千円

132千円

175千円

29千円

146千円

171千円

35千円

136千円

935千円

3,395千円

1,386千円

422千円

47千円

605千円

6,093千円

905千円

347千円

205千円

国庫支出金

農業振興課
16,372千円

課

4,818

一般財源

800 5,217 4,037

参考R元決算額
部 農林水産部

前年度予算額 増減額

8,689千円 1,365千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費

02 農業総務費

項 01 農業費

事
業

04 農業関連施設管理運営事業

目

本年度予算額

10,054千円

事
　
業
　
概
　
要

諸収入 市有建物火災保険料負担金 7

市債 農業関連施設整備事業債（合併特例債） 800

目
的
・
趣
旨

　久美浜総合交流販売施設、蒲井シーサイドクラインガルテン及び
農業関連施設の適切な維持管理と運営を行う。

主
な
財
源

使用料 農林水産業活性化推進滞在施設使用料 219

使用料 貸付農家住宅使用料 173

使用料 市民農園使用料
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○運営支援及び市有施設管理

・丹後王国「食のみやこ」運営費負担金

・市有施設火災保険料

・臨時駐車場土地借上料

○丹後王国展望台等解体跡地整備測量業務委託料

市エリア内の王国タワー解体後の跡地整備のため測量を実施する。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　丹後王国「食のみやこ」を支援することにより、都市と農村との
交流や農商工観連携の取組を進め、地域農業の振興を図る。

主
な
財
源

20,273

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 10,000

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

10,000

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

30,273千円
農業振興課

事
業

05 丹後王国｢食のみやこ｣支援事業
国庫支出金

28,923千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 農業総務費 28,928千円 1,345千円

28,924千円

28,640千円

30千円

254千円

1,349千円
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○会計年度任用職員任用経費（1人） ○各種農業関連団体への負担金等

・各種研修参加負担金

○事務経費 ・京のふるさと産品価格流通安定協会負担金

・職員旅費（有料道路通行料、駐車場使用料等） ・丹後米改良協会負担金

・消耗品（事務用品、参考図書等） ・野菜等経営安定対策事業負担金

対象品目（賀茂なす、みず菜、ブロッコリー、コギク等）

○農業総合地図情報システム維持管理経費 ・農業経営基盤強化資金利子助成金

・保守管理委託料

・航空写真サーバーOS更新費

・航空写真サーバーOSライセンス費

○公用車管理経費

・燃料費（3台）

・修繕料（法定点検等）

・保険料等

3,055千円

2,431千円

209千円

415千円

661千円

7,519

316千円

617千円

20千円

200千円

52千円

343千円

2千円

2,939千円

248千円

208千円

40千円
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農業行政の推進に必要な経費及び各種農業関連団体への負担金等
に係る経費

主
な
財
源

121千円

府補 農業経営基盤強化資金利子助成費補助金 1

224千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 1

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

7,520千円 7,650千円 △ 130千円
農業振興課

事
業

50 農業総務一般経費
国庫支出金

3,680千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 農業総務費
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○パイプハウス等整備事業費補助金 ○生産・流通改善条件整備支援事業費補助金

【パイプハウス整備補助区分】

　①京都ブランド産地形成型

　 多様な流通に対応した広域的な園芸産地づくりの推進に必要な整備

補助率：府50％以内　受益者：3戸以上　期間：2か年以内　

　②担い手規模拡大型

　 産地の核となる担い手を中心とした園芸産地づくりの推進に必要な整備 　京野菜等の省力・低コスト生産に必要な機械・施設の整備に要する費用への補助

　補助率：府45％　受益者：認定農業者1戸以上

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 農業費

24,801千円 30,263千円 △ 5,462千円目 03 農業生産基盤整備支援費

事
業

01 京野菜生産加速化事業
国庫支出金

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 24,801 0

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農業振興課

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

15,247千円

事
　
業
　
概
　
要

8,108千円

補助率：府45％　受益者：認定農業者1戸以上　期間：1か年

① 13,837 6,918

目
的
・
趣
旨

　多様な流通に対応した広域的な園芸産地づくりの推進のため、省
力・低コスト生産に必要な機械・施設の導入を支援し、京のブラン
ド産品等の産地づくりを促進する。

主
な
財
源

府補 ほんまもん京ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ産地支援事業費補助金 24,801

16,218 8,108

こと京都（株）
ねぎ栽培調整
機械一式

8,878 3,995

（単位：千円）

16,693千円

（単位：千円）

JA京都花き生産部会
久美浜支部

選花機5台
品種導入費用

7,496 3,373

補助額(府45％)

京丹後ぶどう生産組合
ぶどう雨よけ棚
灌水資材一式

20,723 9,325

事業主体 事業内容 補助区分 事業費 補助額(府50％)

京都農業協同組合 ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ1棟 ① 2,381 1,190

合　　　　計

合　　　　　計 37,097 16,693

菜〇野果倶楽部 ﾊﾟｲﾌﾟﾊｳｽ7棟

事業主体 事業内容 事業費
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○「京の米」生産イノベーション事業補助金

※府補助率：40％（ただし、集落の概ね全域の作業を行う場合は50％）

40,517 17,679

京都・米あじインプ
ルーブメント研究会

間人水田耕作組合

事業内容

色彩選別設備　1式

乾燥機　1台
コンバイン　1台

乾燥機　1台
畦塗機　1台

乾燥機　1台
籾摺機　1台
石抜機　1台

色彩選別機　1台

乾燥機　2台

実施主体

（株）田吾作

40%3,700 1,480

40%

2,764 1,105 40%

3,763 1,505

小浜農機組合

（株）シーズ金太郎

明田地区農用地
利用改善組合

事業内容

色彩選別機　1台

9,438 3,775

2,938 1,175 40%

40% 合　　　　　計

17,679

補助率

14,740 7,370 50% 3,174 1,269 40%

事業費

0

府補 京の米生産ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業補助金

（単位：千円）

実施主体

奥三谷大型農機協同
利用組合

補助額補助率

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 農業生産基盤整備支援費

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

17,679千円 21,968千円 △ 4,289千円
農業振興課

事
業

04 ｢京の米｣生産ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業
国庫支出金

13,077千円目
課

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

17,679

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　実需者からのニーズに応じた米の区別と効率的な生産を目的とす
る機械及び設備の導入を支援し、京丹後産米の安定供給を図る。

主
な
財
源

17,679千円

事業費 補助額

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

- 6 -



○スマート農業実装チャレンジ事業補助金

※事業主体及び補助率の区分：認定農業者（個人）30％、団体50％

府補 ｽﾏｰﾄ農業実装ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業補助金

（単位：千円）

20,322

21,595千円

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 20,322

事
　
業
　
概
　
要

トラクター1台（自動操舵付）

事業内容 事業費

9,700 5,141

9,000 4,770

補助額

目
的
・
趣
旨

　AI・ICT等先端技術（スマート技術）を有する機械の導入を支援
し、省力化によるコスト削減や機械オペレーターの労力の軽減を図
る。

主
な
財
源

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 農業生産基盤整備支援費

府支出金 市債 繰入金

参考R元決算額

項 01 農業費

21,595千円 0千円 21,595千円

事
業

05 ｽﾏｰﾄ農業実装ﾁｬﾚﾝｼﾞ事業
国庫支出金

5,725千円

田植機1台（直進アシスト付）

成願寺特栽米組合

アグリ網野

麻奈為米づくりクラブ 3,663 1,940

井辺次世代農業研究会

コンバイン1台（食味・収量センサ付）

コンバイン1台（食味・収量センサ付）

田植機1台（直進アシスト付）

9,496 5,031

6,000 3,180

トラクター1台（自動操舵付）

布袋野コンバイン組合

4,648 1,533

実施主体

その他

部 農林水産部

農業振興課
目

課

一般財源

認定農業者（個人）

1,273
総合計画
計画項目

109

1,273

府補助額 市補助額(3％)

284

180

139

291

270

4,747 50%

3,000

1,394

4,850

4,500

1,831

20,322

50%

30%

50%

50%

50%

合　　計 42,507 21,595
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○強い農業・担い手づくり総合支援事業費補助金 ○事業概要

・事業主体：(株)みらい久美浜 既存の京都農協の活用可能な施設、設備を使い、省エネルギーで効率的、かつ、

・事業場所：久美浜町永留地内　（久美浜経済センター） 高品質な仕上げを行うことで、品質の安定した良質米の生産・販売を行う。

・事業内容：ライスセンター整備

○主な整備内容（補助対象事業）

・主操作盤（籾摺出荷操作盤、色彩操作盤）

・トラックスケール

・流量計

・遠赤外線乾燥機　10t規模、6台

・籾摺プラント

・色彩選別機

※現在のライスセンターは昭和48年建設 ・フレコン計量器、個袋計量器

・食味計

290,000千円

市 21,400千円
6％（1億円超3億円以下）

合　　　　　計

50%以内 145,000千円

府 4％以内 11,600千円

10％（1億円以下）

事
　
業
　
概
　
要

事業費 補助率 補助金額

国

178,000千円

178,000千円

目
的
・
趣
旨

　(株)みらい久美浜が行うライスセンター整備を支援し、米の高品
質仕上げや共同出荷取組の強化を図る。

主
な
財
源

府補 強い農業･担い手づくり総合支援事業費補助金

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 156,600 21,400

その他 一般財源

156,600

参考R元決算額
部 農林水産部

01 農業費

178,000千円 0千円 178,000千円 0千円03 農業生産基盤整備支援費
課 農業振興課

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

府支出金 市債 繰入金

項

目

事
業

06 久美浜ﾗｲｽｾﾝﾀｰ整備支援事業
国庫支出金
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○環境保全型農業直接支払交付金事業推進事務費 ＜環境保全型農業直接支払交付金の支援対象となる主な取組＞

・消耗品費（事務用品）

・通信運搬費（郵送料）

○環境保全型農業直接支払交付金

　対象者：国際水準GAPに取り組む農業者団体（2戸以上）等

○生物多様性を育む農業推進事業費補助金

対象者：構成員に農家を含む3戸以上の団体・グループ

243千円

218千円

25千円

9,223千円

化学肥料、化学合成農薬を
不使用

12,000円
＋加算（2,000

円）あり
　化学肥料・化学合成農薬使用量の低減と合わせて実施する
地球温暖化防止や、生物多様性保全に効果の高い営農活動及
び有機農業の取り組みへの交付金

7,160

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地球温暖化防止や生物多様性保全など、環境保全効果の高い営農
活動に取り組む農業者を支援し、環境保全型農業の普及推進を図
る。

主
な
財
源

対象取組

5割低減＋カバークロップ 緑肥等を作付け 6,000円

5割低減＋冬期湛水 冬期の水田に水を張る
4,000円～
8,000円

5割低減＋炭の投入

取組内容
交付単価

（10a当たり）

有機農業

その他

予
算
科
目

04 農業振興費

3,806

府補 環境保全型農業直接支払交付金

農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 7,160

府支出金 市債 繰入金

農林水産部
項 01 農業費

10,966千円 11,620千円 △ 654千円
農業振興課

事
業

01 生物多様性を育む農業推進事業
国庫支出金

9,082千円目
課

一般財源

款 06

※5割低減とは：化学肥料や化学合成農薬の使用を京都府の慣行レベルか
                       ら5割以上低減する取り組み

1,500千円

参考R元決算額
部

　コウノトリの巣塔建設、水田ビオトープの設置、魚道の整
備等、生物多様性を育む農業を推進するための自然環境整備
に要する経費への補助金

木炭、竹炭等を圃場に投入
する

5,000円

5割低減＋長期中干し 長期間の中干しを行う 800円

5割低減＋秋耕 秋耕を行う 800円
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事業名：新農山漁村コミュニティ形成事業　　補助率：1/2

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　過疎化・高齢化が進む農山漁村集落等の地域コミュニティの組織
化や地域活動を支援し、持続可能な地域づくりを進める。

主
な
財
源

府補 農村型小規模多機能自治推進事業費補助金 450

令和元年度～令和3年度 3,500

事業年度 事業費 補助額

令和元年度～令和3年度

総合計画
計画項目

農林水産部

課 農業振興課

一般財源

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部

項 01 農業費

3,950千円 9,600千円目 04 農業振興費

事
業

貸付先（事業主体）

02 元気な農村地域づくり事業
国庫支出金 府支出金 市債

600

△ 5,650千円 12,200千円

（単位：千円）

繰入金

450千円

その他

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 450

○農村型小規模多機能自治推進事業補助金

丹後町
宇川ｽﾏｰﾄ定住促進協議会
【所管：丹後市民局】

事業内容

3,500千円

・宇川LABOの開催、大学生と連携した特産品開発等
・ICTを活用した野菜や加工品の販売実証（宇川金曜市の開催）
・買い物支援の検討、空き家活用モニターツアーの開催
・宇川スマート定住促進員の活用

事業主体

丹後町
豊栄まちづくり委員会
【所管：丹後市民局】

弥栄町
いやさか地域づくり準備会

【所管：弥栄市民局】

事業内容

・地域ビジョンの策定
・持続可能な地域運営組織の検討
・なりわいづくりの検討　など

300

・町全域地域ビジョンの検討
・モデル地域（吉野校区）アクションプラン策定
・なりわいづくりの検討　など

（単位：千円）

○農山漁村振興交付金（地域活性化対策）事業資金貸付金

事業年度 貸付金

令和元年度～令和3年度 300 150

3,500

※事業主体は、令和元年度から3か年事業として農水省「農山漁村振興交付金（地域活性化対策）事業」を実施しており、事業資金を
　一時的に貸し付け、宇川地域の持続可能な地域づくりと活性化を側面的に支援する。
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○農業者経営復興特別支援資金等助成事業補助金

復興資金貸付一覧表

※貸付先：2件（償還据置期間：最後の貸付実行から5年間）

事業対象者：復興・継続支援資金を借り受けた者で、貸付決定通知書等に基

　　　　　　づく償還開始まで継続して農業経営を行っており、かつ、助成

　　　　　　事業実施年度も継続して農業経営を行っているもの

助成対象額：復興・継続支援資金の償還年額の2/3以内

助成期間　：復興・継続支援資金の償還開始後5年間

合　　計 4,800 960 640

平成27年度 2人 1,400 280 187

平成26年度 2人 2,400 480 320

平成25年度 2人 1,000 200 133

640千円

（単位：千円）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農業者経営復興特別支援金等を借り入れた農業者を支援し、安定
的な農業経営を図る。

主
な
財
源

府補 農業者経営復興特別支援資金等助成事業補助金

年度 人数 貸付金額 R3償還額 補助額

繰入金 その他

予
算
科
目

640

一般財源

0

04 農業振興費

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 640

府支出金 市債

部 農林水産部
項 01 農業費

640千円 640千円 0千円
農業振興課

事
業

03 償還金助成事業
国庫支出金

0千円目
課

款 06 参考R元決算額農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○農業経営改善支援センター運営経費 ・農業経営改善支援センターの概要

・会計年度任用職員任用経費（1人）

○農業技術者協議会活動経費

　・職員旅費 ・農業技術者協議会の概要

　・消耗品費（事務用品） 　構成員　：京都府丹後広域振興局、京都府丹後農業改良普及センター、

　・郵送料（いきいきファーマー通信2回） 　　　　　　京都農業協同組合、京丹後市、京丹後市農業委員会、

　・公用車燃料費 　　　　　　京丹後市農業経営改善支援センター

　・有料道路通行料 　事業内容：①効率的かつ安定的な農業を営む者及び営もうとする者の育成支援

　　　　　　②担い手農業者の確保

　　　　　　③耕作放棄地の再生利用

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 農業振興費

項 01 農業費

2,050千円 2,068千円 △ 18千円

事
業

04 農業技術者協議会活動促進事業
国庫支出金

目

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 農林水産部

農業振興課
1,893千円

課

事
　
業
　
概
　
要

1,945千円

　農業振興課内に設置する同センターに、農業経営に知見を有する専門家を配
置し、認定農業者や新規就農（希望）者、集落営農組織等の経営相談を受ける
ほか、計画作成、経営等に関する相談を行う。

105千円

目
的
・
趣
旨

　農業技術者協議会の活動を支援し、認定農業者・集落営農等の担
い手の確保・育成を図る。

主
な
財
源

一般財源

2,050

6千円

16千円

63千円

10千円

10千円

1,945千円
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○農産物のブランド化に係る経費 ○地域農業振興事業補助金

・報償費（1次産品活用アドバイザー謝金等）

・旅費（米ブランド化先進地視察、農業イベント等）

・消耗品費（試食用農産物、地域商社事業消耗品）

・農産物等送料（PR、イベント開催に係るもの）

・会場使用料（生産者と消費者の情報交流会）

・有料道路通行料、駐車場使用料（視察等に伴うもの）

○地域商社支援事業補助金（3か年事業の2年目）

：① 流通体制の整備

　② 販路拡大の取組

　③ 観光等異分野との連携

○「食の京都TABLE」整備支援事業補助金

事業内容

（令和3年度）

実施主体 事業内容 事業費 補助額 補助率

（株）久美浜縣 ガスコンロ整備 231 115 50%

生産チャレンジ支援事業

農業関連企業参入支援事業

共同利用機械等導入支援事業

農産物販路拡大
・加工品開発支援事業

GAP認証取得促進事業

有機JAS認定取得推進事業

U･Iﾀｰﾝ者・定年帰農者等支援事業

1/2以内

補助限度額

1/3以内

500千円

200千円

300千円

500千円

500千円

500千円

500千円
（製造機械）

300千円
（上記以外）

80千円

50千円

1/3以内

1/2以内
事
　
業
　
概
　
要

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 8,000

目
的
・
趣
旨

　農業者の所得向上を図るため、市内農産物の生産強化及び流通販
売の取組を支援し、市内農産物の需要拡大・販路拡大を進めるとと
もに、市内の多様な農業者を支援し、市内農業の裾野を広げ地域農
業の振興を図る。

主
な
財
源

府補 食の京都TABLE整備支援事業補助金 115

国補 地方創生推進交付金

目　的 事　業　名

小規模農業者支援事業

生産強化支援

1/3以内

1/2以内

項 01 農業費

37,973千円 5,578千円 32,395千円

府補 きょうと地域連携交付金（地域農業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進事業） 1,900

一般財源

8,000 14,879

部 農林水産部

農業振興課
5,178千円

課

13,079

事
業

05 地域農業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進事業
国庫支出金

目

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 13,079 2,015

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費

認定農業者支援事業

参考R元決算額本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 農業振興費

補助率

1/3以内

1/2以内

1/2以内

448千円

128千円

83千円

92千円

10千円

30千円

105千円

26,000千円

115千円

11,410千円

流通販売支援
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○会計年度任用職員任用経費（2人）

○報償金

・経営所得安定対策推進謝金（184集落）

・転作現地確認謝金（100集落）

○旅費（地域農業再生協議会担当者会議等）

○事務費

・職員時間外勤務手当

・消耗品費（農会長会議用資料用紙等）

・燃料費（ガソリン代）

・印刷製本費（転作現地確認札用紙等）

・通信運搬費（会議開催案内送付郵便等）

○地域農業再生支援システム利用料

課

297千円

250千円

7,158

366千円

37千円

764千円

300千円

繰入金 その他

796

一般財源

6,918千円

参考R元決算額

△ 991千円8,945千円

項 01

農業振興課

部 農林水産部

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 7,158

府支出金 市債

予
算
科
目

04 農業振興費

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

事
業

06 水田農業振興推進事業
国庫支出金

目

農業費

7,954千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　経営所得安定対策等を実施し、農家の経営安定を図る。

主
な
財
源

77千円

41千円

96千円

1,711千円

1,345千円

府補 経営所得安定対策推進事業費補助金

5,145千円
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○京丹後産食材ブランド化推進事業委託料

　京丹後市内で生産等された多様な食材を活用し、（仮称）京丹後産食材

ブランド研究会等と連携しながら新たな商品（メニュー等）の開発を行う。　

　①京丹後の人とシェフ等がともに作り出す商品開発

　②京丹後の食材を使ったシェフ等による商品開発

　※20品の商品開発を想定

　※全国公募により委託事業者を選定

○（仮称）京丹後産食材ブランド研究会活動補助金

　　構成員：委託事業者と連携したシェフ・パティシエ等との共同研究等

　　　　　　による商品開発に意欲のある市内の農業者、飲食業者、製造

　　　　　　業者、観光業者などを公募

○職員旅費（打ち合わせ等） 108千円

8,800千円

200千円

　京丹後産食材を活用し新たな商品開発を行い、農家等の販路拡大
につなげるとともに、京丹後産食材ブランドの魅力向上を図る。

主
な
財
源

参考R元決算額

4,000

0千円

６次産業化・ブランド化で農林業を振興

予
算
科
目

総合計画
計画項目

02

目

事
　
業
　
概
　
要

農業費

農林水産業費 本年度予算額

国庫支出金

目
的
・
趣
旨

部 農林水産部
項 01

4,000

9,108千円
農業振興課

5,108

9,108千円

一般財源

課

繰入金 ふるさと応援基金繰入金

繰入金 その他

0千円

事
業

款 06

京丹後食材ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ創造事業07

04 農業振興費

府支出金 市債

前年度予算額 増減額

- 15 -



○事業継続応援給付金 〔参考〕国の一時支援金の支給対象等

　【対象事業者】市内農林水産業者

　【支給要件】

　【給付額】

　前年又は前々年の1月から3月までの事業収入

　　－　（前年又は前々年同月比30％以上減少している月の事業収入×3）

　≪事業規模（従業員数）に応じ上限を設定≫

　・従業員が1人～24人  ：従業員数×20千円

　・従業員数が25人以上 ：500千円

【対象見込件数】150件

　

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

3,000千円 0千円 3,000千円 0千円目 04 農業振興費
課 農業振興課

事
業

08 農林水産業緊急支援事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 2,000 1,000 0

3,000千円

事
　
業
　
概
　
要

　令和3年1月から3月までのいずれかの月の売上高が、前年又は
前々年同月比で30％以上減少していること。ただし、京都府の緊急
事態措置協力金又は国の一時支援金の受給者は除く。

　緊急事態宣言に伴う飲食店の時短営業や不要不急の外出・移動の自粛により
影響を受け、売上が50％以上減少した中堅・中小事業者
　支給額：法人600千円以内、個人事業者等300千円以内の額

目
的
・
趣
旨

　京都府の緊急事態宣言措置により、売上が減少した市内の農林水
産事業者を支援し、事業者の事業継続を図る。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 2,000

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 1,000
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○農業次世代人材投資資金交付金 ○新規就農条件整備支援事業補助金

新規就農者の就農初期における農業用機械、施設等のリース導入を支援

1年分交付

夫婦型

半期分交付

補助率：３/10以内（上限400千円/年）　補助期間：最大3年　

○農業次世代人材投資事業推進経費

・会計年度任用職員任用経費（2人） ○府営農業体質強化基盤整備促進事業負担金

・職員時間外勤務手当、消耗品費、旅費等 　学舎用農地（既存）の土壌改良、暗渠敷設、除礫など行い営農条件を整備

　全体事業費

○新規就農研修資金償還金助成金 　負担割合：国　55％、府：25％、市　20％

研修期間中に資金の借り入れを行った新規就農者への償還助成

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 農業費

55,010千円 60,806千円 △ 5,796千円目 05 新規就農者確保対策費

事
業

01 新規就農者育成事業
国庫支出金

総合計画
計画項目

5,581

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農業振興課

一般財源

53,485千円

繰入金 その他府支出金 市債

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 45,629 3,800

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　就農初期の農業者に資金や機械導入等を支援し、新規就農者の確
保・育成を図る。

主
な
財
源

府補 農業次世代人材投資事業費補助金 44,109

府補 就農研修資金償還金助成事業費補助金 1,520

市債 農業経営実践型学舎用農地整備負担金事業債（合併特例債） 3,800

1,725千円 R2～R4

補助額

3,040千円

補助額 補助期間

2,250千円

2,250千円750千円 × 3人 ＝ 合　　計 10,402千円 2,987千円

2,250千円 × 1組 ＝

3,040千円

20,000千円 × 20% ＝ 4,000千円

　新たな農業経営開始5年以内かつ50歳未満の青年就農者に最長5年間年間
最大150万円（夫婦共同経営の場合は225万円）を支援

1,500千円 × 24人 ＝ 36,000千円

4,000千円

1,262千円 R元～R3

採択年度 採択人数 年間ﾘｰｽ料(R3) 補助率

R元 5人 4,641千円 3/10以内

R2 6人 5,761千円 3/10以内

対象者数 貸付総額 償還期間 単年償還総額 補助率

7人 22,800千円 5年 4,560千円 2/3

40,500千円

4,483千円

453千円

4,030千円

2,987千円

- 17 -



○畜産関係事務費

　　旅費、消耗品費

○京都府畜産振興協会会費

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　畜産関係事務及び畜産振興の円滑な推進に必要な経費

主
な
財
源

府委 家畜伝染病予防事務委託金

30

10

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 10

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

40千円 40千円 0千円
農業振興課

事
業

50 畜産振興一般経費
国庫支出金

35千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 畜産業費

10千円

30千円
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○小規模土地改良工事

○小規模土地改良事業支援補助金

13,900千円

町名 地区名 工事名 金額

丹後町 谷内区 排水路改修工事 2,600千円

合　計 9 1,400千円

大宮町 谷内区 取水施設改修工事 3,000千円

久美浜町

実施地域 箇所数

8 1,300千円

1,400千円

弥栄町 小田区 揚水施設改修工事 3,500千円

合　　計 13,900千円

1 100千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農地、農業用施設の保全を図るため、農業用施設の改修を行うと
ともに、地区又は農業を営む者で組織する団体が行う小規模な整備
事業に要する費用を支援する。

主
な
財
源

分担金 小規模農業基盤整備事業分担金

金額

大宮町 河辺区 用排水路改修工事 4,800千円

網野町

3,560

市債 小規模基盤整備事業債（地域活性化事業債） 9,300

一般財源

9,300 3,560 2,440
総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

15,300千円 33,598千円 △ 18,298千円
農林整備課

事
業

01 小規模農業基盤整備事業
国庫支出金

6,424千円目
課

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 農地費

　※原則、国の補助制度を活用した多面的機能支払交付金事業の
　　加入地区以外の地区が対象
　　（制度に該当しない内容の場合、加入地区についても対象）
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○府営農業競争力強化基盤整備事業 　　　（参考）総事業費：988,000千円

【女布地区】 　　　　　　　国府負担：82.5％（国：55％、府：27.5％）

　・換地処理費（換地委員謝金、換地業務委託料） 　　　　　　　事業期間：平成29年度～令和5年度

　・府営事業負担金 　　　　　　　事業内容：地区面積45.9ha、区画整理38.4ha

　　　市負担金 　　　　　　　令和3年度事業：ほ場整備工事、実施設計、換地業務

　　　地元負担金 【平田地区】

　　　（参考）総事業費：697,000千円 　・府営事業負担金

　　　　　　　国府負担：82.5％（国：55％、府：27.5％） 　　　市負担金

　　　　　　　事業期間：平成26年度～令和4年度 　　　地元負担金

　　　　　　　事業内容：地区面積26.9ha、区画整理21.8ha 　　　（参考）総事業費：829,000千円

　　　　　　　令和3年度事業：補完工事、換地業務 　　　　　　　国府負担：82.5％（国：55％、府：27.5％）

【上宇川地区】 　　　　　　　事業期間：令和2年度～令和7年度

　・換地処理費（換地委員謝金、換地業務委託料） 　　　　　　　事業内容：地区面積39.7ha、区画整理33.5ha

　・府営事業負担金 　　　　　　　令和3年度事業：ほ場整備工事、実施設計

　　　市負担金 【徳光地区】

　　　地元負担金 　・測量委託料

175,000千円 × 10% ＝ 17,500千円

＝ 15,000千円

25,000千円 × 7.5% ＝ 1,875千円

30,625千円

34,033千円

3,408千円

35,000千円

35,000千円

5,000千円

200,000千円 × 7.5%

200,000千円 × 10% ＝ 20,000千円

5,000千円175,000千円 × 7.5% ＝ 13,125千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　営農労力の省力化を図り、収益性の高い農業経営の実現を目指す
ため、ほ場の大区画化と用排水路等の改修を行う府営農業競争力強
化基盤整備事業を実施する。

主
な
財
源

市債 農業競争力強化基盤整備負担金事業債（合併特例債） 38,000

分担金 農業競争力強化基盤整備事業分担金

25,000千円 × 10% ＝ 2,500千円

84,927千円

10,894千円

6,519千円

4,375千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 9,926

府支出金 市債 繰入金 その他

30,000

府委 換地業務委託金 9,926

一般財源

38,000 30,000 7,001

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

84,927千円 50,048千円 34,879千円
農林整備課

事
業

02 農業競争力強化基盤整備事業
国庫支出金

60,580千円目
課

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 農地費
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○工事設計委託料 【全体計画】

　俵野畑かん施設（送水管）測量設計業務（網野町俵野地内） 平成29年度～令和7年度（9年間）

33,000千円

○農業用施設改修整備工事 畑かん施設改修1件、ため池改修1件、ため池浚渫1件、井堰改修1件

　俵野畑かん施設（給水管）改修（網野町俵野地内） 俵野畑かん施設、小南谷池、三分井堰

有田池

○事業資金造成のための賦課金

　【加入対象】 有田池（H29～R3）

俵野畑かん施設（R2～R6）

小南谷池1号、小南谷池2号（R2～R6）

三分井堰（R3～R7）

9,300千円

事業期間：

4,150

総事業費：

3,600千円 事業内容：

事
　
業
　
概
　
要

俵野土地改良区：

小田区：

三分区：

（残事業）：

（完了済）：

2,178千円

内記区：

目
的
・
趣
旨

　老朽化した土地改良施設の適切な維持管理と農業経営の安定に資
するため、造成した土地改良施設維持管理適正化事業資金を基に、
計画的に施設を整備する。

主
な
財
源

分担金 944

諸収入 土地改良施設維持管理適正化事業費補助金

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

参考R元決算額
部 農林水産部

農林整備課
事
業

03 土地改良施設維持管理適正化事業
国庫支出金

4,686千円目
課

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

5,094 9,984

土地改良施設維持管理適正化事業分担金

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 農地費

項 01 農業費

15,078千円 16,335千円 △ 1,257千円
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○工事請負費 　【全体計画】

　　　事業期間：平成26年度～令和4年度（9年間）

　　　総事業費：530,000千円

　　　事業内容：用水路工 2,843m、取水施設 1か所、

○負担金、補助及び交付金 　　　　　　　　ポンプ 2基、ポンプ室 1棟

高田橋共同橋負担金（上部工）

高田橋共同橋負担金（下部工）

○事務費

　・職員給与、職員手当等

　・職員旅費

　・需用費（消耗品費・燃料費）

　・有料道路通行料

7,271千円

9,342千円

9,084千円

258千円

1,587千円

766千円

28千円

716千円

77千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　丹後町尾和用水路は築後約60年が経過し、施設の老朽化による漏
水等の補修、維持管理に困難を極めている状況であることから、施
設の更新事業として用水路及び取水施設の改修を行い、農地の保全
を図る。

主
な
財
源

国補 防衛施設周辺対策事業補助金 18,200

工　　　　種 金　額

管水路　L=50m 7,271千円

0
総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 18,200

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

18,200千円 127,914千円 △ 109,714千円
農林整備課

事
業

04 宇川地区農業用施設改修事業
国庫支出金

47,669千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 農地費

- 22 -



○工事請負費

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　効率的・持続可能な農業経営、地域保全を図る活動を支援するた
め、京力農場プラン、中間管理事業に取り組む集落等の農業用施設
等の整備を行う。

主
な
財
源

市債 農地耕作条件改善事業債（合併特例債） 12,300

分担金 農地耕作条件改善事業分担金

久美浜町佐野甲 井堰改修　1式 32,000千円

合　　　計 54,000千円

地区名 事業内容 金　額

8,640

府補 農地耕作条件改善事業補助金 32,400

丹後町竹野沖田 取水施設改修　2基 22,000千円

54,000千円

12,300 8,640 660
総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 32,400

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

54,000千円 0千円 54,000千円
農林整備課

事
業

05 農地耕作条件改善事業
国庫支出金

0千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 農地費
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○会計年度任用職員任用経費（2人） ○負担金、補助及び交付金　　

　・事務補助（1人）、育休代替（1人） 　・尾和用水路設備管理費負担金（丹後町尾和）

　・各種大会参加負担金

○職員旅費 　・農道台帳管理負担金

　・京都府土地改良事業団体連合会賦課金

○消耗品費（事務用品、参考図書等） 　・丹後土地改良区賦課金

　・村前川防潮樋門電気代負担金（久美浜町甲山）

○公用車維持管理経費（燃料費、修繕料等） 　・川崎川防潮樋門電気代負担金（久美浜町甲山）

　・久住営農飲雑用水施設整備事業借入償還補助金

○使用料及び賃借料

　・ソフトウェア使用料（CADソフト）

　・土木積算システム借上料 211千円

3,654千円

1,020千円

30千円

70千円

1,722千円

84千円

60千円

76千円

592千円

一般財源

7,751

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農業農村整備事業を円滑に推進するための経費及び京都府土地改
良事業団体連合会への負担金等の一般的経費

主
な
財
源

2,994千円

165千円

310千円

364千円

264千円

53千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

7,751千円 8,297千円 △ 546千円
農林整備課

事
業

50 農地一般経費
国庫支出金

6,952千円目
課

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 農地費
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○中山間地域等直接支払制度推進事業

　　集落協定締結の推進、対象農用地の現地確認、交付金の交付事務

　・職員旅費

　・事務消耗品、公用車燃料費、郵送料

○中山間地域等直接支払制度事業補助金

　　集落協定又は個別協定を締結し、農業生産活動等を5年間以上

　継続して行う農業者等への交付金

　・本体交付金

　・加算分

　　　第5期対策（令和2年度～令和6年度）

　　　　協定数：集落協定46、個別協定1

　　　　対象農用地面積：388ha（急傾斜地：272ha、緩傾斜地：116ha）

　　　　補助率：国50％、府25％、市25％

主
な
財
源

府補

362千円

67,727千円

66,181千円

1,546千円

22千円

340千円

　農業生産条件が不利な中山間地域等において、将来に向けて耕作
放棄地の発生防止や、機械・農作業の共同化等の農業生産活動を維
持するための活動を支援する。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

16,933

中山間地域等直接支払制度事業費補助金 51,156

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 51,156

参考R元決算額
部 農林水産部

農業振興課
事
業

01 中山間地域等直接支払制度事業
国庫支出金

68,534千円目
課

一般財源市債 繰入金 その他府支出金

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

08 農地利用推進費

項 01 農業費

68,089千円 68,460千円 △ 371千円
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○京力農場プラン作成推進経費 ○機構集積協力金交付事業

　市内地域で作成されたプランについて審査し、必要に応じて助言等を行う。 ・地域集積協力金交付事業交付金

・京力農場プラン検討会委員謝金 自ら定めた「京力農場プラン」に基づき、農地中間管理機構に

4千円×5人×3回 農地を貸し付けた地域に、貸付割合に応じて協力金を交付

・消耗品費 ※協力金交付予定地区・面積：8地区、11,700a

※交付単価：機構の活用率に応じて、10千円～28千円/10a

○（一社）京都府農業会議からの農地中間管理事業受託事務経費

・会計年度任用職員任用経費（1人）

・職員旅費、消耗品費

※受託事務：借入予定農地の調査、借受希望農地リストの作成、

　　　　　　農用地利用配分計画案の作成等

諸収入 農地中間管理機構事業等業務委託金 2,941

21,480千円

21,480

事
　
業
　
概
　
要

70千円

目
的
・
趣
旨

　地域農業の将来の方向性等を集落や地域（国営団地等）で話し合
い、担い手農家（認定農業者、集落営農組織等）への農地集積を促
進し、地域農業の体質強化を図ることを目的とした「京力農場プラ
ン」の作成（新規・更新）を推進する。

主
な
財
源

府補 機構集積協力金交付事業費補助金

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 21,480

予
算
科
目

府支出金

08 農地利用推進費

一般財源

2,941 70

市債 繰入金 その他

部 農林水産部

農業振興課課

前年度予算額 参考R元決算額

項 01 農業費

24,491千円 24,421千円 70千円

増減額款 06 農林水産業費 本年度予算額

事
業

02 京力農場ﾌﾟﾗﾝ推進事業
国庫支出金

8,509千円目

60千円

10千円

2,941千円

2,841千円

100千円

21,480千円
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○多面的機能支払交付金事業活動推進費 ＜参　考＞

　　事業の推進及び実施状況確認事務

　・会計年度任用職員任用経費（2人）

　・その他経費

　　（時間外勤務手当、旅費、消耗品費、燃料費等）

○多面的機能支払交付金（負担率： 国1/2、府1/4、市1/4）

　・農地維持活動及び資源向上支払（共同活動）97組織 令和2年度多面的機能支払交付金対象活動の取組状況

　・資源向上支払（施設の長寿命化）89組織

　・広域化加算（大宮町、二区、上宇川、島津）

1,896千円

133,714千円

103,625千円

200千円 14組織 43組織 97組織13組織 8組織 10組織 9組織

網野町 丹後町 弥栄町 久美浜町 合　計

237,539千円

峰山町 大宮町

資源向上（長寿命化） 共用設備の補修・更新等の長寿命化の作業

広域化・体制強化 活動組織の広域化・体制強化に対する支援として交付
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農地や農業用水等の保全のため、地域の共同活動による農業用施
設の機能維持及び長寿命化のための補修や更新等を行う農業者団体
等へ支援を行う。

主
な
財
源

府補 多面的機能支払交付金

3,378千円

農地維持活動 農業を支える共用設備の基本的な維持管理

資源向上（共同） 共用設備の軽微な補修等の共同作業や環境活動 

181,532

1,482千円

59,385
総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 181,532

参考R元決算額
部 農林水産部

項 01 農業費

240,917千円 201,137千円 39,780千円
農林整備課

事
業

03 多面的機能支払交付金事業
国庫支出金

217,088千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

08 農地利用推進費
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○府営ため池等整備事業負担金

【菅地区】

・市負担金

・地元負担金

（参考）

166,700千円

85％（国55％、府30％）

令和元年度～令和4年度

ため池整備

国府負担：

事業期間：

改修内容：

40,000千円 ×   3%(1/2減免) ＝ 1,200千円

市債

総事業費：

6,000千円

1,200

4,500

一般財源

300

農林水産部

農林整備課

ため池等整備負担金事業債（合併特例債）

参考R元決算額
部

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　上すべ内池及び下すべ内池（峰山町菅地区）の改修工事を府営事
業により実施し、災害の未然防止及び維持管理の軽減を図る。

主
な
財
源

分担金 ため池等整備事業分担金

40,000千円 × 12% ＝ 4,800千円

6,750千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

4,500 1,200

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 農村防災･減災対策費

項 01 農業費

6,000千円 12,000千円 △ 6,000千円

事
業

01 ため池等整備事業
国庫支出金
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○ため池ハザードマップ作成業務委託料

網野町公庄　 公庄池

丹後町筆石　 筆石池

久美浜町平田　 岩谷池

合　　　計 10池

名　　称

峰山町内記　 尼ヶ谷池、新宮谷池

峰山町新町　 温水池、追坂池

峰山町赤坂　 合邦池、井の谷池

峰山町杉谷(第13区)　 金比羅池
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　ため池の防災対策や災害時の被害軽減に役立てるため、ため池ハ
ザードマップを作成し、地域住民の自主防災意識の向上を図る。

主
な
財
源

府補 農業水路等長寿命化･防災減災事業補助金 18,172

18,172千円

地　区　名

一般財源

0

課

参考R元決算額
部 農林水産部

農林整備課
32,242千円

その他

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 18,172

府支出金 市債 繰入金

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 農村防災･減災対策費

項 01 農業費

18,172千円 8,800千円 9,372千円

事
業

02 農業水路等長寿命化･防災減災事業
国庫支出金

目
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○旅費（府内研修会等） ○林業労働者新共済事業補助金

年間就労日数が100日以上の就労者に対し、共済事業加入経費の一部を支援

○需用費

・消耗品費（書籍、事務用品）

・燃料費（混合ガソリン）

○使用料及び賃借料 ○緑の担い手育成事業補助金

・有料道路通行料 (1)新規就労者支援事業

・駐車場使用料 　　林業事業体が新規就労者に貸与する機械や用具の整備に要する経費の支援

　　新規就労者　3人　×　123千円　＝　369千円　

○京都府林業振興会等負担金 (2)林業労働者就労環境改善支援事業

　　雇用労働者の待遇改善や就労環境整備を図り、労働者が安心して就労でき

　ることにつながる取組に要する経費の支援

　　前年度総賃金　30,529千円　×　16.5/1000　＝　504千円

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 林業費

2,194千円 3,540千円 △ 1,346千円目 01 林業総務費

事
業

50 林業総務一般経費
国庫支出金 府支出金 市債

６次産業化・ブランド化で農林業を振興 670 1,524

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農林整備課

一般財源

4,069千円

繰入金 その他

581

府補 林業労働者新共済事業費補助金 89

総合計画
計画項目

02

事
　
業
　
概
　
要

57千円

54千円 事業区分 就労者数 延べ就労日数

退職金助成事業 10人 2,567日

長期事業 10人 2,567日

目
的
・
趣
旨

　林業振興を推進するための経費及び京都府林業振興会への負担金
のほか、森林組合等の作業員の福祉の向上と生活の安定、長期に就
労する担い手の確保を図るため、共済事業加入経費の一部や林業労
働者が安全で安心して働き続けられる環境づくりを支援する。

主
な
財
源

府補 緑の担い手育成事業費補助金

50千円

4千円

15千円

6千円

706千円

873千円

369千円

504千円483千円

合　　　　計 706千円

21千円

70円 180千円

補助単価 金　額

205円 526千円
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【捕獲対策事業】 ○捕獲班員確保のための補助金

　・狩猟免許取得奨励補助金（1/2補助）

　・猟銃所持許可更新手数料補助金（1/2補助）

○鳥獣被害対策実施隊設置経費 　・猟銃購入費補助金（1/2補助、上限150千円）

　・実施隊員報酬（41人） 【防除対策事業】

　・費用弁償

○シカ捕獲奨励金

　　対象：4頭～20頭目（捕獲単価：オス3千円/頭、メス5千円/頭） ○地区配付サル追払用煙火

○需用費（サル餌、燃料費等） ○有害鳥獣防除施設費補助金

○有害鳥獣捕獲委託料 　・再編交付金基金事業

（単位：頭、羽） 　　事業内容：丹後町内の老朽化した有害鳥獣防除施設の整備

　・単独事業

○京丹後市野生鳥獣被害対策協議会負担金 　　事業内容：国庫補助事業の対象とならない農地

○その他経費（旅費、自動車損害保険料等） 　　補助率　：1/2（農振農用地）

3/10（その他の小規模な農地）

77千円

4,290千円

355千円

75,612千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　鳥獣被害防止計画に基づき有害鳥獣対策を実施する。

主
な
財
源

捕獲見込 1,700 2,700 15 230

48,166

繰入金 再編交付金事業基金繰入金 249

569千円

3,433千円

1,000千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 48,166

農林整備課
事
業

01 有害鳥獣対策事業

目 02 有害鳥獣対策費
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部

項 02 林業費

87,136千円 94,733千円 △ 7,597千円

農林水産部

イノシシ シカ サル 小動物 鳥類 合計

249 38,721

府補 有害鳥獣捕獲関係事業費補助金

82,525千円

4,611千円

　「鳥獣被害防止総合対策交付金」を活用し、個体数減少を目指した緊急
的な被害防止捕獲を推進するとともに、猟期中のシカ対策として「シカ捕
獲強化事業」を活用し、メスジカの捕獲強化を図る。

897千円

820千円

178千円

国庫支出金

94,878千円

270 4,915

交付団体及び整備延長 袖志区 233ｍ 尾和区 70ｍ

717千円

69千円

198千円

450千円

　集落で行うサルの追払活動及び防除施設整備を支援し、農作物や生活環
境被害の更なる減少を図る。

85千円

4,433千円
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○ジビエ肉PR経費

　・費用弁償

○施設管理運営経費

　・需用費（消耗品、燃料費、電気代、施設修繕料等）

　・役務費（電話代、水質検査等手数料等）

　・委託料

　　　処理施設運営管理委託料

　　　施設清掃委託料

　　　浄化槽維持管理委託料

　　　機器保守点検委託料

　　　その他施設警備等委託料

　・施設用地借上料等

2,239千円

216千円

8,968千円

124千円

8,115千円

246千円

228千円

223千円

156千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　猪・鹿肉処理施設「京たんご　ぼたん・もみじ比治の里」の維持
管理運営経費及びジビエ肉の販売とPR経費

主
な
財
源

2,500諸収入 猪･鹿肉精肉販売代金

61千円

11,547千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

2,500 9,108

参考R元決算額
部 農林水産部

項

農林整備課
事
業

02 猪･鹿肉処理施設運営管理事業
国庫支出金

11,293千円目 02 有害鳥獣対策費
課

一般財源

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 林業費

11,608千円 11,306千円 302千円
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○森林適正整備推進事業費補助金

：対象経費の60％（府50％、市10％）

：丹後地区森林組合

○森林作業道開設補助金

：国庫補助事業である森林整備事業における対象経費の50％以内

：丹後地区森林組合

566千円

306千円

緑の公共事業費補助金 471

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 林業費

872千円 3,948千円 △ 3,076千円目 03 森林整備費

事
業

01 森林整備事業
国庫支出金

471 401

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農林整備課

一般財源

3,359千円

繰入金 その他府支出金 市債

総合計画
計画項目

02

実施地域 事業種類 事業量 対象経費 金　額

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　国庫及び府補助の採択を受けて実施する間伐及び森林作業道開設
に対して補助金を交付し、森林施業者の負担軽減及び健全な森林の
造成、多面的機能の増進、森林の有効活用を図る。

主
な
財
源

府補

６次産業化・ブランド化で農林業を振興

実 施 主 体

久美浜町 作業道開設 250m 612千円 306千円

補 助 率

補 助 率

実 施 主 体

実施地域 事業種類 事業量 対象経費 金　額

久美浜町
間伐 2.0ha 593千円 356千円

間伐材搬出 50.0㎥ 350千円 210千円
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○小規模治山事業支援補助金

補助対象：地区又は農林業を営む者で組織する団体

補助内容：原材料経費、機械経費（人件費、燃料費は対象外）

補助率　：2/3

補助上限：300千円（原材料経費又は機械経費のみの場合は200千円）
事
　
業
　
概
　
要

大宮町 550千円

600千円

目
的
・
趣
旨

　災害要因の除去、被災現場の復旧等を通して、山林の適正管理を
行うとともに災害の未然防止を図る。

主
な
財
源

1,350千円

2

丹後町

久美浜町

2

1 200千円

合　　計 5 1,350千円

実施地域 箇所数 金　額

一般財源

1,350

参考R元決算額
部 農林水産部

農林整備課
497千円

課

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 森林整備費

項 02 林業費

1,350千円 0千円 1,350千円

事
業

02 治山･適正管理事業
国庫支出金

目
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○修繕料 ○ソフトフェア使用料（CADソフト）

・コルゲート管修繕等

・ガードレール復旧

・土砂撤去等 補助対象：地区又は農林業を営む者で組織する団体

補助内容：原材料経費、機械経費（人件費、燃料費は対象外）

○委託料 補助上限：300千円（原材料経費又は機械経費のみの場合は200千円）

・システム保守委託料（積算システム）

・道路環境整備委託料（丹後縦貫林道）

※維持管理（草刈・側溝清掃）

大内線 5,900m 2,242千円

奥寄線 5,800m 2,204千円

太鼓山線 10,000m 4,400千円

成相線 4,800m 1,824千円 合　　計 8 1,750千円

網野町

弥栄町

1

1 200千円

久美浜町 6 1,350千円

事
　
業
　
概
　
要

1,400千円 53千円

林道名 事業延長 金　額

○小規模林道整備事業支援補助金 1,750千円

11,531千円

900千円

200千円

300千円

861千円

10,670千円

実施地域 金　額箇所数

200千円

目
的
・
趣
旨

　森林機能の確保と森林資源の活用保全に資する森林内作業を容易
にするため、林道の適正な維持管理を行う。

主
な
財
源

負担金 丹後縦貫林道維持管理負担金 2,015

総合計画
計画項目

02

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農林整備課

一般財源

10,030千円

繰入金 その他府支出金 市債

６次産業化・ブランド化で農林業を振興 2,015 12,719

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 林業費

14,734千円 12,714千円 2,020千円目 03 森林整備費

事
業

03 林道等施設管理事業
国庫支出金
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○需用費（樹幹注入表示板等）

○松くい虫防除委託料

丹後町間人、
網野町掛津・小浜・浜詰、
久美浜町箱石地内

1,082本 436千円

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 農林水産部

項 02 林業費

8,150千円 8,887千円 △ 737千円 10,012千円目 03 森林整備費
課 農林整備課

事
業

04 松くい虫防除事業
国庫支出金 一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 5,679

5,679

2,471

府補 松くい虫駆防除事業費補助金

事
　
業
　
概
　
要

50千円

目
的
・
趣
旨

　松くい虫被害木を伐採・焼却処分し被害の拡大防止を図るととも
に、健全な松林を被害から守るため、地上散布及び樹幹注入による
防除等を実施し、海岸防風林の機能確保及び風致景観等の保全を図
る。

主
な
財
源

事業箇所

樹幹注入毎木調
査

丹後町間人・平、
久美浜町湊宮地内

151本 89千円

丹後町間人、
網野町掛津・小浜・浜詰、
久美浜町箱石地内

特別伐倒駆除 72.5㎥ 2,886千円

丹後町間人・平、
久美浜町湊宮地内

樹幹注入 151本

8,100千円

事業量 金　額

2,936千円

無人ヘリ
薬剤散布

網野町掛津・遊・浜詰地内 14ha 1,753千円

松くい虫被害木
毎木調査
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○保育施業工事

1,923

府支出金 市債

事
　
業
　
概
　
要

8,459千円

事業箇所 事業量 金　額

搬出間伐

（30～40㎥/ha）
網野町郷地内 6ha 2,625千円

作業道開設
（W=3m）

網野町郷地内 1,300m 5,834千円

目
的
・
趣
旨

　市行造林地における植栽木の財産造成と森林機能の確保を図るた
め、計画的な保育及び間伐施業を実施する。

主
な
財
源

府補 森林整備費補助金

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農林整備課

繰入金 その他 一般財源

6,536

7,634千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

6,536

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 林業費

8,459千円 9,363千円 △ 904千円目 03 森林整備費

事
業

05 市行造林事業
国庫支出金
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○報償費（木工教室講師謝金） ○豊かな森を育てる事業補助金（森林施業路開設補助）

市行造林関係区域、大宮町内

○需用費（木工教室材料費・印刷代）

○役務費（木工教室折込手数料）

○森林保全業務委託料（天然更新促進業務）

○工事請負費

　・丹後王国森林環境モデル整備工事

　　里地里山保全3.5ha、散策道300ｍ（令和2～3年度で実施）

金額

1,000千円

　森林作業を通して荒廃の進行した森林を対象として、表面侵食防止機能や
土砂崩壊防止機能の向上を想定し天然更新を検討及び促進する業務

159千円

62千円

4,000千円

件数

1

距離

400m

単価

2.5千円

931千円

1,000千円

目
的
・
趣
旨

　豊かな森を育てる基金を活用して、森林の公益的機能の維持増進
が図られる事業、府内産材の利用促進事業等を実施する。

主
な
財
源

繰入金 豊かな森を育てる基金繰入金 6,177

諸収入 木工教室参加料 45

事
　
業
　
概
　
要

70千円

総合計画
計画項目

02

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農林整備課

一般財源

6,400千円

繰入金 その他府支出金 市債

６次産業化・ブランド化で農林業を振興 6,177 45 0

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 林業費

6,222千円 10,620千円 △ 4,398千円目 03 森林整備費

事
業

06 豊かな森を育てる事業
国庫支出金
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○森林環境譲与税基金積立金

1 24,938

目
的
・
趣
旨

　森林環境譲与税を財源とし、市内森林環境の着実な整備実施に向
けて、森林環境譲与税基金へ積立を行う。

主
な
財
源

財産収入 森林環境譲与税基金利子収入 1

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農林整備課

一般財源

11,735千円

繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 林業費

24,939千円 24,939千円 0千円目 03 森林整備費

事
業

07 森林環境譲与税基金
国庫支出金 府支出金 市債

24,939 36,067

（単位：千円）

24,939千円

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

事
　
業
　
概
　
要

令和2年度末
現在高見込額

令和3年度中見込額
令和3年度末
現在高見込額繰入金

積立金

森林環境譲
与税相当額

利子収入
計

　　　　① ② ①-②+③　③

30,279 19,151 24,938 1

- 39 -



○会計年度任用職員任用経費（1人）

報酬・職員手当・共済費・費用弁償

（地域的希望調査、所有者意向調査、地権状況調査、計画推進）

○職員旅費

○需用費（リース車両燃料費）

○役務費（リース車両自動車損害保険料）

○森林環境整備委託料

○使用料及び賃借料

（自動車借上料、有料道路通行料、駐車場使用料）

2,313千円

144千円

231千円

17千円

11,059千円

11,309千円

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 林業費

25,451千円 0千円 25,451千円目 03 森林整備費

事
業

08 森林環境整備事業
国庫支出金 府支出金 市債

６次産業化・ブランド化で農林業を振興 6,300 19,151 0

参考R元決算額
部 農林水産部

課 農林整備課

一般財源

0千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　森林環境譲与税基金及び豊かな森を育てる府民税市町村交付金を
活用し、森林の整備、管理保全、担い手育成及び普及啓発等の各種
施策を通して森林環境整備に取り組むことにより、森林の有する公
益的機能の維持増進を図るとともに、新たな森林の経営管理の推進
を図る。

主
な
財
源

府補 豊かな森を育てる府民税市町村交付金 6,300

繰入金 森林環境譲与税基金繰入金 19,151

総合計画
計画項目

02

事
　
業
　
概
　
要

○森林環境整備促進対策事業補助金

　（1）森林整備施策

対象事業区分 事業内容 金　額

　間伐  経営管理森林の間伐

9,309千円

　間伐材搬出  林内から山土場搬出

　森林施業路開設

・森林経営管理制度推進業務 　森に入る環境づくり  自伐型・自給的林業の奨励

・所有者及び相続人代表者等調査確定業務 　（2）担い手育成・確保、普及啓発

 森林の整備計画と一体的実施

　安心安全森づくり  危険木･堆積の除去、病害虫駆除等

金　額

　森林環境学習の推進  木育･普及活動等の企画実施

2,000千円　木材製品新規需要開拓

・森林整備未利用材搬出促進事業 　防災減災里山林整備  里山林等の伐採整備及び天然更新等

 地域由来木材製品の需要拡大

　ﾄﾗｲｱﾙ雇用型新規就労者支援  新規就労者の確保･育成

・境界明確化等業務 対象事業区分 事業内容

424千円

4,917千円

406千円

5,312千円

378千円
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○事務費及び施設管理経費 ○水産関連団体への負担金及び補助金

・職員旅費 ・京都府漁業者育成校「海の民学舎」負担金

・事務消耗品（積算図書、測量用品等）   （通常分120千円、経営力向上講座等事業分375千円）

・公用車維持管理経費（2台分） ・京都府漁港漁場協会負担金

・久美浜栽培漁業センター維持管理経費 ・京都府漁業士会補助金

・久美浜栽培漁業センター真空ポンプ修繕

○啓発看板設置工事

網野町浅茂川、丹後町小間の2か所

○ソフトウェア使用料

・CADソフト

500千円

323千円

375千円

725千円

495千円

200千円

30千円

27千円

407千円

その他

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　施設等の維持管理と水産関連団体の活動を支援することにより、
水産業務の円滑な推進及び水産振興を図る。

主
な
財
源

1,281千円

21千円

155千円

2,533
総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 水産業総務費

項 03 水産業費

2,533千円 2,497千円 36千円

事
業

50 水産業総務一般経費
国庫支出金

目

府支出金 市債 繰入金

参考R元決算額
部 農林水産部

海業水産課
2,693千円

課

一般財源
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○河川種苗放流事業補助金

京都府漁業協同組合
網野支所

離湖 141千円 80千円 ウナギ、フナ

合　　計 2,060千円 1,149千円

宇川 544千円 286千円 アユ

事業費 補助金 放流魚種

野間漁業協同組合 野間川 1,375千円 783千円
アユ、ウナギ、
アマゴ事

　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　河川・湖の水産資源の増殖・確保を目的として、内水面漁業協同
組合が実施する種苗放流事業に対し補助金を交付する。

主
な
財
源

1,149千円

実施団体 実施場所

府補 内水面漁業振興対策事業費補助金

上宇川漁業協同組合

463

一般財源

686

繰入金 その他

目

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 水産業振興費

項 03 水産業費

1,149千円 1,149千円 0千円

総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進 463

府支出金 市債

事
業

01 内水面漁業振興支援事業
国庫支出金

参考R元決算額
部 農林水産部

海業水産課
1,290千円

課
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○種苗放流事業補助金（補助率1/3以内） ○農山漁村振興交付金事業資金貸付金

・貸付金額：8,500千円　※国からの交付金を受領後、市に返還

・事業期間：令和3年度～令和5年度

・令和3年度事業費：8,500千円（2年目6,000千円、3年目3,500千円を予定）

・補助率：10/10

・貸付先（事業実施団体）：（仮称）まるっぽ間人プロジェクト

・令和3年度事業内容（案）

①活動計画策定

②都市部と連携したアイディアソンの開催

③（仮称）間人キスまつりなど関係人口創出に向けたイベントの企画・開催

④地域サロン食堂の試験的開催

（参考）農山漁村振興交付金（地域活性化対策）事業　

部

8,500千円

合　　計 2,512千円 836千円

参考R元決算額

課 海業水産課
事
業

02 漁業振興支援事業
国庫支出金 一般財源

総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進 9,336

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
農林水産部

項 03 水産業費

9,336千円 836千円 8,500千円 274,894千円目 02 水産業振興費

府支出金 市債 繰入金 その他

事
　
業
　
概
　
要

事業費 補助金
放流魚種

日本海 久美浜湾

604千円 201千円
アワビ
サザエ

836千円

実施団体

京都府漁業協同組合
丹後支所

目
的
・
趣
旨

　漁業経営の安定と水産資源の確保を図るため、府漁協が実施する
種苗放流事業に対し補助金を交付する。
　また、農林水産省の補助事業「農山漁村振興交付金（地域活性化
対策）事業」に取り組む「（仮）まるっぽ間人プロジェクト」へ、
事業資金を一時的に貸し付け、漁村資源等を活用した地域振興を側
面的に支援する。

主
な
財
源

　農山漁村の自立及び継続発展に向けて、地域住民が生き生きと暮らしていけ
る環境の創出を行うためのきっかけをつくること及び農山漁村について広く
知ってもらうことを目的とする。

746千円 248千円
アワビ
サザエ

1,162千円 387千円
アワビ
サザエ

クロダイ

京都府漁業協同組合
網野支所

京都府漁業協同組合
湊支所
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○ふるさと海づくり大会負担金 ○地域水産物販路拡大支援事業補助金

・開催日：未定 　　真牡蠣、沖ギス、活いかなどの地域水産物の更なる販路拡大、地産来消の取

・会　場：舞鶴市（予定） 　組を支援　　

　　事業主体：漁業関係者が組織する宿泊業、飲食業、卸売業の事業者を含んだ

○久美浜カキ･魚まつり開催補助金 　　　　　　　団体若しくはこれらの構成員を含む地域自治組織

・開催日：令和4年1月中旬予定 　　補助率：2/3以内、上限1,000千円

・場　所：久美浜町湊宮

○海業振興事業補助金

（補助率2/3以内、上限200千円）

・採捕漁業体験事業等

100千円

430千円

3,000千円

200千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　「海業推進事業計画」に基づき海業の取組を推進し、地元水産物
の地産地消・地産来消などの消費拡大や販売促進、漁村地域の活性
化を図る。

主
な
財
源

一般財源

3,730
総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 農林水産部

項 03 水産業費

3,730千円 547千円 3,183千円
海業水産課

事
業

03 海業推進事業
国庫支出金

545千円目
課

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 水産業振興費
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○漁業近代化資金利子補給金（一般融資分） ○漁業災害復旧資金利子補給金（平成29年台風21号災害特別資金）

※利子補給対象期間：R3.1.1～12.31

※利子補給対象期間：R3.1.1～12.31

10,778円

合　計 106,505円

個　　人 漁船購入 6,340千円 5,389千円 0.20%

0.80% 64,000円

個　　人 ロープ購入 5,000千円 2,775千円 0.40% 11,100円 合　計 203,563円

10,710円 生産組合 運転資金 20,000千円 8,000千円個　　人 機関換装 4,760千円 3,570千円 0.30%

0.85% 21,675円

法　　人 保冷車購入 8,000千円 5,139千円 0.30% 15,417円 法　　人 運転資金 20,000千円 8,000千円 0.80% 64,000円

45,000円 個　　人 漁網購入 3,000千円 2,550千円生産組合 漁網購入 20,000千円 15,000千円

利　子
補給額

個　　人 0.80% 53,888円

対象者 資金使途 貸入額
利子補給
対象残高

利　子
補給率

資金使途 貸入額
利子補給
対象残高

利　子
補給率

利　子
補給額

機関換装 6,000千円 4,500千円 0.30% 13,500円 生産組合 漁網購入 11,800千円 6,736千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　漁業者が経営安定を目的に借入れた漁業近代化資金及び平成29年
台風21号により被災した漁具・漁船等の復旧のため借入れた災害特
別資金に対し、支払利子の一部を助成する。

主
な
財
源

107千円 204千円

対象者

0.30%

一般財源

311

繰入金 その他

目

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 水産業振興費

項 03 水産業費

311千円 407千円 △ 96千円

総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進

府支出金 市債

事
業

04 利子補給助成事業
国庫支出金

参考R元決算額
部 農林水産部

海業水産課
479千円

課
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○漁港施設維持補修経費 ○工事請負費

・漁港内標識灯修繕　5基 ・浅茂川漁港タラップ更新工事　1か所

・浅茂川漁港係船環修繕工事　3か所

・浜詰漁港（夕日泊地）係船環修繕工事　2か所

・三津漁港船揚場滑り材補修工事　3か所

・竹野漁港船揚場滑り材補修工事　3か所

○漁港区域管理委託料

・浅茂川漁港環境用地清掃等　Ａ＝2,800㎡

・間人漁港漁船修理場用地除草　A＝732㎡

○指向灯保守点検委託料

・間人漁港指向灯保守点検

2,341千円

1,430千円

258千円

173千円

240千円

240千円

300千円

200千円

100千円

250千円

900千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　漁業者の生産活動及び船舶の出入港時の安全を確保するため、漁
港施設の維持管理を行う。

主
な
財
源

一般財源

3,791
総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 漁港管理費

項 03 水産業費

3,791千円 2,616千円 1,175千円

事
業

01 漁港維持管理事業
国庫支出金

目

参考R元決算額
部 農林水産部

海業水産課
3,136千円

課
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○工事請負費

・浜詰漁港（夕日泊地）第1防波堤標識灯更新工事

・間人漁港弁天島簡易標識LED取替工事　1基

・間人漁港弁天島簡易標識配電盤移設工事

・浜詰漁港（塩江泊地）泊地浚渫工事

浚渫面積 A＝200㎡

浚渫土量 V＝60㎥

11,600千円

2,500千円

1,400千円

2,000千円

5,700千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　漁業者の就労環境の改善及び水産物の安定的な供給を維持するた
め、漁港施設の改良・補修等を行う。

主
な
財
源

分担金 漁港整備事業分担金 295

市債 漁港施設整備事業債（過疎対策債） 9,400

9,400 295 1,905
総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進

参考R元決算額
部 農林水産部

項 03 水産業費

11,600千円 15,306千円 △ 3,706千円
海業水産課

事
業

02 漁港整備事業
国庫支出金

854千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 漁港管理費
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○工事請負費

・浜詰漁港（夕日泊地）航路浚渫工事

浚渫面積 A＝2,100㎡

浚渫土量 V＝1,000㎥

10,000千円

3,168

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　経年劣化等により更新が必要な漁港施設について、長寿命化と更
新コストの縮減を目的とした機能保全計画に基づき、浚渫工事を計
画的に実施する。

主
な
財
源

分担金 水産物供給基盤機能保全事業分担金 166

府補 水産物供給基盤機能保全事業費補助金 6,666

総合計画
計画項目

03 つくり育てる漁業と海業の推進 6,666

府支出金 市債 繰入金 その他

166

参考R元決算額
部 農林水産部

項 03 水産業費

10,000千円 0千円 10,000千円
海業水産課

事
業

03 水産物供給基盤機能保全事業
国庫支出金

12,001千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 漁港管理費
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○健康づくり事業 ○食育推進事業

① 健康づくり推進員事業（第6期健康づくり推進員の育成・活動支援、 　京丹後市健康増進計画（食育推進計画）　　

第7期推進員の募集） ① 施策の方向Ⅰ「共食・朝ごはん・食事バランス」

・健康運動指導士謝金（1回）  ・食生活改善推進員の育成（調理材料ほか、会場借上料）

・医師講師謝金（1回）  ・食生活改善推進による伝達講習会（講師謝金・6支部×3回）

・健康づくり推進員活動費（3千円×48人）  ・こども園、保育所での食育指導(印刷製本費)【子ども未来課】

・消耗品費（研修会資料、募集用紙ほか）

・役務費（研修会案内等の郵送代） ② 施策の方向Ⅱ「地産地消・食文化」

 ・食文化伝承推進事業（講師謝金・18回）

② 歩いてすすめる健康づくり（チャレンジウォーキングの開催）  ・お魚料理教室（調理材料ほか）【海業水産課】

・ウォーキングチャレンジカード作成（印刷製本費）  ・子どもクッキング教室（教材消耗品）

・ウォーキングコース看板修繕（原材料費）  ・食育推進ネットワーク関連経費（郵送料）

事
　
業
　
概
　
要

282千円 598千円

18千円 52千円

29千円 108千円

26千円 14千円

17千円 2千円

144千円 146千円

27千円

21千円

216千円

60千円

目
的
・
趣
旨

　健康づくり推進員、食生活改善推進員の育成を行い、健康づくり
や食育の普及啓発にかかる地域活動等を支援することにより、市民
主体の健康づくり及び生涯を通じた食育を推進する。

主
な
財
源

府補 健康増進事業費等補助金 78

府補 食料産業･6次産業化交付金 280

総合計画
計画項目

08

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

課 健康推進課

一般財源

803千円

繰入金 その他府支出金 市債

生涯にわたる体とこころの健康づくり 358 522

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 保健衛生費

880千円 914千円 △ 34千円目 02 保健対策費

事
業

01 健康づくり･食育推進事業【再掲】
国庫支出金
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

商工観光部　主要事業説明資料
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○京丹後市地域雇用促進協議会負担金 ○職業訓練校補助金

【雇用促進事業】

・ふるさとバス運行事業

・保護者･教員向け企業見学ツアー、説明会開催事業 ○職業能力向上支援補助金

・高校生向け産業･企業セミナー ・補助率：補助対象となる研修の受講料の1/2以内

【人材育成事業】 ・上限額：20千円/年度

・TANGO子ども未来プロジェクト事業

・織物産地未来プロジェクト事業 ○移住支援事業補助金

○職員旅費・有料道路通行料等

○丹後地域職業訓練協会運営費補助金

予
算
科
目

款 05 労働費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 労働諸費

6,451千円 6,489千円 △ 38千円目 01 労働諸費

事
業

01 人材確保･就職促進対策事業
国庫支出金 府支出金 市債

地域の雇用・経済を担う商工業の振興 750 5,701

参考R元決算額
部 商工観光部

課 商工振興課

一般財源

5,671千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　京丹後市地域雇用促進協議会が実施する人材確保・就職促進のた
めの事業に必要な費用の一部を負担し、市内事業所における地元高
校生や大学生、U・Iターン希望者などの人材確保を支援するととも
に、求職者の就業促進を図る。
　また、業務のスキルアップ及び資格取得等を目指す労働者や求職
者、職業訓練事業実施団体、東京圏からの移住者を支援し、雇用の
安定化と就職促進を図る。

主
な
財
源

府補 移住支援補助金 750

総合計画
計画項目

01

事
　
業
　
概
　
要

1,900千円 721千円

1,360千円 　京都府認定職業訓練助成事業費補助金の交付対象となる経費のうち、同補助
金の額の1/2以内の額を補助

780千円

200千円

　東京23区居住者、または通勤者が本市内に転入し、起業若しくは京都府に
登録している事業所に就職した場合、単身世帯600千円、複数世帯1,000千
円の補助金（奨励金）を交付308千円

2,072千円

　職業訓練実施に必要な経費のうち、訓練に伴う収入額を控除した額の範囲内
で補助金を交付

450千円

380千円

540千円

440千円

100千円 1,000千円
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○中小企業緊急雇用調整助成金

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

【助成額】
　　国の雇用調整助成金等の基準賃金額から国の助成金（現行基準上限額
　15千円）を控除した額

45,000

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 5,000

一般財源

5,000 0

目

項

事
業

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 45,000

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 05 参考R元決算額
部 商工観光部

01 労働諸費

50,000千円 0千円 50,000千円
商工振興課

02 中小企業緊急雇用調整助成事業
国庫支出金

0千円労働諸費

労働費 本年度予算額

01

【対　象】
　　新型コロナウイルス感染症の影響を受けて事業活動が縮小し、雇用調整
　助成金若しくは緊急雇用安定助成金の支給を受けた市内中小企業者

前年度予算額 増減額

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、事業活動の縮小を余
儀なくされる事業者に対して、国の助成金と協調し、市独自の助成
金を交付することにより、事業者の経費負担の軽減、雇用の維持、
常用雇用への移行等、雇用の安定化を図る。

50,000千円

　新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の縮小を余儀なくされた
市内中小企業者が、雇用する労働者に対して一時的に休業、教育訓練又は出
向を行い雇用の維持を図った場合に、国から受けられる雇用調整助成金及び
緊急雇用安定助成金に上乗せして市が助成する。
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○会計年度任用職員任用経費（育休代替1人）

（報酬・職員手当・社会保険料等）

○旅費（中小企業庁派遣職員出張旅費ほか）

○消耗品費（事務用品費）

○公用車管理費（8台）

　 ・燃料費

・修繕料

・手数料（自動車登録手数料等）

・保険料（自賠責・任意保険料）

・テレビ受信料

・自動車重量税

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

6,265

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

6,265千円 6,171千円 94千円 2,129千円目 01 商工総務費
課 商工振興課

事
業

50 商工総務一般経費
国庫支出金 府支出金

目
的
・
趣
旨

　商工行政に係る業務を推進するために必要な経費及び公用車の維
持管理経費。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

61千円

195千円

15千円

60千円

事
　
業
　
概
　
要

2,554千円

1,384千円

120千円

820千円

2,207千円

1,056千円
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○小規模事業経営支援事業補助金 ○地域活性化事業補助金

・経営改善普及事業及び職員設置指導事業分 ・京丹後商工祭開催経費補助

小規模事業者への経営指導、経営相談対応活動等

・地域総合振興事業分

機械金属販路開拓、小売商業振興、市場開拓支援

○商店街環境整備事業補助金

　市内の商店街等の景観整備のため、街路灯（スズラン灯）の撤去を支援。

○織物指導等小規模生産基盤整備事業補助金 （対象事業費2,250千円）

・織機調整指導費支援

・織物小規模生産基盤整備支援

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　京丹後市商工会が実施する小規模事業者のニーズに対応した経営
指導及び相談対応事業、地域産業を総合的に振興する事業、織物指
導等小規模生産基盤整備事業、地域産業活性化のためのイベント開
催や商店街の環境整備事業に対して支援を行い、本市商工業の総合
的な振興・発展を図る。

主
な
財
源

7,500千円

2,000千円

2,000千円

　市内の様々な産業が一堂に会し、市民等に市内の産業を周知するとと
もに、会員事業所の交流・販路拡大を促進し産業振興を図る商工祭開催
を支援。
（対象事業費：約7,000千円、開催時期：令和3年10月頃）

750千円

67,500千円

63,500千円

4,000千円

9,500千円

　丹後織物の技術の維持・継承を図るとともに製品品質を確保するため、織物
指導、織機調整事業及び小規模の設備更新等を支援。

79,750
総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

79,750千円 80,000千円 △ 250千円
商工振興課

事
業

01 商工会助成事業
国庫支出金

79,347千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費
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○丹後地域地場産業振興センター運営費補助金 ○丹後地域地場産業振興センター大規模改修補助金

（主な事業） ・消防立入検査による指摘事項に係る修繕

・地場産品常設展示販売･情報発信（カタログ作成･配布等） 防火扉鋼製建具取替工事

・Tango Good Goods 認定事業（年1回認定品見本市開催） 屋内消火栓ポンプ用呼水槽取替工事

・丹後のええもんうまいもん展（京都･大阪･名古屋）ほかイベント出展 ・正面玄関自動ドア修繕

・新商品開発支援（高機能冷凍装置の利活用）

・食品品質向上セミナー等人材育成事業

・アミティ丹後の施設管理及び点検

・アミティ丹後の貸館事業

・アミティ丹後での誘客販売事業（たんご朝市の開催等）

・野村克也ベースボールギャラリーの運営

事
　
業
　
概
　
要

39,579千円 1,126千円

642千円

484千円

目
的
・
趣
旨

　公益財団法人丹後地域地場産業振興センター（アミティ丹後）が
行う施設の管理、丹後ブランド産品の販売、地場産品の販路拡大、
新商品の開発支援、人材育成、情報の収集及び発信など地場産業の
振興を図る各種事業を支援し、本市地場産業の総合的な振興を図
る。

主
な
財
源

一般財源

40,705

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

40,705千円 36,760千円 3,945千円
商工振興課

事
業

02 丹後地域地場産業振興ｾﾝﾀｰ運営支援事業
国庫支出金

40,674千円目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費
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○商工業経営安定利子補給金 ○経営力向上企業支援利子補給金

・対象 平成29年3月31日以前の借入に係る利子

・補給対象期間 60か月間

・補給率 借入利率のうち2.5％以内、補給後の末端金利1.7～1.8％ ・補給対象期間 60か月間

・補給限度額 1事業者当たり年100万円、融資残高の限度額1億1,000万円 ・補給率 借入利率のうち0.1％分

・補給限度額 1事業者当たり年20万円、融資残高の限度額1億1,000万円

○信用保証料補助金

・補助率 30％～80％（借入額に応じた補助率） ○新型コロナウイルス感染症対策利子補給金

・補助限度額 1事業者当たり年40万円 ・補給対象期間 36か月間

・補給率 借入利率のうち0.46%分

○平成29年台風18号被災中小企業者等災害復旧融資支援補助金 ・補給限度額

　京都府災害対策緊急融資の利子の一部を補助

・利子補給額

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

20,000 19,925

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

59,925千円 37,104千円 22,821千円 35,935千円目 02 商工振興費
課 商工振興課

事
業

03 金融支援事業
国庫支出金 府支出金

目
的
・
趣
旨

　市内事業者による運転資金や設備資金の借入に係る信用保証料及
び利子に対して補助を行うことにより、資金調達の円滑化と借入に
係る負担の軽減を図り、市内中小企業者の経営の安定化と成長の促
進を図る。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 20,000

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 18,000

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 2,000

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 20,000

　新型コロナウイルス感染症対策支援として、事業資金融資に係る利子の一部
を補助

1事業者当たり年100万円
融資残高の限度額1億1,000万円

事
　
業
　
概
　
要

4,000千円 843千円

　経営力を向上させる取組を行う中小企業等（経営力向上計画認定企業）の設
備投資に係る金融機関融資の利子の一部を補助

32,000千円

※京都府一般資金及び京丹後市商工業振興融資に基づく融
資、並びに対象融資の設備資金部分には、上記補助率にそれ
ぞれ5％を加算

23,000千円

82千円

対象融資の「12回目までの支払利息の全額」及び「13回目
から60回目までの支払利息の2分の1以内の額」を補助。
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○創業等支援補助金 ○製造・加工業経営革新等推進事業補助金

○商工業支援補助金

事業承継支援事業 1/2以内 200千円

知的財産権取得 1/2以内 200千円

産学連携研究等促進 1/2以内 1,000千円

300千円

国内販路開拓 1/2以内 200千円

国外販路開拓 1/2以内 400千円

交付限度額

1,000千円

事業名

創業支援、空き店舗・空き工場等活用促進

10,000 7,300

事
　
業
　
概
　
要

8,000千円 15,000千円

補助率

1/4以内

4,800千円

事業名 補助率 交付限度額

ブランド戦略PR

新商品等開発 1/3以内

目
的
・
趣
旨

　創業支援のほか、空き店舗・空き工場の活用、新商品の開発、販
路開拓、知的財産権取得、事業承継、織物業や機械金属業等製造・
加工業における経営力向上のための設備投資など市内商工業者の新
たな取組への支援を行い、地域経済の活性化を図る。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（商工業支援事業）

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 10,500

10,500

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 10,000

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

27,800千円 27,400千円 400千円 67,387千円目 02 商工振興費
課 商工振興課

事
業

04 商工業支援事業
国庫支出金

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

　織物業や機械金属業等製造・加工業における経営力向上のための設備投資に
対し補助
　（経営力向上計画認定企業、補助率1/3以内、交付限度額2,500千円）
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○企業立地支援事業 千円 ○企業立地促進事業 千円

・企業立地助成金 千円 ・企業情報検索システム使用料 千円

・職員旅費･有料道路通行料等 千円

・京都府市町村企業誘致推進連絡会議負担金 千円

対象指定事業所　8社（令和3年1月現在）

・企業立地奨励金 千円

対象指定事業所　15社（令和3年1月現在）

・企業移転移住支援金 千円

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

30,833

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

45,033千円 51,043千円 △ 6,010千円 27,726千円目 02 商工振興費
課 商工振興課

事
業

06 企業立地推進事業
国庫支出金 府支出金

目
的
・
趣
旨

　市の事業用地及び企業立地支援制度を広く周知し、市内外企業等
の立地を促進するとともに、基準を満たした事業所の新増設や市外
からの移住を伴う企業の移転を支援することで、雇用の創出・拡大
及び地域産業への経済波及効果の創出を図る。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（企業立地支援事業） 14,200

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 14,200

80

15,240

　「指定事業所」に対し、新増設された事業所の投下固定資産（土
地･建物･償却資産）に対し課税された固定資産税相当額を限度に奨励
金を交付する。

9,200

　代表者や従業員の３人以上の移住を伴い、移転してきた事業所に対
し支援金を交付する。（　3,000千円/社　＋　400千円/人）

事
　
業
　
概
　
要

44,440 593

20,000 40

　一定規模以上の投資を行い、市民正規雇用者数を3人（中小企業は
2人）以上増加させた「指定事業所」に対して、同雇用者数1人当た
り100万円を限度として、設備投資経費や人件費に充当できる助成金
を交付する。

473
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○工業団地の維持管理費

・消耗品（草刈チップソー等）

・出入口看板照明電気料等

・修繕料

・草刈業務等団地環境美化業務委託料

・団地内水路及び水道敷地用地借上料

（参考）市内の工業団地

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 商工費

898千円 2,484千円 △ 1,586千円目 02 商工振興費

事
業

07 工業団地維持管理事業
国庫支出金 府支出金 市債

地域の雇用・経済を担う商工業の振興 898

参考R元決算額
部 商工観光部

課 商工振興課

一般財源

1,758千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　市内工業団地の維持管理を行い、団地の環境美化に努めるととも
に、魅力的な立地環境を維持する。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

01

事
　
業
　
概
　
要

898千円

4千円

54千円

50千円

787千円

3千円

谷工業団地 久美浜町谷

森本工業団地 大宮町森本

大山工業団地 丹後町大山

永留工業団地 久美浜町永留

工業団地名 所在地

赤坂工業団地 峰山町赤坂

清水工業団地 大宮町谷内
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○テレワーク戦略実践会議 ○サテライトオフィス設置等支援補助金

・アドバイザー謝金等 千円 ・サテライトオフィス設置事業

補 助 率 ：1/2以内（開設時1回　500千円上限）

○コーディネート業務委託料 対象経費：事務所改修費、備品購入費等

・サテライトオフィス運営事業

補 助 率 ：1/2以内（40千円上限/月、最長3年）

＜参考：債務負担行為設定＞ 対象経費：オフィス賃借料、光熱水費、通信費、本社（所）への出張旅費等

○コワーキングスペース再開設

・家屋借上料（コワーキングスペース部分）

○テレワーク環境整備支援補助金 ・管理運営委託料

 開設場所：丹後地域地場産業振興センター内

補助率：1/２ 上限額：500千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　テレワークなどによる多様な働き方が浸透する中、策定したテレ
ワーク推進戦略に基づき、テレワーク環境の整備等を支援し、都市
部の企業や人材の誘致を図る。
　また、コワーキングスペース（テレワークセンター）を再開し、
市内外の事業者による異業種交流等を通じて、市内商工業事業者の
イノベーション展開を促進する。

主
な
財
源

国補 地方創生ﾃﾚﾜｰｸ交付金

980千円

11,100千円

・ワーケーション、企業体験プログラムの構築、プロモーション業務及び
　都市部企業や人材と市内企業との交流事業開催業務
　（プロポーザルにより業者選定予定）

1,000千円

891千円

627千円

委託料

　市内にワーケーション等拠点の拡大を図るため、市内民間事業者が行うテレ
ワークのためのWi-Fi整備や、コワーキングスペース開設のための施設改修、
設備整備を支援

8,510

264千円

247

5,708

令和7年度

14,800千円

合　計

59,200千円

247千円

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 8,510

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

14,218千円 1,871千円 12,347千円
商工振興課

事
業

08 自然あふれるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ推進事業
国庫支出金

840千円目
課

一般財源府支出金 繰入金 その他

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費

令和4年度

14,800千円

令和5年度

14,800千円

令和6年度

14,800千円

市債
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○機械金属業販路開拓等事業費補助金

丹後機械工業協同組合

2/3以内

・異業種交流･新分野開拓推進事業（展示商談会への出展）

・イノベーション･未来創造研究事業（セミナー･交流会等の開催）

○展示商談会への職員参加経費

職員旅費、有料道路通行料、駐車場使用料

事
　
業
　
概
　
要

5,000千円

実 施 主 体 ：

補 助 率 ：

事 業 内 容 ：

199千円

2,500

一般財源

目
的
・
趣
旨

　市内の機械金属関連事業者の異業種交流による新たな分野へのビ
ジネス展開や販路開拓のほか、これからの機械金属業界の進むべき
方向を展望した丹後機械工業協同組合の積極的かつ主体的な活動に
対して補助金を交付し、本市の基幹産業である機械金属業の更なる
成長発展を図る。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金

2,699

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 2,500

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

5,199千円 5,499千円 △ 300千円
商工振興課

事
業

09 機械金属業振興事業
国庫支出金

5,526千円目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費
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○研修事業負担金

○施設等管理運営負担金

　「丹後・知恵のものづくりパーク」の運営管理等経費の一部を負担

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

6,800千円 6,900千円 △ 100千円
商工振興課

事
業

10 人材育成事業
国庫支出金

6,867千円目
課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

6,800

事
　
業
　
概
　
要

500千円

目
的
・
趣
旨

　「丹後・知恵のものづくりパーク」（北部産業活性化拠点・京丹
後）の研修事業の実施及び施設の管理運営等に必要な経費の一部を
負担することにより、事業の円滑な実施と適切な施設運営を促す。

主
な
財
源

　「丹後・知恵のものづくりパーク」において実施する研修事業経費
の一部を負担

6,300千円
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○京丹後DX推進検討チーム設置経費 千円

・アドバイザー謝金（12人分、費用弁償含む） 千円

＜検討内容＞

・職員旅費 千円

○デジタル化促進事業ワークショップ開催経費［政策企画課］ 千円

・講師謝金２人分（費用弁償分含む） 千円

※ iU情報イノベーション専門職大学より派遣予定

○異業種交流ビジネス支援補助金 千円

補助率：2/3 限度額：1,000千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　近未来時代の将来を見越したデジタル社会の啓発を図るととも
に、先端技術を活用した事業活動を支援するため、市内事業者、市
内関係団体等による京丹後DX（デジタル・トランスフォーメーショ
ン）を推進し、ICT技術を用いた近未来時代に対応した事業活動や
市民活動を促進する。また、包括協定を締結したiU情報イノベー
ション専門職大学と連携し、デジタル化促進のための人材を育成す
る。

主
な
財
源

1,394

483

190

高速無線通信網、地域内循環、
デジタル社会観光地づくり、市民総幸福指標　など

190

1,000

　織物業と機械金属業が協力し、先端技術を活用した新しい織物と織機技術を
開発する試作品づくりを支援

国補 地方創生推進交付金

1,877

1,292

一般財源

1,775

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 1,292

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

3,067千円 200千円 2,867千円
商工振興課

事
業

11 近未来技術地域導入促進事業
国庫支出金

0千円目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費
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○民民れんけい推進本部アドバイザー設置経費 千円 【参考】アドバイザー

・アドバイザー謝金（費用弁償分含む） 千円 ・総合戦略アドバイザー　山田 啓二氏

・ICT 戦略アドバイザー　山崎 俊巳氏

・ふるさと創生・働き方戦略アドバイザー　松田智生氏

・職員旅費 千円 ・医療・健康戦略アドバイザー　二川一男氏

・産業連携戦略アドバイザー　関総一郎氏

・産業連携戦略アドバイザー　宮城 勉氏

・まちづくり総合戦略アドバイザー　東国原 英夫氏

・コロナ対策・スポーツ交流戦略アドバイザー　梨田 昌孝氏

・文化芸術戦略アドバイザー　榎木 孝明氏

・いのち・生活支援戦略アドバイザー　玄 秀盛氏

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市外の先進企業や大学等と市内の企業や団体・住民の連携を促進
し、本市の各分野での民間集積を高めるため、民民れんけい推進本
部の戦略アドバイザーによる政策提言や産・官・学連携の強化を促
進し、各種産業振興、福祉、教育、防災など様々な分野における将
来の自律的発展を図る。

主
な
財
源

一般財源

2,754

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

2,754千円 0千円 2,754千円
商工振興課

事
業

12 民民れんけい推進本部事業
国庫支出金

0千円目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費

2,754

2,512

　市の実施するプロジェクトに対し、アドバイザーから
指導・助言をいただくための経費

242
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○ICT×地域創生甲子園開催費

○（仮称）松本重太郎展覧会企画運営業務 千円 ・企画運営業務委託料 千円

・（仮称）松本重太郎展覧会企画運営委託料 千円 ・報償金（最優秀者） 千円

松本重太郎翁の生涯や功績を紹介する特別展を開催

時期：令和3年6月～８月

場所：大阪企業家ミュージアム（大阪産業創造館内：大阪市中央区）

○松本重太郎翁講演会開催費 千円 開催時期：令和3年8月（予定） 場所：未定

展覧会開催にあわせ、松本重太郎翁の講演会等を開催

・講演会講師謝金 千円 ○学生起業家支援

・職員旅費･有料道路通行料等 千円 ・創業者法人化支援補助金 千円

学生等が起業時又は起業後に法人化する際の登録免許税に補助金を交付し支援

補助率：1/2（ただし、国の軽減措置を活用する場合は軽減後の全額）

・シェアハウス設置モデル事業補助金 千円

参考R元決算額
部 商工観光部

0千円 18,112千円
商工振興課課

繰入金

0千円

市債 その他 一般財源

本年度予算額 前年度予算額

項

増減額

01 商工費

18,112千円

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 6,865

予
算
科
目

款 07 商工費

事
業

13 大阪･関西万博連携事業
国庫支出金

目

府支出金

02 商工振興費

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　2025年（令和７年）の大阪・関西万博を見据え、特に大阪と関
係の深い松本重太郎翁に関連する事業を通じて、大阪を中心とした
関西の経済団体や企業との連携を促進する。また、ビジネスコンテ
ストを開催して、学生等の起業家の注目を集め、併せて市内で起業
しようとする学生起業家を支援し、新産業の創造や雇用の場の確保
を図る。

主
な
財
源

10,000千円

9,500

500

　「目指せ令和の松本重太郎翁」を掲げ、本市の地域資源を活用した高校生を
含むU35の若手起業家のビジネスコンテストを開催する。全国からビジネス
アイデアを公募し、リモートでプレゼン発表を行うことで人材を育成し、ま
た、そのビジネスプランを応援したい企業等とのマッチングを図ることで、全
国の起業家たちに京丹後市での起業を誘導

　学生起業家やインターンシップ等の利用を図るため、業界団体がシェアハ
ウスを設置する場合の改修費用等を支援
補助率：10/10　　　　　限度額4,000千円

200

4,000

4,200千円

3,520

3,520

11,247

地方創生推進交付金 6,865国補

292

100

392
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○中小企業事業継続応援給付金 ○宿泊業緊急支援給付金

【対象事業者】 【対象事業者】

　市内中小企業者及び小規模事業者（宿泊事業者を除く） 市内宿泊事業者

個人事業主　30万円・法人　60万円

30,000千円

　市内の中小企業者が雇用調整助成金、緊急事態措置協力金・一時支援金など
を申請した場合に、助成金が支給されるまでのつなぎ資金として、無利子、無
担保、無保証にて、市が100万円を上限に、一時的に貸付けるもの。
【貸付要件】貸付額：上限100万円
　　　　　　利子等：無利子・無担保・無保証
　　　　　　返済等：申請している助成金などが交付された月

　前年又は前々年の1月から3月の間の事業収入
　 　－　前年又は前々年同月比30％以上減少している月の事業収入×3

　事業規模（従業員数）に応じ上限を設定
　　・従業員数が1人～24人　　従業員数×2万円
　　・従業員数が25人以上　　　　　　　50万円

【支給要件】

○事業継続支援緊急資金貸付金

【支給要件】

【給付額】

　令和3年1月から3月の間のいずれかの月の売上高が、前年又は前々年同
月比で30％以上減少していること。ただし、京都府の緊急事態措置協力金
又は国の一時支援金、本市の宿泊業緊急支援給付金の受給者は除く。

　令和3年1月から3月の間のいずれかの月の売上高が、前年度同月比または
前々年同月比で30％以上減少していること。または、令和2年に創業したなど
により、対象月がない場合は、令和2年11月と12月の売上高の平均に対し令和
3年1月から3月の間のいずれかの月の売上高が、30％以上減少していること。

【給付額】

220,000千円 75,000千円

参考R元決算額
部 商工観光部

0千円 325,000千円

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

前年度予算額 増減額

29,500

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金
　京都府による緊急事態宣言措置により、飲食業等の時短営業や、
不要不急の外出を控える要請があり、要請対象事業所に限らず、全
産業に売上減少等の影響があることから、市独自の給付金等により
市内事業者の事業継続を図る。

総合計画
計画項目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額

項 01 商工費

325,000千円
商工振興課

事
業 商工業緊急支援事業

国庫支出金

0千円目 02 商工振興費
課

府支出金 市債 繰入金 その他
14

一般財源

30,000 0

265,500

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

主
な
財
源

29,500

諸収入 事業継続支援緊急資金貸付金元金収入 30,000

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

265,500
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○クーポン券発行事業 千円

　

・クーポン券金額：1,000円／人（1枚500円×２枚）

※１回につき1,000円以上の食事等で割引券500円／枚が使用可能

・発行枚数：108,000枚

・クーポン券利用店舗等：市内の事前登録事業者

・実施期間：未定（効果的な時期を見定め実施）

・換金期限：未定

需用費（事務用品、クーポン券等印刷費） 千円

役務費（配達記録郵便料、新聞折込手数料） 千円

クーポン券補助金 千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

主
な
財
源

　新型コロナウイルス感染症の影響により経済活動の劇的な回復が
見込めないなか、市民全員にクーポン券を配付することで、市内に
おける消費を喚起し経済循環を促進する。

54,000

12,031

66,900          

　地元商店をはじめ登録事業者が幅広く使用できるクーポン券を発行し、
市内事業者の業績回復と客足の誘導により経済活動の回復を図る。

869

60,000

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 6,500

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

一般財源

6,500 400

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 60,000

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

66,900千円 0千円 66,900千円
商工振興課

事
業

15 地域消費喚起事業
国庫支出金

0千円目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費
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○事務費

・職員旅費･有料道路通行料等

・消耗品費

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地域経済・産業の振興、活性化を図るための活動等に必要な経費

主
な
財
源

416千円

384千円

一般財源

416

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

416千円 428千円 △ 12千円
商工振興課

事
業

50 商工振興一般経費
国庫支出金

644千円目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 商工振興費

32千円
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○TANGO OPEN CENTER推進委員会事業（仮称）補助金 ○シルクのまちづくり市区町村協議会（会員数：32団体）

職員旅費等

○森田翁顕彰会負担金

事業例：商談・販売体制整備、インターンシップ受入、機料品安定供給等

（負担割合　京都府1/3、与謝野町・京丹後市1/3、組合1/3） ○織物実態統計調査

○丹後織物工業組合創立100周年記念式典開催負担金 ・会計年度任用職員任用経費（事務補助員1人）

（負担割合　京都府2/5、与謝野町・京丹後市1/5、組合2/5） （報酬・職員手当・社会保険料等）

式典開催時期：令和3年10月（予定） ・調査員謝金

○京丹後ちりめん祭補助金 ・消耗品費

実施時期：未定 ・印刷製本費（報告書）

　場　　所：アミティ丹後付近又は網野神社を予定 ・通信運搬費（調査票郵送）

○全国和装産地市町村協議会（会員数：15団体）

・職員旅費等 92千円

・負担金 10千円

6,215

事
　
業
　
概
　
要

3,206千円 215千円

50千円

321千円

1,924千円

1,472千円

169千円

2,000千円 30千円

66千円

102千円

187千円

目
的
・
趣
旨

　産地のかせぐ力の拡大及び人材育成の両軸を担う『TANGO
OPEN CENTER推進実行委員会（仮称）』が行う振興事業を支援
し、withコロナ時代の販路開拓及び技術継承・人材育成の推進を図
る。
　また、全国の自治体と連携して和装産業及びシルク産業の振興と
魅力ある地域づくりを推進し、併せて、織物業の実態調査を実施す
ることで産地状況を把握・分析し、今後の施策立案に資する。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 1,603

1,603

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

7,818千円 5,792千円 2,026千円 5,659千円目 03 繊維産業振興費
課 商工振興課

事
業

01 産地振興事業
国庫支出金

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

215千円TANGO OPEN CENTER（仮称）を運営する丹後織物工業組合に、与
謝野町、京都府と共に補助金を交付し支援
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○新シルク産業創造館運営経費 千円 ○新シルク産業創造事業補助金 千円

事業化を図る事業者を募集･選定し、8月から業務委託による運営を行う

・市の直接運営経費（令和2年4月～7月分） 千円

会計年度任用職員任用経費（蚕飼育作業員1人） 千円 補助率：2/3 限度額：1,000千円

養蚕関連資材類（人工飼料、蚕種、薬剤類等）　 千円 ・創業、事業拡大支援補助金　　　 千円

光熱水費　　 千円 ・人材育成補助金　　　　　　　　 千円

・業務委託による運営経費（令和2年8月～令和3年3月分） 千円 ・産学連携研究等促進補助金　　　 千円

＜参考：債務負担行為設定＞

千円

・新シルク産業創造館施設保守管理費（通年） 千円 ・謝金　　　 千円

施設管理関連業務委託料（施設機械警備 等） 千円 ・参集旅費　 千円

施設維持補修費　　 千円

通信費（電話代） 千円 ○その他経費（公用車維持管理費、職員旅費等） 千円

火災保険料　　 千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額

事
業

02 新ｼﾙｸ産業創造事業
国庫支出金 府支出金

03 繊維産業振興費

前年度予算額

20,998千円目

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

23,531千円 21,091千円 2,440千円
商工振興課課

増減額

11,365

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 11,365

目
的
・
趣
旨

主
な
財
源

国補

　京都工繊大との連携の下、取り組んできた無菌周年養蚕や遺伝子
組換蚕に係る基礎研究の成果を事業化へ繋げるため、京丹後市新シ
ルク産業創造館の運営を行うとともに、シルク関連事業者が行う大
学等との共同による製品開発、人材育成に係る事業等に対する支援
を行い、地域産業の基盤強化と成長を促進する。

19,075 3,000

事
　
業
　
概
　
要

5,557

2,604

一般財源

12,166

市債 繰入金 その他

地方創生推進交付金

シルク関連産業の創業・事業拡大並びに人材育成等を行う事業者に対する
補助金

○事業内容の検討並びに事業の進捗状況確認等を行う
　外部専門家の招聘に係る経費

839

617

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 合　計

16,371千円 16,371千円 16,371千円 16,371千円 65,484千円

10,914

615

887

委託料

1,000

1,000

1,000

224

30

591

1,899

84

1,370

3,300
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○峰山織物センター運営管理経費

・日直代行業務委託料

・燃料、光熱水費（ガス代、灯油代、電気代、水道料）

・施設警備委託料

・駐車場借上料

・維持管理消耗品、修繕料

・消防設備･防火対象物点検業務委託料

・庭木剪定委託料

・通信運搬費（電話使用料）

・その他維持管理経費（火災保険料、テレビ受信料等）

・旧実習室（現教育支援センター「麦わら」職員室）床改修工事

42千円

40千円

48千円

33千円

事
　
業
　
概
　
要

3,606千円

1,827千円

1,154千円

56千円

306千円

100千円

1,360千円

目
的
・
趣
旨

　峰山織物センターを管理運営し、広く市民の利用に供すること
で、織物業の振興及び住民の福祉増進を図る。

主
な
財
源

使用料 公有財産使用料 161

使用料 峰山織物ｾﾝﾀｰ使用料 96

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 257 4,709

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

4,966千円 3,607千円 1,359千円 3,005千円目 04 商工施設費
課 商工振興課

事
業

01 峰山織物ｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○大宮織物ホール指定管理委託料（委託先：商工会）

○大宮織物ホール土地借上料

○大宮織物ホール女子トイレ洋式化改修工事（4か所）

○弥栄機業センター指定管理委託料（委託先：商工会）

○火災保険料（大宮織物ホール、弥栄機業センター）
事
　
業
　
概
　
要

3,120千円

1,270千円

4,143千円

23千円

14千円

目
的
・
趣
旨

　大宮織物ホール及び弥栄機業センターの維持管理及び運営を指定
管理者に委託し、施設の有効活用と施設利用者の利便性の向上を図
る。

主
な
財
源

市債 商工施設整備事業債（公共施設等適正管理推進事業債） 3,700

諸収入 弥栄機業ｾﾝﾀｰ火災保険料負担金 1

使用料 公有財産使用料 1,062

諸収入 大宮織物ﾎｰﾙ電気料 270

一般財源

3,700 1,333 3,537

課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

8,570千円 5,025千円 3,545千円
商工振興課

事
業

02 商工等指定管理施設運営事業
国庫支出金

5,102千円目

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 商工施設費
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○旧丹後商業活性化ｾﾝﾀｰ公衆ﾄｲﾚ管理委託料（委託先：間人区）

○旧三津小学校除草作業委託料

○旧三津小学校グラウンド等管理委託料

○商店街駐車場（旧小谷医院跡地）外灯電気代

○あしぎぬ苑管理委託料（委託先：鳥取老人会）

○あしぎぬ苑水道使用料、開閉栓手数料

○弥栄機業センター電気代等負担金

○修繕料

・京都工芸繊維大学京丹後キャンパス

・旧三津小学校

○火災保険料

・旧三津小学校

・旧丹後商業活性化センター

81 1,104

事
　
業
　
概
　
要

462千円

198千円

280千円

6千円

52千円

5千円

47千円

6千円

100千円

50千円

50千円

76千円

29千円

目
的
・
趣
旨

　商工業の振興に関わる施設の維持管理を行う。

主
な
財
源

諸収入 旧丹後商業活性化ｾﾝﾀｰ火災保険料負担金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興

47

諸収入 旧三津小学校火災保険料企業負担金 28

諸収入 弥栄機業ｾﾝﾀｰ光熱水費負担金 6

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

1,185千円 1,185千円 0千円 2,778千円目 04 商工施設費
課 商工振興課

事
業

50 商工施設一般経費
国庫支出金

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○フルーツトレイルプロモーション 220千円 ○京丹後ガストロノミカ開催事業 904千円

FM京都（α-STATION）放送広告料（2回分） 　料理人など食に携わる事業者が集い、調理技術等を発表したり学んだりする

学会「京丹後ガストロノミカ」を開催（開催時期：秋頃）

○たんちょすバル開催等支援事業 952千円 ・講師等謝金 320千円

　京丹後食材を使った一品料理「たんちょす」を市内料理人等が提供する ・チラシ作成、動画撮影･配信 411千円

取組を支援（たんちょすバル開催時期：秋頃） ・会場借上料、設営等 173千円

・たんちょすバル開催等補助金 422千円

・たんちょすPRイベント出演謝金 90千円 ○Rico
　　リコ　　　ラボ

 Labo開催支援経費 160千円

・販促物デザイン･制作費 440千円 　料理人、生産者、加工業者などが集い、食材、技術を学んだり事業者間の

交流を促進する場として、「Rico Labo」の開催を支援。

○「旬の京丹後」啓発・普及事業 162千円 ・講師謝金 80千円

・看板作製費 148千円 ・会場借上料 80千円

・土地借上料 14千円

○職員旅費等 192千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 観光振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

2,590千円 3,614千円 △ 1,024千円
観光振興課

事
業

01 “旬”でもてなす食の観光推進事業
国庫支出金

1,802千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

2,590

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　本市の強みである“食の魅力”に磨きをかけ、質の高い「食文
化」と「もてなし」を観光客等に提供することで、豊富で多彩な
「旬の食を活かした滞在型観光（フードツーリズム）」を推進し、
地域の雇用と経済の活性化を図る。

主
な
財
源
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○市ジオパーク情報センター（拠点施設）、ジオサイトの整備及び管理運営 ○京丹後ジオパーク最大活用会議 432千円

5,786千円 ・委員謝金、費用弁償 332千円

・拠点施設運営管理（道の駅てんきてんき丹後内） 3,762千円 ・活動経費（宿泊施設におけるジオガイドセミナー等） 100千円

・ジオサイト保全管理（海岸清掃ゴミ回収、草刈委託） 2,024千円

○ガイド養成講座講師謝金、費用弁償 40千円

○山陰海岸ユネスコ世界ジオパーク普及啓発等 562千円

・ガイド委託料 15千円 ○ジオパーク専門員派遣謝金、費用弁償 60千円

・パンフレット印刷費用、PR缶バッチ資材等 533千円

・関連会議参加旅費 14千円 ○山陰海岸ジオパーク推進協議会負担金 2,560千円

○ジオパーク全国大会 163千円

開催時期：10月 　　開催場所：島根県松江市

・全国大会参加旅費（ガイド、職員分） 143千円

・全国大会資料代、燃料費、有料道路通行料 20千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 観光振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

9,603千円 9,109千円 494千円
観光振興課

事
業

02 ﾕﾈｽｺ世界ｼﾞｵﾊﾟｰｸ推進事業
国庫支出金

8,939千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 1,000

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

5,000 3,603

府補 ｼﾞｵﾊﾟｰｸ推進事業補助金 1,000

繰入金 地域振興基金繰入金 5,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　山陰海岸ユネスコ世界ジオパークの貴重な地質遺産を保護保全す
るとともに、教育や産業振興への活用を図る。
　また、専門的な知識を有するガイドを養成し、山陰海岸ジオパー
クの様々な魅力を発信することで、ジオ・スポーツ、ジオ・アク
ティビティ等体験プログラムを活用した「ジオツーリズム」を推進
する。

主
な
財
源
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○観光地域づくりチャレンジ支援事業補助金

○観光業等活性化推進事業補助金 1,840千円

大会関係者の市内宿泊人数に応じて補助金を交付

①100～500人未満　　：  8万円以内

②500～1,000人未満　：24万円以内

③1,000～2,000人未満：40万円以内

④2,000人以上　　 　　：56万円以内

○全国道の駅連絡会会費 20千円

○近畿道の駅連絡会会費 27千円

○国民保養温泉地協議会負担金 45千円

○職員旅費等 32千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 観光振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

46,964千円 1,924千円 45,040千円
観光振興課

事
業

03 滞在型観光地づくり推進事業
国庫支出金

2,032千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 40,500

府支出金 市債 繰入金 その他

40,500

4,500

一般財源

4,500 1,964

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

主
な
財
源

　まちの活性化及び交流人口の拡大に寄与する各種大会等（コンベ
ンション、スポーツ大会、イベント等）を主催する団体に対し補助
金を交付することにより、宿泊客等を誘致する。
　また、宿泊事業者、飲食事業者及び関連事業者の連携による市域
観光地の付加価値づくりを支援し、滞在型観光地づくりを推進す
る。

【連携例】
　〈滞在･周遊促進〉
　　・お宿×飲食店×土産物店　⇒　宿泊＋ﾗﾝﾁ＋お土産ｾｯﾄﾌﾟﾗﾝの開発
　　・SUP体験事業者×温泉施設×ｶﾞｲﾄﾞ団体　⇒　ｼﾞｵｻｲﾄ等周遊ﾌﾟﾗﾝの開発
　　・お宿×農業者　⇒　収穫体験等ﾌﾟﾗﾝの開発
　　・お宿×酒蔵×ﾀｸｼｰ事業者　⇒　地酒巡りﾂｱｰの開発
　〈販路開拓〉
　　・お宿×飲食店×食材供給者×土産物店　⇒　ECｻｲﾄ開設
　　・異業種間（複数）　⇒　新商品･ｻｰﾋﾞｽの企画、試作、ﾃｽﾄ販売等開発
　〈経営効率化〉
　　・複数のお宿（飲食店）　⇒　ﾒﾆｭｰ開発、仕入先開拓等の共同の取組構築
　　・複数のお宿（飲食店）　⇒　割り箸、おしぼり、ﾊﾟｯｹｰｼﾞ等の開発
　　・お宿×飲食店　⇒　ｹｰﾀﾘﾝｸﾞ調達、泊食分離等の仕組みづくり

45,000千円

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金

　全国的な新型コロナの感染拡大により深刻な影響を受けた宿泊事業者、飲食
事業者及び関連事業者等において、観光誘客の促進や市内でのマイクロツーリ
ズムに寄与する仕組みづくりが必要となっている。このため、関係事業者の
パートナーシップによる市域観光地の新付加価値づくりを支援するもの。
　・補助金申請者：宿泊事業者又は飲食事業者
　・補助率：10分の9
　・補助金額：1事業者当たり10万円以内（2以上の事業者連携が必須）
　　　　　　　　（補助金上限額：100万円）
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○砂浜海岸の保全事業費 4,047千円

・一斉クリーン作戦（6月中旬予定） 1,814千円

・海水浴場清掃美化業務委託料 2,233千円

○砂浜海岸の活用事業費 430千円

・遊歩道堆積砂撤去委託料 330千円

・遊歩道修繕料 100千円

○職員旅費 7千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 観光振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

4,484千円 4,464千円 20千円
観光振興課

事
業

04 日本一の砂浜海岸づくり推進事業
国庫支出金

2,122千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 1,700

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

2,784

府補 きょうと地域連携交付金（日本一の砂浜海岸づくり推進事業） 1,700

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　京丹後の美しい砂浜海岸を保全するとともに、ビーチ一斉クリー
ン作戦の実施、海岸清掃への支援等を行い、年間を通じてにぎわう
日本一の砂浜海岸づくりを推進する。

主
な
財
源
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○観光インフラ整備等促進事業補助金

【申請予定事業】

・夕日ヶ浦温泉：温泉管改修工事（3か年事業の3年目）

・その他申請対応枠（見込み） 26,320千円

繰入金 観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金繰入金

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 観光振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

30,000千円 30,000千円 0千円
観光振興課

事
業

05 ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ･宿泊促進強化事業
国庫支出金

85,297千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

30,000 0

30,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　観光インフラ整備等促進実行調整費基金を活用し、魅力ある観光
地づくりに資するインフラ整備等の事業に対して補助金を交付し、
本市の美しい自然や温泉等豊かな資源を活かした個性ある観光地づ
くりを推進する。

主
な
財
源

30,000千円

3,680千円
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○海水浴場開設者支援事業補助金 9,226千円

（連絡員業務に係る連絡所及び必要備品の設置費並びに人件費）

○水難啓発救助委託料 80千円

○水難救助船運航謝金 20千円

○消耗品、備品購入（AEDパッド、ハンドマイク等） 861千円

○連絡所等修繕料ほか 31千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 観光振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

10,218千円 10,694千円 △ 476千円
観光振興課

事
業

07 海水浴場連絡員配置等支援事業
国庫支出金

8,588千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 4,000

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

6,218

府補 きょうと地域連携交付金（海水浴場連絡員配置等支援事業） 4,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　「京都府遊泳者及びプレジャーボートの事故の防止等に関する条
例」に基づき開設する海水浴場開設者を支援するとともに、関係機
関及び開設者と連携して、市内海水浴場の安心・安全な環境づくり
を図り、夏季海水浴客の誘客を促進する。

主
な
財
源
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○誘客イベント等情報発信及び広告掲載等経費 446千円 ○広域観光団体負担金 1,820千円

・FM京都（α-STATION）広告（イベント告知等：4回） 440千円 ・（一社）豊岡観光イノベーション（豊岡版DMO） 300千円

・JAF観光登録システム使用料 6千円 ・（公社）京都府観光連盟 390千円

・北近畿広域観光連盟 1,030千円

○観光宣伝活動等事務経費 488千円 ・（特非）ジャパン･フィルムコミッション 100千円

・旅費、有料道路通行料等 380千円

・キャンペーン景品、出演謝金、観光宣伝物品等 108千円 ○「ミニボートピア京丹後6周年競走」物産展等PR経費［政策企画課］ 73千円

○観光大使宣伝事業 384千円

・イベント出演謝金、名刺、啓発物品、職員旅費

○京丹後PR番組放映制作経費 2,000千円

・京丹後PR番組放映制作委託料

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 観光振興費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

5,211千円 4,229千円 982千円
観光振興課

事
業

08 観光ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進事業
国庫支出金

4,384千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 364 400

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

4,447

国補 地方創生推進交付金 364

府補 きょうと地域連携交付金（観光振興事業） 400

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　各種広報媒体の活用やイベントでのキャンペーン、広域観光団体
との連携によるPR活動の展開等により、観光資源、観光情報を発信
し、観光客誘致の促進を図る。

主
な
財
源
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○京都府北部地域連携都市圏振興社（海の京都DMO）運営負担金

○京都府北部地域連携都市圏振興社京丹後地域本部補助金

【事業費】

・国内外観光プロモーション･マーケティング事業

・インナープロモーション事業

・受託事業等（各種パンフレットリーフレット更新等）

○京丹後市観光立市推進会議

【管理費】 ・委員報酬（委員24人）

・本部･支部の事務経費及び支部職員の人件費 全体会議（2回）

検討部会（3回）

○国際交流員（CIR）任用経費（1人） ・費用弁償（全体会議、検討部会）

・自治体国際化協会負担金等

102千円

187千円

　総務省「地域おこし企業人交流プログラム」事業を活用し、観光に関する専
門的なノウハウや知見を有する大手企業の社員を受け入れる。
　受入社員数：2人（㈱JTB、㈱ANA総合研究所）

493千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額

05 観光振興費

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 8,322

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

92,579千円 72,412千円 20,167千円
観光振興課

事
業

09 地域総ぐるみ観光地づくり事業
国庫支出金

76,055千円目
課

増減額前年度予算額

一般財源

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　京都府北部地域連携都市圏振興社（海の京都DMO）に参画すると
ともに、同京丹後地域本部（京丹後市観光公社）の活動を支援する
ことで、海の京都観光圏における京丹後市の観光振興を図る。
　また、京丹後市観光立市推進会議を開催し、第3次京丹後市観光
振興計画の進捗状況の検証等を行う。

主
な
財
源

国補

繰入金

・海の京都エリア活性化事業（6支部活動補助金）

11,367千円

4,594千円

・会計年度任用職員報酬等 4,337千円

257千円

13,053千円

4,984千円

40,866千円

・受入期間：令和3年4月1日～令和4年3月31日19,279千円

・配属部署：商工観光部観光振興課[勤務場所：京丹後市観光公社]3,550千円

15,259千円 ○地域おこし企業人交流プログラム受入事業負担金 20,000千円

52,233千円

8,322

ふるさと応援基金繰入金 40,000

40,000 44,257

地方創生推進交付金

306千円

その他繰入金市債府支出金

204千円
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○小浜海水浴場公衆トイレ改修工事

・委託料（設計監理業務）

・工事請負費

○海浜等施設管理経費〔一部、各町域の市民局へ配当〕

・管理用消耗品費

・光熱水費

・修繕料

・手数料（し尿処理・浄化槽法定点検等）

・保険料

・委託料（海水浴場清掃美化・浄化槽維持管理等）

・使用料及び賃借料（土地借上料・仮設トイレ借上料）

・原材料費

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 観光等施設費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

64,814千円 9,093千円 55,721千円
観光振興課

事
業

01 海浜等施設管理事業
国庫支出金

8,549千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進

府支出金 市債 繰入金

市債 観光施設整備事業債（過疎対策債）

その他

55,200

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　海水浴場等に設置されているトイレ、シャワー、更衣室等の観光
関連施設の清掃・維持管理を行うことにより、観光客等の利便性及
び快適性の維持向上を図る。

主
な
財
源

10千円

63千円

3,914千円

52,690千円

274千円

9,535千円

86千円

3,108千円

750千円

1,330千円

55,279千円

2,589千円

55,200

9,614
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. ○自然公園施設等管理経費〔各町域の市民局等へ配当〕 14,639千円 自然公園園地等一覧

・自然公園施設等管理委託料（12園地・4遊歩道） 6,659千円

・自然公園内ごみ収集委託料（5園地） 2,588千円

・トイレ清掃･水道施設管理･バイオトイレ維持管理委託料　 1,210千円

・し尿汲取手数料（7園地） 1,758千円

・修繕料（自然公園内市所有施設の小修繕） 90千円

・原材料費（自然公園内敷地整備） 30千円

・通信運搬費（経ヶ岬園地水道施設遠方監視システム） 32千円

・消耗品費、光熱水費（10園地） 2,100千円

・火災保険料（五色浜園地給水装置機械室棟、丹後松島トイレ） 10千円

・土地借上料（後ヶ浜園地トイレ用地、経ヶ岬園地駐車場用地） 160千円

・職員旅費 ２千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 観光等施設費
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

丹後町

町名

後ヶ浜、犬ヶ岬、丹後松島、経ヶ岬

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 8,694

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

14,639千円 14,466千円 173千円
観光振興課

事
業

02 自然公園管理事業
国庫支出金

13,836千円目

8,694

5,945

園地等の名称

かぶと山、大向、湊宮、葛野、箱石

浜詰、夕日ヶ浦、五色浜

小浜、掛津、遊、三津
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　 国立公園及び国定公園区域内にある公園施設等の維持管理（京都
府から受託）を適切に行うことにより、自然公園の環境保全及び活
用を促進する。

主
な
財
源

府委 国立公園･国定公園管理委託金

丹後天橋立大江山国定公園

山陰海岸国立公園

公園名

久美浜町

網野町
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○光熱水費（弥栄あしぎぬ温泉電気代） ○特殊建築物定期報告、電気設備保守委託料

○手数料（水質検査手数料、火災保険料及び自動車保険料） ○土地借上料

○委託料（観光関連施設指定管理委託料） 　竹野多目的広場、竹野オートキャンプ場、宇川温泉給湯管理用地、

・天女の里 　丹後半島森林公園、静の里駐車場、体験農業施設等農園管理棟用地、

・小町公園 　弥栄あしぎぬ温泉駐車場等用地、かぶと山公園用地

・浅茂川温泉関連施設 ○AEDリース料（指定管理12施設）

・道の駅てんきてんき丹後関連施設

・碇高原ステーキハウス

・宇川温泉よし野の里

・高嶋園地

・丹後温泉はしうど荘

・丹後半島森林公園（スイス村公園）関連施設

・弥栄あしぎぬ温泉

・久美浜豪商「稲葉本家」

・かぶと山公園関連施設

9,720千円

3,538千円

33,329千円

15,300千円

5,809千円

2,347千円

131,362千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 観光等施設費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

150,752千円 113,054千円 37,698千円
観光振興課

事
業

03 観光等指定管理施設運営事業
国庫支出金

115,707千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進

府支出金 市債 繰入金 その他

69,300 12,211 69,241

諸収入 弥栄あしぎぬ温泉電気代等負担金 12,211

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債） 69,300

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　観光関連施設の管理運営を指定管理者に委託し、施設や設備等の
適切な維持管理を行うことにより、施設の効率的かつ効果的な管理
運営と利用者へのサービス向上を図る。

主
な
財
源

4,778千円

3,187千円

1,349千円

507千円31,271千円

11,314千円

3,333千円

10,404千円

2,546千円

20千円

12,000千円
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○浅茂川温泉静の里 ○天女の里

・現状分析調査委託料 ・デッキサイト改修工事

・除雪機更新（1台） ○道の駅てんきてんき丹後

○弥栄あしぎぬ温泉 ・自動ドア修繕

・ブリッジ改修工事 ・エアコン取替工事

・浴室天井劣化調査委託料 ○森林公園スイス村

・第1キューピクル受電設備高圧機器改修工事 ・高原浴場浴槽修繕

・電気室出入口鉄扉取替工事 ・高原浴場機械室鉄ドア取替工事

・露天ウッドデッキ取替工事 ・専用水道ろ過膜取替工事

○かぶと山公園 ・スノーモービル更新（3台）

・看板取替工事 ・風のがっこう京都厨房冷凍冷蔵庫更新

・空調設備、Wi-Fi設置等工事

・テレワーク用什器、BOX型会議室等購入 ○緊急対応分（修繕料、工事設計委託料、工事監理委託料、工事請負費）

400千円

8,007千円

8,007千円

608千円

8,405千円

4,000千円

14,874千円

826千円

19,109千円

9,013千円

13,929千円

24,124千円

10,800千円

27,462千円

800千円

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額

△ 98,665千円
観光振興課

事
業

04 観光等指定管理施設大規模改修事業
国庫支出金

44,618千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 13,725

府支出金 市債 繰入金 その他

28,800 18,000

予
算
科
目

増減額

06 観光等施設費

参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

98,411千円 197,076千円

37,886

国補 地方創生ﾃﾚﾜｰｸ交付金 13,725

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 18,000

事
　
業
　
概
　
要

市債 観光施設整備事業債（合併特例債） 4,700

目
的
・
趣
旨

　観光関連施設を適切に維持管理することにより、観光客等を含む
利用者の利用促進及び憩い・交流の場に寄与する環境整備を図る。

主
な
財
源

市債 観光施設整備事業債（過疎対策債） 24,100

6,017千円

7,500千円

956千円

891千円

665千円

517千円

5,500千円

809千円

3,247千円

5,482千円
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○観光等施設管理経費〔一部各町域の市民局へ配当〕

 ・消耗品費  ・施設用地、駐車場等土地、観光サイン用地借上料

 ・燃料費（離湖公園管理棟）  ・原材料費

 ・光熱水費  ・小町温泉温泉スタンド電気料負担金

 ・修繕料（ブナハウス内山屋根塗装、観光サイン等）

 ・通信運搬費（離湖公園管理棟電話代）

 ・し尿汲取手数料

 ・水質検査等手数料

 ・保険料（火災保険料）

 ・委託料（清掃、草刈、公園管理、温泉源管理等）

 ・委託料（おおみや小町温泉源水中ポンプ取替調査）

 ・工事請負費（おおみや小町温泉源水中ポンプ取替）

 ・観光サイン除却工事（3か所）

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

30,601千円 20,360千円 10,241千円 20,676千円目 06 観光等施設費
課 観光振興課

事
業

50 観光等施設一般経費
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 1,024 1,140 28,437

目
的
・
趣
旨

　観光関連施設を適切に維持管理することにより、観光客等の利用
促進及び交流・憩いの場としての環境づくりを推進する。

主
な
財
源

府委 碇高原畜産展示資料館管理委託金

諸収入 丹後温泉泉源管理負担金 231

諸収入 公共井戸ﾎﾟﾝﾌﾟ電力費 3

1,024

諸収入 丹後温泉電力料 480

諸収入 圧雪業務委託金 426

事
　
業
　
概
　
要

87千円 764千円

9千円 50千円

1,447千円 33千円

3,854千円

11,102千円

615千円

2,512千円

35千円

499千円

9千円

153千円

9,432千円
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○プロモーション経費 ○ふるさと応援推進連絡会経費

・ふるさと納税特設サイト充実費用 ・講師謝金（1回）

○事務経費

・ウェブ広告等PR費用 ・郵送料、封入作業委託料

京丹後市にゆかりのある方へふるさとを応援いただくための呼びかけ

・旅費、有料道路通行料、駐車場使用料

・PRイベント開催費用 先進自治体職員招へい旅費、企業版ふるさと納税推進のため企業訪問等

○地域ブランド創出モデル事業委託料〔商工振興課〕 2,904千円

　市内事業者と大学・大学生（インフルエンサー）が連携し、地域資源を
活かした新たなブランド産品を創出するためのモデル事業。商品開発、市
場調査、試験販売等を実施するとともに、SNS等による新商品等のPR・拡
散を図る。

20,352千円 2,400千円

　ウェブ広告や紙媒体のPRチラシ等を活用し、京丹後市の特産品の魅力を
発信するもの。

1,025千円

276千円

　ふるさと納税返礼品の魅力を知っていただくために、都市部でのPRイベ
ントを開催するもの。

事
　
業
　
概
　
要

25,358千円 75千円

4,730千円 75千円

　ふるさと納税を通じたシティプロモーションを展開するため、令和2年
度に立ち上げた市特設サイトの充実を図る。（特集記事制作、サイト内動
画制作、イメージロゴの作成） 3,425千円

31,762

目
的
・
趣
旨

　地域、関係団体等との連携やデータ分析に基づくプロモーション
により、ふるさと納税を活用した地域ブランディング及び地域経済
の活性化を目指す。

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

0千円目 09 企画費
課 政策企画課

事
業

08 ふるさとﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進事業【再掲】
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

31,762千円 0千円 31,762千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

建設部　主要事業説明資料
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○土木管理事務経費 ○航空写真サーバー移設作業委託料

職員旅費、消耗品、住民票等取得手数料

○道路関係各種協会、協議会等負担金

○公用車維持管理費（7台）

修繕料、保険料等 ○（仮称）近畿市町村災害復旧相互支援機構負担金

○道路照明等電気代 ○国府事業推進経費

・山陰近畿自動車道早期実現促進大会等経費

○未登記分筆登記委託料（1か所） （会場設営委託料、会場借上料、出演者謝金等）

※京都府丹後文化会館で開催予定（時期未定）

○道路台帳補正業務委託料 ・国府事業推進事務経費

（職員旅費、有料道路通行料等）

○道路台帳システム保守管理委託料

○道路情報通報システム保守委託料

※スマートフォン用アプリ「パ撮ロール」の運用

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 建設部

項 01 土木管理費

13,408千円 45,540千円 △ 32,132千円 11,953千円目 01 土木総務費
課 管理課/土木課

事
業

50 土木総務一般経費
国庫支出金

目
的
・
趣
旨

　国及び京都府が実施する道路事業の推進並びに市道及び法定外公
共物の管理に係る経費

主
な
財
源

手数料 屋外広告物許可手数料

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

13 高速道路網と安全な生活道路網の整備促進

300

手数料 境界確定調査事務手数料 24

1,161千円

395千円

766千円

324 13,084

事
　
業
　
概
　
要

344千円 620千円

486千円

1,179千円

913千円

1,145千円

3,300千円

3,116千円

616千円

528千円
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○会計年度任用職員任用経費 ○調査業務用機器経費

・地籍調査事務報酬等（2人） ・情報通信機器等保守委託料

・ソフトウェア使用料

○地籍調査推進委員謝金

・委員謝金（15人）、傷害保険料 ○公用車維持管理費（２台）

・修繕料、燃料費、自動車損害保険料等

○事務経費

・職員旅費、消耗品費、通信運搬費、有料道路通行料 ○協議会会費

・全国国土調査協会会費、京都府国土調査推進連絡協議会会費

○地籍調査業務委託料

・新庄地区【一筆地調査、一筆地測量等】

・下岡地区【一筆地調査、一筆地測量等】

・木津地区【地籍図根三角測量】

・登記調整業務（復元測量費） 1,500千円

5,229千円

3,531千円

451千円

91,000千円

27,033

33,000千円

25,500千円

31,000千円

75,000

総合計画
計画項目

13 高速道路網と安全な生活道路網の整備促進 75,000

事
　
業
　
概
　
要

924千円

330千円

594千円

710千円

188千円

目
的
・
趣
旨

　山陰近畿自動車道の早期整備促進と円滑な土地利用を図るため、
網野から豊岡間の先線ルートについて、先行して境界確定及び測量
業務等を実施する。

主
な
財
源

府補 地籍調査事業補助金

参考R元決算額
部 建設部

項 01 土木管理費

102,033千円 106,590千円 △ 4,557千円 172,401千円目 02 地籍調査費
課 管理課

事
業

01 地籍調査事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○市道等維持修繕料（市道、里道、水路、交通安全施設修繕） ○道路環境整備委託料（市道草刈）

管理課施工分

市民局施工分（地域協働型小規模公共事業） ○工事請負費

交通安全施設（カーブミラー、ガードレール等）整備工事

○重機借上料 市道維持工事（10路線）

管理課施工分

市民局施工分（地域協働型小規模公共事業） ○道路パトロール経費

会計年度任用職員任用経費（道路パトロール作業員4人）

○機械器具借上料 消耗品、ごみ処理手数料、チェーンソー修繕料等

○原材料費 ○公用車維持管理経費（2台）

管理課施工分 燃料費、修繕料等

市民局施工分（地域協働型小規模公共事業）

○市道小坂オベソ線仮橋設置に伴う土地補償金

事
　
業
　
概
　
要

63,600千円 26,500千円

8,500千円

55,100千円 66,700千円

15,700千円

115千円

50千円 656千円

13,500千円 930千円

2,000千円

11,500千円

7,200千円 51,000千円

200千円

7,000千円 11,062千円

10,406千円

目
的
・
趣
旨

　市が管理する道路施設や交通安全施設の維持修繕及び道路沿いの
草刈りを行い、道路利用者の安全を図る。
　また、道路パトロール作業員による日常点検を実施し、道路損傷
等の早期発見、早期修繕に努める。

主
な
財
源

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 55,000

市債 道路改良事業債（合併特例債） 31,800

市債 道路改良事業債（緊急自然災害防止対策事業債） 17,500

総合計画
計画項目

13

参考R元決算額
部 建設部

課 管理課/土木課

一般財源

141,480千円

繰入金 その他府支出金 市債

高速道路網と安全な生活道路網の整備促進 49,300 55,000 85,357

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 道路橋梁費

189,657千円 159,198千円 30,459千円目 01 道路橋梁維持改良費

事
業

01 道路橋梁維持補修事業
国庫支出金
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○道路新設改良 ○道路改良負担金

【継続】 【新規】

下ノ割堂ゴヤ線（峰山町杉谷） L=70m 道路拡幅 滝川小嶋線（峰山町荒山） L=250m 道路新設

田井垣線（大宮町周枳） L=148m 歩道設置 ○橋梁点検・橋梁修繕

長田妹線（網野町網野） L=110m 歩道設置 橋梁点検業務（180橋）

家下三号線（大宮町口大野） L=43m 道路拡幅 橋梁修繕業務（6橋）

宇川斉宮線（丹後町牧ノ谷） L=250m 道路拡幅 ○橋梁改築負担金

島下地線（久美浜町島） L=100m 道路拡幅 【継続】

【新規】 （峰山町丹波）北三田町茨山線（三町田橋）

南ノ下線（峰山町荒山） L=100m 道路改良 （久美浜町島）島区内1号線（大橋1号橋、大橋2号橋）

野崎2号線（峰山町荒山） L=170m 道路拡幅 【新規】

尾坂線（網野町三津） L=500m 道路拡幅 （峰山町杉谷）有田津久田線（樋田橋）

浅茂川下岡線（網野町浅茂川） L=130m 側溝改良 ○事務費等

仲町土居後線（久美浜町仲町） L=100m 側溝改良 職員旅費、消耗品費、燃料費、有料道路通行料、データ使用料、備品購入費等

8,000千円 4,048千円

7,000千円

15,000千円

32,500千円

4,000千円 47,200千円

11,000千円

27,000千円 100,000千円

47,454

事
　
業
　
概
　
要

206,000千円 5,000千円

30,000千円 5,000千円

21,000千円 149,000千円

市債 道路改良事業債（合併特例債） 277,700

市債 道路改良事業債（過疎対策債） 72,500

16,000千円 46,000千円

30,000千円 103,000千円

37,000千円 179,700千円

目
的
・
趣
旨

　社会資本整備総合交付金及び道路メンテナンス事業補助金等を活
用し、道路新設改良工事及び橋梁点検、橋梁修繕工事を行い、道路
の安全性と利便性を高める。

主
な
財
源

国補 社会資本整備総合交付金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

13 高速道路網と安全な生活道路網の整備促進 138,994 7,100

37,959

国補 道路ﾒﾝﾃﾅﾝｽ事業補助金 101,035

府補 きょうと地域連携交付金（橋梁長寿命化対策事業） 7,100

350,200

参考R元決算額
部 建設部

項 02 道路橋梁費

543,748千円 245,683千円 298,065千円 304,208千円目 01 道路橋梁維持改良費
課 土木課

事
業

02 道路橋梁新設改良事業
国庫支出金

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○除雪用機械維持管理費 千円

除雪機械消耗品、修繕料、回送、撤収手数料等

○除雪・排雪作業委託料（除雪業者・地区） 千円

除雪作業委託料 千円

排雪作業委託料 千円

○除雪用機械借上料（46台） 千円

○排雪場所整地料 千円

○除雪機械運転技能講習補助金 千円

（18千円×1/2）×20人分

180

事
　
業
　
概
　
要

50,225

150,049

146,445

3,604

49,729

3,000

目
的
・
趣
旨

　速やかな除雪作業及び大雪時の排雪作業を行うことで、積雪時に
おける円滑な道路交通を確保し、市民生活の安全安心を確保する。

主
な
財
源

府委 丹後縦貫林道除雪作業委託金 451

府委 歩道除雪作業委託金 601

国補 社会資本整備総合交付金 12,000

府委 府道除雪作業委託金 24,190

一般財源

215,941

課

総合計画
計画項目

13 高速道路網と安全な生活道路網の整備促進 12,000 25,242

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 建設部

項 02 道路橋梁費

253,183千円 246,091千円 7,092千円
管理課

事
業

01 除雪対策事業
国庫支出金

152,335千円目

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 除雪対策費
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○除雪機購入 千円

【業者用】

除雪機械更新　1台（5ｔ級） 千円

配備予定：峰山町久次

除雪機械更新　1台（14ｔ級） 千円

配備予定：大宮町久住

【地区貸与用】

除雪機械新規　1台（3ｔ未満乗用型） 千円

配備予定：久美浜町尉ヶ畑区

除雪機械新規　1台（歩行型） 千円

配備予定：久美浜町奥三谷区

事
　
業
　
概
　
要

42,500

8,900

26,900

5,100

1,600

目
的
・
趣
旨

　大型除雪機械や地区へ貸与する小型除雪機械を購入し、除雪体制
を整える。

主
な
財
源

市債 除雪機械等整備事業債（過疎対策債） 42,500

一般財源

42,500 0

課

総合計画
計画項目

13 高速道路網と安全な生活道路網の整備促進

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 建設部

項 02 道路橋梁費

42,500千円 29,000千円 13,500千円
管理課

事
業

02 除雪機械等整備事業
国庫支出金

18,091千円目

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 除雪対策費
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○急傾斜地崩壊対策事業負担金

（施工箇所：3か所）

・丹後町平地区（平成27年度～令和3年度）【継続】 ・大宮町谷内地区（令和元年度～令和8年度）【継続】

※箇所概要 ※箇所概要

全体事業費：420,000千円（令和3年度：45,000千円） 全体事業費：450,000千円（令和3年度：15,000千円）

保全対象　：人家15戸、国道178号 保全対象　：人家26戸、区民ふれあいセンター、市道

事業内容　：法面工 事業内容　：用地補償

・網野町小浜区（平成28年度～令和3年度）【継続】

※箇所概要

全体事業費：523,000千円（令和3年度：70,000千円）

保全対象　：人家3戸、丹後ふるさと病院、国道178号

事業内容　：法面工

事
　
業
　
概
　
要

16,500千円

7,500千円 2,000千円

7,000千円

目
的
・
趣
旨

　急傾斜地の崩壊を未然に防止し、安全・安心を確保するため、京
都府が実施する急傾斜地崩壊対策事業の費用の一部を負担する。

主
な
財
源

市債 急傾斜地崩壊対策事業債（合併特例債） 15,600

一般財源

15,600 900

課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 建設部

項 03 河川費

16,500千円 24,200千円 △ 7,700千円
管理課

事
業

01 急傾斜地崩壊対策事業
国庫支出金

24,000千円目

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 河川総務費
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○河川等修繕 ○河川等維持補修（9河川）

大宮町・丹後町・弥栄町・久美浜町の4か所 大糸川（峰山町丹波） Ｌ＝45ｍ 浚渫・護岸工

大糸川（峰山町赤坂） Ｌ＝200ｍ 浚渫工

○河川草刈委託料 中川（峰山町矢田） Ｌ＝13ｍ 護岸工

市管理河川：20地区 天谷川（大宮町下常吉） Ｌ＝50ｍ 浚渫工

掛津川（網野町遊） Ｌ＝17ｍ 護岸工

○河川環境整備委託料 是安川（丹後町是安） Ｌ＝110ｍ 浚渫工

京都府管理河川（受託事業）：113地区 入山川（弥栄町吉澤） Ｌ＝460ｍ 浚渫工

女布川（久美浜町女布） Ｌ＝260ｍ 浚渫工

○湯川放水路樋門管理委託料 河内川（久美浜町河内） Ｌ＝70ｍ 護岸工

網野町木津地区

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 建設部

項 03 河川費

97,581千円 79,630千円 17,951千円 69,984千円目 02 河川維持改良費
課 管理課/土木課

事
業

01 河川維持補修事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 52,359 20,300

3,800千円

4,500千円

7,000千円

事
　
業
　
概
　
要

1,600千円 42,300千円

4,000千円

1,500千円

1,320千円 3,500千円

188千円 8,000千円

1,000千円

9,000千円

52,173千円

目
的
・
趣
旨

　河川の除草を行うことにより、河川環境及び景観を保全し、通水
断面を確保するとともに、通水等に支障が生じている河川等施設の
維持修繕を行い、浸水被害、災害等の発生を未然に防止する。

主
な
財
源

府委 河川環境整備費委託金 52,172

府委 湯川放水路樋門管理委託金 187

市債 河川浚渫事業債（緊急浚渫推進事業債） 20,300

24,922

- 9 -



○河川改修負担金

【継続】

鶴川（大宮町周枳） L=40m 函渠工

事
　
業
　
概
　
要

25,000千円

25,000千円

23,700

目
的
・
趣
旨

　京都府による歩道設置工事と合わせて、通水等に支障が生じてい
る河川施設の改修工事を行い、浸水被害、災害等の発生を未然に防
止する。

主
な
財
源

市債 河川整備事業債（合併特例債）

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 23,700 1,300

参考R元決算額
部 建設部

項 03 河川費

25,000千円 58,000千円 △ 33,000千円 51,885千円目 02 河川維持改良費
課 土木課

事
業

02 河川改修事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○都市計画審議会開催経費 ○都市計画関連各種協会負担金

審議会委員14人（うち報酬支払対象者12人） 日本公園緑地協会

・委員報酬 全国街路事業促進協議会

近畿地方都市美協議会

・委員費用弁償 京都府都市計画協会

○職員旅費、有料道路通行料

○参考図書購入費

○水道料（東本町ふれあい公園）

○火災保険料（久美浜一区街路灯） 5千円

149千円

46千円

13千円

84千円 5千円

＝ 84千円 10千円

10人 × 3回 ＝ 120千円 10千円

事
　
業
　
概
　
要

288千円 63千円

38千円

4千円 ×

14千円 × 2人 × 3回

目
的
・
趣
旨

　都市計画マスタープランを推進し、都市計画審議会の運営及び都
市計画に係る事務を円滑に進める。

主
な
財
源

府補 土地利用規制対策費交付金 46

総合計画
計画項目

12 快適な都市空間の形成 46 518

参考R元決算額
部 建設部

項 04 都市計画費

564千円 3,783千円 △ 3,219千円 7,240千円目 01 都市計画総務費
課 都市計画・建築住宅課

事
業

50 都市計画総務一般経費
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○雨水ポンプ場維持管理経費（小栓川、内ヶ森、浜河口） ○工事請負費

ポンプ電気代、電話回線料、修繕料等 都市下水路維持修繕工事（風呂川）

浜河口都市下水路縞鋼板蓋受枠修繕

○雨水ポンプ場点検・管理業務（小栓川、内ヶ森）

機械設備点検

電気工作物保安管理業務

○雨水ポンプ場日常管理経費

会計年度任用職員任用経費

・施設巡回清掃作業員　　1人×週3日

○都市下水路維持管理業務（小栓川、内ヶ森、風呂川）

堆積土除去業務、土砂・ゴミ等積込業務

事
　
業
　
概
　
要

8,617千円 1,000千円

4,547千円

1,377千円

4,560千円

目
的
・
趣
旨

　災害に強いまちづくりを推進するため、都市下水路施設の維持管
理を行い、住宅等への浸水被害を防止する。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

12

参考R元決算額
部 建設部

課 都市計画・建築住宅課

一般財源

13,685千円

繰入金 その他府支出金 市債

快適な都市空間の形成 20,101

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 04 都市計画費

20,101千円 22,721千円 △ 2,620千円目 02 下水道費

事
業

01 都市下水路等維持管理事業
国庫支出金
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○小栓川排水区整備経費等

・小栓川幹線管渠整備工事

○事務費等

職員旅費、消耗品費、燃料費、有料道路通行料
事
　
業
　
概
　
要

63,000千円

63,000千円

517千円

目
的
・
趣
旨

　浸水対策下水道事業費補助金を活用し、公共下水道浸水対策事業
を実施することにより、内水による浸水被害の発生を未然に防止す
る。

主
な
財
源

国補 浸水対策下水道事業費補助金 30,000

市債 都市下水路整備事業債（合併特例債） 31,300

一般財源

31,300 2,217

課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 30,000

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 建設部

項 04 都市計画費

63,517千円 42,905千円 20,612千円
土木課

事
業

02 内水処理対策事業
国庫支出金

363,828千円目

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 下水道費
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○維持管理経費

修繕料等

・峰山途中ケ丘公園街渠修繕

・都市公園一般修繕

○峰山途中ケ丘公園及び峰山総合公園指定管理委託料

（公財）京丹後市公園緑化事業団（令和3年度～令和7年度）

○八丁浜シーサイドパーク指定管理委託料

NPO法人網野スポーツクラブ（令和2年度～令和6年度）

○施設維持工事

京丹後夢球場グラウンド整備

事
　
業
　
概
　
要

1,403千円

42,500千円

15,450千円

6,400千円

目
的
・
趣
旨

　都市公園を適正に維持管理し、市民が快適で安全・安心に利用で
きるようにする。

主
な
財
源

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債） 32,000

一般財源

32,000 33,753

課

総合計画
計画項目

12 快適な都市空間の形成

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 建設部

項 04 都市計画費

65,753千円 57,823千円 7,930千円
都市計画・建築住宅課

事
業

01 都市公園等維持整備事業
国庫支出金

64,861千円目

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 都市公園費
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○緊急安全措置用具等購入経費 ○相続財産管理人選任手続

ガードフェンス、ブルーシート等 予納金

官報公告料等

○空家等対策協議会開催経費

内容：特定空家等の判断 ○その他経費

・委員報酬 空家等基礎調査地図使用料、旅費等

・費用弁償

○老朽空家等除却費補助金（補助率：1/3）

空家除却

補助期間：令和3年度～（計画の改定に合わせ４年ごとに検討・見直し）

倒壊の恐れのある空家等を減らすため、所有者等による危険空家の

自発的な除却（解体）を支援する。

3回 ＝
事
　
業
　
概
　
要

51千円 1,008千円

1,000千円

8千円

238千円

173千円

82千円

1,000千円

200千円 × 5件

72千円

14千円 × 2人 × 3回 ＝ 84千円

4千円 × 6人 ×

目
的
・
趣
旨

　空家等対策計画に基づく施策を推進し、市民の安全・安心の確
保、生活環境の保全及び空家等の活用促進を図る。

主
な
財
源

国補 社会資本整備総合交付金 500

諸収入 相続財産管理人予納金返還金 1,000

総合計画
計画項目

14 安全でうるおいのある住環境の形成 500 1,000 970

参考R元決算額
部 建設部

項 05 住宅費

2,470千円 2,470千円 0千円 1,079千円目 01 住宅管理費
課 都市計画・建築住宅課

事
業

02 空家等対策事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○修繕料

○浄化槽法定検査（11条検査）手数料

○火災保険料　　3戸
事
　
業
　
概
　
要

300千円

15千円

20千円

335

目
的
・
趣
旨

　丹後町定住促進住宅久僧団地の適切な維持管理を図り、丹後町宇
川地域の定住を促進する。

主
な
財
源

使用料 市営住宅使用料現年度分

総合計画
計画項目

14 安全でうるおいのある住環境の形成 335 0

参考R元決算額
部 建設部

項 05 住宅費

335千円 320千円 15千円 292千円目 01 住宅管理費
課 都市計画・建築住宅課

事
業

03 久僧定住促進住宅維持管理事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○職員旅費

○消耗品費

参考図書

○木造住宅耐震診断委託料

○木造住宅耐震改修工事費助成金

耐震改修（補助率：4/5）　　　

簡易耐震改修（補助率：4/5）

○耐震シェルター設置費補助金（補助率：3/4）

4件 ＝

事
　
業
　
概
　
要

24千円

18千円

780千円

52千円 × 15件

1,600千円

300千円

＝ 780千円

5,200千円

1,200千円 × 3件 ＝ 3,600千円

300千円 × 1件 ＝ 300千円

400千円 ×

目
的
・
趣
旨

　昭和56年以前の旧耐震基準で建てられた木造住宅の耐震診断・耐
震改修等を推進し、地震による建物等の倒壊から住民の生命・財産
を守るとともに減災を図る。

主
な
財
源

国補 建築物耐震改修等事業費補助金 3,065

府補 建築物耐震改修等事業費補助金 1,645

総合計画
計画項目

14 安全でうるおいのある住環境の形成 3,065 1,645 1,612

参考R元決算額
部 建設部

項 05 住宅費

6,322千円 6,322千円 0千円 2,857千円目 01 住宅管理費
課 都市計画・建築住宅課

事
業

04 住宅･建築物耐震改修等事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○新たなワーク・ライフスタイル等住宅改修補助金

・補助対象工事

・在宅勤務又はオンライン授業への対応や配慮を目的とする工事

・ステイホームにおける健康増進等を図ることを目的とする工事

　もしくは住宅における感染防止を目的とする工事

・補助金額

対象経費（500千円以上）の10分の1以内の額（上限：100千円）

・対象期間：令和3年度

事
　
業
　
概
　
要

10,000千円

目
的
・
趣
旨

　「ウィズコロナ時代」の住宅における新しい働き方（ワークスタ
イル）と新しい生活様式（ライフスタイル）を推進するために、住
宅改修工事に対する補助金を交付する。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症地方創生臨時交付金

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 1,000

9,000

総合計画
計画項目

14 安全でうるおいのある住環境の形成 9,000 1,000 0

参考R元決算額
部 建設部

項 05 住宅費

10,000千円 0千円 10,000千円 0千円目 01 住宅管理費
課 都市計画・建築住宅課

事
業

05 新たなﾜｰｸ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ等住宅改修事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○市営住宅入居者選考委員会開催経費 ○使用料及び賃借料

選考委員8人（うち報酬支払対象者7人） 建築積算ソフトウェア・物価データー使用料

・委員報酬

・委員費用弁償

○職員旅費、各種研修参加負担金

○消耗品費等

参考図書購入費

○委託料

公営住宅管理システム保守管理委託料

1,096 0

事
　
業
　
概
　
要

95千円 489千円

4千円 × 7人 ×

149千円

3回 ＝ 84千円

11千円

261千円

102千円

目
的
・
趣
旨

　住宅困窮者への住宅提供のため、市営住宅の入居募集及び既入居
者の適切な管理事務を行う。

主
な
財
源

使用料 市営住宅使用料現年度分

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

14 安全でうるおいのある住環境の形成

1,096

参考R元決算額
部 建設部

項 05 住宅費

1,096千円 1,658千円 △ 562千円 1,503千円目 01 住宅管理費
課 都市計画・建築住宅課

事
業

50 住宅一般経費
国庫支出金

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○維持管理経費 ○芋野団地改善等工事実施設計業務

・消耗品費、修繕料

・手数料

浄化槽法定検査（11条検査）

 （御陵団地・松岡団地・松岡集会所・西橋爪団地）

・保険料

建物の災害共済保険料：市営住宅29団地・松岡集会所

・保全管理経費

害虫駆除、敷地の草刈、消防設備等の保守点検等

・土地借上料

成願寺団地、堤団地、和田野団地、芋野団地、松原団地、小浜団地

○成願寺南団地外壁改修工事

○市営住宅用火災警報器取替工事

事
　
業
　
概
　
要

13,083千円 5,900千円

8,100千円

118千円

874千円

1,195千円

目
的
・
趣
旨

　公営住宅と特定公共賃貸住宅を適正に維持管理し、良好な住宅の
提供により生活の安定と社会福祉の増進を図る。

主
な
財
源

2,796千円

6,200千円

2,000千円

市債 市営住宅改修事業債（公営住宅建設事業債） 4,400

使用料 市営住宅使用料現年度分 13,083

国補 社会資本整備総合交付金 1,475

一般財源

4,400 13,083 8,225

課

総合計画
計画項目

14 安全でうるおいのある住環境の形成 1,475

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 建設部

項 05 住宅費

27,183千円 73,666千円 △ 46,483千円
都市計画・建築住宅課

事
業

01 市営住宅維持管理事業
国庫支出金

21,026千円目

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 市営住宅費
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○維持管理費

電気料、水道料、街路灯修繕等

○アメニティー久美浜公園管理委託料

草刈業務、芝生管理、トイレ清掃

※アメニティー久美浜公園（全体面積：28,154.39㎡）

（面積内訳）

京都府 10,575.29㎡

京丹後市 17,579.10㎡

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 港湾総務費

参考R元決算額
部 建設部

項 06 港湾費

2,500千円 2,604千円 △ 104千円
管理課

事
業

01 ｱﾒﾆﾃｨｰ久美浜管理事業
国庫支出金

2,547千円目
課

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承 1,598

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

902

1,598府委 ｱﾒﾆﾃｨｰ久美浜管理委託金

事
　
業
　
概
　
要

300千円

2,200千円

　京都府と京丹後市が整備した施設を一体的に管理しているものであり、京
都府施設の管理に係る経費については、京都府から委託金を受ける。

目
的
・
趣
旨

　アメニティー久美浜公園を適正に管理し、市民及び観光客へ憩い
の場を提供する。

主
な
財
源
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○久美浜港湾清掃業務委託料

久美浜港湾隣接地区へ委託

（葛野、長柄、浦明、神崎、西本町、十楽、湊宮地区）

○十楽埋立地管理委託料（草刈）

○協会負担金

全国海岸協会負担金

京都府海岸協会負担金

日本港湾協会負担金

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 港湾総務費

参考R元決算額
部 建設部

項 06 港湾費

1,444千円 1,588千円 △ 144千円
管理課

事
業

50 港湾総務一般経費
国庫支出金

1,480千円目
課

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承 1,254

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

190

府補 海岸漂着物地域対策推進事業補助金 1,254

事
　
業
　
概
　
要

1,254千円

90千円

100千円

30千円

20千円

50千円

目
的
・
趣
旨

　久美浜港湾の漂着ゴミ等の清掃業務を行い、港湾環境及び景観を
保全する。

主
な
財
源
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○海岸漂着物処理手数料 ○海岸漂着物発生抑制対策（ソフト事業）経費

回収した漂着物を市外の処理施設で処理するための手数料 　環境保全ワークショップ（はだしのコンサートと連携）

○環境保全負担金 　　・講師謝金（市外：2人）

市外の処理施設で処理する場合に必要となる受入先自治体への負担金 　　・講師費用弁償（市外：2人）

○海岸漂着物回収処理委託料（地元区・地元団体） 　　・消耗品費、通信運搬費

市管理海岸分（6海岸）、府管理海岸分（11海岸） 　　・イベント資材借上料

【実施予定海岸】 水をつなぐクリーン大作戦

　　・啓発のぼり旗用ポール購入

海岸清掃及び環境学習

　　・清掃資材（軍手）

　　・バス運転委託料

啓発用物品

　　・エコバッグ等浅茂川海岸、浜詰海岸、小浜海岸【網野】

府管理海岸（管理課） 上向下向海岸、尾和海岸、岩田海岸、此代海岸【丹後】

府管理海岸
（観光振興課）

箱石湊宮葛野海岸【久美浜】、後ヶ浜海岸、 424千円

市管理海岸
（観光振興課）

蒲井海岸【久美浜】、琴引浜（掛津、遊）【網野】 444千円

砂方漁港海岸、竹野海岸、袖志海岸、中浜海岸【丹後】 20千円

11,553千円 43千円

上野平海岸（上野・平）、久僧海岸【丹後】 363千円

事
　
業
　
概
　
要

17,906千円 959千円

130千円

253千円 20千円

41千円

22千円

区分（担当課） 海岸名称【町名】

26千円

目
的
・
趣
旨

　海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため、京都府の補
助事業を活用し、地区等に委託して海岸漂着物の回収及び処理を行
うとともに、発生抑制対策（ソフト事業）を実施することで、海洋
汚染及び海岸漂着物対策を推進する。

主
な
財
源

府補 海岸漂着物地域対策推進事業補助金 28,710

1,961
総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承 28,710

事
業

08 海岸漂着物対策推進事業【再掲】
国庫支出金 府支出金

目 07 環境衛生費
課 生活環境課

一般財源

項 01 保健衛生費

30,671千円 31,307千円 △ 636千円 27,386千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

上下水道部　主要事業説明資料
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○浄化槽設置整備事業費補助金

※補助金額については、国及び府の基準と同額

○京都府浄化槽推進協議会会費及び負担金

○事務費（事務協議等旅費） 21千円

1基当たり補助金額 合　計

92千円

10人槽 1基 588千円 588千円

計 11基 4,375千円

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

参考R元決算額
部 上下水道部

項 01 保健衛生費

4,488千円 4,495千円 △ 7千円
経営企画整備課

事
業

03 浄化槽設置整備事業
国庫支出金

2,964千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

16 きれいな水を循環させる上下水道の整備 1,458 1,458

府支出金 市債 繰入金 その他

1,572

国補 循環型社会形成推進交付金 1,458

府補 浄化槽設置整備事業費補助金 1,458

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　浄化槽設置整備事業の対象区域において、浄化槽を設置する者に
対して補助金を交付し、公共用水域の水質保全と生活環境の改善を
図る。

主
な
財
源

  5人槽 7基 352千円 2,464千円

  7人槽 3基 441千円 1,323千円

4,375千円

人　槽 設置数
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○水洗化推進支援事業補助金

一般世帯

高齢者世帯

リースバック制度活用分

※リースバック制度

9,600千円

9,600千円

戸　数

76戸

24戸

5戸

4,800千円

1,000千円

部 上下水道部
項 01 保健衛生費

9,600千円 8,400千円 1,200千円
経営企画整備課

事
業

05 水洗化推進支援事業
国庫支出金

9,300千円目 07 環境衛生費
課

一般財源

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額

総合計画
計画項目

16 きれいな水を循環させる上下水道の整備 3,200

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

増減額 参考R元決算額

6,400

3,200府補 きょうと地域連携交付金（水洗化推進支援事業）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

   既存住宅の水洗化の促進を図り、公共用水域の水質保全及び地域
住民の住環境の向上に資するとともに、地域経済の活性化を図るた
め、住宅の排水設備工事を行う者に対し、補助金を交付する。

主
な
財
源

　市内に本店又は本社を置く下水道排水設備指定工事業者を利用して、供用開
始等から３年以内に行う排水設備の新設工事費用の一部を補助する。

　自宅などの所有不動産を第三者（不動産会社など）に売却し、売却先と賃
貸借契約を結んで、元の所有者が賃料を支払い、そのまま住み続けるという
仕組み。
　高齢者世帯がこの制度を利用し、買主である不動産会社などが賃貸借契約
後にその住居を水洗化した場合、排水設備の新設工事費用の一部を補助す
る。

補助金額

50千円

200千円

200千円

区　分

計 105戸

合　計

3,800千円
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○出資金 ○水道事業会計繰出金

＜上水道統合事業への出資金＞

中野浄水場更新整備事業 高料金対策分

中野水系配水池更新整備事業 統合前簡易水道企業債　償還利子

統合後簡易水道企業債　償還利子

※参考：中野浄水場更新整備事業　　総事業費   2,402,000千円 （継続費） 児童手当

内訳 平成29年度～令和2年度　 1,652,000千円

令和3年度　 540,000千円 過疎対策債　償還利子

令和4年度～令和5年度　　 210,000千円

＜企業債元金償還への出資金＞

※過疎対策債は交付税算入分（70％）

統合前簡易水道にかかる企業債　償還元金

過疎対策債　償還元金

※過疎対策債は交付税算入分（70％）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 水道費

参考R元決算額
部 上下水道部

項 01 保健衛生費

660,806千円 539,616千円 121,190千円
経営企画整備課

事
業

01 水道事業会計繰出金
国庫支出金

544,043千円目
課

総合計画
計画項目

16 きれいな水を循環させる上下水道の整備

府支出金 市債 繰入金 その他

294,000

一般財源

294,000 366,806

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　総務省から示される水道事業に対する繰出基準を参考に、水道事
業会計へ繰出金を支出するとともに、水融通を行うための施設整備
等に対して出資を行い、同会計の経営の健全化を促進し、経営基盤
の強化・安定化を図る。

主
な
財
源

555,532千円 105,274千円

項　目

市債 水道事業一般会計出資債（合併特例債）

出 資 金 項　目 繰 出 金

270,000千円 62,497千円

38,026千円

合　計 261,532千円

小　計 103,319千円

基準外
1,955千円

小　計 1,955千円

828千円基準内

合　計 105,274千円

項　目 出 資 金

1,968千円

基準外
24,000千円

合　計 294,000千円

基準内 157,429千円

基準外 104,103千円
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○出資金 ○下水道事業会計繰出金

下水道事業債（臨時措置分）償還元金 分流式下水道等に要する資本費

下水道事業債（特別措置分）償還元金 高資本費対策に要する資本費

臨時財政特例債　償還元金 下水道事業債（臨時措置分）償還利子

下水道事業債（特別措置分）償還利子

下水道事業債　償還元金 臨時財政特例債　償還利子

地方公営企業法適用経費

児童手当

施設維持管理費

基
準
外

283,149千円

小　計

90,151千円

小　計 126,510千円

合　計 1,026,700千円

1,026,700千円

項　目 繰 出 金

基
準
内

802,296千円

78,923千円

11,483千円

1,931千円

216千円

3,651千円

1,690千円

小　計 900,190千円

基
準
外

126,510千円
※令和2年度から、集落排水事業特別会計、公共下水道事業特別会計及び
浄化槽整備事業特別会計は、下水道事業会計として、公営企業会計に移行。
「参考R元決算額」は、3会計の繰出金の合計数値。

予
算
科
目

款 08 土木費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 下水道費

参考R元決算額
部 上下水道部

項 04 都市計画費

1,400,000千円 1,280,000千円 120,000千円
経営企画整備課

事
業

03 下水道事業会計繰出金
国庫支出金

1,186,000千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

16 きれいな水を循環させる上下水道の整備

府支出金 市債 繰入金 その他

1,400,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　総務省から示される下水道事業に対する繰出基準を参考に、下水
道事業会計へ繰出金を支出することにより、同会計の経営の健全化
を促進し、経営基盤の強化・安定化を図る。

主
な
財
源

283,149千円

合　計 373,300千円

373,300千円

項　目 出 資 金

基
準
内

73,985千円

13,894千円

2,272千円

小　計
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

教育委員会事務局　主要事業説明資料
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○研修旅費

要保護児童対策調整機関調整担当者研修、児童虐待防止対応強化研修ほか

○事務経費

事務用品、児童虐待防止月間キャンペーン用品

○役務費

携帯電話利用料（家庭相談員（3人）緊急対応用）

○使用料

有料道路通行料（職員研修参加）

○負担金

京都府家庭相談員連絡協議会負担金

10千円

事
　
業
　
概
　
要

118千円

30千円

96千円

18千円

目
的
・
趣
旨

   要保護児童対策地域協議会構成機関等と連携の下、児童虐待の未
然防止に努めるとともに、虐待児童等を早期に発見し、適切な支援
と保護を行う。
　また、支援の必要な児童や家庭（育児不安・養育力低下・不登
校・ひきこもり等）について、相談支援業務を行い、 児童の適正な
養育と児童福祉の向上を図る。

主
な
財
源

272
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進

事
業

02 家庭こども相談室事業
国庫支出金 府支出金

目 01 児童福祉総務費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

272千円 294千円 △ 22千円 289千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○子ども未来まちづくり審議会

・委員報酬

4千円 × 10人 × 5回

・費用弁償

事
　
業
　
概
　
要

231千円

200千円

31千円

目
的
・
趣
旨

　子育て支援に関する調査、研究及び「第2期京丹後市子ども・子
育て支援事業計画」の進捗管理、評価を行うほか、子育て支援拠点
の在り方についても重点的に検討する。

主
な
財
源

231
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進

事
業

03 子ども未来まちづくり審議会事業
国庫支出金 府支出金

目 01 児童福祉総務費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

231千円 143千円 88千円 147千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○報酬及び費用弁償【市民課：市いじめ問題調査委員会】 ○使用料

・報酬 14千円×2人×1回 ・有料道路通行料

4千円×2人×1回 ・駐車場使用料

・費用弁償

○公課費（自動車重量税）

○普通旅費（主管課長・担当者会議ほか（京都））

○需用費

・燃料費（公用車燃料代）

・修繕料（車検代・点検・オイル交換等）

○役務費

 ・手数料（車検手数料・ETCカード手数料等）

・保険料（自動車損害保険料・火災保険料）

 

7千円

45千円

89千円

375千円

259千円

134千円

31千円

事
　
業
　
概
　
要

67千円 46千円

28千円 39千円

10千円

60千円

634千円

8千円

目
的
・
趣
旨

　児童福祉業務を円滑に遂行するための事務経費。また、いじめ防
止対策推進法の施行に伴い、市長の諮問に応じて必要な調査を行
う、「京丹後市いじめ問題調査委員会」を設置する。

主
な
財
源

951
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進

事
業

50 児童福祉総務一般経費
国庫支出金 府支出金

目 01 児童福祉総務費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

951千円 977千円 △ 26千円 2,990千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○ファミリー・サポート・センター補償保険料  

○普通旅費（担当者会議）  

○使用料（有料道路通行料）  

会員数（令和3年1月現在）

おねがい会員 人

まかせて会員 人

両方会員 人

事
　
業
　
概
　
要

62千円

1

　育児の援助を受けたい方（おねがい会員）と育児の援助を行いたい方（まか
せて会員）からなる会員組織。令和3年度からは、産前・産後訪問支援員の研修
を受けた会員による育児及び簡単な家事支援も実施できるよう、事業内容を拡
充する。
　市内に居住する概ね生後2か月から小学校3年生までを対象とするが、産前・
産後訪問支援については、妊娠中から子どもが1歳になるまでの家庭を対象とす
る。

2千円

9千円

37

16

目
的
・
趣
旨

　会員間で援助活動を行うことにより、仕事と育児の両立、安心し
て子育てができる環境づくりを進める。

主
な
財
源

国補 子ども･子育て支援交付金 21

府補 子ども･子育て支援交付金 21

31
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 21 21

事
業

01 ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業
国庫支出金 府支出金

目 02 子育て支援費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

73千円 64千円 9千円 56千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○クラブ運営経費

・クラブ運営業務委託料（10クラブ）

・光熱水費（大宮、口大野、弥栄）

○施設維持管理経費

・峰山放課後児童クラブ便器等改修

・網戸設置（7クラブ） ※丹後放課後児童クラブは、丹後地域公民館内へ移転実施

・委託料（消防用設備保守点検、浄化槽維持管理） ・開設日 月曜日～土曜日（休日、年末年始、盆時期は閉所）

・その他維持管理経費（火災保険料、修繕、備品購入等） ※峰山放課後児童クラブのみ、日曜日・祝日も開設

・開設時間 授業終了時～午後6時30分

○児童送迎、送迎車両管理経費 長期休業期及び土・日曜日等は、午前7時30分～午後6時30分

・送迎運転業務委託料（13台）

・燃料費、車両修繕、保険料等

　

　 　

18,023千円

13,477千円

4,546千円

340千円

201千円

511千円

1,309千円
大　宮

大宮 大宮北保育所内 弥　栄 弥栄 旧溝谷保育所

257千円 口大野 旧口大野保育所 久美浜 久美浜 旧海部小学校

いさなご いさなご小学校内 丹　後 丹後 丹後地域公民館内

2,074千円 長岡 長岡小学校内 網野北 網野北小学校内

事
　
業
　
概
　
要

204,649千円

実
施
ク
ラ
ブ

地　域 名　称 開設場所 地　域 名　称

202,575千円

峰　山

峰山 旧丹波小学校
網　野

網野南 網野南小学校内

開設場所

府補 子ども･子育て支援交付金 17,408

　

目
的
・
趣
旨

　保護者の就労や疾病その他の理由により、学校の放課後、長期休
業期及び土・日曜日等に適切な保育が受けられないと認められる家
庭の小学校の児童に対し、適切な遊びや生活の場を与えることによ
り、児童の健全な育成と子育て支援の推進を図る。

主
な
財
源

使用料 公有財産使用料 9,062

使用料 放課後児童健全育成事業利用料 21,748

国補 子ども･子育て支援交付金 17,408

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 16,000

16,000 30,810 142,355
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 17,408 17,408

事
業

02 放課後児童健全育成事業
国庫支出金 府支出金

目 02 子育て支援費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

223,981千円 317,477千円 △ 93,496千円 177,977千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費（指導員：18人）

○研修旅費、消耗品費、燃料費、電気代等

・峰山地域子育て支援センター（峰山こども園併設）

○新型コロナウイルス感染症対策経費 ・大宮北地域子育て支援センター（大宮北保育所併設）

・手指消毒液、ペーパータオル、空気清浄機フィルター等 ・大宮南地域子育て支援センター（大宮こども園併設）

・空気清浄機（弥栄） ・網野地域子育て支援センター（旧浅茂川保育所）

・空気清浄機能付エアコン（網野） ・丹後地域子育て支援センター（丹後こども園併設）

・弥栄地域子育て支援センター（弥栄こども園併設）

○外灯撤去経費（網野） ・かぶと山地域子育て支援センター（かぶと山こども園併設）

・こうりゅう地域子育て支援センター（こうりゅう虹保育園併設）

○こうりゅう地域子育て支援センター運営委託費

51千円

2,883千円

事
　
業
　
概
　
要

17,394千円
　親子が集まる場所（ひろば）を開設し、親子が気軽に集い、相互に交流を図
るとともに、育児不安などの相談、指導により、家庭で子育てをしている保護
者の育児支援を行う。

1,990千円

853千円

目
的
・
趣
旨

　地域の子育て支援の拠点として、市内8か所に子育て支援セン
ターを設置し、育児相談や子育て情報の提供などを行い、在宅で子
育てをしている保護者とその子どもたちを支援する。

主
な
財
源

国補 子ども･子育て支援交付金 949

府補 子ども･子育て支援交付金 949

諸収入 網野地域子育て支援ｾﾝﾀｰ光熱水費等負担金 78

78 21,195
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 949 949

事
業

03 子育て支援ｾﾝﾀｰ事業
国庫支出金 府支出金

目 02 子育て支援費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

23,171千円 20,449千円 2,722千円 15,100千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○子育て短期支援事業委託料 ○病後児保育事業委託料

委託施設等：峰山乳児院・てらす峰夢（社会福祉法人みねやま福祉会） 委託施設等：ゆうかり子ども園（社会福祉法人みねやま福祉会）

対象児童：小学4年生まで 対象児童：小学6年生まで

・基本分（事業の実施分）

世帯区分による利用見込延べ人数及び委託料 ・加算分（低所得者減免分加算）

・2歳未満児 生活保護世帯

市民税非課税世帯（母子・父子世帯） ○認可外保育施設等給付費

市民税非課税世帯

課税世帯（母子・父子世帯）

その他の世帯

・2歳以上児 生活保護世帯 ○日用品費等援助費

市民税非課税世帯（母子・父子世帯）

市民税非課税世帯

課税世帯（母子・父子世帯） 給付費の限度額：1人当たり月額2,500円

その他の世帯 対象児童見込数：6人

8人 （4,500円）

60人 （2,750円）

2人 （5,500円） 45千円

23人

4人 （9,600円）

（5,500円） 　低所得で生計が困難である教育・保育給付認定保護者に係る教育・保育
給付認定子どもに対する日用品費等に要する費用の補足給付費5人 （4,500円）

25人 （5,350円）

8人 （10,700円） 4,560千円

4人 （9,600円） 　幼児教育・保育の無償化に伴う施設等利用給付認定を受けた方に給付す
る施設等利用費

1人当たりの日額 30千円

4人 （10,700円）
事
　
業
　
概
　
要

700千円 2,994千円

2,964千円

子育てのための施設等利用給付交付金 1,140

目
的
・
趣
旨

　保護者が疾病等の理由により養育することが一時的に困難になっ
た場合に、当該児童を峰山乳児院等に入所させ必要な保護を行うと
ともに、病気やけがの回復期にあり集団保育や登校が困難な児童を
保育施設等で一時的に看護し、保護者の子育てと就労を支援する。
　また、認可外保育施設等を利用し、施設等利用給付認定を受けた
方に対して施設等利用費を給付するほか、低所得世帯等を対象に、
日用品・文房具等の購入に要する費用等の実費徴収額について費用
の一部を助成する。

主
な
財
源

国補 子ども･子育て支援交付金 1,240

国補 子育てのための施設等利用給付交付金 2,280

府補 子ども･子育て支援交付金 1,240

府補

2,399
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 3,520 2,380

事
業

04 保育支援事業
国庫支出金 府支出金

目 02 子育て支援費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

8,299千円 9,714千円 △ 1,415千円 2,838千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○子育て環境支援設備整備事業補助金 ○丹後庁舎多目的トイレ改修

（授乳用設備、おむつ替え設備等の整備に対する補助） 　（おむつ交換台設置）

【子育て環境支援設備整備事業補助金　制度概要】

・補助対象経費 ①授乳用設備（授乳用机・椅子等）の整備経費

②おむつ替え設備（おむつ交換台等）の整備経費

③トイレ内ベビーキーパー設備の整備経費

④ベビースペース用設備（キッズブロック等）の整備経費

・補助金額 補助対象経費の10/10以内の額

（上限1施設200千円）

事
　
業
　
概
　
要

2,000千円 200千円

・補助対象者 市内に子育て世帯が利用することが想定される事業所又は
店舗を有する者

目
的
・
趣
旨

　子育て環境の充実を目的として、気軽に授乳、おむつ替え等がで
きる施設の整備に係る経費を助成する補助金制度を創設する。ま
た、市有施設の多目的トイレの改修（おむつ交換台設置）を行う。

主
な
財
源

2,200
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進

事
業

05 子育て環境整備事業
国庫支出金 府支出金

目 02 子育て支援費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

2,200千円 0千円 2,200千円 0千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○健康管理実施経費 ○保育業務支援システム運用経費

医師報酬、費用弁償（嘱託医師）、児童検診委託料、大腸菌等検査手数料、 ・保護者用ICカード

新型コロナウイルス感染症対策物品 等 ・保育業務支援システム使用料

○会計年度任用職員任用経費 ・情報通信機器等保守委託料

（保育士・保育教諭、調理員、作業員） ○その他経費

○職員研修実施経費 共通物品（図書、コピー用紙等の事務消耗品）、印刷製本費（料金収納用）

報償費（研修講師謝金）、負担金 等 日本スポーツ振興センター負担金、保育協会負担金 等

○給食調理業務委託

調理業務委託料（島津保育所、たちばな保育所、宇川保育所）

○保育所送迎車両関連経費

業務委託経費、修理費、自動車重量税 等

○入所児童の保育に要する経費

保育材料費、賄材料費

○保育所の運営に要する経費

燃料費、光熱水費、通信運搬費、ピアノ調律 等

18,265千円

事
　
業
　
概
　
要

4,783千円 986千円

9千円

858千円

119,493千円

14,276千円

20,476千円

9,270千円

119千円

3,537千円

400千円

府補 第3子以降保育料無償化事業費補助金 2,050

諸収入 広域入所児童受託保育料、職員給食費、ICｶｰﾄﾞ販売代金 4,430

目
的
・
趣
旨

　保育所運営が円滑に行えるよう、児童の健康管理や会計年度任用
職員を任用するほか、給食調理業務、児童送迎業務等を実施する。

主
な
財
源

負担金 保育認定児保育料、日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ保護者負担金 17,826

国補 子ども･子育て支援体制整備総合推進事業費補助金 75

国補 保育対策総合支援事業費補助金 879

諸収入 延長保育料、延長保育間食負担金、保育施設給食調理機器類貸付料 301

22,557 165,925
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 954 2,050

事
業

02 保育所管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

191,486千円 162,573千円 28,913千円 139,778千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○乳児保育委託料

・ゆうかり乳児保育所　（当初入所見込み　27人）

2か月児～2歳児の保育業務

○保育所運営委託料

・あみの夢保育園　（当初入所見込み　97人）

・こうりゅう虹保育園　（当初入所見込み　143人）

6か月児～5歳児の保育業務

○公立保育所運営委託料

・大宮北保育所　（当初入所見込み　228人）

6か月児～5歳児の保育業務

○広域入所委託料

里帰り出産等による京丹後市から市外保育所・こども園等への保育委託

230,333千円

2,756千円

事
　
業
　
概
　
要

67,192千円

258,775千円

118,309千円

140,466千円

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 70,000

諸収入 一時預かり事業利用料、延長保育料 533

目
的
・
趣
旨

　保護者の就労等で保育を必要とする児童の保育を民間保育所（3
園）に委託するとともに、大宮北保育所（公設）の運営を社会福祉
法人に委託する。
　また、市外の保育所及び認定こども園等を利用する広域入所を委
託する。

主
な
財
源

負担金 保育認定児保育料 34,941

国負・国補 子どものための教育･保育給付交付金、子ども･子育て支援交付金 160,677

府負・府補 子どものための教育･保育給付交付金、子ども･子育て支援交付金 67,273

諸収入 広域入所児童受託保育料 441

70,000 35,915 225,191
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 160,677 67,273

事
業

03 保育業務委託事業
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

559,056千円 533,438千円 25,618千円 522,635千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○私立保育所保育事業補助金

　・ゆうかり乳児保育所 　・ゆうかり子ども園

　　　延長保育事業 　　　延長保育事業

　　　障害児保育事業 　　　一時預かり事業

　・あみの夢保育園 　　　障害児保育事業

　　　延長保育事業

　　　一時預かり事業 ○保育所等新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症感染拡大防止対策事業補助金

　　　障害児保育事業 ・ゆうかり乳児保育所 （

　・こうりゅう虹保育園 ・あみの夢保育園 （

　　　延長保育事業 ・こうりゅう虹保育園 （

　　　一時預かり事業 ・ゆうかり子ども園 （

　　　障害児保育事業 ・大宮北保育所 （

　　　通所バス運行費補助金（189千円×12月） 2,268千円 ※補助率10/10、国庫補助対象事業費上限額に基づき、上限額500千円
（ゆうかり乳児保育所は400千円）

8,537千円 対象事業費　517千円） 500千円

2,607千円 対象事業費　511千円） 500千円

300千円 対象事業費　501千円） 500千円

1,200千円 2,607千円

13,712千円 対象事業費　502千円） 500千円

891千円 対象事業費　552千円） 400千円

事
　
業
　
概
　
要

29,817千円

1,500千円 10,807千円

3,798千円 4,319千円

300千円

2,607千円 2,400千円

300千円 3,881千円

目
的
・
趣
旨

　延長保育及び一時預かり事業等特別保育事業促進のため、民間保
育所が行う事業の円滑な運営実施のための体制づくり等に対して補
助金を交付する。
　また、国制度を活用し、民営保育施設の新型コロナウイルス感染
症対策用品整備を支援する。

主
な
財
源

国補 子ども･子育て支援交付金 4,658

国補 保育対策総合支援事業費補助金 1,200

府補 子ども･子育て支援交付金 4,658

21,701
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 5,858 4,658

事
業

04 保育所保育事業等補助金
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

32,217千円 29,042千円 3,175千円 21,861千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○報償費 ○委託料・工事請負費

・土地使用謝金　（たちばな保育所園庭入口） ・島津保育所浄化槽解体及び下水道接続工事（監理委託料含む）

○需用費 ・宇川保育所遊戯室空調設備更新工事

・消耗品費及び修繕料　　各保育所（5施設分）

○役務費

・手数料（貯水槽法定検査手数料、浄化槽法定検査手数料）

・火災保険料（廃止施設含む）

○委託料

・施設警備、グリストラップ収集・処分、浄化槽維持管理 等

○使用料及び賃借料

・土地借上料、清掃用具借上料

事
　
業
　
概
　
要

3千円 5,200千円

1,200千円

2,122千円

109千円

43千円

528千円

2,602千円

目
的
・
趣
旨

　適切な維持管理のもと、施設を利用する児童、職員が安全に過ご
すことができるよう必要な点検・整備を実施する。

主
な
財
源

負担金 保育認定児保育料 871

府補 第3子以降保育料無償化事業費補助金 101

市債 児童福祉施設整備事業債（過疎対策債） 5,200

871 5,635
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 101 5,200

事
業

05 保育所施設管理事業
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

11,807千円 17,899千円 △ 6,092千円 6,492千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○児童の健康管理に要する経費 ○認定こども園施設給付費

・報酬（医師・薬剤師報酬） ゆうかり子ども園（当初入所見込み　14人）

・入園児童の検診（耳鼻科、眼科、尿） 3歳以上児の幼児教育業務（1号認定）

・児童検診用新型コロナウイルス感染症対策物品

　（医師用マスク、手指消毒液、ビニール手袋等）

・幼児健康診断票印刷代

○会計年度任用職員任用経費（保育士・保育教諭、看護師）

○こども園運営に要する経費

備品購入費（図書）

○日本スポーツ振興センター負担金

事
　
業
　
概
　
要

1,033千円 24,334千円

888千円

100千円

132千円

33千円

39千円

6千円

22,494千円

府負 子どものための教育･保育給付交付金 7,655

目
的
・
趣
旨

　認定こども園（1号認定児）の運営が円滑に行えるよう、児童の
健康管理や会計年度任用職員の任用を行う。
　また、私立認定こども園に対し施設給付を行う。

主
な
財
源

負担金 教育認定児保育料 2,641

国負 子どものための教育･保育給付交付金 8,952

国補 保育対策総合支援事業費補助金 19

諸収入 教育認定児預かり保育料 2,457

5,098 26,302
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 8,971 7,655

事
業

06 認定こども園教育利用管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

48,026千円 79,446千円 △ 31,420千円 59,281千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○健康管理実施経費 ○日本スポーツ振興センター負担金、園長会等負担金

医師報酬、費用弁償（嘱託医師）、児童検診委託料、大腸菌等検査手数料、 日本スポーツ振興センター負担金、

新型コロナウイルス感染症対策物品 等 全国公立幼稚園・こども園長会負担金 等

○会計年度任用職員任用経費（保育士・保育教諭、調理員） ○保育業務支援システム運用経費

○職員研修実施経費 ・保護者用ICカード

職員旅費、有料道路通行料 等 ・保育業務支援システム使用料

○給食調理業務委託 ・情報通信機器等保守委託料

調理業務委託料（大宮こども園、かぶと山こども園） ○その他必要経費

○こども園送迎車両関連経費 共通物品、自動車借上料

業務委託経費、修理費、自動車重量税 等 ○認定こども園施設給付費

○入園児童の保育に要する経費 ゆうかり子ども園（当初入所見込み　172人）

保育材料費、賄材料費 6か月児～5歳児保育業務（2号及び3号認定）

○こども園の運営に要する経費

燃料費、光熱水費、通信運搬費、ピアノ調律、備品購入費 等

事
　
業
　
概
　
要

8,140千円 442千円

426,573千円 1,579千円

37,867千円

415千円

39,316千円

142,423千円

85,939千円

1,514千円 14千円

1,386千円

28,774千円 179千円

諸収入 広域入所児童受託保育料、一時預かり事業利用料、職員給食費 13,785

諸収入 ICｶｰﾄﾞ販売代金 14

目
的
・
趣
旨

　認定こども園（2号・3号認定児）の運営が円滑に行えるよう、職
員研修・児童の健康管理や会計年度任用職員を任用するほか、給食
調理業務、児童送迎業務を実施する。
　また、私立認定こども園に対し施設給付を行う。

主
な
財
源

負担金 保育認定児保育料 74,474

国負・国補 子どものための教育･保育給付交付金、保育対策総合支援事業費補助金 73,918

府負・府補 子どものための教育･保育給付交付金、第3子以降保育料無償化事業費補助金 38,584

諸収入 延長保育料、延長保育間食負担金、保育施設給食調理機器類貸付料 2,106

90,379 570,101
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 73,918 38,584

事
業

07 認定こども園保育利用管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

772,982千円 724,566千円 48,416千円 587,361千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○需用費 ○丹後こども園プール設置

・消耗品費及び修繕料　　各こども園（6施設分） ・工事監理委託料

○役務費 ・工事請負費

・手数料（貯水槽法定検査手数料、浄化槽法定検査手数料） 　施工面積：70㎡（うちプール面積33㎡）

・火災保険料（6施設分）

○委託料

・施設警備、グリストラップ収集・処分、自動ドア保守点検 等

○使用料及び賃借料

・清掃用具借上料

事
　
業
　
概
　
要

8,600千円

2,048千円 800千円

5,082千円

214千円

7,800千円

39千円

849千円

市債 児童福祉施設整備事業債（過疎対策債） 8,600

目
的
・
趣
旨

　適切な維持管理のもと、施設を利用する児童、職員が安全に過ご
すことができるよう必要な点検・整備を実施する。

主
な
財
源

負担金 保育認定児保育料 981

負担金 教育認定児保育料 527

府補 第3子以降保育料無償化事業費補助金 94

1,508 6,630
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 94 8,600

事
業

08 認定こども園施設管理事業
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

16,832千円 7,435千円 9,397千円 41,864千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○保育業務支援システム導入経費（導入施設数：10施設） 【保育業務支援システム機能概要】

・工事請負費（ネットワーク工事） ・保護者とのコミュニケーション

・備品購入費

タブレット端末101台、ICカードリーダー15台、

タブレットスタンド9台、セキュリティワイヤ9本、 ・登降園管理

無線アクセスポイント48台、PoEスイッチ10台

・情報通信機器等設置委託料（端末初期設定等）

・ソフトウェア使用料（ウイルス対策ソフト） ・帳票作成

・消耗品費（保護者用ICカード） 　日誌、指導案等の帳票作成を効率化できる。

・教育・保育内容の公開

事
　
業
　
概
　
要

12,000千円

15,000千円 　専用アプリによりタブレット（PC）やスマートフォンから欠席等の連絡
が可能になり、保護者・職員双方の負担が軽減される。

　施設に設置するタブレット（PC）又はICカードリーダーにより登降園時
刻が自動で記録され、手書きによる手間を削減できる。3,784千円

195千円

555千円

　保育ドキュメンテーション機能を活用することで、日々の教育・保育の
内容を適宜保護者にお知らせすることができる。

※保育ドキュメンテーションとは、子どもの活動を写真や文字などで
　視覚的に記録するもの

目
的
・
趣
旨

　公設公営保育施設における保育業務の負担軽減及び保護者の利便
性の向上を図るため、保育業務支援システムを導入する。

主
な
財
源

国補 保育対策総合支援事業費補助金 5,000

府補 保育対策総合支援事業費補助金 1,250

市債 児童福祉施設整備事業債（過疎対策債） 12,000

13,284
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 5,000 1,250 12,000

事
業

09 保育所等環境整備事業
国庫支出金 府支出金

目 04 保育事業費
課 子ども未来課

一般財源

項 02 児童福祉費

31,534千円 0千円 31,534千円 0千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○需用費 3,800千円 ○委託料 3,170千円

・消耗品費（トイレットペーパー、蛍光灯ほか） 159千円 　施設清掃委託料、アグリセンター管理業務委託料

・燃料費（ガス、灯油） 714千円 　設備保守管理委託料、移動観覧席点検委託料、空調設備保守委託料

・印刷製本費（利用申請書） 36千円 　自動ドア保守点検委託料、特殊建築物・設備点検報告業務委託料

・光熱水費（電気、上下水道代） 1,878千円 　害虫駆除委託料、消防設備等点検委託料、グリストラップ処理委託料

・修繕料（施設設備修繕） 1,013千円

○使用料及び賃借料（テレビ受信料） 8千円

○役務費 49千円

・通信運搬費（FAX使用料） 33千円

・火災保険料 16千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農業・農村の活性化を目的に設置したアグリセンター大宮を、地
域づくり、農業経営体及び地域リーダーの育成、さらには地域住民
の福祉や健康の増進を目的とした各種イベントや講演会などに有効
活用できるよう適切に維持管理する。

主
な
財
源

使用料 ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ使用料 600

諸収入 ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ使用料光熱水費等負担金 98

698 6,329
総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

事
業

03 ｱｸﾞﾘｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 02 農業総務費
課 生涯学習課

一般財源

項 01 農業費

7,027千円 18,214千円 △ 11,187千円 6,880千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額
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○教育委員報酬及び費用弁償（4人） ○消耗品費

・報酬 参考図書、教育委員バッジ

教育委員 （月額） × ×

教育委員 （月額） × × ○丹後地方教育委員会連合会負担金

・費用弁償

教育委員会（定例会、臨時会、協議会、総合教育会議）

○教育委員視察研修等経費

管外視察、京都府市町村教育委員会連合会総会・研修ほか

・費用弁償

・公用車燃料費

・有料道路通行料、駐車場使用料

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

教育総務課
3,984千円

課

総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

府支出金 市債

事
業

50 教育委員会一般経費
国庫支出金

目

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 教育委員会費

項 01 教育総務費

4,000千円 4,022千円 △ 22千円

一般財源

4,000

繰入金 その他

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づいて設置されて
いる教育委員会の委員活動や研修等に係る経費

主
な
財
源

72千円

72千円

5千円

293千円

3,584千円

3,528千円

56千円

80千円

8千円

30千円

118千円

12月

1月

4人

1人
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○指導主事（会計年度任用職員）任用経費（4人）

○旅費（費用弁償）

○消耗品費（ファイル等事務用品）
事
　
業
　
概
　
要

12,641千円

260千円

8千円

目
的
・
趣
旨

　学校教育及び就学前教育の充実を図るため、指導主事を配置し、
専門的事項に関する指示・指導を行う。

主
な
財
源

12,909
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

03 指導主事設置事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

12,909千円 12,299千円 610千円 10,031千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○学校医 小中学校 12人 （23校　3,702人）

・報酬

・費用弁償

○学校歯科医 小中学校 14人 （23校　3,702人）

・報酬

・費用弁償

○学校薬剤師 小中学校 8人

・報酬

1校目（8校） 154,000円

2校目（15校）   92,400円（154,000円×60％）

・費用弁償

事
　
業
　
概
　
要

8,596千円

8,591千円

5千円

8,596千円

8,591千円

5千円

2,633千円

2,618千円

15千円

目
的
・
趣
旨

　学校保健安全法に基づき、学校における保健管理に関する学校
医、学校歯科医及び学校薬剤師を全ての小学校及び中学校に置く。

主
な
財
源

19,825
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

04 学校医委嘱事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

19,825千円 19,968千円 △ 143千円 20,073千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○就学時健康診断（令和4年度入学予定者：394人） ○（独）日本スポーツ振興センター共済掛金

（医師謝金、費用弁償、新型コロナ対策用消耗品費等） （小学生2,363人、中学生1,339人）

○結核関係 ○その他負担金

・児童生徒結核対策委員会（3人）（委員謝金、費用弁償） 京都府学校保健会、京都府学校保健主事会、

・教職員結核審査委員会（2人）（委員謝金、費用弁償） 京都府特別支援教育研究協議会、教育研究事業負担金

○学務経費

・健康管理票作成等（消耗品費、印刷製本費）

・学齢簿関連システム保守委託料、システム更新委託料

・人権教育研究会（消耗品費）

・特別支援学級ふれあい交流会（消耗品費）

・教職員定期健康診断（会場使用料）

429千円

23千円

60千円

62千円

566千円

53千円

事
　
業
　
概
　
要

818千円 3,470千円

1千円

109千円 385千円

47千円

目
的
・
趣
旨

　学校保健安全法に基づく就学時健康診断を行うとともに、学齢簿
の管理、学校管理下での安全衛生や事故災害に対応する。
　また、小中学校の枠を超えた取組として、特別支援学級ふれあい
交流会を実施する。

主
な
財
源

5,348
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

05 学務経費
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

5,348千円 5,553千円 △ 205千円 4,963千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○にこにこカーの運行管理 ○スクールガード･リーダー　5人

　配車台数 各学校　20台 （期間を定めて運行） ・スクールガード･リーダー謝金（5,320円×66日×５人）

教育委員会　1台 ・損害保険

・運行管理経費（燃料代、修繕料、損害保険等）

・車検経費（修繕料、手数料、自賠責保険料、重量税） 網野北、網野南、島津、橘

峰山、しんざん、吉野、弥栄

○除雪機の配備 丹後、宇川

・管理経費（燃料代、修繕料、損害保険） いさなご、長岡、大宮第一、大宮南

・ボランティア保険 久美浜、高龍、かぶと山

○通学路注意喚起看板（消耗品費） 10千円

事
　
業
　
概
　
要

2,985千円 1,759千円

1,756千円

3千円

1,536千円

816千円 D

17千円 E

1,449千円
巡
回
予
定
区
域

A

B

833千円 C

目
的
・
趣
旨

　児童生徒が被害者となる事件等を未然に防ぎ、子どもたちの安全
を確保するため、子ども安心パトロール車（にこにこカー）を配
置、運行する。
　また、地域全体で学校安全に取り組む体制を整備するため、ス
クールガード・リーダーを設置し、登下校時の巡回指導や安全確
保、被害防止対策を講じるとともに、通学路の安全を確保するた
め、除雪機を配置する。

主
な
財
源

府補 地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業補助金 1,172

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 2,000

2,000 2,415
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 1,172

事
業

06 学校安全対策事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

5,587千円 6,662千円 △ 1,075千円 5,075千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○教育相談の実施場所 ○教育支援に係る発達検査の実施

・相談場所 ・消耗品費

大宮庁舎、教育支援センター及び市内小中学校 発達検査記録用紙等

・実施回数 ・心理検査器具借上料

大宮庁舎及び教育支援センターにて毎月各2回実施 感覚統合機能アセスメント

市内小中学校にて随時実施 ・備品購入費

・教育相談の実施者 新版K式発達検査2020補充追加用具セット

教育委員会事務局学校教育課所属の臨床心理士により実施

○研修事業

・教育相談担当者研修会（年3回）

各学校の教育相談担当者全員を対象にした研修

・グループコンサルテーション（随時）

各小中学校の教育相談部の教員を対象にした事例研修

事
　
業
　
概
　
要

321千円

218千円

10千円

93千円

目
的
・
趣
旨

　児童生徒の問題行動、心身の悩みや不登校等に対応するため、臨
床心理士による教育相談を実施するとともに、児童生徒を指導、支
援する教職員に対し、各種研修を行う。
　また、児童生徒の特性に応じた教育支援を適切に行うため、発達
検査を実施する。

主
な
財
源

321
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

08 就学支援･教育相談事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

321千円 237千円 84千円 247千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○指導員（会計年度任用職員）任用経費

・人数 5人（1日7時間）

・体制 週5日（月～金）開設、毎日3人体制 ・教育支援センター（峰山町杉谷）の開設は、平成25年1月31日

・令和2年度の人数は、令和3年1月末現在

○旅費（普通旅費）

○消耗品費（事務用品、教材、コピー代）

○食糧費

○管理経費（燃料費、修繕料、公用車車検代、保険料、手数料）

○通信運搬費（電話代、切手代、Wi-Fiルータ通信費）

○コピー機借上料

○備品購入費（電子キーボード　1台） 37千円

64千円

96千円

161千円

10人 17人 20人

事
　
業
　
概
　
要

10,937千円 年度 H28 H29 H30 R元 R2

2千円

23千円

100千円

通所利用登録者 12人 17人

目
的
・
趣
旨

　心理的要因等により不登校となっている、またはその傾向にある
児童生徒に対し、学校との連携のもと、集団生活への適応、情緒の
安定、基礎学力の補充及び基本的生活習慣の改善を、個々の状態に
応じて段階的に支援することにより、学校生活への復帰と社会的自
立を支援する。

主
な
財
源

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 5,000

5,000 6,420
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

09 教育支援ｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

11,420千円 10,580千円 840千円 7,794千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額

- 25 -



○地域コーディネーター配置（各中学校1人：計6人）

・地域コーディネーター謝金

・地域コーディネーター費用弁償

○広報紙の発行（年2回：ボランティア募集、活動報告）

・印刷製本費

○その他経費（旅費、消耗品費等）

　※活動内容等：学校のニーズに応じた学校支援ボランティアの派遣

・学習支援（教科指導補助、「総合的な学習」講師補助、部活動指導支援等）

・環境支援（学校環境整備、学校図書室整理、通学安全確保等）

※ボランティアの登録状況（令和3年1月末現在）

人数 109 88 147 67 69

合計

60 2 542

事
　
業
　
概
　
要

3,063千円

2,752千円

311千円

305千円

169千円

町域 峰山 大宮 網野 丹後 弥栄 久美浜 市外

目
的
・
趣
旨

　「教育と学びのまち　京丹後」の実現に向け、「学校のニーズ」
と「地域の人の持つ力」を結び付け、学校・家庭及び地域が協力し
て子どもを育む環境の充実を図るため、学校と地域をつなぐ地域
コーディネーターを配置する。

主
な
財
源

府補 地域で支える学校教育推進事業費補助金 2,136

1,401
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 2,136

事
業

10 地域学校協働本部事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 生涯学習課

一般財源

項 01 教育総務費

3,537千円 3,543千円 △ 6千円 3,837千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○中学校の放課後学習支援

中学生放課後学習支援の実施（6校）

事
　
業
　
概
　
要

1,476千円

　地域人材等を活用し、中学校を会場に学習が遅れがちな生徒の学習支
援を行う。（講師謝金、消耗品費）

目
的
・
趣
旨

　「教育と学びのまち 京丹後」の実現に向け、生徒と保護者のニー
ズを踏まえ、子どもたちの学びを支援する機会や仕組みづくりの構
築、放課後を活用した教育活動を実施する。

主
な
財
源

府補 地域で支える学校教育推進事業費補助金 904

572
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 904

事
業

11 学習支援体制整備事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

1,476千円 1,574千円 △ 98千円 985千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○閉校施設等修繕料（10施設分） ○工事請負費

旧丹波小学校、旧大宮第三小学校、旧橘小学校、旧豊栄小学校、 ・学校跡施設消防設備改修工事

旧竹野小学校、旧黒部小学校、旧川上小学校、

旧海部小学校、旧田村小学校、旧宇川中学校跡施設 ○旧湊小学校校舎解体事業

旧湊小学校校舎及びプールの解体工事

○手数料 ・役務費（ごみ持込処理、廃家電処理、備品処理）

貯水槽法定検査 ・委託料（工事監理、家屋調査、備品解体処分作業）

・工事請負費

○建物火災保険料

※旧湊小学校建築年：昭和39年

○委託料

除草作業、貯水槽等保守点検

22千円

175千円

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

項 01 教育総務費

429,954千円 3,245千円 426,709千円
教育総務課

事
業

12 学校跡施設管理事業
国庫支出金

4,752千円目 02 事務局費
課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

399,100 10

10

市債 旧小学校施設解体事業債（合併特例債） 399,100

財産収入 土地建物貸付収入

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　学校再配置により閉校となった学校施設の適切な維持管理及び老
朽化が著しい旧湊小学校校舎等の解体工事を行う経費

主
な
財
源

517千円 1,500千円

417,187千円

427,322千円

9,738千円

397千円

418千円

30,844
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○学校教育施設整備基金積立金

・旧大宮第三小学校貸付分

・旧三津小学校貸付分

・利子分

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

項 01 教育総務費

1,583千円 1,583千円 0千円
教育総務課

事
業

13 学校教育施設整備基金
国庫支出金

0千円目 02 事務局費
課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

1,583 0

1,582

財産収入 学校教育施設整備基金利子収入 1

財産収入 土地建物貸付収入

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　旧大宮第三小学校及び旧三津小学校の建物貸付料をもとに、学校
教育施設の整備等を進めるため、学校教育施設整備基金に積み立て
るもの。

主
な
財
源

1,583千円

256千円

1,326千円

5,304

1千円

令和2年度末
現在高見込額

　　　　①

令和3年度末
現在高見込額

①-②+③

6,887

（単位：千円）

令和3年度中見込額

利子収入

1

繰入金

②

0

積立金

1,582 1,583

計

③

積立金

- 29 -



○保幼小中一貫教育研究推進協議会　　　13人　　2回 ○授業実践力向上研修　　

学識経験者3人、教職員6人、PTA2人、事務局職員2人 小中学校の教員を対象に授業実践力と学級経営力向上を目的とした研修を実施

保幼小中一貫教育の調査研究、検討協議、検証、評価 授業実践力向上研修会（講師謝金、消耗品費）

（委員謝金、費用弁償） 丹後学研修会（講師謝金）

○学校教育連携専門部会 ○教育フォーラム

学校運営部会　　　6人　　2回

保幼小中一貫教育の推進状況の検証、課題整理、改善方法の検討

（消耗品費）

○調査研究 開催時期：令和3年11月（予定）　 

小中一貫教育全国サミット（北海道北広島市） テーマ：保育所、こども園の取組、連携について（予定）

（旅費、小中一貫教育全国連絡協議会会費）

学園の保幼小中一貫教育の取組状況や今後目指していく方向性等について、
保護者や市民と一緒に考え、理解を深める機会として開催

150千円

事
　
業
　
概
　
要

87千円 267千円

5千円

目
的
・
趣
旨

　「京丹後市の学校教育改革構想」に基づき、保幼小中一貫教育の
推進に向け、協議会及び専門部会で調査研究を行う。
　また、子どもたちの学びを支える教員の授業力と学級経営力を高
めるための研修を実施し、指導の一貫性を通じて子どもたちの確か
な学力、豊かな心を育成する。

主
な
財
源

509
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

14 保幼小中一貫教育推進事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

509千円 252千円 257千円 540千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○小中連携、小小連携、保幼小連携の取組（各中学校区単位）

・小中合同講演会、部活動体験、体験入学、体育祭、合唱祭などの小中連携

・合同校外学習、交流学習などの小小連携

・学園リーフレットの作成、学園あいさつ運動

・学園全体研修会

○特色ある学校づくりの取組

・学校と大学等の連携による理科わくわく体験教室事業　　1校

事
　
業
　
概
　
要

3,690千円

2,027千円

・各中学校区において各校が独自に工夫を凝らし、地域に根差した発展的な
　教育活動を行う。
　（郷土への興味関心を育む教育、地域産業学習を通じたキャリア教育、
　　ジオパーク学習、ボランティア学習、法やルールに関する教育等）

目
的
・
趣
旨

　「京丹後市の学校教育改革構想」に基づき、子どもたちの育ちと
指導の一貫性を目指すより良い教育の実現に向け、市内全域で保幼
小中一貫教育を実践する。
　また、学力の向上及び生徒指導上の課題解決を目指すとともに、
将来に夢と希望をもって生き生きと学ぶことのできる子どもを育成
する。

主
な
財
源

5,717
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

15 保幼小中一貫教育実践事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

5,717千円 5,705千円 12千円 5,640千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○いじめ防止講演会 ○LINEいじめ相談窓口設置費

（講師謝金・消耗品費） ・開設期間 令和3年9月開始（予定）

 いじめ防止推進月間（11月）に合わせて実施 ・開設時間 24時間受付

・相談体制 教育委員会事務局指導主事及び臨床心理士による相談受付

○いじめ防止啓発グッズ （ソフトウェア使用料、研修費、機器購入費、通信費ほか）

・いじめ相談専用フリーダイヤル、LINE相談友だち登録QRコード等を

　記載したPRカード

○いじめ相談専用フリーダイヤル設置費

・番　　号 0120-889-061

・開設期間 365日（平成26年11月開設）

・開設時間 24時間受付

・受付体制 教育委員会事務局指導主事及び臨床心理士による相談受付

・令和2年度いじめに関する相談件数（令和3年1月末現在） 1件

事
　
業
　
概
　
要

75千円 1,541千円

10千円

55千円

目
的
・
趣
旨

　「京丹後市いじめ防止等基本方針」に基づき、市が一体となって
いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するため、
いじめ防止等の啓発活動を実施するとともに、いじめの早期発見・
解決に向けたいじめ相談専用ダイヤルを設置する。また、子どもた
ちが多く利用しているSNSの一つである「LINE」を利用したいじめ
相談窓口を設置することにより、相談しやすい環境づくりを推進す
る。

主
な
財
源

1,681
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

16 いじめ防止啓発推進事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

1,681千円 189千円 1,492千円 199千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○いじめ防止対策等専門委員会（5人）

・委員報酬 14千円×5人×3回

・費用弁償 京都市内～京丹後大宮ほか

・消耗品費

○いじめ問題対策連絡会議（21人）

・委員謝金 4千円×6人×1回

・費用弁償 市内

事
　
業
　
概
　
要

347千円

　教育委員会の諮問に応じて、いじめの防止等のための調査研究や必要な
調査を行う。

210千円

127千円

10千円

3千円

27千円

　関係機関及び団体等の連携並びに、いじめの防止等のための適切な対
策を図るために必要な情報の交換を行うとともに、いじめの防止等のた
めの取組に関する協議を行う。

24千円

目
的
・
趣
旨

　「京丹後市いじめ防止等基本方針」に基づき、市が一体となって
いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するため、
いじめ防止対策等専門委員会及びいじめ問題対策連絡会議を設置す
る。

主
な
財
源

374
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

17 いじめ防止対策等運営事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

374千円 384千円 △ 10千円 285千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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GIGAスクール構想・教育のICT化推進、学校情報通信ネットワークの維持管理 ○使用料及び賃借料

・パソコン借上料（サーバー・パソコンリース料）

○報償費 ・ソフトウェア使用料（授業・校務支援ｼｽﾃﾑ、ｳｲﾙｽ対策等）

・講演会、講習会講師謝金（iU情報経営イノベーション専門職大学連携事業） （参考）パソコン等台数（令和3年3月末＜予定＞）

○需用費

・消耗品費 デスクトップPC

・修繕料（サーバー・パソコン・ネットワーク機器等修繕） ノートPC

○通信運搬費 タブレット

・オンライン授業用貸出Wi-Fiルータ通信費（新型ｺﾛﾅ対策） タッチパネル式電子黒板

・学校用インターネット光回線通信費 ノートPC

○委託料 デスクトップPC

・システム保守委託料（校務支援システム保守等） ノートPC

・情報通信機器等保守委託料（ｻｰﾊﾞｰ、ﾈｯﾄﾜｰｸ機器等） iPad

・産業廃棄物処理委託料（Windows7パソコン等） タブレット

・ICT支援員業務委託料 タッチパネル式電子黒板 5211,754千円 46 6 0

575千円 予定 46 6 0 52

729千円 17 6 0

1,772千円 ３月整備 2,711 1,531 10 4,252

23

14,830千円 図書室用 30 12 0 42

1,197千円 校務用 284 188 24 496

1,070千円 99 52 0 151

2,267千円 99 298 0 397

中学校 事務局

1,627千円 普通教室用 38 0 0 38
事
　
業
　
概
　
要

27,598千円

18,888千円

200千円 8,710千円

合計

15千円 情報教室用 531 252 0 783

1,642千円 区分 種別 小学校

目
的
・
趣
旨

　GIGAスクール構想に基づいて整備したICT環境を活用し、児童生
徒にとってわかりやすく魅力ある授業を進め、児童生徒の情報利活
用能力を育成する。
　また、児童生徒・教職員1人1台のタブレット端末、教職員1人1
台の校務用パソコン、各教室1台の電子黒板、校内LAN及び学校情
報通信ネットワークを維持管理するとともに、学校の情報化推進に
関する教員向け講演会等を開催し、教育のICT化及び校務の効率化
を図る。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金 100

46,437
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 100

事
業

18 学校情報化推進事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

46,537千円 30,638千円 15,899千円 71,121千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○中学生の海外派遣 ○小中学生文化体験事業

小学5年生から中学2年生までを対象に異文化交流・国際交流講座を実施

派遣先　：ニュージーランド　ニュープリマス市 ○小中学生の国際交流

派遣期間：令和4年3月中下旬（9日間の予定）

派遣生徒：中学2年生

募集人数：15人（選考基準により市長が決定） ・消耗品費（作品材料費）

※渡航費用の2/3を補助金交付 ・ビデオ撮影委託料

・旅費（随行員） ・通信運搬費（小包送料）

・中学生海外派遣事業費補助金

・謝礼品代等

事
　
業
　
概
　
要

5,327千円 10千円

　学校での授業やホームステイを通じて、語学力の向上及び国際的視野を
持った人材を育成するために海外へ派遣する。

141千円

　児童生徒の国際理解を促進するため、小中学校での国際交流活動に対
し、経費を負担する。

3,900千円

424千円

90千円

22千円

1,003千円 29千円

目
的
・
趣
旨

　市内の小中学校に在籍する児童生徒が諸外国の文化や伝統を理解
し、他国への興味関心を深めることで、語学力の向上はもとより、
国際感覚を持ちグローバル社会で活躍できる人材を育成するため、
国際交流事業を推進する。

主
な
財
源

繰入金 韓哲･まちづくり夢基金繰入金 5,327

5,327 151
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

19 児童生徒国際交流事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

5,478千円 5,570千円 △ 92千円 1,224千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○国際交流員（会計年度任用職員）の任用経費

○旅費

国際交流員研修等

○国際交流員の賃貸住宅等に係る経費

国際交流員の住居、備品修繕料等

○各種負担金

・来日直後オリエンテーション参加費用負担金

・自治体国際化協会負担金（人員割会費、傷害保険）

・来日渡航費用負担金

事
　
業
　
概
　
要

3,900千円

245千円

479千円

544千円

276千円

118千円

150千円

目
的
・
趣
旨

　グローバル化に対応するため、一般財団法人自治体国際化協会の
「語学指導等を行う外国青年招致事業（JETプログラム）」を活用
し、国際交流員（CIR・1人）を任用する。

主
な
財
源

5,168
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

20 国際交流員招致事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

5,168千円 5,553千円 △ 385千円 4,198千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○共同学校事務室運営経費

網野学園における共同実施業務

　学校経営全体に関わる業務（各種文書の収受発出など情報管理）

　教職員人事に関する業務（給与、旅費、福利厚生、服務等に関する業務）

　教育活動に直接関係する業務（学校予算、備品、就学援助等に関する業務）

　そのほか校内体制に応じて参画する業務　等

・消耗品費

・印刷製本費

・役務費（通信運搬費、ごみ処理手数料）

事
　
業
　
概
　
要

231千円

174千円

30千円

27千円

目
的
・
趣
旨

　学校事務処理の適正化及び標準化、効率化、学校マネジメント機
能の強化等を図るため、共同学校事務室を設置し、学校の教育力・
組織力の向上を推進する。
　令和3年度は、平成30年度より実践研究校として取り組んできた
網野学園（網野中・網野北小・網野南小・島津小・橘小）において
先行して共同学校事務室を設置する。

主
な
財
源

231
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

21 共同学校事務室運営事業
国庫支出金 府支出金

目 02 事務局費
課 学校教育課

一般財源

項 01 教育総務費

231千円 0千円 231千円 0千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額

- 37 -



○事務局運営に係る経費 ○高等学校全国募集入学生応援補助金

・会計年度任用職員任用経費（事務補助員1人）

・教育委員会活動点検評価謝金（2人） 【高等学校全国募集入学生応援補助金　制度概要】

・出張旅費等（教育長、職員）

・教育委員会交際費

・激励金 ・補助対象経費 下宿等の賃借料

（スポーツ等の国際大会や全国大会の出場選手への激励金） ・補助金額 補助対象経費の1/2以内の額（上限月額20千円）

・消耗品ほか

○公用車の維持管理経費

・公用車6台の燃料費、保険料、車検（2台）ほか

○各協議会、団体への負担金

・全国都市教育長協議会、近畿都市教育長協議会ほか

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 事務局費

項 01 教育総務費

7,740千円 6,556千円 1,184千円

事
業

50 事務局一般経費
国庫支出金

目

市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

教育総務課

総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 6,300

繰入金 韓哲･まちづくり夢基金繰入金 1,440

1,440

事
　
業
　
概
　
要

381千円

1,705千円

146千円

4,449千円

2,902千円

40千円

326千円

300千円

目
的
・
趣
旨

　教育委員会事務局の円滑な運営及び公用車の適正な維持管理を行
うための経費を計上するとともに、全国部活動特別入学選抜により
市内の高等学校に入学する生徒を応援する補助金を創設し、生徒の
就学支援及び地域の活性化を図る。

主
な
財
源

500千円

全国部活動特別入学選抜により市内の高等学校に入学し、
下宿等に入居して通学する生徒の保護者

・補助対象者

1,440千円

7,010千円
課

一般財源府支出金
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○外国語指導助手（会計年度任用職員）任用経費（6人） ○外国語指導助手の賃貸住宅等に係る経費

・報酬 ・住居の更新料、住宅保険等

任用初年度： ・備品修繕料等

任用2年目：

任用3年目： ○負担金

任用4・5年目： ・来日直後オリエンテーション参加費用負担金（2人分）

・社会保険料、労災保険料、雇用保険料 ・自治体国際化協会負担金

・費用弁償

○外国語指導助手支援員（会計年度任用職員）任用経費（1人）

出入国時及び生活支援等に係る通訳

○外国語指導助手等の旅費

・帰国旅費（1人）

・研修旅費（ALT、職員）

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

教育総務課
25,853千円

課

01 教育総務費

28,984千円 27,212千円 1,772千円

前年度予算額 増減額

03 外国語活動推進費

外国語指導助手招致事業
国庫支出金

目

一般財源

28,984
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額

項

月額330千円

月額280千円

月額300千円

月額325千円

事
業

01

98千円

552千円

1,532千円

594千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　中学校の英語授業補助、小学校の外国語授業及び外国語活動推進
のため、一般財団法人自治体国際化協会のJETプログラムを活用し
て、6人の外国語指導助手（ALT）を任用する。

主
な
財
源

80千円

658千円

521千円

496千円

291千円

25,679千円

980千円3,419千円

367千円

22,180千円
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○奨学金選考・検討委員会に係る経費 ○定住促進奨学金返還支援制度

・報酬 （委員7人×4千円×3回） 支援制度の周知及び募集手続きを開始するための経費

・費用弁償 （委員7人） ・チラシ印刷製本費

・近畿圏内の大学等へ制度周知するためのチラシ郵送料

○奨学金給付金

・市民税非課税世帯 月額12千円×10人 【定住促進奨学金返還支援補助金　制度概要】

・市民税所得割非課税世帯 月額10千円×13人

○奨学金貸付金

・修学支援金 ・補助金額 奨学金の返還金相当額（上限月額30千円）

大学生（継続） 年額1,000千円×3人 ・補助対象期間 10年以内

新大学生等（新規） 年額1,000千円×4人 ※令和3年度は認定申請年度とし、制度周知に係る経費を計上

・入学支度金 　令和4年度は、令和3年度認定者に対して補助金を交付する。

大学等入学予定者（新規） 1回700千円×5人

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 奨学費

項 01 教育総務費

13,695千円 12,564千円 1,131千円

事
業

01 奨学金事業
国庫支出金

8,029千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

教育総務課

3,000千円

1,440千円

大学等を卒業後に就業し、本市に定住し引き続き10年以上定
住する意思を有する者で、認定申請年度において満30歳未満
の者

・補助対象者

95千円

84千円

11千円

繰入金 谷口謙･未来応援基金繰入金 10,500

総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 195

繰入金 奨学基金繰入金 3,000

13,500

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　大学等の高等教育への進学を希望する者で、経済的理由により修
学困難な者に対して奨学金の給付及び貸付を行う。
　また、人口減少克服・地方創生の取組として、大学等を卒業後に
就業する者で、本市に定住し、奨学金の返還を行う者に対する支援
制度を創設し、将来を担う若者のふるさと回帰と地域の活性化を推
進する。

主
な
財
源

100千円

42千円

58千円

1,560千円

10,500千円

3,000千円

4,000千円

3,500千円
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○奨学基金積立金

・奨学資金貸付償還金滞納繰越分

・利子分

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 奨学費

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

項 01 教育総務費

12千円 23千円 △ 11千円
教育総務課

事
業

02 奨学基金
国庫支出金

727千円目
課

諸収入 奨学資金貸付償還金滞納繰越分 10

一般財源

12 0
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　経済的理由により大学等での修学が困難な者に対し、奨学金を給
付することを目的に、奨学基金へ積み立てるもの。

主
な
財
源

財産収入 奨学基金利子収入

2千円

10千円

12千円

（単位：千円）

134,209 3,000 10 2

2

12

令和2年度末
現在高見込額

令和3年度中見込額
令和3年度末
現在高見込額繰入金

積立金

積立金 利子収入
計

　　　　① ② ③ ①-②+③

131,221
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○谷口謙・未来応援基金積立金

・奨学資金貸付償還金分

・利子分

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 奨学費

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

項 01 教育総務費

1,460千円 762千円 698千円
教育総務課

事
業

03 谷口謙･未来応援基金
国庫支出金

208千円目
課

総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

1

諸収入 奨学資金貸付償還金 1,459

一般財源

1,460 0

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　経済的理由により大学等での修学が困難なものに対し、奨学金を
貸付することを目的に、谷口謙・未来応援基金へ積み立てるもの。

主
な
財
源

財産収入 谷口謙･未来応援基金利子収入

1,460千円

令和2年度末
現在高見込額

令和3年度中見込額
令和3年度末
現在高見込額繰入金

積立金

70,470 10,500 1,459 1

1千円

1,459千円

1,460 61,430

（単位：千円）

積立金 利子収入
計

　　　　① ② ③ ①-②+③
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○学校用務員（会計年度任用職員）任用経費　　14人 ○学校管理備品整備

保健器具、音響機器、ストーブ等

○管理運営経費

・消耗品費（コピー、プール薬品等） ○各種研究会、協議会等負担金

・燃料費（灯油、ガス代等） 京都府小学校校長会負担金、京都府連合小学校教頭会負担金、

・光熱水費（電気、水道代等） 京都府小学校教務主任会負担金、京都府小学校教育研究会負担金、

・通信運搬費（電話、郵便代等） 京都府へき地・小規模校教育研究会負担金等

・その他経費

（食糧費、印刷製本費、修繕料、手数料、委託料、使用料等）

学校数 19校 18校 17校 17校 17校

事
　
業
　
概
　
要

39,225千円 3,098千円

109,534千円

21,193千円 598千円

5,558千円

年　度 H29 H30 R元 R2 R3

8,556千円

70,521千円

3,706千円

目
的
・
趣
旨

　小学校17校を管理運営し、児童及び教職員により良い教育環境を
提供する。

主
な
財
源

152,455
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

02 小学校管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 01 小学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

152,455千円 141,297千円 11,158千円 136,900千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○トイレ改修工事

工事対象校：網野北小、島津小 設計対象校： 峰山小、長岡小

・工事設計、工事監理委託料

・仮設トイレ設置経費（島津小）

・工事請負費

○いさなご小学校職員室エアコン改修工事

○いさなご小学校電気設備改修工事

○網野南小学校電気設備改修工事

○各小学校施設改修工事

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 小学校管理費

項 02 小学校費

81,577千円 105,200千円

事
業

03 小学校施設改修事業
国庫支出金

目

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

△ 23,623千円
教育総務課

183,754千円
課

一般財源

75,000 6,577
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

75,000

事
　
業
　
概
　
要

75,177千円

11,500千円

177千円

63,500千円

1,200千円

1,000千円

1,200千円

3,000千円

目
的
・
趣
旨

　児童が安全に、安心して学校生活を送ることができるよう、小学
校（17校）施設の改修工事等を行う。

主
な
財
源

市債 小学校施設整備事業債（過疎対策債）
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○保健衛生用品 ○児童・教職員各種検診

・衛生消耗品、医薬材料、インフルエンザ用衛生消耗品 ・児童検診委託料

尿検査（全学年、年2回） 心臓検診（1・4年、経過観察者）

○フッ化物洗口用品 眼科検診（全学年） 耳鼻科検診（全学年）

・消耗品、医薬材料 脊柱側わん症検診（学校医抽出者、経過観察者）

結核精密検査

○緊急時対応経費 ・教職員健康診断委託料

・AED借上料　全校設置済（17校） （一般検査、胃部検査、ストレス検査）

（リース期間満了により、令和3年7月に全台更新予定） ・教職員結核検診委託料

・緊急時児童移送（借上料） ・医師送迎用経費（借上料）

○検診医用保健衛生用品

・衛生消耗品

（マスク、手指用消毒液、フェイスシールド、ゴム手袋、ビニール手袋）

事
　
業
　
概
　
要

1,047千円

4,519千円

404千円

1,847千円

544千円

1,328千円

282千円

35千円 160千円

目
的
・
趣
旨

　学校における児童及び教職員の健康の保持増進を図るため、学校
保健安全法に基づき、児童教職員の健康診断、保健衛生、その他の
保健・安全に関する事業を行うとともに、関連機器等を整備する。

主
な
財
源

府補 ﾌｯ素による子どものむし歯予防事業費補助金 255

9,911
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 255

事
業

04 児童教職員健康管理事業
国庫支出金 府支出金

目 01 小学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

10,166千円 8,938千円 1,228千円 7,012千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○スクールバス運行管理委託料

※バスの運転及び車両の維持管理を業者委託

○車両維持管理経費

　　消耗品費、修繕料

○車庫、待合所及びバス停維持管理経費

　　火災保険料、土地借上料（15.66㎡）

11千円

計 29台

1,260千円

島津小 1台 かぶと山小 4台

橘小 1台 高龍小 4台

網野南小 3台 久美浜小 1台

大宮南小 3台 弥栄小 3台
事
　
業
　
概
　
要

105,657千円

いさなご小 3台 丹後小 4台

しんざん小 1台 宇川小 1台

目
的
・
趣
旨

　遠距離通学及び特に必要と認めた児童の通学のためにスクールバ
スを定期運行する。

主
な
財
源

使用料 市営ﾊﾞｽ乗車料 516

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 65,000

65,000 516 41,412
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

05 小学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業
国庫支出金 府支出金

目 01 小学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

106,928千円 93,997千円 12,931千円 96,312千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○遠距離通学補助金

事
　
業
　
概
　
要

271千円

学校名 児童数

大宮南小 7人

計 17人

宇川小 10人

目
的
・
趣
旨

　遠距離通学をする児童を対象に、通学の安全確保と保護者の負担
軽減を図るため、通学の状況に応じて遠距離通学補助金を支給す
る。

主
な
財
源

271
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

06 小学校通学支援事業
国庫支出金 府支出金

目 01 小学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

271千円 270千円 1千円 270千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○施設修繕用消耗品費 ○施設用地借上料

グラウンド土及び砂場用砂、体育館清掃用オイル いさなご小学校用地（学童農園用地ほか）

○施設修繕料 ○施設修繕用原材料

校舎、体育館、給食調理室、消防設備等 補修用木材等

○各種検査等手数料 ○網野北小学校運動場芝生維持管理経費

浄化槽法定検査、貯水槽法定検査 ・消耗品費（芝刈機ベルト、冬芝種子、肥料等）

・委託料（芝生目土作業）

○火災保険料 ・その他（芝刈機修理、芝刈機ガソリン代）

○施設保守管理等委託料（13業務）

48千円

11,949千円

教育委員会事務局

597千円

8

教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項

目 01 小学校管理費
課

02 小学校費

25,813千円 27,461千円 △ 1,648千円

事
業

07

28,372千円

国庫支出金
小学校施設管理事業

財産収入 公有財産使用料

教育総務課

一般財源

総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

8 25,805

予
算
科
目

款 10

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　児童が安全に、安心して学校生活を送ることができるよう、小学
校（17校）施設の維持管理を行う。

主
な
財
源

654千円 151千円

10,961千円 85千円

128千円

246千円

891千円

994千円

参考R元決算額
部

 雑木伐採、電気設備保守管理、エレベータ保守点検、デマンド監視、学校警備、

 給排水設備保守点検、貯水槽等保守点検、浄化槽維持管理、グリストラップ処理、

 消防設備等保守点検、プール循環点検、施設消毒、給食用リフト保守点検

- 48 -



○入学写真、卒業写真、卒業記念品 （参考）学校別児童数＜令和3年4月1日見込み＞

○学力検査（全校・各学年）

○学習教材、教材消耗品等

・学習教材消耗品

・学習教材冊子｢わたしたちの きょうたんご｣（3年生）

・キャリアパスポート（ファイル購入）

○校外学習活動

消耗品、バス運転委託料、自動車借上料、

有料道路通行料、駐車場使用料、

燃料費、講師費用弁償

○山陰海岸ジオパーク小学生駅伝競走大会参加経費 20千円

113人 計 2,363人12,123千円 大宮第一 426人 橘 89人 久美浜

50千円 長岡 64人 島津 54人 弥栄

62人

137人

262千円 しんざん 194人 網野南 157人 吉野

43人 かぶと山 152人9,676千円 いさなご 179人 網野北 177人 宇川

高龍 150人峰山 127人 大宮南 91人 丹後 148人

事
　
業
　
概
　
要

1,410千円

1,635千円 学校名 人　数 学校名 人　数 学校名 人　数 学校名 人　数

目
的
・
趣
旨

　児童の学力充実、向上を目指すとともに、豊かな人間性、健やか
な体づくりなど児童の「たくましく生きる力」を育成するため、学
力調査等を踏まえた指導、副読本の活用や学習教材冊子の作成、学
校外での学習活動等を取り入れ、教育内容の充実を図る。

主
な
財
源

25,176
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

01 小学校教育振興事業
国庫支出金 府支出金

目 02 小学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

25,176千円 26,047千円 △ 871千円 52,116千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○教材備品及び図書購入

○理科等振興備品購入

理科・算数教育に必要な学習教材は、国の補助制度を活用し整備する。

○教材備品の修繕費用

○学校図書館図書管理システム使用料（17校）

○教材用家電リサイクル料 34千円

事
　
業
　
概
　
要

8,100千円

2,626千円

458千円

167千円

目
的
・
趣
旨

　児童の主体的、意欲的な学習活動や読書活動を充実させ、学力の
向上を目指すため、授業に必要な学習教材を整備し、学習活動と教
育内容の充実を図るとともに、学校図書を計画的に整備する。

主
な
財
源

国補 理科教育設備整備費等補助金 1,312

10,073
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 1,312

事
業

02 小学校教育振興備品整備事業
国庫支出金 府支出金

目 02 小学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

11,385千円 10,085千円 1,300千円 10,850千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○就学援助費（要保護・準要保護）　　　　　　　　　　　 ＜参考＞　対象児童数

就学援助費

【支給対象経費】

・学用品費 ・新入学学用品費 ・児童会費 ※令和2年度は令和3年1月現在

・学校給食費 ・クラブ活動費 ・PTA会費

・医療費 ・通学用品費

・修学旅行費 ・校外活動費

※令和4年度新入学学用品費前倒し支給対象者（見込み）：34人

○特別支援教育就学奨励費（特別支援学級入級者等）　　　

奨励費の支給額は、就学援助費の1/2

（通学用品費、医療費、クラブ活動費、児童会費及びPTA会費は除く）

2,021千円

37人 33人 49人

事
　
業
　
概
　
要

20,723千円

　認定に当っては、国の認定要領や生活保護法による生活保護基準を準用し
審査する。

年度 H30 R元 R2

奨励費

262人 255人 271人

目
的
・
趣
旨

　経済的な理由により就学に支障をきたしている児童の保護者を支
援するため、生活保護法に基づく「要保護者」、要保護者に準ずる
程度と認められる「準要保護者」に対し、学用品費、学校給食費、
医療費等を支給する。
　また、特別支援学級入級児童等の保護者の経済的負担を軽減する
ため、奨励費を支給する。

主
な
財
源

国補 就学援助費補助金 127

国補 特別支援教育就学奨励費補助金 999

21,618
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 1,126

事
業

03 小学校就学援助事業
国庫支出金 府支出金

目 02 小学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

22,744千円 20,578千円 2,166千円 17,937千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費

・介護職員

25人 （1日7時間・週5日勤務を基本）

・講師

1人 （1日7時間・週5日勤務を基本）

○事務費（研修資料代、旅費、校外行事等参加負担金等）

事
　
業
　
概
　
要

72,347千円

　障害等により特別な支援を要する児童の個々の指導計画及び教育支援
計画を作成し、障害等に応じた指導・支援を計画的、継続的に実施する
ため、必要と認められる学校に介護職員を配置する。

　複式学級等の担任補助など、円滑な教育活動の推進と学校経営の安定
を図るため、宇川小学校に教員資格のある講師を配置する。

49千円

目
的
・
趣
旨

　児童一人ひとりの課題・特性を的確に把握し、よりきめ細かな指
導に努め、円滑な授業を実施するため、スクールサポーター（介護
職員）を配置するとともに、教育活動の推進と学校経営の安定を図
るため、教員資格のあるスクールサポーター（講師）を配置する。

主
な
財
源

72,396
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

04 小学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業
国庫支出金 府支出金

目 02 小学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

72,396千円 58,390千円 14,006千円 36,966千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○校外学習や体験活動、総合的な学習活動

・KYO発見仕事･文化体験活動推進事業

（府補助事業：全校で実施）

・総合的な学習活動推進事業

（市単独事業：全校で実施）

○教育実践研究指定事業

・次世代型小･中･高連携外国語教育推進事業

　実施校：いさなご小学校・しんざん小学校

　実施年度：令和2年度～令和3年度

○教育研究事業負担金

○修学旅行引率補助金

事
　
業
　
概
　
要

1,175千円

567千円

608千円

100千円

146千円

432千円

目
的
・
趣
旨

　授業改善や教員の指導力向上を図るため、府の研究指定校を受け
て教育実践に取り組むとともに、特色ある教育の実践を推進するた
め、校外学習や体験活動、総合的な学習活動の充実を図る。
　また、教育課題の解決に向けた教職員の研究事業に取り組むとと
もに、修学旅行における引率教員の施設入場料等に係る経費を支援
する。

主
な
財
源

府補 KYO発見仕事･文化体験活動推進事業補助金 378

府委 次世代型小･中･高連携外国語教育推進事業費委託金 100

1,375
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 478

事
業

05 小学校教育推進活動実践事業
国庫支出金 府支出金

目 02 小学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 02 小学校費

1,853千円 1,777千円 76千円 1,667千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○学校用務員（会計年度任用職員）任用経費　　6人 ○学校管理備品整備

テント、音響機器、ストーブ等

○管理運営経費

・消耗品費（コピー代、事務用品等） ○各種研究会、協議会等負担金

・燃料費（灯油、ガス代等） 京都府中学校校長会負担金、京都府中学校教頭会負担金、

・光熱水費（電気、水道代等） 京都府中学校教務主任会負担金、京都府中学校教育研究会負担金、

・通信運搬費（電話、郵便代等） 京丹後市中学校体育連盟負担金、京都府学校図書館協議会負担金等

・その他経費

（食糧費、印刷製本費、修繕料、手数料、委託料、使用料等）

事
　
業
　
概
　
要

13,915千円 1,879千円

47,993千円

9,456千円 1,053千円

2,377千円

4,461千円

30,094千円

1,605千円

目
的
・
趣
旨

　中学校6校を管理運営し、生徒及び教職員により良い教育環境を
提供する。

主
な
財
源

64,840
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

02 中学校管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 01 中学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

64,840千円 62,390千円 2,450千円 59,585千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○中学校特別教室空調化工事（6校） ○大宮中学校コンピュータ室エアコン更新工事

音楽室、美術室、理科室を対象に空調整備 ○各中学校施設改修工事

・工事監理委託料

・工事請負費

【参考】各中学校における特別教室数

峰山中 　6室（音楽室2、美術室2、理科室2）

大宮中　 5室（音楽室2、美術室1、理科室2）

網野中 　5室（音楽室2、美術室1、理科室2）

丹後中　 3室（音楽室1、美術室1(※)、理科室1）

弥栄中　 3室（音楽室1、美術室1、理科室1）

久美浜中 3室（音楽室1、美術室1、理科室1）

※丹後中の美術室は空調設備設置済のため対象外

3,000千円

1,100千円

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 中学校管理費

項 03 中学校費

236,800千円 26,884千円 209,916千円

事
業

03 中学校施設改修事業
国庫支出金

18,279千円目
課

総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

232,700 4,100

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

教育総務課

232,700千円

227,300千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生徒が安全に、安心して学校生活を送ることができるよう、中学
校（6校）施設の改修工事等を行う。

主
な
財
源

5,400千円

市債 中学校施設整備事業債（過疎対策債） 232,700
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○保健衛生用品 ○生徒・教職員各種検診

・衛生消耗品、医薬材料、インフルエンザ用衛生消耗品 ・生徒検診委託料

尿検査（全学年、年2回） 心臓検診（1年、経過観察者）

○緊急時対応経費 眼科検診（全学年） 耳鼻科検診（全学年）

・AED借上料　全校設置済（6校） 血液検査（2年、経過観察者） 結核精密検査

（リース期間満了により、令和3年7月に全台更新予定） 脊柱側わん症検診（学校医抽出者、経過観察者）

・緊急時生徒移送（借上料） ・教職員健康診断委託料

（一般検査、胃部検査、ストレス検査）

○検診医用保健衛生用品 ・教職員結核検診委託料

・衛生消耗品 ・医師送迎用経費（借上料）

（マスク、手指用消毒液、フェイスシールド、ゴム手袋、ビニール手袋）

40千円

事
　
業
　
概
　
要

626千円 5,296千円

3,794千円

279千円 202千円

914千円

896千円

18千円 1,260千円

目
的
・
趣
旨

　学校における生徒及び教職員の健康の保持増進を図るため、学校
保健安全法に基づき、生徒教職員の健康診断、保健衛生、その他の
保健、安全に関する事業を行うとともに、関連機器等を整備する。

主
な
財
源

7,115
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

04 生徒教職員健康管理事業
国庫支出金 府支出金

目 01 中学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

7,115千円 6,042千円 1,073千円 5,175千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○スクールバス運行管理委託料 ○中学校スクールバス購入に係る経費（1台）

※バスの運転及び車両の維持管理を業者委託 ・スクールバス購入費

＜更新＞ 久美浜中学校（29人乗り・4WD）

・諸費用等

（登録手数料、リサイクル料、損害保険料、自動車重量税）

※大宮中の車両は、大宮南小スクールバスの大宮中生徒対象分

○車両維持管理経費

　　消耗品費、修繕料

○車庫及び待合所維持管理経費

　　火災保険料、燃料費

57千円

久美浜中 10台

計 17台（18台）

事
　
業
　
概
　
要

84,193千円 10,316千円

10,200千円

峰山中 1台

丹後中 2台

弥栄中 1台

網野中 3台 116千円

1,510千円

大宮中 （1台）

市債 中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ整備事業債（過疎対策債） 6,400

目
的
・
趣
旨

　遠距離通学及び特に必要と認めた生徒の通学のためにスクールバ
スを定期運行する。また、スクールバスで通学する生徒の安全を確
保するため、老朽化した車両の更新を行う。

主
な
財
源

使用料 市営ﾊﾞｽ乗車料 1,032

国補 へき地生徒援助費補助金 3,750

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 55,000

55,000 1,032 29,894
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 3,750 6,400

事
業

05 中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行管理事業
国庫支出金 府支出金

目 01 中学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

96,076千円 91,883千円 4,193千円 71,569千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○通学用ヘルメット購入補助金（補助率：1/2）

46人

計 215人

弥栄中 25人

久美浜中 8人

事
　
業
　
概
　
要

194千円

学校名 生徒数

峰山中 106人

網野中 18人

丹後中 12人

大宮中

目
的
・
趣
旨

　自転車通学をする生徒を対象に、通学の安全確保と保護者の負担
軽減を図るため、ヘルメット購入補助金を支給する。

主
な
財
源

194
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

06 中学校通学支援事業
国庫支出金 府支出金

目 01 中学校管理費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

194千円 207千円 △ 13千円 199千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○施設修繕用消耗品費 ○施設用地借上料

グラウンド土及び砂場用砂、体育館清掃用オイル 弥栄中学校用地（給食棟、テニスコート）

○施設修繕料 ○施設修繕用原材料費

校舎、体育館、給食調理室、消防設備等 補修用木材等

○各種検査等手数料

貯水槽法定検査

○火災保険料

○施設保守管理等委託料（9業務）

雑木伐採、電気設備保守管理、デマンド監視、貯水槽等保守点検、

グリストラップ処理、消防設備等保守点検、学校警備、施設消毒、

給食用リフト保守点検

30千円

33千円

549千円

3,620千円

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 中学校管理費

項 03 中学校費

9,148千円 10,232千円 △ 1,084千円

事
業

07 中学校施設管理事業
国庫支出金

10,330千円目
課

総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

5 9,143

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

教育総務課

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生徒が安全に、安心して学校生活を送ることができるよう、中学
校（6校）施設の維持管理を行う。

主
な
財
源

200千円 1,460千円

3,256千円

財産収入 公有財産使用料 5
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○入学写真、卒業写真、卒業記念品 （参考）学校別生徒数、部活動数〈令和3年4月1日見込み〉

○学習指導等 324人 274人 302人

・学力検査、スポーツテスト（全校・各学年） 108人 122人 209人

○学習教材、教材消耗品等 14クラブ 12クラブ 13クラブ

・学習教材消耗品等 6クラブ 8クラブ 10クラブ

・学習教材冊子「京丹後市の歴史」（1年生）

○校外学習、部活動

・バス運転委託料、自動車借上料

・楽器運搬手数料（吹奏楽コンクール派遣）

・体育大会等選手派遣費補助金

17,345千円

13,985千円

60千円

3,300千円

358千円

5,833千円 丹後 弥栄 久美浜 63クラブ

6,191千円 部
活
動

峰山 大宮 網野 計

事
　
業
　
概
　
要

1,255千円

3,356千円 生
徒
数

峰山 大宮 網野 計

丹後 弥栄 久美浜 1,339人

目
的
・
趣
旨

　生徒の学力充実、向上を目指すとともに、豊かな人間性、健やか
な体づくりなど生徒の「たくましく生きる力」を育成するため、学
力調査等を踏まえた指導、副読本の活用や学習教材冊子の作成、学
校外での学習活動等を取り入れるとともに、体育大会への参加や部
活動等を支援し、教育内容の充実を図る。

主
な
財
源

28,147
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

01 中学校教育振興事業
国庫支出金 府支出金

目 02 中学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

28,147千円 37,416千円 △ 9,269千円 26,247千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○教材備品及び図書購入

○理科等振興備品購入

理科・数学教育に必要な学習教材は、国の補助制度を活用し整備する。

○楽器備品購入

○教材備品の修繕及び楽器のメンテナンス

○学校図書館図書管理システム使用料（6校）

○教材用家電リサイクル料

59千円

7千円

事
　
業
　
概
　
要

4,930千円

840千円

1,800千円

770千円

目
的
・
趣
旨

　生徒の主体的、意欲的な学習活動や読書活動を充実させ、学力の
向上を目指すため、授業に必要な学習教材を整備し、学習活動と教
育内容の拡充を図るとともに、学校図書を計画的に整備する。

主
な
財
源

国補 理科教育設備整備費等補助金 419

7,987
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 419

事
業

02 中学校教育振興備品整備事業
国庫支出金 府支出金

目 02 中学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

8,406千円 8,538千円 △ 132千円 7,741千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○就学援助費（要保護・準要保護）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜参考＞　対象生徒数

就学援助費

【支給対象経費】

・学用品費 ・新入学学用品費 ・生徒会費 ※令和2年度は令和3年1月現在

・学校給食費 ・クラブ活動費 ・PTA会費

・医療費 ・通学用品費

・修学旅行費 ・校外活動費

※令和4年度新入学学用品費前倒し支給対象者（見込み）：42人

○特別支援教育就学奨励費（特別支援学級入級者等）　　　　　　　　　　　　

奨励費の支給額は、就学援助費の1/2

（通学用品費、医療費、クラブ活動費、生徒会費及びPTA会費は除く）

1,951千円

28人　 30人　 23人

事
　
業
　
概
　
要

21,184千円

　認定に当っては、国の認定要領や生活保護法による生活保護基準を準用し
審査する。

年度 H30 R元 R2

奨励費

162人　 140人　 136人

目
的
・
趣
旨

　経済的な理由により就学に支障をきたしている生徒の保護者を支
援するため、生活保護法に基づく「要保護者」、要保護者に準ずる
程度と認められる「準要保護者」に対し、学用品費、学校給食費、
医療費等を支給する。
　また、特別支援学級入級生徒等の保護者の経済的負担を軽減する
ため、奨励費を支給する。

主
な
財
源

国補 就学援助費補助金 97

国補 特別支援教育就学奨励費補助金 932

22,106
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 1,029

事
業

03 中学校就学援助事業
国庫支出金 府支出金

目 02 中学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

23,135千円 17,443千円 5,692千円 19,403千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費 ・部活動指導員（会計年度任用職員） 12人 （1日1時間・週5日勤務を基本）

・介護職員（会計年度任用職員） 4人 （1日7時間・週5日勤務を基本） 　部活動の質の向上と部活担当教諭の部活に係る負担軽減を図る。

・事務補助（会計年度任用職員） 1人 （1日6時間・週5日勤務を基本）

　通学支援事務補助（久美浜中学校）

・講師（会計年度任用職員） 6人 （1日7時間45分・週4日勤務を基本） ○事務費（研修資料代、旅費、校外行事等参加負担金等）

・心の教室相談員（会計年度任用職員） 2人 （1日7時間・週5日勤務を基本）

事
　
業
　
概
　
要

45,644千円

　障害等により特別な支援を要する生徒の個々の指導計画及び教育支援
計画を作成し、障害等に応じた指導・支援を計画的、継続的に実施する
ため、必要と認められる学校に介護職員を配置する。

258千円

　小中一貫教育による円滑な教育活動の推進と学校経営の安定を図るた
め、各中学校に教員資格のあるコーディネーターを配置する。

　生徒が悩みを気軽に話せ、不安を和らげ心にゆとりを持てるよう相談員
を配置する。

目
的
・
趣
旨

　生徒一人ひとりの課題・特性を的確に把握し、よりきめ細かな指
導に努め、円滑な授業を実施するとともに小中一貫教育の推進を図
るため、スクールサポーター（介護職員・講師）を配置する。
　また、生徒が心にゆとりを持てるよう支援するための相談員、部
活動の質の向上等を図るための部活動指導員、再配置による通学バ
ス等の事務の増加に対応するための事務職員をスクールサポーター
として配置する。

主
な
財
源

府補 部活動指導員配置促進事業補助金 2,688

43,214
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 2,688

事
業

04 中学校ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾀｰ等設置事業
国庫支出金 府支出金

目 02 中学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

45,902千円 38,982千円 6,920千円 28,007千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○教育実践研究指定事業 ○教育研究事業負担金

・未来の担い手育成プログラム研究校

　実施校：弥栄中学校 ○修学旅行引率補助金

　実施年度：令和元年度～令和3年度（3か年）

・次世代型小･中･高連携外国語教育推進事業

　実施校：峰山中学校

　実施年度：令和2年度～令和3年度

○校外学習や体験活動、総合的な学習活動

・KYO発見仕事･文化体験活動推進事業（府補助事業：全校で実施）

・総合的な学習活動推進事業（市単独事業：全校で実施）

・和装教育推進事業（市単独事業：全校で実施）

50千円

803千円

事
　
業
　
概
　
要

250千円 83千円

200千円

244千円

目
的
・
趣
旨

　教員の指導力向上や、生徒の自己肯定感を高め未来を拓く力を身
につけるため、府の研究指定校を受けて教育実践に取り組むととも
に、特色ある教育の実践を推進するため、校外学習や体験活動、総
合的な学習活動の充実を図る。
　また、教育課題の解決に向けた教職員の研究事業に取り組むとと
もに、修学旅行における引率教員の施設入場料等に係る経費を支援
する。

主
な
財
源

府補 KYO発見仕事･文化体験活動推進事業補助金 258

府委 未来の担い手育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ研究事業費委託金 200

府委 次世代型小･中･高連携外国語教育推進事業費委託金 50

872
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 508

事
業

05 中学校教育推進活動実践事業
国庫支出金 府支出金

目 02 中学校教育振興費
課 学校教育課

一般財源

項 03 中学校費

1,380千円 1,357千円 23千円 1,230千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○報酬（委員：15人、報酬対象：12人）

・社会教育委員会議出席報酬（3回）

・その他会議出席報酬（近畿大会、府総会等）

○旅費（委員費用弁償、事務局普通旅費）

○負担金、補助及び交付金

・丹後地方社会教育委員連絡協議会分担金

・京都府社会教育委員連絡協議会分担金

○その他経費（消耗品費、燃料費、有料道路通行料、駐車場使用料）

事
　
業
　
概
　
要

354千円

144千円

210千円

65千円

36千円

65千円

56千円

9千円

目
的
・
趣
旨

　社会教育行政全般について調査・研究及び審議し、答申及び建議
を行うとともに、地域の諸課題や市民の要望を反映した社会教育事
業を展開するため、社会教育委員を設置する。

主
な
財
源

520
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

02 社会教育委員設置事業
国庫支出金 府支出金

目 01 社会教育総務費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

520千円 528千円 △ 8千円 555千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費（生涯学習課：1人）

○各種研修会、担当者会議への参加

・普通旅費

○事務費（消耗品費）

○京丹後市連合婦人会活動補助金 361千円

事
　
業
　
概
　
要

2,925千円

21千円

14千円

目
的
・
趣
旨

　会計年度任用職員の配置等、社会教育事業全般に関する事務局経
費

主
な
財
源

3,321
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

50 社会教育総務一般経費
国庫支出金 府支出金

目 01 社会教育総務費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

3,321千円 3,303千円 18千円 406千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○報償費 【事業内容】

アトラクション謝金、記念品、記念写真 　・会場 京都府丹後文化会館

○需用費 　・開催日 令和4年3月（予定）

消耗品費（案内封筒、式次第用紙ほか）、燃料費 　・対象者 平成13年4月2日から平成14年4月1日の間に生まれた市内在住者

○通信運搬費 及び市内の中学校卒業者等（対象予定者568人）

開催通知、返信用切手（新成人、来賓用） 　・内容 アトラクション、記念式典（二十歳の主張、恩師のメッセージなど）

○手数料

クリーニング手数料 　（参考）過去の出席者数及び出席率

○委託料 平成31年：539人、81.7％（対象者659人）

オンライン中継配信委託料 令和2年  ：416人、63.0％（対象者660人）

○使用料及び賃借料

京都府丹後文化会館使用料（準備、当日）、自動車借上料

事
　
業
　
概
　
要

817千円

46千円

61千円

6千円

83千円

222千円 ※令和2年は、新型コロナウイルス感染症対策のため11月に延期
　し、午前・午後に分けて実施

目
的
・
趣
旨

　大人になったことを自覚し、自ら生き抜こうとする青年（新成
人）を祝い励ますため、成人式を開催する。

主
な
財
源

1,235
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

01 成人式開催事業
国庫支出金 府支出金

目 02 社会教育推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

1,235千円 1,232千円 3千円 481千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○京丹後市青少年健全育成会補助金

○児童合唱団補助金

・補助金　【団体割100千円＋人数割１千円/1人】×3団体

○地域子ども教室活動補助金

・補助金　130千円×6団体

780 千円

　地域の中で、子どもたちが健やかに成長できる安全な場所を確保すると
ともに、地域全体で子どもを守り育てる活動を支援する。

事
　
業
　
概
　
要

400 千円

　家庭、地域社会、学校等関係団体と行政が連携・協力し、青少年の健全
育成に資する為の活動・地域づくりを支援する。

351 千円

　音楽を通して自分を表現する力や社会性を身に付けるなど、豊かな心を
はぐくむ活動を支援する。

目
的
・
趣
旨

　本市の将来を担う青少年が心豊かに成長することができるよう、
地域の青少年を守り育てる活動及び団体を支援する。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（青少年教育事業） 400

1,131
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 400

事
業

02 青少年教育事業
国庫支出金 府支出金

目 02 社会教育推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

1,531千円 1,570千円 △ 39千円 1,570千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○使用料及び賃借料

（自動車借上料、会場使用料、有料道路通行料、駐車場使用料）

○報償費（講師謝金）

高齢者大学一般講座（43講座）・教養講座（52講座）

百才活力学園～食と健康～（仮称）（8講座）

○旅費（費用弁償、普通旅費）

○需用費（消耗品費、燃料費、食糧費）

○委託料（マイクロバス運転委託料）

23千円

249千円

414千円

事
　
業
　
概
　
要

　「高齢者大学」として、町域ごとに「学園」を設け、それぞれ一般講座と教
養講座を実施するとともに、新たに全市域を対象とし、「食と健康」をテーマ
とする「百才活力学園～食と健康～」（仮称）を創設し、講座を実施する。

439千円

2,111千円

目
的
・
趣
旨

　高齢者の社会参加を促進し、健康づくり、仲間づくり、生きがい
づくりに貢献するとともに、その知識や経験を活かした地域活動を
推進するため、高齢者の学習と交流の機会を提供する。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（高齢者教育事業） 1,100

諸収入 社会教育事業等参加料 900

900 1,236
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 1,100

事
業

03 高齢者教育事業
国庫支出金 府支出金

目 02 社会教育推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

3,236千円 2,850千円 386千円 2,448千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○家庭教育支援チーム事業 ○京丹後市PTA協議会活動補助金

　研究大会の開催、研修会への参加等、京丹後市PTA協議会の活動を支援する。

・子育て交流会等ファシリテーター謝金

○子育て講座等の実施

・子育て講座等講師謝金

・親子体操教室講師謝金

・消耗品費等事務費

事
　
業
　
概
　
要

　※乳幼児講座4回、就学前講座6回、思春期講座2回、親子体操教室20回

161千円

120千円

　※家庭教育支援チーム：各地域公民館に計6チーム、子育てサポーター計46人

734千円

 子どもの発達段階に即した子育て講座及び親子体操教室を実施する。

512千円 504千円

453千円

　子育てに悩みや不安を抱える親に対する子育て支援、学習機会の充実を図る
ため、子育て経験者や専門的知識・経験を持つ者などで「家庭教育支援チー
ム」を組織し、子育て交流会などの支援活動を行う。

512千円

目
的
・
趣
旨

　全ての教育の出発点である家庭教育を推進するため、子どもの発
達段階に即した学習及び交流機会の充実に努めるとともに、PTA活
動を支援する。

主
な
財
源

府補 家庭教育支援基盤形成事業補助金 824

926
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 824

事
業

04 家庭教育事業
国庫支出金 府支出金

目 02 社会教育推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

1,750千円 1,860千円 △ 110千円 1,574千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○文化芸術振興計画策定検討に関する経費 ○丹後文化芸術祭実行委員会補助金

・文化芸術振興審議会委員報酬、アドバイザー謝金（4回）

・委員等費用弁償

・文化振興に関する市民アンケート実施経費 ○小町ろまん全国短歌大会補助金

　　消耗品費、印刷製本費、通信運搬費 短歌を通した地域間交流を促進するための大会開催に対する補助金

○丹後文化事業団運営費補助金 ○京都:Re-Search実行委員会負担金

文化事業団運営経費、人件費、施設管理費等に対する補助金 【京都府アーティスト・イン・レジデンス事業（４年目）】

若手アーティストなどが地域住民との協働で制作する作品の展覧会を実施

○京丹後市文化協会活動補助金 ・事業主体　京都:Re-Search実行委員会（府、関係市町村で構成）

総合文化祭、各種文化振興事業及び事務局員賃金に対する補助金 ・事業費　8,000千円

○京丹後文化のまちづくり推進事業補助金

文化の薫り高いまちづくり推進を目的とした事業に対する補助金

50千円

事
　
業
　
概
　
要

27,000千円 2,000千円

3,500千円

※委員15人（報酬対象14人）、アドバイザー2人（謝金対象1人）

130千円

591千円 125千円

1,001千円 1,300千円

280千円 　市民のライフステージに応じた文化、芸術活動の交流と発表など、各種
展示会、発表会及び研修会実施に対する補助金

目
的
・
趣
旨

　市民の豊かな心を育み、生きがいのある生活を送ることができる
よう、地域の生活文化を育て、ゆとりと潤いのある地域づくりを推
進するため、各種文化芸術活動を支援する。
　本年度は、文化芸術振興計画策定に向けた検討に着手する。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（文化芸術事業） 12,000

22,976
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進 12,000

事
業

05 文化芸術事業
国庫支出金 府支出金

目 02 社会教育推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

34,976千円 33,975千円 1,001千円 33,475千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○人権講演会の開催

・講師謝金

・消耗品費（広報チラシ、資料用紙等）

・会場借上料

○視覚･聴覚障害者交流研修会の開催

・講師謝金

・消耗品費（広報チラシ、資料用紙等）

・燃料費

・バス運転委託料

○人権教育指導者研修会、交流研修会への参加

・旅費

・有料道路通行料

○その他経費（消耗品費）

6千円

14千円

16千円

12千円

18千円

20千円

事
　
業
　
概
　
要

168千円

63千円

5千円

100千円

45千円

12千円

3千円

目
的
・
趣
旨

　人権が尊重され、誰もが自分らしく生きることのできる社会の実
現に向け、あらゆる人権問題についての正しい理解と認識を深める
ための学習機会を提供するなど人権教育を推進する。

主
な
財
源

国補 障害者地域生活支援事業費補助金 12

府補 人権問題啓発事業費補助金 83

府補 障害者地域生活支援事業費補助金 6

148
総合計画
計画項目

22 人権を尊重するまちづくり 12 89

事
業

06 人権教育事業
国庫支出金 府支出金

目 02 社会教育推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

249千円 242千円 7千円 182千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○放課後子ども教室運営委託料（市内2か所）

（委託料の内訳：謝金相当分、指導員傷害賠償保険料、消耗品費）

実施場所：小学校の余裕教室（網野北・網野南小学校）

対象者　：当該小学校に在籍する全児童のうち、事前登録した希望者

　　　　　（放課後児童クラブ利用者も参加することが可能）

実施日時：毎週水曜日の放課後（授業がある日のみ）

運営　　：地域住民で構成する実行委員会

内容　　：自主学習・体験活動（スポーツ・工作・文化活動等）

　　　　　集団遊び・自由遊び・昔の遊び等

帰宅方法：児童のみでの帰宅又は保護者の迎えによる帰宅

事
　
業
　
概
　
要

780千円

目
的
・
趣
旨

　児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うこ
とができるよう、小学校の余裕教室を利用した放課後子ども教室を
開設する。

主
な
財
源

府補 京のまなび教室推進事業補助金 520

260
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 520

事
業

07 放課後子ども教室事業
国庫支出金 府支出金

目 02 社会教育推進費
課 子ども未来課

一般財源

項 04 社会教育費

780千円 780千円 0千円 874千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○地区公民館活動交付金 【交付金：町域別内訳】

　地区公民館活動を支援するため、活動経費及び公民館長･主事の配置経費

について、町域ごとに組織する公民館連絡協議会に交付金を交付する。

○公民館職員研修会開催（講師謝金）

○公民館総合（傷害）保険料（53館分）

＜参考＞

【交付金：積算内訳】

・地区割　　 20,000円×225地区

・世帯数割 1,400円×20,469世帯（調整後金額）

・町割（均等） 250,000円×6町

4,500千円

28,657千円

1,500千円

計 53　館 34,657千円

久美浜町公民館連絡協議会 8　館 6,219千円

71千円 網野町公民館連絡協議会 12　館 7,751千円

2,061千円 弥栄町公民館連絡協議会 5　館 3,226千円

丹後町公民館連絡協議会 5　館 3,772千円
事
　
業
　
概
　
要

34,657千円

地区公民館数 交付金額

大宮町公民館連絡協議会 15　館 6,005千円

峰山町公民館連絡協議会 8　館 7,684千円

目
的
・
趣
旨

　教育委員会内に中央公民館を設置し、地域住民の学習及び交流活
動の拠点となる地域公民館及び地区（自治）公民館を統括、支援す
るとともに、公民館関係職員の研修機会を設ける。

主
な
財
源

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債） 19,000

17,789
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 19,000

事
業

01 中央公民館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 03 公民館費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

36,789千円 37,879千円 △ 1,090千円 38,504千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○講座・教室等の実施、地域公民館事業の広報 【地域公民館別内訳】

　・報償費（講師謝金、報償物品）

　・需用費（消耗品費、燃料費）

　・使用料及び賃借料（会場使用料）

　・委託料（バス運転委託料）

○地域公民館施設等維持管理経費

　・需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費）

　・役務費（通信運搬費、手数料、保険料）

　・委託料

　　（宿日直、施設清掃、電気保安管理、丹後地域公民館施設管理ほか）

　・使用料及び賃借料（テレビ受信料、土地借上料）

　・修繕費

　　（峰山地域公民館キュービクル発錆再塗装修繕ほか）

647千円

11,236千円

290千円

433千円 合計 1,196千円 22,598千円 23,794千円

9,992千円 久美浜 117千円 17千円 134千円

22,598千円 弥栄 204千円 6,238千円 6,442千円

丹後 149千円 7,943千円 8,092千円

57千円 網野 290千円 48千円 338千円

77千円 大宮 171千円 1千円 172千円

事
　
業
　
概
　
要

1,196千円

242千円 講座、広報等経費 施設等維持管理経費 合計

820千円 峰山 265千円 8,351千円 8,616千円

諸収入 社会教育事業等参加料 60

目
的
・
趣
旨

　
　社会教育を基盤とした人づくり・つながりづくり・地域づくりを
めざして各町に地域公民館を設置し、地域の身近な課題や生活課題
等に即した学習機会を提供し、学習環境の整備・充実を図る。
　また、社会教育活動、生涯学習及びコミュニティ活動を行う拠点
として、峰山地域公民館、丹後地域公民館、弥栄地域公民館施設の
管理運営を行う。

主
な
財
源

使用料 峰山地域公民館使用料 430

使用料 丹後地域公民館使用料 10

使用料 弥栄地域公民館使用料 10

諸収入 峰山地域公民館水道使用料負担金 177

687 23,107
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

02 地域公民館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 03 公民館費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

23,794千円 376,072千円 △ 352,278千円 35,569千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○網野地域の地区公民館施設の維持管理経費

・地区公民館管理謝金（8館分）

・地区公民館経常経費（4館分）

消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕料、

通信運搬費、手数料、保険料、備品購入費

・施設管理等委託料（1館分）

管理委託料、消防設備等保守点検委託料

・地区公民館火災保険料等補助金（7館分）

・新庄地区公民館屋根工事委託料

1,950千円

1,048千円

事
　
業
　
概
　
要

5,692千円

936千円

1,268千円

490千円

目
的
・
趣
旨

　地域住民の身近な生涯学習・地域活動の拠点である、網野地域の
地区公民館を維持・管理する。

主
な
財
源

諸収入 網野、新庄公民館光熱水費負担金 293

293 5,399
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

03 地区公民館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 03 公民館費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

5,692千円 4,534千円 1,158千円 4,333千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費（地域公民館：12人） ○京都府公民館連絡協議会負担金

・社会教育指導員　8人

・事務補助員　4人 ○AED借上料（峰山･丹後地域公民館）

○公民館職員研修会、担当者会議への参加 ○その他経費（消耗品費、食糧費）

・旅費

・消耗品費（研修大会資料代）

・バス運転委託料、バス燃料費

・有料道路通行料、駐車場使用料

○地域公民館配置公用車5台分の維持管理経費

・公用車燃料費、修繕料

・登録手数料、損害保険料

・自動車重量税

144千円

28千円

43千円

1,100千円

928千円

事
　
業
　
概
　
要

32,620千円 34千円

22,526千円

10,094千円 64千円

29千円

21千円

43千円

136千円 14千円

目
的
・
趣
旨

　地域公民館配置の会計年度任用職員任用経費及び公民館運営に係
る事務局経費

主
な
財
源

33,968
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

50 公民館一般経費
国庫支出金 府支出金

目 03 公民館費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

33,968千円 34,059千円 △ 91千円 15,110千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○図書館協議会委員報酬、費用弁償（委員10人、3回） 【主なサービス内容】

○市立図書館（2館4室）の管理運営費 ・資料収集（図書･AV資料･雑誌新聞）の収集･整理･保存･貸出

・会計年度任用職員任用経費（通常業務19人、代行職員） ・レファレンスサービス（読書案内、利用者の調査研究等の援助）

・図書購入費（AV資料含む） ・閲覧、学習スペースの提供（全館、室でWi-Fi環境を提供）

・雑誌及び新聞購入費 ・図書館相互協力（府内図書館、豊岡市などとの資料の貸借）

　※「雑誌スポンサー制度」導入（ゼロ予算）により雑誌タイトル数を増加 ・国立国会図書館デジタル化資料提供サービス

・ブックスタート事業経費 ・市内の保育所･こども園、学校などへの団体貸出

・Wi-Fiルータ通信料 ・読み聞かせ、おはなし会、工作教室等行事の開催

・図書システム利用料、保守委託料 ・朗読、語りなど大人を対象にした行事の開催

・光熱水費（あみの図書館） ・保育所･こども園、学校などとの連携による読書推進事業及び保健事業など

・備品購入費（図書除菌機6台）   他課との連携による読書推進活動

・その他（図書装備用品等） ・読み聞かせボランティアの活用、育成

・市ホームページ、図書館だより、市広報紙等を通じての広報活動

2,877千円

事
　
業
　
概
　
要

1,668千円

7,967千円

1,333千円

220千円

535千円

138千円

75,165千円

51,153千円

7,980千円

1,432千円

目
的
・
趣
旨

　生涯学習の拠点施設として、市民の読書、調査研究等の要求に応
えるよう、様々な資料や情報を収集、整理・保存し、提供するため
の図書館・図書室の運営を行う。
　また、子どもの読書活動推進のため、保育所・こども園、学校、
地域、ボランティアなどと連携し、子どもから大人まで幅広く利用
者の拡大を図るための各種の行事等を企画・運営する。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 7,000

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 500

500 67,803
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 7,000

事
業

01 図書館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 04 図書館費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

75,303千円 137,311千円 △ 62,008千円 65,237千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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開館日：毎週火曜日・木曜日・土曜日　午前9時30分～午後4時 ○旧網野郷土資料館解体工事

・工事請負費

○郷土資料館の維持管理、展示等に関する経費 ・工事監理委託料

・会計年度任用職員任用経費（資料館業務員1人） ・処理手数料（廃消火器、鉄屑等）

・謝金（郷土資料館特別展示謝礼：手機織り実演）･弁当代

・維持管理経費（燃料、光熱水費、修繕、通信費、火災保険）

・施設保守管理経費（貯水槽、浄化槽、消防設備）

・施設警備委託料

・使用賃借料（コピー機借上料、テレビ受信料）

・その他事務経費（消耗品、ごみ処理手数料）

・原材料費（体験用キット等）

○郷土資料館展示室エアコン取付工事

事
　
業
　
概
　
要

28,067千円

26,200千円

2,619千円 1,800千円

87千円

162千円

210千円

17千円

1,193千円

162千円

84千円

771千円 67千円

20千円

目
的
・
趣
旨

　郷土資料館は、市内で収集を続けてきた民俗資料等を収蔵・調
査・公開する資料館であり、来館者に本市の文化を紹介し、文化財
保護・啓発を図る拠点施設として位置付けている。
　資料館内外の収蔵資料の調査・整理を行うとともに、学校教育と
も連携を図りながら、市内の児童生徒へ向けて、郷土の歴史への関
心を高める役割も果たす。

主
な
財
源

使用料 郷土資料館入館料 31

市債 旧社会教育施設解体事業債（公共施設等適正管理推進事業債） 25,200

31 5,542
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進 25,200

事
業

01 郷土資料館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 05 資料館費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

30,773千円 3,132千円 27,641千円 6,865千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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開館時間：午前9時30分～午後4時（火曜日休館）

○丹後古代の里資料館の維持管理、展示等に関する経費

・会計年度任用職員任用経費（資料館業務員4人）

・窯焼き経費（謝金）

・維持管理経費（燃料、光熱水費、修繕、通信費、火災保険）

・施設保守管理経費（電気設備、浄化槽、消防設備）

・施設警備委託料

・使用料及び賃借料（コピー機、清掃用具、土地借上げ等）

・その他事務経費（消耗品、ごみ処理手数料）

・原材料費（勾玉作り体験材料、陶芸体験用粘土・釉薬等）

・展示関係経費（展示パネル印刷、旅費、有料道路通行料等）

事
　
業
　
概
　
要

11,541千円

8,386千円

35千円

1,639千円

272千円

77千円

192千円

390千円

86千円

464千円

目
的
・
趣
旨

　丹後古代の里資料館は、市内の考古、歴史資料を収蔵・調査・公
開する資料館であり、来館者に本市の文化財を紹介し、文化財保
護、啓発を図る拠点施設として位置付けている。
　また、学校教育とも連携を図りながら、市内の児童生徒へ向け
て、郷土の歴史の関心を高める役割も果たす。

主
な
財
源

使用料 古代の里資料館入館料 480

諸収入 古代の里資料館陶芸教室実習料 75

555 10,986
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進

事
業

02 古代の里資料館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 05 資料館費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

11,541千円 59,601千円 △ 48,060千円 12,656千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○委託料

・指定管理者の管理運営に関する委託料

　　（運営に必要な人件費、施設の維持管理経費）

○使用料及び賃借料

・駐車場用地の一部にある民間土地借上料（518.81㎡）

・建物の所有者である公益財団法人日本ナショナルトラストへの建物賃借料

事
　
業
　
概
　
要

7,299千円

1,288千円

目
的
・
趣
旨

　琴引浜鳴き砂文化館は、本市の豊かな自然環境のシンボルである
琴引浜の鳴き砂についての展示や様々な体験事業を実施し、普及啓
発を行う施設である。
　また、世界認定されている山陰海岸ジオパークの拠点施設として
も位置付けており、他の関連地域や施設と連携し積極的な事業展開
に努める。

主
な
財
源

8,587
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進

事
業

03 資料館等指定管理施設運営事業
国庫支出金 府支出金

目 05 資料館費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

8,587千円 8,488千円 99千円 8,488千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費

・社会教育指導員　1人

・作業員　2人

○施設維持管理経費

・需用費（消耗品費、燃料費、光熱費、修繕料等）

・役務費（通信運搬費、手数料、火災保険料）

・委託料（浄化槽維持管理、消防設備保守点検）

・使用料及び賃借料（テレビ受信料、機械器具借上料）

・備品購入費（卓上ボール盤・電話FAX機）

事
　
業
　
概
　
要

6,683千円

2,817千円

2,218千円

158千円

307千円

54千円

80千円

使用料 峰山いさなごｺｰﾄ使用料 24

諸収入 太陽光発電余剰電力料 180

目
的
・
趣
旨

　親子のふれあいを含めた世代間の交流体験施設として、生涯学習
の機会を提供することにより、市民の生きがいづくり及び健康増進
を図るため、峰山林業総合センター（木工体験施設）、いさなご工
房（陶芸体験施設）、いさなごコート（屋根付ゲートボール場）を
管理運営する。

主
な
財
源

使用料 公有財産使用料 42

使用料 峰山林業総合ｾﾝﾀｰ使用料 60

使用料 峰山いさなご工房使用料 480

諸収入 峰山林業総合ｾﾝﾀｰ木工教室等材料代 30

816 8,684
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

01 峰山いさなご施設管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 06 社会教育施設費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

9,500千円 9,579千円 △ 79千円 7,756千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費

・事務補助員　2人

・作業員　4人

○施設管理運営経費

・需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕料等）

・役務費（通信運搬費、火災保険料等）

・委託料（自家用電気工作物保安管理委託、草刈委託等）

・使用料及び賃借料（テレビ受信料、清掃用具借上料等）

・体験事業材料代

・備品購入費（陶芸用電気釜1台更新）

事
　
業
　
概
　
要

11,337千円

※本年度より、（一社）京都府北部地域連携都市圏振興社京丹後地域本部へ
の業務委託から、市による直接の管理運営に変更する。

6,972千円

2,886千円

402千円

2,226千円

144千円

1,250千円

64千円

目
的
・
趣
旨

　活力のある長寿社会の実現に向けて、生きがいづくり、ふれあい
交流づくり及び健康づくりの場を提供し、生涯学習の推進を図るた
め、大宮ふれあい工房（陶芸、染色体験施設）及びふれあいスポー
ツ広場等を管理運営する。

主
な
財
源

使用料 大宮ふれあい工房使用料 480

使用料 大宮ふれあいｽﾎﾟｰﾂ広場使用料 12

諸収入 大宮ふれあい工房関係諸収入 12

504 17,805
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

02 ﾏｽﾀｰｽﾞﾋﾞﾚｯｼﾞ管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 06 社会教育施設費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

18,309千円 15,751千円 2,558千円 15,340千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○施設管理運営経費

・需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕料）

・役務費（通信運搬費、火災保険料）

・委託料（会館管理委託料）

事
　
業
　
概
　
要

1,205千円

657千円

68千円

480千円

目
的
・
趣
旨

　網野町橘地区における生涯学習・コミュニティの拠点として当該
施設を管理運営し、地域住民の各種活動の場を提供するとともに、
施設の利用促進を図る。

主
な
財
源

諸収入 たちばな会館光熱水費負担金 317

317 888
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

03 たちばな会館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 06 社会教育施設費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

1,205千円 1,205千円 0千円 1,235千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○施設管理運営経費

・需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕料）

・役務費

（通信運搬費、浄化槽法定検査手数料、火災保険料）

・委託料

（浄化槽維持管理委託料、消防設備保守点検委託料、会館管理委託料）

・使用料及び賃借料（テレビ受信料）

・備品購入費（消火器3本）

15千円

20千円

事
　
業
　
概
　
要

1,257千円

541千円

50千円

631千円

目
的
・
趣
旨

　教育及び地域の文化活動・生涯学習の拠点として当該施設を管理
運営し、地域住民の各種活動の場を提供するとともに、当該施設の
利用促進を図る。

主
な
財
源

1,257
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

04 網野教育会館管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 06 社会教育施設費
課 生涯学習課

一般財源

項 04 社会教育費

1,257千円 1,257千円 0千円 1,239千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○文化財保護審議会

・報酬

審議会（半日） 4千円×10人×3回

両丹文化財保護連絡協議会（1日） 7千円×10人×1回

・費用弁償

審議会（年3回）参集分、両丹文化財保護連絡協議会参加分

※両丹文化財保護連絡協議会

　府内福知山以北の市町の文化財保護審議会委員等が集まり、年1回研修
会を行い、講演会・情報交換を行うもの。令和3年度は宮津市が会場。

事
　
業
　
概
　
要

213千円

120千円

70千円

23千円

目
的
・
趣
旨

　市内文化財の調査研究を行い、その指定等について諮問を行う附
属機関である文化財保護審議会で、文化財の保全や活用について調
査・審議を行う。

主
な
財
源

213
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進

事
業

01 文化財保護審議会委員設置事業
国庫支出金 府支出金

目 07 文化財保護費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

213千円 234千円 △ 21千円 155千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○京丹後市指定文化財等補助金 ○指定文化財等維持管理費

・国府市指定史跡等草刈委託料（神明山古墳ほか4件）

・文化財施設環境美化委託料（竹野神社周辺ほか10件）

・文化財施設光熱水費･通信費等（丹後震災記念館）

・指定文化財施設火災保険料（旧口大野村役場ほか4件）

・土地借上料（史跡、文化財看板設置土地借上料）

※補助事業実施主体：文化財所有者（神社、寺院）、自治会等

○文化財保全･普及経費

・案内看板修繕（しわ榎説明看板ほか1件）

・文化財説明看板設置工事費（穴文殊説明看板ほか2件）

・備品購入（カメラ1台）

・消耗品費

事
　
業
　
概
　
要

2,500千円 1,094千円

　京丹後市指定文化財等補助金交付要綱に基づき、指定文化財のほか未指定
文化財の修理や保全に関する事業に対して補助金を交付する。
　一定の基準を満たした社寺建築や絵画、彫刻等といった美術工芸品、民俗
芸能に使用される道具類の修理等が対象となる。

458千円

目
的
・
趣
旨

　市内に所在する貴重な文化財を後世に残すために、修理や保全に
係る事業に対して補助金を交付するとともに、180件を超える市内
指定文化財（国、府、市指定文化財）を適切に維持管理し、看板設
置などにより指定文化財等の普及啓発を図る。

主
な
財
源

4,052
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進

事
業

02 指定文化財等管理事業
国庫支出金 府支出金

目 07 文化財保護費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

4,052千円 3,133千円 919千円 3,837千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○史跡整備検討委員会経費 ○環境維持関係経費

・史跡整備検討委員会委員報酬 4千円×15人×3回 ・網野銚子山古墳周辺下草刈委託料

・委員費用弁償（委員会参集旅費）

○銚子山古墳整備関係経費

・文化庁調査官指導旅費、協議旅費

・消耗品費

・工事設計委託料

・銚子山古墳環境整備工事費

○神明山古墳整備関係経費

・工事設計委託料

・雑木伐採委託料

・搬出路階段補修工事費

193千円

42,005千円

71千円
事
　
業
　
概
　
要

373千円 720千円

770千円

3,234千円

319千円

2,145千円

34千円

4,800千円

37,100千円

180千円 720千円

目
的
・
趣
旨

　市内に残る地域の特色と歴史を物語る重要な史跡等を、教育、観
光、地域づくりの資源として有効に活用するために史跡整備を推進
する。
　国史跡網野銚子山古墳は、史跡整備検討委員会にて史跡の保存・
活用に向け検討を進めており、墳丘部分の整理伐採及び墳丘前方部
を対象に墳丘復元・周溝表示工を中心とした環境整備を実施する。
　国史跡神明山古墳は、墳丘の保全を阻害する樹木の整理伐採及び
搬出路の補修を行う。

主
な
財
源

国補 国宝重要文化財等保存･活用事業費補助金 22,617

市債 遺跡整備事業債（過疎対策債） 20,900

2,815
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進 22,617 20,900

事
業

03 遺跡整備事業
国庫支出金 府支出金

目 07 文化財保護費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

46,332千円 31,174千円 15,158千円 46,132千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○網野銚子山古墳発掘調査経費 ○浜詰遺跡発掘調査経費

・会計年度任用職員任用経費 ・会計年度任用職員経費

発掘調査補助員（3人） 発掘調査補助員　3月（1人）

作業員（遺物整理）（1人） 作業員（現場作業）延べ6月（3人）

・協議旅費 ・消耗品費、現場ガソリン代等

・消耗品費、整理室灯油代 ・発掘調査報告書印刷製本費

・発掘調査遺構図化作成委託料 ・現場用重機借上料

・有料道路通行料 ・仮設トイレ借上料、し尿汲取料

・整理室内冷暖房機賃借料　

事
　
業
　
概
　
要

5,220千円 1,421千円

3,098千円 864千円

15千円 126千円

149千円

1,575千円 251千円

10千円 36千円

373千円 144千円

目
的
・
趣
旨

   市内に残る遺跡等の適正な保存・活用のため、開発に先立つ発掘
調査を実施して開発事業との円滑な調整を図るほか、令和元年度ま
で実施した網野銚子山古墳発掘調査の成果をまとめる整理作業を実
施する。

主
な
財
源

国補 国宝重要文化財等保存･活用事業費補助金 3,300

府補 埋蔵文化財緊急発掘調査費補助金 1,650

1,691
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進 3,300 1,650

事
業

04 遺跡発掘調査等事業
国庫支出金 府支出金

目 07 文化財保護費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

6,641千円 4,419千円 2,222千円 6,031千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○文化財保存活用地域計画策定協議会委員経費 ○計画策定委託料

・協議会委員謝金 7,000円×12人×2回 文化財保存活用地域計画策定支援委託料

・委員費用弁償（協議会参集旅費）

・文化庁調査官現地指導費用弁償

○事務経費

○専門家現地調査謝金 消耗品費、地区アンケート返信用切手代

・専門家現地調査謝金 9,000円×3人×4日

・専門家現地調査補助員謝金 6,000円×6人×4回

・専門家現地調査費用弁償

○協議旅費

文化庁協議旅費（2人×2回）

事
　
業
　
概
　
要

257千円 5,221千円

168千円

77千円

48千円

108千円

144千円

363千円

12千円

33千円

615千円

目
的
・
趣
旨

　市内に数多く残る文化財について、過去の調査成果の整理等によ
る現状把握とあわせ、新たな掘り起こしを行うことにより、市の歴
史文化の特色や課題を明らかにし、その課題解決に向け教育、観
光、地域づくり等の各分野が地域資源として文化財を有効活用する
ための指針を示す文化財保存活用地域計画の策定を行う。
　平成31年4月に改正施行された文化財保護法による法定計画とし
て令和3～4年度の2か年で策定し、文化庁の認定を受ける予定。

主
な
財
源

国補 文化芸術振興費補助金 6,165

9
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進 6,165

事
業

05 地域文化財総合活用推進事業
国庫支出金 府支出金

目 07 文化財保護費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

6,174千円 0千円 6,174千円 0千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○文化財収蔵施設維持管理経費（5か所）

十楽収蔵庫（久美浜町十楽）　網野出土遺物収蔵庫（網野町網野）

旧成路分校（峰山町鱒留）　　旧三重保育所（大宮町三重）

高嶋寮（丹後町上野）　

・光熱水費、火災保険料、草刈委託料、事務費

・収蔵施設修繕料（維持補修）

○文化財加盟団体経費

・全国史跡整備市町村協議会（全国、近畿）

・全国鳴き砂ネットワーク

○会議出席経費

国･府との協議、研修会出席旅費、有料道路使用料

鳴き砂サミット参加旅費

事
　
業
　
概
　
要

150千円

120千円

30千円

70千円

50千円

20千円

132千円

目
的
・
趣
旨

　文化財の保護と活用を図るため、郷土資料館、丹後古代の里資料
館以外に所管している文化財の収蔵施設等の維持管理を適切に行
い、また各種文化財保護関係団体の活動を推進する。

主
な
財
源

352
総合計画
計画項目

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進

事
業

50 文化財保護一般経費
国庫支出金 府支出金

目 07 文化財保護費
課 文化財保護課

一般財源

項 04 社会教育費

352千円 324千円 28千円 364千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○京丹後市体育協会補助金 【京丹後市青少年スポーツ協会　種目別加盟団体数】

京丹後市体育協会本部及び支部事業に係る運営補助

○京丹後市青少年スポーツ協会補助金

青少年スポーツ協会及び加盟団体の活動に対する補助

○子どもスポーツ推進事業補助金

剣　道 4 体　操 1

　スポーツ障害予防事業等により、子どもに対してスポーツを推進する事業
を行う団体に対する補助

陸　上 7 新体操 1
合　計 66

1300千円 空手道

サッカー 6 バドミントン 3 レスリング 1

バスケットボール 6 ソフトテニス 2 カヌー 1

1

野　球 10 柔　道 1 卓　球 1

事
　
業
　
概
　
要

15,727千円

種　目  団体数 種　目  団体数 種　目  団体数

3,725千円 バレーボール 11 硬式テニス 2 複合

6 少林寺拳法 1 スキー

目
的
・
趣
旨

　市民へのスポーツの普及と振興を図るため、中核的な役割を担う
京丹後市体育協会の活動を支援する。
　また、京丹後市青少年スポーツ協会の活動及び子どもスポーツ推
進事業を支援することで、青少年の健全育成と体力の向上を図る。

主
な
財
源

19,752
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

01 社会体育団体育成事業
国庫支出金 府支出金

目 01 保健体育総務費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

19,752千円 19,811千円 △ 59千円 19,364千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○スポーツ推進審議会に関する経費

・スポーツ推進審議会委員報酬（委員12人、2回）

・費用弁償

○会計年度任用職員任用経費（スポーツ推進室：1人）

○社会体育に関する事務経費

・担当者会議、大会誘致活動等旅費

・全国大会等出場懸垂幕等

・有料道路通行料

事
　
業
　
概
　
要

110千円

9千円

136千円

17千円

108千円

96千円

12千円

2,821千円

目
的
・
趣
旨

　スポーツ基本法に基づいて設置するスポーツ推進審議会を運営
し、市民の意見を反映したスポーツ活動の推進を図る。
　また、社会体育事業を円滑に実施するための事務経費のほか、全
国大会等出場者激励会の開催や懸垂幕を設置するなど、優れた成績
を収めた選手を讃え、スポーツ推進の機運を高める。

主
な
財
源

3,065
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

50 保健体育総務一般経費
国庫支出金 府支出金

目 01 保健体育総務費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

3,065千円 253千円 2,812千円 444千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○スポーツ推進委員報酬（年額50千円×委員50人） ○使用料及び賃借料

有料道路通行料（近畿スポーツ推進委員研究協議会ほか）

○旅費（費用弁償、普通旅費）

・市内スポーツ指導活動及び研修等参加 ○負担金、補助及び交付金

・近畿スポーツ推進委員研究協議会参加 ・丹後スポーツ推進委員連絡協議会負担金

・京都府スポーツ推進委員研究大会参加負担金

○需用費（機関誌購読、事務消耗品費、燃料費） ・近畿スポーツ推進委員研究協議会参加負担金

・障害者スポーツ指導員養成研修会参加負担金

○役務費（スポーツ安全保険料50人分）

○委託料

市バス運転委託料（近畿スポーツ推進委員研究協議会ほか）

27千円

事
　
業
　
概
　
要

2,500千円 47千円

714千円

137千円

36千円

93千円

85千円

45千円

29千円

34千円

目
的
・
趣
旨

　市民にスポーツに関する指導及び助言を行うスポーツ推進委員を
委嘱し、本市のスポーツ振興を図る。
　また、スポーツ推進委員の資質向上のため、各種研修会や研究大
会に参加する。

主
な
財
源

3,610
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

01 ｽﾎﾟｰﾂ推進委員活動事業
国庫支出金 府支出金

目 02 ｽﾎﾟｰﾂ推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

3,610千円 3,667千円 △ 57千円 4,245千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○報償費 ○有料道路通行料

審判員謝金、入賞・参加記念品 府民総体閉会式等

※はしうど杯卓球選手権大会、ニュースポーツ交流大会

○旅費 ○補助金

府民総体閉会式及び関係者懇談会参加旅費ほか ・京都府民総合体育大会選手派遣費補助金

○需用費 ・市民総合体育大会開催補助金【9月5日（予定）】

消耗品費、燃料費、食糧費 ・京丹後チャレンジデー実行委員会補助金

○委託料 ※チャレンジデー：令和3年度は10月27日（水）に全国一斉開催（予定）

・バス運転手委託料（弥栄町文化祭駅伝大会ほか）

・市長杯中学生野球大会開催委託料【6月5日・6日（予定）】

・ジュニアカヌースプリント大会運営委託料【5月・10月】

・京丹後市民陸上記録会運営委託料【6月27日（予定）】

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額

項 05 保健体育費

6,545千円 6,312千円 233千円 5,987千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

事
業

02 地域ｽﾎﾟｰﾂ推進事業
国庫支出金 府支出金

目 02 ｽﾎﾟｰﾂ推進費
課 生涯学習課

一般財源

総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 238 62 6,245

目
的
・
趣
旨

　市民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を送ることが
できるよう、体力の向上や健康づくり等、年代や目的に応じて気軽
に親しめるスポーツ機会を提供する。
　また、市総合体育大会の開催、京都府民総合体育大会への出場を
支援する等、スポーツ人口の拡大とスポーツを通した交流機会を確
保する。

主
な
財
源

繰入金 韓哲・まちづくり夢基金繰入金 238

諸収入 ｽﾎﾟｰﾂ大会参加料 62

事
　
業
　
概
　
要

23千円 5千円

6千円 4,900千円

1,368千円

43千円

1,500千円

243千円 3,300千円

101千円

924千円

300千円

100千円
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○丹後100kmウルトラマラソン大会【9月18日・19日(予定)】 ○あみの八丁浜ロードレース大会【10月24日（予定）】

・旅費 ・市体育協会への補助金

・バス運転委託料

・実行委員会への補助金 ○その他経費

・旅費等（普通旅費、有料道路通行料、駐車場使用料）

○丹後大学駅伝【11月20日（予定）】 ・消耗品費

・燃料費

・後援会への負担金

○久美浜湾一周駅伝競走大会【11月23日（予定）】

・大会運営委託料

○京丹後市ドラゴンカヌー選手権大会【8月8日（予定）】

・実行委員会への補助金

1,350千円

1,700千円

1,700千円

34千円

900千円

1,350千円

事
　
業
　
概
　
要

1,203千円 1,050千円

53千円 1,050千円

29千円

934千円 20千円

850千円

300千円 49千円

目
的
・
趣
旨

　観光分野と連携し、ジオパークの魅力を生かした各種スポーツイ
ベントの開催を支援することで、地域の一体感や活力を醸成すると
ともに、本市の魅力発信と交流人口の増加を図る。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ推進事業） 2,400

3,886
総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 2,400

事
業

03 ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ推進事業
国庫支出金 府支出金

目 02 ｽﾎﾟｰﾂ推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

6,286千円 7,672千円 △ 1,386千円 10,160千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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【ホストタウン交流・オリンピック事前合宿受入】※スペイン、ポルトガル 【オリンピック応援】

○相手国との交流（歓迎レセプション、競技交流、文化交流） ○ホストタウン相手国及び京丹後市出身選手の応援

・報償費（記念品、謝金） ・旅費、通訳謝金

・需用費（消耗品、食糧費等） ・大会チケット代（カヌースプリント、レスリング）

・旅費、手数料、委託料（会場設営、バス運転） ・消耗品費、有料道路通行料、駐車場使用料

○オリンピック事前合宿受入（事前合宿、選手移動支援） 【パラリンピック関連事業】

・トレーニングキャンプ実施経費 ○パラリンピック採火式（予定：令和3年8月16日）

・大会使用艇及び選手輸送経費 ・旅費、消耗品費、委託料

・旅費、燃料費

・PCR等検査経費 ○パラスポーツ体験会

・講師謝金、旅費、消耗品費

【その他】

○有料道路通行料、駐車場使用料 77千円

事
　
業
　
概
　
要

3,216千円 204千円

7,319千円

333千円

22,331千円

11,463千円 85千円

98千円

566千円 22千円

1,309千円 745千円

261千円 625千円

482千円

目
的
・
趣
旨

　東京2020オリンピック・パラリンピックのホストタウン事業を
推進し、本市のスポーツツーリズムやインバウンドの増加、スポー
ツによる地域の活性化を図る。

主
な
財
源

府補 ﾎｽﾄﾀｳﾝ等新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策基金交付金 7,501

諸収入 ﾁｹｯﾄ販売代金 59

59 17,191
総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 7,501

事
業

04 ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸﾎｽﾄﾀｳﾝ推進事業
国庫支出金 府支出金

目 02 ｽﾎﾟｰﾂ推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

24,751千円 22,432千円 2,319千円 20,691千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○カヌー競技審判員養成 【ＷＭＧの開催日程】

・費用弁償（養成講座講師） ○大会全体　　 令和4年5月13日（金）～5月29日（日）

○京丹後市 令和4年5月15日（日）～5月18日（水）※調整中

○関係団体との協議等（府実行委員会、府カヌー協会等） 　・競技内容：カヌーマラソン、SUP、ドラゴンボート

・旅費 　・会場：久美浜湾カヌー競技場

・有料道路通行料

・駐車場使用料 【ＷＭＧ京丹後市プレ大会の概要】（予定）

○SUP全国大会 令和3年4月11日（日）

○ＷＭＧ京都府実行委員会負担金 ○カヌーマラソン全国大会 令和3年5月8日（土）、9日（日）

○ドラゴンボート大会 令和3年8月8日（日）

○ＷＭＧ京丹後市実行委員会補助金 ※ドラゴンボート大会は京丹後市ドラゴンカヌー選手権大会を兼ねる。

・実行委員会開催経費、ウェブサイト管理運営、その他

・プレ大会開催経費

事
　
業
　
概
　
要

3,609千円

609千円

10千円

3,000千円

51千円

72千円

19千円

133千円

200千円

目
的
・
趣
旨

　令和4年（2022年）に延期開催となったワールドマスターズ
ゲームズ2021関西（WMG）関連事業を推進し、本市のスポーツ
ツーリズムやインバウンドの増加、障害者スポーツの基盤づくり、
スポーツによる地域の活性化を図る。

主
な
財
源

3,961
総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進

事
業

05 ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ関西推進事業
国庫支出金 府支出金

目 02 ｽﾎﾟｰﾂ推進費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

3,961千円 7,778千円 △ 3,817千円 7,161千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○報償費（出演者謝金） ○使用料及び賃借料（自動車借上料、有料道路通行料）

○旅費（京都府担当者会議）

【聖火リレー実施日】

○需用費（燃料費、印刷製本費） 令和３年5月25日（火）　

○役務費（新聞折込手数料、ごみ処理手数料） 【聖火リレーコース】

浅茂川	漁港内（スタート地点）～八丁浜小浜キャンプ場付近（ゴール地点）

○委託料 ※走行距離：約2.2km

・バス運転委託料（会場移動用バス運転）

・会場設営委託料（聖火リレー会場・コース等設営）

・会場警備委託料（聖火リレー会場・コース等警備業務）

・計画策定委託料（警備計画見直し業務）

1,925千円

823千円

469千円

事
　
業
　
概
　
要

80千円

6千円

114千円

70千円

3,244千円

27千円

296千円

目
的
・
趣
旨

　東京2020オリンピック聖火リレーを実施することにより、大会
の機運醸成、ホストタウン事業等の成功に資するとともに、スポー
ツ振興、地域活性化などスポーツによるまちづくりを推進する。

主
な
財
源

府補 東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ聖火ﾘﾚｰ開催補助金 1,893

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 1,893 1,917

参考R元決算額
部 教育委員会事務局

項 05 保健体育費

3,810千円 4,155千円 △ 345千円 955千円目 02 ｽﾎﾟｰﾂ推進費
課 生涯学習課

事
業

06 東京2020ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ聖火ﾘﾚｰ事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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・大宮自然運動公園トイレ水洗化工事

○負担金（下水道加入分担金）

＜参考＞社会体育施設数

テニスコートブラシ（2本）、消火器（29本）

 

4

合計 47

○使用料及び賃借料 737千円 グラウンド 18 ゲートボール場 4

特殊建築物・設備定期報告業務委託料、雑木伐採委託料、

グラウンド等管理委託料、運動公園管理委託料 R3.4.1現在

施設清掃委託料、電気設備保守管理委託料、浄化槽維持管理委託料、 140千円

○委託料（工事関連経費を除く） 15,145千円 ・久美浜中央運動公園遊具撤去工事 600千円

通信運搬費、し尿処理手数料、浄化槽法定検査手数料、火災保険料、 ・網野体育センター壁面折畳式バスケットゴール更新工事 2,200千円

事
　
業
　
概
　
要

○需用費 34,459千円 ○工事設計監理委託料・工事請負費 25,400千円

○役務費 1,428千円 ・大宮社会体育館アリーナウレタン塗り一層メンテナンス 1,300千円

自動車損害保険料 ・久美浜中央運動公園テニスコート照明用タイマー修繕工事 11,900千円

除草作業委託料、庭木剪定委託料、消防設備等保守点検委託料、

○備品購入費 229千円 柔剣道場 1 多目的広場 1

土地借上料、機械器具借上料、仮設トイレ借上料 体育館 19 テニスコート

消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、修繕費 9,400千円

諸収入 旧大宮第三小学校施設･旧海部小学校施設光熱水費利用負担金 205

市債 社会体育施設整備事業債（合併特例債） 13,300

目
的
・
趣
旨

　市民が生涯にわたって、心身ともに健康で文化的な生活を送るこ
とができるよう、スポーツ活動やレクリエレーション活動の拠点と
なる社会体育施設の維持管理等を行う。

主
な
財
源

使用料 社会体育施設使用料、公有財産使用料 403

諸収入 自動販売機売上料 35

諸収入 旧宇川中学校施設光熱水費利用負担金 366

市債 社会体育施設整備事業債（過疎対策債） 9,400

1,009 53,829
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 22,700

事
業

01 体育施設管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 03 体育施設費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

77,538千円 52,508千円 25,030千円 58,283千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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事
　
業
　
概
　
要

○需用費 1,697 千円

・消耗品費（屋内照明水銀灯、グラウンド山土等） 472 千円

・小学校（全17校）

・中学校（全6校）

・修繕料（屋外照明水銀灯取替等） 670 千円

＜参考＞社会体育用開放施設（23校）

・印刷製本費（利用申請書） 55 千円

・修繕料（屋内照明水銀灯取替等） 500 千円

目
的
・
趣
旨

　地域の身近な施設である学校体育施設を開放及び維持管理するこ
とにより、市民のレクリエーション活動や各種サークル活動、ま
た、青少年スポーツ教室や各種スポーツ競技団体の活動等の促進を
図る。

主
な
財
源

使用料 小学校施設使用料 111

使用料 中学校施設使用料 65

176 1,521
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

02 社会体育用学校開放施設管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 03 体育施設費
課

教育総務課
生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

1,697千円 1,928千円 △ 231千円 3,296千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額

- 101 -



・物品処分･産業廃棄物処理委託料

 

事
　
業
　
概
　
要

278 千円

・カヌーセンター管理委託料 527 千円

・施設運搬作業委託料（浮桟橋避難） 119 千円

565千円

○委託料 1,788千円

千円

・荷物運搬作業委託料（カタマラン輸送等） 644 千円

・消防設備等保守点検委託料 8

・カタマラン保守管理委託料 212 千円

消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、修繕料 体験用SUP（3艇）

○役務費（火災保険料） 51千円

○需用費 703千円 ○備品購入費

目
的
・
趣
旨

　豊かな自然の中で、カヌーを通して市民のスポーツ及びレクリ
エーションの振興を図り、心身の健康づくりに資するとともに、本
市のスポーツ活動の拠点の一つとして地域の活性化に資するため、
カヌーセンターの管理運営を行う。

主
な
財
源

使用料 ｶﾇｰｾﾝﾀｰ使用料 500

500 2,607
総合計画
計画項目

27 多様な学びを支援する社会教育の充実

事
業

03 久美浜湾ｶﾇｰｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 03 体育施設費
課 生涯学習課

一般財源

項 05 保健体育費

3,107千円 0千円 3,107千円 0千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費（調理補助8人、事務補助1人） ○備品購入費

・冷凍庫（2台）、消毒保管機（1台）

○給食調理及び施設維持経費等 ・調理機具、食缶ほか

・消耗品費（厨房用消耗品ほか）

・燃料費（ボイラー用灯油、ガス、配送車燃料） ○浄化槽維持管理委託、浄化槽法定検査手数料

・光熱水費（電気、水道代）

○その他経費（旅費、保険料、電気設備保守管理委託ほか）

○修繕料

・厨房内調理機器修理

・施設修理（浄化槽設備ほか）

・車両点検、車検修理（配送車3台、軽トラック1台）

○検便検査、その他検査等

880千円

612千円

474千円

4,800千円

1,035千円

1,632千円

事
　
業
　
概
　
要

20,521千円 2,200千円

1,600千円

3,870千円 1,312千円

140千円

10,270千円 600千円

1,600千円

目
的
・
趣
旨

　児童生徒の心身の健全な発達に寄与するため、小学校4校（網野
北・網野南・島津・橘）、網野中学校に栄養バランスのとれた給食
を提供する。

主
な
財
源

市債 学校給食ｾﾝﾀｰ整備事業債（過疎対策債） 1,600

35,844
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 1,600

事
業

02 網野給食ｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 04 学校給食費
課 学校教育課

一般財源

項 05 保健体育費

37,444千円 38,714千円 △ 1,270千円 34,755千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○給食調理 ○備品購入費

・消耗品費 真空冷却器（大宮第一）

・燃料費（ガス） 業務用冷凍庫（弥栄）

・修繕料（調理機器） 牛乳保冷庫（網野南、吉野）

・手数料（備品移設手数料） 保温・保冷食缶（全小学校）

食器かご等（各小学校）

○給食調理業務委託料 （網野地域を除く13校）

峰山、いさなご、しんざん、長岡、大宮第一、大宮南 ○協議会等負担金

丹後、宇川、吉野、弥栄、久美浜、高龍、かぶと山

123千円

147,121千円

26千円

事
　
業
　
概
　
要

14,010千円 6,300千円

65千円 4,000千円

275千円 1,103千円

12,270千円 500千円

1,400千円 574千円

目
的
・
趣
旨

　児童の心身の健全な発達に寄与するため、栄養バランスのとれた
給食を提供する。

主
な
財
源

諸収入 小学校給食調理機器類貸付料 5,544

市債 小学校給食備品整備事業債（過疎対策債） 4,500

5,544 157,413
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 4,500

事
業

03 小学校給食管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 04 学校給食費
課 学校教育課

一般財源

項 05 保健体育費

167,457千円 159,919千円 7,538千円 132,384千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○会計年度任用職員任用経費 ○備品購入費

　・調理補助員：峰山中1人、大宮中2人 スチームコンベクションオーブン（丹後中）

保温・保冷食缶（全中学校）

○給食調理

・消耗品費 ○協議会等負担金

・燃料費（ガス）

・修繕料（調理機器）

・手数料（包丁研磨）

○給食調理業務委託料

3校委託／丹後、弥栄、久美浜

830千円

事
　
業
　
概
　
要

6,913千円 2,096千円

1,700千円

396千円

7,286千円

20千円

36,384千円

666千円 46千円

5,770千円

目
的
・
趣
旨

　生徒の心身の健全な発達に寄与するため、栄養バランスのとれた
給食を提供する。

主
な
財
源

諸収入 中学校給食調理機器類貸付料 1,812

市債 中学校給食備品整備事業債（過疎対策債） 1,700

1,812 49,213
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実 1,700

事
業

04 中学校給食管理運営事業
国庫支出金 府支出金

目 04 学校給食費
課 学校教育課

一般財源

項 05 保健体育費

52,725千円 46,877千円 5,848千円 39,231千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○旅費 ○京都府栄養士会負担金

各種研究会等への参加・視察

○需用費

・消耗品費（衛生消耗品）

・調理研修会食材代

○手数料

・調理員等検便検査

・給食用食材細菌検査

○使用料

・有料道路通行料（視察に伴う通行料）

事
　
業
　
概
　
要

112千円 15千円

364千円

323千円

22千円

4千円

359千円

5千円

345千円

目
的
・
趣
旨

　学校給食における衛生管理の徹底を図るとともに、献立研究会の
活発な活動を促し、衛生管理や栄養面等での充実を図る。

主
な
財
源

840
総合計画
計画項目

26 未来を拓く学校教育の充実

事
業

50 学校給食一般経費
国庫支出金 府支出金

目 04 学校給食費
課 学校教育課

一般財源

項 05 保健体育費

840千円 988千円 △ 148千円 1,139千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 10 教育費 本年度予算額 前年度予算額
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○健康づくり事業 ○食育推進事業

① 健康づくり推進員事業（第6期健康づくり推進員の育成・活動支援、 　京丹後市健康増進計画（食育推進計画）　　

第7期推進員の募集） ① 施策の方向Ⅰ「共食・朝ごはん・食事バランス」

・健康運動指導士謝金（3回）  ・食生活改善推進員の育成（調理材料ほか、会場借上料）

・医師講師謝金（1回）  ・食生活改善推進による伝達講習会（講師謝金・6支部×3回）

・健康づくり推進員活動費（3千円×48人）  ・こども園、保育所での食育指導(印刷製本費)【子ども未来課】

・消耗品費（研修会資料、募集用紙ほか）

・役務費（研修会案内等の郵送代） ② 施策の方向Ⅱ「地産地消・食文化」

 ・食文化伝承推進事業（講師謝金・18回）

② 歩いてすすめる健康づくり（チャレンジウォーキングの開催）  ・お魚料理教室（調理材料ほか）【海業水産課】

・ウォーキングチャレンジカード作成（印刷製本費）  ・子どもクッキング教室（教材消耗品）

・ウォーキングコース看板修繕（原材料費）  ・食育推進ネットワーク関連経費（郵送料）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

880千円 914千円 △ 34千円 803千円目 02 保健対策費
課 健康推進課

事
業

01 健康づくり･食育推進事業【再掲】
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 358 522

目
的
・
趣
旨

　健康づくり推進員、食生活改善推進員の育成を行い、健康づくり
や食育の普及啓発にかかる地域活動等を支援することにより、市民
主体の健康づくり及び生涯を通じた食育を推進する。

主
な
財
源

府補 健康増進事業費等補助金 78

府補 食料産業･6次産業化交付金 280

事
　
業
　
概
　
要

282千円 598千円

18千円 52千円

29千円 108千円

26千円 14千円

17千円 2千円

144千円 146千円

27千円

21千円

216千円

60千円
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

消防本部　主要事業説明資料
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○旅費 ○使用料及び賃借料

　・消防長会、消防学校、京都府主催会議等 　・コピー機借上料、有料道路通行料等

○交際費 ○備品購入費

　・消防長交際費　 　・防火服

○需用費 ○負担金

　・事務消耗品、職員被服等貸与品、図書、仮眠寝具購入等 　・全国消防長会会費、全国消防協会会費等

○役務費

　・電話料金、郵便料金等　

　・筆耕翻訳料

　・仮眠寝具クリーニング代、各種申請料　

　・火災保険料

○委託料

　・B型肝炎予防接種、健康診断委託料

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 常備消防費

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

9,977千円 10,144千円 △ 167千円
総務課

事
業

02 消防本部総務業務
国庫支出金

13,209千円目
課

一般財源府支出金

666千円

50千円

4,095千円

1,803千円

1,482千円

5千円

9,977

259千円

57千円

1,202千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　消防業務の企画、調整、施設の管理及び職員の被服等貸与並びに
安全衛生管理等を行い、円滑な業務遂行を図る。

主
な
財
源

612千円

1,149千円

400千円
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【令和3年度養成計画】 ○旅費

　・救急救命士：1人 　・救急救命士養成派遣に伴う旅費（京都市消防学校）

　・気管挿管認定救命士：1人

　・病院研修：23人（対象者：運用救急救命士） ○委託料

【救急救命士認定・運用状況】 　・救急救命士病院研修委託料

有資格者数

○負担金

薬剤投与 　・救急救命士養成負担金

処置拡大 　・気管挿管実習負担金

気管挿管

※令和3年1月末現在

（23人）

25人 （23人）

15人 （12人）

（うち運用数）

28人 （23人）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 常備消防費

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

3,570千円 3,351千円 219千円
総務課

事
業

03 救急救命士養成業務
国庫支出金

1,372千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

3,570

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　医師の指示の下、救急車内等で処置ができる救急救命士を計画的
に養成するとともに、気管挿管が可能な認定救命士の養成を行う。

主
な
財
源

300千円

660千円

2,325千円

2,025千円

585千円

28人
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○旅費 ○負担金、補助金

　・消防大学校、京都府立消防学校専科等研修、研究会等 　・消防大学校専科等研修、各種講習会等参加負担金

　・各種資格取得、講習会 　　　消防大学校研修派遣（救助科）

　　　府立消防学校初任教育派遣

○委託料 　　　府立消防学校各種専科（救急・救助等）教育派遣

　・バス運転委託料 　　　予防技術検定受験料

　　　潜水士受験料

○使用料 　　　玉掛け、小型移動式クレーン資格取得

　・有料道路通行料　　 　　　無線従事者養成

　・駐車場使用料　　 　　　潜水技術研修派遣

　　　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能

　　　フルハーネス型墜落防止器具特別教育講習会

　　　特別管理産業廃棄物管理責任者講習会

　・大型自動車免許取得補助金（2人分、上限額80千円）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 常備消防費

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

4,465千円 3,228千円 1,237千円
総務課

事
業

04 消防学校等研修派遣業務
国庫支出金

3,184千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

4,465

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　複雑多様化・高度化する消防業務に対応するため、より専門的な
講習会、研修等に参加し、最新の技術や知識を学び職員の資質向上
を図る。
　また、消防活動上必要な各種資格を取得し、能力の向上に努め
る。

主
な
財
源

2,263千円

2,103千円

1人

4人

14人

1,968千円

1,778千円

190千円

61千円

1人

160千円

2人

1人

2人

1人

2人

1人

1人

173千円

161千円

12千円
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○予防関係経費 ○警防関係経費

　・防火ポスター記念品代等 　・乾電池、ドローンバッテリー、備蓄食料費等

　・防火管理者講習会テキスト代、広報頒布材購入費 　・消防機械器具、水難救助備品等修繕料

　・火災予防運動チラシ（年2回）、防火ポスター印刷費 　・高圧ガス容器検査手数料等

　・児童用リーフレット（小学生ほか消防署見学者等に配布） 　・救助器具点検手数料等

　・通信運搬費 　・消防ポンプ点検手数料

　・原材料費（火災予防工作物等） 　・船舶検査手数料

　・ヘリポート草刈委託料

　・訓練用車両借上料

　・消火、救助活動関係備品等購入費

　　（消防用ホース、空気ボンベ、水難救助潜水用具）

　・ヘリポート航空用灯火負担金

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 常備消防費

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

5,768千円 6,076千円 △ 308千円
総務課

事
業

05 予防･警防等業務
国庫支出金

4,335千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

509

諸収入 防火管理者資格取得講習料 186

一般財源

695 5,073

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　各種事業所への立ち入り検査、防火管理指導を積極的に行うとと
もに、防火チラシ・ポスターの作成配布、防火講習会などの火災予
防啓発に取り組む。
　また、複雑多様化する各種災害における迅速かつ的確で安全な消
防活動を支えるため、資機材及び装備の充実を図る。

主
な
財
源

864千円

9千円

338千円

手数料 消防手数料

2千円

2,842千円

17千円

30千円

88千円

39千円

4,904千円

479千円

705千円

476千円310千円

56千円

63千円

88千円

226千円
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令和2年救急出動件数 2,432件 （前年比： ○委託料

令和元年救急出動件数 2,455件 （前年比： 　・救命指示センター委託料

平成30年救急出動件数 2,567件 （前年比： 　・高度救急医療資機材点検委託料　

○使用料

○救急管外搬送費 　・有料道路通行料　

○需用費 ○負担金

　・救急活動消耗品費 　・丹後メディカルコントロール協議会負担金

　・救急活動備品修繕費等 　・救急安心センター事業負担金

　・医薬材料費

○役務費

　・救急毛布ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ代、医療関係廃棄物処理手数料等　

　・救急救命士賠償･消防業務賠償責任保険

款 09 消防費 本年度予算額

その他

1,187千円
総務課

事
業

06 救急活動業務
国庫支出金

6,088千円目
課

一般財源

予
算
科
目

01 常備消防費

8,240

諸収入 救急救命臨地実習負担金

前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

8,280千円 7,093千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　救命率向上のため、救急資機材の整備及び保守管理を行い、救急
業務に万全な体制で対応する。また、救命指示センターの医師との
連携を図り、救急救命士が行う救命処置に対する指示、指導及び助
言体制の強化や丹後メディカルコントロール協議会を通じた救急活
動の事後検証を行い、救急隊員の資質向上に努める。

主
な
財
源

△23件、0.9%減）

△112件、4.4%減）

　±0件、前年同数）

430千円

316千円

114千円

10千円

1,055千円

120千円

935千円

2,568千円

1,469千円

1,099千円

4,201千円

4,000千円

167千円

34千円

40

40

16千円
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○報償費 ○使用料

　・音声吹込謝金 　・電波利用料

○需用費 ○負担金

　・指令書出力プリンタートナー等消耗品費 　・消防救急デジタル無線基地局電気料金負担金

　・指令台装置HDD交換、無線機用バッテリー等 　・緊急通報多言語対応システム負担金

○役務費 　・京都府中･北部地域消防指令センター共同運用準備負担金

　・NTT回線使用料等 　　（指令システム構築及び指令センター建築に係る実施設計分）

○委託料 　・京都府中･北部地域消防指令事務協議会負担金

　・自家用電気工作物保安管理委託料等

　・聴覚障害者用緊急WEB通報システム運用委託料

　・通信指令施設等保守管理委託料

　・緊急通報用電話発信地表示システム委託料

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 消防費

32,174千円 25,866千円 6,308千円目 01 常備消防費

事
業

07 通信指令業務
国庫支出金 府支出金 市債

地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 5,600 19 26,555

参考R元決算額
部 消防本部

課 総務課

一般財源

52,302千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　365日24時間体制で市民等からの火災、救急及び救助等の緊急
要請を受け付ける通信指令システムを有効かつ的確に運用できるよ
う維持管理を行い、各種災害時に対応する。
　また、令和6年4月の運用開始を予定している、京都府中・北部地
域指令業務の共同化に向け、消防指令事務協議会による実施設計に
取り組む。

主
な
財
源

諸収入 西山中継局電源設備利用負担金 19

市債 消防指令ｾﾝﾀｰ共同化事業債（緊急防災･減災事業債） 5,600

総合計画
計画項目

10

事
　
業
　
概
　
要

44千円 6千円

2,712千円 5,942千円

612千円 180千円

201千円

50千円

660千円

14,551千円

558千円

2,100千円 55千円

7,500千円 5,657千円

7,500千円

15,970千円
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消防庁舎 4署所 （峰山本署、網野分署、久美浜分署、竹野川分遣所） ○車両関係経費　

消防車両 20台 （救急車5台、ポンプ車4台、指揮支援車1台、救助工作 　・燃料費（ガソリン、軽油等）

車1台、指令・広報車5台、資機材搬送車1台、事務連絡 　・車検整備、修繕費

車2台、軽トラック1台） 　・自動車登録手数料等

　・自動車損害保険料、自動車任意保険料等

○消防庁舎関係経費 　・自動車重量税　

　・庁舎管理消耗品費（清掃用品、蛍光管等）

　・燃料費（灯油、LPガス等）

　・光熱水費（上下水道料金、電気料金等）

　・修繕費（空調機器、自家発電設備蓄電池交換等）

　・ごみ持込処理手数料、家電リサイクル料

　・委託料（施設清掃、空調設備、自家用電気工作物等）

　・清掃用具借上料

　・備品購入費（冷蔵庫1台）

228千円

400千円

1,659千円

7,284千円

参考R元決算額

事
業

08 庁舎等維持管理事業
国庫支出金

20,257千円目
課

一般財源

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

160

予
算
科
目

01 常備消防費

部 消防本部
項 01 消防費

19,753千円 19,835千円 △ 82千円
総務課

19,593

使用料 公有財産使用料 160

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　災害時等に活動拠点となる消防庁舎及び災害対応する消防車両の
保守点検等維持管理を行う。

主
な
財
源

8,299千円

4,020千円

3,437千円

211千円

403千円

1,000千円

46千円

736千円

164千円

165千円

11,454千円
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○消防団員報酬（団員数　1,617人　R3.4.1見込み）

※条例定数　1,730人

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 消防費

39,060千円 39,896千円 △ 836千円目 02 非常備消防費

事
業

01 団員報酬
国庫支出金 府支出金 市債

地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 39,060

参考R元決算額
部 消防本部

課 総務課

一般財源

38,653千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　消防団条例に基づき、階級ごとの報酬を支給する。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

10

事
　
業
　
概
　
要

39,060千円 階　級 年　額 人　員 金　額

団 長

方 面 隊 長 123千円 6人 738千円

副 方 面 隊 長 96千円 6人 576千円

189千円 1人 189千円

副 団 長 123千円 3人 369千円

指 導 員 57千円 25人 1,425千円

部 長 43千円 69人 2,967千円

分 団 長 96千円 25人 2,400千円

副 分 団 長 57千円 25人 1,425千円

支 援 団 員 5千円 56人 280千円

合 計 1,617人 39,060千円

班 長 33千円 148人 4,884千円

団 員 19千円 1,253人 23,807千円
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○災害補償費（公務災害補償） ○負担金

　　消防団員や地域住民が災害現場で活動中に負傷した場合、 ・消防団員等公務災害補償等共済掛金

　市消防団員等公務災害補償条例に基づき治療費等を支給する。 　　消防団員や地域住民が活動中に受けた災害が、公務上と

　認められた場合に補償を行うための掛金

※団員数：令和２年10月1日現在の条例定数、人口：H27国勢調査人口　

・防火防災訓練災害補償等共済掛金

　　住民参加の防火防災訓練の際に発生した事故に対して、

　補償を行うための掛金

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 消防費

3,835千円 3,835千円 0千円目 02 非常備消防費

事
業

02 公務災害補償費等
国庫支出金 府支出金 市債

地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 300 3,535

参考R元決算額
部 消防本部

課 総務課

一般財源

4,204千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　火災や風水害等での危険を伴う活動に従事する消防団員等に対し､
公務災害補償制度（消防団員等公務災害補償等共済基金）や住民参
加の防火訓練における防火防災訓練災害補償等制度（日本消防協
会）を活用し、消防団員等が公務上の災害を受けた場合に損害賠償
や災害補償を行う。

主
な
財
源

諸収入 消防団員公務災害補償金 300

総合計画
計画項目

10

事
　
業
　
概
　
要

300千円 3,535千円

3,480千円

区　　分 人　　数 1人当たり掛金 金　　額

団　　員 1,730人 1,900円 3,287千円

市　　民 55,054人 3.5円 193千円

55千円

3,480千円合　　計
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○消防団員退職報償金掛金

　　条例定数　1,730人　×　19,200円  

（令和2年10月1日現在）

　

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 非常備消防費

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

33,216千円 33,216千円 0千円
総務課

事
業

03 団員退職報償金
国庫支出金

37,214千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

33,216

事
　
業
　
概
　
要

33,216千円

目
的
・
趣
旨

　5年以上在職した消防団員が退職した場合、その労苦に対する慰
労金として在職年数や階級に応じて退職報償金を支給するため、消
防団員等公務災害補償等共済基金に対し掛金を支払うもの。

主
な
財
源
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○報償費 ○役務費

　・消防団運営活動費（団員数1,617人　R3.4.1見込み） 　・筆耕料（定例表彰等）

　　　本部、分団、部、指導員、ラッパ鼓隊、女性消防隊、 　・手数料（ごみ処理、消防ポンプ点検等）

　　　支援団員、車両・ポンプ管理 　・保険料（火災保険、自賠責保険、任意保険）

　・操法大会訓練謝金ほか（府大会出場分団等） ○使用料及び賃借料

　・報償物品（表彰状、表彰徽章） 　・大型バス借上（消防学校入校、操法大会等）

○旅費 　・会場使用料（出初式）

　・出動･警戒手当1,600円/回、訓練手当1,500円/回 　・土地借上料（消防車庫用地、防火水槽用地）

　・消防学校入校、京都府消防操法大会等旅費 ○備品購入費（消防用ホース）

○需用費 ○負担金（京都府消防協会京丹後市支部負担金）

　・活動服、編上靴、水利標識板、コロナ対策等消耗品 ○公課費（自動車重量税）

　・消防自動車（86台）燃料費、修繕料

　・消防車庫等施設光熱水費

　・印刷製本費（火の用心ステッカー）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

106,215千円 106,618千円 △ 403千円 112,445千円目 02 非常備消防費
課 総務課

事
業

04 消防団活動運営事業
国庫支出金

目
的
・
趣
旨

　火災、地震、風水害等において、地域の安全の確保と被害拡大を
防止するため、日夜訓練を重ねている消防団員の資質向上や技能習
得のために必要な訓練及び活動等のほか、消防車両等を維持管理す
る。

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 106,215

事
　
業
　
概
　
要

53,692千円 3,076千円

52,990千円 71千円

1,373千円

1,632千円

510千円 2,111千円

192千円 1,903千円

24,032千円 101千円

5,348千円 1,496千円

11,412千円

2,409千円

74千円

21,429千円 107千円

2,603千円 2,310千円

19,243千円 255千円
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○水道事業会計繰出金 3,244基×6,000円/基

【消火栓設置数】

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 消防費

19,464千円 19,476千円 △ 12千円目 02 非常備消防費

事
業

05 消防設備維持管理事業
国庫支出金 府支出金 市債

地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 19,464

参考R元決算額
部 消防本部

課 総務課

一般財源

17,528千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　消火活動に必要な消火栓の維持管理費用として、設置数に応じて
水道事業会計へ繰り出すもの。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

10

事
　
業
　
概
　
要

19,464千円

峰 山 町 459基

大 宮 町 499基

網 野 町

合 計 3,244基

604基

丹 後 町 378基

弥 栄 町 353基

久 美 浜 町 951基
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【消防ポンプ自動車の更新整備】

配備先：峰山消防署　※車両購入から14年経過

○役務費

　・自動車登録手数料、自動車リサイクル料

　・自動車賠償責任保険、任意保険

○備品購入費

　・消防ポンプ自動車　1台

○公課費

　・自動車重量税

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 消防施設費

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

46,168千円 35,119千円 11,049千円
総務課

事
業

01 常備消防施設等整備事業
国庫支出金

16,309千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 13,538

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

32,400 230

国補 消防防災施設整備費補助金 13,538

市債 消防自動車整備事業債（過疎対策債） 32,400

事
　
業
　
概
　
要

102千円

89千円

13千円

46,000千円

66千円

目
的
・
趣
旨

　災害発生時に迅速かつ的確に対応するとともに、地域住民の安心
・安全の確保を図るため、老朽化した消防ポンプ自動車を更新整備
する。

主
な
財
源
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【消防車両等整備】 【消防車庫等整備】

大宮第1分団第1部（口大野）　※車両購入から24年経過 河辺消防車庫（大宮第4分団第2部）

丹後第2分団第2部（三宅）　　※車両購入から22年経過 　整備場所：大宮町河辺地内　　構造・面積：鉄骨造平屋建・約41㎡

　○役務費 　○役務費（建築確認申請手数料、火災保険料等）

　　・自動車登録手数料、自動車リサイクル料 　○委託料（工事監理委託料）

　　・自動車賠償責任保険、任意保険 　○工事請負費（消防車庫建築工事）

　○備品購入費 　○負担金（水道加入分担金）

　　・多機能型消防ポンプ自動車　2台

　○公課費 島津消防車庫（網野第1分団第1部）

　　・自動車重量税 　整備場所：網野町島津地内　　構造・面積：鉄骨造平屋建・約41㎡

　○役務費（建築確認申請手数料）

　○委託料（工事設計委託料）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 消防費

80,251千円 62,219千円 18,032千円目 03 消防施設費

事
業

02 非常備消防施設等整備事業
国庫支出金 府支出金 市債

地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 12,276 5,500 60,800 1,675

参考R元決算額
部 消防本部

課 総務課

一般財源

22,316千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　火災をはじめ風水害や地震などの災害発生時に迅速かつ的確に対
処するため、年数が経過し老朽化した消防車両等を更新する。
　また、消防団車両を格納するための消防車庫を更新整備する。

主
な
財
源

国補 防衛施設周辺対策事業補助金

市債 消防自動車整備事業債（過疎対策債） 13,700

市債 消防自動車整備事業債（緊急防災･減災事業債） 21,500

12,276

府補 地域防災力総合支援事業補助金 5,500

市債 消防防災施設整備事業債（合併特例債） 25,600

総合計画
計画項目

10

事
　
業
　
概
　
要

53,125千円 27,126千円

25,834千円

87千円 97千円

60千円

38千円

47千円

1,292千円

42千円

1,250千円

27千円

53,000千円

690千円

25,000千円
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○需用費 ○備品購入費（消火栓備品）

　・修繕料（消火栓修繕）

○工事請負費

　・耐震性貯水槽移設工事（1基）

　　　河川改修に伴う補償工事（網野町木津）

　・消火栓設置工事（28基）

　　　老朽化に伴う更新 消火栓用貯水槽 1基

　　　更新 地下式 4基

　　　移設 地上式 1基

　　　上水道工事に伴う更新 地下式 17基

　　　下水道工事に伴う更新 地下式 3基

　　　道路改修に伴う新設･更新 地下式 2基

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

府支出金 市債 繰入金

項

目

事
業

03 消防水利等整備事業
国庫支出金 その他 一般財源

29,900 704 6,120

参考R元決算額
部 消防本部

01 消防費

39,467千円 13,860千円 25,607千円 6,392千円03 消防施設費
課 総務課

屋外型ホース格納箱用架台（スチール製）

目
的
・
趣
旨

　河川改修に伴う防火水槽の移設を行うとともに、火災発生時に最
も身近で有効な消火栓の設置を進めるため、緊急度及び地域の実情
を考慮し整備する。
　また、消火栓の新設、更新及び地区要望等に基づき、老朽化した
消火栓備品を更新する。

主
な
財
源

国補 消防防災施設整備費補助金 2,743

諸収入 消防水利移設補償金 704

市債 消防防災施設整備事業債（合併特例債） 29,900

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 2,743

60台

消火栓用ホース 150本
事
　
業
　
概
　
要

300千円 2,500千円

36,667千円 品 名 数 量

10,867千円

25,800千円

スタンドパイプ（地下式用） 10本

管そう（ストレートノズル） 20本

消火栓開閉ハンドル（地上式用） 10本

消火栓開閉ハンドル（地下式用） 10本

屋外型ホース格納箱（スチール製） 60台
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○需用費

　・光熱水費（小西川可動堰等電気代）

　・修繕料（維持補修費）

　　　消防車庫、防火水槽等修繕

○使用料及び賃借料

　・デジタル簡易無線局電波利用料

○工事請負費

　・防火水槽除却　1基（網野町木津）

　・旧消防車庫除却　1棟（峰山町新町）

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総務課
事
業

50 消防施設一般経費
国庫支出金

2,138千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

1,498

予
算
科
目

03 消防施設費

参考R元決算額
部 消防本部

項 01 消防費

6,253千円 1,908千円 4,345千円

4,755

諸収入 消防水利移設補償金 1,498

事
　
業
　
概
　
要

1,563千円

63千円

1,500千円

149千円

4,541千円

目
的
・
趣
旨

　消防活動を円滑に行うため、消防資機材、車庫及び消防水利等の
維持管理を行う。

主
な
財
源

3,606千円

935千円
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

会計課　主要事業説明資料

- 1 -



○旅費

・職員旅費（研修等）

○需用費

・消耗品費（専門書籍追録ほか）

○役務費

・通信運搬費（資産調査等返信用郵券料）

・手数料（資産調査手数料）

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

12千円

28千円

10千円

4千円

部
前年度予算額 増減額

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額

項 01 総務管理費

50千円 53千円 △ 3千円

事
業

01 料金徴収事務
国庫支出金

目 03 会計管理費

一般財源

50

課

府支出金 市債 繰入金 その他

会計課
49千円

参考R元決算額

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　税金を除く市の料金・使用料等の滞納債権について、計画的に滞
納整理を実施することで、滞納累積額の縮減を図る。

主
な
財
源

6千円
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○会計事務に関する経費 ○その他事務に関する経費

○備品管理に関する経費

○派出業務に関する経費

・ 公金取扱手数料 4,747千円

・ 振込手数料 42千円

パソコンサービス専用ソフト保守委託料 14千円

システム保守管理委託料

・ 口座振込データ伝送料 40千円

982千円

165千円

指定金融機関派出業務負担金

719千円

66千円

納入通知書、支払通知書等印刷代

書籍追録代

116千円

・ 職員旅費（京都府都市会計管理者連絡会等） 28千円

・ 有料道路通行料、駐車場使用料 14千円

・ 事務用品等 74千円

項 01 総務管理費

8,221千円 8,186千円 35千円

事
業

02 会計管理事務
国庫支出金

目 03 会計管理費

款 02

予
算
科
目

参考R元決算額
部

8,221

総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金

7,300千円
課

一般財源その他

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市の公金管理、収納及び支払、備品管理等の会計事務に要する経
費

主
な
財
源

・

・

6,958千円

・ 1,330千円支払通知書郵送料

・

・

・

会計課
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

監査委員事務局　主要事業説明資料

- 1 -



○固定資産評価審査委員会開催経費

　・報酬（6千円×6人×7回）

　・費用弁償（6人分）7回

○固定資産評価審査委員研修経費

　・報酬（9千円×6人×1回）

　・研修旅費（開催地：京都市　委員6人分、職員1人分）

　・研修テキスト代（7人分）

　・有料道路通行料

　・駐車場使用料

○事務用品等

5千円

3千円

252千円

19千円

91千円

15千円

54千円

14千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 税務総務費

部
項 02 徴税費

367千円 255千円 112千円

事
業

02 固定資産評価審査委員会事務
国庫支出金

120千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

監査委員事務局

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地方税法に基づき、固定資産評価審査委員会を設置し、固定資産
課税台帳に登録された価格に関する納税者からの不服申出について
審査決定を行う。

主
な
財
源

271千円

5千円

一般財源

367

参考R元決算額
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○監査委員報酬

　・識見者選出監査委員　月額120千円×1人

　・議会選出監査委員　　月額30千円×1人

○費用弁償及び研修等旅費

○図書追録、事務用品等

○有料道路通行料

○駐車場使用料

○研修参加負担金

○都市監査委員会会費

　（全国23千円、近畿10千円、京都府10千円）

一般財源

監査委員事務局
予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 監査委員費

参考R元決算額
部

項 06 監査委員費

2,062千円 1,984千円 78千円

事
業

02 監査事務
国庫支出金

1,976千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

2,062

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地方自治法、京丹後市監査委員条例及び京丹後市監査基準に基づ
き年間監査計画を策定し、財務に関する事務の執行や経営に係る事
業の管理が、住民福祉の増進のために効果的になされているか、ま
た、事務事業の適正化、効率化が図れているかに留意しながら指導
的な立場で各種監査等を行う。

主
な
財
源

1,800千円

1,440千円

360千円

43千円

133千円

42千円

5千円

3千円

36千円
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

農業委員会事務局　主要事業説明資料
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○委員報酬「農業委員19人・農地利用最適化推進委員33人」 11,144千円

　（任期：令和元年7月1日～令和4年6月30日）

　・会長報酬（1人） 311千円

　・会長職務代理報酬（1人） 267千円

　・委員報酬（17人） 4,131千円

　・農地利用最適化推進委員報酬（33人） 6,435千円

○農業委員会活動経費 1,691千円

　　総会、定例会、現地確認調査などに係る委員への費用弁償、

　農業委員公務災害共済保険等の経費

○京都府農業会議会費 674千円

参考R元決算額
部

項 01 農業費

13,509千円 13,478千円 31千円

事
業

02

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 農業委員会費

農業委員会活動事業
国庫支出金

13,223千円目
課

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 3,120

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

農業委員会事務局

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農地法に基づく許認可等に関する事務を行うとともに、農地等の
利用の最適化に関する市長への意見提出や推進活動を行う。

主
な
財
源

10,389

府負 農地利用最適化交付金 3,120
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○農業者年金事務経費 402千円

　裁定請求、加入促進、受給者の資格管理に係る事務

　・職員旅費 11千円

　・需用費（事務用品、燃料費ほか） 372千円

　・通信運搬費（郵便代） 19千円

参考R元決算額
部

項 01 農業費

402千円 377千円 25千円

事
業

03

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 農業委員会費

農業者年金事務
国庫支出金

403千円目
課

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他

402

一般財源

農業委員会事務局

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農業者年金の加入推進、農業者年金加入者及び受給権者の資格管
理等の事務を行う。

主
な
財
源

0

諸収入 農業者年金事務委託金 402
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○農地の利用状況調査等に係る経費 6,583千円 　・負担金 9千円

　・会計年度任用職員報酬、期末手当、共済費 4,497千円 　　　農業委員会職員全国研究会参加負担金 3千円

　　　遊休農地利活用推進委員（1人） 2,351千円 　　　京都府女性農業委員の会負担金 6千円

　　　農地相談員（1人） 2,146千円

　・旅費 304千円

　　　会計年度任用職員費用弁償（2人） 147千円

　　　委員、職員旅費 157千円

　・需用費（事務用品、コピー代、燃料費ほか） 654千円

　・自動車損害保険料 14千円

　・委託料 880千円

　　　農地基本台帳システム保守委託料 440千円

　　　農地基本台帳システムサーバー設定委託料 440千円

　・自動車借上料 225千円

参考R元決算額
部

項 01 農業費

6,583千円 5,909千円 674千円

事
業

04

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 農業委員会費

機構集積支援事業
国庫支出金

4,848千円目
課

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 5,100

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

農業委員会事務局

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農地制度の円滑な推進を図るため、遊休農地利活用推進委員・農
地相談員を設置し、農地の利用調査及び農地の利用調整等を行う。

主
な
財
源

1,483

府補 機構集積支援事業費補助金 5,100
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○職員旅費 11千円

○公用車維持管理経費（2台分） 360千円

　・燃料費、修繕料（車検整備代ほか） 238千円

　・自動車登録手数料、タイヤ等処分手数料 40千円

　・自賠責、自動車損害保険料 72千円

　・自動車重量税 10千円

参考R元決算額
部

項 01 農業費

371千円 152千円 219千円

事
業

50

予
算
科
目

款 06 農林水産業費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 農業委員会費

農業委員会一般経費
国庫支出金

178千円目
課

総合計画
計画項目

02 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

農業委員会事務局

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　農業委員会事務局の事務等に要する経費。

主
な
財
源

371
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【議案第52号】

令和3年度　京丹後市一般会計予算

京都府京丹後市

総括説明資料
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会計別予算額 3 頁

歳入　款別内訳 4 頁

歳入　財源構造 5 頁

歳出　目的別内訳 6 頁

歳出　性質別内訳 7 頁

特定財源の状況 9 頁

基金の状況 10 頁

会計別　市債の状況 11 頁

歳出　節別内訳 12 頁

歳出　部局別配当予算一覧 13 頁

市税の予算状況 14 頁

グラフで見る予算 19 頁

総合計画・基本計画に基づく歳出予算額 34 頁

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧 35 頁

令和3年度一般会計予算　総括説明資料　目次
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■会計別予算額 （単位：千円、％）

① ② ③＝①－② ③／②

35,320,000 32,319,000 3,001,000 9.3 33,810,000 33,670,000 32,590,000

6,100,000 6,100,000 0 0.0 6,530,000 6,465,000 8,170,000

214,000 243,000 △ 29,000 △ 11.9 260,000 312,000 444,000

868,000 870,000 △ 2,000 △ 0.2 775,000 741,000 729,000

6,983,000 6,760,000 223,000 3.3 6,510,000 6,340,000 6,272,000

130,000 662,000 △ 532,000 △ 80.4 626,000 626,000 636,000

10,000 10,000 0 0.0 9,000 139,000 189,100

44,700 44,700 0 0.0 44,800 44,800 44,800

47,000 47,000 0 0.0 47,000 45,600 56,000

5,800 5,800 0 0.0 5,900 6,000 6,200

1,000 1,000 0 0.0 1,100 1,300 1,500

1,430,000 1,752,000

436,000 446,000 427,000

2,977,000 3,147,000 2,874,000

336,000 333,000 307,000

14,403,500 14,743,500 △ 340,000 △ 2.3 18,557,800 20,076,700 21,908,600

収   入 1,482,208 1,515,126 △ 32,918 △ 2.2 1,362,173 721,225 698,163

支   出 1,599,152 1,658,041 △ 58,889 △ 3.6 1,707,180 832,433 762,195

収   入 1,205,095 894,391 310,704 34.7 965,732 781,317 537,246

支   出 1,746,707 1,476,405 270,302 18.3 1,493,638 1,108,423 851,343

収   入 2,437,950 2,514,921 △ 76,971 △ 3.1

支   出 2,644,051 2,743,289 △ 99,238 △ 3.6

収   入 2,808,996 2,000,262 808,734 40.4

支   出 3,458,833 2,657,062 801,771 30.2

収   入 7,477,000 7,799,300 △ 322,300 △ 4.1 7,562,300 7,489,000 7,323,000

支   出 7,805,000 7,799,300 5,700 0.1 7,562,300 7,704,300 7,323,000

収   入 568,408 543,338 25,070 4.6 554,597 1,495,174 3,979,186

支   出 797,331 774,588 22,743 2.9 767,795 1,697,993 4,184,093

18,051,074 17,108,685 942,389 5.5 11,530,913 11,343,149 13,120,631

67,774,574 64,171,185 3,603,389 5.6 63,898,713 65,089,849 67,619,231総 予 算 規 模

工業用地造成事業

宅地造成事業

峰山財産区

水

道

事

業

病

院

事

業

企

業

会

計

企 業 会 計 合 計

市民太陽光発電所事業

下

水

道

事

業

収益的

資本的

　　※簡易水道事業特別会計は、令和元年度から水道事業会計へ
　　※集落排水事業特別会計、公共下水道事業会計、浄化槽整備事業会計は、令和2年度から下水道事業会計へ
　　※企業会計の合計は、収益的及び資本的支出の合計額

五箇財産区

集落排水事業

公共下水道事業

浄化槽整備事業

簡易水道事業

資本的

収益的

資本的

収益的

特 別 会 計 合 計

平成29年度

（ 参 考 ）

国民健康保険事業

国民健康保険直営診療所事業

一　般　会　計

会 計 名 称
令 和 2 年 度令 和 3 年 度

令和元年度

率増 減 額

平成30年度

特

別

会

計

後期高齢者医療事業

介護保険事業

介護サービス事業
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■歳入　款別内訳
（単位：千円、％）

① ② ③＝①－② ③／② 構成比 構成比 構成比

1 市 税 4,743,752 13.4 5,080,971 15.7 △ 337,219 △ 6.6 5,039,230 14.9 4,982,094 14.8 4,933,093 15.1

2 地 方 譲 与 税 289,938 0.8 304,938 0.9 △ 15,000 △ 4.9 273,000 0.8 278,000 0.8 272,000 0.8

3 利 子 割 交 付 金 4,000 0.0 3,000 0.0 1,000 33.3 6,000 0.0 7,000 0.0 7,000 0.0

4 配 当 割 交 付 金 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0 28,000 0.1 33,000 0.1 38,000 0.1

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 24,000 0.1 15,000 0.0 9,000 60.0 29,000 0.1 21,000 0.1 21,000 0.1

6 法 人 事 業 税 交 付 金 35,000 0.1 16,000 0.1 19,000 118.8

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,100,000 3.1 1,140,000 3.5 △ 40,000 △ 3.5 970,000 2.9 960,000 2.8 990,000 3.0

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,900 0.0 8,500 0.0 △ 600 △ 7.1 8,500 0.0 9,000 0.0 9,000 0.0

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 52,000 0.1 98,000 0.3 85,000 0.3

10 環 境 性 能 割 交 付 金 33,000 0.1 50,000 0.2 △ 17,000 △ 34.0 24,000 0.1

11
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 57,000 0.2 57,000 0.2 0 0.0 54,000 0.2 56,000 0.2 47,500 0.2

12 地 方 特 例 交 付 金 200,000 0.6 30,000 0.1 170,000 566.7 24,000 0.1 19,000 0.1 15,000 0.1

13 地 方 交 付 税 14,100,000 39.9 13,650,000 42.2 450,000 3.3 13,600,000 40.2 13,500,000 40.1 13,600,000 41.7

う ち 普 通 交 付 税 12,800,000 36.2 12,350,000 38.2 450,000 3.6 12,300,000 36.4 12,400,000 36.8 12,500,000 38.4

14 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 5,000 0.0 6,000 0.0 △ 1,000 △ 16.7 6,000 0.0 6,000 0.0 6,000 0.0

15 分 担 金 及 び 負 担 金 211,045 0.6 188,062 0.6 22,983 12.2 310,665 0.9 287,972 0.9 273,907 0.8

16 使 用 料 及 び 手 数 料 569,700 1.6 610,309 1.9 △ 40,609 △ 6.7 629,248 1.9 588,343 1.7 570,616 1.8

17 国 庫 支 出 金 3,783,572 10.7 2,753,398 8.5 1,030,174 37.4 3,326,119 9.8 3,573,197 10.6 3,183,103 9.8

18 府 支 出 金 2,574,803 7.3 2,256,736 7.0 318,067 14.1 2,572,397 7.6 2,381,424 7.1 2,226,322 6.8

19 財 産 収 入 168,453 0.5 206,618 0.6 △ 38,165 △ 18.5 163,628 0.5 161,155 0.5 159,676 0.5

20 寄 附 金 600,000 1.7 300,000 0.9 300,000 100.0 270,000 0.8 300,000 0.9 300,000 0.9

21 繰 入 金 2,377,682 6.7 1,643,930 5.1 733,752 44.6 1,880,799 5.6 1,986,780 5.9 1,737,002 5.3

22 繰 越 金 150,000 0.4 150,000 0.5 0 0.0 150,000 0.4 150,000 0.4 150,000 0.5

23 諸 収 入 303,654 0.9 499,837 1.6 △ 196,183 △ 39.2 312,414 0.9 289,635 0.9 310,181 1.0

24 市 債 3,951,500 11.2 3,318,700 10.3 632,800 19.1 4,081,000 12.1 3,982,400 11.8 3,655,600 11.2

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 1,010,000 2.9 650,000 2.0 360,000 55.4 700,000 2.1 860,000 2.6 950,000 2.9

35,320,000 100.0 32,319,000 100.0 3,001,000 9.3 33,810,000 100.0 33,670,000 100.0 32,590,000 100.0

（ 参 考 ）

平成29年度平成30年度令和元年度

歳  入  合  計

区　　　　分
令 和 3 年 度

構 成 比

令 和 2 年 度

構 成 比

率増 減 額
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■歳入　財源構造
（単位：千円、％）

① ② ③＝①－② ③/② 構成比 構成比 構成比

地 方 譲 与 税 289,938 0.8 304,938 0.9 △ 15,000 △ 4.9 273,000 0.8 278,000 0.8 272,000 0.8

利 子 割 交 付 金 4,000 0.0 3,000 0.0 1,000 33.3 6,000 0.0 7,000 0.0 7,000 0.0

配 当 割 交 付 金 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0 28,000 0.1 33,000 0.1 38,000 0.1

株式等譲渡所得割交付金 24,000 0.1 15,000 0.0 9,000 60.0 29,000 0.1 21,000 0.1 21,000 0.1

法 人 事 業 税 交 付 金 35,000 0.1 16,000 0.1 19,000 118.8

地 方 消 費 税 交 付 金 1,100,000 3.1 1,140,000 3.5 △ 40,000 △ 3.5 970,000 2.9 960,000 2.8 990,000 3.0

ゴルフ場 利用税交 付金 7,900 0.0 8,500 0.0 △ 600 △ 7.1 8,500 0.0 9,000 0.0 9,000 0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 52,000 0.1 98,000 0.3 85,000 0.3

環 境 性 能 割 交 付 金 33,000 0.1 50,000 0.2 △ 17,000 △ 34.0 24,000 0.1

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

57,000 0.2 57,000 0.2 0 0.0 54,000 0.2 56,000 0.2 47,500 0.2

地 方 特 例 交 付 金 200,000 0.6 30,000 0.1 170,000 566.7 24,000 0.1 19,000 0.1 15,000 0.1

地 方 交 付 税 14,100,000 39.9 13,650,000 42.2 450,000 3.3 13,600,000 40.2 13,500,000 40.1 13,600,000 41.7

交通安全対策特別交付金 5,000 0.0 6,000 0.0 △ 1,000 △ 16.7 6,000 0.0 6,000 0.0 6,000 0.0

国 庫 支 出 金 3,783,572 10.7 2,753,398 8.5 1,030,174 37.4 3,326,119 9.8 3,573,197 10.6 3,183,103 9.8

府 支 出 金 2,574,803 7.3 2,256,736 7.0 318,067 14.1 2,572,397 7.6 2,381,424 7.1 2,226,322 6.8

市 債 3,951,500 11.2 3,318,700 10.3 632,800 19.1 4,081,000 12.1 3,982,400 11.8 3,655,600 11.2

（ 小 計 ） 26,195,714 74.2 23,639,273 73.1 2,556,441 10.8 25,054,016 74.1 24,924,021 74.0 24,155,525 74.1

市 税 4,743,752 13.4 5,080,971 15.7 △ 337,219 △ 6.6 5,039,230 14.9 4,982,094 14.8 4,933,093 15.1

分 担 金 及 び 負 担 金 211,045 0.6 188,062 0.6 22,983 12.2 310,665 0.9 287,972 0.9 273,907 0.8

使 用 料 及 び 手 数 料 569,700 1.6 610,309 1.9 △ 40,609 △ 6.7 629,248 1.9 588,343 1.7 570,616 1.8

財 産 収 入 168,453 0.5 206,618 0.6 △ 38,165 △ 18.5 163,628 0.5 161,155 0.5 159,676 0.5

寄 附 金 600,000 1.7 300,000 0.9 300,000 100.0 270,000 0.8 300,000 0.9 300,000 0.9

繰 入 金 2,377,682 6.7 1,643,930 5.1 733,752 44.6 1,880,799 5.6 1,986,780 5.9 1,737,002 5.3

繰 越 金 150,000 0.4 150,000 0.5 0 0.0 150,000 0.4 150,000 0.4 150,000 0.5

諸 収 入 303,654 0.9 499,837 1.6 △ 196,183 △ 39.2 312,414 0.9 289,635 0.9 310,181 1.0

（ 小 計 ） 9,124,286 25.8 8,679,727 26.9 444,559 5.1 8,755,984 25.9 8,745,979 26.0 8,434,475 25.9

35,320,000 100.0 32,319,000 100.0 3,001,000 9.3 33,810,000 100.0 33,670,000 100.0 32,590,000 100.0

構 成 比

（ 参 考 ）

令和元年度 平成30年度 平成29年度

率増 減 額

合 計

依

存

財

源

自

主

財

源

令 和 2 年 度令 和 3 年 度

構 成 比
区　　　　分
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■歳出　目的別内訳

（単位：千円、％）

① ② ③＝①－② ③/② 構成比 構成比 構成比

1 議 会 費 211,228 0.6 229,145 0.7 △ 17,917 △ 7.8 240,559 0.7 240,622 0.7 246,555 0.8

2 総 務 費 4,299,023 12.2 3,661,924 11.3 637,099 17.4 3,822,466 11.3 4,352,740 12.9 4,132,894 12.7

3 民 生 費 10,548,760 29.9 10,195,452 31.6 353,308 3.5 9,820,837 29.0 9,649,168 28.7 9,679,986 29.7

4 衛 生 費 4,797,153 13.6 3,936,307 12.2 860,846 21.9 5,001,424 14.8 4,517,790 13.4 3,917,844 12.0

5 労 働 費 56,451 0.2 25,539 0.1 30,912 121.0 30,866 0.1 36,454 0.1 30,259 0.1

6 農 林 水 産 業 費 1,518,373 4.3 1,288,711 4.0 229,662 17.8 1,619,370 4.8 1,493,963 4.4 1,448,701 4.4

7 商 工 費 1,536,329 4.3 982,752 3.0 553,577 56.3 897,591 2.7 1,076,026 3.2 1,404,515 4.3

8 土 木 費 3,198,312 9.0 3,213,745 9.9 △ 15,433 △ 0.5 2,721,455 8.0 2,686,505 8.0 2,757,507 8.5

9 消 防 費 1,460,124 4.1 1,386,859 4.3 73,265 5.3 1,542,421 4.6 1,654,559 4.9 1,252,794 3.8

10 教 育 費 2,992,493 8.5 2,756,563 8.5 235,930 8.6 2,372,450 7.0 2,720,698 8.1 3,101,895 9.5

11 災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1,016,142 3.0 502,620 1.5 0 0.0

12 公 債 費 4,667,148 13.2 4,624,612 14.3 42,536 0.9 4,707,418 13.9 4,711,188 14.0 4,591,169 14.1

14 予 備 費 34,606 0.1 17,391 0.1 17,215 99.0 17,001 0.1 27,667 0.1 25,881 0.1

35,320,000 100.0 32,319,000 100.0 3,001,000 9.3 33,810,000 100.0 33,670,000 100.0 32,590,000 100.0

（ 参 考 ）

令和元年度 平成30年度 平成29年度

歳 出 合 計

令和2年度

構 成 比

令和3年度

構 成 比
目 的 別

率増 減 額

- 6 -



■歳出　性質別内訳

（単位：千円、％）

① ② ③＝①－② ③/② 構成比 構成比 構成比

人 件 費 6,696,155 19.0 6,564,059 20.3 132,096 2.0 5,607,858 16.6 5,729,239 17.0 5,629,658 17.3

扶 助 費 4,674,874 13.2 4,433,452 13.7 241,422 5.4 4,547,367 13.4 4,551,317 13.5 4,605,268 14.1

公 債 費 4,667,148 13.2 4,624,612 14.3 42,536 0.9 4,707,418 13.9 4,711,188 14.0 4,591,169 14.1

（ 小 計 ） 16,038,177 45.4 15,622,123 48.3 416,054 2.7 14,862,643 43.9 14,991,744 44.5 14,826,095 45.5

物 件 費 5,842,182 16.5 5,056,216 15.6 785,966 15.5 5,875,153 17.4 5,814,858 17.3 5,834,503 17.9

維 持 補 修 費 446,276 1.3 416,978 1.3 29,298 7.0 412,397 1.2 361,210 1.1 352,151 1.1

補 助 費 等 4,623,386 13.1 4,086,133 12.7 537,253 13.1 3,236,703 9.6 2,891,275 8.6 2,885,478 8.9

積 立 金 630,600 1.8 356,670 1.1 273,930 76.8 293,214 0.9 308,242 0.9 463,614 1.4

投 資 及 び 出 資 金 1,254,256 3.5 879,884 2.7 374,372 42.5 80,000 0.2 240,000 0.7 240,000 0.7

貸 付 金 74,020 0.2 39,420 0.1 34,600 87.8 23,720 0.1 24,220 0.1 122,528 0.4

繰 出 金 2,650,979 7.5 2,630,185 8.1 20,794 0.8 3,656,585 10.8 4,155,308 12.3 4,213,895 12.9

予 備 費 34,606 0.1 17,391 0.1 17,215 99.0 17,001 0.1 27,667 0.1 25,881 0.1

（ 小 計 ） 15,556,305 44.0 13,482,877 41.7 2,073,428 15.4 13,594,773 40.3 13,822,780 41.1 14,138,050 43.4

普 通 建 設 事 業 費 3,725,518 10.6 3,214,000 10.0 511,518 15.9 4,336,442 12.8 4,352,856 12.9 3,625,855 11.1

補 助 事 業 948,945 2.7 553,577 1.7 395,368 71.4 1,906,946 5.6 2,077,720 6.2 1,214,286 3.7

単 独 事 業 2,776,573 7.9 2,660,423 8.3 116,150 4.4 2,429,496 7.2 2,275,136 6.7 2,411,569 7.4

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1,016,142 3.0 502,620 1.5 0 0.0

補 助 事 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 905,969 2.7 481,531 1.4 0 0.0

単 独 事 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 110,173 0.3 21,089 0.1 0 0.0

（ 小 計 ） 3,725,518 10.6 3,214,000 10.0 511,518 15.9 5,352,584 15.8 4,855,476 14.4 3,625,855 11.1

35,320,000 100.0 32,319,000 100.0 3,001,000 9.3 33,810,000 100.0 33,670,000 100.0 32,590,000 100.0

（ 参 考 ）

令和元年度 平成30年度 平成29年度構成比

率増 減 額令和2年度令和3年度

構成比

歳 出 合 計

性 質 別

義

務

的

そ

の

他

投

資

的
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■歳出　性質別内訳（詳　細）
（単位：千円、％） （単位：千円、％）

令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度

① 構成比 ② 構成比 ③＝①－② ③/② ① 構成比 ② 構成比 ③＝①－② ③/②

人件費 6,696,155 19.0 6,564,059 20.3 132,096 2.0 補助費等 4,623,386 13.1 4,086,133 12.7 537,253 13.1

議員報酬手当等 145,186 0.4 159,540 0.5 △ 14,354 △ 9.0 報償金 100,846 0.3 93,346 0.3 7,500 8.0

市長等特別職給与等 66,013 0.2 69,505 0.2 △ 3,492 △ 5.0 役務費（保険料） 34,009 0.1 33,923 0.1 86 0.3

委員報酬等 149,291 0.4 154,971 0.5 △ 5,680 △ 3.7 負担金 243,282 0.7 245,220 0.8 △ 1,938 △ 0.8

職員給与等 5,080,441 14.4 5,073,122 15.7 7,319 0.1 補助金及び交付金 2,132,090 6.0 1,642,651 5.1 489,439 29.8

給料 2,382,334 6.8 2,372,203 7.3 10,131 0.4 企業会計繰出金 2,086,994 5.9 2,027,208 6.3 59,786 2.9

職員手当 1,494,256 4.2 1,488,122 4.6 6,134 0.4 その他（※2） 26,165 0.1 43,785 0.1 △ 17,620 △ 40.2

退職手当組合負担金 376,319 1.1 376,299 1.2 20 0.0 積立金 630,600 1.8 356,670 1.1 273,930 76.8

共済費 827,532 2.3 836,498 2.6 △ 8,966 △ 1.1 投資及び出資金 1,254,256 3.5 879,884 2.7 374,372 42.5

会計年度任用職員報酬等 1,255,224 3.6 1,106,921 3.4 148,303 13.4 貸付金 74,020 0.2 39,420 0.1 34,600 87.8

報酬 908,737 2.6 825,169 2.6 83,568 10.1 繰出金 2,650,979 7.5 2,630,185 8.1 20,794 0.8

職員手当 163,015 0.5 98,666 0.3 64,349 65.2 国民健康保険事業 432,604 1.2 448,566 1.4 △ 15,962 △ 3.6

共済費 147,065 0.4 139,673 0.4 7,392 5.3 国保直営診療所事業 105,111 0.3 97,260 0.3 7,851 8.1

旅費 36,407 0.1 43,413 0.1 △ 7,006 △ 16.1 後期高齢者医療事業（※3） 1,025,526 2.9 1,034,558 3.2 △ 9,032 △ 0.9

扶助費 4,674,874 13.2 4,433,452 13.7 241,422 5.4 介護保険事業 1,054,737 3.0 1,009,800 3.1 44,937 4.5

通常扶助費 4,635,164 13.1 4,391,077 13.6 244,087 5.6 介護サービス事業 33,000 0.1 40,000 0.1 △ 7,000 △ 17.5

児童手当職員分 39,710 0.1 42,375 0.1 △ 2,665 △ 6.3 土地開発基金繰出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

公債費 4,667,148 13.2 4,624,612 14.3 42,536 0.9 予備費 34,606 0.1 17,391 0.1 17,215 99.0

償還元金 4,505,800 12.8 4,419,269 13.7 86,531 2.0 （　小　計　） 15,556,305 44.0 13,482,877 41.7 2,073,428 15.4

161,348 0.4 205,343 0.6 △ 43,995 △ 21.4 普通建設事業 3,725,518 10.6 3,214,000 10.0 511,518 15.9

16,038,177 45.4 15,622,123 48.3 416,054 2.7 補助事業 948,945 2.7 553,577 1.7 395,368 71.4

物件費 5,842,182 16.5 5,056,216 15.6 785,966 15.5 単独事業 2,522,573 7.2 2,585,473 8.0 △ 62,900 △ 2.4

旅費 67,167 0.2 64,989 0.2 2,178 3.4 府営事業負担金 254,000 0.7 74,950 0.3 179,050 238.9

需用費 1,016,151 2.9 1,043,195 3.2 △ 27,044 △ 2.6 災害復旧事業 0 0.0 0 0.0 0 0.0

役務費（保険料以外） 242,878 0.7 186,497 0.6 56,381 30.2 補助事業 0 0.0 0 0.0 0 0.0

委託料 4,135,028 11.7 3,465,997 10.7 669,031 19.3 単独事業 0 0.0 0 0.0 0 0.0

使用料及び賃借料 277,159 0.8 187,572 0.6 89,587 47.8 （　小　計　） 3,725,518 10.6 3,214,000 10.0 511,518 15.9

備品購入費 91,357 0.2 95,937 0.3 △ 4,580 △ 4.8

その他（※1） 12,442 0.0 12,029 0.0 413 3.4

維持補修費 446,276 1.3 416,978 1.3 29,298 7.0 ※1：報償費（報償物品）、交際費、原材料費

衛生費分 8,325 0.0 12,551 0.0 △ 4,226 △ 33.7 ※2：補償補填及び賠償金、償還金利子及び割引料、公課費

土木費分 358,399 1.0 343,114 1.1 15,285 4.5 ※3：後期高齢者医療広域連合負担金（医療分）を含む

教育費分 29,973 0.1 17,724 0.1 12,249 69.1

その他の費目分 49,579 0.2 43,589 0.1 5,990 13.7

そ
の
他
経
費

3,001,000

項　　　目
前年度比較

義

務

的

経

費

償還利子･一時借入金利子

（　小　計　）

9.3歳出合計 35,320,000 100.0

項　　　目
前年度比較

投

資

的

経

費

32,319,000 100.0

そ

の

他

経

費
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■特定財源の状況
（単位：千円、％）

②/① 構成比

市 税 4,743,752 4,743,752 人 件 費 6,696,155 372,063 6,324,092 94.4 27.2

地 方 譲 与 税 289,938 289,938 扶 助 費 4,674,874 3,220,216 1,454,658 31.1 6.2

利 子 割 交 付 金 4,000 4,000 公 債 費 4,667,148 87,136 4,580,012 98.1 19.6

配 当 割 交 付 金 30,000 30,000 （ 小 計 ） 16,038,177 3,679,415 12,358,762 77.1 53.0

株式等譲渡所得割交付金 24,000 24,000 物 件 費 5,842,182 2,183,565 3,658,617 62.6 15.7

法 人 事 業 税 交 付 金 35,000 35,000 維 持 補 修 費 446,276 150,372 295,904 66.3 1.3

地 方 消 費 税 交 付 金 1,100,000 1,100,000 補 助 費 等 4,623,386 1,467,164 3,156,222 68.3 13.6

ゴ ル フ場 利用 税交 付金 7,900 7,900 積 立 金 630,600 605,662 24,938 4.0 0.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 1 投 資 及 び 出 資 金 1,254,256 294,000 960,256 76.6 4.1

環 境 性 能 割 交 付 金 33,000 33,000 貸 付 金 74,020 41,380 32,640 44.1 0.1

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市町 村助 成交 付金

57,000 57,000 繰 出 金 2,650,979 493,974 2,157,005 81.4 9.3

地 方 特 例 交 付 金 200,000 200,000 予 備 費 34,606 34,606 100.0 0.1

地 方 交 付 税 14,100,000 14,100,000 （ 小 計 ） 15,556,305 5,236,117 10,320,188 66.3 44.3

交通安全対策特別交付金 5,000 5,000 普 通 建 設 事 業 費 3,725,518 3,112,139 613,379 16.5 2.7

分 担 金 及 び 負 担 金 211,045 208,504 2,541 補 助 事 業 948,945 883,904 65,041 6.9 0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 569,700 537,177 32,523 単 独 事 業 2,776,573 2,228,235 548,338 19.7 2.4

国 庫 支 出 金 3,783,572 3,783,572 災 害 復 旧 事 業 費 0 0 0 0.0 0.0

府 支 出 金 2,574,803 2,574,800 3 補 助 事 業 0 0 0 0.0 0.0

財 産 収 入 168,453 145,287 23,166 単 独 事 業 0 0 0 0.0 0.0

寄 附 金 600,000 600,000 （ 小 計 ） 3,725,518 3,112,139 613,379 16.5 2.7

繰 入 金 2,377,682 966,682 1,411,000 35,320,000 12,027,671 23,292,329 65.9 100.0

繰 越 金 150,000 150,000

諸 収 入 303,654 270,149 33,505

市 債 3,951,500 2,941,500 1,010,000

35,320,000 12,027,671 23,292,329合 計

歳 入 予 算 額

歳 出 合 計

充 当 の 状 況

義

務

的

歳 出 性 質 別
特 定 財 源 一 般 財 源

予 算 額

そ

の

他

投

資

的

財 源 の 状 況

特 定 財 源 一 般 財 源
一 般財 源比 率

① ②
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■基金の状況

繰入金 積立金 繰入金 積立金

財政調整基金 1,393,631 1,594,017 2,094,637 500,000 159 △ 157,000 607 1,752,403 850,000 34 902,437

減債基金 211,307 211,358 211,466 0 21 0 75 211,562 50,000 4 161,566

地域環境保全基金 982 982 983 0 1 0 0 984 0 1 985

奨学基金 132,681 139,087 137,150 3,000 23 0 36 134,209 3,000 12 131,221

災害対策基金 34,252 30,260 27,276 3,000 2 0 11 24,289 4,000 1 20,290

地域振興基金 1,755,063 1,415,498 1,136,198 220,000 113 0 416 916,727 250,000 18 666,745

観光ｲﾝﾌﾗ整備等促進実行調整費基金 127,836 151,894 100,903 30,000 10 13,240 51,330 109,003 30,000 2 79,005

合併特例措置逓減対策準備基金 4,004,153 3,755,121 3,007,041 500,000 300 0 1,090 2,508,431 500,000 50 2,008,481

過疎地域振興基金 1,033,804 1,034,046 1,034,571 0 103 0 363 1,035,037 0 20 1,035,057

ふるさと応援基金 300,412 285,572 351,161 280,000 300,032 0 245,023 616,216 530,000 600,012 686,228

再編交付金事業基金 747,451 606,447 306,631 76,452 914 1,741 △ 620 228,732 46,849 228 182,111

学校教育施設整備基金 803 2,178 3,719 0 1,583 0 2 5,304 0 1,583 6,887

韓哲・まちづくり夢基金 542,632 541,543 541,936 11,978 2,134 △ 8,185 18,040 558,317 12,005 2,233 548,545

谷口謙・未来応援基金 87,705 80,495 75,391 9,500 762 △ 3,788 29 70,470 10,500 1,460 61,430

豊かな森を育てる基金 415 9,713 13,910 0 0 13,910 6,177 6,177 6,177 0 0

スポーツ施設整備基金 560 9,712 0 25,574 0 8,402 43,688 0 1 43,689

森林環境譲与税基金 11,735 0 24,939 6,400 5 30,279 19,151 24,939 36,067

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金 90,000 163,369 73,369 55,000 2 18,371

（ 合 計 ） 10,373,127 9,858,771 9,064,420 1,633,930 356,670 △ 43,682 494,355 8,325,197 2,366,682 630,600 6,589,115

国民健康保険事業基金 5,359 5,360 5,363 0 2 0 1 5,366 0 1 5,367

介護給付費準備基金 160,483 240,838 260,956 120,000 16 △ 20,000 101 161,073 95,000 3 66,076

介護サービス事業基金 296 296 296 0 1 0 0 297 0 1 298

市民太陽光発電所事業基金 100,030 105,054 110,107 0 30 0 5,020 115,157 0 30 115,187

簡易水道事業基金 90,517 0

集落排水事業基金 12,308 12,311 0

公共下水道事業減債基金 60,572 60,585 0

浄化槽整備事業基金 46,476 50,390 0

476,041 474,834 376,722 120,000 49 △ 20,000 5,122 281,893 95,000 35 186,928

10,849,168 10,333,605 9,441,142 1,753,930 356,719 △ 63,682 499,477 8,607,090 2,461,682 630,635 6,776,043

令和3年度末
現在高見込額

令和3年度

繰 入 金 積 立 金

（単位：千円）

総 合 計

（ 合 計 ）

当初予算計上分

（

参

考
）

特

別

会

計

令和元年度
末現在高基 金 名 称

一

般

会

計

所
管
会
計

令和2年度末
現在高見込額

令和2年度

補正計上分
平成29年度

末現在高
平成30年度

末現在高
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■会計別　市債の状況
（単位：千円、％）

借入見込額
元金償還
見込額

増 減 額 増減率

39,712,024 39,217,931 38,787,304 39,180,484 3,951,500 4,505,800 38,626,184 △ 554,300 △ 1.4

国民健康保険直営診療所事業 200,077 288,481 315,396 333,564 19,100 26,548 326,116 △ 7,448 △ 2.2

介 護 サ ー ビ ス 事 業 687,167 631,622 575,027 517,360 0 58,759 458,601 △ 58,759 △ 11.4

工 業 用 地 造 成 事 業 226,272 0 0 0 0 0 0 0 0.0

市 民 太 陽 光 発 電 所 事 業 369,517 346,048 318,892 291,542 0 27,544 263,998 △ 27,544 △ 9.4

簡 易 水 道 事 業 6,721,465 6,674,699

集 落 排 水 事 業 2,125,067 1,972,695 1,817,473

公 共 下 水 道 事 業 20,978,351 20,972,972 21,008,406

浄 化 槽 整 備 事 業 701,840 773,326 833,009

特別会計　合　計 32,009,756 31,659,843 24,868,203 1,142,466 19,100 112,851 1,048,715 △ 93,751 △ 8.2

水 道 事 業 2,893,591 2,946,155 9,376,301 9,543,377 628,800 615,304 9,556,873 13,496 0.1

下 水 道 事 業 24,342,429 1,913,000 1,466,092 24,789,337 446,908 1.8

病 院 事 業 6,718,514 7,860,318 7,541,355 7,136,926 224,400 540,856 6,820,470 △ 316,456 △ 4.4

企業会計　合　計 9,612,105 10,806,473 16,917,656 41,022,732 2,766,200 2,622,252 41,166,680 143,948 0.4

81,333,885 81,684,247 80,573,163 81,345,682 6,736,800 7,240,903 80,841,579 △ 504,103 △ 0.6

※簡易水道事業特別会計は、平成31年4月1日から水道事業会計へ統合。

※集落排水事業特別会計、公共下水道事業特別会計、浄化槽整備事業特別会計は、令和2年4月1日から下水道事業会計として企業会計へ移行。

前年度末見込額との比較
平成29年度末

現在高
令和3年度末
現在高見込額

令和2年度末
現在高見込額

京 丹 後 市 総 合 計

令和3年度中増減見込額

一 般 会 計

特

別

会

計

会   　計　  名

企

業

会

計

平成30年度末
現在高

令和元年度末
現在高
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■歳出　節別内訳
（単位：千円、％）

① ② ③＝①－② ③/② 構成比 構成比 構成比

1 報 酬 1,107,570 3.1 1,036,009 3.2 71,561 6.9 336,813 1.0 321,059 1.0 319,686 1.0

2 給 料 2,414,706 6.8 2,406,823 7.5 7,883 0.3 2,406,964 7.1 2,451,197 7.3 2,462,117 7.6

3 職 員 手 当 等 2,125,867 6.0 2,063,657 6.4 62,210 3.0 1,994,310 5.9 2,077,619 6.2 2,007,883 6.2

4 共 済 費 1,014,172 2.9 1,019,379 3.2 △ 5,207 △ 0.5 975,991 2.9 988,703 2.9 942,600 2.9

5 災 害 補 償 費 300 0.0 300 0.0 0 0.0 300 0.0 1,200 0.0 1,200 0.0

7 報 償 費 110,349 0.3 102,425 0.3 7,924 7.7 100,389 0.3 103,304 0.3 102,309 0.3

8 旅 費 103,602 0.3 108,430 0.3 △ 4,828 △ 4.5 69,712 0.2 78,648 0.2 71,608 0.2

9 交 際 費 2,650 0.0 2,650 0.0 0 0.0 2,650 0.0 2,650 0.0 2,650 0.0

10 需 用 費 1,205,396 3.4 1,212,339 3.8 △ 6,943 △ 0.6 1,246,974 3.7 1,184,344 3.5 1,196,275 3.7

11 役 務 費 276,887 0.8 220,568 0.7 56,319 25.5 238,570 0.7 214,412 0.7 199,345 0.6

12 委 託 料 5,160,146 14.6 4,253,881 13.2 906,265 21.3 4,325,261 12.8 4,661,956 13.8 4,182,477 12.8

13 使 用 料 及 び 賃 借 料 277,236 0.8 239,287 0.7 37,949 15.9 311,868 0.9 247,153 0.7 249,464 0.8

14 工 事 請 負 費 2,187,164 6.2 2,274,576 7.0 △ 87,412 △ 3.8 3,834,110 11.3 3,097,329 9.2 2,594,346 8.0

15 原 材 料 費 14,022 0.0 14,005 0.1 17 0.1 13,995 0.0 14,402 0.1 14,672 0.0

16 公 有 財 産 購 入 費 0 0.0 12,000 0.0 △ 12,000 皆 減 7,500 0.0 5,900 0.0 15,559 0.0

17 備 品 購 入 費 302,185 0.9 338,225 1.1 △ 36,040 △ 10.7 200,942 0.6 376,759 1.1 318,411 1.0

18 負担金、補助及び交付金 4,145,118 11.7 3,048,264 9.4 1,096,854 36.0 3,649,742 10.8 3,410,048 10.1 3,178,555 9.7

19 扶 助 費 4,218,957 12.0 4,078,214 12.6 140,743 3.5 4,085,567 12.1 4,079,012 12.1 4,178,017 12.8

20 貸 付 金 74,020 0.2 39,420 0.1 34,600 87.8 23,720 0.1 24,220 0.1 122,528 0.4

21 補 償 補 填 及 び 賠 償 金 2,115 0.0 45,545 0.1 △ 43,430 △ 95.4 30,145 0.1 1,645 0.0 2,187 0.0

22 償還金、利子及び割引料 4,688,678 13.3 4,662,974 14.4 25,704 0.6 4,734,468 14.0 4,738,198 14.1 4,618,179 14.2

23 投 資 及 び 出 資 金 1,254,256 3.6 879,884 2.7 374,372 42.5 80,000 0.2 240,000 0.7 240,000 0.7

24 積 立 金 630,600 1.8 356,670 1.1 273,930 76.8 293,214 0.9 308,242 0.9 463,614 1.4

26 公 課 費 4,635 0.0 5,278 0.0 △ 643 △ 12.2 4,763 0.0 5,375 0.0 5,533 0.0

27 繰 出 金 3,964,763 11.2 3,880,806 12.0 83,957 2.2 4,206,960 12.5 4,335,606 12.9 4,393,702 13.5

予 備 費 34,606 0.1 17,391 0.1 17,215 99.0 17,001 0.1 27,667 0.1 25,881 0.1

賃 金 618,071 1.8 673,352 2.0 681,202 2.1

35,320,000 100.0 32,319,000 100.0 3,001,000 9.3 33,810,000 100.0 33,670,000 100.0 32,590,000 100.0

※節「賃金」は、令和2年度より廃止。　　　

計

節 名 称
令和3年度

構成比

令和2年度
構成比

（ 参 考 ）

令和元年度 平成30年度 平成29年度

率増 減 額
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■歳出　　部局別配当予算一覧
（単位：千円、％）

① ② ③＝①－② ③/② 構成比 構成比

1 議会事務局 169,021 0.5 184,095 0.6 △ 15,074 △ 8.2 196,737 0.6 196,617 0.6

特別職・職員人件費、会計年度
任用職員任用経費除き（※1）

1,866,755 5.3 1,369,127 4.2 497,628 36.3 1,347,335 4.0 1,377,281 4.1

3 総務部 5,754,511 16.3 5,586,407 17.3 168,104 3.0 6,006,942 17.8 6,110,126 18.1

公債費・予備費除き（※1） 1,052,757 3.0 944,404 2.9 108,353 11.5 1,282,523 3.8 1,371,271 4.1

4 市民環境部 3,735,367 10.6 3,670,112 11.3 65,255 1.8 4,826,898 14.3 4,291,882 12.7

5 医療部 1,443,415 4.1 1,253,521 3.9 189,894 15.1 1,164,939 3.4 1,071,164 3.2

6 健康長寿福祉部 5,969,901 16.9 5,254,369 16.3 715,532 13.6 5,207,935 15.4 5,203,340 15.5

7 1,173,449 3.3 929,402 2.9 244,047 26.3 1,319,943 3.9 1,174,175 3.5

8 商工観光部 1,339,808 3.8 759,539 2.3 580,269 76.4 691,796 2.0 828,639 2.5

9 建設部 1,419,483 4.0 1,193,725 3.7 225,758 18.9 2,053,676 6.1 1,944,914 5.8

10 上下水道部 2,074,894 5.9 1,832,511 5.7 242,383 13.2 1,586,745 4.7 1,867,053 5.5

11 教育委員会事務局 3,474,158 9.8 3,615,185 11.2 △ 141,027 △ 3.9 3,068,382 9.1 3,035,135 9.0

12 消防本部 457,916 1.3 391,740 1.2 66,176 16.9 403,839 1.2 442,829 1.3

13 会計課 8,271 0.0 8,239 0.0 32 0.4 7,730 0.0 6,941 0.0

14 監査事務局 2,429 0.0 2,239 0.0 190 8.5 2,245 0.0 2,459 0.0

15 農業委員会事務局 16,221 0.0 15,588 0.0 633 4.1 15,610 0.0 16,758 0.1

35,320,000 100.0 32,319,000 100.0 3,001,000 9.3 33,810,000 100.0 33,670,000 100.0

※1　市長公室及び総務部については、市役所全体に関係する項目の予算配当が多額となっているため、当該部分を除いて再掲している。

農林水産部

計

平成30年度

令和3年度 令和2年度 増 減 額 率

7,477,968

令和元年度

7,256,583 21.5

（参考）

23.6 658,828 8.6

構成比 構成比
部 局 等 名

22.22 市長公室 8,281,156 23.5 7,622,328
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■市税の予算状況 （単位：千円、％）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ①－④ ②－⑤ ③－⑥

1 2,011,768 14,571 533 2,026,339 2,169,546 14,295 2,183,841 △ 157,778 △ 7.3 276 1.9 △ 157,502 △ 7.2 2,251,230 15,958 2,267,188

1,830,682 13,579 247 1,844,261 1,928,840 13,557 1,942,397 △ 98,158 △ 5.1 22 0.2 △ 98,136 △ 5.1 1,941,388 14,748 1,956,136

90,852 90,852 91,167 91,167 △ 315 △ 0.3 △ 315 △ 0.3 91,226 693 91,919

1,739,830 1,739,830 1,837,673 1,837,673 △ 97,843 △ 5.3 △ 97,843 △ 5.3 1,850,162 14,055 1,864,217

181,086 992 286 182,078 240,706 738 241,444 △ 59,620 △ 24.8 254 34.4 △ 59,366 △ 24.6 309,842 1,210 311,052

133,902 133,902 136,911 136,911 △ 3,009 △ 2.2 △ 3,009 △ 2.2 139,601 1,110 140,711

47,184 47,184 103,795 103,795 △ 56,611 △ 54.5 △ 56,611 △ 54.5 170,241 100 170,341

2 2,153,908 17,973 2,657 2,171,881 2,324,532 15,986 2,340,518 △ 170,624 △ 7.3 1,987 12.4 △ 168,637 △ 7.2 2,358,737 17,336 2,376,073

2,143,642 17,973 2,657 2,161,615 2,314,001 15,986 2,329,987 △ 170,359 △ 7.4 1,987 12.4 △ 168,372 △ 7.2 2,347,993 17,336 2,365,329

647,387 647,387 655,496 655,496 △ 8,109 △ 1.2 △ 8,109 △ 1.2 666,862 4,924 671,786

1,077,985 1,077,985 1,227,641 1,227,641 △ 149,656 △ 12.2 △ 149,656 △ 12.2 1,224,104 9,038 1,233,142

418,270 418,270 430,864 430,864 △ 12,594 △ 2.9 △ 12,594 △ 2.9 457,027 3,374 460,401

10,266 10,266 10,531 10,531 △ 265 △ 2.5 △ 265 △ 2.5 10,744 10,744

3 214,466 1,884 216,350 213,379 1,977 215,356 1,087 0.5 △ 93 △ 4.7 994 0.5 203,066 1,887 204,953

10,808 10,808 9,180 9,180 1,628 17.7 1,628 17.7 3,023 3,023

203,658 1,884 205,542 204,199 1,977 206,176 △ 541 △ 0.3 △ 93 △ 4.7 △ 634 △ 0.3 200,043 1,887 201,930

4 287,548 287,548 290,313 290,313 △ 2,765 △ 1.0 △ 2,765 △ 1.0 302,634 302,634

5 125 125 133 133 △ 8 △ 6.0 △ 8 △ 6.0 141 141

6 41,293 216 165 41,509 50,809 1 50,810 △ 9,516 △ 18.7 215 21,500.0 △ 9,301 △ 18.3 51,281 0 51,281

7

4,709,108 34,644 3,355 4,743,752 5,048,712 32,259 5,080,971 △ 339,604 △ 6.7 2,385 7.4 △ 337,219 △ 6.6 5,167,089 35,181 5,202,270

※　市民税の「所得割」には、退職所得分を含む。

※　令和3年度の「R2徴収猶予分」は、国の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税制改正に基づき令和2年度に徴収猶予した金額のうち令和3年度に収入見込の金額。

都 市 計 画 税

計

R2徴収猶予分

軽 自 動 車 税

環 境 性 能 割

種 別 割

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

固 定 資 産 税

純 固 定 資 産 税

土 地

家 屋

償 却 資 産

国有資産等交付金

個 人

均 等 割

所 得 割

法 人

均 等 割

法 人 税 割

市 民 税

滞納繰越分 計 現年課税分 滞納繰越分

区　　分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増　　　　減

率 率 率
計

（参考）令和元年度年度収納額

内　訳
現年課税分 滞納繰越分 計 現年課税分 滞納繰越分 計現年課税分
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■市税の状況
１．市民税

（１）個人市民税

●納税義務者数の推移 （単位：人）

H28 H29 H30 R元 R2 R3予測

特別徴収 16,783 17,382 19,576 19,869 20,149 20,149

普通徴収 9,370 8,863 6,851 6,410 6,126 6,072

計 26,153 26,245 26,427 26,279 26,275 26,221

※府民税の徴収取扱費の納税義務者数（各年9月末現在）

●所得割額の推移 （単位：千円）

H28 H29 H30 R元 R2 R3予測

特別徴収 1,220,534 1,291,844 1,421,377 1,455,718 1,474,859 1,387,252

普通徴収 519,947 497,622 414,623 392,522 388,224 353,672

計 1,740,481 1,789,466 1,836,000 1,848,240 1,863,083 1,740,924

（各年10月末現在）

＜参考＞所得の推移 （単位：千円）

H27 H28 H29 H30 R元 R2

営業等所得 3,684,541 3,904,241 3,651,282 3,563,093 3,529,482 3,630,508

農業所得 △ 193,907 19,474 83,996 96,561 △ 12,535 △ 44,550

不動産所得 950,882 971,178 979,356 1,023,015 1,031,909 1,002,075

利子所得 486 772 753 721 621 780

配当所得(所得税) 229,825 205,062 233,240 257,511 292,411 295,524

給与所得 46,791,291 47,364,809 48,576,407 49,423,091 50,336,448 50,693,501

雑所得 5,997,913 6,041,220 6,088,907 6,022,875 5,967,562 5,998,274

総合短期譲渡所得 2,554 △ 506 248 △ 122 33,628 5,015

総合長期譲渡所得 36,974 19,594 3,264 6,511 33,932 23,098

一時所得 246,786 259,571 178,977 209,922 148,504 142,574

長短期一時所得1/2 139,170 134,847 86,590 105,525 120,956 86,249

計 58,116,388 58,986,078 60,084,495 60,861,749 61,723,983 62,051,159

各年10月末現在

　京丹後市地域経済動向レポート（Ｒ3.2）によると、令和2年中の丹後地域の業況判断（業況Ｄ
Ｉ値）が新型コロナウイルス感染症による経済活動の停滞を受け大きく悪化している。また、ほく
としんきん中小企業景況レポート（Ｒ3.1）での京都府北部の業況ＤＩ値を見ても業況の悪化が広
範囲に及んでいることから、本市の所得の約8割を占める給与所得についても減少が見込まれる。
　このような状況から、令和3年度予算の見積りにあたっては、業況ＤＩ値から推測される経済状
況等を総合的に鑑み、市税収入が大幅に減少したリーマンショック時を参考に見込んだ。

14

16

18

20

H28 H29 H30 R元 R2 R3予測

億
円

所得割額の推移
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【個人市民税の予算積算】

①均等割額

区分 課税対象 調定見込額 収納率 予算額

特別徴収 20,149人 70,522千円 99.9% 70,451千円
普通徴収 6,072人 21,252千円 96.0% 20,401千円

計 26,221人 91,774千円 90,852千円 A

②所得割額

区分 収納率

特別徴収 99.9%

普通徴収 96.0%

計 B

③退職所得分 C

④過年度新規分 D

（２）法人市民税

①均等割額 令和2年10月末現在

（参考）
前年度

9号法人 3,600千円 6 6 21,600千円
8号法人 2,100千円 1 1 2,100千円
7号法人 492千円 40 41 19,680千円
6号法人 480千円 2 3 960千円
５号法人 192千円 35 29 6,720千円
4号法人 180千円 17 19 3,060千円
3号法人 156千円 248 254 38,688千円
2号法人 144千円 8 8 1,152千円
1号法人 60千円 702 732 42,120千円

計 1,059 1,093 136,080千円 98.4% 133,902千円 E

※「（参考）前年度」は、令和2年度当初予算の法人数。

②法人税割額

　景気動向調査の実施（景気動向補正率の算出）

令和2年度調定見込額 景気動向補正率 収納率

61,772,300円 △ 23.6　％ 100.0% F

法人市民税　合　計　（E＋F）

1,725,390千円

9,990千円
4,450千円

1,830,682千円

予算額

均等割額

3,500円

3,500円

令和3年度調定見込額

1,740,924千円

調定見込額

1,387,252千円

353,672千円

「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律」の施行により、平成26
年度から令和５年度までの10年間の臨時措置として、個人住民税の均等割額は500円が加算され、3,500円となっている。

区分 税率 法人数 均等割額 収納率

　前年度の法人税割納付額がある法人を対象に文書照会等による景気動向調査を行い、その結果を踏まえた景気動向補正率により令和3年度調定額を算定した。
また、令和元年10月以降の事業年度分から法人税割の税率が10.9%から7.6％へ、令和2年10月以降の事業年度分から8.0％へ改定されることも加味した。

予算額

1,385,865千円
339,525千円

予算額

47,184千円

181,086千円

47,184,000円

個人市民税　合　計　（A＋Ｂ＋C＋D）
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２．固定資産税

（１）固定資産税 （単位：千円）

資産の内容
B  調　定　額
（Ａ×1.4％）

Ｃ コロナ対策減額
（中小事業者減額措置）

D 不均一・課税免
除・減免税額

調定見込額
（B-Ｃ-D）

収納率 予算額

土　　地 659,648 0 2,403 657,245

家　　屋 1,256,295 125,000 36,893 1,094,402

償却資産 490,927 45,000 21,287 424,640

合　　計 2,406,870 170,000 60,583 2,176,287 98.5% 2,143,642

（２）国有資産等所在市町村交付金 （単位：千円）

交付金

601

422

139

8,949

155

10,266

A  課税標準額

47,117,715

89,735,350

35,066,226

171,919,291

合　　　計

近畿中部防衛局 自衛隊宿舎等

近畿中国森林管理局 国有林等

近畿財務局 国家公務員宿舎（合同宿舎）

※　コロナ対策減額（中小事業者減額措置）とは、新型コロナウイルス感染症対策として地方税法が改正されたことによる減額措置のこと。
　　中小事業者等の対前年減収率に応じて償却資産と事業用家屋の税負担が、令和3年度に限りゼロ、または、1／2に軽減される。

京都府総務部府有資産活用課 府営住宅等

京都府文化環境部公営企画課 風力発電施設

※　不均一課税とは、条例に基づき一般の税率と異なる税率で課税すること。（半島振興対策地域の特例等）
※　課税免除、減免とは、条例に基づき地域事情や公益上の事由等により課税免除、減免すること。（過疎地域の特例等）

納　入　者 対象施設等
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３．軽自動車税

（１）環境性能割
予　算　額

（２）種別割
台数
(Ａ)

非課税台数
(官公署・商品車)(Ｂ)

減免台数
(障害者・公益)(Ｃ)

課税台数
(Ａ)-(Ｂ)-(Ｃ)

課税額 (円)

2,742 7 10 2,725 5,450,000
262 1 0 261 522,000

362 12 0 350 840,000

82 1 0 81 299,700

3,448 21 10 3,417 7,111,700

616 11 0 605 2,178,000

2 0 0 2 1,000 ～ 4,600 9,200

自家用 16,029 441 469 15,119 2,700 ～ 12,900 145,298,400

営業用 4 0 1 3 1,800 ～ 8,200 20,700

自家用 8,358 318 124 7,916 1,300 ～ 6,000 39,864,200

営業用 82 0 2 80 1,000 ～ 4,500 292,200

0 0 0 0 0

25,091 770 596 23,725 187,662,700

3,024 26 0 2,998 5,996,000

488 76 0 412 2,430,800

3,512 102 0 3,410 8,426,800

783 14 0 769 4,614,000

32,834 907 606 31,321 207,815,200

予　算　額

４．入湯税

41,293千円

  新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年度の入湯客数は例年と比較し大き
く減少。令和3年2月時点においても収束の見通しが立たない状況が続いており、令
和3年度も例年と比較し入湯客数が大きく減少することが予想される。
　このため、令和3年度予算の見積りにあたっては、令和2年度調定見込額と令和元
年度調定額との比（83.2％）を参考に令和元年度の20％減を見込んだ。

80.0%344,115人 275,292人

二輪の小型自動車

合　　　　　計

予　算　額
150円/人×(C)

補　正　率
(B)

R元納税義務者数
(A)

収　納　率

98.0%

調定見込額

207,815千円

R3納税義務者数見込
 (C)  = (A) × (B)

203,658千円

6,000

軽
自
動
車

二　輪　車 3,600

三　輪　車

四輪乗用

専ら雪上を走行するもの

小　　　計

四輪貨物

3,600

自
動
車

小
型
特
殊

農　耕　用

特殊作業用

小　　　計

2,000

5,900

　令和元年10月1日より新規で取得した軽自動車を対象に、燃費性能等に応じて3段階（非課税、1％、2％）の税率で賦課決定がされるもの。
　環境性能割は、市町村税として賦課されるが、当分の間は都道府県が賦課徴収を行う。

10,808千円

　　　　　　　　　　　　　　　　区分
　　車種

税 率 (円)

自
転
車

原
動
機
付

50cc以下 2,000
50cc～90cc以下 2,000

90cc～125cc以下 2,400

ミニカー 3,700

小　　　計

51,689 52,569 51,824 51,617

42,949 41,293

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28 H29 H30 R元 R2予算 R3予算

入湯税 調定額推移 （単位：千円）
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■グラフで見る予算

一般会計当初予算総額 35,320,000千円

人件費

6,696,155千円

（19.0%）

公債費

4,667,148千円

（13.2%）

扶助費

4,674,874千円

（13.2%）

普通建設事業

3,725,518千円

（10.6%）
その他

2,439,758千円

（6.9%）

繰出金

2,650,979千円

（7.5%）

補助費等

4,623,386千円

（13.1%）

物件費

5,842,182千円

（16.5%）

市税

4,743,752千円

（13.4%）

繰入金

2,377,682千円

（6.7％）
使用料及び手数料

569,700千円

（1.6%）

分担金及び負担金

211,045千円

（0.6%）

寄附金

600,000千円

（1.7%）

その他

622,107千円

（1.8%）

府支出金

2,574,803千円

（7.3%）

その他

1,785,839千円

（5.1%）

国庫支出金

3,783,572千円

（10.7%）

市債

3,951,500千円

（11.2%）

地方交付税

14,100,000千円

（39.9%）

歳 入

＜歳 入＞ ＜性質別歳出＞

依

存

財

源

財
源

自 主

25.8％

74.2％

務

経

的

費

義

投資的

の
そ

他

経

費

44.0％

10.6%

45.4％

歳 出
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■一般会計当初予算額の推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

当初予算額 35,600,000 28,980,000 28,450,000 28,830,000 28,330,000 29,960,000 29,340,000 31,265,000 30,630,000 31,400,000 34,190,000 31,910,000 31,560,000 32,590,000 33,670,000 33,810,000 32,319,000 35,320,000

35,600,000
35,320,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■歳入の財源区分別予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

依存財源 24,821,857 20,218,331 19,840,742 19,765,639 19,722,769 22,034,438 21,955,101 23,663,250 23,032,548 23,845,368 25,891,519 24,183,181 23,330,045 24,155,525 24,924,021 25,054,016 23,639,273 26,195,714

自主財源 10,778,143 8,761,669 8,609,258 9,064,361 8,607,231 7,925,562 7,384,899 7,601,750 7,597,452 7,554,632 8,298,481 7,726,819 8,229,955 8,434,475 8,745,979 8,755,984 8,679,727 9,124,286

自主財源

10,778,143

30.3％
自主財源

9,124,286

25.8%

依存財源

24,821,857

69.7％

依存財源

26,195,714

74.2%

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■主な依存財源の予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

普通交 9,700,000 11,000,000 11,000,000 10,800,000 10,900,000 11,400,000 11,900,000 12,400,000 12,950,000 12,850,000 13,000,000 13,100,000 12,600,000 12,500,000 12,400,000 12,300,000 12,350,000 12,800,000

市債 5,676,500 3,151,800 3,091,000 3,528,700 3,456,500 4,252,500 3,605,700 4,052,000 3,737,900 4,461,500 5,067,000 2,891,600 2,481,400 3,655,600 3,982,400 4,081,000 3,318,700 3,951,500

国庫 3,549,570 1,923,981 1,588,319 1,548,709 1,616,636 2,174,330 2,444,752 2,866,980 2,526,503 2,495,490 3,212,859 3,587,342 3,369,570 3,183,103 3,573,197 3,326,119 2,753,398 3,783,572

府 2,618,987 1,547,700 1,567,923 1,720,330 1,497,133 2,075,607 1,842,384 2,072,270 1,705,145 1,956,378 2,488,160 2,147,039 2,153,275 2,226,322 2,381,424 2,572,397 2,256,736 2,574,803

普通交

9,700,000

普通交

12,800,000

国庫

3,549,570

国庫

3,783,572

府

2,618,987

府

2,574,803

市債

5,676,500

市債

3,951,500

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■主な自主財源の予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

市税 5,282,917 5,102,876 5,088,717 5,919,139 5,740,136 5,461,676 5,308,935 4,873,752 4,870,739 4,885,743 4,924,131 4,843,185 4,888,366 4,933,093 4,982,094 5,039,230 5,080,971 4,743,752

繰入金 1,532,000 1,350,200 1,484,800 1,173,400 1,221,700 702,882 275,415 973,297 1,048,031 984,057 1,710,672 1,434,355 1,589,057 1,737,002 1,986,780 1,880,799 1,643,930 2,377,682

使用手数料 800,713 760,861 734,522 598,761 587,778 587,999 587,985 570,260 571,075 582,008 582,988 558,273 572,067 570,616 588,343 629,248 610,309 569,700

分担負担金 659,071 619,018 649,709 667,746 583,523 541,414 539,855 517,181 500,871 481,841 467,042 284,124 282,506 273,907 287,972 310,665 188,062 211,045

市税

5,282,917

市税

4,743,752

繰入金

1,532,000

繰入金

2,377,682

使用手数料

800,713 使用手数料

569,700

分担負担金

659,071 分担負担金

211,045
0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■主な市税の当初予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

固定資産税 2,585,853 2,514,098 2,383,358 2,444,756 2,496,586 2,418,158 2,427,462 2,416,514 2,321,008 2,328,326 2,310,679 2,261,614 2,282,767 2,300,955 2,308,983 2,335,852 2,340,518 2,171,881

個人市民税 1,489,374 1,363,882 1,432,721 2,205,343 1,984,509 1,941,148 1,800,393 1,639,610 1,747,497 1,819,189 1,821,637 1,796,422 1,809,620 1,835,559 1,880,964 1,909,819 1,942,397 1,844,261

たばこ税 660,000 700,000 680,000 680,000 670,000 650,000 650,000 360,000 320,000 360,000 360,000 350,000 330,000 326,700 311,000 290,855 290,313 287,548

法人市民税 342,739 325,191 372,903 386,669 388,343 247,211 229,720 259,312 287,069 181,873 228,019 224,701 236,802 233,011 227,319 241,163 241,444 182,078

※H19の個人市民税の増加は、税源移譲によるもの

個人市民税

1,489,374

個人市民税

1,844,261

法人市民税

342,739 法人市民税

182,078

固定資産税

2,585,853

固定資産税

2,171,881

たばこ税

660,000

たばこ税

287,548

0

1,000,000

2,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■性質別の当初予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

義務的 15,732,076 15,418,905 14,964,399 14,642,802 14,978,386 14,714,057 15,125,949 15,429,181 15,350,869 14,965,902 14,866,551 14,871,798 14,810,782 14,826,095 14,991,744 14,862,643 15,622,123 16,038,177

その他 14,376,179 10,260,034 10,269,624 10,326,415 10,060,788 11,060,790 12,169,447 12,550,186 12,518,372 12,495,958 13,368,320 13,672,845 13,898,489 14,138,050 13,822,780 13,594,773 13,482,877 15,556,305

投資的 5,491,745 3,301,061 3,215,977 3,860,783 3,290,826 4,185,153 2,044,604 3,285,633 2,760,759 3,938,140 5,955,129 3,365,357 2,850,729 3,625,855 4,855,476 5,352,584 3,214,000 3,725,518

義務的

15,732,076

義務的

16,038,177

その他

14,376,179

その他

15,556,305

投資的

5,491,745

投資的

3,725,518

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■義務的経費の当初予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

人件費 7,578,619 7,223,666 6,716,759 6,551,159 6,323,680 6,013,185 5,943,696 5,892,901 5,689,333 5,678,241 5,622,795 5,710,201 5,817,247 5,629,658 5,729,239 5,607,858 6,564,059 6,696,155

扶助費 2,605,701 2,865,969 2,720,764 2,701,081 2,970,837 2,992,880 3,858,185 4,247,581 4,215,953 4,367,069 4,548,364 4,479,536 4,570,404 4,605,268 4,551,317 4,547,367 4,433,452 4,674,874

公債費 5,547,756 5,329,270 5,526,876 5,390,562 5,683,869 5,707,992 5,324,068 5,288,699 5,445,583 4,920,592 4,695,392 4,682,061 4,423,131 4,591,169 4,711,188 4,707,418 4,624,612 4,667,148

人件費

7,578,619

人件費

6,696,155

公債費

5,547,756

公債費

4,667,148

扶助費

2,605,701

扶助費

4,674,874

1,000,000

3,000,000

5,000,000

7,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■主なその他経費の当初予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

物件費 5,495,242 4,862,201 4,568,593 4,573,457 4,518,860 4,841,922 5,052,421 5,049,841 4,773,838 5,004,329 5,542,963 5,780,046 5,966,685 5,834,503 5,814,858 5,875,153 5,056,216 5,842,182

補助費等 5,642,408 2,308,990 2,264,191 2,504,154 3,070,917 3,330,715 3,545,375 3,266,834 2,545,110 2,392,979 2,835,931 2,985,370 2,944,796 2,885,478 2,891,275 3,236,703 4,086,133 4,623,386

繰出金 2,477,977 2,572,640 2,808,145 2,591,758 1,987,222 2,122,584 2,410,642 2,697,390 3,586,391 3,673,216 3,721,209 3,967,622 4,045,848 4,213,895 4,155,308 3,656,585 2,630,185 2,650,979

※H16の補助費等には、旧町一時借入金返済金(28.3億円)を含んでいる。

※後期高齢者医療広域連合負担金(医療分)については、H24から繰出金で整理(H23までは補助費等)

物件費

5,495,242

物件費

5,842,182補助費等

5,642,408

補助費等

4,623,386

繰出金

2,477,977

繰出金

2,650,979

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■主な繰出金等の当初予算推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

下水関連 990,642 1,101,616 1,179,172 859,552 735,254 761,000 837,000 910,000 1,032,000 1,079,000 1,080,000 1,100,000 1,100,000 1,210,000 1,267,000 1,186,000 1,280,000 1,400,000

病院 450,000 450,000 470,000 700,000 750,000 838,100 851,975 824,035 843,089 830,000 845,310 842,906 903,855 913,140 918,670 997,327 1,068,000 1,253,000

介保 531,536 496,915 582,294 599,490 608,351 644,517 654,949 694,682 743,614 734,718 769,446 819,738 825,530 836,299 876,212 891,208 1,009,800 1,054,737

後期高齢 532,892 510,210 535,353 546,674 673,568 796,017 786,744 835,446 898,371 942,814 965,978 976,098 982,606 991,486 994,659 1,019,712 1,034,558 1,025,526

国保 301,514 276,480 277,570 311,626 197,633 196,644 347,159 405,358 394,604 390,009 383,381 449,545 481,716 473,692 419,895 429,653 448,566 432,604

上水 111,445 125,805 180,056 229,009 226,669 249,097 234,814 287,878 287,623 288,028 287,571 388,518 410,162 415,820 357,529 320,877 359,092 386,270

※下水関連は、集落排水事業、公共下水道事業、浄化槽整備事業の3会計の合計額。令和2年度からは統合し、下水道事業会計（企業会計）へ移行

※後期高齢には、後期高齢者医療広域連合負担金（医療分)を含む。また、H19以前は老人保健事業への繰出金

※上水には、旧簡易水道分を含む。（上水道統合事業への出資金は除く）

国保

301,514

国保

432,604

老人保健

532,892

←後期高齢

後期高齢

1,025,526

介保

531,536

介保

1,054,737

上水

111,445

上水

386,270

病院

450,000

病院

1,253,000

下水関連

990,642

下水関連

1,400,000

0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■一般会計年度別 基金現在高（見込み）の推移
（単位：千円）

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

合併逓減 500,000 1,000,129 1,500,340 2,250,754 3,001,562 3,502,723 4,003,420 4,004,153 3,755,121 3,007,041 2,508,431 2,008,481

財政調整 1,699,827 1,950,275 1,953,157 1,819,249 1,133,032 1,634,027 1,984,741 1,885,257 1,885,687 1,886,212 1,886,919 1,987,708 2,188,117 1,393,631 1,594,017 2,094,637 1,752,403 902,437

地域振興 300,000 600,079 900,583 1,202,009 1,413,626 1,624,885 1,895,575 2,246,065 2,596,555 2,837,272 2,733,019 2,364,188 2,054,675 1,755,063 1,415,498 1,136,198 916,727 666,745

基金全体 3,057,065 3,853,754 4,458,563 3,934,475 3,346,335 4,050,801 5,220,287 6,026,031 6,644,620 8,237,337 8,874,710 10,323,355 11,170,151 10,373,127 9,858,771 9,064,420 8,325,197 6,589,115

  ※R元までは決算額、R2以降は年度末見込み額

財政調整

1,699,827

財政調整

902,437地域振興

300,000
地域振興

666,745

合併逓減

500,000

合併逓減

2,008,481

基金全体

3,057,065

基金全体

6,589,115

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3
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■一般会計年度別 市債現在高（見込み）の推移
（単位：千円）

※R元までは決算額、R2以降は年度末見込み額  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※うち交付税は、各区分の地方債残高に対する地方交付税算入率を乗じて理論的に算出したもの

交付税

26,058,193

25,968,048

25,725,947

25,342,034

25,123,445

26,720,055

28,101,594

28,496,653

29,222,222

29,831,229

32,229,201

31,970,302

31,078,318

30,644,711

30,528,402

30,275,126

30,591,000

30,218,090

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

算入割合

55.7％ 57.0％

38,787,304

78.1％

58.4％ 59.7％ 60.5％ 63.9％
69.3％67.1％

71.4％ 73.2％ 74.3％ 75.6％ 76.5％ 77.2％ 77.8％

39,217,9339.712.024
40,604,810

42,268,801
43,356,622

40,765,61140,905,86241,118,787
41,905,23841,844,084

41,499,163
42,441,548

45,530,316

44,070,805

46,765,843

39,180,484

78.1％

38,626,184

算入割合

78.2％
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■全会計年度別 市債現在高（見込み）の推移
（単位：千円）

  ※R元までは決算額、R2以降は年度末見込み額

一般会計

46,765,843

45,530,316

44,070,805

42,441,548

41,499,163

41,844,084

41,905,238

41,118,787

40,905,862

40,765,611

43,356,622

42,268,801

40,604,810

39,712,024

39,217,931

38,787,304

39,180,484

一般会計

38,626,184

特別会計等

33,269,952

33,740,722

34,946,970

36,333,165

38,821,472

40,416,108

40,960,617

40,603,327

40,110,923

40,002,496

39,517,911

39,005,203

39,262,207

41,621,861

42,466,316

41,785,859

42,165,198

特別会計等

42,215,395

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

81,684,24781,333,885
79,867,01781,274,004

82,874,533

80,768,10781,016,78581,722,114
82,865,855

82,260,192
80,320,635

78,774,71379,017,77579,271,03880,035,795
81,345,682

80,841,57980,573,163
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■年度別 普通交付税の推移
（単位：千円）

※R2までは実績、R3は当初予算計上額

※R2からは、一本算定のみ

一本算定

8,876,007

9,128,753

9,047,346

8,642,996

8,962,463

9,278,514

9,764,395

9,944,623

10,216,455

10,376,572

10,796,915

11,354,693

11,882,138

12,015,471

12,247,598

12,418,779

12,888,799

12,800,000

算定替

2,264,417

2,391,199
2,363,475

2,423,115

2,558,549
2,500,149

2,697,905

3,141,174
3,129,533

3,264,727
2,877,764

2,074,705 1,264,540 833,341

479,739 198,595

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

11,140,424

13,429,398

12,727,337 

13,674,679  

13,146,678
12,848,812 12,888,799 

13,641,299
13,345,988

13,085,797

12,462,300

11,778,663
11,521,012

11,066,111
11,410,82111,519,952

12,617,374 
12,800,000 
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■年度別 臨時財政対策債発行可能額の推移
（単位：千円）

※R2までは実績、R3は当初予算計上額（Ｈ28～R元は一本算定が算定替額より多かったため総額で計上）

一本算定

888,658

687,949
594,443

539,300 505,136

783,978

1,190,771

1,030,091
1,114,427

1,177,478
1,131,671

1,090,016

866,534 874,439
865,432

638,120 643,685

1,010,000

算定替

589,806

459,956

428,997

389,212
364,557

565,799

677,816

302,219
216,729

147,929

126,357

42,996

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20骨 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24骨 H25 H26 H27 H28骨 H29 H30 R元 R2骨 R3

1,478,464

1,147,905 

1,868,587 

1,023,440

928,512

869,693

1,349,777
1,332,310 1,331,156 1,325,407

1,258,028

1,133,012
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■第２次京丹後市総合計画・基本計画に基づく歳出予算分類

目標 基本方針 計画項目 （単位：千円、％）

1 地域経済を担う商工業の振興 805,363 2.3

2 ６次産業化・ブランド化で農林業を振興 1,168,374 3.3

3 つくり育てる漁業と海業の推進 42,450 0.1

2
京丹後ならではの観光・交流で極上の
ふるさとをつくります

600,144 1.7 4 滞在型観光・スポーツ観光の促進 600,144 1.7

5 次世代への美しい自然環境の継承 44,646 0.1

6 脱炭素型社会の構築と気候変動への適応 15,090 0.1

7 ごみの削減と再資源化の推進 1,559,609 4.4

8 生涯にわたる体とこころの健康づくり 659,563 1.9

9 地域包括医療・ケア体制の充実 3,192,955 9.1

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 895,033 2.5

11 防犯・交通安全対策の推進 17,603 0.1

12 快適な都市空間の形成 86,419 0.2

13 高速道路網と安全な生活道路網の整備促進 1,144,529 3.2

14 安全でうるおいのある住環境の形成 78,471 0.2

15 ひとが行き交う公共交通の充実 376,731 1.1

16 きれいな水を循環させる上下水道の整備 2,074,894 5.9

17 未来都市の実現に向けた情報基盤の整備 599,150 1.7

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 1,101,777 3.1

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 1,941,776 5.5

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 1,440,477 4.1

21 市民参画・協働によるまちづくり 362,190 1.0

22 人権を尊重するまちづくり 4,029 0.0

23 男女共同参画社会の構築 1,408 0.0

24 国際交流・多文化共生と広域連携の促進 21,921 0.1

25 子育て支援の総合的な推進 3,060,534 8.7

26 未来を拓く学校教育の充実 1,472,382 4.2

27 多様な学びを支援する社会教育の充実 333,504 0.9

28 芸術・文化を活かしたまちづくりの推進 149,641 0.4

29 幸福度指標を活用した施策点検 9,454 0.0

30 効率的・効果的な行財政運営 12,059,883 34.1

35,320,000 100.0 35,320,000 100.0 35,320,000 100.0

2,016,187 5.7

2
美しいふるさとの自然環境を守
り次代に継承するまち

1,619,345 4.6 3
次世代エネルギーを活かし、環境未来
都市をつくります

1,619,345 4.6

1
歴史・文化、地場産業等の地域
資源を活かしたまち

2,616,331 7.4
1
産業基盤の維持・発展を図るとともに
京丹後型「新グリーン経済」を構築し
ます

3,852,518 11.0

4 安全で安心してくらせるまち 5,272,830 14.9

5
災害に強く、安心して暮らせるまちを
つくります

912,636 2.6

3
健やかで生きがいのあるくらし
を実現するまち

3,852,518 11.0 4
生涯現役で活躍する健康長寿社会を形
成します

6
地域生活に活力を生む社会基盤を着実
に整備します

4,360,194 12.3

5
お互いに支え合い、助け合うま
ち

4,873,578 13.8

7
支え合い、助け合う福祉のまちづくり
を推進します

4,484,030 12.7

8
参加と協働でいきいきと活躍できる環
境を築きます

389,548 1.1

5,016,061 14.26
次代を担う子どもたちが「学
び」を通じて夢をいだき、いき
いきと成長するまち

5,016,061 14.2 9
夢と希望を持って、未来に飛躍する人
づくりを進めます

34.112,069,337
誰もが幸福をますます実感でき
る市民総幸福のまち

7 34.112,069,337
「幸福」を中心軸に据え総合計画の実
現に向けた行財政運営

10
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■新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧

（単位：千円）

臨時交付金 国・府補助金 基金繰入額 一般財源 部 課

1 12,000 10,000 0 2,000 0 健康長寿福祉部 長寿福祉課

2 3,000 2,000 0 1,000 0 健康長寿福祉部 長寿福祉課

3 21,601 13,240 0 2,000 6,361 健康長寿福祉部 健康推進課

4 50,000 45,000 0 5,000 0 商工観光部 商工振興課

5 3,000 2,000 0 1,000 0 農林水産部 農業振興課

6 23,000 20,000 0 2,000 1,000 商工観光部 商工振興課

7 220,000 198,000 0 22,000 0 商工観光部 商工振興課

8 75,000 67,500 0 7,500 0 商工観光部 商工振興課

9 66,900 60,000 0 6,500 400 商工観光部 商工振興課

10 45,000 40,500 0 4,500 0 商工観光部 観光振興課

11 10,000 9,000 0 1,000 0 建設部
都市計画・
建築住宅課

12 3,034 2,000 0 0 1,034 総務部 総務課

13 7,967 7,000 0 500 467 教育委員会事務局 生涯学習課

540,502 476,240 0 55,000 9,262

※基金については、新型コロナウイルス感染症支え合い基金。

１次分 通常分

２次分 通常分

３次分 通常分

補助裏分

滞在型観光地づくり推進事業 観光地域づくりﾁｬﾚﾝｼﾞ支援事業補助金

合　計

新たなﾜｰｸ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ等住宅改修事業 新たなﾜｰｸ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ等住宅改修補助金

災害対策一般経費 感染症対策用物品購入経費

図書館管理運営事業 図書消毒機購入経費

交
付
限
度
額

287,182千円

1,080,858千円 事業継続等への対応分：410,748、新しい生活様式等への対応分：670,110

508,451千円 新型コロナウイルス感染症対応分：173,440、地域経済対応分：335,011

37,240千円

合　　計 1,913,731千円 令和2年度活用分；1,437,491（うち：第３次通常分69,451）

商工業緊急支援事業 中小企業事業継続応援給付金

商工業緊急支援事業 宿泊業緊急支援給付金

地域消費喚起事業 ｸｰﾎﾟﾝ券発行事業

中小企業緊急雇用調整助成事業 中小企業緊急雇用調整助成金

農林水産業緊急支援事業 事業継続応援給付金

金融支援事業 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策利子補給金

福祉施設入所予定者PCR検査費用支援事業 福祉施設入所予定者PCR検査費用補助金

福祉施設従事者宿泊費用支援事業 福祉施設従事者宿泊費用補助金

感染症予防対策事業 感染症対策用物品購入経費

所 管 部 局
NO. 事 業 名 称 項 目 名 称 事 業 費

財 源 内 訳
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

議会事務局　主要事業説明資料

- 1 -



○議会だより印刷製本費

　　21,100部 × 4回発行

○広報編集委員会委員参集費用弁償

　　８人 × 車賃25円/km × 6日 × 4定例会

○広報編集委員研修会参加経費（費用弁償、有料道路通行料等）

　　京都府市町村振興協会主催

○消耗品費（事務消耗品）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市議会の活動状況、議案等の審議の経過及び結果などを市民に分
かりやすく周知するため、広報紙を発行する。

主
な
財
源

2,331千円

100千円

10千円

28千円

一般財源

2,469

課

参考R元決算額
部 議会事務局

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 01 議会費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 議会費

2,469千円 2,430千円 39千円
議会総務課

事
業

03 議会広報事業
国庫支出金

1,937千円目 01 議会費
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○費用弁償等 ○政策討論会議（1回）

　・本会議、委員会等参集費用弁償 　・講師等謝金

　・議長会等会議出席費用 　・講師等旅費

○行政視察（常任委員会、議会運営委員会、特別委員会） ○議会報告会（4回）

　・費用弁償 　・費用弁償

　・視察先土産、資料代 　・会場借上料

　・バス借上料、バス運転委託料、燃料費、有料道路通行料 ○参考人等実費弁償

　・旅行取扱手数料 ○議長交際費

○議員研修会 ○政務活動費交付金

　・講師等謝金（1回分） 　15,000円 × 20人 × 12月

　・講師等旅費（1回分）

　・費用弁償

　・視察先土産

　・バス運転委託料、燃料費、有料道路通行料

80千円

58千円

138千円

100千円

92千円

300千円

3,600千円

636千円

1,121千円

1,073千円

44千円

525千円

21千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市民の多様なニーズをくみあげながら、議会の政策形成機能及び
監視機能の充実を図るため、研修及び調査研究により議員の資質及
び能力の向上を図る。

主
な
財
源

380千円

4千円

141千円

80千円

58千円

88千円

12千円

3,600千円

1,757千円

1,663千円

663千円

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

8,313

参考R元決算額
部 議会事務局

項 01 議会費

8,313千円 8,284千円 29千円
議会総務課

事
業

04 議員活動･議会渉外活動事業
国庫支出金

5,334千円目 01 議会費
課

一般財源

予
算
科
目

款 01 議会費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○会議録作成委託料 ○文書共有・会議システムソフトウェア使用料

　・定例会、臨時会（38部 × 5回）

　・全員協議会、常任委員会等（9,300分） ○消耗品費等

○職員旅費等 　・書籍、事務消耗品、新聞購読料、名刺印刷、修繕料等

　・行政視察随行、旅行取扱手数料

　・市議会議長会等随行及び会議 ○負担金

　・研修会（JIAM、近畿3回、京都府1回ほか） 　・全国市議会議長会等

○一般質問のお知らせ発行（21,000部 × 4回） 　・議員公務災害補償組合負担金

　・用紙代 　・各種研修負担金

　・新聞折込手数料

○映像配信システム

　・委託料

　・専用回線使用料

○会議録検索システム委託料

176千円

281千円

2,392千円

72千円

669千円

92千円

11千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　本会議及び委員会等の審議の経過を記録するため会議録を調製し
公開するとともに、迅速な情報公開を行うため映像配信を行う。
　議会に対して、市民の関心が高まるように「一般質問のお知ら
せ」を発行し積極的に情報発信する。

主
な
財
源

5,577千円

1,248千円

457千円

2,464千円

1,734千円

66千円

827千円

772千円

175千円

994千円

79千円

議会費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

参考R元決算額
部

13,145

議会事務局
項 01 議会費

13,145千円 13,943千円 △ 798千円
議会総務課

事
業

50 議会一般経費
国庫支出金

11,336千円目 01 議会費
課

一般財源

款 01
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

市長公室　主要事業説明資料
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○会計年度任用職員任用経費（公用車管理員：1人） 千円 千円

　・全国市長会負担金 千円

○公務出張経費（国・府要望等） 千円 　・近畿市長会負担金 千円

・旅費 千円 　・京都府市長会負担金 千円

・有料道路通行料、自動車借上料、駐車場使用料 千円 千円

　・オリンピック･パラリンピック首長連合負担金 千円

○公用車維持管理経費（２台） 千円 　・京都府副市長会負担金 千円

・燃料費、修繕料、消耗品 千円 　・各種研修負担金 千円

・車検経費（黒クラウン） 千円

○交際費（市長交際費、弔慰金） 千円

○秘書・渉外業務経費（事務用品、来客用茶葉等） 千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市長及び副市長の公務及び慶弔対応等の渉外業務を円滑に遂行す
る。

主
な
財
源

2,200 858

605 　・北京都政経文化懇話会負担金 96

2,854 ○負担金 1,579

357

2,805 135

9,592
総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

01 一般管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

9,592千円 16,326千円 △ 6,734千円
秘書広報広聴課

事
業

03 秘書･渉外事務
国庫支出金

7,122千円目
課

一般財源

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

249

1,500

192

100

662 3

413 30
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○ホームページ保守経費 千円

○ホームページ管理・技術研修経費 千円

○Web関連専門書籍等 千円
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市ホームページによる市政情報やくらしの情報、災害情報、新型
コロナウイルス情報、子育て情報、移住・定住情報、観光・イベン
ト情報、企業・事業主向け情報などを提供し、市民の利便性の向上
や市民参画の推進、市の魅力発信による交流人口・関係人口の増加
を図る。

主
な
財
源

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ有料広告収入 220

一般財源

220 1,600

課

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

1,820千円 1,800千円 20千円
秘書広報広聴課

事
業

07 市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運用管理事業
国庫支出金

1,799千円目

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 一般管理費

1,802

14

4

諸収入
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○自治功労者等審査委員会 千円

　・委員報酬（4千円×7人×2回） 千円

　・委員費用弁償 千円

○功労者等表彰経費 千円

　・表彰者記念品 千円

　・表彰関係経費（表彰状印刷、賞状、筒等） 千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市表彰条例等に基づき、自治功労者等審査委員会の開催、表彰の
実施など、適正な表彰事務を行い、被表彰者の功績をたたえる。

主
な
財
源

一般財源

642

課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

642千円 642千円 0千円
秘書広報広聴課

事
業

08 功労者表彰等事務
国庫支出金

664千円目

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 一般管理費

82

63

56

7

579

497
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○人事管理経費 ○委員会・審議会開催経費

・給与人事システムサポート負担金 ・公務災害補償等認定委員会 報酬 4千円×5人×2回

・給与支給明細書印刷代 ・公務災害補償等審査会 報酬 4千円×3人×2回

・参考図書、事務用消耗品等 ・特別職報酬等審議会 報酬 4千円×5人×2回（会議）

・その他（事務担当者会議職員旅費等） 報酬 4千円×2人×1回（答申）

・公務災害補償等認定委員会委員等　費用弁償

○職員採用試験【実施時期：令和3年6月及び9月予定】

・募集チラシ用紙代、新聞折込代

・採点委託料

○職員募集広報

・リクルーティングサイト制作委託料

○会計年度任用職員募集

・募集チラシ用紙代、新聞折込代

1,720千円

1,720千円

1,976千円

1,555千円

232千円

99千円

90千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 職員管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

4,896千円 6,861千円 △ 1,965千円
人事課

事
業

01 人事給与事務
国庫支出金

5,306千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

4,896

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　職員の人事管理及び給与事務を適正に行うための一般事務経費

主
な
財
源

123千円

123千円

132千円

40千円

24千円

40千円

8千円

20千円

945千円

245千円

700千円
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○集合研修 ○派遣研修

・研修委託料 ・旅費

・講師謝金 【主な派遣研修先】

・研修用事務経費（消耗品費、バス燃料費、運転委託費用等） 京都府市町村振興協会、全国市町村国際文化研修所、

京都府北部5市共通職員研修、京都府北部7市職員合同研修等

【実施予定の研修】

新規採用職員研修（採用時・中間・後期） ・負担金（北部7市合同研修、全国市町村国際文化研修所研修等）

管理・監督職（評価者）研修 ・有料道路通行料（北部7市合同研修、共済組合研修）

新規採用職員人材育成担当者研修

まちづくり人材育成研修（地域政策・企画立案等） 【研修内容】

OJT・指導の仕方研修　等 階層別研修（新規採用職員、5年目職員、10年目職員、管理・監督職等）

人材養成研修（政策法務、コンプライアンス、自治体訴訟、危機管理等）等

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 職員管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

2,769千円 2,764千円 5千円
人事課

事
業

02 職員研修会事務
国庫支出金

2,636千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

842 1,927

842

12 千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　「職員人材育成基本方針」及び「職員研修計画」に基づき、職務
の遂行に必要な知識・技能等を習得する研修を実施し、行政運営能
力の向上と質の高い行政サービスを提供する。

主
な
財
源

諸収入 京都府市町村職員等共同研修助成金

23 千円

1,484 千円

1,200 千円 1,000 千円

472 千円

1,285 千円

62 千円
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○派遣経費

・赴任･帰任旅費、派遣先訪問旅費、人事評価面談経費等

・住居費用（3室）

○派遣先

・中小企業庁 経営支援部 小規模企業振興課 1人（令和２年度から継続）

・文部科学省 1人（新規）

・京都府 商工労働観光部 染織・工芸課 1人（新規）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 職員管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

3,740千円 2,361千円 1,379千円
人事課

事
業

03 職員派遣研修事務
国庫支出金

2,400千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

27 3,713

27公舎使用料負担金

3,370 千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　国、京都府等に職員を派遣し、政策立案過程や課題解決方法等を
学ぶとともに、専門的かつ総合的な知識と技能の修得により、職員
の資質を高める。

主
な
財
源

諸収入

3,740 千円

370 千円
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○健康診断 ○その他経費

・職員健康診断委託料 ・職員旅費（事務担当者会議等）

・会計年度任用職員等（病院を除く）健康診断委託料 ・庁舎用救急用品等

・有料道路通行料

○ストレスチェック

・ストレスチェック委託料（簡易調査票検査、集団分析）

　　※対象者：職員、会計年度任用職員等（病院を含む）

・医師派遣委託料（高ストレス者の面接指導）

○福利厚生事業

・府内14都市職員交歓体育大会負担金

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 職員管理費

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

10,776千円 10,123千円 653千円
人事課

事
業

04 福利厚生事務
国庫支出金

7,990千円目
課

一般財源府支出金

109 千円

3,190 千円 17 千円

10,776

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　職員の健康管理の維持・増進と福利厚生を図り、公務の効率を高
める。

主
な
財
源

50 千円

9 千円

1,560 千円

1,320 千円

240 千円

50 千円

9,031 千円 135 千円

5,841 千円
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○ ふるさと創生職員制度 【業務】

【人数】　15人 令和2年度採用

・令和2年度採用 5人（12か月） 　・ワーケーション推進担当

・令和3年度採用 10人（10月1日～、6か月） 　・空き家再生推進担当

【任期】３年間 　・「百才活力社会」ライフシフト推進担当

【勤務日数】週２日～週４日 　・シティプロモーション推進担当

　・ICT推進担当

・給料 令和3年度採用（想定）

・職員手当（通勤手当、期末手当、勤勉手当） 　・ふるさと応援推進担当

・社会保険料、雇用保険等 　・京丹後「農」のブランド推進担当

・住居借上げ補助金 　・新たな価値創造の観光推進担当

・職員採用委託料（広報戦略、Web募集、採用試験支援等） 　・都市計画-社会基盤づくり-推進担当

　・文化財×観光の魅力アップ推進担当　　　　　　　など

3,300 千円

2,621 千円

43,368 千円

24,997 千円

7,258 千円

5,192 千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 職員管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

43,368千円 0千円 43,368千円
人事課

事
業

05 ふるさと創生職員制度推進事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

43,368

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　アフターコロナを展望した地方創生が求められる中、京丹後市に
帰ってきたい、あるいは地方での暮らしと仕事をしたいと考えてい
る方々の受け皿を創設するとともに、Ｉターン・Ｕターンの活性化
にもつなげるための任期付職員「ふるさと創生職員」（副業可）の
採用経費

主
な
財
源
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○広報紙作成経費 千円 ○負担金 千円

・広報京丹後印刷　20,850部（20頁）年12回発行 千円 ・日本広報協会会費 千円

・おしらせ版印刷　20,550部（12頁）年12回発行 千円 ・京都府広報協議会会費 千円

・広報京丹後とおしらせ版の音訳データ作成等委託料 千円

・広報紙編集用ソフト使用料 千円

・広報紙発送料 千円

・インターネット回線使用料 千円

○市政情報放送経費 千円

・FMたんご放送委託料 千円

○LINEアプリ機能拡張経費 千円

○広報広聴業務経費（事務用品、カメラ修繕等） 千円

事
　
業
　
概
　
要

諸収入 広報郵送料負担金 106

諸収入 広報紙有料広告収入 264

目
的
・
趣
旨

　市民の市政参加の推進及び市政情報の共有を図るため、広報紙を
発行するとともに、フェイスブックなどのSNSやコミュニティFM
放送の利活用により、市政情報等を効果的に発信する。
　また、LINEアプリの機能を拡張し、市民への迅速な情報の伝達と
発信に活用する。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（京丹後ｺﾐｭﾆﾃｨFM放送委託料） 1,700

34

24

10

6,330

11,856

1,320

86

4,530

4,530

342

3,776

15,577

国補 障害者地域生活支援事業費補助金 290

府補 障害者地域生活支援事業費補助金 145

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり 290 1,845

府支出金 市債 繰入金 その他

370

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

18,082千円 17,509千円 573千円
秘書広報広聴課

事
業

01 広報広聴事業
国庫支出金

17,414千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 広報費

1,058

156

450
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○庁舎維持管理経費 ○公用車維持管理経費

・光熱水費及び燃料費（電気、上下水道、ガス） ・燃料費、修繕料（3台）

・修繕料（庁舎維持補修等） ・車検費用　対象車2台（登録手数料、自動車重量税）

・施設清掃委託料（庁舎内清掃） ・保険料（自動車損害保険料3台、自賠責保険料2台）

・設備保守点検等委託料（自動ドア、エレベーターほか）

・宿直業務委託料（宿直1人） ○駐車場用地借上料（社協前職員駐車場：289㎡）

・環境衛生管理委託料（建築物衛生法に基づく業務）

・火災保険料（庁舎、車庫）

・工事請負費（キュービクル・自家発電設備修繕）

・その他経費（消耗品費、廃消火器処理手数料ほか）

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

大宮市民局
事
業

02 大宮庁舎管理事業
国庫支出金

17,341千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

3,001

予
算
科
目

08 庁舎管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

23,933千円 18,603千円 5,330千円

40千円

20,932

使用料 公有財産使用料 3,000

諸収入 公衆電話料 1

1,819千円

2,939千円

2,052千円

4,631千円

105千円

758千円

610千円

63千円

85千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　大宮庁舎の円滑な運営を行うため、庁舎及び公用車を適切に維持
管理する。

主
な
財
源

954千円

9,166千円

1,151千円

23,070千円

318千円
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【庁舎：網野庁舎別館・網野健康福祉センター】

○庁舎維持管理経費 ○公用車維持管理経費

・光熱水費及び燃料費（電気、上下水道、ガス、灯油ほか） 　・燃料費、修繕料（4台）

・修繕料（庁舎維持補修等） ・車検費用　対象車2台（登録手数料、自動車重量税）

・施設清掃委託料（庁舎内清掃・床清掃・除草） ・保険料（自動車損害保険料4台、自賠責保険料2台）

・設備維持管理費及び保守点検業務委託料

（自家用電気工作物保安管理、自動ドア、消防設備ほか） ○ポリ塩化ビフェニル（PCB）処理経費

・宿直業務委託料（宿直1人） ・産業廃棄物処理手数料

・デマンド監視業務委託料 ・PCB収集運搬委託料

・火災保険料（庁舎・倉庫ほか）

・その他経費（消耗品費、ごみ持込処理手数料ほか）

11,721千円

5,660千円

300千円

925千円

1,520千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

08 庁舎管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

16,269千円 13,148千円 3,121千円
網野市民局

事
業

03 網野庁舎管理事業
国庫支出金

17,164千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

383 15,886

使用料 公有財産使用料 222

諸収入 網野庁舎光熱水費負担金 160

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　網野庁舎の円滑な運営を行うため、庁舎及び公用車を適切に維持
管理する。

主
な
財
源

諸収入 公衆電話料 1

2,939千円

82千円

28千円

267千円

944千円

767千円

80千円

97千円

3,604千円

2,834千円

770千円
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○庁舎維持管理経費 ○公用車維持管理経費

・光熱水費及び燃料費（電気、上下水道、ガス、灯油） ・燃料費、修繕料（4台）

・修繕料（庁舎維持補修等） ・車検費用　対象車1台（登録手数料、自動車重量税）

・施設清掃委託料（庁舎内清掃、庭木剪定） ・保険料（自動車損害保険料4台、自賠責保険料1台）

・設備保守点検等委託料

　（自家用電気工作物保安管理、エレベーター、空調設備ほか）

・宿日直業務委託料（宿直1人、日直1人）

・デマンド監視業務委託料

・環境衛生管理委託料

　（建築物衛生法に基づく環境衛生管理業務）

・火災保険料（庁舎、車庫、倉庫ほか）

・工事設計監理業務委託料

・工事請負費（庁舎トイレ洋式化工事）

・その他経費（消耗品費、ごみ持込処理手数料ほか） 281千円

3,300千円

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

18,717千円 14,189千円 4,528千円
丹後市民局

事
業

04 丹後庁舎管理事業
国庫支出金

13,135千円目
課

一般財源

款 02

その他

3,200 198

予
算
科
目

08 庁舎管理費

15,319

使用料 公有財産使用料

総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　丹後庁舎の円滑な運営を行うため、庁舎及び公用車を適切に維持
管理する。

主
な
財
源

市債 丹後庁舎環境整備事業債（公共施設等適正管理推進事業債） 3,200

18,035千円 682千円

5,253千円

771千円 84千円

1,446千円

3,897千円

56千円

558千円

464千円 40千円

2,181千円

59千円

327千円

159

諸収入 丹後庁舎光熱水費負担金 39
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○庁舎維持管理経費 ○公用車維持管理経費

・光熱水費及び燃料費（電気、上下水道、灯油など） ・燃料費、修繕料（３台）

・修繕料（庁内維持補修、非常用自家発電設備整備など） ・車検費用　対象車1台（登録手数料、自動車重量税）

・施設清掃委託料（庁舎内清掃） ・保険料（自動車損害保険料３台、自賠責保険料1台）

・設備保守点検等委託料

（エレベーター、自動ドア、消防設備など） ○土地借上料

・宿日直業務委託料（宿直1人、日直１人） ・庁舎敷地及び駐車場

・デマント監視業務委託料

・工事請負費（エレベーター制御盤等交換工事）

・火災保険料（庁舎、倉庫）

・その他経費（消耗品費、ごみ持込処理手数料ほか）

　

65千円

1,074千円

1,048千円

3,897千円 1,048千円

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

弥栄市民局
事
業

05 弥栄庁舎管理事業
国庫支出金

9,693千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

1,369

予
算
科
目

08 庁舎管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

24,122千円 9,491千円 14,631千円

22,753

諸収入 弥栄庁舎光熱水費負担金 1,368

諸収入 弥栄庁舎火災保険料 1

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　弥栄庁舎の円滑な運営を行うため、庁舎及び公用車を適切に維持
管理する。

主
な
財
源

549千円 28千円

22,589千円 485千円

2,355千円 392千円

14,355千円

56千円

35千円

65千円

203千円
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○庁舎維持管理経費 ○公用車維持管理経費

・光熱水費及び燃料費（電気、上下水道、ガスほか） ・燃料費、修繕料（４台）

・修繕料（庁舎維持補修等） ・車検費用　対象車3台（登録手数料、自動車重量税）

・施設清掃委託料（庁舎内清掃） ・保険料（自動車損害保険料４台、自賠責保険料3台）

・施設保守点検等委託料（自動ドア、消防設備ほか）

・宿日直業務委託料（宿直１人、日直１人） ○自動車借上料（1台）

・デマンド監視業務委託料

・火災保険料（庁舎、倉庫ほか） ○庁舎倉庫借上料

・その他経費（消耗品費、ごみ持込処理手数料ほか）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

08 庁舎管理費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

13,771千円 10,406千円 3,365千円
久美浜市民局

事
業

06 久美浜庁舎管理事業
国庫支出金

9,530千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

140

諸収入 久美浜庁舎光熱水費負担金 279

一般財源

419 13,352

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

   久美浜庁舎の円滑な運営を行うため、庁舎及び公用車を適切に維
持管理する。

主
な
財
源

使用料 公有財産使用料

4,359 千円 106 千円

413 千円 118 千円

12,289 千円 811 千円

2,968 千円 587 千円

115 千円

千円

82 千円

23 千円

432 千円

3,897 千円 80

591 千円
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○国際交流員任用経費（1人） ○多文化共生推進事業委託料

・国際交流員（会計年度任用職員）報酬等 研修会の開催（一般・職員向け）　1回

・賃貸住宅仲介手数料、敷金礼金、火災保険料等

・国際交流員研修費、旅費、自治体国際化協会負担金等 ○京丹後市国際交流協会活動費補助金

※令和3年4月以降任用予定（コロナのため時期未定） 【京丹後市国際交流協会の活動概要】

・会員数：個人会員100人、団体会員20団体（令和3年1月末時点）

○多文化共生推進プラン評価検討会議（1回開催） ・令和3年度の主な事業計画

・委員（10人）及びアドバイザー（1人） 日本語教室の開催、災害時連携事業、外国語講座、国際理解教室の開催、

・費用弁償 外国人留学生と市内企業とのマッチング事業等

○外国人相談支援業務委託料 ○事務経費（旅費、有料道路通行料）

・外国人相談支援業務（雇用、医療、福祉、出産、子育て、

子どもの教育等生活に係る適切な情報の提供及び相談）

・外国人支援サポーター養成業務

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 企画費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

9,747千円 9,380千円 367千円
政策企画課

事
業

01 国際交流･多文化共生推進事業
国庫支出金

8,064千円目
課

総合計画
計画項目

24 国際交流・多文化共生と広域連携の促進 1,300

府支出金 市債 繰入金 その他

1,300

一般財源

8,447

目
的
・
趣
旨

　幅広い分野における国際交流を推進し、多文化共生社会を実現す
るため、京丹後市国際交流協会と連携・協力し外国人相談支援に取
り組むほか、国際交流員を任用する。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（国際交流･多文化共生推進事業）

132千円

3,900千円

382千円

747千円 3,569千円

事
　
業
　
概
　
要

766千円

117千円

101千円

70千円

31千円

883千円 33千円

5,029千円
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○京丹後市夢まち創り大学運営補助金

・コーディネート業務（地域と大学との調整、マイクロバス添乗、映像撮影等）

・シェアハウス管理･運営費（2棟：網野町、丹後町）

・総会、理事会等の開催

○マイクロバス運行経費（京丹後市⇔京都市、年間30回予定）

・燃料費

・バス運転委託料

・有料道路通行料

○オンライン連携等必要経費

○包括協定締結大学との事業調整等に関する経費

・旅費

・有料道路通行料

310千円

158千円

125千円

33千円

9,963千円

1,743千円

364千円

957千円

422千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 企画費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

12,174千円 12,389千円 △ 215千円
政策企画課

事
業

02 京丹後市夢まち創り大学運営事業
国庫支出金

12,595千円目
課

総合計画
計画項目

24 国際交流・多文化共生と広域連携の促進 6,007

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

6,167

国補 地方創生推進交付金 6,007

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市内の各地域と大学が連携・協働してフィールドワークなどの実
践的な活動を通じた、地域課題の解決や地域の活性化を図るための
活動を支援する。

主
な
財
源
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○韓哲・まちづくり夢基金運用委員会

・委員報酬

（4千円×7人×3回）

・費用弁償等

○韓哲・まちづくり夢基金事業補助金（企画公募型補助金）

　1,000千円（上限）×5件＝5,000千円

　補助率：事業費の2/3以内（上限1,000千円/件）

　※教育、文化、芸術又はスポーツの振興に関する分野の

　　非営利事業は10/10以内

○事務経費

・旅費

・有料道路通行料及び駐車場使用料

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 企画費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

5,130千円 5,194千円 △ 64千円
政策企画課

事
業

04 韓哲･まちづくり夢基金事業
国庫支出金

2,458千円目
課

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

5,000 130

繰入金 韓哲･まちづくり夢基金繰入金 5,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市民等の夢の実現を後押しするため、韓哲・まちづくり夢基金を
活用し、本市の教育、文化、芸術又はスポーツの振興、地域経済活
性化のための新産業の交流その他のまちづくりに繋がる人材育成、
顕彰等を行う者に対して、企画公募型の補助金を交付して支援す
る。

主
な
財
源

14千円

12千円

104千円

84千円

20千円

5,000千円

26千円
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○京丹後市総合計画審議会開催経費 ○第2次京丹後市総合計画「基本計画」の冊子作成

・委員報酬（4千円×30人×１回） ・計画冊子（500冊、関係機関配付）

・費用弁償等 ・概要版（23,000部、全戸配布）

○幸福度指標作成・分析業務 ○会議、各種セミナー等への参加経費

・幸福度指標作成・分析委託料 ・旅費

　　総合計画「基本計画」の4つの重点プロジェクトの評価（改善）につなが ・有料道路通行料及び駐車場使用料

　　る指標づくりを行うことで、幸福度と政策の関係性を定量的に解明し、絶

　　えず市民の声を施策展開に活かしていく仕組みの構築を目指す。 ○その他事務経費

・返信用封筒印刷代 ・参考図書、事務用品

・通信運搬費（アンケート調査票の発送・回収）

　※アンケート調査2回、各3,200人予定

目
的
・
趣
旨

　第2次京丹後市総合計画及び京丹後市まち・ひと・しごと創生総
合戦略の推進のため、京丹後市総合計画審議会を開催し、進捗管理
を図るとともに、幸福度指標を活用した施策点検を行うため、幸福
度指標作成・分析業務を実施する。
　また、令和3年度を始期とする第2次京丹後市総合計画「基本計
画」の冊子を作成・配付し、市民及び関係機関への周知を図る。

主
な
財
源

9,454
総合計画
計画項目

29 幸福度指標を活用した施策点検

事
　
業
　
概
　
要

216千円 2,079千円

120千円 1,320千円

96千円 759千円

7,015千円 134千円

100千円

34千円

10千円

5,720千円

72千円

1,223千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部

項 01 総務管理費

9,454千円 2,060千円 7,394千円 573千円目 09 企画費
課

事
業

05 総合計画･総合戦略推進事業
国庫支出金

市長公室

政策企画課

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

- 19 -



○ふるさと応援基金積立金

（ふるさと応援寄附金分 600,000千円、利子分 12千円）

＜寄附金の使途＞

・にぎわいのふるさと応援事業

・環境のふるさと応援事業

・健康と福祉のふるさと応援事業

・未来を拓く子どもを育むふるさと応援事業

・市民協働と生涯学習のふるさと応援事業

・安心のふるさと応援事業

・コミュニティビジネス応援事業

・京丹後市韓哲･まちづくり夢基金事業

・京丹後市新型コロナウイルス感染症支え合い基金事業

・その他市長が必要と認める事業

600,012千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 企画費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

600,012千円 300,032千円 299,980千円
政策企画課

事
業

06 ふるさと応援基金
国庫支出金

285,589千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

600,012 0

財産収入 ふるさと応援基金利子収入 12

寄附金 ふるさと応援寄附金 600,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　ふるさと応援寄附金を活用した活力あるふるさとづくりを推進す
ることを目的に、ふるさと応援基金へ積立を行う。

主
な
財
源
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○特産品等返礼業務委託料

5千円以上の寄附者（市外在住の個人）に返礼の特産品等を贈呈する。

※返礼業務委託先「ふるさと納税ポータルサイト」を増設予定

○クレジット決済経費

・申込みフォーム業務委託料

・クレジット決済手数料

○寄附手続事務関係経費

・印刷製本費（カタログ、封筒、不正防止用紙等）

・郵便代

・消耗品費

○会計年度任用職員任用経費（事務補助員1人）

336千円

473千円

14千円

3,100千円

278,832千円

18,909千円

15,964千円

2,945千円

823千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 企画費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

301,664千円 147,901千円 153,763千円
政策企画課

事
業

07 ふるさと応援寄附金推進事業
国庫支出金

120,578千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

301,664

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　ふるさと納税制度を活用した寄附者への返礼として市の特産品等
を贈ることにより、自主財源の増加を図るとともに、特産品等のPR
を図る。

主
な
財
源
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○プロモーション経費 ○ふるさと応援推進連絡会経費

・ふるさと納税特設サイト充実費用 ・講師謝金（1回）

○事務経費

・ウェブ広告等PR費用 ・郵送料、封入作業委託料

京丹後市にゆかりのある方へふるさとを応援いただくための呼びかけ

・旅費、有料道路通行料、駐車場使用料

・PRイベント開催費用 先進自治体職員招へい旅費、企業版ふるさと納税推進のため企業訪問等

○地域ブランド創出モデル事業委託料〔商工振興課〕

75千円

　ふるさと納税を通じたシティプロモーションを展開するため、令和2年
度に立ち上げた市特設サイトの充実を図る。（特集記事制作、サイト内動
画制作、イメージロゴの作成） 3,425千円

参考R元決算額

事
業

08 ふるさとﾌﾞﾗﾝﾄﾞ推進事業
国庫支出金

0千円目
課

一般財源

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

09 企画費

部 市長公室
項 01 総務管理費

31,762千円 0千円 31,762千円
政策企画課

31,762

25,358千円

20,352千円

　ふるさと納税返礼品の魅力を知っていただくために、都市部でのPRイベ
ントを開催するもの。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地域、関係団体等との連携やデータ分析に基づくプロモーション
により、ふるさと納税を活用した地域ブランディング及び地域経済
の活性化を目指す。

主
な
財
源

2,904千円

2,400千円

　ウェブ広告や紙媒体のPRチラシ等を活用し、京丹後市の特産品の魅力を
発信するもの。

1,025千円

276千円

75千円

4,730千円

　市内事業者と大学・大学生（インフルエンサー）が連携し、地域資源を
活かした新たなブランド産品を創出するためのモデル事業。商品開発、市
場調査、試験販売等を実施するとともに、SNS等による新商品等のPR・拡
散を図る。
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○まちづくり委員会開催経費（委員数12人）

・委員報酬（4千円×12人×4回）

・アドバイザー報酬（14千円×1人×4回）

・費用弁償（委員会出席旅費）

・旅費

・使用料及び賃借料（有料道路通行料、駐車場使用料）

379千円

29千円

192千円

56千円

85千円

17千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 企画費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

379千円 0千円 379千円
政策企画課

事
業

09 まちづくり委員会運営事業
国庫支出金

423千円目
課

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

379

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市民の市政への参加を促し、自治と協働によるまちづくりを推進
するため、「まちづくり委員会」を開催する。

主
な
財
源
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○政策参与任用経費（1人） ○負担金

・政策参与報酬 ・全国半島振興市町村協議会負担金

・社会保険料、雇用保険料 ・京都府丹後半島振興期成会負担金

・費用弁償 ・全国過疎地域自立促進連盟負担金

※京丹後市観光公社に配置。令和2年7月より任用中。 ・京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会負担金

・京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会

○教育参与任用経費（1人） 　広域的地域公共交通計画策定事業負担金

・教育参与報酬 ・平和首長会議メンバーシップ負担金

・費用弁償 ・全国水源の里連絡協議会負担金

※市長公室に配置 ・幸せリーグ負担金

○事務経費

・消耗品費、火災保険料

・旅費

・有料道路通行料及び駐車場使用料

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

09 企画費

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 1,085

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

14,087千円 4,858千円 9,229千円
政策企画課

事
業

50 企画一般経費
国庫支出金

19,530千円目
課

一般財源府支出金

20千円

963千円 10千円

1,085

13,002

20千円

10千円

223千円

3,317千円

1,737千円

2千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市政の推進を目的に、非常勤特別職を配置する経費や京都府北部
7市町で組織する京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会等への
負担金及び各種会議等への参加経費

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金

7,119千円 5,339千円

6,000千円

156千円

1,039千円

954千円

85千円

590千円

386千円

88千円

116千円
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○地域おこし協力隊（会計年度任用職員）報酬等 ○旅費（研修会、講習会等の費用弁償、普通旅費）

○需用費（事務用品、公用車燃料代、印刷製本費等）

○賃貸住宅仲介手数料

○自動車損害保険料

○使用料及び賃借料

　　（有料道路通行料、自動車借上料、家屋借上料、機械器具借上料）

○備品購入費

　　パソコン・プリンター7台、デジカメ3台、刈払機2台

○研修参加負担金

○地域おこし協力隊起業支援補助金

　　補助率：1/2、上限1,000千円/件

※年度内延べ13人（前年度からの継続5人、新規8人）

　令和3年度末任用予定数：9人

久美浜市民局
1人 R3.7月から

2人 R3.10月から

111千円

弥栄市民局
継続 1人 R3.6月まで 5,000千円

新規 1人 R3.7月から

丹後市民局
継続 1人 R3.11月まで

新規 2人 R3.8月から

新規

1人 R3.7月から

網野市民局 継続 1人 年間

事
　
業
　
概
　
要

21,572千円 863千円

市民局 区分 予定人数 任用予定時期等

R3.7月から 205千円

大宮市民局
継続 1人 R3.6月まで 9,035千円

新規

1,577千円

峰山市民局
継続 1人 R3.6月まで 245千円

新規 1人

2,110千円

目
的
・
趣
旨

　人口減少や高齢化が進む中、地域外の人材を誘致し、地域の再
生・活性化に向けた活動をしてもらうことで、地域力の維持・強化
を図る。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり 40,718

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

40,718千円 25,252千円 15,466千円 20,844千円目 10 移住・定住推進費
課 各市民局

事
業

01 地域おこし協力隊活動事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○京丹後市移住支援センター運営業務委託料 ○移住奨励金（補助率：1/2） 100千円×8件

業務内容：相談対応窓口の設置、情報収集・発信等 　　（移住者引越経費補助）

○お試し移住体験住宅運営経費（網野町、弥栄町の2棟分） ○定住空家情報バンク改修委託料

家屋借上料、光熱水費、火災保険料等

○移住支援動画作成経費

○移住促進・空家改修支援事業費補助金（補助率：10/10） 動画編集用ノートパソコン1台、カメラ1台

　・移住促進住宅整備事業 [府補助分] 2,300千円×5件 動画編集用ソフトほか

　　（空家改修補助） [市単独分] 1,400千円×3件

　・地域受入体制整備促進事業 [府補助分] 500千円×1件 ○その他経費

　　（移住者受入活動補助） [市単独分] 250千円×1件 空家活用セミナー、定住空家情報バンクシステム使用料等

　・空家流動化促進事業 [府補助分] 100千円×5件

　　（所有者家財撤去費補助） [市単独分] 50千円×3件

　・ホームシェア移住支援事業 [府補助分] 1,000千円×1件

　　（貸出住居改修補助） [市単独分] 500千円×1件

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 総務管理費

31,065千円 24,628千円 6,437千円目 10 移住・定住推進費

事
業

02 移住促進･空家改修支援事業
国庫支出金 府支出金 市債

安全でうるおいのある住環境の形成 3,733 5,500 9,000 360 12,472

参考R元決算額
部 市長公室

課 政策企画課

一般財源

18,449千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　本市への移住・定住を促進するため、移住希望者の相談窓口・案
内業務や情報発信等を行うとともに、移住希望者のためのお試し移
住体験住宅の運営、京都府の「移住促進事業費補助金」を活用した
空家改修等の経費に対する補助金の交付を行う。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金

諸収入 お試し移住体験住宅貸付料 360

3,733

府補 移住促進事業費補助金 5,500

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 9,000

総合計画
計画項目

14

事
　
業
　
概
　
要

7,467千円 800千円

1,352千円 2,200千円

18,600千円

150千円

1,000千円

500千円

11,500千円

4,200千円

500千円 270千円

250千円

500千円

376千円
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○婚活サポート事業補助金 ○婚活イベント開催補助金

【婚活支援センター概要】

100千円（上限）×3団体＝300千円

（令和3年度の主な事業計画）

・婚活ファシリテーター「世話やき隊」による婚活活動支援 ○事務経費（旅費）

・婚活支援団体の支援と団体間のネットワーク強化

・結婚を希望する独身者を対象とした恋愛塾講座等の開催

・ホームページの運営、婚活情報提供希望者への情報発信

〔参考〕婚活支援センターの運営状況（令和3年1月末時点）

・世話やき隊登録者

・婚活サポート企業

・婚活情報提供希望者

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

10 移住・定住推進費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

764千円 809千円 △ 45千円
政策企画課

事
業

03 地域少子化対策･婚活支援事業
国庫支出金

791千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

764

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　少子化の要因となる未婚化及び晩婚化等に対応するため、京丹後
市社会福祉協議会が実施する市内独身者の結婚支援を目的とした婚
活サポート事業を支援するとともに、婚活イベントを実施する団体
等に補助金を交付する。

主
な
財
源

12人

35社

183人

441千円 300千円

　結婚を望む独身男女に出会いの機会を提供する取組に対し、
事業の実施に係る経費を支援する。

　結婚を希望する独身者やその家族に対し、世話やき隊による相談支援や
婚活に関する情報提供など、伴走支援を行う。

23千円
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○地域おこし協力隊任用経費 ○京丹後市未来チャレンジ交流センター運営経費

　「高校生と地域の架け橋となるコーディネーター」の配置 　　支援員（1人）を配置し、高校生・若者・地域の人などのアイデアや企画を

主な活動場所：峰山高等学校、丹後緑風高等学校、清新高等学校 　コーディネート

・地域おこし協力隊（会計年度任用職員）報酬等 ・京丹後市未来チャレンジ交流センター運営業務委託料

　　※3人×12か月 　（債務負担行為の期間：令和4年度まで）

・旅費（費用弁償･普通旅費） ・需用費（燃料費･光熱水費）

・需用費（消耗品費･燃料費） ・役務費（通信運搬費･火災保険料）

・役務費（自動車損害保険料） ・使用料及び賃借料（駐車場使用料･家屋借上料）

・使用料及び賃借料（自動車借上料3台･家屋借上料3件） 　　※丹海峰山30番街1階1室

・負担金（研修会参加負担金）

5,654千円

228千円

89千円

31千円

538千円

840千円52千円

事
　
業
　
概
　
要

12,636千円 6,811千円

8,811千円

2,923千円

281千円

目
的
・
趣
旨

　高校生や若者が、地域の方や事業者、大学生と交流しながら、未
来のまちづくりへのチャレンジに取り組む拠点として「京丹後市未
来チャレンジ交流センター」を運営するとともに、丹後学やキャリ
ア教育など小中学校で醸成してきた郷土への思いをさらに深化さ
せ、地元定着率の向上を図ることなどを目的に、「高校生」と行政
や企業、地域の団体や人をつなぎ、「高校生」の意識の変化や気づ
きを促すコーディネーター（地域おこし協力隊）を、市内の高校に
配置する。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金 3,404

総合計画
計画項目

16,043

参考R元決算額
部 市長公室

課 政策企画課

一般財源

0千円

繰入金 その他

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 総務管理費

19,447千円 4,324千円 15,123千円目 10 移住・定住推進費

事
業

04 京丹後未来創生人材育成事業
国庫支出金 府支出金 市債

21 市民参画・協働によるまちづくり 3,404
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○京丹後市デジタル戦略推進経費 ○最高デジタル責任者（CDO）任用経費（1人）

・デジタル戦略推進業務委託料 　　市役所全体のデジタル戦略推進役（非常勤特別職）

・関係者費用弁償、職員出張旅費 　　※CDO…Chief Digital Officerの略

【事業概要】

【業務委託内容】

総合計画
計画項目

17 未来都市の実現に向けた情報基盤の整備

2,700

2,700

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市民サービスの利便性向上及び行政運営の効率化を図るため、全
庁横断的なデジタル戦略の立案、市役所業務の現状把握・可視化な
ど、デジタル戦略を推進すること目的とする。

主
な
財
源

100千円7,710千円

府補 きょうと地域連携交付金（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ戦略推進事業）

　包括連携協定を締結する「iU 情報経営イノベーション専門職大学」の有す
る専門的知見に基づき、デジタル戦略推進に連携して取り組む。

7,050千円

660千円

（１）関連部署等ヒアリングに基づく現状把握・可視化
（２）他自治体調査
（３）現状情報システムの可視化
（４）デジタル戦略の立案
（５）市役所内部のデジタル人材育成

政策企画課

新 総務部　

旧 市長公室

新 デジタル戦略課

参考R元決算額
部

0千円
課

旧

一般財源

5,110

その他

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

11 ICT等推進費

項 01 総務管理費

7,810千円 0千円 7,810千円

事
業

04 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ戦略推進事業
国庫支出金

目

府支出金 市債 繰入金
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○地域振興交付金 ○区長連絡協議会運営事業交付金

〔算出方法〕均等割200万円＋世帯割5,400円×世帯数 ・京丹後市区長連絡協議会

・峰山町区長会 ・峰山町区長会

・大宮町区長協議会 ・大宮町区長協議会

・網野町区長連絡協議会 ・網野町区長連絡協議会

・丹後町区長連絡協議会 ・丹後町区長連絡協議会

・弥栄町区長連絡協議会 ・弥栄町区長連絡協議会

・久美浜町区長連絡協議会 ・久美浜町区長連絡協議会

○先進地視察職員随行旅費、区長会会場借上料

400千円

29,367千円 400千円

13,915千円 400千円

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

事
業

01 自治組織活動支援事業
国庫支出金

129,850千円目
課

一般財源

新 地域コミュニティ推進課

旧 政策企画課

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

69,000 30,000

予
算
科
目

13 地域自治推進費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

129,637千円 129,766千円 △ 129千円

30,637

繰入金 地域振興基金繰入金 30,000

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債） 69,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市民が自主的・主体的に行う住民自治活動を支援し、市と地域と
の協働を推進して住みよい地域社会を実現するため、各町区長連絡
協議会等に交付金を交付する。

主
な
財
源

126,643千円 2,800千円

400千円

27,818千円 400千円

11,628千円 400千円

20,952千円 400千円

194千円

22,963千円
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○地域集会施設整備費補助金 ○市民力活性化支援事業補助金

※事業費1,000千円以上を対象 （単位：千円） 地域の活力向上や課題解決に取り組む団体などを支援するもの

補助率：事業費の2/3以内（上限300千円/件）

○コミュニティビジネス応援補助金

ビジネス手法を取り入れて地域課題を解決する取組を支援するもの

補助率：事業費の2/3以内（上限1,000千円/件）　※個人は1/4以内

○集会施設等簡易修繕補助金

※事業費30千円以上1,000千円未満を対象

○村おこし・地域づくり事業補助金

地区等が行う環境景観づくり・地域福祉活動等に対し補助金を交付

※事業費30千円以上を対象

新 地域コミュニティ推進課、各市民局

旧 政策企画課、各市民局

集会施設等修繕事業（外構補修） 1,584 880
久美浜町

2,231

40,000

一般財源その他

事業内容 事業費 補助金額

府補 きょうと地域連携交付金（ｺﾐｭﾆﾃｨ支援事業） 7,700

大宮町

36,501

久美浜町 永留区 集会施設新築事業 41,382 26,875
新築

峰山町 五箇区 集会施設新築事業 57,121

参考R元決算額
部 市長公室

141,219千円
課

01 総務管理費

89,273千円 63,420千円 25,853千円

事
業

02 ｺﾐｭﾆﾃｨ支援事業
国庫支出金

目

予
算
科
目

13 地域自治推進費

41,573

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり 7,700

府支出金 市債 繰入金

項

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　持続可能な地域づくりを進めるため、地区や市民活動団体等が行
うハード及びソフト事業にそれぞれ必要な支援を行い、自治と協働
によるまちづくりを進める。

主
な
財
源

68,773千円 1,500千円

区分 町名 地区等

108,890 68,773

15,000千円

2,000千円

修繕

2,000千円

1,115

合計

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 40,000

周枳区 集会施設等修繕事業（外壁修繕） 4,472 2,236

丹後町 乗原区 集会施設等修繕事業（トイレ改修） 2,100 1,166

河内区 集会施設等修繕事業（作業場改修）

長野区
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○「新たな地域コミュニティ」組織づくり事業 ・（仮称）地域マネージャー配置経費

・地域コミュニティ設立支援事業補助金 　　組織の体制づくりや事業を通じた課題解決など、地域コミュニティづくり

　をマネジメントする「（仮称）地域マネージャー」を配置（2地区）

・地域協同活動事業研修会経費

　　地域主体の仕事おこしや事業化への取組、組織づくり（チーム）、

　労働者協同組合法などについての研修（12回分）

※①…モデル地区の組織化につながる地域課題解決型の事業を支援 ・事務経費（消耗品、印刷代）

　　　（R3～5の内最大2年間）

　②…モデル地区の組織化に向けた調査研究の取り組みを支援 ○地域づくり支援員任用経費（6人×12か月）

　　　（R3～5の内1年間） ・地域づくり支援員（会計年度任用職員）報酬等

　③…モデル地区におけるコミュニティ活動を促進するための運営を支援 ・旅費（先進地視察）

　　　（R3～6の内最大2年間）

・コーディネート業務委託料

　　地区等におけるワークショップの開催等を支援

新 地域コミュニティ推進課、各市民局

旧 政策企画課、各市民局

24,764

6,485

3,000千円

②調査研究・組織設立支援

区　　分

①パイロット事業支援

902千円

500千円×6地区、補助率10/10

200千円×2地区、補助率10/10

1,000千円×7地区、補助率10/107,000千円

400千円

備　　考予算額

10,400千円

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり 6,485

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

③活動運営支援

　過疎化・少子高齢化等の進展により地域運営が困難になりつつあ
る状況を踏まえ、持続可能な地域づくりの取組を進めるため、「新
たな地域コミュニティ」の組織づくり等の活動を支援する。また、
地域づくり支援員を各市民局に配置するとともに、地域の取組を支
援する。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金

568千円

74千円

18,183千円

22千円

18,205千円

1,100千円13,044千円

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

31,249千円 18,945千円 12,304千円 14,750千円目 13 地域自治推進費
課

事
業

04 地域づくり支援事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

- 32 -



○地域活性化イベント補助金

（単位：千円）

合計 7,840

間人みなと祭 720

弥栄・丹後秋の祭典 600

久美浜まるかじりまつり 600久美浜市民局 10月～11月予定

やさか納涼祭 弥栄市民局 7月予定 2,500

500

イベント名 予算額

丹後夜の市

所管市民局 開催時期

峰山市民局 8月予定

大宮市民局 11月予定

目
的
・
趣
旨

　地域イベントを支援し、地域の活性化を促進する。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（地域活性化ｲﾍﾞﾝﾄ推進事業）

事
　
業
　
概
　
要

7,840千円

3,000

宇川観光祭 420

2,500

一般財源

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり 3,000 4,840

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部

項 01 総務管理費

7,840千円 8,090千円 △ 250千円 9,083千円目 13 地域自治推進費
課

事
業

05 地域活性化ｲﾍﾞﾝﾄ補助金
国庫支出金 その他

丹後市民局 7月～8月予定

丹後市民局 7月予定

弥栄・丹後市民局 11月予定

おおみや生き活きフェスタ

市長公室

各市民局

府支出金 市債 繰入金
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○指定管理委託料（10施設） ○指定管理施設修繕料

（単位：千円）

○指定管理施設火災保険料

○工事請負費

・久美浜福祉センター２階研修室エアコン設置工事

新 地域コミュニティ推進課

旧 政策企画課

57千円

久美浜ぎょそんセンター 1,787

合　　計 13,705

494千円

久美浜町

久美浜福祉センター 1,646

久美浜果樹センター 1,359

久美浜農業センター 1,939

久美浜婦人センター 1,799

久美浜林業センター 1,265

久美浜機業センター 1,693

久美浜健康センター 1,357

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

13 地域自治推進費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

15,293千円 13,687千円 1,606千円

事
業

06 集会施設等指定管理施設運営事業
国庫支出金

13,231千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

7,000 12 8,281

使用料 公有財産使用料 12

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債） 7,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地域の活動の拠点となる市所有集会施設について、地区等を指定
管理者に指定して管理運営を行い、地域コミュニティ活動の充実及
び強化を図る。

主
な
財
源

大宮町 五十河地区基幹集落センター 640

弥栄町 野間基幹集落センター 220

13,705千円 1,037千円

町　名 指定管理施設名 金額
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○報償費 ○令和３年度　第34回丹後半島駅伝大会

・土地使用謝金（スタート地点・中継所の土地等借用） ・開催日　令和３年11月下旬予定

・報償金（競技役員協力金　36人） ・参加者　自治体職員等

・報償物品（参加賞） （令和２年度　第33回大会は中止）

○需用費 （令和元年度　第32回大会実績）

・消耗品費（汁容器1,000個ほか） ・参加チーム数　　42チーム　

・燃料費（調理用プロパンガス） ・宿泊数　　選手･役員等　  355人　

34千円

3千円

431千円

40千円

80千円

311千円

37千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

14 地域振興費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

468千円 468千円 0千円
丹後市民局

事
業

03 丹後半島駅伝大会開催事業
国庫支出金

422千円目
課

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

196 272

諸収入 丹後半島駅伝大会協力金 196

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　京都府内の市町村等職員の健康増進、元気回復と相互の連携を促
進するとともに府民スポーツの発展に寄与することを目的に実施す
る。また、本大会をきっかけに丹後の魅力をPRし再訪の意識付けを
図る。

主
な
財
源
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○久美浜公会堂維持管理経費　　　　　　　 ○浜公園維持管理経費　　　　　　　

・消耗品費（トイレットペーパーほか） ・消耗品費（トイレットペーパーほか）

・燃料費（灯油） ・火災保険料（浜公園トイレ）

・光熱水費（電気、上下水道） ・施設清掃委託料（浜公園トイレ、グラウンド）

・火災保険料 ・原材料費（浜公園整備用山土）

・施設清掃委託料

・消防設備等保守点検業務委託料

・防火対象物定期点検報告業務委託料

・備品購入費（掃除機）

○久美浜公会堂ピアノ設置経費　　　　　　　

・調律手数料

・運搬手数料

　※ピアノは旧海部小学校から移設し、有効活用を図るもの。

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

14 地域振興費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

818千円 793千円 25千円
久美浜市民局

事
業

04 久美浜公会堂等管理事業
国庫支出金

873千円目
課

総合計画
計画項目

21 市民参画・協働によるまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

3

一般財源

3 815

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

  地域福祉の増進と文化の向上を図るため、久美浜公会堂及び浜公
園（屋外トイレ含む）の管理を行う。

主
な
財
源

使用料 久美浜公会堂使用料

36 千円

378 千円 310 千円

30 千円 10 千円

18 千円 28 千円

73 千円

9 千円 1 千円

156 千円 271 千円

42 千円

130 千円

88 千円

43 千円

13 千円
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○市町村運行確保生活路線維持費補助金（国庫補助対象外路線分） 【国庫補助路線分】 （単位：便/日(平日)、千円）

 自主運行路線の維持に対する補助

（単位：便/日(平日)、千円）

○地方バス路線運行維持対策補助金（国庫補助対象路線分）

丹後海陸交通㈱のバス路線の維持に対する補助

【フィーダー系統補助路線分】 （単位：便/日(平日)、千円）

※フィーダーとは、交通網において幹線と接続して支線の役割をもって運行さ

　れる路線。

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

15 公共交通対策費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

135,286千円 134,760千円 526千円
政策企画課

事
業

02 地方ﾊﾞｽ路線運行維持対策事業
国庫支出金

129,815千円目
課

総合計画
計画項目

15 ひとが行き交う公共交通の充実 6,332

府支出金 市債 繰入金 その他

6,332

繰入金 地域振興基金繰入金 90,000

一般財源

90,000 38,954

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　国及び府と協調して生活交通路線バスの運行を支援し、生活交通
としての地域のバス路線を維持・確保する。

主
な
財
源

府補 市町村運行確保生活路線維持費補助金

便数 補助金額

経ヶ岬線 上宮津 与謝の海病院 経ヶ岬 8 702

12,665千円

系　統　名 起　点 主な経由地 終　点

13 12,555

経ヶ岬 16 34,998

補助金額 峰山線 野田川丹海前 京丹後大宮駅 峰山駅系　統　名 起　点 主な経由地 終　点 便数

弥栄網野砂丘線 弥栄分校前 網野駅 久美浜温泉湯元館 11 12,665 海岸線 マイン前 網野・間人

終　点系　統　名 起　点 主な経由地

19,912

122,621千円 久美浜線 マイン前 野中・友重 久美浜駅 12 10,425

間人循環線 峰山 溝谷・間人 峰山駅 14

22,521

合　　　　　計 73 101,113

便数 補助金額

丹後峰山線 マイン前 溝谷・間人 経ヶ岬 10

19 21,508

9,969

9 11,539

10四辻

小町公園

峰山四辻線

峰山延利線

峰山駅

峰山

マイン前

マイン前

合　　　　　計
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○運行管理委託料 〔参考〕路線別の乗車人数の推移 （単位：人）

（単位：便/日(通常期平日)）

○運行管理経費（燃料費、修繕料等）

合　　　　　計 10,778千円

4,279千円

230

189 5,778
2,073千円

H30年10月～R1年9月 3,206 3,052 190豊栄竹野線 三宅橋

宇川線 鞍内 宇川温泉よし野の里 上山 デマンド R1年10月～R2年9月 2,680 2,692 217

間人診療所 間人 デマンド

421 6,651

佐濃北線 佐野丙 久美浜病院 久美浜駅 7 3,762千円 H29年10月～H30年9月 3,410 3,358 255 290 7,313

4,943千円 H28年10月～H29年9月 2,798 3,058 374

6,678

弥栄延利線

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

15,057千円 14,114千円 943千円
政策企画課

事
業

03 市営ﾊﾞｽ運行事業
国庫支出金

14,064千円目
課

一般財源

款 02

その他

5,000 585

予
算
科
目

15 公共交通対策費

7,467

使用料 市営ﾊﾞｽ乗車料

総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

15 ひとが行き交う公共交通の充実 2,005

府支出金 市債 繰入金

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生活の足として必要な市営の路線バスを運行し、地域の生活交通
を維持・確保する。

主
な
財
源

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 5,000

10,778千円

期　　　間 弥栄延利線

起点 主な経由地 終点 便数 委託金額 H27年10月～H28年9月 2,820 2,461

佐濃北線 豊栄竹野線

延利・須川 溝谷 4

宇川線 合計

系統名

585

府補 市町村運行確保生活路線維持費補助金 2,005

394 498 6,173

溝谷
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【丹後2市2町が連携して支援】（利用促進） 【京都府、兵庫県及び沿線市町が連携して支援】（運行維持整備）

○高齢者片道200円レール事業委託料 ○北近畿タンゴ鉄道支援費基盤管理補助金

○200円レール利用促進チラシ印刷費 　基盤部分（線路、電路、車両）の維持修繕や施設保有会社の管理経費等を支援

・京都府域市町分　345,453千円×28.971％

〔参考〕200円レール事業利用者の推移 〔令和3年度拠出金合計額（市町・府県拠出金の合計額）727,689千円〕

○北近畿タンゴ鉄道支援費基盤整備補助金

　基盤部分（地下タンク）の整備経費等を支援

・京都府域宮津線沿線市町分　15,271千円×41.36％

〔令和3年度拠出金合計額（市町・府県拠出金の合計額）45,072千円〕

○鉄道軌道安全輸送設備等整備事業費補助金

　鉄道事業の保安度の向上のため、信号保安設備等の整備に要する経費を補助

・京都府域宮津線沿線市町分　113,754千円×41.36％

○京都丹後鉄道利用促進協議会負担金

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

15 公共交通対策費

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

163,777千円 150,473千円 13,304千円
政策企画課

事
業

04 京都丹後鉄道利用促進対策事業
国庫支出金

271,494千円目
課

総合計画
計画項目

15 ひとが行き交う公共交通の充実 3,800

府支出金 市債 繰入金 その他

3,800

繰入金 地域振興基金繰入金 30,000

一般財源

105,600 30,000 24,377

事
　
業
　
概
　
要

市債 京都丹後鉄道利用促進対策事業債（合併特例債） 50,600

目
的
・
趣
旨

　京都府、兵庫県及び沿線市町が一体となり、京都丹後鉄道の安
全・快適な運行の確保に対して支援するとともに、高齢者片道200
円レール等により利用促進を図る。

主
な
財
源

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債） 55,000

府補 きょうと地域連携交付金（高齢者片道200円ﾚｰﾙ事業）

平成27年度 19,633人 2市2町合計　44,449人 6,316千円

平成28年度 18,884人

10,000千円 100,081千円

181千円

年　度 利用人数 備　考

令和 元 年度 18,660人 2市2町合計　43,924人

47,049千円

150千円

平成29年度 19,401人 2市2町合計　43,926人

平成30年度 18,207人 2市2町合計　42,167人

2市2町合計　44,203人
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○市内7駅維持管理経費 〔参考〕市内各駅乗車人数の推移 （単位：人）

・燃料費、光熱水費

・修繕料（施設･設備の修繕）

・通信運搬費（電話代等）

・委託料（清掃、機械警備、券売、設備点検等）

・土地借上料（駐輪場、駐車場等）

・会計年度任用職員報酬等（1人、週2日勤務）

・備品購入費（経年によるAED更新6台）

・その他（消耗品費、ごみ持込手数料、火災保険料等）

H27 H28 H29 H30 R1

500千円 京 丹 後 大 宮 52,733

1,110

使用料 ﾒﾓﾘｱﾙｹﾞｰﾄ久美浜使用料、京丹後大宮駅ふれあいﾎｰﾙ使用料 750

事
　
業
　
概
　
要

諸収入 駅舎維持管理費負担金 981

諸収入 乗車券類販売手数料等 5,492

目
的
・
趣
旨

　市内7駅の維持管理を行うとともに、有人駅（6駅）において各種
切符等を販売することにより、鉄道利用者の利便性向上及び鉄道利
用促進を図る。

主
な
財
源

繰入金 地域振興基金繰入金 30,000

59,737千円

5,810千円 駅　名

51,712 53,456 51,257 45,337

97,064 102,689

48,266千円 網 野

その他

30,000 8,333

予
算
科
目

15 公共交通対策費

21,404

使用料 公有財産使用料

総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

15 ひとが行き交う公共交通の充実

府支出金 市債 繰入金

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

59,737千円 57,841千円 1,896千円
政策企画課

事
業

05 駅舎等施設管理事業
国庫支出金

57,126千円目
課

一般財源

款 02

95,040 79,139 77,069 73,425 68,678

336千円 峰 山 115,627 103,700 104,974

38,287 39,261

1,045千円 小 天 橋 27,077 24,369 23,110 24,410 24,379

1,220千円 夕日ヶ浦木津温泉 52,641 43,367 45,302

330,895

593千円

合　計 414,738 360,734 363,366 340,692

26,104 22,306

久 美 浜 40,001 32,068 34,277 30,145 28,245

1,967千円 か ぶ と 山 31,619 26,379 25,178
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○公共交通ガイドブック印刷製本費 ○負担金

年2回発行、各27,000部 ・山陰新幹線京都府北部ルート誘致･鉄道高速化整備促進同盟会負担金

参加自治体：京都府北部7市町

○（仮称）京丹後市地域未来交通検討会 ・山陰縦貫･超高速鉄道整備推進市町村会議負担金

参加自治体：52自治体（山口県～福井県）

・委員謝金、費用弁償

　※委員12人、アドバイザー2人、検討会4回予定

○職員旅費、有料道路通行料、駐車場使用料

事
　
業
　
概
　
要

1,967千円

486千円

目
的
・
趣
旨

　公共交通全般の利用促進及び公共交通確保対策業務に関する事務
経費

主
な
財
源

75千円

25千円

50千円

一般財源

2,874

課

総合計画
計画項目

15 ひとが行き交う公共交通の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 市長公室

項 01 総務管理費

2,874千円 5,235千円 △ 2,361千円
政策企画課

事
業

50 交通対策一般経費
国庫支出金

6,013千円目

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

15 公共交通対策費

　令和3年度の北部7市町での「広域的地域公共交通計画」の策定に伴う本
市における地域公共交通計画の検討及び交通空白地の解消に向け、新たな技
術を活用した移動手段を含めた今後の公共交通のあり方の検討を行う。

486千円

346千円
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○京丹後DX推進検討チーム設置経費 千円

・アドバイザー謝金（12人分、費用弁償含む） 千円

＜検討内容＞

・職員旅費 千円

○デジタル化促進事業ワークショップ開催経費［政策企画課］ 千円

・講師謝金２人分（費用弁償分含む） 千円

※ iU情報イノベーション専門職大学より派遣予定

○異業種交流ビジネス支援補助金 千円

補助率：2/3 限度額：1,000千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

3,067千円 200千円 2,867千円
商工振興課

事
業

11 近未来技術地域導入促進事業【再掲】
国庫支出金

0千円目 02 商工振興費
課

総合計画
計画項目

01 地域の雇用・経済を担う商工業の振興 1,292

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

目
的
・
趣
旨

　近未来時代の将来を見越したデジタル社会の啓発を図るととも
に、先端技術を活用した事業活動を支援するため、市内事業者、市
内関係団体等による京丹後DX（デジタル・トランスフォーメーショ
ン）を推進し、ICT技術を用いた近未来時代に対応した事業活動や
市民活動を促進する。また、包括協定を締結したiU情報イノベー
ション専門職大学と連携し、デジタル化促進のための人材を育成す
る。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金

1,775

1,292

事
　
業
　
概
　
要

1,877

1,394

高速無線通信網、地域内循環、
デジタル社会観光地づくり、市民総幸福指標　など

483

190

190

1,000

　織物業と機械金属業が協力し、先端技術を活用した新しい織物と織機技術を
開発する試作品づくりを支援
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○誘客イベント等情報発信及び広告掲載等経費 446千円 ○広域観光団体負担金 1,820千円

・FM京都（α-STATION）広告（イベント告知等：4回） 440千円 ・（一社）豊岡観光イノベーション（豊岡版DMO） 300千円

・JAF観光登録システム使用料 6千円 ・（公社）京都府観光連盟 390千円

・北近畿広域観光連盟 1,030千円

○観光宣伝活動等事務経費 488千円 ・（特非）ジャパン･フィルムコミッション 100千円

・旅費、有料道路通行料等 380千円

・キャンペーン景品、出演謝金、観光宣伝物品等 108千円 ○「ミニボートピア京丹後6周年競走」物産展等PR経費［政策企画課］ 73千円

○観光大使宣伝事業 384千円

・イベント出演謝金、名刺、啓発物品、職員旅費

○京丹後PR番組放映制作経費 2,000千円

・京丹後PR番組放映制作委託料

事
　
業
　
概
　
要

364

府補 きょうと地域連携交付金（観光振興事業） 400

4,447

目
的
・
趣
旨

　各種広報媒体の活用やイベントでのキャンペーン、広域観光団体
との連携によるPR活動の展開等により、観光資源、観光情報を発信
し、観光客誘致の促進を図る。

主
な
財
源

国補 地方創生推進交付金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

04 滞在型観光・スポーツ観光の促進 364 400

4,384千円目 05 観光振興費
課 観光振興課

事
業

08 観光ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ推進事業【再掲】
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 商工観光部

項 01 商工費

5,211千円 4,229千円 982千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

総務部　主要事業説明資料

- 1 -



○入札監視委員会開催経費 112千円

・報償費等 112千円

入札監視委員会委員謝金（14千円×3人×2回）等

○入札・契約事務経費 5,246千円

・旅費 56千円

・需用費 115千円

工事契約実務要覧等実務書、参考図書等の購入費

・会計年度任用職員任用経費 349千円

報酬等（入札参加資格申請受付等補助業務：1人）

・使用料及び賃借料 4,726千円

電子入札システム利用料、工事実績情報システム利用料

事
　
業
　
概
　
要

　適正かつ効率的な入札事務を執行するため、全ての入札について電子入札を
実施する。また、入札及び契約の過程の透明性と公平性並びに公正な競争を確
保するため、入札監視委員会を開催する。

京都府公共工事契約業務連絡会、各担当者会議等への旅費

5,358

目
的
・
趣
旨

　工事等の入札を適正かつ効率的に実施するとともに、入札及び契
約の過程の透明性と公平性を確保する。

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

4,995千円目 01 一般管理費
課 入札契約課

事
業

05 入札･契約事務
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

5,358千円 5,580千円 △ 222千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額
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○行財政改革推進委員会開催経費

・行財政改革推進委員会報酬（4千円×10人×7回）

・費用弁償

○その他事務費等

・普通旅費

・消耗品費等

事
　
業
　
概
　
要

322千円

　　第3次行財政改革推進計画の総括を報告するとともに、使用料等の
　見直しなど行財政改革に関する取組について意見を伺う。

280千円

42千円

112千円

12千円

100千円

434

目
的
・
趣
旨

　令和3年度からの「行財政改革大綱」及び「行財政改革推進計
画」の着実な実施に向け、行財政改革推進委員会を開催し、進捗管
理を図る。

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

191千円目 01 一般管理費
課 財政課

事
業

06 行財政改革推進費
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

434千円 333千円 101千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額
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○政治倫理審査委員会経費（委員5人×2回 報酬・費用弁償等） ○一般経費

・iJAMP、行財政Web使用料

○行政不服審査会委員経費（委員7人×4回 報酬・費用弁償） ・通信運搬費（郵便代、切手代、電話料金）

・委託料（庁舎間便文書運搬、電話交換保守、顧問弁護士）

○行政不服審査調査員経費（9調査×2回×3案件 報酬・費用弁償） ・保険料（総合賠償保障、ドローン損害）

・備品購入費（電話機181台、印刷機3台）

○会計年度任用職員任用経費（報酬・費用弁償等） ・公用車更新費用5台（車両本体、保険料各種手数料等）

・行政対応対策専門員（1人） ・印刷消耗品等費用 （コピー料、事務機器修繕料等 6庁舎分）

・公用車管理員（1人） ・その他事務費等（負担金、手数料、機械器具借上料等）

・事務補助員（5人）

　　人事課2人、総務課1人、峰山市民局1人、大宮市民局1人 ○マイクロバス維持管理経費（2台）

・病休等対応職員分 ・燃料費、点検及び修繕料、車検時等手数料、保険料、委託料、重量税

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 総務管理費

104,369千円 107,134千円 △ 2,765千円目 01 一般管理費

事
業

50 一般管理一般経費
国庫支出金

行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 1,746 102,623

府支出金 市債

1,746

参考R元決算額
部 総務部

課 総務課

一般財源

79,009千円

繰入金 その他

総合計画
計画項目

30

事
　
業
　
概
　
要

343千円 79,764千円

290千円

836千円

22,241千円

895千円

2,706千円

33,383千円

7,840千円

4,995千円

7,689千円

5,311千円

15,790千円

2,050千円

目
的
・
趣
旨

　事務消耗品、事務機器、電話・郵便代等の事務執行上必要となる
経費をはじめ、マイクロバスの管理経費、行政への過剰なクレーム
等に対応するための行政対応対策専門員の設置に係る経費、政治倫
理審査委員会、行政不服審査委員会及び行政不服審査調査員（審理
員）の設置に係る経費

主
な
財
源

府補 事務処理特例交付金
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○例規・公文書の管理経費 ○行政手続整備業務委託料

　・普通旅費（法令実務研修、文書管理システム説明会） （該当法令抽出、一覧表作成及び登録）

　・消耗品費（文書保存箱、加除式図書追録代等）

○クラウドサービス利用料（法解説情報「コンシェルジュデスク」）

○例規システム管理運営業務委託料

　・システム使用料

　・データ更新料

　・LGWAN利用料 ○有料道路通行料

　・改訂版例規集作成業務（150部）

○各種研修負担金（法令実務研修）

○総合例規支援サービス保守委託料

　・自治体法務NAVI ○公文書保管施設（旧五箇小学校校舎）管理経費

　・Web法制相談 　・施設警備委託料

　・D1-Law.com（現行法規履歴版） 　・火災保険料

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 総務管理費

6,203千円 4,473千円 1,730千円目 04 文書費

事
業

01 文書･例規関係事務
国庫支出金 府支出金 市債

行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 6,203

参考R元決算額
部 総務部

課 総務課

一般財源

10,243千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　公文書管理を適正に行うとともに、例規の制定改廃に伴う例規集
の編さん等を行う。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

30

事
　
業
　
概
　
要

317千円 1,760千円

17千円

300千円

3,278千円

106千円 16千円

21千円

370千円

132千円 184千円

132千円 168千円

（地方自治法、行政手続・争訟実務、地方財務実務、自治体契約実務、
　債権管理・回収実務、地方公務員法、情報公開・個人情報保護）330千円

2,200千円

198千円 5千円

550千円

268千円
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○情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（委員7人、4回開催）

　・会長（弁護士）

　・委員

○旅費

　・費用弁償（委員7人分）

　・普通旅費（事務局の出張旅費）

○情報公開事務用品等購入費

○有料道路通行料

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 総務管理費

253千円 319千円 △ 66千円目 04 文書費

事
業

02 情報公開･個人情報事務
国庫支出金 府支出金 市債

行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 253

参考R元決算額
部 総務部

課 総務課

一般財源

146千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用を図る。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

30

事
　
業
　
概
　
要

152千円

14千円 × 1人 × 4回

76千円

62千円

14千円

5千円

20千円

56千円

4千円 × 6人 × 4回 96千円
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○地方公会計システム使用料

　・標準ソフトウェアサポートサービス

　・標準ソフトウェア関連サービス

○決算統計システム共同利用負担金

○その他財政事務に関する経費

　・財政担当課長会議、地方財政運営説明会等旅費等

　・財政事務用書籍、追録代、事務用品費等

191千円

146千円

事
　
業
　
概
　
要

705千円

495千円

210千円

57千円

　　京都府自治体情報化推進協議会

337千円

1,099

目
的
・
趣
旨

　予算編成、執行管理、決算統計、地方交付税、各種交付金、地方
公会計、市債借入等の財政事務に関する経費

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

1,375千円目 06 財政管理費
課 財政課

事
業

01 財政管理事務
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

1,099千円 1,127千円 △ 28千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額
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　　旧丹波保育所（峰山町）、旧善王寺公民館（大宮町）

・その他委託料

　（除草雑木伐採、浄化槽維持管理、消防設備保守）

・光熱水費（水道代、電気代）

・修繕費（施設修繕）

・手数料（ごみ処理、水質検査、アスベスト検査）

・火災保険料（普通財産32施設、61物件）

・土地借上料（丹波駐在所用地ほか18件）

・負担金（浄化槽清掃負担金）

・その他事務費

　（普通旅費、消耗品費、有料道路通行料、備品購入費）

180 千円

88 千円

4,001 千円 ・解体工事費 75,000 千円

305 千円 ・家屋調査委託料 977 千円

293 千円 ・工事監理委託料 2,330 千円

200 千円 ・高濃度PCB廃棄物処理手数料 493 千円

590 千円 ○旧網野町民センター解体経費 78,800 千円

2,372 千円 ・費用弁償、新聞折込手数料 291 千円

・指定管理者選定等審査会委員謝金（14千円×2人×5回） 140 千円

・市有地測量登記委託料（財産の確定測量等：2か所） 2,472 千円 ・助言者謝金（9千円/団体×9団体） 81 千円

事
　
業
　
概
　
要

○財産取得・管理経費 10,501 千円 ○指定管理者選定等委員会経費 512 千円

市債 旧網野町民ｾﾝﾀｰ解体事業債（公共施設等適正管理推進事業債） 69,500

3

諸収入 旧久美の浜ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｽ火災保険料 8

諸収入 小町公園歌仙火災保険料 22

69,500 33 20,280

目
的
・
趣
旨

　市民サービスの向上と財源確保のため、市有財産（普通財産）の
有効活用を図るほか、適切な維持管理を行う。
　また、公共施設の指定管理者選定等に向け、選定等審査会を開催
する。

主
な
財
源

諸収入 峰山14区事務所火災保険料

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

10,166千円目 07 財産管理費
課 財産活用課

事
業

01 財産取得･管理事業
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

89,813千円 9,644千円 80,169千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額
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○庁舎維持管理経費 ○公用車維持管理経費

　・光熱水費、燃料費（電気、上下水道、ガス、灯油） 　・燃料費、修繕料

　・庁舎修繕費 　・車検費用（登録手数料、自動車重量税）

　・手数料（ごみ処理、クリーニング、簡易水道検査） 　・保険料（自動車損害保険料19台、自賠責保険料8台）

　・火災保険料（庁舎、防災備蓄倉庫） 　・その他経費（タイヤ交換手数料、ETCカード発行手数料等）

　・宿直業務委託料（宿直1人）

　・施設警備委託料（機械警備６庁舎分） ○駐車場用地借上料（市役所前駐車場：1,637.21㎡）

　・施設清掃委託料（庁舎清掃）

　・設備保守点検等委託料

　　（エレベーター、空調設備、自家用電気工作物ほか）

　・工事請負費

　　　電算室等エアコン室外機更新工事

　　　懸垂幕昇降装置設置工事

　・その他経費（消耗品費、清掃用具借上料）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 総務管理費

38,632千円 30,883千円 7,749千円目 08 庁舎管理費

事
業

01 峰山庁舎管理事業
国庫支出金 府支出金 市債

行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 741 37,891

参考R元決算額
部 総務部

課 総務課

一般財源

45,872千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　峰山庁舎の円滑な運営を行うため、庁舎及び公用車を適切に維持
管理する。

主
な
財
源

使用料 公有財産使用料 741

総合計画
計画項目

30

事
　
業
　
概
　
要

30,304千円 6,236千円

5,455千円

300千円 243千円

1,483千円

2,092千円

4,269千円

628千円

118千円 512千円

84千円

2,939千円

3,587千円

2,899千円

792千円

13,205千円

3,691千円

26千円
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○業務系システム運用費 ○情報通信機器運用費

　・京都府自治体情報化推進協議会システム負担金 　・クラウド仮想基盤利用料（サーバー移行及び利用料）

　・京都府自治体情報化推進協議会クラウド利用負担金 　・機器購入費（LGWAN用ファイアウォール機器）

　・番号制度中間サーバー設置等関連事務交付金 　・機器保守料（サーバー・高速プリンター等 10台）

　・府市町村共同開発システム運用費等負担金 　・運用管理業務（サーバー稼動状況解析、PC故障対応等）

　・会議旅費、ソフトウェア、システム保守回線料等 　・機器修繕料及び消耗品等

　・機器リサイクル業務委託料

○情報共有系システム運用費（クラウドサービス）

　・グループウェアサービス、メールサービス利用料 ○セキュリティ対策費及び安全対策費

　・専用回線利用料 　・情報漏洩防止対策管理システム導入

　・グループウェア　バージョンアップ業務等 　・職員利用認証ソフト及びPC管理用ソフト使用料

　・Web会議サービス利用料 　・ウィルス対策ソフト使用料

　　（サーバー　14ﾗｲｾﾝｽ、PC　1,100ﾗｲｾﾝｽ）

○業務効率化等推進費 　・京都府セキュリティクラウド利用負担金

　・RPAソフトウェア使用料 　・機器保守料（通信制御装置等 6台）

1,147千円

1,147千円

634千円

26,157千円

10,067千円

10,574千円 22,506千円

2,831千円

7,976千円

39,830千円

33千円

47,544千円

21,164千円

17,057千円

4,163千円

139,509

事
　
業
　
概
　
要

24,831千円

11,167千円

1,080千円

5,112千円

6,204千円

1,018千円

250千円

3,537千円

2,980千円

4,526千円

5,483千円

目
的
・
趣
旨

　業務系システムは、共同利用型のシステムによりシステム経費の
抑制を図りながら、法制度改正に伴うシステム改修や機器保守等に
よって安定的に稼動させる。
　情報共有系システム（グループウェア、電子メール等）では、ク
ラウドサービスを利用し、庁内事務の効率化を進めていく。

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

17 未来都市の実現に向けた情報基盤の整備

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部

項 01 総務管理費

139,509千円 117,686千円 21,823千円 168,857千円目 11 ICT等推進費
課

事
業

01 行政情報ｼｽﾃﾑ運営事業
国庫支出金

総務部

新 デジタル戦略課

旧 総務課
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○光ファイバ網維持管理費 ○インターネット接続及びクラウドサービス利用料

　・光ケーブル架設柱使用料（1,577本） 　・京都デジタル疏水接続回線使用料

　・自営柱土地借上料（15か所） 　・インターネット接続機能クラウドサービス利用料

　・光ケーブル移設工事（2か所） 　・メール配信サービス利用料

　・光ファイバ網及び通信機器の損害保険料

○ライブカメラ更新経費

○情報通信機器運用費 　・機器購入費（８か所）

　・情報通信機器保守委託料（庁舎間通信装置等 21台） 　・取替経費

　・通信装置稼動監視業務委託料（13か所）

　・機器修繕料（無停電電源装置 4台等） ○その他

　・機器購入費（メディアコンバーター 2台） 　・サーバー室消火設備保守点検料

　・携帯電話基地局土地借上料（6か所）

　・会議旅費等

11千円

33千円

2,720千円 282千円

777千円

251千円 308千円

112千円 264千円

16,009

事
　
業
　
概
　
要

3,511千円 3,586千円

2,210千円 655千円

10千円 2,667千円

1,100千円 264千円

191千円

4,744千円

3,860千円 4,462千円

目
的
・
趣
旨

　市所有の光ファイバ網により庁舎、小中学校、集会・観光施設な
どを結び、施設間の情報システムや内線IP電話などに利用するほ
か、インターネットを通じて市ホームページ等から行政情報、議会
中継、ライブカメラ映像などの情報発信を行うとともに、ネット
ワークを安定的に運用するため、光ファイバ網の支障移設や通信機
器等に対する保守及び稼働監視を行う。

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

17 未来都市の実現に向けた情報基盤の整備

参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

16,009千円 13,646千円 2,363千円 13,061千円目 11 ICT等推進費
課

事
業

02 地域公共ﾈｯﾄﾜｰｸ運営事業
国庫支出金

新 デジタル戦略課

旧 総務課

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
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○既存設備の維持管理費 ○ケーブルテレビ（11チャンネル）放送番組制作費等

　・光ケーブル架設柱（19,370本）等使用料 　・番組制作及び放送委託料

　・伝送路保守委託料及び伝送路設備等の共済保険料 　　週間ニュース（週1本）、特集番組（月10本）、文字情報番組（月2本）

　・光ケーブル移架委託料（151本） 　　市議会生中継（32回）　など

　・センター･サブセンター施設保守料（NTT局舎8か所） 　・スタジオ維持管理費、映像保存媒体購入、通信回線料等

　・サブセンター土地借上料（3か所）及び電気料金（4か所）

　・ケーブルテレビ放送設備保守料 ○ケーブルテレビ放送設備の更新

○設備の追加・変更工事費

　・新規申込みによる引込光ケーブル架設工事（410戸） 　・受信点設備（2か所）

　・サービス追加申込みによる光ケーブル接続工事 　・自主放送設備

　　（光インターネット 270戸、ケーブルテレビ 30戸） 　・サブセンター設備（未更新7施設のうち4施設）

　・ケーブルテレビ用光受信機取付工事（150戸）

　・引込位置変更等による光ケーブル移設委託料

　・幹線光ケーブル改修工事（14か所）

事
　
業
　
概
　
要

137,217千円 28,193千円

28,397千円 27,324千円

75,538千円

7,573千円

13,200千円

23,100千円

63,624千円 3,089千円

22,110千円 10,317千円

136,594千円

6,188千円

14,928千円 869千円

1,431千円

9,350千円 150,000千円

　　平成21年度に整備した放送設備について、耐用年数（7年）を経過して
　いるため、更新を行うもの（2年目）128,222千円

目
的
・
趣
旨

　光インターネットとケーブルテレビのサービスが安定的に利用さ
れるよう、障害発生時の迅速な復旧対応、光ケーブルの支障移設工
事や改修工事など、ブロードバンドネットワーク設備の維持管理を
行うとともに、新たな加入申込に対して引込工事等を実施する。
　また、ケーブルテレビ11チャンネル（ACTV京丹後局）では、市
からのお知らせ、市議会中継、各種イベントや講演会などの番組を
制作・放送し、市民生活や地域に密着した情報を提供する。

主
な
財
源

財産収入 情報通信施設貸付収入 141,083

繰入金 地域振興基金繰入金 55,000

市債 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ整備事業債（合併特例債） 220,400

総合計画
計画項目

17

参考R元決算額
部 総務部

課

一般財源

287,456千円

繰入金 その他

新

旧

デジタル戦略課

総務課

府支出金 市債

未来都市の実現に向けた情報基盤の整備 220,400 55,000 141,083 27,149

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 総務管理費

443,632千円 440,429千円 3,203千円目 11 ICT等推進費

事
業

03 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ運営事業
国庫支出金
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○公平委員報酬（委員3人） ○負担金

　・委員長　　年額 105千円×1人 　・全国公平委員会連合会負担金

　・委員　　　年額 60千円×2人 　・全国公平委員会連合会近畿支部負担金

　・京都府公平委員会連合会負担金

○旅費等

　・費用弁償

　・普通旅費（事務局の出張旅費）

　・有料道路通行料

○消耗品費（参考図書）

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

332

参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

332千円 331千円 1千円 311千円目 12 公平委員会費
課 総務課

事
業

01 公平委員会経費
国庫支出金 府支出金

目
的
・
趣
旨

　職員の給与や勤務条件等に関する措置の要求を審査・判定し、必
要な措置を行うための経費

主
な
財
源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

13千円

46千円

31千円

12千円

3千円

事
　
業
　
概
　
要

225千円

105千円

120千円

24千円

7千円

17千円

48千円
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○国民保護協議会開催経費 54千円

　　国民保護計画の変更等において開催（委員26人、うち民間委員11人）

　・国民保護協議会委員報酬（4千円×11人） 　44千円

　・費用弁償　 　10千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

17 諸費

参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

54千円 50千円 4千円
総務課

事
業

01 国民保護対策経費
国庫支出金

4千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

54

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　武力攻撃事態等における国民保護対策費に関する経費

主
な
財
源
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○旅費（自衛官募集事務会議） 12千円

○需用費 76千円

・自衛官募集啓発用物品作製経費 　27千円

・自衛官募集情報の広報誌への掲載経費 　49千円

　　広報京丹後おしらせ版1/3ページ×６回

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

17 諸費

参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

88千円 88千円 0千円
総務課

事
業

03 自衛官募集事務
国庫支出金

88千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 88

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

0

国委 自衛官募集事務委託金 88

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　自衛官募集に関する事務経費

主
な
財
源
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○会計年度任用職員（事務補助員）報酬等（1人） ○弁護士相談謝金

○職員旅費（防衛局協議、全国基地協議会等） ○日本文化交流事業委託料

○需用費 ○有料道路通行料

　・消耗品費（事務用品）

　・燃料費（ガソリン代、灯油代） ○負担金、補助及び交付金

　・修繕料（コピー機等） 　・防衛施設周辺整備全国協議会負担金

　・全国基地協議会負担金

○役務費 　・弁護士費用助成金（1事案3,000千円（10/10）を上限）

　・通信運搬費（FAX通信料）

　・自動車損害保険料

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　米軍経ヶ岬通信所のTPY-2レーダー（通称：Xバンド・レー
ダー）配備に伴う関係機関との調整を行う。また、あらゆる不安解
消のため市民と米軍経ヶ岬通信所関係者との事故等に対する弁護士
相談等の支援を行う。

主
な
財
源

100千円

49千円

36千円

13千円

96千円

75千円

97千円

3,012千円

7千円

5千円

3,000千円

6,185

国委 施設区域取得等事務委託費 500

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 500

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

17 諸費

参考R元決算額
部 総務部

項 01 総務管理費

6,685千円 6,508千円 177千円
総務課

事
業

04 基地対策一般経費
国庫支出金

2,778千円目
課

一般財源

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

2,870千円

226千円

260千円

50千円

110千円
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○報酬 ○有料道路通行料（都市選挙管理委員会連合会選挙事務研究会等）

　・選挙管理委員長（20千円×12か月）

　・選挙管理委員会委員（12千円×12か月×3人） ○選挙管理委員会連合会負担金

　・全国市区選挙管理委員会連合会

○旅費 　・近畿都市選挙管理委員会連合会

　・費用弁償（委員会等費用弁償） 　・京都府下都市選挙管理委員会連合会

　・普通旅費（選挙制度説明会、連合会等）

○需用費

　・消耗品費（政治活動事務所看板用証票、参考図書等）

　・印刷製本費（選管用封筒）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 04 選挙費

1,328千円 1,257千円 71千円目 01 選挙管理委員会費

事
業

01 選挙管理委員会経費
国庫支出金 府支出金 市債

行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 1 1,327

参考R元決算額
部 総務部

課 総務課

一般財源

834千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　地方自治法及び公職選挙法に基づき、選挙管理委員会を開催する
など選挙制度の運用を行うために必要な経費

主
な
財
源

府委 在外選挙事務委託金 1

総合計画
計画項目

30

事
　
業
　
概
　
要

672千円 40千円

240千円

432千円 57千円

36千円

66千円

51千円

442千円 11千円

177千円 10千円

265千円

117千円
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○旅費

　・費用弁償

　　（明るい選挙啓発ポスター表彰式、明推協指導者研修会等）

　・普通旅費（府政見学会随行職員旅費）

○消耗品費（選挙啓発事務用品等）

　※市明るい選挙推進協議会が主体となり、「明るい選挙啓発

　　ポスター・標語の募集」及び「府政見学会」を実施する。

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 選挙管理委員会費

参考R元決算額
部 総務部

項 04 選挙費

155千円 155千円 0千円
総務課

事
業

02 選挙啓発事業
国庫支出金

73千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

155

目
的
・
趣
旨

　各種事業を実施することにより、「明るい選挙」に対する住民の
意識及び関心を高め、投票率の向上を目指す。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

150千円

141千円

9千円

5千円
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○報酬 ○需用費

　・投票管理者（12,800円×1人×85投票所） 　・消耗品費（選挙用品、事務用品、参考図書等）

　・投票立会人（10,900円×2人×85投票所） 　・食糧費（投票所弁当代等）

　・期日前投票管理者（11,300円×1人×6投票所×11日） 　・印刷製本費（氏名掲示、入場券、啓発チラシ等）

　・期日前投票立会人（9,600円×2人×6投票所×11日） 　・光熱水費（投票所暖房代）

　・開票管理者（10,800円×1人） ○役務費

　・開票立会人（8,900円×15人） 　・通信運搬費（郵便代等）

　・会計年度任用職員報酬等（投・開票事務従事者） 　・広告料（選挙啓発ラジオ広告料）

○職員手当 　・手数料（選挙公報配布手数料、選挙機器点検等）

　・時間外勤務手当 　・保険料（ポスター掲示場賠償責任保険料）

　・管理職員特別勤務手当 ○委託料（ポスター掲示場管理及び撤去作業、開票所設営）

○報償費（ポスター掲示場設置謝礼品） ○使用料及び賃借料（自動車借上料、会場借上料等）

○旅費 ○備品購入費（投票用紙計数機２台）

　・委員長等費用弁償（委員長、開票立会人、投票管理者ほか）

　・委員長等旅費

122千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 04 選挙費

37,982千円 0千円 37,982千円 0千円目 02 衆議院議員選挙費
課 総務課

事
業

01 衆議院議員選挙経費
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 37,982 0

990千円

34千円

15,500千円

目
的
・
趣
旨

　衆議院議員総選挙を執行するために必要な経費
　（任期満了日：令和3年10月21日）

主
な
財
源

府委 衆議院議員選挙費委託金

府委 衆議院議員総選挙開票速報事務市町村委託金 60

37,585

府委 最高裁判所裁判官国民審査委託金 248

府委 衆議院議員総選挙啓発推進委託金 89

22千円

542千円 4,878千円

225千円 909千円

事
　
業
　
概
　
要

7,379千円 4,111千円

1,088千円 1,322千円

1,853千円 1,956千円

134千円 1,585千円

2,279千円 50千円

16,042千円 1,635千円

746千円 821千円

1,268千円 12千円

11千円 3,292千円

156千円
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○報酬 ○需用費

　・期日前投票管理者（11,300円×1人×6投票所×7日） 　・消耗品費（選挙用品、事務用品、参考図書等）

　・期日前投票立会人（9,600円×2人×6投票所×7日） 　・燃料費（期日前投票所灯油代）

　・会計年度任用職員報酬等（投・開票事務従事者） 　・食糧費（期日前投票所弁当代等）

○職員手当 　・印刷製本費（氏名掲示、入場券印刷代）

　・時間外勤務手当 ○役務費

　・管理職員特別勤務手当 　・通信運搬費（郵便代等）

○報償費（ポスター掲示場設置謝礼品） 　・広告料（選挙啓発ラジオ・ACTVテロップ放送）

○旅費 　・手数料（選挙公報配布手数料、選挙機器点検等）

　・委員長等費用弁償（委員長、期日前投票管理者・立会人） 　・保険料（ポスター掲示場賠償責任保険料）

　・委員長等旅費 ○委託料（ポスター掲示場管理及び撤去作業）

○使用料及び賃借料（会場使用料）

○備品購入費（投票用紙計数機３台）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 04 選挙費

15,130千円 0千円 15,130千円 0千円目 03 京都府知事選挙費
課 総務課

事
業

01 京都府知事選挙経費
国庫支出金

目
的
・
趣
旨

　京都府知事選挙を執行するために必要な準備経費
　（任期満了日：令和4年4月15日）

主
な
財
源

府委 京都府知事選挙費委託金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 15,130

15,130

0

事
　
業
　
概
　
要

1,831千円 1,475千円

475千円 724千円

807千円 40千円

549千円 264千円

3,760千円 447千円

3,500千円 2,594千円

62千円 16千円

34千円 3,614千円

50千円

1,485千円

260千円 1,500千円

225千円 160千円

96千円 918千円
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○旅費（京都府市町村統計主管課長会議）

○消耗品費（事務用品等）

○役務費（郵便代）

○負担金

　・京都府都市統計協議会負担金

　・近畿統計協議会分担金

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 統計調査総務費

参考R元決算額
部 総務部

項 05 統計調査費

49千円 58千円 △ 9千円
総務課

事
業

50 統計調査総務一般経費
国庫支出金

58千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 39

府支出金 市債 繰入金 その他

39

一般財源

10

府委 統計調査員確保対策事業委託金

事
　
業
　
概
　
要

13千円

4千円

22千円

10千円

目
的
・
趣
旨

　統計法に基づく統計調査受託事務を実施するため、統計調査員の
確保及び資質向上を図る。

主
な
財
源
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○消耗品費（事務用品等）

※調査基準日：令和3年12月末日

※対象港湾：久美浜湾（乙種港湾）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 指定統計費

参考R元決算額
部 総務部

項 05 統計調査費

64千円 64千円 0千円
総務課

事
業

02 港湾調査
国庫支出金

8千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 64

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

0

府委 港湾調査委託金 64

事
　
業
　
概
　
要

64千円

目
的
・
趣
旨

　入港船舶・船舶乗降人員・海上出入貨物等の状況を把握し、港湾
施策を検討する上での基礎資料とする港湾調査を実施するための経
費

主
な
財
源
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○旅費（市町村担当者説明会）

○消耗品費（事務用品等）

○通信運搬費（郵便代、電話代）

※令和4年度に調査を実施するための準備経費

※調査基準日：令和4年6月1日

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 指定統計費

参考R元決算額
部 総務部

項 05 統計調査費

19千円 1,155千円 △ 1,136千円
総務課

事
業

03 工業統計調査
国庫支出金

1,002千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 19

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

0

府委 工業統計調査委託金 19

事
　
業
　
概
　
要

13千円

1千円

5千円

目
的
・
趣
旨

　製造業を営む事業所を対象に、製造品出荷額及び原材料使用額等
の工業の実態を調査し、地域振興及び産業施策等各種施策の基礎資
料とする工業統計調査を実施するための経費

主
な
財
源
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○消耗品費（事務用品等）

○通信運搬費（郵便代、電話代）

※調査基準日：令和3年5月1日

※調査対象：認定こども園（7）、小学校（17）、中学校（6）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 指定統計費

参考R元決算額
部 総務部

項 05 統計調査費

35千円 35千円 0千円
総務課

事
業

04 学校基本調査
国庫支出金

8千円目
課

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 35

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

0

府委 学校基本調査委託金 35

事
　
業
　
概
　
要

32千円

3千円

目
的
・
趣
旨

　認定こども園（3歳以上）、小・中学校の基本的な概要のほか、
卒業後の進路状況や不登校児童生徒の現況を明らかにし、学校教育
行政上の基礎資料とする学校基本調査を実施するための経費

主
な
財
源
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○報酬 ○消耗品費（事務用品等）

　・統計調査員報酬（56人） 　

　・統計指導員報酬（4人） ○通信運搬費（郵便代、電話代）

○会計年度任用職員任用経費（事務補助員：1人） ○著作物使用料（調査員用住宅地図）

○時間外勤務手当 ※調査基準日：令和3年6月1日

※調査対象：約4,100事業所

○旅費（市町村担当者説明会）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 05 統計調査費

5,227千円 197千円 5,030千円目 02 指定統計費

事
業

06 経済ｾﾝｻｽ
国庫支出金 府支出金 市債

行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 5,227 0

参考R元決算額
部 総務部

課 総務課

一般財源

5千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　全産業分野における事業所の活動状態を調査し、事業内容及び従
業員数等の基本的構造を明らかにする経済センサスを実施するため
の経費

主
な
財
源

府委 経済ｾﾝｻｽ調査区設定委託金 16

府委 経済ｾﾝｻｽ委託金 5,211

総合計画
計画項目

30

事
　
業
　
概
　
要

3,614千円 200千円

3,359千円

255千円 150千円

13千円

1,000千円 60千円

190千円
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○防災会議委員報酬（委員24人、うち民間委員13人）

　　4千円×13人×2回

○費用弁償（2回分）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 災害対策費

参考R元決算額
部 総務部

項 01 消防費

124千円 148千円 △ 24千円
総務課

事
業

01 防災会議運営事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

124

事
　
業
　
概
　
要

104千円

20千円

目
的
・
趣
旨

　災害対策基本法に基づく京丹後市防災会議の開催及び運営に係る
経費

主
な
財
源
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○無線従事者養成講習会受講経費（1人分） ○防災行政無線修繕費（緊急対応分）

（旅費、免許申請手数料、講習会受講料）

○戸別受信機用アンテナ等購入費

○業務委託経費

・保守点検業務（保守管理、障害復旧、定期点検等）

・戸別受信機設置撤去業務

○維持管理経費

・電気代

・回線使用料

・設備火災保険料

・電波利用料

・草刈委託料（西山通信施設周辺道路）

・防災行政無線西山親局電気代負担金（京都府施設使用）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 01 消防費

25,759千円 22,793千円 2,966千円 24,151千円目 04 災害対策費
課 総務課

事
業

02 防災行政無線維持管理事業
国庫支出金

目
的
・
趣
旨

　防災行政無線の保守点検、修繕等の維持管理経費

主
な
財
源

繰入金 地域振興基金繰入金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

10,000

諸収入 防災行政無線戸別受信機販売代金 273

10,000 273 15,486

事
　
業
　
概
　
要

56千円 550千円

609千円

17,572千円

2,663千円

108千円

4,309千円

3,696千円

32千円

132千円

261千円

20,235千円

80千円
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○工事請負費 　　148,973千円

　　弥栄町屋外拡声子局及び峰山庁舎直流電源装置の更新工事　　　　

　・弥栄町屋外拡声子局32局（平成19年整備）

　・峰山庁舎直流電源装置（平成19年整備）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 災害対策費

参考R元決算額
部 総務部

項 01 消防費

148,973千円 116,566千円 32,407千円
総務課

事
業

03 防災行政無線施設整備事業
国庫支出金

263,537千円目
課

総合計画
計画項目

10 地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

148,900 73

市債 防災行政無線整備事業債（緊急防災･減災事業債） 148,900

事
　
業
　
概
　
要

　屋外拡声子局は、災害時等の緊急情報を住民に対し迅速に情報を伝え
るための屋外スピーカーである。
　本市では火災や災害の緊急放送を屋内外問わず、全市や各町に一斉放
送として行っているため、屋外拡声子局が故障等により機能を停止した
場合、Ｊアラートを通じた国からの緊急情報、火災発生時の火点広報、
市からの重要なお知らせなどが放送できなくなる。

目
的
・
趣
旨

　災害等の緊急時に確実な情報伝達手段を維持・確保するため、防
災行政無線設備の一部を更新するもの。

主
な
財
源

140,661千円

8,312千円

　峰山庁舎２階無線室に設置している直流電源装置は、商用電源や非常
用発電機からの電流を交流から直流に変換し、防災行政無線の各設備に
対して電源を供給するものである。
　直流電源装置が故障した場合、無線室に設置している防災行政無線設
備への電源供給が停止し、各種機器が使用不可となる。
　また、本機器には蓄電池が内蔵されており、停電時のバックアップと
しても使用される。
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○府総合防災訓練参加経費（会場設営委託料、チラシ折込手数料） ○海岸漂着ドラム缶内容物（廃油）処理手数料

○府防災情報システム保守業務委託料

○災害時対応職員時間外勤務手当 ○災害本部会議用Web会議サービス利用料

○防災・減災費用保険料 ○災害対策用物資（避難所用個室ﾃﾝﾄ43基、LPｶﾞｽ発電機10台ほか）

○地域防災リーダー研修会等開催経費（講師謝金、費用弁償） ○防災関連団体等負担金

○防災関連会議・研修等参加経費（旅費、高速代、駐車場代）

○災害用備蓄資材等 ○自主防災組織補助金

【内訳】

○災害時避難者対応経費（食糧費、毛布クリーニング代） 60千円/人　※各町1人を想定

（電気代、電話代、土地借上料、保守管理委託料、屋根修繕費等） ○防災士養成講習会受講経費（1人分）

○箱石防災備蓄倉庫維持管理経費 （旅費、資格登録手数料、講習会受講料）

（電気代、火災保険料、消防設備点検委託料、倉庫ドア修繕工事等）

予
算
科
目

款 09 消防費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 消防費

28,523千円 30,352千円 △ 1,829千円目 04 災害対策費

事
業

50 災害対策一般経費
国庫支出金 府支出金 市債

地域ぐるみによる消防・救急・防災体制の充実 2,000 4,000 12,000 10,523

参考R元決算額
部 総務部

課 総務課

一般財源

10,287千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　災害時に備えて、防災用機器等の維持管理等を行うとともに、非
常食や避難所生活用資材等の災害備蓄品の整備を行う。
　また、自主防災組織の育成や、防災訓練の実施等、地域と連携し
た防災体制の強化を推進する。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 2,000

繰入金 災害対策基金繰入金 4,000

諸収入 災害対策費用保険金 12,000

総合計画
計画項目

10

事
　
業
　
概
　
要

841千円 60千円

548千円

12,000千円 33千円

1,799千円

371千円

1,507千円

87千円

4,204千円

87千円 57千円

5,000千円 1,680千円

83千円

　　アルファ米、保存水、粉ミルク、車載インバーター、土嚢袋

　　新型コロナ感染防止対策物品（手指消毒液、ハンドソープ等）ほか

166千円

　　日程（予定）：令和3年8月29日（日）午前、会場：峰山中学校

○冠水警報装置等維持管理経費

防災資機材購入等経費補助

防災士資格取得経費補助

1,320千円 上限80千円、補助率1/2以内

360千円
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〔借入資金別内訳〕

合　　計 4,505,800千円

銀行等縁故資金 1,596,753千円

共済資金 657,159千円

京都府貸付資金 47,741千円

事
　
業
　
概
　
要

政府資金（財政融資資金等） 1,576,233千円

地方公共団体金融機構資金 590,258千円

国の予算貸付・政府関係機関貸付資金 37,656千円

35,684

諸収入 地域総合整備資金貸付金元金収入 51,452

87,136 4,418,664

目
的
・
趣
旨

　令和2年度までに借り入れた市債の償還元金

主
な
財
源

使用料 市営住宅使用料現年度分

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

4,458,501千円目 01 元金
課 財政課

事
業

01 借入金償還元金
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 01 公債費

4,505,800千円 4,419,269千円 86,531千円

予
算
科
目

款 12 公債費 本年度予算額 前年度予算額
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〔借入資金別内訳〕

令和2年度借入分償還利子（見込み） 11,258千円

合　　計 160,548千円

銀行等縁故資金 74,468千円

共済資金 9,993千円

京都府貸付資金 643千円

事
　
業
　
概
　
要

政府資金（財政融資資金等） 36,539千円

地方公共団体金融機構資金 22,772千円

国の予算貸付・政府関係機関貸付資金 4,875千円

160,548

目
的
・
趣
旨

　令和2年度までに借り入れた市債の償還利子

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営）

235,029千円目 02 利子
課 財政課

事
業

01 借入金償還利子
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 総務部

項 01 公債費

160,548千円 204,543千円 △ 43,995千円

予
算
科
目

款 12 公債費 本年度予算額 前年度予算額
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

市民環境部　主要事業説明資料
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○北部法律相談センター運営補助

・北部法律相談センター運営補助金

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 総務管理費

534千円 538千円 △ 4千円 537千円目 01 一般管理費
課 市民課

事
業

04 市民相談事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

22 人権を尊重するまちづくり 534

目
的
・
趣
旨

　京都弁護士会が開設する北部法律相談センター運営経費を補助す
ることで、市民の法律相談窓口を確保し、問題解決の支援を行う。

主
な
財
源

京丹後市、宮津市、与謝野町、伊根町
（2市2町補助負担＝均等割25千円＋人口割）

1,000千円

事
　
業
　
概
　
要

534千円

　京都弁護士会が開設する北部法律相談センター（大宮相談所、
宮津相談所、与謝野相談所）の運営経費の一部に対して、京都府、
京丹後市、宮津市、与謝野町、伊根町が補助金を交付

京都府 1,000千円
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○会計年度任用職員設置経費（交通安全指導員） ○交通安全啓発用物品（反射シール500枚）

・報酬（年額120千円×12人） ○交通安全啓発用看板（2枚）

・費用弁償（交通安全教室、交通安全啓発活動） ○京丹後交通安全協会補助金

（年額14千円×12人）

○高齢者等運転免許証自主返納者支援（20千円/人×150人）

・対象者 : 運転免許証を自主返納した65歳以上の方及び障害のある方

: ①京都丹後鉄道定期券、②丹海バス乗車証、③丹海バス回数券、

　 ④市営バス回数券、⑤峰山タクシークーポン券、

⑥網野タクシークーポン券、⑦久美浜タクシークーポン券、

⑧ささえ合い交通クーポン券

※令和3年度から⑤～⑧を追加し、選択肢の拡充と利便性の向上を図る

○普通旅費

・交通安全担当課長会議（京都市）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 01 総務管理費

4,852千円 2,766千円 2,086千円 2,646千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

01 交通安全活動経費
国庫支出金 府支出金

目 15 公共交通対策費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

11 防犯・交通安全対策の推進 1,100 3,752

目
的
・
趣
旨

　警察署や交通安全指導員と連携・協力しながら交通安全啓発活動
等を実施し、安全で快適な交通環境の実現と交通事故の防止を図
る。
　また、運転に不安を感じる高齢者等に対し、運転免許証の自主返
納を促すための必要な支援を行うことにより、高齢者等による交通
事故の更なる抑制を図る。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（高齢者等運転免許証自主返納支援事業） 1,100

・支援品

事
　
業
　
概
　
要

1,608千円 14千円

1,440千円 18千円

200千円

168千円

12千円

3,000千円
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○防犯委員会活動費（委員21人）

・防犯委員会委員謝金（4千円×21人×1回）

・費用弁償

○防犯活動関連経費

・防犯啓発用物品（2,000個）

・防犯カメラ電気代（30台分）

・防犯カメラ修繕料

○防犯協会負担金

・京丹後防犯協会負担金

・京丹後防犯協会自動車税負担金

　（青色回転灯車　1台）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 01 総務管理費

990千円 901千円 89千円 665千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

01 防犯活動経費
国庫支出金 府支出金

目 16 防犯対策費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

11 防犯・交通安全対策の推進 990

目
的
・
趣
旨

　警察署や防犯推進団体と連携・協力しながら防犯活動を実施し、
犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進する。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

93千円

84千円

9千円

457千円

440千円

400千円

40千円

46千円

111千円

300千円
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○工事請負費（集落間）

○LED防犯灯設置費補助金（集落内）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 総務管理費

590千円 580千円 10千円 1,311千円目 16 防犯対策費
課 市民課

事
業

02 LED防犯灯設置事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

11 防犯・交通安全対策の推進 590

目
的
・
趣
旨

　防犯灯が必要な箇所にエネルギー効率と耐久性に優れたLED防犯
灯を設置し、夜間の犯罪防止及び通行の安全確保を図る。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

70千円

町域 地区名 設置道路路線名等 電柱共架

網野町 木津 　市道上野河尻線 1灯

520千円

区分 設置灯数 補助限度額 予算額

弥栄町 鳥取 　黒部鳥取線 1灯

電柱共架 20灯 20千円 400千円

合計 22灯 ― 520千円

鋼管柱設置 2灯 60千円 120千円
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○市管理防犯灯電気代

【参考】市管理防犯灯の灯数

○市管理防犯灯修繕料

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 総務管理費

4,783千円 4,789千円 △ 6千円 4,754千円目 16 防犯対策費
課 市民課

事
業

03 防犯灯管理事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

11 防犯・交通安全対策の推進 4,783

目
的
・
趣
旨

　市が管理する集落間のLED防犯灯を適切に維持管理し、夜間の犯
罪防止及び通行の安全確保を図る。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

4,283千円

町域 灯数 町域 灯数

峰山町

※令和3年3月末見込

500千円

網野町 402灯 久美浜町 605灯

合計 2,411灯

206灯 丹後町 484灯

大宮町 437灯 弥栄町 277灯
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○自動車廃物判定委員会経費（委員数5人）

・委員報酬

弁護士　14千円/日×1人×1回

その他委員　4千円/日×2人×1回

※委員のうち2人は支給対象外（関係行政機関職員、市職員）

・費用弁償

弁護士（京都市内）

その他委員（京丹後市内）

○廃物自動車移転・処分費用（1台分）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 01 総務管理費

75千円 75千円 0千円 0千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

04 放置自動車対策事業
国庫支出金 府支出金

目 16 防犯対策費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

11 防犯・交通安全対策の推進 75

目
的
・
趣
旨

　公共の場所における放置自動車の処分等を行い、快適に利用する
ための機能保全と良好な環境形成を図る。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

37千円

22千円

15千円

38千円

- 7 -



○普通旅費

・犯罪被害者等支援施策市町村担当課長会議（京都市）

・京都府犯罪被害者支援連絡協議会総会（京都市）

○委託料

・生命のメッセージ展会場設営委託料

○犯罪被害者等への見舞金

・遺族見舞金（1件）

・傷害見舞金（1件）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 01 総務管理費

528千円 521千円 7千円 116千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

02 犯罪被害者等支援事業
国庫支出金 府支出金

目 17 諸費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

22 人権を尊重するまちづくり 52 476

目
的
・
趣
旨

　犯罪抑止と命の尊さについて啓発等を行い、犯罪被害者に対する
理解を深めるとともに、犯罪に遭った市民やその家族などに対し、
被害の回復及び軽減を図る。

主
な
財
源

府補 人権問題啓発事業費補助金 52

100千円

事
　
業
　
概
　
要

23千円

105千円

400千円

300千円
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○職員旅費、有料道路通行料、駐車場使用料

○税務関係団体負担金

・資産評価システム研究センター会費

・峰山地区税務協議会負担金

・京丹後地区租税教育推進協議会負担金

・近畿都市税務協議会分担金

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 02 徴税費

295千円 280千円 15千円 256千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

50 税務総務一般経費
国庫支出金 府支出金

目 01 税務総務費
課 税務課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 295

事
　
業
　
概
　
要

108千円

187千円

90千円

70千円

22千円

  5千円

目
的
・
趣
旨

　税務関係諸団体との連携により、納税者へ税情報を提供するとと
もに、国税及び地方税の申告並びに納税に関する啓発・広報活動を
実施し、納税意識の向上を図る。

主
な
財
源
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○会計年度任用職員任用経費（計4人）

住民税賦課等業務

・令和3年4月、5月：2人

・令和4年2月、3月：2人

○役務費

・軽自動車検査情報提供システム利用手数料

・環境性能割徴収取扱手数料

○委託料

・給与支払報告書入力業務委託料

・納税通知書封入封緘業務委託料

○使用料及び賃借料（申告相談網野会場使用料）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 02 徴税費

4,625千円 6,137千円 △ 1,512千円 3,669千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

01 市民税等賦課事務
国庫支出金 府支出金

目 02 賦課徴収費
課 税務課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 4,625

目
的
・
趣
旨

　市民税等の適正かつ公平・公正な賦課業務を行う。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

1,507千円

743千円

236千円

507千円

2,275千円

1,977千円

298千円

100千円
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○家屋評価システム保守委託料 ○字限図分筆等修正委託料

公図マイラ修正、スキャニング及びラべリング作業

○標準宅地鑑定評価業務委託料

令和4年度向時点修正実施に係る標準宅地鑑定業務（鑑定地：６地点） ○京都府自治体情報化推進協議会システムサポート負担金

固定資産税GIS用航空写真入替作業

○固定資産評価更新業務委託料

令和6年度評価替に向けた令和3年度（第1年度）の作業委託

・計画準備及び資料整理 ・下落修正に関する業務

・土地利用区分図作成及びデータ作成 ・公開閲覧用資料作成　等

・土地利用データの分析及び用途地区区分

・状況類似地区の見直し

・標準宅地の見直し及び選定調書作成

・路線の現地調査

・追加路線価及び追加道路格差率の算定

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 02 徴税費

10,824千円 12,940千円 △ 2,116千円 24,371千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

02 固定資産税賦課事務
国庫支出金 府支出金

目 02 賦課徴収費
課 税務課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 10,824

目
的
・
趣
旨

　固定資産税の課税データの整備を図り、適正かつ公平・公正な賦
課業務を行う。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

528千円 825千円

132千円

466千円

8,873千円
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○会計年度任用職員任用経費（産休代替1人） 2,606千円

○職員旅費、有料道路通行料、駐車場使用料 205千円

○消耗品費（書籍、追録、事務用品等） 400千円

○印刷製本費（申告書、納税通知書、督促状等） 3,318千円

○郵送料（申告書、納税通知書、督促状等） 8,931千円

○資産調査手数料 6千円

○税務共同化共用ネットワーク接続機器保守業務委託料 16千円

○負担金 47,603千円

・峰山地区税務協議会負担金 108千円

・地方税共同機構負担金 1,310千円

・京都地方税機構負担金 46,038千円

・京都府自治体情報化推進協議会負担金 147千円

○市税還付金及び還付加算金 21,500千円

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 02 徴税費

84,585千円 90,137千円 △ 5,552千円 74,656千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

50 賦課徴収一般経費
国庫支出金 府支出金

目 02 賦課徴収費
課 税務課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 3,987 80,598

手数料 督促手数料 1,144

手数料

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市税の適正かつ公平・公正な賦課徴収業務を行う。また、京都地
方税機構と連携を図り、納税者の利便性向上や業務の効率化を推進
する。

主
な
財
源

税務証明手数料 2,843
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○需用費（戸籍用プリンター修理代）

○委託料

・戸籍総合システム保守料

（対象：端末機、サーバー、バックアップサーバー）

・戸籍副本データ管理システム保守料

（対象：戸籍副本データ管理システム専用装置）

・戸籍システムデータ作業委託料

（戸籍システム副本全件送信及び符号取得関連作業）

○使用料及び賃借料

　・戸籍総合システムソフトウェア使用料

（対象：端末機、サーバー、バックアップサーバー）

・戸籍総合システム借上料

（契約期間：令和2年2月～令和7年1月）

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 03 戸籍住民基本台帳費

11,413千円 10,750千円 663千円 18,647千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

02 戸籍電算ｼｽﾃﾑ運用事業
国庫支出金 府支出金

目 01 戸籍住民基本台帳費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 792 10,621 0

目
的
・
趣
旨

　戸籍総合システムの適正な管理運用を行い、戸籍関係業務に係る
迅速かつ的確な行政サービスを提供する。

主
な
財
源

手数料 戸籍関係手数料 10,621

国補 社会保障・税番号制度ｼｽﾃﾑ整備費補助金 792

2,231千円

792千円

6,983千円

4,752千円

事
　
業
　
概
　
要

100千円

4,330千円

3,406千円

132千円

- 13 -



○需用費

・専用FAXコピー代（市民課1台、郵便局3台）

○役務費

・専用FAX回線使用料及びセキュリティサービス料等

○委託料

・証明書発行事務委託料

○使用料及び賃借料

・専用FAX借上料

○負担金、補助及び交付金

・専用FAX電気代負担金

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 03 戸籍住民基本台帳費

613千円 1,072千円 △ 459千円 2,422千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

03 郵便局ｻｰﾋﾞｽ事業
国庫支出金 府支出金

目 01 戸籍住民基本台帳費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 307 306

目
的
・
趣
旨

　「地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法
律（平成13年法律第120号）」に基づき、市内3郵便局（丹後木
津、中浜、野中）窓口で各種証明書の交付を行い、市役所や市民局
から遠距離に居住する市民に対し利便性の高い行政サービスを提供
する。

主
な
財
源

手数料 印鑑登録証明等手数料 74

手数料 住民基本台帳等手数料 233

2千円

事
　
業
　
概
　
要

37千円

332千円

74千円

168千円
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○会計年度任用職員経費 ○委託料

・市民課（4人） 　・住民基本台帳ネットワークシステム機器保守料

（マイナンバー担当2人、郵送請求担当1人、産休代替1人） ・統合端末タッチパネル機器保守料

・市民局窓口対応業務（5人） ・システム導入委託料

（個人番号カード交付予約・管理システム導入経費）

○普通旅費等（京都府戸籍住民登録事務協議会、研修等） ○使用料及び賃借料

・クラウドサービス利用料（個人番号カード交付予約・管理システム利用料）

○需用費

・消耗品費（参考図書代、事務用品等） ○負担金、補助及び交付金

・印刷製本費（証明書用偽造防止用紙、住民異動届等） ・丹後戸籍住民登録事務協議会負担金

○役務費 （住基ﾈｯﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｻｰﾊﾞｰ共同運用分、戸籍附票中継システム運用分）

（はがき・切手代、個人番号カード交付通知書郵送料等） ・個人番号通知書･個人番号カード関連事務交付金

予
算
科
目

款 02 総務費 本年度予算額 前年度予算額

項 03 戸籍住民基本台帳費

52,452千円 62,678千円 △ 10,226千円 29,982千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

50 戸籍住民基本台帳一般経費
国庫支出金 府支出金

目 01 戸籍住民基本台帳費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

30 行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 31,040 58 14,116 7,238

目
的
・
趣
旨

　戸籍・住民記録業務、印鑑登録業務、個人番号カード業務、人口
動態調査及び住民基本台帳ネットワーク運用業務を行い、各種証明
書の交付等適正な行政サービスを提供する。

主
な
財
源

手数料 印鑑登録証明等手数料、住民基本台帳等手数料 11,816

手数料 個人番号ｶｰﾄﾞ等手数料 32

手数料 戸籍関係手数料 2,268

国補 個人番号ｶｰﾄﾞ交付事業費補助金、個人番号ｶｰﾄﾞ交付事務費補助金 31,038

府委 人口動態調査費委託金 58

国委 中長期在留者住居地届出等事務委託金 2

事
　
業
　
概
　
要

23,898千円 2,363千円

44千円

18千円

1,802千円

500千円 21,989千円

2,301千円

（大宮市民局、網野市民局、丹後市民局、弥栄市民局、久美浜市民局）

139千円 806千円

1,455千円

19,655千円

1,302千円 18千円

・京都府自治体情報化推進協議会システムサポート負担金 2,316千円
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○人権啓発映画会（大人向け、子ども向け　各1回） ○負担金、補助及び交付金

・需用費（印刷用紙、事務用品） ・京丹後市人権啓発推進協議会等負担金

・映画上映委託料 ・京丹後市人権擁護委員協議会負担金

○人権啓発講演会（1回） ・京丹後市保護司会負担金

・報償費（手話通訳謝金） ・社会を明るくする運動「市民のつどい」負担金

・需用費（印刷用紙、事務用品） ○その他

・講師派遣委託料 ・普通旅費

○人権啓発総合イベント「みんなのつどい」 ・需用費（研修資料代金等）

・報償費（手話通訳謝金、保育ルームスタッフ謝金）

・需用費（印刷用紙等）

・映画上映委託料、会場設営委託料

○人権の花運動（小学校2校、こども園1園）

・需用費（球根、培養土、植木鉢、記念品等）

・役務費（球根等配送料）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額

項 01 社会福祉費

2,718千円 3,015千円 △ 297千円 2,630千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

04 人権啓発推進事業
国庫支出金 府支出金

目 01 社会福祉総務費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

22 人権を尊重するまちづくり 727 1,991

目
的
・
趣
旨

　一人ひとりの人権が尊重され、差別のない社会の実現に向け、人
権映画会や講演会等の人権啓発イベントを実施するとともに、人権
啓発推進団体が実施する各種啓発活動等を促進し、人権問題に対す
る市民の理解や意識の向上を図る。

主
な
財
源

府補 人権問題啓発事業費補助金 344

府委 地域人権啓発活動活性化事業委託金 383

352千円 480千円

273千円 330千円

事
　
業
　
概
　
要

389千円 1,530千円

37千円 660千円

220千円 95千円

350千円 17千円

21千円 60千円

32千円 112千円

64千円

61千円

3千円

41千円

37千円

272千円
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○男女共同参画セミナー（講演会、研修会　各2回） ○DV被害者等緊急一時避難支援

・出演者謝金（みんなのつどい） ・使用料（宿泊施設使用料）

・需用費（啓発冊子、印刷用紙、お茶代） ・扶助費（日常生活用品費）

・セミナー委託料

○その他

○女性相談（年間16回開催、1回当たり3人受付） ・普通旅費

・需用費（相談記録用紙等） ・需用費（表彰用額縁、事務用品、会議用お茶代）

・フェミニストカウンセラー派遣委託料

○男女共同参画審議会（委員15人、１回開催）

・報酬（1人当たり4千円/回）

※学識経験者1人当たり14千円/回

・委員費用弁償（18千円/回）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額

項 01 社会福祉費

1,408千円 1,593千円 △ 185千円 1,230千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

07 男女共同参画推進事業
国庫支出金 府支出金

目 01 社会福祉総務費
課 市民課

一般財源

総合計画
計画項目

23 男女共同参画社会の構築 414 994

目
的
・
趣
旨

　男女共同参画社会の実現を目指し、意識啓発や女性のまちづくり
への参画促進を図る。
　また、女性が抱える様々な悩みや問題解決のため、女性専門相談
窓口の設置や、ドメスティック・バイオレンス（DV）被害者等の緊
急一時避難を支援する。

主
な
財
源

府補 人権問題啓発事業費補助金 184

府委 地域人権啓発活動活性化事業委託金 230

209千円 40千円

362千円

事
　
業
　
概
　
要

601千円 95千円

30千円 55千円

565千円

50千円

574千円 37千円

88千円

70千円

18千円

9千円 13千円
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○保険基盤安定化制度に係る繰出金

　　保険料軽減分

　　（負担割合：府3/4、市1/4）

　　保険者支援分

　　（負担割合：国1/2、府1/4、市1/4）

○出産育児一時金繰出金

　　一時金：420千円 × 36件 × 2/3

○財政安定化支援事業繰出金

○国民健康保険事務費繰出金

○国民健康保険事業特別会計支援分

　（地方単独事業国庫負担金減額分）

66,108千円

32,358千円

38,475千円

事
　
業
　
概
　
要

285,583千円

184,082千円

101,501千円

10,080千円

国民健康保険基盤安定負担金（支援分） 25,375

目
的
・
趣
旨

　国民健康保険事業の運営に必要な経費のうち、国民健康保険法及
び国通知等に基づく、一般会計から国民健康保険事業特別会計への
繰出金。

主
な
財
源

国負 国民健康保険基盤安定負担金（支援分） 50,750

府負 国民健康保険基盤安定負担金（軽減分） 138,061

府負

218,418
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実 50,750 163,436

事
業

13 国民健康保険事業特別会計繰出金
国庫支出金 府支出金

目 01 社会福祉総務費
課 保険事業課

項 01 社会福祉費

432,604千円 448,566千円 △ 15,962千円 485,462千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○国民年金事務費

　・国民年金事務説明会等旅費

　・事務用消耗品

　・通信運搬費（進達文書送付料）

　・使用料（有料道路通行料、駐車場使用料）

○外国人高齢者特別給付金（市独自）

　　給付金：月額20千円

　　対象者：1人

　　支給月：8月、12月、4月に4か月分を支給

24千円

240千円

事
　
業
　
概
　
要

273千円

44千円

130千円

75千円

目
的
・
趣
旨

　国（厚生労働省）からの法定受託事務として、国民年金の資格関
係・保険料免除・年金裁定請求等の受付・進達事務や年金制度の周
知を行う。
　あわせて、在日外国人高齢者のうち老齢基礎年金の受給資格を得
ることができなかった方へ特別給付金を支給する。

主
な
財
源

国委 国民年金取扱事務委託金 273

240
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実 273

事
業

15 国民年金事務
国庫支出金 府支出金

目 01 社会福祉総務費
課 保険事業課

項 01 社会福祉費

513千円 559千円 △ 46千円 461千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○後期高齢者医療事業広域連合負担金 ・京都府後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金

「高齢者の医療の確保に関する法律」第98条に基づく

・京都府後期高齢者医療広域連合分賦金 京丹後市被保険者の療養給付費に対する市町村負担金

広域連合の組織運営にかかる事務経費負担金

市町村負担金　　負担対象額×1/12

負担割合 均等割（5.0％） ※負担対象額…療養の給付等に要する費用から特定費用

後期高齢者医療人口割（47.5％） 　　　　　　　（現役並み所得者に対する療養の給付等

市町村人口割（47.5％） 　　　　　　　に要する費用）を除いたもの。

事
　
業
　
概
　
要

783,313千円 765,230千円

18,083千円

783,313

目
的
・
趣
旨

　後期高齢者医療制度を運営するために、府内の全市町村が加入す
る「京都府後期高齢者医療広域連合」の負担金（分賦金）及び京丹
後市の被保険者にかかる療養給付費の負担分を広域連合に納付す
る。

主
な
財
源

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

786,325千円目 04 高齢者福祉費
課 保険事業課

事
業

13 後期高齢者医療事業
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 社会福祉費

783,313千円 794,835千円 △ 11,522千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○事務費繰出金

・一般管理費

被保険者証の送付、医療給付の通知等にかかる事務経費

・徴収費

保険料の徴収等にかかる事務経費

○保険基盤安定繰出金

　　後期高齢者医療保険料の軽減にかかる費用に対して、

　府3/4、市1/4の割合で負担し、後期高齢者医療事業特別会計へ

　繰出すもの

　　「高齢者の医療の確保に関する法律」第99条による市町村繰出金

事
　
業
　
概
　
要

8,004千円

6,072千円

1,932千円

252,292千円

目
的
・
趣
旨

　後期高齢者医療制度を運営する後期高齢者医療事業特別会計への
繰出金。
　被保険者証の送付や保険料徴収等の市が行う事務に必要な経費、
後期高齢者医療保険料を軽減するための保険基盤安定制度の経費

主
な
財
源

府負 後期高齢者医療保険基盤安定負担金 189,218

71,078
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実 189,218

事
業

14 後期高齢者医療事業特別会計繰出金
国庫支出金 府支出金

目 04 高齢者福祉費
課 保険事業課

項 01 社会福祉費

260,296千円 257,971千円 2,325千円 230,390千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○子育て支援医療給付費 受給者数： 3歳未満：887人、3歳から小学生：3,574人、中学生：1,119人

中学校卒業後から18歳年度末：1,339人

非課税世帯扶養の高校卒業後から22歳年度末：10人

＜府制度＞ （令和2年12月末現在）

・0歳から中学校卒業までの入院と0歳から3歳未満の入院外

＜市制度＞ 給付方式： 中学校卒業まで：府内医療機関は、受給者証交付による現物給付方式

・3歳から中学校卒業までの入院外 中学校卒業まで：府外医療機関は、申請による現金償還方式

※1,500円/月を超える自己負担がある場合、超えた額の1/2が府補助対象 中学校卒業後から22歳年度末まで：申請による現金償還方式

・中学校卒業後から18歳年度末までの入院と入院外

・市民税非課税世帯に扶養されている大学生等で ○審査支払手数料、子育て支援医療処理手数料

　　高校卒業後から22歳年度末までの入院と入院外

○医療費給付事務費

・需用費、通信運搬費

・会計年度任用職員任用経費（事務補助員　1人）

3,329千円

654千円

2,675千円

18,386千円

4,192千円

195千円

事
　
業
　
概
　
要

170,724千円

　乳幼児から18歳年度末までの子どもと市民税非課税世帯に扶養さ
れる22歳までの大学生等に係る医療費の自己負担額の一部を助成す
る。自己負担額は、1医療機関ごとに月200円

63,368千円

88,775千円

日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ等災害共済給付金 557

目
的
・
趣
旨

　子どもの医療費の自己負担金について、その一部を助成すること
により、子どもの健康の保持・増進、及び保護者の経済的負担を軽
減し、もって安心して子どもを産み育てられる環境の整備に寄与す
る。

主
な
財
源

府補 京都子育て支援医療費補助金 62,635

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 30,000

諸収入

30,000 557 85,053
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 62,635

事
業

01 子育て支援医療事業
国庫支出金 府支出金

目 05 福祉医療費
課 保険事業課

項 01 社会福祉費

178,245千円 184,058千円 △ 5,813千円 177,367千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○重度心身障害老人健康管理事業補助金 ［参考］

　受給者数：府制度653人、市制度292人、計945人（令和2年12月末現在）

　　高齢者の医療の確保に関する法律第50条に規定する方（75歳以上の方 　給付額　：高齢者の医療の確保に関する法律に基づく医療費の一部負担金

　及び65歳から74歳までの方で本人の申出により後期高齢者医療制度を 　　　　　　（食事療養費は除く）

　選択した方）で、障害の程度が次のいずれかに該当する方 　給付方式：府内医療機関は、対象者証（シール）交付による現物給付方式

①身体障害者手帳１～2級所持者 　　　　　　府外医療機関は、申請による現金償還方式

②IQ35以下の知的障害者

③身体障害者手帳3級かつIQ50以下の知的障害の重複障害者 ○審査支払手数料

<市制度> ○医療費給付事務費

　　高齢者の医療の確保に関する法律第50条に規定する方（府制度と

　同じ）で、身体障害者手帳3級を所持されている方

279千円

事
　
業
　
概
　
要

90,240千円

<府制度>

563千円

目
的
・
趣
旨

　後期高齢者医療制度の加入者で所得の少ない重度心身障害高齢者
を対象に、医療費の自己負担金を助成することにより、早期受診、
早期治療につなげ、重症化・長期化を防ぎ、重度心身障害高齢者の
健康保持と福祉の向上を図る。

主
な
財
源

府補 重度心身障害老人健康管理事業費補助金 31,762

諸収入 福祉医療返還金 1,100

1,100 58,220
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実 31,762

事
業

02 重度心身障害老人健康管理事業
国庫支出金 府支出金

目 05 福祉医療費
課 保険事業課

項 01 社会福祉費

91,082千円 91,367千円 △ 285千円 87,235千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○重度心身障害者医療給付費 ［参考］

　受給者数：府制度 658人、市制度 162人、計820人

　障害の程度が次のいずれかに該当する方 　　　　　　（令和2年12月末現在）

　（後期高齢者医療制度に該当しない方） 　給付額　：医療保険各法に基づく医療費の一部負担金

①身体障害者手帳１～2級所持者 　　　　　　（食事療養費は除く）

②IQ35以下の知的障害者 　給付方式：府内医療機関は、受給者証交付による現物給付方式

③身体障害者手帳3級かつIQ50以下の知的障害の重複障害者 　　　　　　府外医療機関は、申請による現金償還方式

<市制度> ○審査支払手数料

　身体障害者手帳3級を所持されている方

　（後期高齢者医療制度に該当しない方） ○医療費給付事務費 252千円

事
　
業
　
概
　
要

129,813千円

<府制度>

954千円

50,592

80,427

目
的
・
趣
旨

　後期高齢者医療制度加入者以外の重度心身障害児（者）を対象
に、医療費の自己負担金を助成することにより、重度心身障害児
（者）の健康保持と福祉の向上を図る。

主
な
財
源

府補 障害者医療助成事業費補助金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実 50,592

125,989千円目 05 福祉医療費
課 保険事業課

事
業

03 重度心身障害者医療事業
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 社会福祉費

131,019千円 133,376千円 △ 2,357千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○ひとり親家庭医療給付費 ○審査支払手数料

受給対象：ひとり親家庭の18歳年度末までの子どもとその保護者（府制度）

　　　　　ひとり親家庭の大学等に在学中の子どもとその保護者（市独自制度） ○医療費給付事務費

受給者数〔参考〕

※令和2年12月末現在

給付額　：医療費の一部自己負担金（食事療養費は除く）

給付方式：・府内医療機関は、受給者証交付による現物給付方式

　　　　　・府外医療機関は、申請による現金償還方式

　　　　　・大学生等への助成は、府内／府外問わず申請による

　　　　　　現金償還方式

市制度：親 58人 市制度：子 104人

府制度：子 661人

事
　
業
　
概
　
要

41,824千円 629千円

216千円

府制度：親 461人

目
的
・
趣
旨

　ひとり親（母子及び父子）家庭における医療費の自己負担金を助
成することにより、疾病の早期発見と慢性化・長期化を防ぎ、もっ
て福祉の増進と安心して子どもを産み育てられる環境の整備に寄与
する。

主
な
財
源

府補 ひとり親家庭医療助成事業費補助金 18,628

諸収入 日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ等災害共済給付金 106

106 23,935
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 18,628

事
業

04 ひとり親家庭医療事業
国庫支出金 府支出金

目 05 福祉医療費
課 保険事業課

項 01 社会福祉費

42,669千円 39,839千円 2,830千円 37,326千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○老人医療給付費 　［受給者の要件］

該当年齢：65歳～70歳の誕生月末日　 　　本人及び世帯の生計維持者に所得税が課せられていないこと

受給者数：1,227人（該当年齢者数：3,866人、受給者割合：約32％）

※令和2年12月末現在

給付方式：府内医療機関は、受給者証交付による現物給付方式

　　　　　府外医療機関は、申請による現金償還方式

○審査支払手数料

○医療費給付事務費

事
　
業
　
概
　
要

44,613千円

1,189千円

423千円

目
的
・
趣
旨

　65歳から70歳未満で所得条件等一定の要件に該当する高齢者を
対象に、医療費の自己負担金を助成することにより、高齢者の健康
保持と福祉の向上を図る。

主
な
財
源

府補 老人医療助成事業費補助金 29,741

府補 老人医療助成事業施行事務費補助金 730

15,754
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実 30,471

事
業

05 老人医療給付事業
国庫支出金 府支出金

目 05 福祉医療費
課 保険事業課

項 01 社会福祉費

46,225千円 61,489千円 △ 15,264千円 55,789千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額
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○未熟児養育医療給付費【国庫：1/2、府：1/4】

対象者　：出生時体重が2,000g以下の乳児で、生活力が特に薄弱で一定の

　　　　　症状に該当する場合

給付額　：指定医療機関での入院治療の一部負担金

（食事療養費を含む）

給付方式：養育医療券（指定医療機関あり）交付による現物給付方式

○審査支払手数料

○医療費給付事務費

事
　
業
　
概
　
要

4,455千円

2千円

11千円

96

国負 未熟児養育医療費負担金 2,179

府負 未熟児養育医療費負担金 1,089

96 1,104

目
的
・
趣
旨

　未熟児が、指定医療機関で入院治療を受けた場合に、その医療費
の負担金（食事療養費を含む）の一部を助成し、治療に係る保護者
負担を軽減するとともに、正常児が出生時に有する諸機能を得るた
めに必要な医療の給付を行う。

主
な
財
源

負担金 未熟児養育医療費負担金

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 2,179 1,089

4,295千円目 03 母子保健費
課 保険事業課

事
業

05 未熟児養育医療事業
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

4,468千円 4,224千円 244千円

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額
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　京都府後期高齢者医療広域連合の委託を受けて令和2年度より取り組む

「高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施」事業。

○地域担当人件費

・会計年度任用職員（保健師2人及び管理栄養士1人）任用経費

○地域担当の活動に要する経費

・普通旅費 ※フレイルとは

・需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費）

・通信運搬費

○国保データベースシステム関連経費

・データ管理手数料

・国保データベース運用サポート負担金

467千円

24千円

23千円

383千円 　加齢にともない、気力や体力など心身の活力が低下した状態を「フレイル」
という。健康と要介護状態の間のような状態で、放置すると健康や生活機能を
損なう恐れがある。
　フレイルは、早期に発見し日ごろの生活習慣を見直すことで、その進行を抑
制したり、健康な状態に戻したりすることができる。

92千円

491千円

事
　
業
　
概
　
要

※国保データベースシステムとは

　国保連合会が保有する健診・医療・介護の各種データを利活用して、統計情
報や個々の健康に関するデータを作成し、保険者に提供する、公益社団法人国
民健康保険中央会のシステム。
　市では、提供されたデータを分析することにより、地域住民の健康課題を明
確にし、それに沿った効率的・効果的な保健事業の実施や、次の課題解決に向
けた計画の見直し等が可能となる。

1,113千円

498千円

目
的
・
趣
旨

　国保データベースシステム等のデータ分析を活用するとともに、
保健師や管理栄養士など医療専門職が事業のコーディネートを行う
ことにより、75歳以上の方の健康課題を明確化させ効果的なフレイ
ル予防を行うことで健康寿命を延伸し、介護予防につなげる。

主
な
財
源

諸収入 後期高齢者医療保険事業委託金 1,612

1,612 490
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

事
業

02 高齢者ﾌﾚｲﾙ予防事業
国庫支出金 府支出金

目 04 健康推進費
課 保険事業課

項 01 保健衛生費

2,102千円 2,835千円 △ 733千円 0千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額
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○旅費（担当課長会議・京都市）

○消耗品費（注射済票）

○印刷製本費（注射案内用封筒、注射済票交付申請書）

○通信運搬費（注射案内郵送料）

○委託料

・狂犬病予防注射済票引渡業務委託料（京都府獣医師会ほか）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

727千円 808千円 △ 81千円
生活環境課

事
業

01 狂犬病予防･動物管理事業
国庫支出金

530千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承 114

府支出金 市債 繰入金 その他

613 0

手数料 犬の登録注射業務手数料 613

府補 動物管理指導費補助金 114

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　狂犬病予防法第5条第1項の規定により、京都府獣医師会の協力を
得て巡回による狂犬病予防注射を実施し、受診率の向上を図る。
　また、ペットの飼い主に対して、動物の適正な飼い方やマナーの
徹底に向けた啓発を行う。

主
な
財
源

12千円

23千円

79千円

228千円

385千円
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○浸水時などの衛生面の防疫対策

・消耗品費（消毒用薬剤ほか）

・修繕料（動力噴霧器の保守管理）

○害虫駆除対策

・消耗品費（ハチ駆除用スプレー）

・役務費（ハチの防護服クリーニング手数料）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

項 01 保健衛生費

87千円 87千円 0千円

参考R元決算額
部 市民環境部

生活環境課
事
業

02 防疫対策事業
国庫支出金

260千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市地域防災計画の災害応急対策計画に基づく防疫対策を行う。
　また、害虫（主にハチ）駆除のため各市民局に防護服を備え、市
民への貸出しを行う。

主
な
財
源

71千円

44千円

27千円

16千円

4千円

12千円

87
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【堀川浄化施設】

200人槽：長時間ばっ気式（処理能力：40m3/日）

○維持管理

・光熱水費（電気、水道代）

・修繕費（ポンプ等の部品取替ほか）

・堀川浄化施設維持管理業務委託料

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

1,186千円 1,490千円 △ 304千円
生活環境課

事
業

04 堀川浄化施設維持管理事業
国庫支出金

1,549千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承

府支出金 市債 繰入金 その他

1,186

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　久美浜湾の環境（水質）保全を図るため、久美浜町一区の生活雑
排水が流れ込む堀川を浄化するための堀川浄化施設の維持管理を行
う。

主
な
財
源

1,186千円

320千円

55千円

811千円
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○自然環境保全意識啓発

・講師謝金等（ブナ林保全/環境学習・観察会）

○不法投棄対策

・消耗品費（看板、フレコンバック、ブルーシート）

・処理手数料（家電、放置車両、タイヤ、バッテリー）

○負担金

・丹後の豊かな環境づくり推進会議負担金

　※京丹後市、宮津市、伊根町、与謝野町の住民、事業者、行政等で構成

171千円

386千円

243千円

143千円

　　令和3年度より対象を拡大し、大宮町内の2小学校の5年生から、
　市内全小学校の5年生を対象とする。

150千円

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費 498千円 209千円
生活環境課

事
業

06 自然環境保全事業
国庫支出金

397千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

707千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　不法投棄への対処等により市域の環境美化を図るとともに、行
政、市民及び事業者が一体となった美しいふるさとづくり活動を推
進するため、自然環境の保護・保全意識の向上、並びに取組への支
援を行う。

主
な
財
源

707
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○美しいふるさとづくり審議会経費（委員10人×2回）

・委員報酬（半日 4千円）

・費用弁償（京都市、大阪市内含む）

・普通旅費（委員打合せ）

○美しいふるさとづくり推進経費

・環境共生推進地域指定看板の書き換え

○美しいふるさとづくり推進事業費補助金

・啓発･共生事業（美化･体験･啓発を含む保全活動事業の一部）

・監視･指導事業（保護区域における監視指導業務の一部）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

項 01 保健衛生費

840千円 887千円 △ 47千円

参考R元決算額
部 市民環境部

200

生活環境課
事
業

07 美しいふるさとづくり推進事業
国庫支出金

1,447千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承 200 640

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　未来に継承すべき市域の美しい自然環境を守り、社会的活用の促
進を通した持続可能な環境共生のまちづくりを推進するため、京丹
後市美しいふるさとづくり条例に基づく事務事業を実施する。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（美しいふるさとづくり推進事業）

237千円

80千円

120千円

500千円

100千円

37千円

3千円

600千円
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○海岸漂着物処理手数料 ○海岸漂着物発生抑制対策（ソフト事業）経費

回収した漂着物を市外の処理施設で処理するための手数料 　環境保全ワークショップ（はだしのコンサートと連携）

○環境保全負担金 　　・講師謝金（市外：2人）

市外の処理施設で処理する場合に必要となる受入先自治体への負担金 　　・講師費用弁償（市外：2人）

○海岸漂着物回収処理委託料（地元区・地元団体） 　　・消耗品費、通信運搬費

市管理海岸分（6海岸）、府管理海岸分（11海岸） 　　・イベント資材借上料

【実施予定海岸】 水をつなぐクリーン大作戦

　　・啓発のぼり旗用ポール購入

海岸清掃及び環境学習

　　・清掃資材（軍手）

　　・バス運転委託料

啓発用物品

　　・エコバッグ等

参考R元決算額
部 市民環境部

生活環境課
27,386千円

課

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承 28,710

府支出金 市債

事
業

08 海岸漂着物対策推進事業
国庫支出金

目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

項 01 保健衛生費

30,671千円 31,307千円 △ 636千円

28,710

一般財源

1,961

繰入金 その他

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため、京都府の補
助事業を活用し、地区等に委託して海岸漂着物の回収及び処理を行
うとともに、発生抑制対策（ソフト事業）を実施することで、海洋
汚染及び海岸漂着物対策を推進する。

主
な
財
源

府補 海岸漂着物地域対策推進事業補助金

府管理海岸（管理課） 上向下向海岸、尾和海岸、岩田海岸、此代海岸【丹後】

959千円

市管理海岸
（観光振興課）

蒲井海岸【久美浜】、琴引浜（掛津、遊）【網野】

砂方漁港海岸、竹野海岸、袖志海岸、中浜海岸【丹後】

府管理海岸
（観光振興課）

箱石湊宮葛野海岸【久美浜】、後ヶ浜海岸、

上野平海岸（上野・平）、久僧海岸【丹後】

浅茂川海岸、浜詰海岸、小浜海岸【網野】

17,906千円

253千円

11,553千円

20千円

424千円

363千円

区分（担当課） 海岸名称【町名】

20千円

26千円

43千円

130千円

41千円

22千円

444千円

- 34 -



○脱炭素型社会構築・気候変動適応に向けた対策経費 ○市役所の環境改善活動（環境マネジメント）推進経費

KES確認審査業務（対象：6庁舎、福祉事務所及び消防本部）

・環境マネジメントシステム業務委託料

・講師･コーディネーター謝金等 　※KES認証取得後（3年目）の確認審査

・職員旅費（事業打合せ）

・消耗品費

・使用料（有料道路通行料、駐車場使用料）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

1,308千円 1,093千円 215千円
生活環境課

事
業

09 地球温暖化防止対策推進事業
国庫支出金

1,499千円目
課

総合計画
計画項目

06 脱炭素型社会の構築と気候変動への適応

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

1,308

84千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　環境・社会・経済が好循環する持続可能な脱炭素型社会を構築す
るため、行政、市民及び事業者が一体となって2050年二酸化炭素
排出実質ゼロ（ゼロ・カーボンシティ）の実現を目指すとともに、
気候変動への適応に向けた意識醸成、基盤形成、並びに行動変容を
促す取組を推進する。

主
な
財
源

48千円

150千円

39千円

1,224千円

84千円

987千円

　市民や事業者等を対象に、意識醸成、基盤形成及び行動変容を促すため
の環境学習、セミナー、環境フェア等を協働実施する。
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○LED街路灯賃借料

・リース料 ： 429,450円/月×12月

・リース期間 ： 平成26年3月～令和6年2月（10年間）

・リース対象 ： 1,844基（防犯灯1,697基＋道路灯147基）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

5,154千円 5,154千円 0千円
市民課

事
業

10 省ｴﾈ･ｸﾞﾘｰﾝ化推進事業
国庫支出金

5,153千円目 07 環境衛生費
課

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

5,154

事
　
業
　
概
　
要

　平成25年度に環境省の「地球温暖化対策推進事業費補助金」を活用し、LED
化した市管理分の街路灯（防犯灯、道路灯）のリース料

※LED化による電気料金及び維持管理経費の削減分をその導入財源とするリー
ス方式で、リース期間内における維持管理を含めた包括的サービスの提供を受
けるもの。
※リース期間終了後は無償譲渡を受ける。

5,154千円

目
的
・
趣
旨

　環境配慮型の低炭素社会を推進するため、市が管理する街路灯
（防犯灯、道路灯）をLED化し、維持管理経費の削減及び省エネに
よる地球温暖化防止を図る。

主
な
財
源
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○EVCステーション（電気自動車用充電スタンド）管理経費 ○低炭素･資源循環促進支援補助金

・需用費（消耗品費、光熱水費、修繕料） ①自給型発電システム 10千円/kW（上限100千円）

・役務費（通信運搬費、保険料） （太陽光発電等再生可能エネルギー、余剰売電等）

・保守管理委託料 ②蓄電池システム（再生可能エネルギーとの併用） 30千円/kWh

③木質燃料利用システム（薪・ペレットストーブ等） 50千円/定額

④再資源化システム（電気式生ごみ処理機） 10千円/定額

○避難所の太陽光発電・蓄電設備、ソーラーLED街路灯管理経費 ⑤住宅用太陽光発電と蓄電池システムとの新規同時導入

・保険料

○事業推進経費

○旧エコエネルギーセンター管理経費 ・旅費

・光熱水費 ・消耗品費

・保険料 ・使用料（有料道路通行料、駐車場使用料）

・委託料（自家用電気工作物保安管理、除草作業）

・工事請負費（高圧気中開閉器取替工事）

その他

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

府支出金 市債 繰入金

690

予
算
科
目

07 環境衛生費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

13,782千円 8,244千円 5,538千円
生活環境課

事
業

11 利活用推進ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ事業
国庫支出金

3,622千円目
課

一般財源

40千円

【設置場所】大宮庁舎、網野駅、夕日ヶ浦木津温泉駅、道の駅てんきてんき
　　　　　　丹後、宇川温泉よし野の里、道の駅くみはまSANKAIKAN、
　　　　　　久美浜駅

649千円

507千円

28千円

876千円

府補 自立型再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入事業費補助金 1,760

諸収入 EVCｽﾃｰｼｮﾝ貸付使用権利金

90千円

18千円

※太陽光発電 10千円/kW（上限40千円）＋蓄電池 30千円/kW（上限
180千円）の京都府自立型補助金を自給型発電システム補助金に上乗せ

2,060千円

8,552千円

4,887千円

3,349千円

316千円

目
的
・
趣
旨

　地域資源である豊かな自然環境を活用した再生可能エネルギーの
利活用を促進するための環境整備や支援を行い、地域資源が循環す
る持続可能な脱炭素型社会の構築を目指す。

主
な
財
源

3,010千円

148千円

【設置場所】峰山中学校、大宮第一小学校、網野南小学校、宇川小学校、
　　　　　　弥栄小学校、久美浜中学校

12千円

12千円

11,332

690

総合計画
計画項目

06 脱炭素型社会の構築と気候変動への適応 1,760

事
　
業
　
概
　
要
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○旅費（担当者会議）

○委託料

・悪臭等未然防止協定による草刈委託（樋越川）

・河川水質検査委託料（峰山4か所、網野2か所）

・自動車騒音常時測定業務委託

（国道482号、区間：峰山町　矢田～長岡、1か所）

819千円

12千円

1,007千円

81千円

107千円

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

生活環境課
事
業

12 公害対策事業
国庫支出金

633千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

07 環境衛生費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

1,019千円 683千円 336千円

1,019

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法に基づき、騒音、振動、悪
臭及び野焼きに関する啓発を行うとともに、河川の水質検査等を行
う。

主
な
財
源
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○事務一般経費

・職員旅費、消耗品費、有料道路通行料、駐車場使用料

○公用車管理経費（1台）

・燃料費、修繕料、保険料

○エネルギー管理講習受講経費

・受講負担金等

131千円

161千円

19千円

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

07 環境衛生費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

311千円 332千円 △ 21千円
生活環境課

事
業

50 環境衛生一般経費
国庫支出金

279千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

05 次世代への美しい自然環境の継承

府支出金 市債 繰入金 その他

311

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　環境衛生事業の円滑な推進に必要な一般経費

主
な
財
源

※エネルギーの使用に関して改善、合理化、省エネを推進する資格者
　講習経費（3年ごとの受講が法定義務付け）
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○施設維持管理及び火葬執行経費 ○霊柩車運行管理経費

・会計年度任用職員任用経費 ・霊柩車運行業務委託料

・霊柩車維持管理経費（4台）※車検1台

　（燃料費、修繕料、登録手数料、自動車損害保険料、自動車重量税等）

・印刷製本費（各種申請書印刷代）

・燃料費（火葬用灯油、ガソリン代、混合油）

・光熱水費（電気代、水道代）

・修繕料（施設、歩行型除雪機）

・火災保険料

・残骨灰処理委託料

・公用車維持管理経費（軽自動車1台、除雪車1台）

　（燃料費、自動車損害保険料等）

・その他管理経費（機械設備点検、自動ドア保守等）

・火葬炉設備耐火材修繕工事

　（火葬炉内台車耐火材修繕工事、付帯設備修繕工事）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 01 保健衛生費

40,509千円 42,546千円 △ 2,037千円

行財政改革大綱（効率的・効果的な行財政運営） 11,961 28,548

事
業

01 火葬場管理運営事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他

35,042千円目 08 火葬場費
課 生活環境課

一般財源

目
的
・
趣
旨

　火葬場の維持管理及び火葬執行並びに霊柩車の運行管理業務を行
う。

主
な
財
源

使用料 火葬場使用料 11,961

総合計画
計画項目

30

事
　
業
　
概
　
要

35,158千円 5,351千円

17,866千円 4,256千円

　（火葬業務員　4人、事務補助員　1人） 1,095千円

・消耗品費（棺架台用ゴトク、火葬用熱電対、香等） 700千円

104千円

4,697千円

72千円

2,737千円

5,280千円

132千円

33千円

120千円

3,417千円
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○古紙回収等事業 ○小型家電リサイクル事業

・古紙回収団体補助金 ・廃家電運搬処理手数料（運搬）：80ｔ見込み（8円/kg）

古紙回収団体に対し、回収実績に応じて補助金を交付 ・廃家電運搬処理手数料（処理）：80ｔ見込み（20円/kg）

新聞・雑誌・段ボール・紙パック：4円/kg

雑がみ：6円/kg

○食品ロス削減事業

・報償費（食品ロス削減に関する講演会）

・旅費（講師費用弁償・食品ロス全国大会ほか）

・消耗品費（啓発新聞用カラーペーパー）

・印刷製本費（食品ロス削減ポップ）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 清掃総務費

8,000 860

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

11,860千円 11,520千円 340千円
生活環境課

事
業

02 4R推進事業
国庫支出金

10,576千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

97千円

14千円

75千円

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　4Rの推進に向け市内における循環型社会の形成を推進するために
必要な施策の展開、啓発等を行い、ごみの削減と再資源化に向けた
分別を進める。

主
な
財
源

8,000

296千円

※４Rとは
　　Refuse（リフューズ：購入拒否）、Reduce（リデュース：発生抑制）、
　　Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサイクル：再生利用）

2,464千円

1,760千円

704千円

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 3,000

諸収入 ﾊﾛｳｨﾝｼﾞｬﾝﾎﾞ宝くじ市町村交付金

9,100千円

110千円

3,000
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○廃棄物減量等推進審議会（委員13人）

・審議会委員報酬（4千円×13人×4回分）

・費用弁償

○その他

・旅費（担当者会議、保健衛生協議会ほか）

・消耗品費（事務用品ほか）

・火災保険料（対象施設2か所）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 清掃総務費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

339千円 339千円 0千円
生活環境課

事
業

50 清掃総務一般経費
国庫支出金

246千円目
課

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

339

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　廃棄物減量の取組を推進するため、廃棄物減量等推進審議会にお
いて、ごみ減量・再資源化の施策等を検証するとともに、清掃事業
を進める上での事務を行う。

主
な
財
源

2千円

6千円

234千円

208千円

26千円

105千円

97千円
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○消耗品費 ○償還金、利子及び割引料

・資源ごみ収集資材 ・ごみ袋納入代金返還金

○印刷製本費

・ごみ収集カレンダー（25,500枚）

○役務費

・ごみ袋販売手数料（市内124業者、151店舗予定）

○委託料

・一般廃棄物収集委託料

・指定ごみ袋製造業務委託料

可燃ごみ袋（大：180万枚、小：100万枚、ミニ：53万枚）

不燃ごみ袋（大：15万枚、小：12万枚）

子育て支援おむつ用ごみ袋（ミニ：7万枚）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

291,671千円 272,697千円 18,974千円
生活環境課

事
業

01 家庭ごみ収集運搬事業
国庫支出金

276,273千円目

一般財源

114,494 177,177

課

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

手数料 可燃ごみ（ごみ袋）処理手数料 101,510

手数料 粗大ごみ収集手数料 2

30千円1,622千円

309千円

13,939千円

275,771千円

事
　
業
　
概
　
要

245,720千円

30,051千円

手数料 一般廃棄物処分業許可手数料 10

手数料 不燃ごみ（ごみ袋）処理手数料 12,842

目
的
・
趣
旨

　清潔で美しいまちづくりを進めるため、一般廃棄物処理基本計画
に基づき、家庭から排出されるごみの収集、運搬を滞りなく実施す
る。

主
な
財
源

手数料 一般廃棄物収集運搬業許可手数料 130
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○旅費（容器包装ベール品質検査立会等） ○施設維持工事費

・1号焼却炉修理工事

○需用費 ・2号焼却炉修理工事

・消耗品費（焼却施設薬品、梱包用袋代ほか） ・リサイクル棟歩廊補修工事

・燃料費（灯油、軽油、ガソリン、ガス代ほか） ・HCL計更新工事（2号焼却炉）

・印刷製本費（計量伝票）

・光熱水費（電気、水道代） ○地元対策交付金（内記区、丹波区、矢田区、吉澤区）

・修繕料（部品交換、施設修繕）

○備品購入費

○委託料 ・フォークリフト1台（リサイクルプラザ用）

・電気設備保守管理委託料、自動ドア保守点検委託料

・容器包装リサイクル委託料、公害関係検査委託料（ダイオキシン類等） ○その他経費（各種手数料、車両借上料ほか）

・クリーンセンター運営管理委託料

・維持管理工事設計監理委託料

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

一般財源

36,000 55,985 334,241

参考R元決算額
部 市民環境部

生活環境課
1,366,145千円14,050千円

課
412,176千円

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

事
業

02 峰山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金

予
算
科
目

目 02 塵芥処理費

項 02 清掃費

426,226千円

ふるさと応援基金繰入金 36,000

使用料 公有財産使用料 33

手数料 峰山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ持込ごみ処理手数料 52,200

諸収入 資源ごみ売却代金 3,752

2,528千円

48千円 43,866千円

93,890千円

24,000千円

事
　
業
　
概
　
要

276,744千円

3,000千円

273千円

6,750千円65,000千円

1,617千円

2,400千円

16,500千円

16,500千円

500千円

10,366千円

目
的
・
趣
旨

　市内で発生する可燃ごみ、資源ごみを適正かつ円滑に処理するた
め、峰山クリーンセンター焼却施設及びリサイクル施設の管理並び
に運営を行う。

主
な
財
源

繰入金
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○需用費 ○施設維持工事費

・消耗品費（水処理施設薬品、機器消耗部品ほか） ・砂ろ過塔更新工事

・燃料費（軽油、ガソリン、ガス代ほか） ・電磁流量計工事

・印刷製本費（計量伝票）

・光熱水費（電気、水道代） ○地元対策交付金（内記区）

・修繕料（部品交換、重機修繕）

○その他経費（各種手数料、車両借上料ほか）

○委託料

・電気設備保守管理委託料、浄化槽維持管理委託料

・水質検査等委託料（水質、湧出ガス検査）

・最終処分場運営管理委託料

・廃プラスチック、廃家電処理委託料

・雑木伐採委託料 95千円

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

43,225千円 50,662千円 △ 7,437千円
生活環境課

事
業

03 峰山最終処分場管理運営事業
国庫支出金

37,369千円目
課

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

2,856

諸収入 資源ごみ売却代金 589

一般財源

3,445 39,780

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　峰山最終処分場の維持管理及び運営を行い、市内で発生する不燃
ごみ、不燃性粗大ごみ、焼却残渣の埋立処理及び浸出水処理等を行
う。

主
な
財
源

手数料 峰山最終処分場持込ごみ処理手数料

7,264千円 14,900千円

2,200千円

405千円

43千円

9,680千円

5,220千円

1,800千円

13,479千円

2,161千円

1,500千円

1,770千円

3,327千円

1,289千円

17,791千円

256千円
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○需用費 ○施設維持工事費

・消耗品費（水処理施設薬品、木材破砕機部品ほか） ・施設搬入路アスファルト舗装工事

・燃料費（灯油、軽油、ガソリン代ほか） ・浸出水処理施設ろ過塔修繕工事

・印刷製本費（計量伝票）

・光熱水費（電気、水道代） ○備品購入費

・修繕料（部品交換、重機修繕） ・伐採木切断用チェーンソー　1台

・草刈り機　1台

○委託料

・水質検査等委託料 ○地元対策交付金（三坂区）

・測量委託料

・最終処分場運営管理委託料 ○その他経費（各種手数料、車両借上げほか）

・廃プラスチック、廃家電処理委託料

・工事設計委託料

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費

項 02 清掃費

42,230千円 38,270千円 3,960千円
生活環境課

事
業

04 大宮最終処分場管理運営事業
国庫支出金

50,581千円目
課

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

9,513 32,717

参考R元決算額
部 市民環境部

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　大宮最終処分場の維持管理及び運営を行い、市内で発生する不燃
ごみ、不燃性粗大ごみの埋立処理及び浸出水処理等を行う。

主
な
財
源

手数料 大宮最終処分場持込ごみ処理手数料 9,144

諸収入 資源ごみ売却代金 369

2,893千円

1,100千円

4,750千円

92千円

1,989千円

2,761千円

50千円

42千円

1,500千円

3,501千円

4,592千円

800千円

1,378千円

43千円

1,452千円

919千円

27,795千円

900千円

154千円

22,748千円
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○需用費 ○施設維持工事費

・消耗品費（水処理施設薬品、機器消耗部品ほか） ・炭酸ソーダ供給装置整備工事

・燃料費（軽油、ガソリン、ガス代ほか） ・第一、第二凝集沈殿槽搔寄機更新工事

・印刷製本費（計量伝票）

・光熱水費（電気、水道代） ○地元対策交付金（三津区、徳光区）

・修繕料（施設修繕、重機修繕）

○その他経費（各種手数料、車両借上料ほか）

○委託料

・電気設備保守管理委託料、浄化槽維持管理委託料

・水質検査等委託料（水質、湧出ガス検査）

・測量委託料

・最終処分場運営管理委託料、遮水シート点検委託料

・廃プラスチック、廃家電処理委託料

338千円

3,780千円

330千円

26,696千円

6,883千円

99千円

5,500千円 5,000千円

670千円

1,364千円

38,027千円

事
　
業
　
概
　
要

12,369千円 5,885千円

5,500千円 4,125千円

600千円 1,760千円

2,700

諸収入 資源ごみ売却代金 712

3,412 59,233

目
的
・
趣
旨

　網野最終処分場の維持管理及び運営を行い、市内で発生する不燃
ごみ、不燃性粗大ごみ、焼却残渣の埋立処理及び浸出水処理等を行
う。

主
な
財
源

手数料 網野最終処分場持込ごみ処理手数料

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

66,571千円目 02 塵芥処理費
課 生活環境課

事
業

05 網野最終処分場管理運営事業
国庫支出金

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

62,645千円 60,557千円 2,088千円

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額
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○需用費 ○地元対策交付金（久美浜町一区）

・消耗品費（水処理施設薬品、機器消耗部品ほか）

・印刷製本費（計量伝票） ○その他経費（各種手数料、車両借上料ほか）

・光熱水費（電気代、水道代）

・修繕料（施設修繕、重機修繕）

○委託料

・浄化槽維持管理委託料

・水質検査等委託料（水質、湧出ガス検査）

・最終処分場運営管理委託料、遮水シート点検委託料

・廃プラスチック、廃家電処理委託料

○施設維持工事費

・処理水槽UV計整備工事

・脱窒素撹拌機整備工事

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

33,628千円 32,705千円 923千円
生活環境課

事
業

06 久美浜最終処分場管理運営事業
国庫支出金

40,838千円目
課

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

1,080

諸収入 資源ごみ売却代金 258

一般財源

1,338 32,290

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　久美浜最終処分場の維持管理及び運営を行い、市内で発生する不
燃ごみ、不燃性粗大ごみ、焼却残渣の埋立処理及び浸出水処理等を
行う。

主
な
財
源

手数料 久美浜最終処分場持込ごみ処理手数料

680千円

79千円

1,500千円

184千円

3,988千円

900千円

58千円

2,640千円

390千円

27,197千円

125千円

2,200千円

22,975千円

1,897千円

759千円
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○旅費 ○使用料

・普通旅費（環境事務所、京都府協議等） ・有料道路通行料（環境事務所、京都府協議等）

・駐車場使用料（環境事務所、京都府協議等）

○需用費

・消耗品費（事務用品）

○委託料

・基本設計委託料（造成工事、水処理施設等）

・測量設計委託料（場内道路測量設計）

・地質調査委託料

・測量委託料（買収用地）

・環境測定委託料（環境アセス）2か年

＜参考：債務負担行為設定（環境測定委託料）＞

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

139,267千円 31,706千円 107,561千円
生活環境課

事
業

07 最終処分場整備事業
国庫支出金

1,023千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進 29,065

府支出金 市債 繰入金 その他

98,400

国補 循環型社会形成推進交付金

56千円

令和3年度 令和4年度 合　計

17,196千円 8,599千円 25,795千円

38千円

29,065

市債 最終処分場整備事業債（過疎対策債） 98,400

18千円

34,500千円

10,200千円

35,500千円

11,802

目
的
・
趣
旨

　市内で発生する不燃ごみ等の安定した処理を図るため、京丹後市
一般廃棄物処理基本計画（第2次・中期）に基づき、新たな最終処
分場の整備に向けた基本設計、地質調査、環境影響調査などを実施
する。

主
な
財
源

事
　
業
　
概
　
要

195千円

20千円

41,600千円

17,196千円

138,996千円
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○需用費

・貯留用ドラム缶（蓋付き）

・有害ごみ破砕機消耗品（フィルタ、ハンマーほか）

○委託料

・廃蛍光管処理（運搬・処理）

・廃乾電池等処理（運搬・処理）

　※有害ごみ処理（運搬・処理） 4施設×1回分

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

3,100千円 2,340千円 760千円
生活環境課

事
業

08 有害ごみ処理事業
国庫支出金

3,575千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

3,100

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市内で発生する有害ごみ（使用済乾電池・蛍光管等）を適正に処
理、再資源化し、廃棄物の適正処理を行う。

主
な
財
源

1,532千円

600千円

574千円

26千円

2,500千円

968千円
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○旅費

・普通旅費（開発業者訪問、先進地視察）

○需用費

・燃料費等

○委託料

・調査研究業務等委託料（技術検証、導入効果等）

○使用料及び賃借料

・有料道路通行料、駐車場使用料

○負担金、補助及び交付金

・視察参加負担金、視察受入負担金

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費

項 02 清掃費

2,332千円 0千円 2,332千円

ごみの削減と再資源化の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

事
業

09 資源循環再生化事業
国庫支出金

0千円目
課

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　環境に配慮した廃棄物の安定処理を図るため、二酸化炭素やダイ
オキシンを発生させずに様々な廃棄物を処理し、再生利用する取り
組みを調査、検討する。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

07

17千円

2,000千円

40千円

200千円

75千円

一般財源

2,332

参考R元決算額
部 市民環境部

生活環境課
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○旧尾坂埋立処分地湧水処理施設維持管理

・消耗品費（薬品代）

・光熱水費（電気代）

・修繕料（維持補修）

・水質検査等委託料（土壌重金属･水質検査）

・土地借上料

○峰山町矢田地区内の水質検査等委託料

・井戸水水質検査、重金属類検査

・旧不燃物処理場排水重金属

○公課費

・汚染負荷量賦課金（旧丹後半島清掃センター、旧久美浜町清掃センター分）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 塵芥処理費
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進

参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

1,160千円 1,190千円 △ 30千円
生活環境課

事
業

50 塵芥処理一般経費
国庫支出金

714千円目

462千円

264千円

88千円

175千円

1,160

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　旧埋立処分場跡地の環境負荷の監視を行うため、旧尾坂埋立処分
場湧水処理施設（網野町尾坂地内）付近の水質・土壌検査及び峰山
町矢田地内の家庭の井戸水・側溝の水質検査を行う。

主
な
財
源

35千円

89千円

61千円

28千円

47千円

1,024千円
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○網野衛生センターし尿収集事業 ○久美浜衛生センターし尿収集事業

・会計年度任用職員任用経費（収集業務員　4人） ・し尿収集運搬委託料

・し尿収集運搬車維持管理経費（4台） ・し尿処理券販売委託料（22店舗）

　（消耗品費、燃料費、修繕料、登録手数料、自動車損害保険料等） ・し尿収集受付システム更新

・し尿処理券販売委託料（20店舗） ・その他収集関連経費（郵便、ハガキ等）

・し尿収集受付システム更新

・その他収集関連経費（郵便、ハガキ等）

○竹野川衛生センターし尿収集事業

・し尿収集運搬委託料

・し尿処理券販売委託料（54店舗）

・し尿収集受付システム更新

・その他収集関連経費（郵便、ハガキ等）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

203,862千円 229,782千円 △ 25,920千円

119,666

事
業

02 し尿収集事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他

212,539千円目 03 し尿処理費
課 生活環境課

一般財源

目
的
・
趣
旨

　生活環境保全及び公衆衛生の向上を図るため、網野衛生センター
（網野町域）、竹野川衛生センター（峰山町、大宮町、丹後町、弥
栄町域）、久美浜衛生センター（久美浜町域）の各施設において、
し尿収集業務を行う。

主
な
財
源

手数料 し尿処理手数料 84,196

総合計画
計画項目

07 ごみの削減と再資源化の推進 84,196

40,807千円

12,715千円 31,917千円

3,964千円 739千円

7,469千円

1,586千円 682千円

2,792千円

7,469千円

1,324千円

135,997千円

129,266千円

2,277千円

1,662千円

事
　
業
　
概
　
要

27,058千円
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○施設管理 ○公用車管理

・施設運転管理経費（薬品、A重油、電気代等） ・公用車維持管理経費（軽トラック1台）

・施設運転管理委託料（施設管理、受付事務） 　（燃料費、修繕料、自動車損害保険料）　

・貯留槽清掃委託料

・火災保険料

・その他施設管理経費

　（消防設備等保守点検委託料、自家用工作物保安管理業務委託料等）

○施設設備改修工事

　（オゾン設備、汚泥脱水機駆動装置、汚泥乾燥焼却設備整備等）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

95,166千円 85,526千円 9,640千円

ごみの削減と再資源化の推進 35,893 59,273

事
業

03 網野衛生ｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他

93,771千円目 03 し尿処理費
課 生活環境課

一般財源

目
的
・
趣
旨

　網野町域のし尿及び浄化槽汚泥の処理を担う網野衛生センターの
管理運営を行う。

主
な
財
源

手数料 し尿処理手数料 32,998

手数料 浄化槽汚泥処理手数料 2,895

総合計画
計画項目

07

事
　
業
　
概
　
要

67,962千円 23千円

30,319千円

32,838千円

3,503千円

19千円

1,283千円

27,181千円
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○施設管理 ○公用車管理

・施設運転管理経費（薬品、A重油、電気代等）

・施設運転管理委託料（施設管理、受付事務） 　（燃料費、修繕料、登録手数料、自動車損害保険料、自動車重量税）　

・貯留槽清掃委託料

・火災保険料 ○旅費（施設協議等）

・その他施設管理経費

　（消防設備等保守点検委託料、自家用工作物保安管理業務委託料等）

・地元対策交付金（和田野区）

・備品購入費（カラーコピー機1台）

○施設設備改修工事

（汚泥乾燥焼却設備整備、活性炭吸着塔整備等）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

140,447千円 134,002千円 6,445千円

ごみの削減と再資源化の推進 90,122 50,325

事
業

04 竹野川衛生ｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他

149,337千円目 03 し尿処理費
課 生活環境課

一般財源

目
的
・
趣
旨

　峰山町、大宮町、丹後町、弥栄町域のし尿及び浄化槽汚泥の処理
並びに市内の下水道汚泥の焼却処理を担う竹野川衛生センターの管
理運営を行う。

主
な
財
源

手数料 し尿処理手数料 54,197

手数料 浄化槽汚泥処理手数料 4,024

諸収入 下水汚泥処理料 31,901

総合計画
計画項目

07

704千円

28,348千円

事
　
業
　
概
　
要

111,528千円 521千円

58,815千円 ・公用車維持管理経費（3tダンプ1台、軽自動車1台）

42,036千円

2,511千円

30千円

6,232千円

1,200千円

50千円
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○施設管理

・施設運転管理経費（薬品、電気代、修繕料等）

・施設運転管理委託料（施設管理、受付事務）

・貯留槽清掃委託料

・火災保険料

・下水道施設使用料

　（前処理後、久美浜浄化センターに接続処理）

・その他施設管理経費

　（消防設備等保守点検委託料、自家用工作物保安管理業務委託料等）

○施設設備改修工事

（破砕機整備、投入ポンプ整備等）

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

項 02 清掃費

62,451千円 65,438千円 △ 2,987千円

ごみの削減と再資源化の推進 31,232 31,219

事
業

05 久美浜衛生ｾﾝﾀｰ管理運営事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他

63,402千円目 03 し尿処理費
課 生活環境課

一般財源

目
的
・
趣
旨

　久美浜町域のし尿及び浄化槽汚泥の処理を担う久美浜衛生セン
ターの管理運営を行う。

主
な
財
源

手数料 し尿処理手数料 28,599

手数料 浄化槽汚泥処理手数料 2,633

総合計画
計画項目

07

事
　
業
　
概
　
要

59,219千円

5,809千円

10,956千円

1,799千円

16千円

39,732千円

907千円

3,232千円
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○報酬及び費用弁償【市民課：市いじめ問題調査委員会】 ○使用料

・報酬 14千円×2人×1回 ・有料道路通行料

4千円×2人×1回 ・駐車場使用料

・費用弁償

○公課費（自動車重量税）

○普通旅費（主管課長・担当者会議ほか（京都））

○需用費

・燃料費（公用車燃料代）

・修繕料（車検代・点検・オイル交換等）

○役務費

 ・手数料（車検手数料・ETCカード手数料等）

・保険料（自動車損害保険料・火災保険料）

 

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額

項 02 児童福祉費

951千円 977千円 △ 26千円 2,990千円

増減額 参考R元決算額
部 教育委員会事務局

市債 繰入金 その他

事
業

50 児童福祉総務一般経費【再掲】
国庫支出金 府支出金

目 01 児童福祉総務費
課 子ども未来課

一般財源

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 951

目
的
・
趣
旨

　児童福祉業務を円滑に遂行するための事務経費。また、いじめ防
止対策推進法の施行に伴い、市長の諮問に応じて必要な調査を行
う、「京丹後市いじめ問題調査委員会」を設置する。

主
な
財
源

31千円

事
　
業
　
概
　
要

67千円 46千円

28千円 39千円

10千円

60千円

634千円

8千円 7千円

45千円

89千円

375千円

259千円

134千円
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

医療部　主要事業説明資料

- 1 -



　　　地域医療を支える病院の施設・設備整備に係る借入金利子を
　　補助対象として補助金を交付。（債務負担行為：令和4年度まで）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　民間病院が行った施設整備に対して支援を行うことにより、市民
が安心して生活できる医療環境を確保する。

主
な
財
源

○地域医療体制整備補助金 2,036千円

　　丹後ふるさと病院（160床）

一般財源

2,036

課

総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 医療部

項 01 保健衛生費

2,036千円 2,415千円 △ 379千円
医療政策課

事
業

01 地域医療体制整備補助金
国庫支出金

2,601千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 医療対策費
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　　公益財団法人　丹後中央病院（306床・救急告示病院）

　　　公的病院等が、救急医療を実施する上で必要となる医師・
　　看護師等職員の当直及び待機等に係る費用を対象として補助
　　金を交付。
　　　事業費については、国の特別交付税措置の対象となる。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地域に必要な不採算医療等の機能を担う公的病院等に対し、その
機能を発揮する上で必要な経費の一部について補助を行うことによ
り、救急医療体制を確保する。

主
な
財
源

○公的病院等運営事業補助金 60,052千円

一般財源

60,052

課

総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 医療部

項 01 保健衛生費

60,052千円 60,052千円 0千円
医療政策課

事
業

02 公的病院等運営事業補助金
国庫支出金

60,052千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 医療対策費
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実施日 71日（日曜、祝日、年末年始）

委託料 52,250円/回

（盆、年末年始78,375円/回）

　休日や年末年始における急病患者の診療業務について、市内の医療機
関に委託し実施する。
　業務時間は、午前9時から正午まで及び午後2時から午後5時まで。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　休日における急病患者の診療業務について、市内の医療機関に委
託して実施することにより、市民が安心して生活できる応急診療体
制を確保する。

主
な
財
源

○休日応急診療事業 3,867千円

一般財源

3,867

課

総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 医療部

項 01 保健衛生費

3,867千円 3,867千円 0千円
医療政策課

事
業

03 休日応急診療事業
国庫支出金

3,913千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 医療対策費
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　・公債費分

　・運営経費分

（うち、再編交付金事業基金充当事業費 ）

78,217千円

20,000千円

　公債費及び診療所運営経費の一部を一般会計から繰り出し、国民
健康保険直営診療所事業特別会計の安定的な運営を行う。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　誰もが安心して医療を受けられる地域医療の維持・充実を図るた
め、市立診療所の運営に必要な経費を一般会計から繰り出す。

主
な
財
源

○国民健康保険直営診療所事業特別会計繰出金 105,111千円

26,894千円

繰入金 再編交付金事業基金繰入金 19,000

一般財源

19,000 86,111

課

総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 医療部

項 01 保健衛生費

105,111千円 97,260千円 7,851千円
医療政策課

事
業

04 市立診療所繰出金
国庫支出金

90,011千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 医療対策費
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　・弥栄病院 （199床）

　・久美浜病院 （170床）

（単位：千円）

927,576

1,253,000

合計

220,150

105,274

325,424

903,146

24,430

508,096

6,008

514,104

669,712

久美浜病院弥栄病院

187,375

小　計

118,692

51,124

169,816

395,050

18,422

413,472

583,288

出資金

小　計 155,608 155,608

合　　計 508,353 161,359 395,913

小　計 508,353 5,751 395,913

繰出金

基準内 508,096 0 395,050

101,458基準内 101,458

基準外 257 5,751 863 17,559

17,559

基準外 54,150 51,12454,150

収益的収入 資本的収入 収益的収入 資本的収入小　計

583,288千円

118,692

169,816

0

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市立病院の運営を維持するため、必要な経費の一部を一般会計か
ら病院事業会計に繰り出す。

主
な
財
源

○病院事業会計繰出金 1,253,000千円

669,712千円

一般財源

1,253,000
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 医療部

項 01 保健衛生費

1,253,000千円 1,068,000千円 185,000千円
医療政策課

事
業

05 市立病院繰出金
国庫支出金

1,127,077千円目
課

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 医療対策費
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× 12月 × 2人 ＝ 6,000千円

　・小児科、産婦人科医師志望：2人

× 5人 ＝12月×

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市立病院等の医療機関において医師業務に従事する意思を有する
者に対し、奨学金を貸与することにより、市の医療体制の充実に必
要な医師の養成及び体制確保を図る。

主
な
財
源

○医療確保奨学金等貸与金 18,000千円

　・一般医師志望（小児科、産婦人科以外）：5人

12,000千円200千円

250千円

一般財源

18,000
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 医療部

項 01 保健衛生費

18,000千円 20,400千円 △ 2,400千円
医療政策課

事
業

06 医療確保奨学金貸与事業
国庫支出金

17,400千円目
課

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 医療対策費
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○地域医療の在り方会議開催経費

・アドバイザー謝金

・委員謝金

・費用弁償

・普通旅費（打合せ等）

○医療対策一般経費（医師の招へい等）

　医科大学関係者や医療関係者などを訪問するための職員の出張経費等

・普通旅費

・消耗品費（書籍、事務用品等）、燃料費

・有料道路通行料、駐車場使用料

・各種研修参加負担金

○会計年度任用職員任用経費（育休代替：1人）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　地域医療の充実と市立病院・市国民健康保険直営診療所の運営、
調整のための一般経費

主
な
財
源

782千円

180千円

72千円

196千円

334千円

2,386千円

567千円

386千円

61千円

110千円

10千円

3,735
総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実

参考R元決算額
部 医療部

項 01 保健衛生費

3,735千円 1,527千円 2,208千円
医療政策課

事
業

50 医療対策一般経費
国庫支出金

152千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

06 医療対策費
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【議案第52号】

令和3年度　一般会計予算

健康長寿福祉部　主要事業説明資料
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○葬祭・埋葬経費及び官報への公告掲載費用（1人分）

　・遺骨保管謝金

　・消耗品費

　・官報掲載手数料

　・火葬料、搬送料ほか

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

生活福祉課
事
業

02 行旅死亡人等取扱事務
国庫支出金

325千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 217

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

217千円 217千円 0千円

0

府負 行旅死亡人取扱費負担金 217

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市内において、旅行中に病気になり救護者がいない方や死亡し引
取者のいない方に対し、縁故者に代わって援助措置を行う。

主
な
財
源

105千円

　身元不明により引取り手のない死亡人について、葬祭・埋葬する者がいない
ため、行旅病人及び行旅死亡人取扱法により、市で取り扱うことが定められて
いる。
　なお、市が支出した行旅死亡人等取扱費用については、その全額が京都府か
ら市に交付される。

217千円

30千円

66千円

16千円
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○くらしの資金貸付金 ○事務消耗品

○納付書及び督促状印刷費

＜参考＞貸付実績

○貸付金管理台帳システム保守委託料

　　くらしの資金借入者の返済状況などをシステムにより管理

　　　

130千円

 平成30年度 7件 890千円

 平成29年度 10件 1,000千円

 令和3年度1月まで 2件 200千円

 令和元年度 1件 45千円

参考R元決算額

事
業

03 くらしの資金貸付事業
国庫支出金

276千円目
課

一般財源

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

160

予
算
科
目

01 社会福祉総務費

部 健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

1,171千円 1,567千円 △ 396千円
生活福祉課

1,011

諸収入 くらしの資金貸付金元金収入 160

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　一時的に生活の不安定な低所得世帯、または債務整理による生活
再建に際し一時的に生活が困窮している世帯に対し、くらしのため
に緊急に必要とする資金の貸付けを行い、世帯の自立を助長し、生
活の安定を支援する。

主
な
財
源

1,000千円 2千円

　申請者から利用目的や経済状況等を聴き取り調査し、貸付審
査会に諮り、1世帯当たり200千円を限度として、必要な資金
を貸し付ける。

39千円

年　　度 件　数 金　額
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○旅費 ○民生委員・児童委員活動費補助金

・普通旅費 ・活動費（府補助金）

・研修会随行旅費 ・活動費（市補助金）

○需用費 ・会長活動費（府補助金） 11,920円×6人

・消耗品費（参考資料代） ・会長活動費（市補助金）

・燃料費（研修会等マイクロバス、公用車燃料代） ・地域福祉活動促進費（府補助金）6民児協

○委託料

・研修会等マイクロバス運転委託料

○使用料及び賃借料

・バス借上料（全員研修会）

・会場借上料

・冷暖房借上料

・機械器具借上料

・有料道路通行料

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

22,791千円 22,170千円 621千円
生活福祉課

事
業

05 民生児童委員活動事業
国庫支出金

22,141千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 13,129

府支出金 市債 繰入金 その他

12,040

府補 民生児童委員協議会会長活動費補助金 71

一般財源

9,662

目
的
・
趣
旨

　民生児童委員活動を支援するため、費用弁償等の活動費、地域福
祉活動促進費等の補助金を交付し、民生児童委員活動の充実を図
る。

主
な
財
源

府補 民生児童委員協議会地域福祉活動促進費補助金 1,018

府補 民生委員･児童委員活動費補助金

事
　
業
　
概
　
要

8,700円×6人 52千円

104千円 1,018千円

21千円 42,970円×200人 8,594千円

132千円 72千円

3千円

33千円

556千円

556千円

297千円

165千円

80千円

16千円

28千円

30千円 21,776千円

9千円 60,200円×200人 12,040千円
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○全国戦没者追悼式（参列者旅費：市内～京都市内） ○戦没者等の遺族に対する特別弔慰金受付事務経費

： 8月15日 ：

： 日本武道館（東京都） ： 令和2年4月1日～令和5年3月31日

： 京丹後市の戦没者遺族8人（予定） ： 約1,000人

○京都府戦没者追悼式（同行職員旅費） ： 25万円（5年償還の記名国債）

： 10月上旬 ・通知書等郵送料

： 京都国際会館（京都市）

： 京丹後市の戦没者遺族99人（予定） ○その他経費

○京丹後市戦没者追悼式 ・普通旅費（事務担当者会議）

： 11月上旬

： 京都府丹後文化会館

： 戦没者遺族200人程度

　・消耗品費（祭壇等）、燃料費（送迎バス）

　・クリーニング手数料、郵送料

　・バス運転委託料

　・送迎バス借上料、会場借上料

197千円

60千円

開催場所

開 催 日

請求期間

款 03

その他

816千円 4千円
生活福祉課

事
業

06 戦没者追悼事業
国庫支出金

671千円目
課

一般財源

参考R元決算額

予
算
科
目

01 社会福祉総務費

640

府補 援護事務交付金

民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 180

府支出金 市債 繰入金

部 健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

820千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　戦没者を追悼し、平和を祈念するため、全国戦没者追悼式及び京
都府戦没者追悼式へ参列するとともに、京丹後市戦没者追悼式を開
催する。
　また、戦没者等の遺族に対する第十一回特別弔慰金の申請受付事
務を行う。

主
な
財
源

79千円

385千円

開 催 日

32千円

674千円

40千円

開 催 日

開催場所

参 加 者

40千円

参 加 者

開催場所

請 求 者

参 加 者

額 面

180

4千円

基 準 日 令和2年4月1日

23千円
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○社会福祉協議会運営費補助金

本所（弥栄支所含む）及び5支所の社会福祉協議会事務職員の人件費

＜事務職員人数内訳＞

職員17人（正職員14人、嘱託職員3人）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

65,265千円 71,264千円 △ 5,999千円
生活福祉課

事
業

08 社会福祉協議会運営費助成事業
国庫支出金

66,840千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

65,265

65,265千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　京丹後市社会福祉協議会事務職員の人件費の補助を行うことで、
円滑な協議会運営を支援し、地域福祉活動の充実を図る。

主
な
財
源
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○災害見舞金

京丹後市災害見舞金等支給要綱に基づき、被害状況に応じ見舞金を支給する。

＜区分別見舞金額一覧＞

半焼・半壊 30千円

部分焼・部分壊 20千円

床上浸水 20千円

非
住
家

全焼・全壊 30千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

400千円 400千円 0千円
生活福祉課

事
業

09 災害見舞金等事業
国庫支出金

2,610千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

400

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　災害（風水害・火災等）により被災された市民に対し、見舞金等
を支給する。

主
な
財
源

半焼・半壊 20千円

部分焼・部分壊 10千円

400千円

区　　分 金　額

火
災
等

住
家

全焼・全壊 50千円
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○地域再建被災者住宅等利子補給補助金

　被災住宅の再建等に要する住宅金融支援機構の災害復興融資

　（建設・改良資金の借入れ）に対する利子補給を行う。

32千円×1件＝32千円

補助率 ： 10/10

補助対象期間 ： 60月

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

32千円 1,020千円 △ 988千円
生活福祉課

事
業

10 地域再建被災者住宅等支援事業
国庫支出金

87千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 32

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

0

32

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　平成29年台風18号により、住宅が一部損壊・床上浸水の被害を
受けた市民が行う被災住宅の再建等に対し、府の補助制度を活用し
た支援を行う。

主
な
財
源

府補 地域再建被災者住宅等利子補給補助金

32千円
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○健康と福祉のまちづくり審議会経費

　・審議会委員報酬

　審議会 4千円×16人×3回

4千円×2人×1回

　健康づくり推進部会 4千円×9人×5回

　地域福祉部会 4千円×7人×５回

・費用弁償

・消耗品費（ファイル等）

＜健康と福祉のまちづくり審議会＞

　委員数：16人　　

　任期：令和3年4月～令和4年3月

　審議事項：第4次地域福祉計画（令和4～8年度）

　　　　　：第3次健康増進計画（令和4～8年度）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

603千円 498千円 105千円
生活福祉課

事
業

11 健康と福祉のまちづくり審議会事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

603

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　第4次地域福祉計画及び第3次健康増進計画について、健康と福祉
のまちづくり審議会を設置し、調査研究・審議を行うもの。

主
な
財
源

5千円

78千円

603千円

520千円
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○センター維持管理経費 ○峰山総合福祉センター改修

　・消耗品費（清掃･衛生消耗品、蛍光管ほか） 　・工事監理委託料

　・燃料費（冷暖房用灯油代） 　・工事請負費

　・光熱水費（電気、上下水道） 改修内容：外壁改修、屋上防水改修

　・修繕料（コミュニティホール照明器具交換ほか） 工事期間（予定）：令和3年6月～12月

　・通信運搬費（FAX通信料、火災通報用回線通信料）

　・手数料（貯水槽法定検査、地下タンク検査）

　・火災保険料

　・日直代行業務委託料（業務時間外､休日･祝日等貸館対応）

　・施設清掃委託料（センター内清掃）

　・設備維持管理及び保守点検業務委託料

　　（エレベーター保守、自家用電気工作物保安管理、消防設備点検ほか）

　・庭木剪定委託料

　・土地借上料（駐車場）

　・清掃用具借上料

1,432千円

989千円

114千円

116千円

2,706千円

4,404千円

1,360千円

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 99,000 314

予
算
科
目

01 社会福祉総務費

事
業

12 峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ管理事業
国庫支出金

23,413千円目

府支出金 市債 繰入金 その他

11,708千円 104,726千円
生活福祉課

部
参考R元決算額

課

一般財源

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額
健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

116,434千円

39

使用料 峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ使用料 264

20千円

104,300千円

2,400千円

435千円

使用料 公有財産使用料

17,120

事
　
業
　
概
　
要

市債 峰山総合福祉ｾﾝﾀｰ整備事業債（合併特例債） 99,000

目
的
・
趣
旨

　福祉事務所としての峰山総合福祉センターの維持管理のほか、市
民や各種団体に会議・イベント等で幅広く活用していただけるよう
設備機能を維持管理する。また、老朽化により、雨漏りが発生し、
外壁等の剥離の危険性もあることから改修を行う。

主
な
財
源

諸収入 職員労働組合事務所水道使用料負担金 11

20千円

101,900千円

38千円

350千円

12,134千円

150千円
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○消耗品費

○通信運搬費

　　定期更新等により、更新後の台帳を区長・支援者等に郵送するもの　

○災害時要配慮者支援システム保守委託料

　

（参考）

　避難行動要支援者登録者数：1,470人（令和3年1月末現在）

132千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

372千円 312千円 60千円
生活福祉課

事
業

14 災害時要配慮者支援事業
国庫支出金

427千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

372

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

 
　災害時要配慮者避難支援プランに基づき、災害時に支援を要する
要配慮者避難支援体制を確立することを目的に、台帳の定期更新等
を実施するとともに、関係機関との情報共有を図り、災害に備えた
地域の協力体制づくりを推進する。

主
な
財
源

30千円

210千円
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○介護福祉士養成奨学金貸与金

介護福祉士養成学校等の修学に要する資金として、奨学金を貸与する。

月額50千円×12月×3人＝1,800千円

対　象　者：介護福祉士を養成する学校等に入学又は在学中の者

貸　与　額：月額50千円（最大2年間）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

1,800千円 1,800千円 0千円
長寿福祉課

事
業

18 介護福祉士養成奨学金貸与事業
国庫支出金

600千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

1,800

1,800千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市の福祉体制の充実を図るため、本市域の福祉施設において介護
福祉士として従事しようとする意思を有する者に対して奨学金を貸
与する。

主
な
財
源

返還の免除：介護福祉士の資格を取得し、京丹後市内の介護事業所や
　　　　　　障害福祉サービス事業所に一定期間勤務した場合は、貸
　　　　　　与金の返還を免除する。

- 12 -



成年後見サポートセンター（中核機関）による取組 ○普及啓発・担い手養成事業の実施

成年後見制度をはじめとした権利擁護支援に関する制度等の普

及啓発及び担い手養成などを行う。

・普及啓発･担い手養成事業委託料 

○権利擁護支援体制あり方検討委員会開催 ○相談支援体制等に関する経費

成年後見制度利用促進のための、地域連携ネットワークの構築、 相談支援に携わる職員の研修やケース会議開催時等の専門職派遣等

権利擁護支援を担う人材育成体制等の構築、計画の進捗管理等に　 に関する経費

向けた専門職との検討を行う。 ・アドバイザー謝金

・委員謝金（報償費及び費用弁償） ・職員旅費（打ち合わせ、会議、研修）

（委員7人×3回、協議会オブザーバー5人×1回） ・駐車場使用料

・消耗品費（事務用品）

・郵便代

※成年後見サポートセンター（中核機関）とは
　　権利擁護支援の地域連携ネットワークの中核となるサポートセン
　ターを設置し、ネットワーク内での司令塔としての機能、協議会を
　運営する事務局としての機能、チーム支援の進行管理を行う機能の
　役割を行う。

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

1,829千円 440千円 1,389千円
長寿福祉課

事
業

19 権利擁護支援体制整備推進事業
国庫支出金

0千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 111 1,292

府支出金 市債 繰入金 その他

426

国補 障害者地域生活支援事業費補助金 74

国補 生活困窮者自立支援補助金 37

事
　
業
　
概
　
要

府補 地域医療介護総合確保事業費補助金 1,255

目
的
・
趣
旨

　成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、判断能力が十
分でない高齢者、知的障害者及び精神障害者等が、成年後見制度を
はじめとした権利擁護支援を円滑に受けられる体制づくりを行い、
身近な住み慣れた地域で安心して生活できる「ささえあい」による
権利擁護の推進を図る。

主
な
財
源

府補 障害者地域生活支援事業費補助金 37

154千円

1,468千円

1,468千円

30千円

121千円

3千円

207千円

191千円

10千円

6千円
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○介護人材育成補助金 【対象研修】

・介護職員初任者研修受講費補助 ・介護職員初任者研修（補助率：2/3、上限60千円）

・介護職員実務者研修受講費補助 ・介護職員実務者研修（補助率：2/3、上限80千円）

・主任介護支援専門員研修（補助率：10/10）※令和3年度該当なし

【対象者】

①研修受講前から雇用している職員であること

②研修修了後、当該法人に3か月以上勤務した職員であること

【対象経費】

受講料、手数料、教材費

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

2,200千円 0千円 2,200千円
長寿福祉課

事
業

20 介護人材育成事業補助金
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

2,200

2,200千円

　下記の①及び②に該当する職員に係る対象経費を負担した市内の
介護事業所等を運営する法人

600千円

1,600千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　介護サービス又は障害福祉サービスに従事する介護職員の確保及
び資質の向上を図るため、法人へ職員の資格取得に係る研修受講料
の一部を支援する。

主
な
財
源
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○福祉施設等入所予定者PCR検査費用補助金 【福祉施設入所予定者PCR検査費用支援事業フロー】（イメージ）

事
　
業
　
概
　
要

12,000千円

補 助 金 額

対 象 事 業 所

対 象 経 費

目
的
・
趣
旨

　福祉施設等における新型コロナウイルス感染症の発生を未然に防
ぎ、安心してサービスが利用できる環境を整えることを目的に、福
祉施設に新規で入所される利用者に対してPCR検査を実施した法人
を支援する。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 10,000

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 2,000

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 10,000 2,000 0

健康長寿福祉部
項 01 社会福祉費

12,000千円 0千円 12,000千円 0千円目 01 社会福祉総務費
課 長寿福祉課

事
業

21 福祉施設入所予定者PCR検査費用支援事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額 参考R元決算額
部

高齢者
施設

障害者
施設

令和3年4月1日～令和3年9月30日

20,000円／件（上限）

高齢者施設等が新規入所者に対して行うPCR検査費用
※行政検査の対象となる場合は対象外

・障害者支援施設
・共同生活援助（グループホーム）
・短期入所（ショートステイ）

・ 特別養護老人ホーム・ 養護老人ホーム
・ 介護老人保健施設
・ 軽費老人ホーム
・ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
・ サービス付き高齢者向け住宅
・ 短期入所生活介護（ショートステイ）

補助対象期間

市

高
齢
者
施
設
等

医
療
機
関
等

④補助金支払い

③申請

（領収書等添付）

①入所予定者が検査受検

※検査費用支払い

②検査結果の連絡

（本人経由）
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【事業イメージ】

一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

0

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

3,000千円 0千円 3,000千円 0千円目 01 社会福祉総務費
課 長寿福祉課

事
業

22 福祉施設従事者宿泊費用支援事業
国庫支出金 府支出金 市債 繰入金 その他

高齢者
施設

障害者
施設

・障害者支援施設
・共同生活援助（グループホーム）
・短期入所（ショートステイ）

・ 特別養護老人ホーム・ 養護老人ホーム
・ 介護老人保健施設
・ 軽費老人ホーム
・ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
・ サービス付き高齢者向け住宅
・ 短期入所生活介護（ショートステイ）

・宿泊施設等を利用する時点で、感染症が疑われる症状
　がなく、又は保健所から濃厚接触者に該当すると判断
　されていない職員
・感染者又は感染が疑われる方と同一のフロアで介護に
　従事している職員
・同居している家族等がいる職員
・宿泊施設等への宿泊を希望する職員

対　象　職
員
※全ての要件
を満たす必要
あり

目
的
・
趣
旨

　福祉施設での感染の拡大防止及び介護従事者の同居する家族等へ
の感染の危険性を回避するため、新型コロナウイルス感染者が発生
した福祉施設に勤務している職員の宿泊費等の一部を支援する。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 2,000 1,000

補助対象期間 令和3年4月1日～令和3年9月30日

①宿泊費の1/2（上限3,000円/日）
　　※食事代等の宿泊以外の料金は除く
②（月額÷30日）の1/2（上限1,200円/日）

補 助 金 額

対 象 経 費
対象職員が利用した以下の宿泊施設等の宿泊代等の経費
①ホテル・ビジネスホテル・旅館等の宿泊施設
②マンスリーマンション等の賃貸物件

事
　
業
　
概
　
要

○高齢者福祉施設等従事者宿泊費用補助金 3,000千円

対 象 事 業 所

2,000

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 1,000

市

高
齢
者
施
設
等

宿
泊
施
設
等

⑥補助金支払い

⑤申請

（領収書等添付）

②対象職員が宿泊

③宿泊代請求

④宿泊代支払い
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○社会福祉業務運営に係る一般経費 ○社会福祉団体事業補助金

　・福祉事務所共通物品購入経費 　・母子寡婦福祉会活動補助金

　　（事務用品、封筒、事務機器消耗品ほか） 　・障害者団体活動補助金

　・公用車（17台）の維持管理経費

　　（修繕料、燃料費、自動車登録手数料、保険料ほか）

   ・職員旅費（会議ほか）

　・近畿ブロック都市福祉事務所長連絡協議会負担金　　

　・講習会受講負担金

　・安全運転管理者講習会負担金、運転経歴証明書手数料　　

　・防火管理者講習会受講負担金　　

　・ごみ持込処理手数料

　・母子家庭奨学金申請書に関する通知書等郵送料

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 社会福祉総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

8,842千円 9,694千円 △ 852千円
生活福祉課

事
業

50 社会福祉総務一般経費
国庫支出金

7,827千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 4

府支出金 市債 繰入金 その他

8,838

国委 厚生労働統計調査事務委託金 4

69千円

8千円

258千円

3,922千円

2,923千円

65千円

1,525千円

目
的
・
趣
旨

　福祉事務所運営を円滑に行うための経費や、母子寡婦福祉会、障
害者団体などの活動に対し助成することにより、ひとり親家庭等の
自立や障害者の社会参加を促進し福祉の向上を図る。

主
な
財
源

1,025千円

500千円

事
　
業
　
概
　
要

7,317千円

56千円

5千円

11千円
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○自立相談支援員（会計年度任用職員）任用経費（3人）

○その他経費

　・自立相談支援員研修等旅費、職員旅費ほか

　・通信運搬費（電話、光ネットワーク、郵便）

　・相談支援等公用車経費（自動車借上、保険、修繕、燃料費）

　・消耗品（コピー料、事務消耗品）

　・光熱水費、灯油･ガス代

　・施設修繕料

　・コピー機借上料

　・ソフトウェア使用料（ウイルス対策ソフト）

　・Web相談用クラウドサービス利用料

498千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 くらしとしごと寄り添い支援費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

12,326千円 11,811千円 515千円
生活福祉課

事
業

01 自立相談支援事業
国庫支出金

14,777千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 8,606

府支出金 市債 繰入金 その他

409 3,311

使用料 公有財産使用料 29

国負 生活困窮者自立支援負担金 8,388

事
　
業
　
概
　
要

諸収入 寄り添い支援総合ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ光熱水費負担金 380

目
的
・
趣
旨

　くらしやしごとに関して幅広い相談を来所・訪問・Webなどの方
法で受け付けられる相談体制を整え、多様で複合的な問題を抱える
生活困窮者に対して、個別的、包括的、かつ計画的な伴走型の支援
によって自立の促進を図るとともに、生活困窮者支援を通じた地域
内外のネットワークの構築により、支え合い、助け合う地域づくり
を推進する。

主
な
財
源

国補 生活困窮者自立支援補助金 218

71千円

15千円

818千円

322千円

558千円

20千円

9千円

9,890千円

2,436千円

125千円
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○離職者住宅支援給付事業補助金

　・新規申請分（40千円 × 18件 × 3か月）

　・延長申請分（40千円 ×   2件 × 3か月）

　・再延長申請（40千円 ×   1件 × 3か月）

　　※最大9か月

○一時生活支援

　・施設利用料

　　　7千円（1泊3食）× 50泊

　　市内の旅館との賃貸借契約により、必要時に居室を借り上げて
　宿泊と昼食を提供する。

350千円

2,520千円

2,160千円

240千円

120千円

350千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 くらしとしごと寄り添い支援費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

2,870千円 817千円 2,053千円
生活福祉課

事
業

02 離職者等支援事業
国庫支出金

350千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 2,123

府支出金 市債 繰入金 その他

747

国負 生活困窮者自立支援負担金 1,890

国補 生活困窮者自立支援補助金 233

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　離職等により経済的に困窮し、住宅喪失又は住宅喪失のおそれの
ある方に対して住居の確保のために住居費を支給し、また、住居を
喪失している方に対しては、緊急一時的に宿泊場所を提供するな
ど、再就労等に向けた居住支援を行う。

主
な
財
源

- 19 -



○自立相談支援員（会計年度任用職員）任用経費（2人） ○その他経費

　・就労支援員研修等旅費

○就労準備支援事業委託料 　・消耗品費（コピー用紙、事務消耗品）

　・通所型訓練による就労準備支援事業 　・燃料費、光熱水費

　　　①就農促進事業（農林業に関連した体験型訓練） 　・施設等維持管理経費（保険料、修繕料、保守委託料ほか）

　　　②農林業以外の一般就労訓練事業 　・Web相談用クラウドサービス利用料　

　・短期訓練による就労準備支援事業（合宿型就労体験）

27千円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 くらしとしごと寄り添い支援費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

21,266千円 20,787千円 479千円
生活福祉課

事
業

03 就労準備支援事業
国庫支出金

21,386千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 14,166

府支出金 市債 繰入金 その他

7,100

国補 生活困窮者自立支援補助金 14,166

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　「黒部の居場所ひまわり」を拠点に、直ちに一般就労することが
困難な生活困窮者及び生活保護受給者に対して、就労への準備とし
て生活習慣の形成や社会性などの基礎能力向上、事業所等での就労
体験などによる技術や知識の習得及び個々の適正の見極め等を計画
的かつ一貫して支援する。

主
な
財
源

566千円

128千円

204千円

　京都自立就労サポートセンター等事業所の開催する短期訓練に
参加し、一般就労に向けたスキルアップを図る。

898千円

108千円

69千円

6,664千円

13,704千円

7,624千円

5,876千円
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○学習支援員（会計年度任用職員）任用経費（2人）

○その他経費

　・消耗品費（学習用教材）

　・ソフトウェア使用料（ウイルス対策ソフト）

2,851千円

19千円

10千円

9千円

国補

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 くらしとしごと寄り添い支援費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

2,870千円 2,889千円 △ 19千円
生活福祉課

事
業

04 子どもの学習支援事業
国庫支出金

2,724千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 1,433

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

1,437

1,433

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　貧困の連鎖を防止するため、生活保護受給世帯の子どもを中心
に、学習支援員が対象世帯に直接訪問し、子どもの学習支援と併せ
て家庭の生活環境改善や養育支援を行う。

主
な
財
源

生活困窮者自立支援補助金
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○生活困窮者相談支援事業委託料

委託先：京丹後市社会福祉協議会

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 くらしとしごと寄り添い支援費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

3,028千円 0千円 3,028千円
生活福祉課

事
業

05 家計改善支援事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 2,018

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

1,010

2,018

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生活困窮者の家計状況の把握、債務整理及び将来に向けたキャッ
シュフローの作成等を支援することにより、家計改善を図る。

主
な
財
源

国補 生活困窮者自立支援補助金

3,028千円

　社会福祉協議会の生活福祉資金貸付事業や日常生活自立支援事業等の
家計にまつわる事業と連携し実施
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○生活困窮者相談支援事業委託料

委託先：京丹後市社会福祉協議会

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 くらしとしごと寄り添い支援費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

4,542千円 0千円 4,542千円
生活福祉課

事
業

06 自立相談支援機能強化事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 4,542

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

0

4,542

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　社会福祉協議会が実施している事業やネットワークを活用し、潜
在的な相談の掘り起こしや初期の繋がりを確保することにより、生
活困窮者の自立を促す。

主
な
財
源

国補 生活困窮者自立支援補助金

4,542千円
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○共同作業所等通所費助成金

申請見込数：12事業所、62人

助成見込額：3,366千円（4,524円/月×62人×12月）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　障害者の生活指導、職業訓練の場である共同作業所等の通所に必
要な交通費を助成することで、利用者の経済的負担を軽減し、地域
や社会への参加と自立を図る。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（共同作業所等通所費助成事業）

3,366千円

1,300

一般財源

2,066

課

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 1,300

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

3,366千円 3,259千円 107千円
障害者福祉課

事
業

01 通所費助成事業
国庫支出金

3,127千円目

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 障害者福祉費
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○障害児福祉手当給付費

支給対象：常時特別の介護を要する在宅の20歳未満の方

給付額　：14,880/月

給付見込：延べ432人 月平均受給者数：36人

○特別障害者手当給付費

支給対象：常時特別の介護を要する在宅の20歳以上の方

給付額　：27,350円/月

給付見込：延べ876人 月平均受給者数：73人

※障害児福祉手当、特別障害者手当ともに給付額は、令和2年度と同額

23,959千円
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　常時介護の必要な在宅重度障害児者への手当支給により経済的負
担を軽減し、障害者福祉の向上を図る。

主
な
財
源

国負 特別障害者手当等給付費負担金

6,429千円

22,790

一般財源

7,598

課

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 22,790

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

30,388千円 28,153千円 2,235千円
障害者福祉課

事
業

02 障害者等手当支給事業
国庫支出金

28,735千円目

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 障害者福祉費
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○じん臓機能障害者通院交通費助成金

対象者：透析治療による医療を受けるため、公共交通機関又は

　　　　自家用車を利用して通院している透析患者

申請見込人数：33人/月

助成額：通院に要した交通費について2分の1の額

　　　　（1か月当たり5,000円上限）

※ 自家用車利用の場合の交通費は、医療機関までの距離が

片道20㎞以上で、公共交通機関での通院が困難と認め

られる場合に、医療機関までの往復の距離に25円を乗

じて得た額

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　人工透析治療を行うため頻回に通院治療を必要とする透析患者
が、公共交通機関や自家用車を利用して通院する場合、その交通費
を助成し、経済的負担の軽減を図る。

主
な
財
源

1,524千円

一般財源

1,524

課

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

1,524千円 1,552千円 △ 28千円
障害者福祉課

事
業

03 じん臓機能障害者通院交通費助成事業
国庫支出金

1,505千円目

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 障害者福祉費
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○審査支払事務手数料 ○障害福祉サービス介護給付・訓練等給付費

介護給付費等支払に係る国保連合会事務手数料 ・介護給付分（居宅介護・生活介護・施設入所等）

・訓練等給付分（就労支援・グループホーム等）

○障害者虐待緊急保護委託料 ・特定障害者特別給付費（低所得者の施設利用分）

障害者虐待に係る緊急保護措置費用

○特例介護給付・訓練等給付費（基準該当事業所利用分）

○障害者福祉サービス等事業所への助成

・最重度強度行動障害者特別支援補助金 ○高額障害福祉サービス費（複数サービス・他制度併給分等）

・医療型短期入所受入体制強化事業補助金

・医療型ケア児等短期入所初期アセスメント事業補助金 ○障害者福祉サービス等利用支援費（自己負担緩和分）

・医療的ケア児等相談支援調整事業補助金

○障害児支援費（児童発達支援・放課後等デイサービス）

○障害者福祉サービス等利用支援負担金

京都府自立支援医療利用者負担事業（精神通院医療分）市負担分 ○計画相談支援費

35千円 4,181千円

30千円

52,200千円

809,680

国負 障害児通所給付費負担金 30,335

府補 医療的ｹｱ児者等福祉ｻｰﾋﾞｽ利用等促進事業補助金 257

21,122千円

520,135千円

事
　
業
　
概
　
要

府負 障害児通所給付費負担金 15,167

府補 障害者福祉ｻｰﾋﾞｽ等利用支援事業費補助金 1,959

目
的
・
趣
旨

　障害のある方が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ
るよう、一人ひとりの状態に合った障害福祉サービスの給付その他
の支援を行い、障害者福祉を推進する。

主
な
財
源

府負 介護給付･訓練等給付費負担金 404,840

2,422千円 1,580,162千円

1,038,905千円

229千円

965千円

2,779千円

2,264千円 194千円

450千円

13千円

46,515千円

予
算
科
目

03 障害者福祉費

427,422

国負 介護給付･訓練等給付費負担金

増減額

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 840,015 422,223

府支出金 市債 繰入金

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

1,689,660千円 1,631,039千円 58,621千円
障害者福祉課

事
業

04 障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業
国庫支出金

1,624,846千円目
課

一般財源

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額

その他
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○自立支援医療（更生医療）給付費 ○自立支援医療特別対策事業給付費

対象医療：身体障害者手帳に記載のある障害を除去又は軽減するための、       対象医療：呼吸器・直腸・膀胱機能障害3級の手帳所持者が、在宅酸

　　　　　心臓や関節の手術、血液透析など                   　　　　　素療法、直腸・膀胱機能障害の原因疾病の治療をするもの

財源内訳：国1/2、府1/4 財源内訳：府1/2

○自立支援医療（育成医療）給付費 ○自立支援医療（更生医療）審査支払事務手数料

対象医療：体に障害がある又は障害が残ると思われる病気にかかっている

　　　　　18歳未満の児童が、手術等を行うことでその治療効果が期待 ○自立支援医療（育成医療）審査支払事務手数料

　　　　　できるもの

財源内訳：国1/2、府1/4 ○自立支援医療（療養介護医療）審査支払事務手数料

○自立支援医療（療養介護医療）給付費 ○自立支援医療特別対策事業審査支払事務手数料

対象医療：障害福祉サービスの療養介護の支給決定を受けた者に係る医療

財源内訳：国1/2、府1/4

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　障害児者等が障害を除去又は軽減するための医療を受けた場合、
必要な医療費を公費で負担し、経済的負担の軽減を図る。

主
な
財
源

府補 障害者自立支援医療特別対策事業費補助金 130

国負 障害者自立支援医療費負担金 13,018

府負 障害者自立支援医療費負担金 6,509

一般財源

6,686

課

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 13,018 6,639

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

26,343千円 22,477千円 3,866千円
障害者福祉課

事
業

05 自立支援医療事業
国庫支出金

24,532千円目

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 障害者福祉費

9千円

14,736千円 4千円

10,984千円 260千円

316千円 30千円

4千円
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○障害児者補装具給付費

身体障害児者の補装具の購入、修理又は借受に係る費用を支給する。

※基準額の原則1割が自己負担であるが、身体障害児の補装具に係る

　自己負担分については、市の独自施策として全額公費にて給付する。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　身体障害者及び身体障害児の身体機能を補完又は代替する補装具
を給付し、日常生活及び社会生活を支援する。

主
な
財
源

11,038千円

購　入 修　理 合　計

障害者 6,764千円 1,085千円 7,849千円

障害児 2,799千円

2,761

国負 障害児者補装具給付費負担金 5,518

府負 障害児者補装具給付費負担金 2,759

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 5,518 2,759

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

11,038千円 11,225千円 △ 187千円
障害者福祉課

事
業

06 補装具事業
国庫支出金

9,948千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 障害者福祉費

390千円 3,189千円

合　計 9,563千円 1,475千円 11,038千円
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【市町村必須事業】 【市町村任意事業ほか】

○障害者相談支援事業 ○日中一時支援事業

　　障害福祉サービスの利用支援等（相談支援事業所2事業所へ委託） 　　日中活動の場の提供・一時預かり見守りなどを実施

○日常生活用具給付事業 ○福祉タクシー利用料・ガソリン費用助成事業

　　重度障害者等に、日常生活上の利便性を高めるための用具を給付 　　タクシー利用料金又は自動車ガソリン等の代金の一部を助成

○移動支援事業 　　※令和3年度から利用対象を拡大（福祉有償運送、ささえ合い交通を追加）

　　屋外移動困難な障害者等が社会生活上不可欠な外出等に支援員を派遣　 ○その他の事業

○障害児通学支援事業 　・身体障害者訪問入浴事業

　　児童が聾学校に通学する際に同行する支援員を派遣 　・生活サポート事業（在宅障害者に居住介護従事者等を派遣）

○地域活動支援センター事業 　・生活支援事業（障害者の日常生活上必要な訓練等を実施）

　　創作的活動等の機会の提供、社会との交流を促進するための支援 　・精神障害者社会復帰事業経費（2グループ・毎月教室開催）

○成年後見制度利用等経費 　・自動車運転免許取得･改造助成金

　　成年後見制度の申立経費、後見人等の報酬を助成 　・福祉機器等購入助成金

　・小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付費

　・障害者虐待防止対策経費（専門職派遣謝金）

　・京都府北部障害者歯科診療所運営費等補助金

47,235千円

85千円

960千円

31,018

府補 障害者地域生活支援事業費補助金 15,509

400千円

500千円

8,955千円

40千円

25千円

事
　
業
　
概
　
要

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 24,000

目
的
・
趣
旨

　障害のある方が地域の中で自立した日常生活又は社会生活を営む
ことができるよう、総合的に支援する体制をつくり、障害者福祉の
向上を図る。

主
な
財
源

府補 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業費補助金 42

5,491千円

17,200千円

18,688千円

129千円

3,830千円

50,000千円

2,293千円

1,061千円

24千円

29千円

その他

24,000

予
算
科
目

03 障害者福祉費

84,083

国補 障害者地域生活支援事業費補助金

民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 31,018 15,551

府支出金 市債 繰入金

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

154,652千円 152,461千円 2,191千円
障害者福祉課

事
業

07 地域生活支援事業
国庫支出金

149,623千円目
課

一般財源

款 03
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○障害者雇用促進リーフレット作成 ○障害者施設製品販売支援事業

　　企業に対する障害者雇用と実習受入を啓発・促進する制度紹介リーフレッ 　　障害者施設製品の常設販売店「クリエイトショップくりくり」の運営経費の

　トを作成・配布する。 　一部を助成することで、製品の販売促進や運営を支援する。

　　商工会員周知　2,500枚、関係機関等配架　500枚

○障害福祉サービス事業所等工賃向上支援事業

○障害者職場実習促進事業 　　障害福祉サービス事業所等が、障害者の工賃向上のために行う製品開発及び

　　障害者が市役所または 一般企業等で職場実習を実施した場合に、実習を支 　販売促進活動等の事業に対し補助金を交付する。

　援した福祉施設等と受け入れた企業及び実習者に奨励金を支給する。

　　実習期間は、8日を基本に受入企業等と調整する。

　・企業実習奨励金（3千円/日）

　　※ 障害者雇用促進法対象企業及び市役所は除く

　・福祉事業所等実習奨励金（4千円/日）

　・実習生実習奨励金（1千円/日）

品質改善及び新商品開発に係る設備整備経費 3/4 100千円

販売促進活動 2/3 50千円

上限額対象事業

品質改善及び新商品開発に係る経費 2/3 50千円

2,000千円

補助率

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　障害者の就労を支援する事業を実施し、就労及び雇用の促進を図
る。
　また、障害者の就労意欲の向上と市民との協働を図るための情報
発信の場として、障害者施設製品常設店の運営を支援するととも
に、障害福祉サービス事業者等が障害者の工賃向上のために行う活
動を支援する。

主
な
財
源

繰入金 ふるさと応援基金繰入金

64千円

5千円 6,000千円

350千円

30千円

256千円 製造効率化等 2/3 50千円

2,000

一般財源

2,000 6,355
総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 障害者福祉費

項 01 社会福祉費

8,355千円 6,344千円 2,011千円

事
業

08 障害者就労支援事業
国庫支出金

目

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

障害者福祉課
6,370千円

課
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○心のバリアフリー促進事業 ○重度障害児者入院時コミュニケーション支援事業

地域、学校、事業者等向けの出前講座を実施し、障害者理解を促進する。 　　重度障害児者の入院時に、コミュニケーション支援員を派遣する。

・需用費（啓発リーフレット）

○軽・中等度難聴児補聴器購入費等助成金

○手話通訳者・要約筆記奉仕員派遣事業 　　身体障害者手帳交付に至らない18歳未満の軽・中等度難聴児で、医師が

聴覚及び音声言語機能障害者に、手話通訳者や要約筆記者を派遣する。 　必要性を認めたものに対し、購入等費用の一部を助成する。

○手話通訳者設置事業

手話通訳専任職員を設置し、聴覚障害者等の相談支援等を行う。

○手話奉仕員・要約筆記奉仕員養成事業

要約筆記奉仕員養成講座（全15回）を実施する。

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　障害の特性を理解し、地域や職場、学校等において合理的配慮の
提供や手話の普及が広がるよう障害者理解の促進と啓発事業を実施
する。
　また、障害の特性に合ったコミュニケーション支援を行うことに
より障害者の社会参加を促進する。

主
な
財
源

府補 軽･中等度難聴児支援事業費補助金 90

国補 障害者地域生活支援事業費補助金

475千円

109千円 32千円

109千円

326千円

5,980千円

230千円

1,903

府補 障害者地域生活支援事業費補助金 951

一般財源

4,208
総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 1,903 1,041

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

7,152千円 6,961千円 191千円
障害者福祉課

事
業

09 心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ促進事業
国庫支出金

7,289千円目
課

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 障害者福祉費
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○事務費 ○障害支援区分の認定に関する審査会運営経費

・身体･知的･精神障害者相談員報償金（30,500円×15人） ・審査会委員報酬（16,100円/月×5人×12か月）

・自立支援協議会研修会講師報償金 ・旅費（費用弁償、認定調査旅費）

・旅費（相談員費用弁償、会議･研修等の出張旅費） ・需用費（審査会運営消耗品費）

・需用費（受給者証用紙、支援ファイル用紙、燃料費ほか） ・役務費（審査会資料郵送代、医師意見書作成手数料）

・特別児童扶養手当関係郵便代 ・委託料（障害支援区分認定調査）

・火災保険料、ボランティア保険料、クリーニング代 ・使用料（障害支援区分調査時有料道路通行料）

・委託料（システム更新･保守）

・バス運転委託料（障害者のつどい、相談員研修会ほか） ○メリデン版訪問家族支援

・有料道路通行料（行事、会議出席） 職員が訪問型支援の研修プログラムを受講し、障害者本人と家族を

・使用料（ソフトウェア使用） 支援する体制を構築する。

・あみの福祉会桃山の里用地借上料 ・旅費（研修旅費）

・丹後視力障害者福祉センター後援会負担金 ・需用費（研修用教材）

・負担金（受講料、会費） 122千円

100千円 98千円

4千円

857千円

200千円

46千円 60千円

208

80千円 1,734千円

245千円

95千円

28千円

国委 特別児童扶養手当事務委託金

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　障害者福祉に関する事業を行う上で必要となる事務経費及び障害
支援区分認定審査会の運営等に関する経費

主
な
財
源

4,957千円 4,036千円

458千円

2,683千円

140千円

31千円

157千円 53千円

201千円 1,185千円

966千円

前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

19 地域で共に生きる障害者福祉の推進 208

府支出金 市債 繰入金

款 03

その他

予
算
科
目

03 障害者福祉費

項 01 社会福祉費

9,298千円 7,837千円 1,461千円
障害者福祉課

事
業

50 障害者福祉一般経費
国庫支出金

18,129千円目
課

一般財源

民生費 本年度予算額 参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

9,090
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○敬老祝い品 ＜敬老祝い事業実施主体（開催単位）＞

最高齢・長寿の方に祝い品及び祝い状を、米寿・喜寿の方に祝い品を贈呈する。 ・行政区（または2以上の地区連合体）

　・最高齢（1人）祝い品及び祝い状 ・老人福祉施設

　・長寿（100歳、78人）祝い品及び祝い状

　・米寿（88歳、451人）祝い品 ＜敬老会参加対象者数、実施主体数＞

　・喜寿（77歳、551人）祝い品

　・最高齢及び長寿祝い表彰状筆耕料

○敬老会補助金

　　　2千円 × 12,027人 ＋ 1,985千円（定額分） ＝　

※75歳以上の対象者1人当たり2千円＋実施主体の規模に応じた定額分
　を加算する。定額分は、対象者が100人までは一律10,000円とし、
　100人を超え50人超える毎に5,000円増額する。

18

26,039千円

26,039千円

12 14218 23

551千円

20千円

丹後町 弥栄町 久美浜町 合　計

2,419人 1,814人 2,979人 1,374人 1,196人 2,245人 12,027人

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　高齢者の長寿を祝い、長年にわたる社会貢献に対して感謝するた
め、行政区等の団体が行う敬老会事業に対して補助金を交付すると
ともに、最高齢・長寿・米寿・喜寿の各対象者に対し、祝い品を贈
呈する。

主
な
財
源

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債）

峰山町 大宮町 網野町

38

1,396千円

15千円

359千円

451千円

33

13,000

一般財源

13,000 14,435

国庫支出金 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

27,435千円 26,937千円 498千円
長寿福祉課

事
業

01 敬老祝い事業

25,761千円
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債

目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04

予
算
科
目

高齢者福祉費
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　老人福祉法に基づき、養護老人ホーム等へ入所措置を行う。

○一般事務費

　・入所判定委員会委員謝金及び費用弁償

　・職員旅費、有料道路通行料（施設入退所立会い等）

　・印刷製本費（督促状）

○養護老人ホーム等入所措置費

　　入所施設：4施設　入所者数：66人

　・事務費

　・一般生活費

　・冬期加算

　・期末加算

　・被服費加算

　・介護保険料加算

　・介護サービス利用者負担加算

市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

144,461千円 146,187千円 △ 1,726千円
長寿福祉課

事
業

02 老人保護措置事業
国庫支出金

145,402千円目
課

一般財源府支出金

29,327

31千円

8千円

144,397千円

29,327 115,134

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　老人福祉法に基づき、原則65歳以上の方で、家族や住居の状況、
経済的理由等により、居宅における生活の継続が困難な方に対し、
養護老人ホーム等への入所措置を行うことにより、生きがいを持て
る健全で安らかな生活を保障する。

主
な
財
源

負担金 老人福祉施設措置費負担金

111千円

3,895千円

99,135千円

40,282千円

621千円

289千円

64千円

64千円

25千円
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○老人クラブ活性化支援補助金

　・老人クラブ連合会活動促進事業費補助金 　・老人クラブ事務局員賃金補助金（1人分）

　　　72円×1,900人＋194,000円 　・老人クラブ連合会運営補助金（研修会等参加補助）

　・老人クラブ活動費補助金

　　　3,880円×86クラブ×12月

　・友愛訪問活動事業補助金

　　　介護施設等への訪問慰問

　・世代間交流事業補助金

　　　市内の園児や児童生徒とスポーツや昔の遊等を通じて交流を図る。

　・健康づくり事業補助金

　　　スポーツ大会等を通じて会員の生きがいづくりや健康づくりに取り組む

　　とともに、会員以外の高齢者の参加も促す。

　・啓発･広報広聴促進事業補助金

　　　機関紙を通じて活動紹介、啓発、意見交換を行う。

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

6,867千円 7,026千円 △ 159千円
長寿福祉課

事
業

03 老人ｸﾗﾌﾞ活性化支援事業
国庫支出金

6,763千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 3,663

府支出金 市債 繰入金 その他

6,867千円

331千円

3,663

一般財源

3,204

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　老人クラブの活動に対して助成を行うことにより、老人クラブの
育成、高齢者の生きがいづくり及び健康づくりを図り、高齢者の生
きがいづくりと社会参加を推進する。

主
な
財
源

府補 老人ｸﾗﾌﾞ助成事業費補助金

540千円

500千円

1,200千円

4,004千円

60千円

60千円

172千円

- 36 -



○福祉有償運送事業費補助金

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

11,673千円 11,224千円 449千円
長寿福祉課

事
業

04 福祉有償運送運営助成事業
国庫支出金

9,177千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 4,400

府支出金 市債 繰入金 その他

4,400

一般財源

7,273

目
的
・
趣
旨

　福祉有償運送の実施を支援することにより、在宅の高齢者や障害
者が住み慣れた地域で自立した生活を営めるよう外出を支援し、地
域福祉の向上を図る。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（福祉有償運送運営助成事業）

　福祉有償運送事業は、営利を目的としないことを前提に許可を受けて実
施するという事業の性質上、利用料収入だけでは事業運営が困難であるこ
とや、地域福祉における事業の必要性と重要性を考慮して、事業が安定し
て実施できるよう、京丹後市社会福祉協議会が行う当該事業に対し必要な
財政支援を行う。

　①利用料収入 4,596千円

　②支出合計 16,269千円

事
　
業
　
概
　
要

　福祉有償運送事業費補助金（②－①） 11,673千円

　　（内訳）人件費 9,730千円

　　　　　　事務費 8千円

　　　　　　事業費 6,531千円

11,673千円
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○生活管理指導事業委託料

・生活保護世帯以外の世帯分

（2,080円×14日×2件）

・生活保護世帯分

（3,810円×7日×1件）

　利用対象者：概ね65歳以上、介護保険法の介護給付及び

　　　　　　　予防給付の対象にならない方　　

　利用者負担：1日につき1,730円（生活保護世帯を除く）で、

　　　　　　　直接、委託事業所に納付する。

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

85千円 85千円 0千円
長寿福祉課

事
業

05 生活管理指導事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

85

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生活習慣などにより社会生活の適応が困難な高齢者に対して、養
護老人ホーム等（満寿園、丹後園）で短期間の宿泊を通じて日常生
活の指導及び支援をすることにより、自立した生活を助長する。

主
な
財
源

85千円

58千円

27千円
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○社会福祉法人等利用者負担軽減助成金

　軽減対象認定者数 ：417人

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

14,178千円 17,923千円 △ 3,745千円
長寿福祉課

事
業

06 介護ｻｰﾋﾞｽ利用負担軽減事業
国庫支出金

14,978千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 10,633

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

3,545

10,633府補 介護保険事業費補助金

14,178千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　社会福祉法人等により被保険者に提供される介護保険サービス等
の利用者負担について、低所得等の一定基準を満たしている生活困
窮者の負担を軽減し、高齢者福祉の増進を図る。

主
な
財
源

　低所得で生計の維持が困難である者の介護保険サービスの利用につい
て、社会福祉法人等が利用者負担額の軽減を行う場合に、その軽減した額
の一部を助成する。
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○老人福祉施設建設資金借入金償還補助金

補助対象：社会福祉法人が整備する社会福祉施設に係る事業

　　　　　　　（平成28年度までの借入れにかかるもの）

補助内容：整備に係る資金の元金又は利子の一部

1,420千円

2,671千円

12,827千円

2,708千円

目
的
・
趣
旨

　法人経営の安定と老人福祉施設の充実を図るため、社会福祉法人
の施設整備に係る借入金等の返済の一部を助成する。

主
な
財
源

総合計画
計画項目

20 12,827

12,827千円

合計

特別養護老人ホーム海山園建設資金

特別養護老人ホーム満寿園建設資金

養護老人ホーム満寿園改築資金

特別養護老人ホームふるさと増築資金

特別養護老人ホームふるさと建設資金

第二丹後園特別養護老人ホーム建設資金

特別養護老人ホーム弥栄はごろも苑建設資金

補助施設等

1,500千円

事
　
業
　
概
　
要

補助金額 償還終了年度

2,171千円

2,220千円

137千円

項 01 社会福祉費

12,827千円 14,004千円 △ 1,177千円目 04 高齢者福祉費

事
業

07
府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

15,227千円

高齢者福祉施設整備助成事業
国庫支出金

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

課 長寿福祉課

一般財源

暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

令和28年度

令和10年度

令和12年度

令 和 3 年 度

令和10年度

令 和 6 年 度

令和19年度
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○施設管理業務委託料

　　委託先：木津連合区

○施設維持管理経費

　・需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費及び修繕料）

　・役務費（電話代、火災保険料）

　・消防設備等保守点検委託料

　・ボイラー保守点検委託料

〈参考〉入浴料（1回）

　市内に居住する60歳以上の者 200円

　市内に居住する60歳未満の者 300円

　市外に居住する者 500円

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

8,265千円 8,537千円 △ 272千円
長寿福祉課

事
業

08 網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ施設管理事業
国庫支出金

7,794千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

2,640

一般財源

2,640 5,625

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　在宅の高齢者に対して生きがいや健康づくりの場として、サーク
ル活動などの会場及び入浴施設の提供を図る。

主
な
財
源

使用料 網野高齢者すこやかｾﾝﾀｰ使用料

5,103千円

72千円

2,968千円

5,297千円

105千円

17千円

- 41 -



○介護保険事業特別会計繰出金

【介護保険事業分】 【地域支援事業分】

・介護給付費相当分 ・介護予防事業分 

総給付費×12.5% 介護予防･生活支援サービス事業分、一般介護予防事業分

・事務費相当分 事業費×12.5%

（一般管理費＋賦課徴収費＋趣旨普及費）×75% ・介護予防事業　基準額超過分 

・認定事務費相当分 基準超過事業費×75%

（介護認定審査会費＋認定調査等費）×75% ・包括的支援事業分

・低所得者保険料軽減相当分 包括的支援、任意事業、社会保障充実分

 基準額×19.25%

・包括的支援事業　基準額超過分

基準超過事業費×75%

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

1,054,737千円 1,009,800千円 44,937千円
長寿福祉課

事
業

09 介護保険事業特別会計繰出金
国庫支出金

925,161千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 47,713 23,856

府支出金 市債 繰入金 その他

47,713

府負 低所得者保険料軽減負担金 23,856

一般財源

983,168

目
的
・
趣
旨

　介護保険事業及び介護予防事業の円滑な運営を行うため、一般会
計から介護保険給付費の負担相当分（法定割合12.5%）と要介護認
定、賦課徴収業務等に係る事務費相当分及び低所得者の第1号保険
料軽減分、介護予防事業や包括的支援事業・任意事業に要する経費
を繰り出す。

主
な
財
源

国負 低所得者保険料軽減負担金

1,054,737千円

968,047千円 86,690千円

814,978千円 20,522千円

事
　
業
　
概
　
要

95,426千円

5,435千円

32,912千円

24,375千円

52,208千円

8,881千円
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○介護サービス事業特別会計繰出金

〈介護サービス事業特別会計収支〉

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

33,000千円 40,000千円 △ 7,000千円
長寿福祉課

事
業

10 介護ｻｰﾋﾞｽ事業特別会計繰出金
国庫支出金

40,000千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

33,000

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　京丹後市やさか老人保健施設ふくじゅ及び京丹後市網野デイサー
ビスセンターの運営に要する経費を繰り出す。

主
な
財
源

収支差額 33,000千円

33,000千円

歳　　入 97,000千円

歳　　出 130,000千円
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○指定管理施設修繕料

○火災保険料

○指定管理委託料（指定管理者、債務負担行為設定）

　・網野社会参加交流ハウス

　　（社会福祉法人あみの福祉会、令和7年度まで）

　・丹後老人福祉センター松風苑

　　（社会福祉法人京丹後市社会福祉協議会、令和3年度まで）

　・弥栄生きがい交流センター

　　（社会福祉法人あしぎぬ福祉会、令和7年度まで）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

10,341千円 9,864千円 477千円
長寿福祉課

事
業

11 福祉施設等指定管理施設運営事業
国庫支出金

11,574千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

5,000

一般財源

5,000 5,341

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　民間の強みや特性を生かした指定管理者の管理運営により、利用
者へ質の高い多様なサービスを提供するとともに、地域に根差した
高齢者の拠点施設機能を果たすことを目的とする。

主
な
財
源

市債 過疎地域自立促進特別事業債（過疎対策債）

1,676千円

350千円

55千円

9,936千円

1,745千円

6,515千円
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○介護予防安心住まい推進事業費補助金

　対象工事：手すりの設置、段差の解消、すべり防止等

　※特定未認定高齢者：65歳以上であり、かつ、要支援又は要介護

　　　　　　　　　　　の認定を受けていないが、今後認定の可能性

　　　　　　　　　　　が高いと市長が判断する高齢者

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

480千円 480千円 0千円
長寿福祉課

事
業

12 介護予防安心住まい推進事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 480

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

0

480府補 介護予防安心住まい推進事業費補助金

480千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生活機能が低下し要支援・要介護状態になるおそれのある65歳以
上の高齢者の生活機能の維持のため、住宅改修費用の一部を助成
し、高齢者世帯の経済的負担の軽減を図る。

主
な
財
源

　特定未認定高齢者で市民税非課税世帯である方に対象工事費の3分の2
を助成する。（上限額160千円×3件）
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○地域密着型サービス施設整備事業費補助金

社会福祉法人丹後福祉会 【補助金内訳】

特別養護老人ホーム丹後園

10/10（国2/3、府1/3）

① 多床室の個室化改修事業

② 施設の大規模修繕に併せて行うICT等の導入事業
22,680千円

67,668千円

補助単価
（A）

対象床数
（B）

補助金額
（A×B）

978千円 46床 44,988千円

計

② ICT等の導入事業

① 個室化改修事業

事業区分

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

67,668千円 0千円 67,668千円
長寿福祉課

事
業

15 高齢者福祉施設整備事業
国庫支出金

0千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり 67,668

府支出金 市債 繰入金 その他

0

府補 地域密着型ｻｰﾋﾞｽ等整備助成事業補助金 67,668

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、府の補助を
活用し、特別養護老人ホームが行う多床室の個室化改修などを支援
する。

主
な
財
源

補 助 率 ：

事 業 概 要 ：

67,668千円

実 施 法 人 ：

対 象 施 設 ：

420千円 54床
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○シルバー人材センター運営費補助金

○京都府シルバー人材センター連合会賛助会費

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

19,050千円 19,050千円 0千円
長寿福祉課

事
業

16 ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ運営助成事業
国庫支出金

20,050千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

19,050

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　シルバー人材センターを支援することにより、高齢者の就業機会
の確保をはじめ、就業及びボランティア活動等による高齢者の社会
参加を図り、地域の活性化と福祉の向上を目指す。

主
な
財
源

19,000千円

50千円
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＜働くシニア応援プロジェクトの実施＞ ＜長寿レシピ本作成＞【健康推進課】

　シルバー人材センター等の関係機関と連携し、元気な高齢者の生きが 平成25年11月発行「～今に活きる～「京丹後」百寿人生のレシピ」に続き、

いづくりと健康を増進するとともに、高齢者の就業機会の確保による企 京丹後版長寿レシピ本の発行に向け、調査・研究を進める。

業等の人材不足の解消、地域活動への参画等を促進することにより、百

才活力社会の推進及び地域の活性化を図る。 ○作成検討会開催経費（5回分）

関係機関（医療機関、保健所等）、栄養部門や医療分野の専門家とともに

○高齢者雇用に係る求人状況等調査・分析、高齢者向けの求人カタログの作成 作成を検討する。

・印刷製本費（求人カタログの作成） ・専門家アドバイザー謝金（2人分）

○就職フェア、セカンドキャリアセミナーの実施 ・費用弁償

シルバー人材センターとの共催により、セカンドキャリアセミナーを実施　

シルバー負担費用：講師に係る費用 ○レシピ本作成準備経費

市負担費用：広報・会場設営に係る費用 ・食生活改善推進委員謝金（レシピ調理）

・需用費（事務用品、セミナーチラシ印刷代） ・消耗品費（撮影用食材）

・役務費（チラシ新聞折込手数料）

・会場設営委託料（就職フェア）

・使用料及び賃借料（就職フェア及びセミナー開催分）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

1,232千円 0千円 1,232千円
長寿福祉課

事
業

17 百才活力社会推進事業
国庫支出金

0千円目
課

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

1,232

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　百歳になってもそれぞれの才能を活かして、学習や趣味、仕事、
ボランティアなど、やりたい分野で生涯現役で活躍できる「百才活
力社会」の実現に向けて、取り組みを進める。

主
な
財
源

400千円

346千円

60千円

110千円

50千円

426千円

316千円

125千円

71千円

100千円

30千円

30千円
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○タクシーチケット印刷代

①通常外出支援分（1冊4,000円綴りを2,000円で販売） ・令和3年度分（990冊）

　病院、買い物、公共機関等へ行くときに利用されたタクシー運賃の支払 ・令和4年度分（1,390冊）

いに利用できるチケット ○高齢者外出支援助成金

②公共交通利用促進分（1冊2,000円綴りを1,000円で販売） ・通常外出支援分

　自宅と最寄りのバス停の移動（片道又は往復）に利用されたタクシー運 ・公共交通利用促進分

賃の支払いに利用できるチケット 令和3年度の販売予定数

満75歳以上の方

令和4年3月31日まで

令和3年10月1日～令和4年3月31日 ※令和3年度については、各チケット1人1冊まで購入可

長寿福祉課又は各市民局（峰山市民局は除く。）

【チケットの種類】

【 販 売 場 所 】

【 販 売 期 間 】

【 使 用 期 限 】

【 対 象 者 】

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

長寿福祉課
事
業

18 高齢者外出支援事業
国庫支出金

0千円目
課

一般財源

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

1,710

予
算
科
目

04 高齢者福祉費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 社会福祉費

3,614千円 0千円 3,614千円

1,904

1,710

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　高齢者（満75歳以上）の外出支援及び公共交通機関の利用促進、
交通空白地の解消を図るため、2種類のタクシー代割引チケットの
販売を実証実験も兼ねて行う。

主
な
財
源

諸収入 高齢者外出支援ﾀｸｼｰﾁｹｯﾄ販売代金

3,420千円

540千円

137千円

2,880千円

194千円

57千円

720冊

270冊公共交通利用促進分

通常外出支援分

- 49 -



○会計年度任用職員任用経費（事務補助・1人）

○職員旅費

課長会議（京都市）等

○消耗品費

事務用品、参考図書の購入等

○役務費

　・通信運搬費（郵送料）

　・老人用電話回線休止手数料

　・火災保険料（宇川いちがお園、浜詰ふれあいセンターほか）

　・総合賠償補償保険料（認知症あんしん補償事業）

○使用料及び賃借料

　・有料道路通行料

　・駐車場使用料

　・土地借上料

　　グループホームかえで（弥栄町溝谷）の土地借上料

　　浜詰ふれあいセンター（網野町浜詰）の土地借上料

535千円

15千円

6千円

223千円

3千円

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

長寿福祉課
3,473千円

課
事
業

50 高齢者福祉一般経費
国庫支出金

目

総合計画
計画項目

20 暮らしに生きがいのある健康長寿のまちづくり

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 高齢者福祉費

項 01 社会福祉費

3,735千円 12,482千円 △ 8,747千円

一般財源

3,735

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　高齢者福祉施設の管理及び高齢者福祉事務事業を円滑に進めるた
めの経費

主
な
財
源

40千円

2千円

2,870千円

46千円

556千円

38千円

180千円

455千円

80千円
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○自立支援教育訓練給付金 ○高等職業訓練促進費

× ＝

○ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援費 × × ＝

× × ＝

× ＝

× ＝

※看護学校等1年以上のカリキュラムが必要な養成機関へ入学した場合、
　修業する全期間（上限3年。但し一部資格は上限４年）

　看護師、准看護師、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、
理容師、美容師、調理師、歯科衛生士、歯科技工士、言語聴覚士等の
資格を取得するために、養成機関に通学する場合には給付金を、養成
カリキュラムを修了した際には修了支援金を給付する。

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 児童福祉費

4,480千円 2,750千円 1,730千円目 01 児童福祉総務費

事
業

04 母子家庭等対策総合支援事業
国庫支出金 府支出金 市債

子育て支援の総合的な推進 3,359 1,121

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

課 生活福祉課

一般財源

2,574千円

繰入金 その他

目
的
・
趣
旨

　ひとり親家庭の母又は父が、就職に有利な資格取得、職業能力開
発の取組及び高等学校卒業程度認定試験の合格のための講座等を受
講するために支援金を給付し、生活の負担軽減や自立の促進を図
る。

主
な
財
源

国補 自立支援教育訓練給付費補助金 150

国補 高等職業訓練促進費補助金 3,097

国補 ひとり親家庭高校卒業程度認定試験合格支援費補助金 112

総合計画
計画項目

25

事
　
業
　
概
　
要

4,130千円200千円

　ひとり親家庭の母又は父で、就職を目指して技能を身に付けたい
方が、資格取得のための講座等を受講する場合、受講者が支払った
教育訓練費（入学金、受講料等）の60％に該当する額を給付する。
　（上限200千円、12千円以下の場合は対象外）

150千円

　・受講修了時給付金：講座受講費用の2割（上限100千円）
　・合格時給付金：講座受講費用の4割
　　　　　　　　（受講修了時給付金を合わせ上限150千円）

150千円 1人 150千円

2,400千円

140千円 12月 1人 1,680千円

200千円 1人 200千円

100千円 12月 2人

それ以外の世帯 70,500円 25,000円

※養成機関における課程修了までの期間の最後の12か月については、
　月額40,000円を上乗せして給付。

50千円 1人 50千円

促進費（月額） 修了支援金

市民税非課税世帯 100,000円 50,000円
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○産前産後サポート事業 ○子育て支援おむつ用ごみ袋配付事業

・会計年度任用職員任用経費（助産師1人） ・消耗品費（配付用袋）

（なかよし広場、地域子育て支援センターでの専門相談）

・助産師謝金（27回：マタニティクラス、赤ちゃんサロン、

パパ＆ベビーサロンでの集団指導・個別相談）

・職員旅費（子育てピアネットワーク会議ほか）

・消耗品費（マタニティクラス、両親学級ほか）

・印刷製本費（マイプラン）

○産後ケア事業（産後ケア委託料）

・宿泊型：医療機関

・デイサービス型：乳児院

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、必要な支援
や関係機関との連絡調整により、妊娠期から子育て期にわたる切れ
目のない支援を行う。

主
な
財
源

国補 母子保健衛生費国庫補助金

2千円

2千円

90千円

205千円

295千円

37千円

53千円

23千円

355

府補 地域少子化対策重点推進交付金 36

279千円

163千円

555千円

461
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 355 36

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 02 児童福祉費

852千円 836千円 16千円
健康推進課

事
業

07 子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ事業
国庫支出金

1,847千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 子育て支援費
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○報償費（コーディネーター謝金）

・子育てWeb懇談会（上半期、下半期の2回開催）

・検討会議（4回開催）

意見を施策に反映していくための検討会議

13千円

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　子育て世代の方が意見交換できる場及び子育て世代の方同士が交
流できる場としてWebによる懇談会を開催することで、幅広い意見
を集約し、子育て施策に反映する。

主
な
財
源

27千円

14千円

一般財源

27

課

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 02 児童福祉費

27千円 0千円 27千円
健康推進課

事
業

08 はは笑みﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業
国庫支出金

0千円目

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 子育て支援費
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○児童手当給付費 ○その他事務経費

　・職員旅費（担当者会議）

　・消耗品費（事務用品）

　・印刷製本費（支払通知書、申請案内等封筒）

　・通信運搬費（支払通知、申請案内通知書等郵送料）

○会計年度任用職員任用経費（事務補助員1人）

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 児童福祉措置費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 02 児童福祉費

679,312千円 704,207千円 △ 24,895千円
生活福祉課

事
業

01 児童手当支給事業
国庫支出金

703,965千円目
課

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 466,936 104,373

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　次世代の社会を担う子どもたちの育ちを社会全体で支援するた
め、中学校修了までの子どもを対象に児童手当を支給する。

主
な
財
源

0～3歳未満
被用者

15,000円

466,936

府負 児童手当負担金 104,373

一般財源

108,003

府支出金 市債 繰入金 その他

国負 児童手当負担金

675,685千円 1,206千円

12千円

80千円

148千円

2,421千円

中学生 10,000円 13,927人 139,270千円

特例給付 5,000円 976人 4,880千円

966千円

合　　　　　計 675,685千円

1,850人 27,750千円

区　　　　　分 支給月額 延べ対象児童数 金　額

3歳以上～
小学校修了前

第1子・第2子 10,000円 31,066人 310,660千円

第3子以降 15,000円 5,812人 87,180千円

7,063人 105,945千円

非被用者
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○児童扶養手当給付費

○その他事務経費

　・職員旅費（事務担当者会議）　

　・消耗品費（事務用品）

　・印刷製本費（支払通知書・手続案内封筒）

　・通信運搬費（手続案内・決定通知・支払通知等郵送料）

184,720千円

事
　
業
　
概
　
要

母子 父子 養育者 手当月額（児童1人）

478千円

※児童が2人の場合は、所得により5,100円から10,190円を加算

　3人以上の場合は、所得により1人増えるごとに3,060円から6,110円
　を加算

609千円

23千円

20千円

88千円

全部支給 171人 10人 1人 43,160円

一部支給 174人 27人 1人 10,180円～43,150円

目
的
・
趣
旨

　ひとり親家庭等の児童を監護・養育している母又は父若しくは父
母に代わってその児童を監護・養育する者に児童扶養手当を支給
し、家庭生活の安定と自立の促進を図る。

主
な
財
源

国負 児童扶養手当給付費負担金 61,573

総合計画
計画項目

25

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

課 生活福祉課

一般財源

242,256千円

繰入金 その他府支出金 市債

子育て支援の総合的な推進 61,573 123,756

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 02 児童福祉費

185,329千円 195,875千円 △ 10,546千円目 03 児童福祉措置費

事
業

02 児童扶養手当等支給事業
国庫支出金
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○扶助費

・助産施設入所措置費

× ＝

事
　
業
　
概
　
要

420千円

420千円 1人 420千円

目
的
・
趣
旨

　妊産婦が経済的理由により入院助産を受けることができない場合
に、必要に応じて、府が指定した助産施設において助産するために
入所措置を行う。

主
な
財
源

国負 児童入所施設措置費等負担金 210

府負 児童入所施設措置費等負担金 105

一般財源

105

課

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 210 105

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 02 児童福祉費

420千円 4,713千円 △ 4,293千円
生活福祉課

事
業

03 児童入所施設措置事業
国庫支出金

4,475千円目

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 児童福祉措置費
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○生活保護運営に関する総務費

・生活保護嘱託医報酬（1人） ・診療報酬と介護保険報酬の審査支払手数料、資産調査手数料

医療扶助の決定･実施に伴う専門的な判断や助言指導を行う。 ・要介護認定調査、診療報酬明細書点検の委託料

・就労支援員（会計年度任用職員）任用経費（1人） ・生活保護システムサービス利用料

稼働年齢層の受給者に対し、就労活動の支援を行う ・生活保護レセプト管理システムサービス料

・生活保護面接相談員（会計年度任用職員）任用経費（1人） ・生活保護申請者の保護決定までの間の一時支援金貸付

生活保護相談者に対し、相談や援助を行う　

・健康管理支援員（会計年度任用職員）任用経費（1人）

　 高度な専門性を持った保健師等によって健康課題を持つ被保

護世帯の健康指導・相談支援を行う　

※令和3年1月より被保護者健康管理支援事業が施行

・会計年度任用職員研修旅費

・職員旅費（会議･研修）、有料道路通行料

・参考図書や事務用品等の購入費、封筒等の印刷費

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 生活保護総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 03 生活保護費

14,348千円 14,261千円 87千円
生活福祉課

事
業

02 生活保護運営管理事業
国庫支出金

15,716千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 6,147

府支出金 市債 繰入金 その他

4,018

国補 生活困窮者自立支援補助金 2,129

一般財源

720 7,481

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生活保護法に基づく事務を円滑に行い、生活保護費支給事業を適
切に運用する。

主
な
財
源

諸収入 一時支援資金貸付金元金収入 720

国負 生活困窮者自立支援負担金

14,348千円

981千円

177千円

257千円

81千円

2,984千円

528千円

720千円

404千円

2,559千円

367千円

2,648千円

2,642千円
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○扶助費

　・生活扶助費 　・葬祭扶助費

食費、被服費、光熱水費等日常の生活費 葬祭に必要な経費

　・住宅扶助費 　・施設事務費（救護施設等入所措置費）

家賃、地代、家屋の補修費 　・就労自立給付金

　・教育扶助費

義務教育で必要な教材費、学用品費、給食費等

　・介護扶助費 　・進学準備給付金

介護サービスを受けるために必要な経費

　・医療扶助費

病気やケガの治療に必要な経費

　・生業扶助費

仕事に必要な技能の習得や高等学校就学に必要な経費

予
算
科
目

款 03 民生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 生活保護扶助費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 03 生活保護費

822,816千円 707,010千円 115,806千円
生活福祉課

事
業

01 生活保護費支給事業
国庫支出金

743,214千円目
課

総合計画
計画項目

18 支え合い、助け合う地域福祉の推進 616,968

府支出金 市債 繰入金 その他

616,968

一般財源

205,848

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生活保護法に基づき、経済的に困窮している世帯に対して、健康
で文化的な最低限度の生活を保障するための経済的援助を行うとと
もに、自立のための支援を行う。

主
な
財
源

国負 生活保護費負担金

4,034千円

　大学等進学の際の新生活準備費用（入学金、授業料、
転居費用等）

822,816千円

184,099千円

91,097千円

4,170千円

20,694千円

512,118千円

1,080千円

4,224千円

400千円

900千円

　就業等により生活保護を要しなくなった直後の生活
を支え、自立を促進する費用
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○大宮保健センター、網野保健センターの維持管理経費

・消耗品費（日用衛生用品ほか）

・燃料費（ガス代）

・光熱水費（電気、水道）

・修繕費（施設維持のための修繕費）

・役務費（ごみ持込処理手数料、火災保険料）

・施設清掃委託料（網野保健センター） 140千円

8千円

50千円
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　市民の疾病予防、健康の保持増進を図るため、乳幼児健診、総合
検診、健康指導及び健康教育等の保健活動の拠点となる保健セン
ター（大宮・網野）の適切な管理を行う。

主
な
財
源

一般財源

925

国庫支出金

総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり

府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

保健衛生総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

925千円 928千円 △ 3千円
健康推進課

事
業

02 保健ｾﾝﾀｰ管理運営事業

858千円目
課

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01

642千円

75千円

10千円

925千円
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○こころ・いのち・つなぐ手（ゲートキーパー）研修

・講師謝金（2回）

・消耗品費（チラシ用紙ほか）

○若年層支援事業

・消耗品費（こころのメッセージファイル　1,500枚）

○街頭啓発

・消耗品費（ポケットティッシュほか）

○その他経費

・自殺ゼロ実現推進協議会参与費用弁償

・職員旅費（各種研修会、会議ほか）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　「京丹後市自殺のないまちづくり行動計画」に基づき、自殺ゼロ
をめざし、悩んでいる人に気づき、見守る支援者を養成するととも
に、普及啓発、相談支援等の自殺対策の取組を推進する。

主
な
財
源

府補 自殺対策事業補助金

54千円

54千円

26千円

85千円

111千円

72千円

151

10千円

82千円

37千円

37千円

133
総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 151

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

284千円 396千円 △ 112千円
健康推進課

事
業

03 自殺対策事業
国庫支出金

371千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 保健衛生総務費
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○会計年度任用職員任用経費（保健師・4人） ○負担金

・京都府栄養士会負担金

○職員旅費、有料道路通行料 ・京都府市町村保健師協議会負担金

・市町村栄養士研究会負担金

○需用費 ・健康管理システム共同利用負担金

・消耗品費（書籍、研修会資料代ほか）

・光熱水費（旧丹後保健センター）

・医薬材料費

○消防設備等保守点検委託料（旧丹後保健センター）

○火災保険料（旧丹後保健センター）

○骨髄ドナー助成金（3件）

10千円

5千円

73千円

2,392千円

6千円

39千円

44千円

9,046千円

330千円

88千円
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　各種保健事業を円滑に実施するために必要な経費のほか、旧丹後
保健センターの維持管理などを行う。

主
な
財
源

府補 骨髄ﾄﾞﾅｰ助成事業補助金

2,303千円

10千円

4千円

420千円

210

12,080
総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 210

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

12,290千円 9,102千円 3,188千円
健康推進課

事
業

50 保健衛生総務一般経費
国庫支出金

6,032千円目
課

一般財源府支出金 市債 繰入金 その他

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 保健衛生総務費
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○健康づくり事業 ○食育推進事業

① 健康づくり推進員事業（第6期健康づくり推進員の育成・活動支援、 　京丹後市健康増進計画（食育推進計画）　　

第7期推進員の募集） ① 施策の方向Ⅰ「共食・朝ごはん・食事バランス」

・健康運動指導士謝金（3回）  ・食生活改善推進員の育成（調理材料ほか、会場借上料）

・医師講師謝金（1回）  ・食生活改善推進による伝達講習会（講師謝金・6支部×3回）

・健康づくり推進員活動費（3千円×48人）  ・こども園、保育所での食育指導(印刷製本費)【子ども未来課】

・消耗品費（研修会資料、募集用紙ほか）

・役務費（研修会案内等の郵送代） ② 施策の方向Ⅱ「地産地消・食文化」

 ・食文化伝承推進事業（講師謝金・18回）

② 歩いてすすめる健康づくり（チャレンジウォーキングの開催）  ・お魚料理教室（調理材料ほか）【海業水産課】

・ウォーキングチャレンジカード作成（印刷製本費）  ・子どもクッキング教室（教材消耗品）

・ウォーキングコース看板修繕（原材料費）  ・食育推進ネットワーク関連経費（郵送料）

146千円

108千円

52千円

598千円

17千円

26千円

21千円

27千円

144千円

29千円
事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　健康づくり推進員、食生活改善推進員の育成を行い、健康づくり
や食育の普及啓発にかかる地域活動等を支援することにより、市民
主体の健康づくり及び生涯を通じた食育を推進する。

主
な
財
源

府補 健康増進事業費等補助金

18千円

282千円

2千円

14千円

60千円

216千円

78

府補 食料産業･6次産業化交付金 280

一般財源

522
総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 358

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

880千円 914千円 △ 34千円
健康推進課

事
業

01 健康づくり･食育推進事業
国庫支出金

803千円目
課

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

02 保健対策費
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○不妊・不育症治療費助成事業 ○特定不妊治療通院交通費助成事業

＜一般不妊治療＞ 1回（1クール）の特定不妊治療にかかる通院交通費について、

・保険適用の治療のみの申請 京都府の助成対象とならない部分について、1人あたり1万円を

（医療保険自己負担の1/2の額、助成限度額：60千円/治療年度） 上限に助成（補助率：10/10）

・人工授精による治療を含む申請

（自己負担の1/2の額、助成限度額：100千円/治療年度） 【参考】京都府の特定不妊治療通院交通費助成事業

1回（1クール）の特定不妊治療にかかった通院交通費の合計額

＜不育症治療＞ から1万円を除した額の1/2を助成

・習慣流産など不育症治療にかかる保険適用治療（ヘパリン療法等）の助成 ・府内の特定不妊治療指定医療機関

（医療保険自己負担の1/2の額、助成限度額：100千円/1回の妊娠） 京都市内7か所

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　少子化対策の一環として、不妊・不育症治療を受けている夫婦に
対して、その治療に要する費用の一部を助成し経済的負担の軽減を
図ることにより、安心して治療が受けられる環境を整える。
　また、特定不妊治療を受けるため遠方への通院に要した交通費の
一部を助成することにより、その夫婦の経済的負担の軽減を図る。

主
な
財
源

500千円

100千円

675千円

府補 不妊治療給付事業助成費補助金

270千円

1,045千円

522

一般財源

1,023

課

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 522

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

1,545千円 970千円 575千円
健康推進課

事
業

01 不妊･不育症治療費助成事業
国庫支出金

930千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 母子保健費
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○乳幼児健康診査事業 ○むし歯予防事業

対象：4か月児、10か月児、1歳8か月児、2歳6か月児、3歳児 ① フッ化物洗口事業（こども園・保育所の4、5歳児に実施）

内容：小児科診察、歯科診察及び指導、保健指導、栄養指導 　　・消耗品費（ポリコップ等）

・会計年度任用職員任用経費（保健師1人、歯科衛生士2人） ・医薬材料費（フッ化物製剤、ポリコップ消毒液）

・医師謝金（小児科医師・107回分） ② 歯科教室（こども園・保育所の親子を対象）

・歯科医師謝金（歯科医師・93回分） ・歯科衛生士謝金（14回分）

・費用弁償（小児科医師・歯科医師） ・消耗品費（チラシ用紙ほか）

・需用費（消耗品費、医薬材料費、印刷製本費）

・通信運搬費（健診案内通知ほか）

○離乳食教室（離乳食前期・後期）

・消耗品費（材料費ほか）

87千円

94千円

8千円

197千円

1,297千円

事
　
業
　
概
　
要

5,885千円

10,446千円

206千円

92千円

398千円

46千円

2,614千円

8千円

目
的
・
趣
旨

　子育て期間を通じて、乳幼児健康診査事業、むし歯予防事業、離
乳食教室を実施することにより、乳幼児の疾病や障害の早期発見・
早期治療・早期療育を促し、子どもの健やかな成長発達を支援する
とともに、保護者の育児不安の解消と虐待防止を図る。

主
な
財
源

府補 きょうと地域連携交付金（乳幼児健康診査事業） 3,500

府補 ﾌｯ素による子どものむし歯予防事業費補助金 786

一般財源

6,449
総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 4,286

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

10,735千円 9,717千円 1,018千円
健康推進課

事
業

02 母子健康支援事業
国庫支出金

9,142千円目
課

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 母子保健費
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○妊婦健康診査事業 ○妊婦歯科健康診査事業

　妊婦及び胎児の健康管理のため、妊婦が受診する基本健診14回と 　妊婦の口腔衛生向上を図るため、妊婦が受診する歯科健診の

追加健診（検査）14回の受診費用の一部を負担する。 費用の一部を負担する。（1回の妊娠につき、1回の助成）

（多胎妊婦の場合は、基本健診6回、追加健診3回を加える） ・妊婦歯科健診委託料

・消耗品費（母子健康手帳ほか） ・妊婦歯科健康診査助成金（里帰り出産用償還払い）

・印刷製本費（妊婦・妊婦歯科・産婦健診受診券綴）

・妊婦健康診査委託料 ○産婦健康診査事業

・妊婦健康診査助成金（里帰り出産用償還払い） 　産後うつの予防、新生児への虐待予防等を図るため、産婦が

・多胎妊婦健康診査委託料 受診する健康診査（産後2週間目及び産後1か月目）の費用の

・多胎妊婦健康診査助成金（里帰り出産用償還払い） 一部を負担する。

・産婦健康診査委託料

・産婦健康診査助成金（里帰り出産用償還払い）

事
　
業
　
概
　
要

繰入金 ふるさと応援基金繰入金 5,000

目
的
・
趣
旨

　妊婦健康診査、妊婦歯科健康診査、産婦健康診査を実施すること
により、安心して妊娠・出産・子育てができる環境を整え、妊産婦
の健康づくりを支援する。

主
な
財
源

府補 多胎妊婦健康診査支援事業補助金 70

2,050千円

2,245千円

13千円

175千円

26,400千円

71千円

71千円

690千円

25,197千円

262千円

109千円

12,241

国補 母子保健衛生費国庫補助金 1,122

府補 きょうと地域連携交付金（妊産婦健康支援事業） 10,400

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 1,122 10,470

府支出金 市債 繰入金 その他

5,000

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

28,833千円 29,423千円 △ 590千円
健康推進課

事
業

03 妊産婦健康支援事業
国庫支出金

26,795千円目
課

一般財源

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 母子保健費

188千円

195千円
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○発達支援相談員謝金

○発達支援相談員費用弁償

○消耗品費（問診票用紙、封筒、ほめかた教室テキストファイルほか）

【対象者】

市内保育所及び認定こども園に通う4歳児（年中児）とその保護者

（１）一次スクリーニング（19回）

問診票から抽出された幼児を対象にスクリーニングを実施

（２）事後支援

① 園巡回支援（29回）

行動観察、カンファレンスにより今後の支援の検討と助言

② 子育て相談（30回）

発達支援相談員による子どもの成長発達の確認と保護者支援

③ ほめ方教室（6回シリーズ）

教室参加希望をされた保護者にペアレントトレーニングを実施

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　発達障害などにより集団生活に困り感のある幼児の早期発見・早
期療育の観点から、専門相談員、保育所、こども園、保健所等の関
係機関と連携を行い、子ども、保護者が安心して就学を迎えられる
ように支援を行う。

主
な
財
源

府補 発達障害児等早期発見･早期療育支援事業費補助金 85

14千円

15千円

87

府補 障害者地域生活支援事業費補助金 43

一般財源

286

課

総合計画
計画項目

25 子育て支援の総合的な推進 87 128

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

501千円 525千円 △ 24千円
健康推進課

事
業

04 発達障害児等早期発見･早期療育支援事業
国庫支出金

392千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

03 母子保健費

472千円

国補 障害者地域生活支援事業費補助金
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○健康づくり講演会（1回） ○生活習慣病重症化予防事業（慢性腎臓病対策事業を含む）

　生涯にわたるからだとこころの健康づくりのため、口腔衛生（特にオーラル ・消耗品費

フレイル、歯周病）に着目した講演会を実施。 ・印刷製本費（保健・栄養指導連絡票）

・講師謝金 ・通信運搬費（案内・連絡票郵送料）

・消耗品費

○歯周病疾患予防事業（消耗品費）

○検診結果報告会

・消耗品費 ○骨密度測定器を活用した個別健康相談・健康教育（消耗品費）

・印刷製本費（各種封筒、リーフレット印刷）

・通信運搬費（検診結果郵送料）

・会場使用料（冷房代）

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　生活習慣病をはじめとした疾病予防、介護予防などを目的に、健
康に関する知識の普及啓発及び健康相談・健康教育を行い、早世予
防、健康寿命の延伸、健康の保持増進を図る。

主
な
財
源

8千円

813千円

190千円

71千円

1,082千円

263

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 263

府支出金 市債 繰入金

予
算
科
目

04 健康推進費

項 01 保健衛生費

1,262千円 995千円

事
業

01 健康相談･指導事業
国庫支出金

1,286千円目
課

一般財源その他

38千円

29千円

67千円

12千円

29千円

27千円

16千円

29千円

72千円

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

999

府補 健康増進事業費等補助金

267千円
健康推進課
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　健康診査と各種がん検診等を同時に受けることのできる総合検診として、地域 【各種がん検診】

の体育館等で実施する。（13会場・39日間） 検診項目：胃がん、大腸がん、肺がん、前立腺がん、子宮頸がん、乳がん、

　　　　　結核、肝炎ウイルス検査

○需用費（消耗品費・燃料費・印刷製本費） ※加入保険に関係なく受診可。検診項目より年齢制限あり。

○通信運搬費（申込書、受診案内、精検未受診者勧奨通知）

○総合検診委託料 ○会場借上料（冷房代）

【健康診査（身体計測、血液検査、尿検査、医師診察など）】

対象者：20～39歳（加入保険の種類は不問）、生活保護世帯、

　　　　75歳以上及び40歳～74歳の後期高齢者医療加入者、

　　　　保険資格異動者

※40歳～74歳の国保加入者（特定健診対象者）は、

国民健康保険事業特別会計で計上

事
　
業
　
概
　
要

諸収入 後期高齢者医療保健事業補助金

116,658千円

1,651千円

412千円

6,986

目
的
・
趣
旨

　がんや疾病の早期発見を行うとともに、健康管理意識を高めるこ
とにより生活習慣病の予防につなげる。

主
な
財
源

繰入金 再編交付金事業基金繰入金 20,000

国補 感染症予防事業費等補助金 27

府補 健康増進事業費等補助金 2,295

一般財源

20,000 6,986 89,419

課

総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 27 2,295

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

118,727千円 117,098千円 1,629千円
健康推進課

事
業

03 総合検診事業
国庫支出金

108,985千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

04 健康推進費

6千円
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○需用費（予診票用紙・各種消耗品、予診票印刷ほか） ○風しん抗体価検査委託料

○予防接種案内通知郵送料 【風しんに関する追加対策】

○国保連合会審査支払手数料 　風しん抗体保有率が低い現在39～56歳の男性に対して、予防接種法に

○子どもの予防接種 基づく定期接種の対象者として、風しんワクチン接種を実施する。接種に

・BCG　・麻しん風しん混合　・日本脳炎　・四種混合　・水痘　 先立ち抗体検査を実施し、抗体価が低いものを接種の対象とする。

・ヒブ　 ・小児用肺炎球菌　　・二種混合　・B型肝炎 （令和元年度から3か年事業）

・子宮頸がん　・ロタウイルス ○扶助費（Ａ類疾病・Ｂ類疾病に係る償還払い）

○高齢者インフルエンザ予防接種

○高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種

○麻しん風しんワクチン予防接種

　（風しんに関する追加的対策）

事
　
業
　
概
　
要

諸収入 京都府後期高齢者医療制度特別対策補助金 2,000

目
的
・
趣
旨

　感染の恐れがある疾病の発生及び感染予防、発病防止、症状の軽
減、病気のまん延防止のため、予防接種法に定める予防接種を実施
する。

主
な
財
源

繰入金 再編交付金事業基金繰入金 7,600

感染症予防事業費等補助金 1,016

府補 風しん予防接種助成事業補助金 93

一般財源

7,600 2,000 130,553

課

総合計画
計画項目

08 生涯にわたる体とこころの健康づくり 1,016 93

府支出金 市債 繰入金 その他

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 保健衛生費

141,262千円 134,558千円 6,704千円
健康推進課

事
業

01 予防接種事業
国庫支出金

133,149千円目

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

05 予防費

1,013千円

403千円

国補

1,427千円

963千円

9,615千円

883千円

43,791千円

53千円

83,114千円
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○感染症対策用物品購入経費

（手指消毒液、ハンドソープ、フェイスシールド等）

○次亜塩素酸水運搬事業

・消耗品費（VOX専用電解溶液）

・燃料費（運搬車用）

・修繕料（運搬車点検代）

・自動車損害保険料

・委託料（次亜塩素酸水生成等業務）

○感染症対策広報経費【新型コロナウイルス対策室】

・新聞折込チラシ（4回分）

・相談窓口電話代

・その他旅費･消耗品費

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　新型コロナウイルス感染症対策として必要な環境を整え、感染防
止を図る。

主
な
財
源

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金 13,240

繰入金 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症支え合い基金繰入金 2,000

14千円

28千円

106千円

18,226千円

685千円

819千円

総合計画
計画項目

08

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

課 健康推進課

一般財源

0千円

繰入金 その他府支出金 市債

生涯にわたる体とこころの健康づくり 13,240 2,000 7,180

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 保健衛生費

22,420千円 0千円 22,420千円目 05 予防費

事
業

02 感染症予防対策事業
国庫支出金

2,541千円

52千円

214千円

554千円

3,375千円
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○接種実施経費 ○接種券印刷・発送

・会計年度任用職員任用経費 ・接種券、案内文、予診票等印刷及び封入業務（委託料）

事務職員8人、保健師2人、看護師3人（集団接種会場） 対象者：高齢者を除く市民　約34,000人分　

・時間外勤務手当 ・個別通知、接種希望アンケート、接種日案内（通信運搬費）

・集団接種用物品購入経費（消耗品費等） 対象者：高齢者を除く市民　約34,000人分　

・接種会場までの送迎経費（燃料費、バス運転委託料）

・審査支払手数料（市外接種者分） 【参考】接種スケジュール（予定）

・産業廃棄物処理手数料

・会場設営委託料

・ワクチン運搬経費

・予防接種委託料

○コールセンター経費

・会計年度任用職員任用経費（事務職員6人）

○制度周知（チラシ作成・4回分）（印刷製本費、新聞折込手数料）

○Web接種予約システム（システム利用料）

690千円

―

2,050千円

1,700千円

200千円

331,221千円

13,897千円

287,785千円

6,920千円

180千円

240千円 接種券郵送

21,166千円

8,000千円

5,030千円

3,600千円

未定

令和3年4月1日以降

令和3年2月～3月

接種時期

高齢者以外

10,053千円

未定

令和3年3月下旬

事
　
業
　
概
　
要

高齢者（施設入所者・従事者含む）

医療従事者

対象者

13,653千円

目
的
・
趣
旨

　新型コロナウイルス感染症にかかるワクチン接種に係る経費

主
な
財
源

国負 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種対策費国庫負担金 248,965

国補 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費国庫補助金 112,546

総合計画
計画項目

08

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

課 新型コロナウイルス対策室

一般財源

0千円

繰入金 その他府支出金 市債

生涯にわたる体とこころの健康づくり 361,511 0

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

項 01 保健衛生費

361,511千円 0千円 361,511千円目 05 予防費

事
業

03 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種事業
国庫支出金
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○消費生活相談員（会計年度任用職員）任用経費（2人）

○報償費

　・消費者教育講座の講師謝金と消費者啓発活動の謝金

○補助金

　・消費生活学習グループ活動費補助金（補助率：2/3以内）

○その他経費

　・消費生活相談員研修等旅費、職員旅費

　・通信運搬費（電話代）

　・公用車維持経費（車検経費、燃料費、保険料等）

　・消耗品（事務用品、参考図書、子供教室資材等）

328千円

91千円

5,354千円

104千円

260千円

595千円

76千円

予
算
科
目

款 07 商工費 本年度予算額 前年度予算額 増減額

01 商工総務費

参考R元決算額
部 健康長寿福祉部

項 01 商工費

6,313千円 5,714千円 599千円
生活福祉課

事
業

02 消費生活推進事業
国庫支出金

5,696千円目
課

総合計画
計画項目

11 防犯・交通安全対策の推進 3,298

府支出金 市債 繰入金 その他 一般財源

3,015

3,298

事
　
業
　
概
　
要

目
的
・
趣
旨

　消費生活相談員を配置し、インターネット環境の広がりや情報化
社会の進展、在宅やオンライン利用時間の拡大により、巧妙化、増
加する消費者トラブルや多重債務等の相談に対し、弁護士等の専門
家と連携して助言やあっせんなどの対応を行う。
　また、消費生活学習グループの地域見守り活動を支援し連携する
ことで、トラブルの未然防止と早期解決を図るとともに、啓発活動
や消費者教育を推進する。

主
な
財
源

府補 消費者行政活性化事業費補助金

100千円
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　京都府後期高齢者医療広域連合の委託を受けて令和2年度より取り組む

「高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施」事業。

○地域担当人件費

・会計年度任用職員（保健師2人及び管理栄養士1人）任用経費

○地域担当の活動に要する経費

・普通旅費 ※フレイルとは

・需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費）

・通信運搬費

○国保データベースシステム関連経費

・データ管理手数料

・国保データベース運用サポート負担金

事
　
業
　
概
　
要

※国保データベースシステムとは

　国保連合会が保有する健診・医療・介護の各種データを利活用して、統計情
報や個々の健康に関するデータを作成し、保険者に提供する、公益社団法人国
民健康保険中央会のシステム。
　市では、提供されたデータを分析することにより、地域住民の健康課題を明
確にし、それに沿った効率的・効果的な保健事業の実施や、次の課題解決に向
けた計画の見直し等が可能となる。

1,113千円

498千円

467千円

24千円

23千円

383千円 　加齢にともない、気力や体力など心身の活力が低下した状態を「フレイル」
という。健康と要介護状態の間のような状態で、放置すると健康や生活機能を
損なう恐れがある。
　フレイルは、早期に発見し日ごろの生活習慣を見直すことで、その進行を抑
制したり、健康な状態に戻したりすることができる。

92千円

491千円

目
的
・
趣
旨

　国保データベースシステム等のデータ分析を活用するとともに、
保健師や管理栄養士など医療専門職が事業のコーディネートを行う
ことにより、75歳以上の方の健康課題を明確化させ効果的なフレイ
ル予防を行うことで健康寿命を延伸し、介護予防につなげる。

主
な
財
源

諸収入 後期高齢者医療保険事業委託金 1,612

総合計画
計画項目

09 地域包括医療・ケア体制の充実 1,612 490

0千円

増減額 参考R元決算額
部 市民環境部

市債 繰入金 その他

事
業

02 高齢者ﾌﾚｲﾙ予防事業【再掲】
国庫支出金 府支出金

目 04 健康推進費
課 保険事業課

一般財源

予
算
科
目

款 04 衛生費 本年度予算額 前年度予算額

項 01 保健衛生費

2,102千円 2,835千円 △ 733千円

- 73 -


